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序
章　

問
題
提
起

（
１
）
公
私
協
働
の
展
開

　

国
家
と
社
会
の
二
元
的
対
立
思
考
モ
デ
ル
を
基
盤
に
構
築
さ
れ
た
古
典
的
行
政
法
学
は
、
国
家
を
「
社
会
管
理
機
能
を
担
う
中
核
的
な
主

体
」
と
位
置
づ
け
た
う
え
で
、
当
該
社
会
管
理
機
能
を
担
う
国
家
の
活
動
を
、
組
織
法
・
作
用
法
の
両
面
に
渡
っ
て
法
的
に
統
制
す
る
こ
と

を
主
眼
と
し
て
き
た
。
そ
こ
で
は
、
所
謂
「
三
段
階
構
造
モ
デ
ル
（
法
律
→
行
政
行
為
→
強
制
執
行
）」
が
社
会
管
理
作
用
の
典
型
的
発
現

形
態
と
理
解
さ
れ
、
国
家
は
、
社
会
管
理
機
能
を
ほ
ぼ
独
占
し
、
こ
れ
を
単
独
で
行
う
責
任
主
体
と
位
置
づ
け
ら
れ（

１
）た

。

　

こ
れ
に
対
し
現
代
国
家
は
、も
は
や
社
会
管
理
機
能
の
ほ
ぼ
全
て
を
独
占
し
、こ
れ
を
単
独
で
行
う
責
任
主
体
で
は
な
く
な
り
つ
つ
あ
る
。

行
政
需
要
が
質
的
に
も
量
的
に
も
恒
常
的
に
拡
大
す
る
な
か
、
少
子
高
齢
化
社
会
及
び
経
済
の
低
成
長
時
代
に
あ
っ
て
厳
し
い
財
政
状
況
に

曝
さ
れ
て
い
る
現
代
の
国
家
は
、
公
共
的
な
事
務
事
業
の
全
て
を
、
従
来
通
り
、
そ
の
単
独
責
任
の
も
と
自
ら
遂
行
す
る
こ
と
に
限
界
が
あ

る
こ
と
を
認
め
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
て
い
る
。
加
え
て
、
解
決
す
べ
き
社
会
問
題
の
複
雑
化
、
解
決
に
際
し
て
必
要
と
な
る
知
見
や
技
術
の

高
度
化
が
、
そ
れ
に
拍
車
を
か
け
る
。
現
代
国
家
は
も
は
や
、
社
会
と
の
協
働
な
く
し
て
、
適
時
か
つ
適
切
に
社
会
管
理
機
能
を
営
む
こ
と

が
困
難
と
な
り
つ
つ
あ（

２
）る

。
洋
の
東
西
を
問
わ
ず
、
我
が
国
を
含
め
た
先
進
諸
国
に
お
い
て
、
規
制
緩
和
・
民
間
委
託
・
民
営
化
等
を
推
進

す
る
動
き
が
加
速
し
て
い
る
の
も
、
そ
の
た
め
で
あ（

３
）る

。

（
２
）
本
稿
の
問
題
関
心
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他
方
、
国
家
と
社
会
の
協
働
は
、
な
に
も
公
共
的
な
事
務
事
業
の
「
実
施
・
遂
行
局
面
」
に
限
ら
れ
な
い
。
現
代
国
家
は
、
規
制
の
法
的

根
拠
と
な
る
べ
き
法
律
（
及
び
法
律
の
委
任
に
基
づ
い
て
制
定
さ
れ
る
各
種
行
政
立
法
）
の
制
定
局
面
に
お
い
て
で
す
ら
、
社
会
と
の
間
で

協
働
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
て
い
る
。
命
令
等
に
関
す
る
意
見
公
募
手（

４
）続

は
、
我
が
国
に
お
い
て
も
既
に
制
度
化
さ
れ
た
「
規
範
制
定
局
面

に
お
け
る
協
働
」
の
典
型
例
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
が
、
こ
の
他
に
も
、
立
法
過
程
に
お
け
る
聴
聞
手
続
や
民
間
規
格
・
国
際
規
格
の
立
法
へ

の
取
込（

５
）み

な
ど
、
─
協
働
の
程
度
や
方
法
に
細
か
な
違
い
は
あ
れ
─
、
規
範
制
定
局
面
に
お
け
る
国
家
と
社
会
の
協
働
現
象
は
様
々
な
行
政

領
域
の
中
に
浸
透
し
つ
つ
あ
る
。
本
稿
が
考
察
の
対
象
と
す
る
「
交
渉
・
合
意
・
契
約
を
通
じ
た
規
範
の
共
同
形
成
（
契
約
に
よ
る
立
法
）」

も
ま
た
、
そ
れ
が
い
か
な
る
理
由
（
又
は
正
当
化
根
拠
）
を
基
盤
に
一
体
ど
の
程
度
で
法
的
に
許
容
さ
れ
う
る
の
か
は
兎
も
角
、
規
範
制
定

局
面
に
お
け
る
公
私
協
働
の
推
進
を
目
指
し
た
動
き
の
中
に
位
置
づ
け
ら
れ（

６
）る

。

　

他
方
、
こ
れ
ら
規
範
制
定
局
面
に
お
け
る
公
私
協
働
の
諸
現
象
は
、
伝
統
的
な
行
政
法
理
論
と
の
関
係
で
検
討
・
解
明
さ
れ
る
べ
き
幾
つ

か
の
課
題
を
提
示
し
て
い
る
。
民
間
規
格
や
国
際
基
準
の
立
法
へ
の
取
込
み
で
あ
れ
、
契
約
に
よ
る
立
法
で
あ
れ
、
い
ず
れ
も
、「
民
主
的

正
当
性
を
持
っ
た
主
体
・
組
織
に
よ
る
規
範
の
定
立
」
と
い
う
法
治
国
原
理
の
前
提
に
対
し
て
、
修
正
を
迫
る
も
の
だ
か
ら
で
あ（

７
）る

。

　

本
稿
は
、
右
に
述
べ
た
基
本
視
角
の
も
と
、「
契
約
に
よ
る
規
範
の
共
同
形
成
」
を
立
法
上
推
進
し
、
一
定
の
条
件
下
で
契
約
に
規
範
代

替
機
能
を
認
め
よ
う
と
す
る
ド
イ
ツ
の
動
向
に
焦
点
を
当
て
、「
契
約
に
よ
る
立
法
」
が
、
そ
の
正
当
性
根
拠
を
ど
の
点
に
見
い
だ
す
の
か

を
検
討
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
以
下
で
は
、「
契
約
に
よ
る
立
法
」
を
め
ぐ
っ
て
展
開
さ
れ
て
き
た
ド
イ
ツ
行
政
法
学
説
の
議
論
動

向
を
時
系
列
的
に
考
察
し
、
こ
れ
を
適
宜
整
理
し
た
う
え
で
、
右
の
問
題
に
関
す
る
最
近
の
議
論
状
況
を
紹
介
・
分
析
し
、
以
て
「
規
範
形

成
局
面
に
お
け
る
契
約
の
機
能
的
限
界
」
に
つ
き
一
定
の
知
見
を
得
た
い
と
考
え
る
。
な
お
、
規
範
の
制
定
及
び
非
制
定
に
係
わ
る
行
政
契

約
は
、
ド
イ
ツ
行
政
法
学
上
、
論
者
に
よ
っ
て
、
様
々
な
用
語
・
名
称
が
用
い
ら
れ
る
状
態
に
あ
る
。
そ
こ
で
、
具
体
的
な
考
察
に
先
立
ち
、

使
用
文
言
・
用
語
の
統
一
を
図
っ
て
お
く
こ
と
に
し
た
い
。
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（
３
）
用
語
の
統
一
・
整
理

　

規
範
の
形
成
に
係
わ
る
契
約
は
、
一
般
に
規
範
関
連
契
約
（norm
bezogener V

ertrag

）
と
呼
ば
れ
る
。
ベ
ッ
カ
ー
（Florian 

Becker

）
の
整
理
に
よ
る
と
、
規
範
関
連
契
約
は
、（
ａ
）
契
約
そ
れ
自
体
が
規
範
的
効
果
を
持
ち
、
法
規
範
と
契
約
と
が
、
謂
わ
ば
「
一

心
同
体
」
と
な
っ
て
い
る
「
規
範
契
約
（N

orm
envertrag

）」
と
、（
ｂ
）
契
約
に
お
い
て
将
来
特
定
の
内
容
を
持
っ
た
規
範
を
制
定
し

又
は
制
定
し
な
い
旨
が
合
意
さ
れ
る
「
規
範
制
定
契
約
（N
orm

setzungsvertrag

）」
に
分
類
さ
れ
る
。
そ
し
て
後
者
─
規
範
制
定
契
約

は
、
そ
れ
が
特
定
の
内
容
を
持
っ
た
規
範
の
制
定

0

0

を
合
意
す
る
「
真
正

0

0

規
範
制
定
契
約
（echter N

orm
setzungsvertrag

）」
と
、
逆
に

特
定
の
内
容
を
持
っ
た
規
範
を
制
定
し
な
い

0

0

0

旨
が
合
意
さ
れ
る
「
不
真
正

0

0

0

規
範
制
定
契
約
（unechter N

orm
setzungsvertrag

）」
と
に

区
別
さ
れ
る
。
な
お
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
は
、
こ
れ
に
よ
り
規
範
の
制
定
が
回
避
さ
れ
、
又
は
契
約
が
規
範
に
代
替
す
る
機
能
を
果
た

す
こ
と
か
ら
、
論
者
に
よ
っ
て
は
、
規
範
回
避
型
契
約
（norm

verm
eidender V

ertrag

）
又
は
規
範
代
替
型
契
約
（norm

ersetzender 

V
ertrag

）
と
呼
ば
れ
る
こ
と
も
あ（

８
）る

。

第
一
章　

契
約
に
よ
る
立
法

（
１
）
行
政
実
務
と
立
法
動
向

　

真
正
・
不
真
正
を
問
わ
ず
、
規
範
制
定
契
約
を
通
じ
た
規
範
の
共
同
形
成
（
契
約
に
よ
る
立
法
）
は
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
、
過
去
に
は
都

市
建
設
法
領
域
で
、
ま
た
近
年
で
は
環
境
法
領
域
で
展
開
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
際
、
前
者
─
都
市
建
設
法
領
域
に
あ
っ
て
は
、
行
政

0

0

実
務
が
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真
正

0

0

規
範
制
定
契
約
を
通
じ
て
、
後
者
─
環
境
法
領
域
に
あ
っ
て
は
、
立
法

0

0

実
務
が
不
真
正

0

0

0

規
範
制
定
契
約
を
通
じ
て
契
約
に
よ
る
立
法
を

実
践
し
又
は
推
進
す
る
主
導
的
役
割
を
果
た
し
て
き
た
。

　

す
な
わ
ち
、前
者
に
あ
っ
て
は
、条
例
（Satzung

）
と
し
て
制
定
さ
れ
る
地
区
詳
細
計
画
（Bebauungsplan

：
以
下
、Ｂ
プ
ラ
ン
と
い
う
。）

の
内
容
が
、
ゲ
マ
イ
ン
デ
と
民
間
法
主
体
（
特
に
開
発
区
域
内
の
土
地
所
有
者
や
開
発
事
業
者
等
）
と
の
間
で
交
渉
さ
れ
、
所
謂
地
区
施
設

整
備
契
約
（Erschließungevertrag

）
や
開
発
費
用
負
担
契
約
（Folgekostenvertrag

）
等
に
お
い
て
、
特
定
の
内
容
を
持
っ
た
Ｂ
プ

ラ
ン（
条
例
）の
制
定
が
契
約
上
合
意
さ
れ
る（
真
正
規
範
制
定
契（

９
）約

）。
こ
れ
に
対
し
後
者
に
あ
っ
て
は
、法
規
命
令（Rechtsverordnung

）

の
制
定
権
限
を
持
っ
た
行
政
権
と
民
間
法
主
体
と
の
間
で
交
渉
が
行
わ
れ
、
民
間
法
主
体
が
一
定
の
義
務
を
負
う
こ
と
を
条
件
に
、
当
該
義

務
を
課
す
た
め
に
予
定
さ
れ
て
い
た
法
規
命
令
の
制
定
放
棄
が
契
約
上
合
意
さ
れ
る
（
不
真
正
規
範
制
定
契
約
）。
例
え
ば
一
九
九
八
年
に

公
表
さ
れ
た
『
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
』
は
、
そ
の
第
三
六
条
で
「
規
範
代
替
型
契
約
」
に
関
す
る
規
定
を
置
き
、
同
草
案
第

一
三
条
の
意
味
に
お
け
る
法
規
命
令
─
施
設
及
び
施
設
の
操
業
方
法
、
汚
水
及
び
廃
棄
物
の
処
理
、
特
定
物
質
の
分
類
・
製
造
・
流
通
・
利

用
・
処
理
・
加
工
・
生
産
、
遺
伝
子
工
学
上
の
作
業
及
び
遺
伝
子
組
換
生
物
の
流
通
等
に
関
す
る
要
求
事
項
を
定
め
る
法
規
命
令
─
の
制
定

に
代
え
て
、
連
邦
政
府
が
経
済
団
体
や
個
別
企
業
と
の
間
で
公
法
上
の
契
約
を
締
結
す
る
可
能
性
を
認
め
て
い

（
（1
（

る
。

　

他
方
、法
規
命
令
の
制
定
に
代
替
す
る
契
約
を
規
律
す
る
明
文
規
定
は
、右
の
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
以
外
に
も
存
在
す
る
。

そ
の
代
表
例
が
ド
イ
ツ
連
邦
自
然
保
護
法
で
あ

（
（1
（

る
。
連
邦
自
然
保
護
法
は
、自
然
保
護
法
上
の
目
的
を
転
換
す
る
た
め
の
一
手
法
と
し
て「
保

護
区
域
指
定
（U
nterschutzstellung

）」
を
挙
げ
、
特
別
保
護
区
域
の
指
定
に
あ
っ
て
は
土
地
の
利
用
及
び
変
更
の
絶
対
的
禁
止
を
、
通

常
の
保
護
区
域
指
定
に
あ
っ
て
は
、
土
地
の
利
用
等
に
関
し
て
許
可
又
は
届
出
制
を
敷
く
と
と
も
に
、
土
地
所
有
者
、
占
有
者
、
利
用
者
及

び
一
般
大
衆
に
対
し
て
、
特
定
の
作
為
義
務
、
受
忍
義
務
、
不
作
為
義
務
を
課
す
仕
組
み
を
導
入
し
て
い
る
（
第
二
二
条
第
二
項
）。
そ
し

て
同
法
は
、
右
保
護
区
域
指
定
が
「
法
的
拘
束
力
を
持
っ
て
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
規
定
し
（
第
二
三
条
）、
こ
れ
を
基
盤
に
各
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ラ
ン
ト
の
法
律
は
、
景
観
行
政
庁
に
対
し
、
保
護
区
域
指
定
を
行
う
た
め
の
法
形
式
と
し
て
法
規
命
令
を
制
定
す
る
権
限
を
付
与
し
て
い
る

の
で
あ

（
（1
（

る
。
こ
こ
で
本
稿
と
の
関
係
で
特
に
注
目
さ
れ
る
の
が
、
連
邦
自
然
保
護
法
の
第
三
条
第
三
項
で
あ
る
。
こ
の
規
定
は
「
自
然
保
護

及
び
景
観
保
全
の
措
置
に
際
し
て
は
、
当
該
目
的
を
契
約
に
よ
っ
て
も
適
切
な
費
用
で
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
否
か
に
つ
い
て
、
優
先

的
に
検
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」
と
規
定
し
、
保
護
区
域
指
定
を
含
む
自
然
保
護
及
び
景
観
保
全
措
置
が
「
契
約
に
よ
っ
て
代
替
さ
れ

る
こ
と
」
を
認
め
、
む
し
ろ
そ
れ
を
推
奨
し
よ
う
と
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
れ
を
受
け
て
各
ラ
ン
ト
の
自
然
保
護
法
も
、
法
規
命
令
形
式

を
通
じ
て
保
護
区
域
指
定
を
行
う
こ
と
に
代
え
、
関
係
す
る
土
地
の
所
有
者
等
と
の
間
で
協
定
を
締
結
す
る
可
能
性
を
管
轄
行
政
庁
に
対
し

て
認
め
る
規
定
を
置
い
て
い

（
（1
（

る
。「
ド
イ
ツ
に
於
け
る
自
然
保
護
の
伝
統
的
手
法
は
、
古
典
的
な
秩
序
法
と
い
う
形
式
レ
パ
ー
ト
リ
ー
の
中

に
之
を
見
て
取
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
他
方
、
こ
こ
数
年
来
、
次
第
に
、
契
約
に
よ
る
自
然
保
護
（V

ertragsnaturschutz

）
と
い
う
行

政
法
に
お
け
る
契
約
思
考
が
一
般
的
に
出
現
す
る
ま
で
に
発
展
・
展
開
し
て
き

（
（1
（

た
。」
と
さ
れ
る
所
以
が
こ
こ
に
あ
る
。

　

都
市
建
設
法
領
域
に
お
け
る
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
─
真
正
規
範
制
定
契
約
で
あ
れ
、
環
境
法
領
域
に
お
け
る
法
規
命
令
代
替
型
契
約
─
不

真
正
規
範
制
定
契
約
で
あ
れ
、
そ
こ
に
共
通
す
る
の
は
、（
ａ
）「
契
約
の
内
容
」
が
（
ｂ
）
契
約
上
制
定
又
は
非
制
定
が
合
意
さ
れ
る
「
法

規
範
の
内
容
」
と
「
基
本
的
に
一
致
す

（
（1
（

る
」
と
い
う
点
で
あ
る
。
そ
の
意
味
で
、
真
正
・
不
真
正
を
問
わ
ず
、
規
範
制
定
契
約
の
成
立
は
「
契

約
に
よ
る
立
法
」
で
あ
り
、「
契
約
に
よ
る
規
範
の
共
同
形
成
」
な
の
で
あ
る
。
問
題
は
、
そ
の
法
的
正
当
化
根
拠
の
有
無
及
び
そ
の
具
体

的
内
容
で
あ
る
。

（
２
）
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
原
則
不
許
容
論
の
展
開

　

ド
イ
ツ
の
学
説
及
び
判
例
は
、
都
市
建
設
法
領
域
に
お
い
て
実
務
上
頻
繁
に
締
結
さ
れ
る
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
の
法
的
許
容
性
を
議
論
す
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る
な
か
で
「
契
約
に
よ
る
立
法
」
と
い
う
現
象
に
つ
い
て
の
法
律
論
議
を
開
始
し
た
。
契
約
に
よ
る
立
法
現
象
に
対
す
る
行
政
法
学
説
の
関

心
は
、
右
実
務
動
向
に
よ
っ
て
呼
び
起
こ
さ
れ
た
の
で
あ
り
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
の
許
容
性
を
め
ぐ
る
議
論
は
、
今
な
お
、
─
真
正
・
不

真
正
を
問
わ
ず
─
規
範
制
定
契
約
の
許
容
性
を
め
ぐ
る
議
論
の
出
発
点
で
あ
り
、
基
盤
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い

（
（1
（

る
。

　

こ
の
点
、
既
に
我
が
国
に
於
い
て
も
複
数
の
先
行
研
究
が
示
す
通
り
、
ド
イ
ツ
の
学
説
及
び
判
例
は
、
真
正
規
範
制
定
契
約
に
分
類
さ
れ

る
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
に
対
し
て
強
い
不
信
感
を
露
わ
に
し
、
そ
の
許
容
性
を
基
本
的
に
否
定
し
て
き
た
。
と
い
う
の
も
、
こ
の
種
の
契
約

は
、
地
区
詳
細
計
画
を
策
定
す
る
に
あ
た
っ
て
ゲ
マ
イ
ン
デ
が
な
す
べ
き
「
関
係
諸
利
益
の
適
正
な
る
衡
量
」
を
毀
損
す
る
危
険
性
を
持
つ

か
ら
で
あ

（
（1
（

る
。
例
え
ば
ベ
ッ
カ
ー
は
次
の
よ
う
に
言
う
。

　
《
衡
量
は
、
計
画
化
行
為
の
真
の
中
核
で
あ
っ
て
、
衡
量
を
行
う
上
で
重
要
な
諸
々
の
利
害
を
事
前
に
収
集
す
る
こ
と
な
く
し
て
計
画
化

と
い
う
行
為
を
目
指
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
計
画
化
を
行
う
官
庁
は
、
か
か
る
衡
量
に
お
い
て
は
じ
め
て
、
計
画
化
を
通
じ
て
影
響
を
受
け

る
多
種
多
様
な
公
的
利
害
及
び
私
的
利
害
を
可
能
な
限
り
慎
重
に
調
整
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
衡
量
原
則
［A

bw
ägungsgebot

］
は
、
法

治
国
的
要
求
に
適
合
し
た
形
で
計
画
化
を
行
う
こ
と
を
義
務
づ
け
る
も
の
で
あ
り
、
ま
た
こ
れ
と
と
も
に
、
─
法
律
に
よ
る
実
定
化
に
関
係

な
く
─
、法
治
国
原
理
の
直
接
的
な
流
出
物
［A

usfluß

］
と
し
て
理
解
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
瑕
疵
の
効
果
に
関
す
る
個
別
規
定
（
建

設
法
典
第
二
一
四
条
第
三
項
、
第
二
一
五
条
第
一
項
第
二
号
）
に
よ
る
と
、
そ
の
遵
守
は
、
建
設
管
理
計
画
の
有
効
性
要
件
で
あ

（
（1
（

る
。》

　
《
ゲ
マ
イ
ン
デ
が
、
地
区
詳
細
計
画
を
制
定
・
公
布
す
る
よ
り
前
の
段
階
で
、
既
に
契
約
を
通
じ
て
内
容
的
に
拘
束
さ
れ
て
い
る
な
ら

ば
、
そ
こ
に
は
、
以
下
に
述
べ
る
危
険
性
が
存
在
す
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
う
し
た
、
逃
れ
る
こ
と
の
で
き
な
い
計
画
化
の
法
的
拘
束
と
い

う
印
象
の
下
で
、
顕
著
な
私
的
利
害
及
び
公
的
利
害
が
初
め
か
ら
的
確
に
表
現
さ
れ
な
い
、
と
い
う
危
険
性
で
あ
る
。
そ
こ
に
何
ら
瑕
疵
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が
存
在
し
な
い
と
し
て
も
、
そ
れ
は
、
ゲ
マ
イ
ン
デ
が
そ
の
法
的
拘
束
の
背
後
で
、
他
の
あ
ら
ゆ
る
利
害
を
蔑
ろ
に
し
て
い
る
［hintan 

stellen
］
旨
が
容
易
に
想
起
さ
れ
る
の
で
あ
る
。［
特
定
の
─
訳
者
註
］
私
人
と
の
間
で
合
意
さ
れ
た
イ
メ
ー
ジ
に
従
っ
て
計
画
を
策
定
す

る
契
約
上
の
義
務
が
事
前
に
引
き
受
け
ら
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
公
的
利
害
及
び
［
他
の
─
訳
者
註
］
私
的
利
害
は
、
見
通
し
難
い
混
沌
状

況
［Gem

engelage
］
に
陥
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
契
約
に
よ
っ
て
基
礎
づ
け
ら
れ
た
私
人
の
権
利
は
、
そ
の
他
の
私
的
権
利
及
び
公
的
権
利

に
対
し
て
優
先
的
な
地
位
［V

orrangstellung

］
を
獲
得
す
る
。
契
約
上
の
規
範
制
定
義
務
の
法
的
拘
束
性
（
又
は
、
さ
ら
に
単
な
る
事

実
上
の
考
慮
尊
重
）
は
、
自
由
な
衡
量
を
行
う
場
合
に
は
主
張
で
き
た
で
あ
ろ
う
─
ま
た
は
衡
量
の
不
均
衡
を
回
避
す
る
た
め
に
は
主
張
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
─
他
の
公
的
利
害
・
私
的
利
害
の
考
慮
・
尊
重
を
断
ち
切
っ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る
の
で
あ

（
（1
（1
（1
（

る
。》

　

他
方
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
─
真
正
規
範
制
定
契
約
は
、
衡
量
を
行
う
上
で
踏
む
べ
き
手
続
（
計
画
策
定
手
続
又
は
規
範
制
定
手
続
）
を

回
避
し
、
こ
れ
を
形
骸
化
さ
せ
る
危
険
性
を
持
っ
て
い
る
。

　
《
地
区
詳
細
計
画
の
公
布
又
は
変
更
に
関
す
る
決
定
は
、
法
律
上
、
数
多
く
の
安
全
装
置
と
利
害
関
係
者
を
包
括
し
た
特
定
の
法
制
定
手

続
［Rechtsetzungsverfahren

］
の
中
に
取
り
込
ま
れ
て
い
る
。
公
衆
と
他
の
行
政
主
体
の
早
い
時
点
で
の
参
加
は
、
計
画
化
に
と
っ
て

重
要
な
あ
ら
ゆ
る
事
実
を
可
能
な
限
り
完
全
な
形
で
取
り
上
げ
る
こ
と
を
保
障
し
、
同
時
に
、
計
画
化
に
よ
っ
て
影
響
を
受
け
る
利
害
の
包

括
的
な
衡
量
に
寄
与
す
る
。
建
設
法
典
第
二
条
第
二
項
が
規
律
す
る
内
容
に
関
す
る
実
体
的
要
請
（
建
築
管
理
計
画
は
近
隣
の
ゲ
マ
イ
ン
デ

相
互
で
調
整
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
）
と
同
法
第
四
条
が
規
律
す
る
形
式
的
な
調
整
手
続
［A

bstim
m
ungsverfahren

］
は
、
ゲ
マ
イ

ン
デ
が
、
こ
の
調
整
手
続
に
お
い
て
、
計
画
化
に
よ
り
そ
の
任
務
領
域
に
影
響
を
受
け
る
行
政
庁
及
び
そ
の
他
の
公
的
利
害
主
体
の
態
度
決

定
を
可
能
な
限
り
早
い
段
階
で
獲
得
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨
を
適
切
に
表
現
し
て
い
る
。
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他
方
、
建
設
法
典
第
三
条
第
一
項
に
よ
る
と
、
地
区
詳
細
計
画
を
策
定
す
る
ゲ
マ
イ
ン
デ
の
住
民
も
ま
た
同
様
に
、
計
画
化
の
一
般
的
な

目
標
及
び
目
的
、
地
域
を
新
た
に
形
成
し
又
は
展
開
す
る
た
め
に
考
慮
さ
れ
る
本
質
的
に
区
別
さ
れ
た
諸
々
の
解
決
策
、
そ
し
て
予
想
さ
れ

る
計
画
化
の
影
響
効
果
に
関
し
て
、
早
い
段
階
で
公
に
情
報
を
提
供
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
住
民
に
は
、
こ
れ
を
基
盤
に
発
言
と
議
論

を
行
う
機
会
が
与
え
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
（
前
倒
し
さ
れ
た
住
民
参
加
［V

orgezogene Bürgerbeteiligung

］）。
こ
う

し
た
住
民
参
加
の
形
式
は
、主
と
し
て
、ゲ
マ
イ
ン
デ
に
よ
る
情
報
の
獲
得
と
、衡
量
に
際
し
て
重
要
な
利
害
の
広
範
な
編
成
に
寄
与
す
る
。

住
民
が［
計
画
の
内
容
に
─
訳
者
註
］影
響
力
を
行
使
す
る
可
能
性
が
空
振
り
に
終
わ
る［ins Leere laufen lassen

］こ
と
の
な
い
よ
う
、

計
画
の
内
容
は
、
こ
の
段
階
で
固
め
ら
れ
て
い
て
は
な
ら
な
い
の
で
あ

（
（2
（

る
。》

　

こ
う
し
て
、ド
イ
ツ
の
行
政
法
学
説
は
、一
般
に
、法
治
国
家
原
理
の
発
現
形
態
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
衡
量
原
則
（
及
び
衡
量
の
質
を
担
保
・

保
証
す
る
こ
と
を
目
指
し
た
手
続
参
加
規
定
）
の
中
に
、「
契
約
形
式
の
禁
止
（
契
約
に
よ
る
法
律
関
係
形
成
の
禁
止
）」
を
読
み
込
み
、
真

正
規
範
制
定
契
約
に
分
類
さ
れ
る
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
の
原
則
不
許
容
及
び
原
則
無
効
を
結
論
づ
け
る
の
で
あ

（
（2
（

る
。
判
例
も
基
本
的
に
同
じ

で
あ
っ
て
、
所
謂
「
板
ガ
ラ
ス
判
決
（Flachglasentscheidung

）」
に
お
い
て
連
邦
行
政
裁
判

（
（2
（

所
は
、
衡
量
原
則
違
反
を
根
拠
に
Ｂ
プ
ラ

ン
策
定
契
約
を
原
則
不
許
容
（
無
効
）
と
判
断
し
て
お
り
、
極
め
て
例
外
的
に
、
①
契
約
に
よ
る
先
取
拘
束
に
伴
う
衡
量
の
不
足
が
事
物
に

即
し
て
正
当
で
あ
る
こ
と
、
②
計
画
法
上
の
権
限
管
轄
秩
序
が
遵
守
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
③
契
約
に
よ
っ
て
先
取
り
さ
れ
た
衡
量
決
定
が
、

結
果
と
し
て
内
容
的
に
異
議
を
唱
え
ら
れ
る
よ
う
な
も
の
で
な
い
こ
と
、
の
以
上
三
要
件
を
満
た
す
場
合
に
限
り
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
が

例
外
的
に
無
効
評
価
を
免
れ
る
旨
の
見
解
を
示
し
て
い

（
（2
（

る
。

（
３
）
無
効
行
為
の
転
換
─
損
害
保
証
契
約
へ
の
解
釈
変
更
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し
か
し
な
が
ら
、
行
政
実
務
の
現
場
に
お
い
て
は
、
依
然
と
し
て
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
過
程
に
お
い
て
ゲ
マ
イ
ン
デ
と
民
間
法
主
体
の
双
方

が
計
画
の
内
容
に
関
し
て
交
渉
を
行
い
、
そ
こ
で
何
ら
か
の
合
意
を
行
う
こ
と
を
完
全
に
は
排
除
で
き
な
い
事
情
が
存
在
す
る
。
と
い
う
の

も
、
民
間
法
主
体
は
土
地
価
格
の
上
昇
可
能
性
と
投
資
適
性
を
判
断
す
る
た
め
に
、
計
画
の
策
定
段
階
で
、
そ
の
具
体
的
内
容
に
つ
い
て
見

通
し
を
持
ち
た
い
と
考
え
る
か
ら
で
あ
る
。
他
方
ゲ
マ
イ
ン
デ
は
、計
画
の
内
容
に
対
す
る
民
間
法
主
体
の
評
価
・
反
応
を
無
視
で
き
な
い
。

な
ぜ
な
ら
ゲ
マ
イ
ン
デ
は
、
計
画
の
実
施
に
伴
う
財
政
的
負
担
─
地
区
施
設
整
備
費
用
や
開
発
費
用
の
負
担
─
を
軽
減
す
る
た
め
に
地
区
施

設
整
備
契
約
や
開
発
費
用
負
担
契
約
に
よ
る
負
担
の
肩
代
わ
り
を
目
論
む
が
、
そ
れ
を
成
功
に
持
ち
込
む
た
め
に
は
、
計
画
の
内
容
を
民
間

投
資
に
適
し
た
も
の
に
す
る
必
要
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
ゲ
マ
イ
ン
デ
は
、
計
画
の
実
現
可
能
性
を
探
る
た
め
に
も
、
関
係
す
る

民
間
法
主
体
と
の
折
衝
を
避
け
て
通
る
こ
と
は
で
き
な
い
の
で
あ
る
。
衡
量
原
則
違
反
を
理
由
に
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
が
基
本
的
に
許
容
さ

れ
な
い
旨
を
唱
え
た
ベ
ッ
カ
ー
も
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い

（
（2
（

る
。

　
《
計
画
に
関
す
る
諸
々
の
決
定
の
前
に
は
、
事
前
合
意
及
び
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
交
渉
が
存
在
す
る
。
こ
こ
に
お
い
て
計
画
官
庁
は
、
特

に
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
場
合
、
予
定
さ
れ
る
計
画
化
が
之
に
興
味
関
心
を
持
つ
民
間
投
資
家
に
よ
っ
て
実
際
に
実
現
さ
れ
る
こ
と
を
達

成
し
よ
う
と
努
め
る
。
必
要
と
さ
れ
る
衡
量
の
プ
ロ
セ
ス
の
許
容
さ
れ
な
い
先
取
拘
束
で
あ
る
と
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
形
式
の
事
前
合
意
を
非

合
法
の
領
域
に
放
逐
す
る
こ
と
は
、
単
に
建
築
計
画
上
の
理
由
か
ら
し
て
殆
ど
望
ま
し
く
な
い
だ
け
で
な
く
、
非
現
実
的
で
あ
る
。
と
同
時

に
、
有
意
義
か
つ
実
現
に
方
向
付
け
ら
れ
た
計
画
化
に
と
っ
て
は
、
全
く
も
っ
て
有
害
で
あ
ろ
う
。
之
を
通
じ
て
、
計
画
化
は
、
一
方
で
は

現
実
離
れ
し
た
も
の
に
な
ろ
う
。》

　

か
く
し
て
行
政
法
学
説
は
、
一
方
で
は
衡
量
原
則
違
反
を
根
拠
に
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
の
許
容
性
を
原
則
否
定
し
つ
つ
も
、
他
方
で
は
、
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計
画
の
内
容
を
形
成
す
る
に
あ
た
っ
て
民
間
法
主
体
と
の
間
で
の
交
渉
・
合
意
を
不
可
避
と
す
る
実
務
の
実
際
を
考
慮
し
て
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策

定
契
約
の
存
在
そ
れ
自
体
を
全
面
的
に
否
定
す
る
の
で
は
な
く
、
そ
こ
に
一
定
の
解
釈
を
施
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
契
約
に
一
定
の
法
的
意
味

を
持
た
せ
よ
う
と
す
る
動
き
を
示
し
始
め
る
の
で
あ
る
。
そ
の
解
釈
は
、
以
下
に
述
べ
る
二
方
向
か
ら
行
わ
れ
て
い
る
。

　

第
一
に
、「
地
区
施
設
整
備
契
約
や
開
発
費
用
負
担
契
約
等
に
お
い
て
合
意
さ
れ
た
Ｂ
プ
ラ
ン
の
策
定
に
関
す
る
契
約
条
項
は
、
契
約
上

合
意
さ
れ
た
内
容
で
Ｂ
プ
ラ
ン
を
策
定
す
る
ゲ
マ
イ
ン
デ
の
法
的
義
務
を
基
礎
づ
け
ず
、
し
た
が
っ
て
民
間
の
法
主
体
は
、
契
約
に
沿
っ
た

Ｂ
プ
ラ
ン
の
策
定
を
求
め
る
法
的
請
求
権
（
履
行
請
求
権
）
を
持
た
な
い
」
と
い
う
解
釈
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
地
区
施
設
整
備
契
約
や
開

発
費
用
負
担
契
約
は
、
仮
に
そ
の
中
に
特
定
の
内
容
を
持
っ
た
Ｂ
プ
ラ
ン
の
策
定
に
関
す
る
契
約
条
項
が
存
在
し
よ
う
と
も
、
そ
こ
に
法
的

拘
束
力
は
認
め
ら
れ
ず
、
ゲ
マ
イ
ン
デ
を
法
的
に
義
務
づ
け
な
い
。
こ
の
契
約
は
、
民
間
法
主
体
に
対
し
て
の
み
法
的
拘
束
力
を
発
揮
す
る

の
で
あ
っ
て
、
Ｂ
プ
ラ
ン
が
実
際
に
契
約
条
項
に
沿
う
形
で
策
定
さ
れ
た
暁
に
は
、
民
間
法
主
体
が
地
区
施
設
整
備
費
用
又
は
開
発
費
用
の

負
担
を
引
き
受
け
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
「
片
務
的
義
務
契
約
」
と
見
な
さ
れ
る
わ
け
で
あ
る
。

　
《
開
発
費
用
負
担
契
約
も
ま
た
、
実
務
上
、［
規
範
制
定
契
約
を
─
訳
者
註
］
押
さ
え
込
む
態
度
を
示
し
て
き
た
判
例
を
基
盤
に
、
も
は

や
、
明
示
的
な
規
範
制
定
の
約
束
と
は
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
な
い
。
む
し
ろ
、
開
発
費
用
の
支
払
い
は
、
片
務
的
義
務
契
約
と
し
て
、「
意

図
・
予
定
さ
れ
た
計
画
が
実
現
化
さ
れ
る
場
合
に
は
」
と
い
う
留
保
が
付
さ
れ
た
状
態
［unter dem

 V
orbehalt der Realisierung der 

beabsichtigten Planung stehen.

］
に
あ
る
。
開
発
費
用
の
支
払
い
に
関
す
る
民
間
投
資
家
と
の
約
束
の
中
に
、
計
画
を
実
現
す
る
こ
と

に
関
す
る
著
し
い
圧
力
が
生
じ
る
こ
と
は
確
か
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
う
し
た
圧
力
は
、
法
的
な
性
質
の
も
の
で
は
な
く
、
単
な
る
事
実
上

の
性
質
の
も
の
で
あ
る
に
過
ぎ
な
い
の
で
あ

（
（2
（

る
。》
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第
二
は
、「
契
約
に
沿
う
形
で
Ｂ
プ
ラ
ン
が
策
定
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
に
よ
り
民
間
法
主
体
に
損
害
が
生
じ
た
場
合
、
信
頼
毀
損
を
理
由

と
し
た
損
害
賠
償
請
求
権
を
基
礎
づ
け
る
」
と
し
、
契
約
に
対
し
て
補
充
的
な
法
拘
束
効
果
を
認
め
る
解
釈
の
実
施
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、

Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
を
「
損
害
保
証
契
約
［Garantievereinbarung

］」
と
見
な
し
、
そ
こ
に
─
ま
た
は
そ
の
限
り
に
お
い
て
の
み
─
法

的
意
味
を
持
た
せ
よ
う
と
す
る
わ
け
で
あ
る
。

　
《
判
例
は
、
以
上
述
べ
た
第
一
次
的
な
拘
束
の
例
外
事
案
と
並
び
、
ゲ
マ
イ
ン
デ
の
副
次
的
な
義
務
（
と
り
わ
け
損
害
賠
償
義
務
）
の
発

展
・
展
開
を
通
じ
て
、
間
接
的
な
拘
束
事
例
を
認
め
て
き
た
。［
中
略
］
連
邦
通
常
裁
判
所
の
観
点
に
よ
る
と
、
建
築
管
理
計
画
を
実
行
し

又
は
実
行
し
な
い
旨
の
ゲ
マ
イ
ン
デ
の
契
約
上
の
義
務
は
効
力
を
持
た
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
私
的
な
契
約
相
手
方
は
、
こ
れ
に
対
す
る

損
害
賠
償
請
求
権
［Schadensersatzanspruch

］
を
持
っ
て
い
る
。（
連
邦
行
政
手
続
法
第
六
二
条
と
結
び
つ
い
た
）
民
法
第
一
四
〇
条

に
基
づ
い
て
、
ゲ
マ
イ
ン
デ
の
規
範
制
定
の
約
束
─
こ
れ
は
無
効
と
評
価
さ
れ
る
─
を
、
私
法
上
又
は
公
法
上
の
建
築
計
画
損
害
保
証
契
約

［Bauplanungsgarantievertrag

］
へ
と
転
換
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
私
的
な
契
約
相
手
方
は
、［
契
約
上
─
訳
者
註
］
目
指
さ
れ
て
い
た

計
画
化
が
実
現
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
で
も
損
害
を
被
る
こ
と
の
な
い
状
態
に
置
か
れ
得
る
こ
と
に
な

（
（2
（

る
。》

　

右
叙
述
に
も
明
確
に
示
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
こ
う
し
た
解
釈
方
法
を
採
用
し
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
に
一
定
の
法
的
拘
束
力
を
認
め
て

き
た
の
は
連
邦
通
常
裁
判
所
の
判

（
（2
（

例
で
あ
っ
た
。
問
題
は
、
か
か
る
解
釈
に
よ
り
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
を
損
害
保
証
契
約
と
み
な
し
、
そ
こ

に
一
定
の
法
的
拘
束
性
を
承
認
す
る
判
例
の
立
場
に
対
す
る
行
政
法
学
説
の
評
価
で
あ
る
が
、
管
見
の
限
り
、
こ
の
点
に
関
す
る
学
説
の
評

価
は
、
必
ず
し
も
一
致
し
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。
と
い
う
の
も
、
次
章
で
取
り
上
げ
る
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
（U

do D
i Fabi

（
（2
（o

）
の
よ
う
に

判
例
理
論
に
沿
っ
た
理
論
展
開
を
行
う
見
解
が
存
在
す
る
一
方
、
ベ
ッ
カ
ー
の
よ
う
に
、
Ｂ
プ
ラ
ン
の
策
定
を
内
容
と
す
る
契
約
が
損
害
賠
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償
請
求
権
の
法
的
基
礎
と
な
る
こ
と
を
前
提
と
し
つ
つ
も
、
む
し
ろ
そ
こ
に
「
ゲ
マ
イ
ン
デ
に
対
す
る
事
実
上
の
拘
束
─
協
定
に
沿
っ
た
Ｂ

プ
ラ
ン
を
策
定
す
る
事
実
上
の
圧
力
─
」
を
見
い
だ
し
、
こ
れ
を
問
題
視
し
た
う
え
で
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
を
「
損
害
保
証
契
約
」
と
み

な
す
こ
と
を
否
定
す
る
論
者
も
ま
た
存
在
す
る
か
ら
で
あ

（
（3
（

る
。

　
《［
民
間
投
資
家
が
契
約
上
─
訳
者
註
］
支
払
う
べ
き
金
額
が
高
け
れ
ば
高
い
ほ
ど
（
ま
た
、
既
に
支
払
わ
れ
た
金
銭
の
返
還
請
求
が
ゲ
マ

イ
ン
デ
を
脅
か
す
場
合
は
な
お
の
こ
と
）、［
契
約
に
沿
っ
た
形
で
計
画
化
を
行
う
─
訳
者
註
］
圧
力
は
非
常
に
重
み
の
あ
る
─
法
的
な
─
補

充
的
拘
束
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
う
し
た
背
景
の
も
と
で
行
わ
れ
る
計
画
化
に
は
、
い
ず
れ
に
せ
よ
、
衡
量
の
欠

落
が
存
在
す
る
。
こ
の
よ
う
に
、
無
効
行
為
の
転
換
を
通
じ
て
継
続
せ
し
め
ら
れ
る
拘
束
が
衡
量
プ
ロ
セ
ス
に
対
し
て
純
然
た
る
事
実
上
の

影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
現
実
に
対
し
て
は
、「
間
接
的
な
拘
束
に
過
ぎ
ず
危
惧
す
る
必
要
は
な
い
」
と
の
評
価
が
極
め
て
安
易
に
な
さ
れ
て

い
る
。
し
か
し
、
損
害
賠
償
請
求
権
を
通
じ
た
法
的
拘
束
と
い
う
純
然
た
る
危
険
性
は
、
既
に
衡
量
の
プ
ロ
セ
ス
に
対
し
て
事
前
影
響
力
を

発
揮
し
て
い
る
。「
民
間
投
資
家
の
意
向
に
沿
う
形
で
計
画
化
を
し
な
け
れ
ば
損
害
賠
償
請
求
権
に
曝
さ
れ
る
」
こ
と
を
ゲ
マ
イ
ン
デ
が
考

慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
れ
ば
、
そ
れ
は
、
衡
量
の
結
果
・
結
論
に
対
し
て
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
以
上
の
こ
と
か
ら
、

当
該
［
無
効
な
─
訳
者
註
］
契
約
の
転
換
も
ま
た
不
可
能
で
あ
る
旨
の
結
論
が
導
か
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
う
し
た
損
害
保
証
契
約
の
締
結

は
…
…
不
可
能
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
。》

第
二
章　

議
論
局
面
の
シ
フ
ト
─
不
真
正
規
範
制
定
契
約
論
─

　

前
章
で
述
べ
た
通
り
、
ド
イ
ツ
の
判
例
及
び
行
政
法
学
説
は
、
規
範
制
定
契
約
の
許
容
性
を
め
ぐ
る
法
律
論
議
を
行
う
際
、
都
市
建
設
法
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領
域
で
実
務
上
頻
繁
に
締
結
さ
れ
る
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
（
真
正
規
範
制
定
契
約
）
を
そ
の
中
核
的
な
検
討
素
材
に
位
置
づ
け
た
う
え
で
、

─
当
該
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
を
損
害
保
証
契
約
と
見
な
し
、そ
こ
に
一
定
の
法
的
拘
束
性
を
認
め
る
か
否
か
に
つ
い
て
は
対
立
し
つ
つ
も
─
、

「
右
契
約
は
、
規
範
を
制
定
す
る
ゲ
マ
イ
ン
デ
の
法
的
義
務
を
基
礎
づ
け
な
い
（
契
約
は
、
民
間
法
主
体
に
対
し
て
、
契
約
に
沿
っ
た
Ｂ
プ

ラ
ン
の
策
定
を
求
め
る
履
行
請
求
権
を
基
礎
づ
け
な
い
）」
と
す
る
点
で
は
認
識
を
共
有
し
て
い
る
。

　

他
方
、
ド
イ
ツ
の
行
政
法
学
説
は
、
一
九
九
〇
年
代
、
新
た
な
議
論
動
向
を
示
し
始
め
る
。
す
な
わ
ち
学
説
は
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
の

原
則
不
許
容
論
を
基
盤
に
、
真
正
規
範
制
定
契
約
に
つ
い
て
は
、
そ
の
許
容
性
を
一
般
に
否
定
し
つ
つ
、
議
論
軸
を
次
第
に
不
真
正
規
範
制

定
契
約
に
移
動
さ
せ
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
に
つ
い
て
は
、
逆
に
そ
の
許
容
性
を
一
定
の
条
件
下
で
肯
定
す
る
た
め
の
理
論
を
模
索
・
構

築
す
る
動
き
を
示
し
始
め
る
の
で
あ
る
。
そ
の
際
、
主
た
る
検
討
素
材
と
さ
れ
た
の
が
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
に
分
類
さ
れ
る
連
邦
自
然

保
護
法
上
の
「
自
然
保
護
契
約
（
法
規
命
令
制
定
回
避
・
代
替
型
契
約
）
で
あ
っ
た
。

（
１
）U

do D
i Fabio

（
一
九
九
〇
年
）

　

一
九
九
〇
年
、「
法
律
に
代
替
す
る
契
約
？
」
と
題
す
る
論
文
を
公
表
し
た
の
が
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
（U

do D
i Fabio

）
で
あ

（
（3
（

る
。
彼
の

見
解
は
、
以
下
の
二
点
に
そ
の
特
徴
を
見
い
だ
し
う
る
。

　

第
一
に
、
彼
は
不
真
正
規
範
制
定
契
約
の
正
当
性
の
根
拠
を
、
立
法
裁
量
権
の
存
在
に
見
い
だ
す
。
す
な
わ
ち
、
計
画
裁
量
権
で
あ
れ
、

立
法
裁
量
権
で
あ
れ
、
法
律
が
行
政
庁
に
対
し
て
自
由
な
余
地
を
認
め
、
権
限
を
行
使
す
る
か
否
か
に
つ
き
行
政
庁
に
決
定
裁
量
が
存
在
す

る
な
ら
、
行
政
庁
は
、
規
範
を
制
定
す
る
こ
と
も
で
き
れ
ば
、
逆
に
規
範
を
制
定
し
な
い
こ
と
も
で
き
る
。
し
た
が
っ
て
、
私
人
と
の
間
で

契
約
が
締
結
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
規
範
を
制
定
す
る
必
要
が
な
く
な
る
（
法
規
命
令
と
行
政
契
約
の
規
律
が
完
全
に
一
致
す
る
）
の
で
あ
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れ
ば
、
契
約
の
成
立
を
以
て
規
範
（
法
規
命
令
）
の
制
定
を
見
送
っ
た
と
し
て
も
何
ら
問
題
は
な
く
、
当
該
契
約
は
、
立
法
裁
量
権
行
使
の

一
発
現
形
態
と
し
て
許
容
さ
れ
る
。
他
方
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
は
、
真
正
規
範
制
定
契
約
と
は
異
な
り
、
形
式
上
、
法
規
命
令
の
制
定

0

0

を
合
意
す
る
も
の
で
は
な
い

0

0

た
め
、
規
範
を
制
定
す
る
際
に

0

0

0

0

0

0

踏
ま
れ
る
べ
き
手
続
を
毀
損
す
る
こ
と
も
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策

定
契
約
に
対
し
て
向
け
ら
れ
た
批
判
─
即
ち
適
正
な
る
衡
量
を
毀
損
し
、
ま
た
衡
量
の
質
を
保
証
す
る
た
め
に
踏
ま
れ
る
べ
き
計
画
化
・
規

範
制
定
の
手
続
を
回
避
・
形
骸
化
す
る
旨
の
批
判
─
は
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
に
は
当
た
ら
な
い
、
と
い
う
の
で
あ

（
（3
（

る
。

　
《
行
政
が
協
働
及
び
契
約
活
動
の
余
地
を
持
っ
て
い
る
の
は
、通
常
、立
法
者
が
行
政
に
対
し
て
自
由
な
余
地
を
委
ね
て
い
る
場
合
で
あ
る
。

裁
量
の
余
地
で
あ
れ
、
計
画
の
余
地
で
あ
れ
、
転
換
に
際
し
て
の
内
容
形
成
の
委
任
で
あ
れ
、
法
律
に
お
い
て
白
地
の
規
律
が
行
わ
れ
て
い

る
領
域
が
そ
れ
で
あ
る
。
と
り
わ
け
、
活
動
す
べ
き
か
否
か
に
つ
い
て
行
政
庁
が
権
限
を
持
ち
、
し
た
が
っ
て
行
政
庁
が
決
定
裁
量
を
認
め

ら
れ
て
い
る
場
合
、
行
政
庁
は
、
法
律
に
よ
っ
て
許
容
さ
れ
た
厳
格
な
法
的
効
果
の
範
囲
内
で
、
緩
め
ら
れ
た
法
的
効
果
を
設
定
す
る
こ
と

も
で
き
る
し
、
法
律
上
行
政
庁
に
対
し
て
許
容
さ
れ
て
い
る
市
民
へ
の
授
益
を
、
制
限
的
に
提
供
す
る
こ
と
も
で
き
る
。［
中
略
］
こ
う
し

た
選
択
の
自
由
は
、
単
純
な
法
律
執
行
の
場
合
だ
け
で
な
く
、
行
政
権
の
法
制
定
活
動
に
つ
い
て
も
ま
た
妥
当
す
る
。
一
般
的
な
拘
束
力
を

持
っ
た
規
律
を
行
う
の
か
否
か
を
め
ぐ
る
選
択
が
、
立
法
者
と
し
て
の
行
政
及
び
立
法
者
と
し
て
の
議
会
の
自
由
と
さ
れ
て
い
る
な
ら
、
彼

ら
は
、
こ
れ
ら
二
つ
の
両
極
の
間
に
存
在
す
る
枠
内
で
、
無
為
の
上
で
活
動
す
る
こ
と
も
で
き
れ
ば
、
逆
に
一
般
拘
束
性
の
下
で
活
動
す
る

こ
と
も
で
き
る
。
法
律
回
避
型
の
申
合
せ
は
、
こ
う
し
た
立
法
上
の
形
成
の
自
由
余
地
に
、
そ
の
正
当
性
を
見
い
だ
す
。
法
律
回
避
型
の
合

意
は
、定
め
ら
れ
た
規
範
制
定
手
続
を
先
取
り
決
定
し
、又
は
許
容
さ
れ
な
い
形
で
影
響
力
を
行
使
す
る
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。
そ
の
た
め
、

真
正
規
範
制
定
契
約
（
立
法
活
動
義
務
の
引
受
け
）
と
は
違
い
、
許
容
さ
れ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
の
で
あ
る
。》
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他
方
、
第
二
に
、
後
に
取
り
上
げ
る
シ
ェ
ー
ラ
ー
（Joachim

 Scherer

）
と
の
比
較
に
お
い
て
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
の
見
解
を
特
に
特

徴
づ
け
る
の
が
、「
契
約
に
基
づ
き
規
範
を
制
定
し
な
い
こ
と
を
求
め
る
私
人
側
の
履
行
請
求
権
の
否
定
」
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
彼
の
理
解

に
よ
れ
ば
、
契
約
は
、
行
政
行
為
と
並
ぶ
個
別
行
為
に
位
置
づ
け
ら
れ
、
法
規
命
令
を
含
む
法
規
範
よ
り
も
下
位
に
あ
る
。
法
規
命
令
が
法

律
に
違
反
し
て
は
な
ら
な
い
の
と
同
様
、
個
別
行
為
た
る
行
政
行
為
と
行
政
契
約
は
法
規
命
令
に
違
反
し
て
は
な
ら
な
い
の
で
あ
っ
て
、
下

位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
る
契
約
が
、
上
位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
る
法
規
命
令
の
非
制
定
を
、
法
的
拘
束
力
を
も
っ
て
決
定
す
る
こ
と
な
ど
「
法
律
の
優

位
」
原
則
か
ら
し
て
許
さ
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、不
真
正
規
範
制
定
契
約
は
、行
政
庁
に
対
し
て
「
法
規
命
令
を
制
定
し
な
い
法
的
義
務
」

を
基
礎
づ
け
な
い
。
ま
た
契
約
は
、
私
人
に
対
し
て
は
「
法
規
命
令
を
制
定
し
な
い
こ
と
を
求
め
る
法
的
請
求
権
（
履
行
請
求
権
）」
を
基

礎
づ
け
る
こ
と
も
な
い
。
契
約
は
た
だ
、
行
政
庁
が
契
約
の
存
在
に
も
か
か
わ
ら
ず
法
規
命
令
を
制
定
し
た
場
合
、
私
人
に
対
し
て
「
損
害

賠
償
請
求
権
」
を
基
礎
づ
け
る
に
過
ぎ
な
い
の
で
あ
る
。
こ
こ
に
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
を
損
害
保
証
契
約
と
見
な
す
議
論
と
の
共
通
性
を
見

い
だ
し
得
る
。
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
は
、
契
約
に
よ
っ
て
─
そ
の
有
効
期
間
中
─
立
法
権
限
が
全
面
的
に
放
棄
さ
れ
る
事
態
を
懸
念
す
る
の
で

あ
（
（3
（

る
。
彼
は
次
の
よ
う
に
言

（
（3
（

う
。

　
《
我
々
は
、
憲
法
上
の
考
慮
か
ら
「
法
規
命
令
の
制
定
放
棄
を
内
容
と
す
る
契
約
は
原
則
禁
止
さ
れ
る
」
と
い
う
結
論
に
行
き
着
く
こ
と

は
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
う
し
た
契
約
に
よ
る
法
規
命
令
の
制
定
放
棄
が
、
果
た
し
て
法
規
命
令
の
制
定
権
者
に
対
し
て
法
的
拘
束
力

を
発
揮
す
る
の
か
は
、
別
途
判
断
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
う
し
た
拘
束
的
効
果
は
否
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
と
い
う
の
も
、

そ
れ
は
規
範
と
個
別
行
為
の
間
の
序
列
関
係
に
反
す
る
こ
と
に
な
る
か
ら
で
あ
る
。
法
律
の
優
位
と
い
う
基
本
原
理
は
、
法
律
と
、
下
位
の

ラ
ン
ク
に
あ
る
意
思
表
示
の
間
に
齟
齬
が
あ
る
全
て
の
箇
所
で
作
用
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
法
規
命
令
が
法
律
に
反
し
て
は
な
ら
な
い
の
と

同
様
、
個
々
の
行
政
決
定
は
、
そ
れ
が
行
政
行
為
の
形
式
に
お
い
て
で
あ
れ
、
或
い
は
行
政
契
約
の
形
式
に
お
い
て
で
あ
れ
、
法
規
命
令
に
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違
反
し
て
は
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
と
い
う
の
も
、
法
規
命
令
は
、
基
本
法
第
二
〇
条
第
三
項
の
意
味
で
の
《
法
律
及
び
法
》
の
一
部
分
だ

か
ら
で
あ
る
。
下
位
の
地
位
に
あ
る
法
の
表
出
は
、
上
位
に
あ
る
法
形
式
に
対
す
る
毀
損
効
果
と
拘
束
的
効
果
を
持
た
な
い
。
と
は
い
え
、

法
規
命
令
制
定
権
者
が
法
規
命
令
の
制
定
を
契
約
上
放
棄
し
た
場
合
に
、
立
法
者
た
る
行
政
庁
を
保
護
す
る
た
め
に
、
当
該
契
約
を
な
に
も

無
効
と
み
な
す
必
要
は
な
い
。
立
法
権
を
処
分
す
る
契
約
と
い
う
抜
け
道
に
は

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
単
純
に

0

0

0

、
拘
束
性
が
欠
如
し
て
い
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

の
で
あ
る
。
契
約
合

意
に
対
す
る
違
反
〔
法
規
命
令
の
発
動
─
訳
者
註
〕
は
、
た
だ
国
家
責
任
法
上
の
請
求
権
の
領
域
に
お
い
て
法
的
効
果
を
持
ち
う
る
に
過
ぎ

な
い
。
契
約
当
事
者
た
る
行
政
庁
が
契
約
上
、法
規
命
令
形
式
に
よ
る
保
護
区
域
の
指
定
を
放
棄
す
る
旨
を
約
束
し
て
い
た
に
も
関
わ
ら
ず
、

そ
れ
を
無
視
し
た
場
合
に
は
、
直
ち
に
、
損
害
賠
償
請
求
権
な
い
し
補
償
請
求
権
が
市
民
に
対
し
て
認
め
ら
れ
る
。
首
尾
一
貫
し
た
活
動
を

行
う
職
務
義
務
へ
の
違
反
に
基
づ
く
国
家
賠
償
責
任
（
民
法
典
第
八
三
九
条
・
基
本
法
第
三
四
条
）
も
、
信
頼
毀
損
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請

求
（
契
約
締
結
上
の
過
失
）
も
、通
常
は
な
か
な
か
認
め
ら
れ
な
い
過
失
の
存
在
を
前
提
と
し
て
い
る
。
む
し
ろ
、連
邦
通
常
裁
判
所
に
よ
っ

て
示
唆
さ
れ
て
い
る
方
法
が
、
行
政
契
約
関
係
に
お
け
る
市
民
の
保
護
の
必
要
性
に
応
え
る
。
そ
れ
は
、
法
的
に
効
力
を
持
た
な
い
行
政
の

法
規
範
制
定
義
務
は
、
損
害
賠
償
の
確
約

0

0

0

0

0

0

0

〔Entschädigungszusage

〕
に
解
釈
変
更

0

0

0

0

0

さ
れ
う
る
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
。》（
傍
点
筆
者
）

　

結
局
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
は
、
行
政
庁
が
法
規
命
令
の
潜
在
的
名
宛
人
と
の
間
で
個
別
に
義
務
の
引
受
け
を
交
渉
し
、
契
約
─
又
は
複
数

の
契
約
網
─
の
成
立
に
よ
っ
て
法
規
命
令
に
よ
る
保
護
区
域
指
定
が
為
さ
れ
た
と
同
等
の
法
的
効
果
が
達
成
さ
れ
る
の
で
あ
れ
ば
、
当
該
契

約
は
不
真
正
規
範
制
定
契
約
と
し
て
法
規
命
令
に
代
替
す
る
機
能
を
果
た
し
う
る
、
と
結
論
づ
け
る
の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
右
契
約
は
損
害

賠
償
の
確
約
と
し
て
の
み
法
的
拘
束
力
を
持
つ
に
過
ぎ
ず
、
法
規
命
令
を
制
定
し
な
い
行
政
庁
の
義
務
及
び
法
規
命
令
を
制
定
し
な
い
こ
と

を
求
め
る
私
人
の
履
行
請
求
権
を
基
礎
づ
け
る
こ
と
は
な
い
。
ま
た
、
右
契
約
が
法
的
に
許
容
さ
れ
る
の
は
、
契
約
─
又
は
複
数
の
契
約
網

─
に
よ
る
規
律
が
法
規
命
令
に
よ
る
規
律
と
一
致
し
、法
規
命
令
の
制
定
を
不
要
な
ら
し
む
る
場
合
に
限
ら
れ
る
。し
た
が
っ
て
デ
ィ
＝
フ
ァ
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ビ
オ
の
整
理
に
よ
る
と
、
契
約
が
法
規
命
令
に
代
替
す
る
機
能
を
発
揮
し
う
る
の
は
、
保
護
区
域
指
定
の
対
象
と
な
る
土
地
の
所
有
者
・
占

有
者
・
利
用
者
の
数
が
比
較
的
少
な
く
、
契
約
成
立
の
見
通
し
が
立
ち
や
す
い
場
合
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
こ
れ
ら
土
地
所
有
者
等
に
の
み
契

約
上
義
務
を
課
す
こ
と
に
よ
っ
て
自
然
保
護
法
上
の
目
的
が
達
成
さ
れ
る
場
合
に
限
ら
れ
る
。
換
言
す
れ
ば
、
土
地
の
所
有
者
等
の
数
が
相

対
的
に
多
い
が
故
に
契
約
成
立
の
見
通
し
が
不
透
明
で
あ
る
場
合
や
、
一
般
大
衆
に
対
し
て
土
地
の
立
入
制
限
等
の
義
務
を
課
さ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
場
合
に
は
、
法
規
命
令
形
式
に
よ
る
保
護
区
域
の
指
定
を
行
う
か
、
或
い
は
、
土
地
所
有
者
等
と
の
間
で
は
契
約
に
よ
り
、
ま
た

一
般
大
衆
に
対
し
て
は
法
規
命
令
に
よ
り
義
務
を
課
す
以
外
な
い
の
で
あ

（
（3
（

る
。

（
２
）Joachim

 Scherer
（
一
九
九
一
年
）

　

他
方
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
が
前
記
論
文
を
公
表
し
た
翌
年
（
一
九
九
一
年
）
に
、「
環
境
法
領
域
に
お
け
る
国
家
・
産
業
界
間
で
の
規
範

代
替
型
申
合
せ
の
法
的
問
題
」
と
題
す
る
論
文
を
公
表
し
た
の
が
シ
ェ
ー
ラ
ー
（Joachim

 Scherer

）
で
あ

（
（3
（

る
。
彼
も
ま
た
基
本
的
に
デ
ィ

＝
フ
ァ
ビ
オ
と
同
一
の
見
解
を
示
し
て
不
真
正
規
範
制
定
契
約
の
許
容
性
を
肯
定
し
て
い
る
。
両
者
の
間
に
見
い
だ
し
う
る
本
質
的
相
異
点

は
、
唯
一
、「
私
人
側
の
履
行
請
求
権
の
有
無
を
め
ぐ
る
理
解
」
に
あ

（
（3
（

る
。

　

先
述
の
通
り
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
は
、「
契
約
に
基
づ
き
規
範
を
制
定
し
な
い
こ
と
を
求
め
る
私
人
側
の
履
行
請
求
権
」
を
否
定
す
る
。

彼
の
説
明
に
よ
る
と
、
行
政
契
約
は
、
行
政
行
為
と
同
様
、
法
規
命
令
を
含
む
法
規
範
よ
り
も
下
位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
る
行
為
形
式
で
あ
る
た

め
、
法
的
拘
束
力
を
持
つ
契
約
に
よ
っ
て
上
位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
る
法
規
命
令
の
非
制
定
が
決
定
さ
れ
る
こ
と
は
、「
法
律
の
優
位
」
原
則
か

ら
し
て
許
さ
れ
な
い
。
ゆ
え
に
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
が
「
法
規
命
令
を
制
定
し
な
い
行
政
庁
の
義
務
」
及
び
「
法
規
命
令
を
制
定
し
な

い
こ
と
を
求
め
る
私
人
の
履
行
請
求
権
」
を
基
礎
づ
け
る
こ
と
は
な
く
、
行
政
庁
は
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
の
存
在
に
影
響
を
受
け
る
こ
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と
な
く
、
何
時
に
て
も
、
法
規
命
令
を
制
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
場
合
私
人
は
、
損
害
賠
償
の
確
約
と
解
釈
さ
れ
る
不

真
正
規
範
制
定
契
約
に
基
づ
い
て
「
損
害
賠
償
請
求
権
」
を
行
使
し
う
る
に
過
ぎ
な
い
の
で
あ
る
。

　

シ
ェ
ー
ラ
ー
は
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
の
右
見
解
を
批
判
す
る
。
シ
ェ
ー
ラ
ー
の
理
解
に
よ
る
と
、「
損
害
賠
償
の
確
約
」
と
し
て
の
み
不

真
正
規
範
制
定
契
約
に
法
的
拘
束
力
を
認
め
、
他
方
、「
規
範
を
制
定
し
な
い
こ
と
求
め
る
私
人
の
履
行
請
求
権
（
規
範
を
制
定
し
な
い
行

政
庁
の
義
務
）」
の
存
在
を
否
定
す
る
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
の
右
見
解
は
一
貫
性
を
欠
く
の
で
あ
っ
て
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
が
締
結
さ
れ

た
以
上
、
行
政
庁
は
規
範
を
制
定
し
な
い
義
務
を
負
い
、
他
方
私
人
は
そ
の
履
行
を
求
め
て
訴
訟
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
の
で
あ
る
。
彼
に
よ
れ
ば
、こ
の
よ
う
に
理
解
し
た
と
し
て
も
、行
政
庁
は
法
規
命
令
制
定
権
限
を
全
面
放
棄
す
る
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。

な
ぜ
な
ら
行
政
庁
は
、「
契
約
締
結
後
の
事
情
変
更
ま
た
は
公
共
の
福
祉
へ
の
重
大
な
損
害
発
生
の
防
止
を
理
由
と
し
た
契
約
の
適
状
及
び

行
政
庁
の
一
方
的
解
約
権
」
を
規
律
し
た
連
邦
行
政
手
続
法
第
六
〇

（
（3
（

条
の
直
接
又
は
間
接
適

（
（3
（

用
に
よ
り
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
を
適
状
・

解
約
す
る
こ
と
が
で
き
、
規
範
制
定
権
限
を
再
度
取
り
戻
す
途
を
保
持
し
続
け
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
シ
ェ
ー
ラ
ー
は
次
の
よ
う
に
述
べ
て

い
（
（4
（

る
。

　
《
契
約
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
た
私
人
の
請
求
権
、
即
ち
、
特
定
の
法
規
範
を
制
定
し
な
い
こ
と
を
求
め
る
私
人
の
請
求
権
の
貫
徹
は
、

学
説
上
、
極
め
て
希
に
で
は
あ
る
が
、
多
少
大
雑
把
な
理
由
づ
け
に
よ
っ
て
否
定
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
行
政
行
為
又
は
契
約
と
い
う
平

面
に
お
け
る
単
一
の
行
政
活
動
を
通
じ
て
、
規
範
制
定
権
者
の
自
由
〔
規
範
を
制
定
す
る
か
否
か
の
自
由
─
訳
者
註
〕
を
制
限
す
る
こ
と
は

で
き
な
い
と
い
う
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
同
時
に
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
に
基
づ
く
規
範
制
定
権
者
の
義
務
に
は
、「
総
じ
て
あ
る
一
つ

の
意
味
」
が
存
在
し
、
債
権
者
た
る
私
人
に
は
、
公
的
主
体
に
対
し
て
積
極
的
契
約
侵
害
に
基
づ
く
〔
損
害
賠
償
─
訳
者
註
〕
請
求
権
を
行

使
す
る
可
能
性
が
残
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。
こ
の
よ
う
に
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
を
、
公
法
上
不
完
全
な
拘
束
力
し
か
持
た
な
い
も
の
と
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資
格
づ
け
る
こ
と
は
、
明
ら
か
に
一
貫
性
を
欠
く
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ま
た
そ
れ
は
、
連
邦
行
政
手
続
法
に
規
定
さ
れ
た
契
約
的
拘
束
か
ら

の
様
々
な
解
消
可
能
性
と
は
調
和
し
な
い
よ
う
に
も
思
わ
れ
る
。
と
い
う
の
も
、
仮
に
、
規
範
制
定
権
者
に
対
し
て
、
契
約
上
規
範
を
制
定

し
な
い
旨
を
約
束
し
う
る
こ
と
を
認
め
る
の
で
あ
れ
ば
、
こ
れ
に
よ
り
、
規
範
制
定
権
者
の
自
由
は
、「
単
一
の
行
政
活
動
を
通
じ
て
こ
れ

を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
旨
が
容
認
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
規
範
制
定
権
者
は
原
則
と
し
て
、
契
約
上
有
効
に
生
み
出
さ
れ
た
規
範
を

0

0

0

制
定
し
な
い
旨
の
義
務
に
拘
束
さ
れ
続
け
て
い
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

の
で
あ
り
、
債
権
者
た
る
私
人
は
、
そ
の
履
行
を
求
め
て
訴
訟
提
起
し
う
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

。
規
範
制
定

権
者
の
〔
規
範
を
制
定
す
る
か
否
か
に
関
す
る
─
訳
者
註
〕
決
定
の
自
由
は
、
連
邦
行
政
手
続
法
の
第
六
〇
条
第
一
項
に
よ
り
、
十
分
か
つ

多
種
多
様
に
保
護
さ
れ
て
い
る
。
連
邦
行
政
手
続
法
の
第
六
〇
条
第
一
項
に
よ
っ
て
開
か
れ
た
解
約
可
能
性
は
、
学
説
上
時
折
懸
念
さ
れ
、

実
際
に
憲
法
上
も
問
題
の
あ
る
法
制
定
権
限
の
一
般
的
放
棄
と
い
う
状
態
が
生
じ
る
こ
と
を
阻
止
す
る
の
で
あ
る
。》（
傍
点
筆
者
）

（
３
）W

illy Spannow
sky

（
一
九
九
四
年
）

　

他
方
、
一
九
九
〇
年
代
の
ド
イ
ツ
行
政
法
学
説
の
な
か
に
は
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
の
許
容
性
を
肯
定
し
、
そ
こ
に
何
ら
か
の
意
味
で

法
的
拘
束
性
を
認
め
よ
う
と
す
る
右
一
連
の
見
解
に
対
し
て
強
い
不
信
感
を
表
明
す
る
も
の
も
存
在
し
た
。
そ
の
代
表
的
論
者
が
ス
パ
ン
ノ

ヴ
ス
キ
ー
（W

illy Spannow
sky

）
で
あ
る
。
彼
は
一
九
九
四
年
に
公
刊
し
た
教
授
資
格
論
文
『
契
約
及
び
申
合
せ
を
通
じ
た
行
政
活
動

の
限
界
』
の
中
で
、
右
に
見
た
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
や
シ
ェ
ー
ラ
ー
等
の
見
解
を
厳
し
く
批
判
し
て
い
る
。
ス
パ
ン
ノ
ヴ
ス
キ
ー
の
見
解
に
見

ら
れ
る
特
徴
は
、
以
下
の
一
点
に
集
約
さ
れ
る
。

　

す
な
わ
ち
ス
パ
ン
ノ
ヴ
ス
キ
ー
は
、「
規
範
制
定
契
約
を
真
正
と
不
真
正
と
に
分
け
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
が
規
範
を
制
定
す
る
際
に

な
さ
れ
る
べ
き
衡
量
（
及
び
衡
量
手
続
）
を
毀
損
し
な
い
こ
と
を
前
提
に
、
そ
の
許
容
性
を
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
（
真
正
規
範
制
定
契
約
）



論　　　説

北法65（3・22）516

の
原
則
不
許
容
論
か
ら
解
き
放
っ
た
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
と
シ
ェ
ー
ラ
ー
の
理
論
構
成
」を
厳
し
く
批
判
し
た
の
で
あ
る
。ス
パ
ン
ノ
ヴ
ス
キ
ー

の
理
解
に
よ
れ
ば
、「
規
範
を
制
定
し
な
い
旨
の
判
断
」
ま
た
は
「
計
画
を
策
定
し
な
い
旨
の
判
断
」
そ
れ
自
体
が
「
衡
量
の
結
果
」
な
の

で
あ
り
、
真
正
規
範
制
定
契
約
が
衡
量
の
毀
損
を
理
由
に
原
則
許
容
さ
れ
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
も
ま
た
、
衡
量
の
毀

損
を
理
由
に
原
則
許
容
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
の
で
あ

（
（4
（

る
。

　
《
真
正
規
範
制
定
契
約
と
不
真
正
規
範
制
定
契
約
と
の
区
別
は
、
正
当
化
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
。
規
範
を
制
定
し
な
い
旨
の
義
務
が
、

単
に
、
規
範
制
定
の
発
議
に
関
し
て
契
約
に
よ
る
拘
束
を
招
く
に
過
ぎ
な
い
こ
と
を
理
由
に
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
を
一
般
に
適
法
だ
と

考
え
る
別
の
見
解
は
、
否
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
規
範
を
公
布
し
な
い
、
あ
る
い
は
計
画
化
し
な
い
旨
の
決
定
は
、
契

約
拘
束
期
間
中
、
衡
量
を
必
要
と
す
る
実
体
的
決
定
を
含
む
か
ら
で
あ
る
。》

（
４
）
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
（
一
九
九
八
年
）

　

こ
う
し
た
な
か
、「
規
範
代
替
型
契
約
─
不
真
正
規
範
制
定
契
約
」に
関
す
る
規
定
を
環
境
法
典
の
中
に
挿
入
し
、法
律
の
明
文
規
定
に
よ
っ

て
「
契
約
に
よ
る
立
法
」
を
推
進
し
よ
う
と
し
た
の
が
、
一
九
九
八
年
に
公
表
さ
れ
た
『
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
』
で
あ

（
（4
（

る
。

同
草
案
は
、
連
邦
自
然
保
護
法
の
「
第
三
条
三
項
（
自
然
保
護
及
び
景
観
保
全
の
措
置
に
際
し
て
は
、
当
該
目
的
を
契
約
に
よ
っ
て
も
適
切

な
費
用
で
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
否
か
に
つ
い
て
優
先
的
に
検
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。）」
に
対
応
す
る
規
定
を
置
い
て
お
り
、
第

七
条
第
二
項
は
、「
行
政
庁
は
、
環
境
法
上
の
規
定
に
基
づ
く
措
置
を
行
う
に
あ
た
っ
て
は
、
こ
の
法
典
の
目
的
が
、
利
害
関
係
人
と
の
間

で
締
結
さ
れ
る
協
定
を
通
じ
て
も
ま
た
同
じ
よ
う
に
達
成
さ
れ
う
る
か
を
審
査
す
る
も
の
と
す
る
。」と
規
定
し
て
い

（
（4
（

る
。
他
方
、同
草
案
は
、
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規
範
代
替
型
契
約
に
関
す
る
規
定
と
し
て
「
第
三
六
条
」
を
置
き
、
そ
こ
に
お
い
て
、
同
草
案
が
規
律
す
る
一
定
の
条
件
を
満
た
す
限
り
に

お
い
て
、
連
邦
政
府
が
経
済
団
体
や
個
別
企
業
と
の
間
で
公
法
上
の
契
約
を
締
結
し
、
以
て
草
案
第
一
三
条
が
規
律
す
る
法
規
命
令
の
制
定

を
放
棄
す
る
こ
と
を
許
容
し
て
い
る
。
草
案
第
三
六
条
は
、
次
の
よ
う
に
規
定
す

（
（4
（

る
。

　

第
三
六
条　

規
範
代
替
型
契
約

　
　
（
１�

）
連
邦
政
府
は
、
以
下
の
各
号
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
経
済
団
体
、
そ
の
他
の
団
体
、
又
は
個
別
の
企
業
と
の
公
法
契
約
を

通
じ
て
も
ま
た
、
第
一
三
条
の
意
味
に
お
け
る
条
件
に
つ
い
て
合
意
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　
　
　
　

１
．
第
一
三
条
の
意
味
に
お
け
る
法
規
命
令
を
発
動
す
る
た
め
の
条
件
が
存
在
す
る
場
合
。

　
　
　
　
　
　

２
．
契
約
の
内
容
が
、
こ
の
法
典
の
条
件
に
適
合
す
る
場
合
。

　
　
　
　
　
　

３
．
保
護
に
値
す
る
第
三
者
の
利
益
又
は
公
共
の
利
益
が
毀
損
さ
れ
な
い
場
合
。

　
　
　
　
　
　

４
．
契
約
の
有
効
期
間
が
、
五
年
を
超
え
な
い
場
合
。

　
　
　
　

�

契
約
に
代
替
さ
れ
た
法
規
命
令
が
連
邦
参
議
院
の
同
意
を
必
要
と
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
、
契
約
は
連
邦
参
議
院
の
同
意
を
必
要

と
す
る
。
第
二
文
は
、
第
一
八
条
第
一
項
、
第
二
〇
条
及
び
第
二
二
条
の
要
件
に
つ
い
て
も
準
用
さ
れ
る
。
契
約
は
、
連
邦
官
報

に
掲
載
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
公
法
契
約
に
関
す
る
連
邦
行
政
手
続
法
の
規
定
は
、
第
五
七
条
と
第
六
〇
条
を
除
き
、
適
用

さ
れ
な
い
。

　
　
（
２�

）
第
一
項
に
よ
る
契
約
の
規
定
は
、
団
体
加
盟
者
と
、
自
ら
契
約
を
締
結
し
た
企
業
に
対
し
て
拘
束
力
を
持
つ
。
拘
束
力
は
、
契
約

が
終
了
す
る
ま
で
の
間
、
そ
の
団
体
構
成
員
と
し
て
の
地
位
に
関
係
な
く
、
団
体
加
盟
者
に
対
し
て
及
ぶ
。
契
約
に
お
い
て
規
律

さ
れ
た
義
務
の
遵
守
は
、
第
一
三
三
条
乃
至
第
一
五
〇
条
に
よ
る
監
視
に
服
し
、
行
政
行
為
を
通
じ
て
強
制
さ
れ
う
る
。
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（
３�

）
環
境
又
は
人
に
対
す
る
リ
ス
ク
に
配
慮
す
る
た
め
の
条
件
が
、
契
約
を
通
じ
て
排
他
的
に
確
定
さ
れ
る
限
り
で
、
許
可
決
定
な
い

し
事
後
的
な
命
令
に
お
い
て
、
さ
ら
な
る
条
件
が
付
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
。

　
　
（
４
）
対
応
す
る
法
規
命
令
の
規
定
が
、
第
三
者
を
保
護
す
る
も
の
で
あ
る
限
り
で
、
契
約
の
規
定
は
、
第
三
者
の
保
護
に
仕
え
る
。

　
　
（
５
）
第
三
四
条
第
三
項
を
準
用
す
る
。

　

右
規
定
に
お
い
て
注
目
す
べ
き
は
、
①
「
契
約
締
結
後
の
事
情
変
更
を
理
由
と
し
た
契
約
の
適
状
」
及
び
「
公
共
の
福
祉
へ
の
重
大
な
損

害
の
発
生
防
止
を
理
由
と
し
た
行
政
庁
に
よ
る
契
約
の
一
方
的
解
約
権
」
を
規
律
し
た
連
邦
行
政
手
続
法
第
六
〇
条
が
規
範
代
替
型
契
約
に

も
適
用
さ
れ
る
こ
と
を
規
定
し
た
「
第
一
項
第
五
文
」
と
、
②
契
約
に
よ
っ
て
代
替
・
放
棄
さ
れ
る
法
規
命
令
を
「
危
険
防
御
を
目
的
と
す

る
法
規
命
令
」
と
「
リ
ス
ク
事
前
配
慮
を
目
的
と
す
る
法
規
命
令
」
と
に
分
け
た
う
え
で
、
後
者
─
リ
ス
ク
事
前
配
慮
に
仕
え
る
法
規
命
令

の
制
定
が
契
約
上
放
棄
さ
れ
た
場
合
に
、「
連
邦
政
府
が
契
約
の
有
効
期
間
中
、
後
の
許
可
決
定
や
事
後
命
令
に
お
い
て
更
な
る
条
件
を
付

す
こ
と
」
を
禁
じ
た
「
第
三
項
」
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
は
、─
先
に
紹
介
し
た
シ
ェ
ー
ラ
ー
と
同
じ
く
─
、

第
三
六
条
に
基
づ
い
て
規
範
代
替
型
契
約
が
締
結
さ
れ
た
場
合
、連
邦
政
府
は
─
原
則
と
し
て
─
契
約
に
拘
束
さ
れ
、そ
の
有
効
期
間
中
、「
契

約
を
通
じ
て
放
棄
さ
れ
た
法
規
命
令
を
制
定
で
き
な
い
」
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
独
立
専
門
家
委
員
会
の
理
解
に
よ
る
と
、

連
邦
政
府
が
契
約
の
有
効
期
間
中
に
「
法
規
命
令
を
制
定
」
し
、ま
た
は
後
の
許
可
決
定
や
事
後
命
令
に
お
い
て
「
さ
ら
な
る
条
件
を
付
す
」

こ
と
が
で
き
る
と
す
れ
ば
、
そ
れ
は
、
①
行
政
庁
が
連
邦
行
政
手
続
法
第
六
〇
条
に
従
っ
て
契
約
を
一
方
的
に
解
約
し
う
る
場
合
か
、
②
契

約
に
よ
っ
て
代
替
・
放
棄
さ
れ
た
法
規
命
令
が
「
危
険
防
御
」
目
的
に
仕
え
る
も
の
で
あ
っ
て
、
当
該
危
険
防
御
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め

に
は
、
─
契
約
の
存
在
に
も
か
か
わ
ら
ず
─
後
の
許
可
決
定
や
事
後
命
令
に
お
い
て
「
契
約
上
合
意
さ
れ
た
条
件
よ
り
も
厳
し
い
条
件
を
付

す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
」
が
判
明
し
た
場
合
に
限
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
事
実
、
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
は
、
第
三
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六
条
に
対
す
る
個
別
理
由
書
の
な
か
で
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

　
《
こ
の
規
定
は
、
公
法
契
約
の
特
殊
な
形
式
を
規
律
し
て
い
る
。
契
約
を
締
結
す
る
一
方
の
当
事
者
は
連
邦
政
府
で
あ
り
、
他
方
の
当
事

者
は
、
経
済
団
体
、
そ
の
他
の
団
体
、
個
別
の
企
業
で
あ
る
。
契
約
の
対
象
は
、
第
一
三
条
の
意
味
に
お
け
る
条
件
（A

nforderungen

）、

す
な
わ
ち
施
設
、
生
産
方
法
、
原
材
料
、
加
工
、
製
品
に
関
す
る
条
件
で
あ
る
。
第
三
四
条
及
び
第
三
五
条
の
場
合
と
は
異
な
り
、
第
三
六

条
に
あ
っ
て
は
、
環
境
リ
ス
ク
（U

m
w
eltrisiken

）
に
対
す
る
配
慮
を
行
う
た
め
の
条
件
の
み
な
ら
ず
、
環
境
危
険
（U

m
w
eltgefahr

）

か
ら
の
保
護
を
行
う
た
め
の
条
件
も
ま
た
、
契
約
の
対
象
と
な
り
う
る
。
規
範
代
替
型
契
約
は
、
直
接
執
行
可
能
で
あ
る
た
め
、
そ
れ
が
遵

守
さ
れ
な
い
危
険
性
は
そ
れ
ほ
ど
高
く
な
い
。
ま
た
、
そ
れ
ゆ
え
、
─
目
標
設
定
方
式
や
自
主
規
制
と
は
対
照
的
に
─
、
既
に
生
じ
て
い
る

危
険
（Gefahr

）
に
対
処
す
る
こ
と
に
適
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
規
範
代
替
型
契
約
の
適
用
領
域
は
、第
一
に
、産
業
界
の
構
造
が
、

次
の
よ
う
な
性
質
を
備
え
て
い
る
場
合
に
存
在
す
る
。
す
な
わ
ち
、
僅
か
な
関
係
者
と
の
交
渉
に
よ
り
、
非
常
に
広
範
な
統
制
効
果
を
達
成

す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
で
あ
る
。
他
方
、
規
範
代
替
型
契
約
は
、
あ
る
種
の
領
域
実
験
と
い
う
方
法
に
お
い
て
、
実
際
の
転
換
可
能
性
を

確
か
め
る
た
め
に
、
利
害
関
係
を
持
つ
経
済
界
の
う
ち
、
交
渉
の
用
意
の
あ
る
者
と
の
間
で
契
約
上
確
立
さ
れ
た
厳
し
い
環
境
条
件
を
合
意

す
る
こ
と
に
も
寄
与
し
う
る
。
契
約
は
、
対
応
す
る
内
容
を
持
っ
た
第
一
三
条
の
法
規
命
令
に
代
替
す
る
。
そ
れ
は
同
時
に
次
の
こ
と
を
意

味
す
る
。
す
な
わ
ち
連
邦
政
府
は

0

0

0

0

0

、一
度
契
約
に
よ
っ
て
規
律
を
行
う
旨
を
決
定
し
た
場
合
に
は

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、原
則
と
し
て
当
該
決
定
に
拘
束
さ
れ
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、

と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
対
応
す
る
内
容
を
持
っ
た
法
規
命
令
の
制
定
が
問
題
と
な
る
の
は

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
契
約
の
有
効
期
限
が
切
れ
た
場

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合
か

0

0

、連
邦
行
政
手
続
法
第
六
〇
条
第
一
項
の
要
件
下
で

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、適
時
に
契
約
が
解
約
さ
れ
た
場
合
の
み

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

で
あ
る
。
こ
れ
が
行
わ
れ
る
た
め
に
は
、

関
係
の
本
質
的
変
化
（
行
為
基
礎
の
喪
失
）、
又
は
、
公
共
の
福
祉
に
対
す
る
重
大
な
損
害
の
発
生
防
止
・
除
去
と
い
う
要
件
の
存
在
が
必

要
で
あ
る
。
こ
の
規
定
［
連
邦
行
政
手
続
法
第
六
〇
条
第
一
項
─
訳
者
註
］
を
通
じ
て
、
一
方
で
は
、
連
邦
政
府
の
決
定
の
自
由
が
十
分
か
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つ
多
種
多
様
に
保
護
さ
れ
、
他
方
で
そ
れ
は
、
契
約
の
存
在
に
対
す
る
経
済
界
の
利
益
を
考
慮
し
て
い
る
の
で
あ

（
（4
（

る
。》（
傍
点
筆
者
）

　
《［
草
案
第
三
六
条
の
─
訳
者
註
］
第
三
項
は
、
許
可
決
定
及
び
事
後
命
令
に
お
い
て
付
さ
れ
る
条
件
と
規
範
代
替
型
契
約
と
の
関
係
を
規

律
し
て
い
る
。
契
約
が
既
に
排
他
的
な
規
定
を
持
つ
限
り

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、［
リ
ス
ク
事
前
─
訳
者
註
］
配
慮
領
域
に
あ
っ
て
は

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
許
可
決
定
や
事
後
命
令

0

0

0

0

0

0

0

0

0

に
お
け
る

0

0

0

0

［
新
た
な
─
訳
者
註
］
条
件

0

0

［
設
定
─
訳
者
註
］
は
排
除
さ
れ
る

0

0

0

0

0

0

べ
き
で
あ
る
。［
中
略
］
こ
う
し
た
規
定
は
、
契
約
を
締
結
し

た
経
済
集
団
に
対
す
る
信
頼
保
護
の
観
点
か
ら
し
て
必
要
で
あ
ろ
う
。
そ
れ
は
、
規
範
代
替
型
契
約
の
締
結
へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
高
め

る
こ
と
に
な
る
。
な
ぜ
な
ら
、
こ
う
し
た
規
定
は
、
契
約
の
有
効
期
間
（
最
高
五
年
間
）
が
継
続
す
る
間
、
契
約
に
お
い
て
排
他
的
に
定
め

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

ら
れ
た
配
慮
条
件
を
超
え
た
条
件
が
付
さ
れ
得
な
い
こ
と
を
保
障
す
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

か
ら
で
あ
る
。
む
ろ
ん
、
第
三
項
の
反
対
解
釈
か
ら
は
、
以
下
の
点

が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、危
険
防
御
（Gefahrenabw

ehr

）
の
た
め
の
条
件
は
、こ
う
し
た
制
約
を
受
け
ず
、何
時
に
て
も
、

─
事
後
的
命
令
に
よ
っ
て
も
ま
た
─
こ
れ
を
付
す
こ
と
が
で
き
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ

（
（4
（

る
。》（
傍
点
筆
者
）

（
５
）
中
間
総
括

　

こ
の
よ
う
に
、
一
九
九
〇
年
代
の
ド
イ
ツ
行
政
法
学
説
は
、
真
正
規
範
制
定
契
約
に
つ
い
て
は
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
の
原
則
不
許
容
論

を
基
盤
に
そ
の
許
容
性
を
原
則
的
に
否
定
す
る
方
向
で
ま
と
ま
り
つ
つ
も
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
に
つ
い
て
は
議
論
状
況
が
錯
綜
し
、
①

許
容
性
を
全
面
的
に
否
定
す
る
見
解
（
ス
パ
ン
ノ
ヴ
ス
キ
ー
）、②
損
害
保
証
契
約
と
し
て
の
み
法
的
拘
束
性
を
認
め
る
見
解
（
デ
ィ
＝
フ
ァ

ビ
オ
）、
③
許
容
性
を
全
面
的
に
肯
定
す
る
見
解
（
シ
ェ
ー
ラ
ー
並
び
に
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員

（
（4
（

会
）
に
分
か
れ
て
対
立
し
て
い
た
。

一
九
八
〇
年
代
に
「
板
ガ
ラ
ス
判
決
」
を
基
盤
に
展
開
さ
れ
た
「
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
の
原
則
不
許
容
論
」
は
、「
契
約
に
よ
る
立
法
に
関
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す
る
学
術
論
議
」
に
お
い
て
、
常
に
「
中
核
か
つ
基
盤
」
に
置
か
れ
な
が
ら
も
、
実
際
は
「
限
定
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
」
し
か
持
た
な
か
っ
た

の
で
あ
る
。
そ
の
理
由
及
び
背
景
を
説
明
す
る
ベ
ッ
カ
ー
の
見
解
を
見
て
み
よ

（
（4
（

う
。

　

一
九
九
〇
年
代
の
ド
イ
ツ
行
政
法
学
説
は
、
い
ず
れ
も
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
の
許
容
性
を
議
論
す
る
際
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
─
真

正
規
範
制
定
契
約
と
の
比
較
検
討
を
行
い
、
こ
れ
ら
二
つ
の
契
約
類
型
が
「
衡
量
原
則
違
反
を
招
く
か
否
か
」
を
問
題
と
し
て
き
た
。
し
か

し
ベ
ッ
カ
ー
の
理
解
に
よ
る
と
、「
衡
量
原
則
と
の
関
係
で
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
の
許
容
性
を
原
則
的
に
否
定
す
る
理
論
構
成
」
を
他
の
真

正
規
範
制
定
契
約
一
般
に
ま
で
及
ぼ
し
、
以
て
真
正
規
範
制
定
契
約
の
許
容
性
を
全
般
的
に
否
定
す
る
こ
と
に
は
理
論
的
飛
躍
が
あ
る
。
な

ぜ
な
ら
、Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
に
お
い
て
は
、な
る
ほ
ど
条
例
（Satzung

）
と
し
て
の
Ｂ
プ
ラ
ン
の
策
定
が
合
意
さ
れ
る
と
い
う
意
味
で
「
真

正
規
範
制
定
契
約
」
が
登
場
す
る
。
し
か
し
そ
の
実
態
は
、
契
約
に
よ
る
「
計
画
裁
量
の
事
前
拘
束
の
是
非
」
を
め
ぐ
る
問
題
で
あ
る
。
他

方
、
規
範
制
定
契
約
の
許
容
性
は
、
真
正
・
不
真
正
を
問
わ
ず
、
計
画
裁
量
と
は
一
応
区
別
さ
れ
る
「
立
法
裁
量
権
行
使
局
面
に
お
け
る
契

約
形
式
の
利
用
可
能
性
」
を
め
ぐ
る
議
論
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
計
画
裁
量
と
の
関
係
で
議
論
さ
れ
る
衡
量
原
則
へ
の
違
反
を
論
拠
と
し

た
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
の
原
則
不
許
容
論
は
、
そ
れ
が
そ
の
ま
ま
機
械
的
に
「
真
正
規
範
制
定
契
約
一
般
」、
さ
ら
に
は
「
不
真
正
規
範
制

定
契
約
一
般
」
に
直
結
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
わ
け
で
は
な
い
の
で
あ
る
。
彼
は
次
の
よ
う
に
言

（
（4
（

う
。

　
《
我
々
が
、
こ
う
し
た
「
法
律
よ
り
下
位
の
規
範
制
定
に
一
般
に
存
在
す
る
広
範
な
形
成
余
地
［
立
法
裁
量
─
訳
者
註
］」
を
思
い
浮
か
べ

る
な
ら
、
…
…
「
契
約
に
よ
る
建
築
管
理
計
画
の
［
事
前
─
訳
者
註
］
合
意
の
禁
止
」
を
、「
法
律
よ
り
下
位
の
規
範
が
制
定
さ
れ
る
全
て

の
事
案
」
に
転
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
は

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
極
め
て
疑
わ
し
い

0

0

0

0

0

0

0

。［
中
略
］「
法
律
よ
り
下
位
の
規
範
制
定
に
お
け
る
形
成
の
自
由
［
立

法
裁
量
─
訳
者
註
］」
を
、
計
画
裁
量
の
構
造
に
依
拠
・
準
拠
さ
せ
る
こ
と
を
推
奨
す
る
見
解
も
存
在
す
る
と
こ
ろ
で
は
あ
る
。
し
か
し
な

が
ら
連
邦
行
政
裁
判
所
は
、［
法
規
─
訳
者
註
］
命
令
の
制
定
と
計
画
上
の
決
定
と
の
違
い
を
強
調
し
、
統
制
基
準
を
同
一
視
す
る
こ
と
を



論　　　説

北法65（3・28）522

退
け
て
い
る
。
両
者
を
区
別
す
る
決
定
的
な
基
準
は
、「
こ
れ
ら
二
つ
の
規
律
が
、
具
体
化
の
程
度
［K

onkretisierungsgrad

］
に
関
し

て
異
な
っ
て
い
る
」と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
計
画
法
上
の
確
定
は
、通
常
一
般
的
・
抽
象
的
な
効
果
を
持
つ「
法
律
よ
り
下
位
の
規
範
の
制
定
」

と
は
異
な
り
、《
具
体
的
な
状
況
に
鑑
み
て
》
行
わ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
そ
れ
は
、
個
別
・
具
体
的
な
関
係
を
規
律
し
、
個
々
の
事
案
の
正

当
性
を
樹
立
す
る
た
め
に
、
相
対
立
す
る
個
々
の
利
益
を
相
互
に
衡
量
す
る
こ
と
を
志
向
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
明
ら
か
に
な

る
の
は
、
─
特
に
地
区
詳
細
計
画
［
Ｂ
プ
ラ
ン
］
が
そ
う
で
あ
る
よ
う
に
─
、「
計
画
化
行
為
に
お
い
て
は
、
往
々
に
し
て
、
個
々
人
の
自

由
の
行
使
に
対
す
る
排
他
的
な
決
定
が
行
わ
れ
る
が
、
そ
れ
ゆ
え
に
、
こ
の
段
階
で
既
に
、
あ
ら
ゆ
る
利
益
を
入
念
・
綿
密
に
取
り
込
む
こ

と
が
必
要
と
な
る
」と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
存
続
効
を
持
っ
た
計
画
の
実
施
段
階
で
は
遅
す
ぎ
る
か
ら
で
あ
る
。［
他
方
─
訳
者
註
］一
般
的
・

抽
象
的
な
規
範
化
の
場
合
は
、
通
常
、
こ
う
し
た
状
況
は
起
こ
り
え
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
一
般
的
・
抽
象
的
な
規
範
化
の
場
合
、
規
範
の
転

換
［N

orm
um

setzung

］
と
い
う
、
独
自
に
評
価
さ
れ
る
行
為
が
必
要
と
な
る
か
ら
で
あ
る
。
法
律
よ
り
下
位
の
「
一
般
的
・
抽
象
的
な

規
範
の
制
定
」
に
お
け
る
「
形
成
の
可
能
性
」
は
、
計
画
化
の
場
合
［
に
お
け
る
形
成
の
可
能
性
─
訳
者
註
］
よ
り
も
大
き
い
。
前
者
は
、

具
体
的
か
つ
実
際
上
の
前
提
条
件
に
は
結
び
つ
け
ら
れ
て
は
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。》（
傍
点
筆
者
）

　

こ
う
し
て
ベ
ッ
カ
ー
は
、
立
法
裁
量
権
行
使
局
面
に
お
け
る
契
約
形
式
の
利
用
可
能
性
に
つ
き
、
真
正
・
不
真
正
を
問
わ
ず
、
一
か
ら
検

討
し
直
す
必
要
性
が
あ
る
こ
と
を
主
張
す
る
の
で
あ
る
。
次
章
で
は
、
二
〇
〇
五
年
に
公
表
さ
れ
た
教
授
資
格
論
文
『
規
範
制
定
に
お
け
る

協
働
及
び
交
渉
の
構
造
』
を
取
り
上
げ
、
こ
の
問
題
に
関
す
る
ベ
ッ
カ
ー
の
見
解
を
紹
介
・
分
析
す
る
こ
と
に
し
よ
う
。
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第
三
章　

規
範
制
定
契
約
と
民
主
的
正
当
性
の
確
保

（
１
）
立
法
権
限
の
一
部
放
棄
・
委
譲
・
私
人
に
よ
る
立
法
権
限
の
共
同
行
使

　

ベ
ッ
カ
ー
の
理
解
に
よ
る
と
、
─
真
正
・
不
真
正
を
問
わ
ず
─
、
規
範
制
定
契
約
の
法
的
許
容
性
を
議
論
す
る
際
に
検
討
さ
れ
る
べ
き
重

要
論
点
は
、「
法
規
命
令
制
定
権
限
及
び
そ
こ
に
付
随
す
る
立
法
裁
量
権
の
意
味
」
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
彼
は
、「
規
範
形
成
の
自
由
（
立
法

裁
量
）
が
、
規
範
制
定
権
限
を
任
意
に
処
分
す
る
こ
と
を
正
当
化
す
る
法
律
上
の
権
限
と
み
な
さ
れ
て
よ
い
の
か
」、
或
い
は
「
規
範
形
成

の
自
由
（
立
法
裁
量
）
は
、
一
方
的
に
規
範
を
制
定
・
公
布
す
る
こ
と
に
代
え
、
規
範
を
準
備
し
又
は
規
範
に
代
替
す
る
規
範
関
連
契
約
の

締
結
を
許
容
す
る
た
め
の
手
掛
か
り
と
し
て
見
な
さ
れ
て
よ
い
の
か
」
を
解
明
す
る
必
要
が
あ
る
、
と
い

（
（5
（

う
。
そ
の
際
、
注
目
す
べ
き
は
彼

の
基
本
ス
タ
ン
ス
で
あ
る
。
ベ
ッ
カ
ー
は
、
規
範
（
特
に
法
規
命
令
）
の
制
定
権
限
を
法
律
上
委
任
さ
れ
た
行
政
権
が
、
特
定
範
囲
の
私
人

と
の
間
で
契
約
を
締
結
し
、
─
真
正
で
あ
れ
不
真
正
で
あ
れ
─
、
当
該
契
約
形
式
を
通
じ
て
規
範
内
容
を
「
共
同
形
成
」
す
る
こ
と
に
つ
い

て
、「
そ
こ
に
憲
法
上
の
限
界
は
な
い
の
か
」
を
問
う
の
で
あ
っ
て
、
明
文
の
規
定
を
も
っ
て
契
約
に
よ
る
立
法
を
後
押
し
し
よ
う
と
す
る

近
時
立
法
動
向
を
所
与
の
前
提
と
す
る
の
で
は
な
く
、
む
し
ろ
こ
れ
を
憲
法
原
理
と
の
関
係
で
批
判
的
に
検
討
し
よ
う
と
す
る
の
で
あ

（
（5
（

る
。

　

ベ
ッ
カ
ー
の
理
解
に
よ
る
と
、
ド
イ
ツ
の
立
法
実
務
は
、
法
律
上
行
政
権
に
対
し
て
法
規
命
令
の
制
定
権
限
が
委
任
さ
れ
、
そ
こ
に
立
法

裁
量
権
が
与
え
ら
れ
た
場
合
、
─
法
律
の
趣
旨
・
目
的
か
ら
法
規
命
令
形
式
に
よ
る
規
律
が
強
制
さ
れ
、
契
約
形
式
の
利
用
が
禁
じ
ら
れ
て

い
る
と
解
さ
れ
る
場

（
（5
（

合
は
別
と
し
て
─
、行
政
権
に
は
、法
規
命
令
と
契
約
と
い
う
二
つ
の
行
為
形
式
を
選
択
す
る
自
由
（
形
式
選
択
裁
量
）

が
認
め
ら
れ
る
旨
を
当
然
の
前
提
と
し
て
い
る
。
彼
に
よ
る
と
、
そ
の
代
表
例
が
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
で
あ

（
（5
（

る
。
事
実
、
草

案
理
由
書
は
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い

（
（5
（

る
。
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《
規
範
を
制
定
・
公
布
し
、又
は
依
然
と
し
て
不
作
為
の
ま
ま
で
い
る
こ
と
が
基
本
的
に
執
行
権
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、

さ
ら
に
、
形
式
間
の
選
択
に
つ
い
て
も
、
執
行
権
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。》

　

行
為
形
式
の
選
択
裁
量
は
、
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
が
初
め
て
提
示
し
た
考
え
方
で
は
な
い
。
行
為
形
式
の
選
択
裁
量
を
裁

量
権
行
使
の
一
発
現
形
態
と
位
置
づ
け
、
こ
れ
を
承
認
し
て
き
た
の
は
、
む
し
ろ
行
政
法
学
説
の
側
で
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
従
来
の
行
政
法

学
説
が
行
為
形
式
間
の
選
択
裁
量
を
議
論
す
る
に
あ
た
っ
て
イ
メ
ー
ジ
し
て
い
た
の
は
、通
常
の
行
政
裁
量
が
存
在
す
る
局
面
に
お
け
る「
行

政
行
為
と
契
約
」
間
の
選
択
裁
量
、
或
い
は
、「
公
法
上
の
法
形
式
と
私
法
上
の
法
形
式
」
間
で
の
選
択
裁
量
で
あ
っ
た
。
例
え
ば
ブ
ア
マ

イ
ス
タ
ー
（H

ans Joachim
 Burm

eister

）
は
、
一
九
九
二
年
に
開
催
さ
れ
た
ド
イ
ツ
国
法
学
者
大
会
に
お
け
る
基
調
講
演
の
中
で
、
次

の
よ
う
に
述
べ
て
い

（
（5
（

る
。

　
《
行
政
の
活
動
の
法
形
式
は
、
─
比
喩
的
に
い
え
ば
─
、
あ
る
特
定
の
活
動
に
関
し
て
法
秩
序
が
用
立
て
た
衣
服
で
あ
っ
て
、
具
体
的
な

活
動
を
実
施
す
る
に
あ
た
り
、
法
が
別
の
衣
服
を
用
立
て
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
衣
服
は
別
の
衣
服
と
交
換
可
能
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、

行
為
主
体
に
は
、
様
々
な
法
形
式
間
で
の
選
択
の
自
由
が
存
在
す
る
の
で
あ
る
。［
中
略
］
こ
う
し
た
、
異
な
っ
た
法
形
式
間
で
の
利
用
裁

量
を
考
慮
す
る
可
能
性
に
対
し
、
法
原
則
上
、
疑
義
が
主
張
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
。
と
り
わ
け
、
…
憲
法
上
の
適
法
性
の
基
準
か
ら
は
、
選

択
裁
量
権
行
使
に
関
す
る
法
律
の
留
保
は
導
き
出
さ
れ
得
な
い
。
現
在
の
行
為
形
式
学
説
も
ま
た
そ
う
考
え
て
い
る
。
行
政
活
動
の
法
形
式

に
は
、
行
政
行
為
、
公
法
契
約
、
そ
し
て
─
一
致
し
た
見
解
に
し
た
が
う
と
─
私
法
上
の
権
利
形
成
手
段
、
と
り
わ
け
売
買
契
約
、
勤
務
契

約
、
請
負
契
約
と
い
っ
た
典
型
例
が
存
在
す
る
。
連
邦
行
政
手
続
法
第
五
四
条
第
二
文
に
お
い
て
、
行
政
行
為
に
対
す
る
代
替
機
能
が
公
法

契
約
に
対
し
て
原
則
的
に
認
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
も
明
ら
か
な
よ
う
に
、
こ
れ
ら
の
法
形
式
間
に
は
、
法
律
の
留
保
な
し
で
の
利
用
選
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択
裁
量
が
存
在
す
る
。
他
方
で
は
、
さ
ら
に
、
行
政
行
為
に
よ
る
活
動
と
私
法
契
約
に
よ
る
活
動
に
も
、
行
政
の
選
択
裁
量
が
存
在
す
る
。

例
え
ば
、
土
地
収
用
回
避
契
約
は
そ
の
事
例
で
あ
る
。
行
政
庁
は
、
土
地
収
用
の
前
提
条
件
が
存
在
す
る
場
合
に
、
土
地
収
用
行
為
を
発
動

す
る
こ
と
に
代
え
て
、
売
買
契
約
を
通
じ
て
、
当
該
土
地
を
購
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。》

　

こ
れ
に
対
し
、
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
は
、
従
来
、
行
政
裁
量
の
行
使
局
面
に
お
い
て
展
開
さ
れ
て
き
た
行
政
行
為
と
契
約
の
間

で
の
形
式
選
択
裁
量
を
め
ぐ
る
議
論
を
、
立
法
裁
量
の
局
面
に
ま
で
広
げ
、
法
規
範
と
契
約
の
間
に
も
、
原
則
と
し
て
、
行
為
形
式
の
選
択

裁
量
が
認
め
ら
れ
る
と
考
え
て
い
る
の
で
あ

（
（5
（

る
。

　

ベ
ッ
カ
ー
が
問
題
と
す
る
の
は
、
こ
う
し
た
行
為
形
式
の
選
択
裁
量
を
根
拠
に
法
規
命
令
制
定
権
限
を
持
っ
た
行
政
権
が
特
定
範
囲
の
私

人
と
の
間
で
契
約
を
締
結
し
、
─
真
正
又
は
不
真
正
規
範
制
定
契
約
を
通
じ
て
─
法
規
命
令
の
内
容
を
「
法
的
拘
束
力
を
も
っ
て
共
同
決
定

す
る
こ
と
」
の
是
非
で
あ
る
。
こ
の
問
題
を
検
討
す
る
に
あ
た
り
、
彼
は
ま
ず
初
め
に
、
契
約
等
を
通
じ
た
規
範
内
容
の
共
同
決
定
が
、「
行

政
権
に
よ
る
規
範
制
定
権
限
の
一
部
放
棄
」、「
私
人
に
対
す
る
規
範
制
定
権
限
の
一
部
委
譲
」
及
び
「
当
該
規
範
制
定
権
限
の
私
人
に
よ
る

共
同
行
使
」
を
意
味
す
る
、
と
考
え

（
（5
（

る
。

　
《
規
範
制
定
者
た
る
国
家
は
、
規
範
制
定
行
為
に
関
連
す
る
契
約
的
拘
束
を
通
じ
て
、
ま
た
共
同
に
よ
る
規
範
制
定
を
通
じ
て
、
規
範
制

定
者
に
認
め
ら
れ
た
権
限
を
部
分
的
に
私
人
に
委
ね
、
こ
れ
に
よ
り
規
範
制
定
者
に
認
め
ら
れ
た
権
限
を
低
減
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
国
家

サ
イ
ド
は
、
以
前
は
単
独
で
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
た
と
し
て
も
、
今
や
、
─
限
界
の
中
で
─
申
し
合
わ
さ
れ
た
拘
束
の
内
容
に
方
向
づ
け

ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
元
来
、
規
範
制
定
者
た
る
国
家
に
帰
属
し
た
と
こ
ろ
の
権
限
が
［
私
的
な
契
約
相
手
方
に
─
訳
者
註
］
一
部
委

譲
さ
れ
る
か
ら
と
い
っ
て
、
そ
れ
は
、
基
本
権
的
自
由
の
一
要
素
と
な
る
わ
け
で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
規
範
制
定
プ
ロ
セ
ス
に
お
け
る
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拘
束
的
な
共
同
決
定
権
［M

itspracherecht

］
の
行
使
は
、
す
べ
か
ら
く
私
人
に
よ
る
権
限
の
行
使
で
あ
る
。》

　

ベ
ッ
カ
ー
は
、
か
か
る
基
本
認
識
を
基
盤
に
、「
行
政
権
に
よ
る
立
法
権
限
の
一
部
放
棄
」、「
私
人
に
対
す
る
立
法
権
限
の
一
部
委
譲
」

及
び
「
私
人
に
よ
る
立
法
権
限
の
共
同
行
使
」
を
意
味
す
る
規
範
制
定
契
約
の
締
結
が
、「
果
た
し
て
憲
法
上
正
当
化
さ
れ
る
の
か
」
を
問

う
の
で
あ
る
。

（
２
）
基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
─
法
規
命
令
制
定
権
限
名
宛
人
範
囲
の
限
定
─

　

右
の
問
題
を
考
え
る
う
え
で
ベ
ッ
カ
ー
が
注
目
し
た
の
が
、法
規
命
令
制
定
権
限
を
法
律
上
委
任
す
る
こ
と
の
で
き
る
範
囲
を
連
邦
政
府
、

連
邦
大
臣
及
び
ラ
ン
ト
政
府
に
限
定
し
た
基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
で
あ

（
（5
（

る
。
彼
は
、
基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
が
法
規
命
令
制
定
権
限
を

委
任
し
う
る
主
体
を
限
定
列
記

0

0

0

0

し
て
い
る
意
味
・
趣
旨
を
探
り
、
そ
こ
に
「
立
法
権
限
が
行
使
さ
れ
る
局
面
に
お
い
て
民
主
的
正
当
性
の
連

鎖
を
維
持
し
よ
う
と
し
た
基
本
法
制
定
者
の
意
思
」を
読
み
取
る
。
ベ
ッ
カ
ー
の
理
解
に
よ
る
と
、基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
に
列
記
さ
れ
、

─
し
た
が
っ
て
間
接
的
と
は
い
え
─
民
主
的
正
当
性
の
連
鎖
の
中
に
あ
る
複
数
の
法
主
体
に
対
し
て
「
規
範
内
容
を
共
同
決
定
す
る
権
限
」

を
個
別
法
上
付
与
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
憲
法
上
、
基
本
的
に
疑
義
は
存
在
し
な

（
（5
（

い
。
し
か
し
な
が
ら
、
直
接
的
に
も
間
接
的
に
も
民
主

的
正
当
性
を
持
た
な
い
民
間
法
主
体
と
の
間
で
締
結
さ
れ
る
契
約
を
通
じ
て
、法
規
命
令
の
内
容
を「
法
的
拘
束
力
を
以
て
共
同
決
定
す
る
」

と
な
る
と
話
は
別
で
あ
る
。
基
本
法
は
、
法
規
命
令
制
定
権
限
を
法
律
上
委
任
し
う
る
名
宛
人
の
範
囲
を
限
定
し
、
民
主
的
正
当
性
を
持
た

な
い
民
間
法
主
体
に
ま
で
こ
れ
を
拡
張
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。
ベ
ッ
カ
ー
の
理
解
に
よ
れ
ば
、
民
主
的
正
当
性
の
な
い

民
間
法
主
体
と
の
間
で
の
規
範
制
定
契
約
は
、
─
真
正
規
範
制
定
契
約
で
あ
れ
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
で
あ
れ
─
、
仮
に
そ
れ
を
認
め
る
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明
文
規
定
が
個
別
法
上
存
在
し
よ
う
と
も
、
憲
法
上
許
さ
れ
な
い
の
で
あ

（
（6
（

る
。

　
《
基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
に
お
い
て
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
「
委
任
立
法
権
限
の
名
宛
人
の
排
他
性
」
は
、「
そ
れ
以
外
の
関
係
者
が
、

原
理
的
に
、
委
任
立
法
権
限
の
分
け
前
に
あ
ず
か
っ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
」
を
前
提
と
し
て
い
る
。
憲
法
が
、
規
範
制
定
権
限
を
委
任
す
る

こ
と
の
で
き
る
法
主
体
を
指
名
す
る
場
合
、
そ
れ
が
意
味
す
る
と
こ
ろ
は
、「
憲
法
上
指
名
さ
れ
た
当
該
法
主
体
の
み
が
規
範
制
定
権
限
を

委
任
さ
れ
う
る
」
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
憲
法
に
よ
る
受
任
者
の
明
示
的
か
つ
終
局
的
な
列
記
は
、
暗
に
、
他
の
あ
ら
ゆ
る
法
主
体
が
規
範

制
定
者
と
な
る
こ
と
を
排
除
し
て
い
る
。
と
い
う
の
も
、
規
範
制
定
権
限
の
分
配
は
、
そ
の
限
り
で
、
憲
法
上
規
定
さ
れ
て
い
る
法
制
定
者

の
権
限
を
狭
め
、
縮
減
す
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
か
ら
で
あ
る
。
仮
に
我
々
が
、
そ
れ
以
外
の
関
係
者
、
と
り
わ
け
私
人
に
対
し
て
、
法

律
よ
り
も
下
位
の
規
範
制
定
に
影
響
力
を
行
使
す
る
可
能
性
を
認
め
よ
う
と
す
る
な
ら
ば
、
馴
染
み
の
な
い
、
ま
た
当
該
正
当
化
の
意
味
連

関
か
ら
は
遠
く
離
れ
た
法
制
定
者
の
入
場
を
認
め
る
こ
と
に
な
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
れ
に
よ
り
、
当
該
規
範
制
定
の
公
共
の
福
祉
適
合
性
を

保
障
す
る
正
当
化
の
意
味
連
関
─
通
常
は
受
任
者
の
人
的
民
主
的
正
当
性
─
は
、
相
対
化
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。

　

し
た
が
っ
て
、
い
ず
れ
に
せ
よ
、
議
会
以
外
の
規
範
制
定
権
限
の
潜
在
的
保
有
者
に
関
す
る
憲
法
上
の
制
限
は
、
基
本
的
に
、
規
範
制
定

権
者
に
関
す
る
当
該
範
囲
の
拡
張
を
阻
止
し
て
い
る
の
で
あ
る
。［
中
略
］
基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
に
列
記
さ
れ
た
潜
在
的
な
一
次
受
任
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0

0
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0
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0

0

者
の
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拡
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0

0

0

0

0

0

─
そ
れ
は
憲
法
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違
反
す
る

0
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0

0

0

0

0

0

0

0

─
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存
在
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0

0

0

0

0

0

0
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が

0

0

0

0

0

0
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0
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0

0
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0

0

0
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0

0

0
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規
範
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、
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に
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た
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で
の
影
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力
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を
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が
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潜
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目
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0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
委
任
立
法
行
為
の
民
主
的
正
当
性
の
確
保
で
あ
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

。
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他
方

0

0

、
そ
れ
は

0

0

0

、
契
約
に
よ
る
規
律
を
通
じ
て
妨
げ
ら
れ
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

。［
中
略
］
委
任
立
法
権
限
は

0

0

0

0

0

0

0

、
基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
第
一
文
乃
至
第
四

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

文
が
規
定
す
る
委
任
の
名
宛
人
と
関
係
づ
け
ら
れ
て
い
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

。
し
た
が
っ
て

0

0

0

0

0

、
こ
の
規
定
に
お
い
て
受
任
者
と
し
て
列
記
さ
れ
て
い
な
い
第
三

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

者
に
対
し
て
拘
束
力
を
持
っ
た
共
同
決
定
権
を
認
め
る
こ
と
は

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
─
仮
に
明
示
的
な
法
律
上
の
指
示
に
基
づ
く
場
合
で
あ
ろ
う
が

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
又
は
、

単
に
規
範
制
定
権
限
に
基
づ
く
に
過
ぎ
な
い
場
合
で
あ
ろ
う
が
─
、
憲
法
に
違
反
す
る

0

0

0

0

0

0

0

の
で
あ
る
。》（
傍
点
筆
者
）

（
３
）
契
約
に
よ
る
規
範
内
容
共
同
決
定
の
禁
止

　

こ
の
よ
う
に
ベ
ッ
カ
ー
は
、
真
正
・
不
真
正
を
問
わ
ず
、
規
範
制
定
契
約
が
、
民
主
的
正
当
性
の
な
い
民
間
の
法
主
体
に
対
す
る
「
規
範

内
容
の
共
同
決
定
権
の
付
与
（
民
間
法
主
体
に
よ
る
立
法
権
限
の
一
部
行
使
の
容
認
）」
と
見
な
さ
れ
る
限
り
に
お
い
て
、
そ
こ
に
憲
法
上

の
疑
義
を
提
起
す
る
。
彼
の
理
解
に
よ
る
と
、
法
規
命
令
の
制
定
権
限
は
、
基
本
法
上
、
民
主
的
正
当
性
を
持
っ
た
法
主
体
─
即
ち
行
政
権

に
対
し
て
の
み
、
法
律
を
通
じ
て
之
を
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
、
法
規
命
令
の
制
定
権
限
は
、
民
主
的
正
当
性
の
連
鎖
の
な
か
に
あ
る
行
政

権
が
単
独
で
之
を
行
使
す
べ
き
も
の
で
あ
る
。
規
範
制
定
契
約
は
─
真
正
・
不
真
正
と
も
に
─
こ
の
原
理
を
毀
損
し
、
民
主
的
正
当
性
を
持

た
な
い
民
間
の
法
主
体
に
対
し
て
「
規
範
内
容
の
共
同
決
定
権
＝
法
規
命
令
制
定
権
限
の
共
同
行
使
権
」
を
付
与
す
る
。
そ
れ
は
、「
民
主

的
正
当
性
の
確
保
と
い
う
観
点
か
ら
法
規
命
令
制
定
権
限
の
名
宛
人
の
範
囲
を
限
定
列
記
し
た
基
本
法
の
趣
旨
に
反
す
る
」
の
で
あ
る
。
右

の
見
解
に
依
拠
す
る
限
り
、
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
が
そ
の
第
三
六
条
で
提
案
し
た
法
規
命
令
代
替
型
契
約
は
、
憲
法
上
重
大

な
疑
義
に
直
面
し
、
憲
法
違
反
の
疑
い
を
か
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
ろ

（
（6
（

う
。

　

他
方
、
こ
れ
と
の
関
係
で
興
味
深
い
の
は
、
連
邦
自
然
保
護
法
が
規
定
す
る
自
然
保
護
契
約
の
許
容
性
を
め
ぐ
る
ベ
ッ
カ
ー
の
評
価
で
あ

る
。
と
い
う
の
も
彼
は
、
真
正
・
不
真
正
を
問
わ
ず
規
範
制
定
契
約
の
許
容
性
に
つ
い
て
憲
法
上
の
疑
義
を
繰
り
返
し
主
張
し
な
が
ら
も
、
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他
方
で
は
、
自
然
保
護
契
約
（
法
規
命
令
回
避
・
代
替
型
契
約
）
の
許
容
性
に
つ
い
て
は
、
─
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
や
シ
ェ
ー
ラ
ー
と
同
様
─
、

基
本
的
に
何
ら
異
論
を
唱
え
な
い
か
ら
で
あ

（
（6
（

る
。
一
見
す
る
と
矛
盾
す
る
結
論
で
あ
り
な
が
ら
、
し
か
し
子
細
に
検
討
す
る
と
、
そ
こ
に
は

理
論
的
一
貫
性
を
見
い
だ
し
う
る
。

　

既
に
述
べ
た
通
り
、
ベ
ッ
カ
ー
が
真
正
・
不
真
正
を
問
わ
ず
規
範
制
定
契
約
に
対
し
て
疑
念
を
提
起
し
た
の
は
、
そ
れ
が
「
民
主
的
正
当

性
を
持
た
な
い
民
間
法
主
体
に
対
し
て
《
法
規
命
令
制
定
権
限
を
共
同
行
使
》
さ
せ
、
以
て
、
当
該
民
間
法
主
体
に
対
し
て
《
規
範
内
容
を

共
同
決
定
す
る
権
利
を
付
与
》
す
る
こ
と
に
な
る
」
と
考
え
た
か
ら
で
あ
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、法
規
命
令
形
式
に
よ
る
保
護
区
域
指
定
に
代
え
て
締
結
さ
れ
る
自
然
保
護
契
約
は
、な
る
ほ
ど
保
護
区
域
指
定（
法
規
命
令
）

に
代
替
し
、
契
約
の
成
立
を
も
っ
て
法
規
命
令
の
制
定
が
放
棄
さ
れ
る
と
い
う
意
味
に
お
い
て
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
で
は
あ
る
。
し
か

し
こ
の
契
約
は
、「
法
規
命
令
の
形
式
に
よ
っ
て
保
護
区
域
の
指
定
が
行
わ
れ
た
場
合
に
保
護
区
域
内
の
土
地
所
有
者
等
が
課
せ
ら
れ
る
法0

律
上
の
義
務
の
実
施

0

0

0

0

0

0

0

0

・
引
受
け

0

0

0

」
を
内
容
と
す
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
契
約
は
、「
連
邦
自
然
保
護
法
の
第
二
二
条
が
規
律
す
る
法
律
上
の

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

義
務
の
実
施

0

0

0

0

0

契
約
」
な
の
で
あ
っ
て
、「
民
主
的
正
当
性
の
な
い
民
間
法
主
体
に
対
し
て
、
法
規
範
の
内
容
を
共
同
決
定
す
る
権
利
・
権
限

を
付
与
す
る
も
の
で
は
な
い
」
の
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
規
範
制
定
契
約
に
対
し
て
憲
法
上
の
疑
義
を
提
起
し
た
ベ
ッ
カ
ー
に
よ
っ
て
も
ま

た
、
法
規
命
令
形
式
に
よ
る
保
護
区
域
指
定
に
代
替
す
る
自
然
保
護
契
約
の
許
容
性
は
否
定
さ
れ
な
い
の
で
あ

（
（6
（

る
。

　
《
個
々
の
命
令
や
禁
止
の
契
約
に
よ
る
引
受
け
、
ま
た
は
、
保
護
区
域
指
定
に
伴
う
保
存
措
置
や
発
展
措
置
、
原
状
回
復
措
置
と
い
っ
た

保
護
策
（
参
照
、
新
連
邦
自
然
保
護
法
第
二
二
条
第
二
項
及
び
各
ラ
ン
ト
の
対
応
規
定
）
の
実
施

0

0

は
、
…
総
じ
て
［
法
規
命
令
形
式
に
よ
る

─
訳
者
註
］保
護
区
域
指
定
に
並
立
す
る
契
約
に
留
保
さ
れ
て
よ
い
。
こ
の
見
解
に
対
す
る
疑
義
は
、連
邦
自
然
保
護
法
の
改
正
法
に
よ
り
、

も
は
や
無
意
味
な
も
の
で
あ
る
。
行
政
庁
は
、［
法
規
命
令
形
式
に
よ
っ
て
─
訳
者
註
］
保
護
区
域
指
定
を
制
定
・
公
布
す
る
こ
と
を
義
務
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づ
け
ら
れ
な
い
。
ゆ
え
に
、
契
約
に
よ
る
規
律
が
第
三
者
利
害
関
係
人
［
一
般
大
衆
等
─
訳
者
註
］
に
対
し
て
、
規
範
に
よ
る
規
律
の
場
合

と
同
程
度
の
規
律
能
力
を
持
ち
え
な
い
事
実
に
焦
点
が
当
て
ら
れ
る
必
要
な
ど
な
い
。
行
政
庁
が
、
そ
の
よ
う
な
形
で
［
第
三
者
に
対
し
て

法
的
義
務
を
課
す
た
め
に
─
訳
者
註
］
一
般
拘
束
的
な
規
律
を
必
要
だ
と
考
え
る
な
ら
、
行
政
庁
は
、
意
の
ま
ま
に
、
当
該
一
般
拘
束
的
な

規
律
［
法
規
命
令
─
訳
者
註
］
を
制
定
公
布
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
一
般
拘
束
的
な
規
律
を
必
要
だ
と
は
考
え
な
い
事
案
で
あ
る
限
り
に
お

い
て
、
行
政
庁
は
、
契
約
に
よ
る
規
律
及
び
主
観
的
に
制
約
さ
れ
た
そ
の
作
用
力
で
満
足
し
て
よ
い
の
で
あ
る
。》（
傍
点
筆
者
）

終
章（

１
）
本
稿
の
要
約

　

以
上
、
立
法
局
面
に
お
け
る
公
私
協
働
現
象
の
う
ち
、
特
に
契
約
に
よ
る
法
規
命
令
の
内
容
の
共
同
決
定
に
焦
点
を
当
て
、
ド
イ
ツ
行
政

法
学
説
及
び
判
例
の
議
論
動
向
を
素
材
に
、
規
範
制
定
契
約
の
法
的
限
界
に
つ
い
て
考
察
を
行
っ
た
。
本
研
究
か
ら
得
ら
れ
た
知
見
は
以
下

の
通
り
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
法
規
命
令
の
制
定
を
法
律
上
委
任
さ
れ
た
行
政
権
は
、
民
主
的
正
当
性
を
持
た
な
い
民
間
法
主
体
と
の
間
で

締
結
さ
れ
る
契
約
を
通
じ
て
法
規
命
令
の
内
容
を
「
法
的
拘
束
力
」
を
も
っ
て
共
同
形
成
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。
真
正
規
範
制
定
契
約

で
あ
れ
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
で
あ
れ
、
お
よ
そ
規
範
制
定
契
約
は
通
常
、
民
主
的
正
当
性
が
な
く
、
し
た
が
っ
て
本
来
的
に
は
法
規
命

令
の
制
定
権
限
を
付
与
・
行
使
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
な
い
民
間
法
主
体
に
対
し
て
規
範
内
容
を
共
同
決
定
す
る
権
利
又
は
法
的
権
限
を
付

与
す
る
の
で
あ
っ
て
、
そ
れ
は
、
仮
に
そ
れ
を
明
文
で
認
め
る
法
律
規
定
が
存
在
し
よ
う
と
も
憲
法
上
正
当
化
さ
れ
な
い
の
で
あ
る
。
し
た

が
っ
て
、
法
規
命
令
の
制
定
局
面
に
お
い
て
専
門
知
識
の
不
備
を
補
い
、
そ
の
実
効
性
・
受
容
可
能
性
を
高
め
る
た
め
に
関
係
す
る
民
間
法
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主
体
（
法
規
命
令
の
潜
在
的
被
規
制
者
等
）
と
の
間
で
の
協
働
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
と
し
て
も
、
許
容
さ
れ
る
協
働
の
形
式
は
「
聴
聞
」

ま
で
で
あ
り
、
そ
れ
を
超
え
て
契
約
形
式
に
ま
で
踏
み
込
む
こ
と
に
は
憲
法
上
大
き
な
疑
義
が
提
起
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
こ
こ
に
我
々
は
、

契
約
が
行
政
の
行
為
形
式
と
し
て
果
た
し
う
る
機
能
に
一
つ
の
大
き
な
「
限
界
」
が
あ
る
こ
と
を
認
め
ざ
る
を
得
な
い
の
で
あ
っ
て
、
契
約

は
、
同
じ
く
個
別
行
為
と
し
て
の
行
政
行
為
に
は
─
一
定
の
条
件
下
に
お
い
て
─
代
替
し
え
て

（
（6
（

も
、
行
政
立
法
に
代
替
す
る
機
能
を
承
認
す

る
こ
と
は
、
─
前
章
に
見
た
自
然
保
護
契
約
の
よ
う
な
場
合
は
別
と
し
て
─
で
き
な
い
（
少
な
く
と
も
管
見
の
限
り
、
契
約
に
行
政
立
法
へ

の
代
替
機
能
を
認
め
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
ド
イ
ツ
の
行
政
法
学
上
、
有
力
な
疑
義
・
批
判
が
提
起
さ
れ
て
い
る
）
の
で
あ
る
。
こ
う
し
た

見
解
を
強
力
に
主
張
し
た
の
が
ベ
ッ
カ
ー
で
あ
っ
て
、
彼
は
次
の
よ
う
に
結
論
づ
け
る
の
で
あ

（
（6
（

る
。

　
《
以
上
の
理
由
か
ら
、
基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
第
一
文
に
列
記
さ
れ
た
第
一
次
受
任
者
（
場
合
に
よ
る
と
、
可
能
性
と
し
て
存
在
す
る

第
二
次
受
任
者
＝
再
受
任
者
）
は
、
委
任
を
行
っ
た
法
律
の
枠
内
に
お
い
て
、
法
規
命
令
の
内
容
と
法
規
命
令
の
制
定
・
公
布
に
関
し
、

単
独
か
つ
法
的
に
自
由
な
状
態
で
、
之
を
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
限
り
で
、「
特
に
聴
聞
手
続
に
お
い
て
認
め

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

ら
れ
て
い
る
他
の
国
家
的
法
主
体
又
は
他
の
私
的
法
主
体
に
よ
る
規
範
制
定
権
者
に
対
す
る
一
方
的
な
影
響
力
の
行
使

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

」
と0

、「
基
本
法

0

0

0

第
八
〇
条
第
一
項
第
一
文
に
掲
げ
ら
れ
た
法
主
体
以
外
の
主
体
と
の
間
で
の
許
容
さ
れ
て
い
な
い
共
同
決
定

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

」
と
の
間
に
は

0

0

0

0

0

、
重
要
な
憲

0

0

0

0

法
上
の
限
界
線
が
伸
び
て
い
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

。「
法
的
に
拘
束
力
を
持
っ
た
選
択
肢
の
制
限
形
式
（
同
意
留
保
［Zustim

m
ungsvorbehalt

］、
拒
否
権

［V
etorecht

］）」
も
ま
た
、
単
独
か
つ
自
由
に
規
律
を
行
う
可
能
性
を
第
一
次
受
任
者
か
ら
奪
い
と
っ
て
し
ま
う
の
で
あ
っ
て
、
憲
法
上
許

容
さ
れ
な
い
共
同
決
定
の
中
に
含
ま
れ
る
。》（
傍
点
部
筆
者
）
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（
２
）
今
後
の
課
題

　

他
方
、
問
題
と
な
る
の
は
、
法
的
拘
束
力
を
持
た
な
い
申
合
せ
（A

bsprache

）
の
位
置
づ
け
で
あ
る
。
法
規
命
令
の
内
容
を
実
効
性
あ

る
も
の
と
す
る
た
め
に
は
、潜
在
的
な
被
規
制
者
等
、専
門
知
識
を
持
つ
利
害
関
係
者
と
の
間
で
交
渉
す
る
必
要
性
が
あ
る
。
そ
の
一
方
で
、

民
主
的
正
当
性
を
持
た
な
い
民
間
法
主
体
と
の
間
で
の
契
約
を
通
じ
て
法
規
命
令
の
内
容
を
共
同
決
定
す
る
こ
と
に
は
、
憲
法
上
重
大
な
疑

義
が
生
じ
る
。
そ
の
た
め
行
政
実
務
は
、
こ
れ
ら
二
つ
の
相
反
す
る
要
請
の
狭
間
で
「
法
的
拘
束
力
の
な
い
申
合
せ
」
を
多
用
し
て
き
た
。

そ
こ
に
共
通
す
る
の
は
、
法
規
命
令
の
制
定
権
限
の
存
在
を
背
景
と
し
た
国
家
の
強
い
影
響
力
行
使
の
も
と
で
、（
ａ
）
産
業
界
が
特
定
の

措
置
を
任
意
に
実
施
す
る
こ
と
を
書
面
で
約
束
し
（
自
主
規
制
）、（
ｂ
）
行
政
庁
は
、
当
該
自
主
規
制
を
歓
迎
す
る
旨
の
声
明
を
発
表
し
、

併
せ
て
事
案
に
つ
い
て
の
法
的
規
律
を
さ
し
あ
た
っ
て
見
送
る
旨
が
宣
言
さ
れ
る
。
ド
イ
ツ
の
行
政
法
学
説
は
、
こ
れ
を
「
不
真
正
規
範
制

定
の
申
合
せ
」「
規
範
回
避
・
代
替
型
申
合
せ
」
等
と
呼
び
、
本
稿
で
検
討
し
た
規
範
制
定
契
約
同
様
、
そ
の
法
的
許
容
性
を
め
ぐ
っ
て
活

発
な
議
論
を
展
開
し
て
い

（
（6
（

る
。
そ
の
評
価
は
様
々
で
あ
り
、
規
範
回
避
・
代
替
型
の
申
合
せ
が
─
法
的
拘
束
力
の
な
い
も
の
と
は
い
え
─
実

態
と
し
て
不
真
正
規
範
制
定
契
約
と
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
り
、
事
実
上
の
拘
束
力
も
軽
視
で
き
な
い
こ
と
等
を
理
由
に
、
不
信
感
を
顕
わ
に
す
る

論
者
も
存
在
す

（
（6
（

る
。

　

詳
し
い
検
討
は
別
稿
に
譲
る
が
、
本
稿
で
得
ら
れ
た
知
見
─
と
り
わ
け
前
章
で
紹
介
し
た
ベ
ッ
カ
ー
の
見
解
─
に
依
拠
す
る
限
り
、
申
合

せ
の
法
的
許
容
性
を
否
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
と
い
う
の
も
、
申
合
せ
が
事
実
上
の
拘
束
力
し
か
持
た
ず
、
そ
の
締

結
に
よ
っ
て
も
行
政
庁
が
法
規
命
令
の
制
定
放
棄
を
法
的
に
義
務
づ
け
ら
れ
な
い
こ
と
、
し
た
が
っ
て
、
法
規
命
令
の
制
定
権
限
は
、
申
合

せ
の
成
立
後
も
間
接
的
民
主
的
正
当
性
を
持
っ
た
行
政
庁
に
よ
っ
て
単
独
留
保
さ
れ
、
行
政
庁
が
─
法
的
に
は
─
常
に
法
規
命
令
制
定
権
限

を
単
独
行
使
し
う
る
状
態
に
あ
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
に
関
し
て
見
ら
れ
た
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
や
ベ
ッ
カ
ー
ら
の
懸
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念
は
、
申
合
せ
に
は
当
た
ら
な
い
か
ら
で
あ

（
（6
（

る
。
申
合
せ
の
全
面
不
許
容
論
を
唱
え
る
学
説
が
少
数
説
に
と
ど
ま
り
、
む
し
ろ
多
く
の
論
者

が
、
申
合
せ
の
許
容
性
が
肯
定
さ
れ
る
こ
と
を
前
提
に
、
そ
れ
を
統
制
す
る
法
理
を
手
続
・
実
体
両
面
か
ら
議
論
し
て
い
る
の
も
、
そ
の
た

め
で
あ
ろ
う
と
思
わ
れ

（
（6
（

る
。

　

他
方
、
本
稿
は
、「
契
約
に
よ
る
立
法
」
現
象
の
う
ち
、
法
規
範
（
特
に
法
規
命
令
）
の
制
定
・
非
制
定
が
合
意
さ
れ
る
「
真
正
・
不
真

正
規
範
制
定
契
約
」
に
焦
点
を
当
て
、
そ
の
法
的
問
題
性
を
議
論
し
た
が
、「
契
約
に
よ
る
立
法
」
と
い
う
場
合
の
「
契
約
」
は
、
な
に
も

法
規
命
令
制
定
権
者
た
る
行
政
権
と
民
間
法
主
体
間
で
締
結
さ
れ
る
規
範
制
定
契
約
に
限
ら
れ
な
い
。
序
章
で
も
触
れ
た
通
り
、
規
範
制
定

に
関
連
す
る
契
約
（
規
範
関
連
契
約
）
に
は
、
も
う
一
つ
の
契
約
類
型
と
し
て
「
規
範
契
約
」
が
存
在
す
る
。
規
範
契
約
は
、
規
範
制
定
契

約
─
す
な
わ
ち
、
規
範
と
契
約
が
別
個
の
存
在
と
し
て
相
互
に
独
立
し
、
契
約
に
よ
っ
て
規
範
の
制
定
・
非
制
定
が
合
意
さ
れ
る
契
約
─
と

は
違
い
、契
約
そ
れ
自
体
が
法
規
範
た
る
性
格
を
持
つ
。
換
言
す
れ
ば
、契
約
の
成
立
が
同
時
に
法
規
範
の
成
立
を
意
味
す
る
の
で
あ
っ
て
、

契
約
と
法
規
範
は
「
一
心
同
体
」
の
関
係
に
あ
る
わ
け
で
あ
る
。

　

こ
の
規
範
契
約
を
多
用
し
て
い
る
の
が
社
会
保
障
法
領
域
で
あ
る
。
既
に
我
が
国
に
お
い
て
も
社
会
保
障
法
学
者
を
中
心
と
し
た
多
数
の

先
行
研
究
が
示
す
と
お
り
、
ド
イ
ツ
の
社
会
法
典
（Sozialgesetzbuch

：SGB

）
は
、
保
険
対
象
と
な
る
療
養
給
付
や
治
療
薬
等
の
具
体

的
範
囲
、レ
セ
プ
ト
点
数
、診
療
報
酬
額
等
に
つ
き
、そ
の
決
定
を
「
契
約
」
に
委
ね
て
い

（
（7
（

る
。
契
約
の
一
方
当
事
者
は
「
保
険
者
団
体
（
機

能
的
自
治
団
体
＝
公
法
上
の
団
体
で
あ
る
疾
病
金
庫
等
の
団
体
）」
で
あ
り
、
他
方
当
事
者
は
「
給
付
提
供
者
団
体
（
医
師
団
体
や
製
薬
企

業
が
加
盟
す
る
事
業
者
団
体
等
）」
で
あ

（
（7
（

る
。
こ
の
契
約
に
お
い
て
合
意
さ
れ
る
内
容
は
、
単
に
契
約
の
両
当
事
者
の
権
利
義
務
関
係
に
と

ど
ま
ら
な
い
。
と
い
う
の
も
、
右
契
約
は
、
必
然
的
に
、
契
約
当
事
者
以
外
の
第
三
者
（
典
型
的
に
は
個
々
の
被
保
険
者
等
）
の
権
利
義
務

関
係
を
も
一
般
的
・
抽
象
的
に
規
律
し
、
し
た
が
っ
て
右
契
約
の
成
立
は
、
同
時
に
、
規
範
の
成
立
を
も
意
味
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
（
規

範
契
約
）。
本
稿
で
は
、
検
討
・
考
察
の
対
象
を
「
規
範
制
定
契
約
」
に
限
定
し
、
規
範
制
定
契
約
と
並
び
「
契
約
に
よ
る
立
法
」
の
一
領
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域
を
占
め
る
右
「
規
範
契
約
」
に
つ
い
て
は
、
敢
え
て
こ
れ
を
考
察
の
対
象
か
ら
除
外
し
て
い
る
。
し
か
し
そ
れ
は
、
筆
者
が
今
後
、
行
政

法
学
的
分
析
軸
に
依
拠
し
な
が
ら
（
ま
た
は
行
政
契
約
論
の
視
点
か
ら
）「
規
範
契
約
」
に
関
す
る
理
論
研
究
を
行
う
に
あ
た
り
、「
規
範
制

定
契
約
」
に
関
す
る
ド
イ
ツ
の
議
論
を
検
討
し
、
こ
れ
を
分
析
す
る
こ
と
が
基
礎
・
基
盤
に
な
る
と
考
え
た
か
ら
に
他
な
ら
な
い
。
規
範
契

約
に
関
す
る
諸
々
の
論
点
─
と
り
わ
け
規
範
契
約
と
い
う
規
範
規
律
手
法
と
規
範
制
定
局
面
に
お
け
る
民
主
的
正
当
性
確
保
の
要
請
と
の
関

係
等
─
に
つ
い
て
の
詳
細
な
検
討
は
、
筆
者
に
課
せ
ら
れ
た
今
後
の
課
題
と
し
て
お
き
た

（
（7
（

い
。

（
１
）
参
照
、遠
藤
博
也
『
行
政
法
Ⅱ
（
各
論
）』（
青
林
書
院
、一
九
七
七
年
）
三
頁
以
下
、藤
田
宙
靖
「
行
政
と
法
」
同
『
行
政
法
の
基
礎
理
論　

上
巻
』

（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
五
年
）
三
頁
以
下
、
同
『
第
四
版
行
政
法
Ⅰ
（
総
論
）【
改
訂
版
】』（
青
林
書
院
、
二
〇
〇
五
年
）
七
頁
以
下
。

（
２
）
例
え
ば
ブ
ロ
ー
ム
（W

infried Brohm

）
は
、
次
の
よ
う
に
言
う
。
曰
く
、「
複
雑
で
、
急
速
に
変
化
し
、
ま
た
適
応
へ
の
絶
え
間
な
い
圧

力
と
個
別
の
事
案
ご
と
の
特
殊
性
、
さ
ら
に
特
異
な
専
門
的
知
見
が
多
様
に
存
在
し
て
い
る
現
代
産
業
社
会
の
状
況
は
、
国
家
の
統
制
に
つ

い
て
新
た
な
問
題
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
現
代
産
業
社
会
の
状
況
は
、
今
日
、
国
家
と
社
会
が
相
互
に
幾
重
に
も
網
目
状
に
結
合

し
た
関
係
に
立
た
ざ
る
を
得
な
い
事
態
を
招
い
て
い
る
。
こ
の
事
実
は
、
一
方
的
な
命
令
に
向
か
い
合
っ
て
い
る
協
働
的
な
形
式
に
対
し
て

浮
力
を
与
え
て
い
る
。」
と
（W

infried Brohm
, Rechtsgrundsätze für norm

ersetzende A
bsprachen

─Zur Substitution von 
Rechtsverordnungen, Satzungen und Gesetzen durch kooperatives V

erw
altungshandeln

─, D
Ö
V
. 1992, S.1025ff (S.1025).

）。

（
３
）
規
制
緩
和
・
民
営
化
・
民
間
委
託
に
関
す
る
学
術
文
献
は
枚
挙
に
暇
が
な
い
が
、
さ
し
あ
た
り
、
板
垣
勝
彦
『
保
障
行
政
の
法
理
論
』（
弘
文

堂
、二
〇
一
三
年
）、大
脇
成
昭
「
民
営
化
法
理
の
類
型
論
的
考
察
─
ド
イ
ツ
法
を
中
心
と
し
て
」
法
政
研
究
第
六
六
巻
第
一
号
（
一
九
九
九
年
）

二
八
五
頁
、
岡
村
周
一
・
人
見
剛
編
『
世
界
の
公
私
協
働
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
一
二
年
）、
小
幡
純
子
「
官
（
公
）
と
民
の
役
割
分
担
─
行

政
法
に
お
け
る
最
近
の
変
化
」
法
律
時
報
第
八
一
巻
第
九
号
（
二
〇
〇
九
年
）
四
頁
以
下
、
同
「
公
物
法
と
Ｐ
Ｆ
Ｉ
に
関
す
る
法
的
考
察
」
塩

野
宏
先
生
古
希
記
念
『
行
政
法
の
発
展
と
変
革　

上
巻
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
一
年
）
七
七
三
頁
以
下
、
角
松
生
史
「『
民
間
化
』
の
法
律
学
」

国
家
学
会
雑
誌
第
一
〇
二
巻
第
一
一
＝
一
二
号
（
一
九
八
九
年
）
七
一
九
頁
、同
「
行
政
事
務
事
業
の
民
営
化
」『
行
政
法
の
争
点
［
第
三
版
］』

（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
四
年
）
一
五
三
頁
、
木
村
琢
磨
『
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
法
理
論
』（
勁
草
書
房
、
二
〇
〇
八
年
）、
榊
原
秀
訓
編
『
行
政
サ
ー
ビ
ス
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提
供
主
体
の
多
様
化
と
行
政
法
─
イ
ギ
リ
ス
モ
デ
ル
の
構
造
と
展
開
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
一
二
年
）、
原
野
翹
・
浜
川
清
・
晴
山
一
穂
編
『
民

営
化
と
公
共
性
の
確
保
』（
法
律
文
化
社
、
二
〇
〇
三
年
）、
晴
山
一
穂
『
行
政
法
の
変
容
と
行
政
の
公
共
性
』（
法
律
文
化
社
、
二
〇
〇
四
年
）、

三
橋
良
士
明
・
榊
原
秀
訓
『
行
政
民
間
化
の
公
共
性
分
析
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
〇
六
年
）、
山
本
隆
司
「
公
私
協
働
の
法
構
造
」
金
子
宏
先

生
古
希
記
念
『
公
法
学
の
法
と
政
策
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
〇
年
）
五
三
一
頁
、
同
「
日
本
に
お
け
る
公
私
協
働
」
藤
田
宙
靖
博
士
東
北
大
学
退

職
記
念
『
行
政
法
の
思
考
様
式
』（
青
林
書
院
、二
〇
〇
八
年
）
一
七
一
頁
、米
丸
恒
治
『
私
人
に
よ
る
行
政
』（
日
本
評
論
社
、一
九
九
九
年
）、

同
「
第
三
者
認
証
機
関
論
」
室
井
力
先
生
古
希
記
念
『
公
共
性
の
法
構
造
』（
勁
草
書
房
、
二
〇
〇
四
年
）
九
七
頁
等
を
参
照
。

（
４
）
行
政
立
法
手
続
に
お
け
る
参
加
・
協
働
の
あ
り
方
に
つ
き
、
欧
米
諸
外
国
の
動
向
を
踏
ま
え
つ
つ
、
我
が
国
の
課
題
を
総
合
的
に
検
討
す
る

近
時
の
先
行
研
究
業
績
と
し
て
、
宇
賀
克
也
『
ア
メ
リ
カ
行
政
法
［
第
二
版
］』（
弘
文
堂
、
二
〇
〇
〇
年
）
一
二
頁
以
下
、
大
橋
洋
一
「
行
政

立
法
手
続
の
比
較
法
研
究
」
同
『
対
話
型
行
政
法
学
の
創
造
』（
弘
文
堂
、
一
九
九
九
年
）
三
四
頁
以
下
、
常
岡
孝
好
編
『
行
政
立
法
手
続　

諸

外
国
の
動
向
と
日
本
法
の
課
題
』（
信
山
社
、
一
九
九
八
年
）
所
収
の
各
論
稿
、
常
岡
孝
好
「Reg-N

eg

の
実
験
と
ア
メ
リ
カ
行
政
手
続
法
の

基
層
（
一
）
～
（
四
）」
自
治
研
究
第
六
九
巻
第
六
号
四
〇
頁
以
下
、同
第
六
九
巻
第
一
〇
号
五
五
頁
以
下
、同
第
六
九
巻
第
一
一
号
六
五
頁
以
下
、

同
第
七
〇
巻
第
一
号
六
二
頁
以
下
（
一
九
九
三
年
～
一
九
九
四
年
）、
中
川
丈
久
「
米
国
行
政
法
に
お
け
る
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
行
政
手
法
論
」

同
『
行
政
手
続
と
行
政
指
導
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
〇
年
）
三
〇
七
頁
以
下
（
特
に
三
二
五
頁
以
下
）、
比
山
節
男
「
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
規
則
制

定
協
議
法
制
定
の
経
緯
と
そ
の
意
義
」
大
阪
経
済
法
科
大
学
法
学
論
集
第
三
五
巻
（
一
九
九
五
年
）
八
三
頁
以
下
等
を
参
照
。
な
お
、
行
政
手

続
法
が
規
律
す
る
意
見
公
募
手
続
に
関
す
る
論
考
は
枚
挙
に
暇
が
な
い
が
、さ
し
あ
た
り
、宇
賀
克
也『
行
政
手
続
法
の
解
説［
第
五
次
改
訂
版
］』

（
学
陽
書
房
、
二
〇
〇
五
年
）
一
七
〇
頁
以
下
、
角
松
生
史
「
手
続
過
程
の
公
開
と
参
加
」
磯
部
力
・
小
早
川
光
郎
・
芝
池
義
一
編
『
行
政
法
の

新
構
想
Ⅱ　

行
政
作
用
・
行
政
手
続
・
行
政
情
報
法
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
八
年
）
二
八
九
頁
以
下
、
常
岡
孝
好
『
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
と

参
加
権
』（
弘
文
堂
、
二
〇
〇
六
年
）
等
を
参
照
。

（
５
）
民
間
規
格
や
国
際
規
格
の
立
法
に
よ
る
取
込
み
現
象
を
め
ぐ
る
行
政
法
学
上
の
議
論
を
紹
介
・
分
析
す
る
先
行
研
究
業
績
と
し
て
、齋
藤
誠「
グ

ロ
ー
バ
ル
化
と
行
政
法
」
磯
部
力
・
小
早
川
光
郎
・
芝
池
義
一
編
『
行
政
法
の
新
構
想
Ⅰ　

行
政
法
の
基
礎
理
論
』（
有
斐
閣
、
二
〇
一
一
年
）

三
三
九
頁
以
下
、
高
橋
滋
「
行
政
上
の
規
範
─
安
全
基
準
を
中
心
と
し
た
一
考
察
」
磯
部
力
・
小
早
川
光
郎
・
芝
池
義
一
編
『
行
政
法
の
新
構

想
Ⅰ　

行
政
法
の
基
礎
理
論
』（
有
斐
閣
、
二
〇
一
一
年
）
二
四
五
頁
以
下
、
戸
部
真
澄
『
不
確
実
性
の
法
的
制
御
』（
信
山
社
、
二
〇
〇
九
年
）

一
二
六
頁
以
下
、
ハ
ン
ス
・
ク
リ
ス
テ
ィ
ア
ン
・
レ
ー
ル
（
大
橋
洋
一
訳
）「
多
層
型
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
行
政
法
学
」
新
世
代
法
政
策
学
研
究
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第
六
号
（
二
〇
一
〇
年
）
八
七
頁
以
下
、
原
田
大
樹
「
多
元
的
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
行
政
法
学
─
日
本
法
の
観
点
か
ら
」
新
世
代
法
政
策
学
研

究
第
六
号
（
二
〇
一
〇
年
）
一
一
五
頁
以
下
、
同
「
本
質
性
理
論
の
終
焉
？
─
国
際
金
融
市
場
規
制
を
素
材
と
し
て
」
新
世
代
法
政
策
学
研
究

第
一
一
号
（
二
〇
一
一
年
）
二
五
九
頁
以
下
、同
「
政
策
実
現
過
程
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
国
民
国
家
の
将
来
」
公
法
研
究
第
七
四
号
八
七
頁
以
下
、

山
本
隆
司
「
日
本
に
お
け
る
公
私
協
働
」
藤
田
宙
靖
博
士
東
北
大
学
退
職
記
念
『
行
政
法
の
思
考
様
式
』（
青
林
書
院
、
二
〇
〇
八
年
）
一
七
一

頁
以
下
（
一
九
四
頁
以
下
）
等
を
参
照
。

（
６
）
規
範
制
定
局
面
に
お
け
る
契
約
形
式
の
利
用
可
能
性
に
つ
き
、近
年
の
Ｅ
Ｕ
及
び
ド
イ
ツ
の
議
論
動
向
を
紹
介
し
た
研
究
業
績
と
し
て
、参
照
、

柴
田
優
人
「
環
境
保
全
手
法
と
し
て
の
規
範
代
替
型
契
約
の
意
義
及
び
課
題
─
Ｅ
Ｕ
環
境
協
定
を
め
ぐ
る
議
論
を
素
材
と
し
て
─
」
法
学
研
究

（
立
教
大
学
大
学
院
）
第
四
四
号
（
二
〇
一
三
年
）
一
頁
以
下
。
な
お
、
環
境
法
領
域
に
お
け
る
協
働
原
則
の
発
現
形
態
の
一
つ
に
位
置
づ
け
ら

れ
る
環
境
協
定
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｕ
諸
国
に
お
け
る
議
論
動
向
を
、
総
合
的
か
つ
体
系
的
に
紹
介
・
分
析
す
る
先
行
研
究
と
し
て
、
村
松
弓
彦
『
環

境
協
定
の
研
究
』（
成
文
堂
、
二
〇
〇
七
年
）
を
参
照
。

（
７
）
原
田
大
樹
「
本
質
性
理
論
の
終
焉
？
─
国
際
金
融
市
場
規
制
を
素
材
と
し
て
」
新
世
代
法
政
策
学
研
究
第
一
一
号
（
二
〇
一
一
年
）
二
五
九

頁
以
下
は
、
近
年
「
国
際
機
構
レ
ベ
ル
で
の
法
規
範
形
成
」
が
急
速
に
浸
透
し
つ
つ
あ
る
現
状
を
踏
ま
え
、
バ
ー
ゼ
ル
銀
行
監
督
委
員
会
が
策

定
す
る
「
銀
行
に
対
す
る
自
己
資
本
比
率
規
制
」
や
国
際
会
計
基
準
委
員
会
が
策
定
す
る
「
国
際
会
計
基
準
」
等
の
国
際
規
格
の
実
態
を
詳
細

に
紹
介
・
分
析
し
、民
主
的
正
当
性
確
保
の
観
点
か
ら
、当
該
国
際
規
格
を
国
内
立
法
に
取
り
込
む
際
の
前
提
要
件
と
議
会
の
役
割
を
考
察
す
る
。

ま
た
戸
部
・
前
掲
書
（
註
五
）
一
二
六
頁
以
下
（
特
に
一
三
四
頁
以
下
）
は
、
ド
イ
ツ
の
連
邦
イ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
防
止
法
上
の
法
規
命
令
や
行
政

規
則
が
、
か
な
り
の
頻
度
で
、「
ド
イ
ツ
技
術
者
協
会
（
Ｖ
Ｄ
Ｉ
）」
や
「
ド
イ
ツ
規
格
化
協
会
（
Ｄ
Ｉ
Ｎ
）」
等
の
「
私
的
機
関
」
が
策
定
し
た

「
民
間
規
格
」
を
参
照
し
て
い
る
事
実
を
踏
ま
え
つ
つ
、
当
該
民
間
規
格
を
立
法
上
取
り
込
む
た
め
の
条
件
整
備
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
き
た

ド
イ
ツ
の
動
向
（
民
間
規
格
化
団
体
の
組
織
及
び
規
格
策
定
手
続
の
改
革
）
を
紹
介
・
分
析
す
る
。

（
８
）V

gl., Florian Becker, K
oopetative und konsensuale Strukturen in der N

orm
setzung, 2005, S.575.

（
９
）
ド
イ
ツ
建
設
法
典
の
内
容
・
基
本
構
造
、
並
び
に
、
地
区
施
設
整
備
契
約
や
開
発
費
用
負
担
契
約
等
、
都
市
建
設
領
域
に
お
い
て
締
結
さ
れ

る
行
政
契
約
に
つ
い
て
は
、
大
橋
洋
一
「
行
政
契
約
の
比
較
法
的
考
察
─
建
設
法
領
域
を
中
心
と
し
て
」
同
『
現
代
行
政
の
行
為
形
式
論
』（
弘

文
堂
、
一
九
九
三
年
）
一
六
一
頁
以
下
、
ヴ
ィ
ン
フ
リ
ー
ト
・
ブ
ロ
ー
ム
（
大
橋
洋
一
訳
）『
都
市
計
画
法
の
比
較
研
究
《
日
独
比
較
を
中
心
と

し
て
》』（
日
本
評
論
社
、一
九
九
五
年
）、都
市
開
発
制
度
比
較
研
究
会
編
『
諸
外
国
の
都
市
計
画
・
都
市
開
発
』（
ぎ
ょ
う
せ
い
、一
九
九
五
年
）、



契約と行政立法─序説

北法65（3・43）537

原
田
純
孝
・
広
渡
清
吾
・
吉
田
克
己
・
戒
能
通
厚
・
渡
辺
俊
一
編
『
現
代
の
都
市
法
』（
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
九
三
年
）
等
を
参
照
。

（
10
）E

ntw
urf der U

nabhängigen Sachverständigenkom
m

ission zum
 U

m
w
eltgesetzbuch beim

 B
undesm

inisterium
 für 

U
m
w
elt, N

aturschutz und Reaktorsicherheit: U
GB-K

om
E1998, S.121f.; 

同
草
案
第
三
六
条
が
規
定
す
る
規
範
代
替
型
契
約
に
つ
い
て

は
、
後
掲
第
二
章
（
４
）
を
併
せ
て
参
照
。

（
11
）
ド
イ
ツ
連
邦
自
然
保
護
法
の
概
略
及
び
全
体
構
成
等
に
つ
い
て
は
、
近
時
の
改
正
点
を
含
め
、
参
照
、
渡
部
富
久
子
「
ド
イ
ツ
の
連
邦
自
然

保
護
法
改
正
─
二
〇
〇
六
年
連
邦
制
改
革
を
受
け
て
─
」
国
立
国
会
図
書
館
調
査
及
び
立
法
考
査
局
「
外
国
の
立
法
」
第
二
四
五
号
（
二
〇
一

〇
年
）
五
六
頁
以
下
。

（
12
）Becker, a.a.O

 (Fn.8) S.636. 

は
、
保
護
区
域
指
定
を
行
う
た
め
の
法
形
式
と
し
て
法
規
命
令
の
制
定
を
景
観
行
政
庁
に
対
し
て
授
権
す
る

ラ
ン
ト
法
の
代
表
例
と
し
て
、
ノ
ル
ト
ラ
イ
ン
＝
ヴ
ェ
ス
ト
フ
ァ
ー
レ
ン
州
自
然
保
護
法
第
四
二
ａ
条
第
一
項
、
バ
イ
エ
ル
ン
州
自
然
保
護
法

第
三
七
条
第
三
項
第
一
文
、
ニ
ー
ダ
ー
ザ
ク
セ
ン
州
自
然
保
護
法
第
二
四
条
第
一
項
、
ブ
ラ
ン
デ
ン
ブ
ル
ク
州
自
然
保
護
法
第
一
九
条
第
一
項

を
挙
げ
る
。

（
13
）Becker, a.a.O

 (Fn.8)

、S.636f. 
は
、
法
規
命
令
形
式
に
よ
る
保
護
区
域
指
定
に
代
え
て
、
土
地
所
有
者
等
と
の
間
で
の
契
約
の
締
結
可
能

性
を
認
め
た
ラ
ン
ト
法
の
代
表
例
と
し
て
、
ノ
ル
ト
ラ
イ
ン
＝
ヴ
ェ
ス
ト
フ
ァ
ー
レ
ン
州
自
然
保
護
法
第
三
ａ
条
第
一
項
第
一
文
、
バ
イ
エ
ル

ン
州
自
然
保
護
法
第
二
ａ
条
第
二
項
第
一
文
、
ブ
ラ
ン
デ
ン
ブ
ル
ク
州
自
然
保
護
法
第
二
条
、
ヘ
ッ
セ
ン
州
自
然
保
護
法
二
ｂ
条
第
一
項
を
挙

げ
る
。

（
14
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8) S.634.

（
15
）
な
お
、
本
稿
第
二
章
及
び
第
三
章
に
お
い
て
も
紹
介
す
る
通
り
、
法
規
命
令
形
式
に
よ
る
保
護
区
域
指
定
に
代
替
し
て
自
然
保
護
契
約
を
締

結
す
る
こ
と
が
法
的
に
許
容
さ
れ
る
の
は
、「
契
約
の
内
容
（
土
地
所
有
者
等
が
契
約
上
負
う
義
務
の
内
容
）
が
、
法
規
命
令
形
式
に
於
い
て
保

護
区
域
指
定
が
行
わ
れ
た
場
合
に
土
地
所
有
者
等
が
負
う
こ
と
に
な
る
義
務
の
内
容
と
一
致
し
、
し
た
が
っ
て
契
約
の
成
立
を
も
っ
て
法
規
命

令
が
制
定
さ
れ
た
場
合
と
同
様
の
法
律
効
果
が
達
成
さ
れ
る
（
契
約
に
よ
り
法
規
命
令
の
制
定
が
不
要
と
な
る
）
場
合
」
に
限
ら
れ
る
。
そ
の

意
味
で
は
、（
ａ
）
自
然
保
護
契
約
─
不
真
正
規
範
制
定
契
約
（
法
規
命
令
代
替
型
契
約
）
の
内
容
と
、（
ｂ
）
契
約
の
対
象
と
な
っ
た
法
規
命

令
（
契
約
に
よ
っ
て
代
替
さ
れ
、
契
約
に
よ
っ
て
制
定
放
棄
の
対
象
と
な
っ
た
法
規
命
令
）
の
内
容
は
一
致
す
る
（
厳
密
に
言
え
ば
一
致
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
）。
た
だ
し
、
景
観
行
政
庁
が
金
銭
的
な
補
償
・
援
助
等
を
行
う
こ
と
を
条
件
に
、
契
約
相
手
方
た
る
私
人
（
土
地
所
有
者
等
）
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が
、
契
約
上
、「
超
過
義
務
（
法
規
命
令
形
式
に
よ
っ
て
保
護
指
定
を
行
う
場
合
に
は
課
す
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
義
務
）」
の
履
行

を
任
意
に
引
き
受
け
る
こ
と
は
、
基
本
権
の
任
意
処
分
（
又
は
基
本
権
行
使
）
と
見
な
さ
れ
る
が
故
に
、
法
的
に
許
容
さ
れ
る
の
で
あ
っ
て
、

そ
の
限
り
で
は
、（
ａ
）
自
然
保
護
契
約
─
不
真
正
規
範
制
定
契
約
の
内
容
と
、（
ｂ
）
契
約
の
対
象
と
な
っ
た
法
規
命
令
の
内
容
は
、
必
ず
し

も
一
致
せ
ず
、（a

）≧

（b

）
と
な
る
こ
と
は
あ
り
得
る
。
ベ
ッ
カ
ー
は
次
の
よ
う
に
言
う
。
曰
く
「
か
か
る
考
慮
に
依
拠
す
る
と
、
契
約
相
手

方
た
る
私
人
が
、な
る
ほ
ど
法
規
命
令
形
式
に
よ
る
保
護
区
域
指
定
に
お
い
て
課
す
こ
と
の
で
き
る
義
務
の
範
囲
を
超
え
る
も
の
で
は
あ
る
が
、

し
か
し
、
自
然
保
護
契
約
と
い
う
方
法
に
よ
り
、
補
償
金
の
支
払
い
と
引
き
替
え
に
［
当
該
超
過
─
訳
者
註
］
義
務
を
引
き
受
け
る
こ
と
は
許

容
さ
れ
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
点
に
関
し
て
何
ら
疑
義
は
存
在
し
な
い
。」
と
（Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.649.

）。

（
16
）W

illy Spannow
sky, G

renzen des V
erw

altungshandelns durch V
erträge und A

bsprachen, S.148.; G
urlit E

lke, 
V
erw

altungsvertrag und Gesetz, S.263.; 

な
お
、
ベ
ッ
カ
ー
は
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
が
、
規
範
制
定
契
約
一
般
に
と
っ
て
「
教
義
上
の

典
型
」
で
あ
る
と
し
て
、
次
の
よ
う
に
言
う
。
曰
く
「
法
律
よ
り
下
位
の
法
規
範
［
法
規
命
令
─
訳
者
註
］
の
制
定
を
内
容
と
す
る
契
約
［der 

untergesetzliche N
orm

setzungsvertrag

］
は
、
建
築
計
画
法
領
域
に
お
け
る
建
築
計
画
の
合
意
［Bauplanungsabrede

］
と
い
う
形
態

の
中
に
、
そ
の
根
本
的
な
考
察
［
素
材
─
訳
者
註
］
を
見
い
だ
し
て
き
た
。
そ
の
際
、
─
比
較
的
最
近
の
立
法
動
向
に
関
す
る
印
象
に
お
い
て

も
そ
う
で
あ
る
が
─
、
学
説
及
び
判
例
は
、
そ
れ
ら
が
、
法
律
よ
り
下
位
の
法
規
範
［
法
規
命
令
─
訳
者
註
］
の
制
定
を
内
容
と
す
る
契
約
に

つ
い
て
議
論
を
行
う
際
、
以
下
に
述
べ
る
共
通
了
解
に
達
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
法
律
よ
り
下
位
の
法
規
範
［
法
規
命
令
─
訳
者
註
］
の
制

定
に
関
わ
る
契
約
は
、《
行
政
法
各
論
と
い
う
特
殊
領
域
に
お
い
て
発
展
・
展
開
せ
し
め
ら
れ
て
き
た
諸
々
の
原
則
が
一
体
ど
の
程
度
で
当
該
規

範
制
定
契
約
に
一
般
的
に
役
立
て
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
か
、
と
い
う
点
を
背
景
に
…
批
判
的
な
分
析
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
》
と

い
う
共
通
了
解
が
そ
れ
で
あ
る
。」
と
（Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.576.

）。

（
17
）
衡
量
原
則
に
つ
い
て
は
、
遠
藤
博
也
『
計
画
行
政
法
』（
学
陽
書
房
、
一
九
七
六
年
）
八
七
頁
以
下
、
芝
池
義
一
「
西
ド
イ
ツ
裁
判
例
に
お
け

る
計
画
裁
量
の
統
制
原
理
」
法
学
論
叢
第
一
〇
五
巻
第
五
号
二
二
頁
、
高
橋
信
隆
「
計
画
裁
量
と
そ
の
裁
判
的
統
制
」
立
教
大
学
大
学
院
研
究

第
一
号
二
頁
以
下
、
山
田
洋
『
大
規
模
施
設
設
置
手
続
の
法
構
造
』（
信
山
社
、
一
九
九
五
年
）
三
〇
五
頁
以
下
等
を
参
照
。
な
お
山
田
洋
教
授

の
右
著
書
（
九
一
頁
）
を
は
じ
め
、
石
井
昇
「
行
政
計
画
の
策
定
と
信
頼
保
護
─
ド
イ
ツ
Ｂ
プ
ラ
ン
契
約
の
有
効
性
─
」
一
橋
論
叢
第
一
一
〇

巻
第
一
号
一
〇
五
頁
以
下
、
大
橋
洋
一
「
行
政
契
約
の
比
較
法
的
考
察
─
建
設
法
領
域
を
中
心
と
し
て
」
同
『
現
代
行
政
の
行
為
形
式
論
』（
有

斐
閣
、
一
九
九
三
年
）
一
六
一
頁
以
下
（
一
七
四
頁
以
下
）、
村
松
薫
「
都
市
建
設
法
に
於
け
る
計
画
契
約
手
法
と
そ
の
法
的
統
制
（
一
）」
福
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井
大
学
教
育
学
部
紀
要
Ⅲ
（
社
会
科
学
）
第
四
九
巻
一
三
三
頁
以
下
等
は
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
を
衡
量
原
則
違
反
と
考
え
る
ド
イ
ツ
の
議
論

動
向
を
紹
介
・
分
析
す
る
。

（
18
）Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.587.

（
19
）Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.587f.

（
20
）
ス
パ
ン
ノ
ヴ
ス
キ
ー
も
ま
た
、
ベ
ッ
カ
ー
と
同
様
の
見
解
に
立
ち
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。
曰
く
、「
特
定
の
計
画
化
を
実
施
す
る
義
務

を
内
容
と
す
る
計
画
代
替
型
契
約
、
逆
に
特
定
の
種
類
や
方
法
で
計
画
化
を
実
施
し
な
い
義
務
を
内
容
と
す
る
計
画
回
避
型
の
契
約
は
、
い
ず

れ
も
、
規
範
制
定
契
約
と
同
様
の
原
則
に
従
っ
て
評
価
さ
れ
る
。
事
案
状
況
に
則
し
て
調
整
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
は
ず
の
諸
々
の
利

害
関
係
が
衡
量
の
プ
ロ
セ
ス
に
取
り
込
ま
れ
て
い
な
か
っ
た
と
す
れ
ば
、
当
該
衡
量
の
欠
如
は
衡
量
の
瑕
疵
を
導
く
。［
中
略
］
計
画
策
定
庁
が

公
正
な
審
理
の
要
請
に
違
反
し
て
い
る
場
合
や
、
計
画
策
定
庁
が
［
契
約
を
通
じ
て
─
訳
者
註
］
事
前
に
拘
束
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
が
事
実
上

計
画
策
定
庁
か
ら
計
画
高
権
を
奪
い
取
っ
て
い
る
よ
う
な
場
合
に
は
、
当
該
先
取
的
拘
束
に
伴
っ
て
生
じ
う
る
衡
量
の
不
足
は
、
計
画
策
定
決

定
の
瑕
疵
で
は
な
く
、
既
に
計
画
に
代
替
し
た
契
約
の
瑕
疵
を
導
く
。」
と
（V

gl., Spannow
sky, a.a.O

 (Fn.16)., S.152.

）。

（
21
）Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.590f.

（
22
）Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.592.; Spannow
sky, s.s.O

 (Fn.16) S.50f.; Elke, a.a.O
 (Fn.16)., S.370.

（
23
）BV

erw
G, U

rt. v. 5. 7. 1974 (BV
erw

GE45, S.310ff.).

（
24
）BV

erw
GE45, S.321.; 

な
お
、
ス
パ
ン
ノ
ヴ
ス
キ
ー
の
理
解
に
よ
る
と
、「
先
行
計
画
や
上
位
計
画
と
の
関
係
で
、
計
画
官
庁
に
計
画
裁
量
及

び
衡
量
の
余
地
が
残
さ
れ
て
お
ら
ず
、
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
に
お
い
て
合
意
さ
れ
た
内
容
で
地
区
詳
細
計
画
を
策
定
す
る
以
外
に
途
が
な
い
場

合
」
な
ど
と
い
っ
た
希
な
事
案
に
お
い
て
の
み
、Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
は
、結
果
論
と
し
て
「
衡
量
原
則
違
反
」
と
は
み
な
さ
れ
ず
、例
外
的
に
、

そ
の
許
容
性
を
肯
定
さ
れ
る
。
曰
く
、「
拘
束
力
を
も
っ
た
規
範
制
定
契
約
は
、以
下
の
場
合
に
も
ま
た
例
外
的
に
、衡
量
の
要
請
と
調
和
す
る
。

す
な
わ
ち
、
計
画
官
庁
の
衡
量
の
余
地
が
、
先
行
計
画
や
特
殊
計
画
、
上
位
計
画
を
通
じ
て
、
い
ず
れ
に
せ
よ
、
あ
る
特
定
の
計
画
化
の
コ
ン

セ
プ
ト
に
ま
で
凝
縮
し
て
い
る
場
合
で
あ
る
。
そ
れ
は
例
え
ば
、
あ
る
道
路
が
、
国
土
整
備
計
画
（Raum

ordnung

）
や
州
の
国
土
整
備
計
画

（Landesplanung

）
の
目
標
と
し
て
決
定
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、
当
該
道
路
に
関
す
る
個
々
の
建
設
基
本
計
画
（Bauleitplanung

）
が
都
市

計
画
上
必
要
で
あ
る
こ
と
が
肯
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
認
め
ら
れ
る
。
こ
う
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
道
路
の
計
画
化
を
義

務
づ
け
る
隣
人
と
ゲ
マ
イ
ン
デ
と
の
間
で
の
規
範
制
定
契
約
は
、
計
画
上
の
衡
量
要
請
に
は
違
反
し
な
い
の
で
あ
る
。」（V

gl., Spannow
sky, 
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a.a.O
 (Fn.16)., S.151.

）。

（
25
）Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.594.
（
26
）Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.597.

（
27
）Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.596.

（
28
）
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約
を
損
害
保
証
契
約
と
見
な
し
、
そ
の
限
り
に
お
い
て
そ
の
法
的
拘
束
力
を
承
認
し
た
代
表
的
な
判
決
と
し
てBGH

, 
U
rt. v. 8. Juni 1978 (BGH

Z71, S.386 (392ff.))

が
あ
る
。
連
邦
通
常
裁
判
所
の
同
判
例
理
論
に
つ
い
て
は
、
大
橋
・
前
掲
（
註
17
）
論
文
一

七
六
頁
以
下
を
併
せ
て
参
照
。

（
29
）U

do D
i Fabio, V

ertrag statt Gesetz?

─Gesetzesvertretende und gesetzesausfüllende V
erw

altungsverträge im
 N

atur 
und Landschaftsschutz

─, D
V
Bl. 1990, S.338ff (S.344).; 

な
お
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
の
見
解
に
つ
い
て
は
、
本
稿
第
二
章
（
１
）
に
お
い

て
、
改
め
て
詳
し
く
紹
介
・
分
析
す
る
。

（
30
）Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.597f.; 
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
大
橋
・
前
掲
（
註
17
）
一
七
六
頁
を
併
せ
て
参
照
。

（
31
）D

i Fabio, a.a.O
 (Fn.29)., S.338ff.

（
32
）D

i Fabio, a.a.O
 (Fn.29)., S.342f.

（
33
）「
不
真
正
規
範
制
定
契
約
を
通
じ
て
、法
規
命
令
の
制
定
権
限
が
─
契
約
期
間
中
─
全
面
的
に
放
棄
さ
れ
る
こ
と
」
を
懸
念
す
る
見
解
は
、デ
ィ

＝
フ
ァ
ビ
オ
の
ほ
か
、エ
ル
ケ（Gurlit Elke

）に
よ
っ
て
も
ま
た
主
張
さ
れ
て
い
る
。と
は
い
え
、両
者
の
見
解
は
、以
下
の
点
で
大
き
く
異
な
る
。

す
な
わ
ち
、
本
文
で
も
既
に
述
べ
た
通
り
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
は
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
を
「
損
害
賠
償
の
確
約
」
と
見
な
し
、
そ
の
限
り

で
契
約
に
法
的
拘
束
性
を
認
め
つ
つ
も
、
他
方
で
は
、
契
約
が
「
法
規
命
令
を
制
定
し
な
い
行
政
側
の
法
的
義
務
」
及
び
「
法
規
命
令
の
非
制

定
を
求
め
る
私
人
側
の
履
行
請
求
権
」
を
基
礎
づ
け
る
こ
と
は
「
な
い
」
と
結
論
づ
け
る
。
彼
は
、こ
う
し
た
解
釈
を
施
す
こ
と
に
よ
っ
て
、「
法

規
命
令
制
定
権
限
が
不
真
正
規
範
制
定
契
約
を
通
じ
て
全
面
的
に
放
棄
さ
れ
る
事
態
は
回
避
・
阻
止
さ
れ
る
」考
え
た
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、

─
本
文
で
も
後
に
指
摘
す
る
よ
う
に
─
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
の
理
解
に
よ
れ
ば
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
の
規
律
内
容
が
法
規
命
令
の
規
律
内

容
と
完
全
に
一
致
す
る
こ
と
は
あ
っ
て
よ
い
（
む
し
ろ
、
契
約
の
規
律
内
容
が
法
規
命
令
の
規
律
内
容
と
一
致
す
る
か
ら
こ
そ
、
又
は
、
両
者

が
一
致
す
る
限
り
に
お
い
て
の
み
、契
約
の
成
立
を
も
っ
て
法
規
命
令
を
制
定
す
る
必
要
が
な
く
な
る
）
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
エ
ル
ケ
は
、

規
律
強
度
及
び
規
律
効
果
の
点
で
法
規
命
令
に
匹
敵
し
、
そ
れ
を
先
取
り
す
る
よ
う
な
規
範
代
替
型
契
約
─
不
真
正
規
範
制
定
契
約
は
「
法
規
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命
令
制
定
権
限
の
全
面
放
棄
」
に
つ
な
が
る
た
め
許
容
さ
れ
な
い
と
い
う
。
す
な
わ
ち
エ
ル
ケ
の
理
解
に
よ
る
と
、不
真
正
規
範
制
定
契
約
は
、

そ
れ
が
「
法
規
命
令
制
定
授
権
の
範
囲
」
を
「
完
全
に
行
使
し
尽
く
す
こ
と
が
な
い
場
合
＝
契
約
が
法
規
命
令
の
規
律
対
象
の
一
部
を
規
律
す

る
に
過
ぎ
な
い
」
場
合
に
限
り
許
容
さ
れ
る
の
で
あ
っ
て
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
と
は
異
な
り
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
の
規
律
内
容
が
法
規
命

令
の
規
律
対
象
と
完
全
に
一
致
す
る
こ
と
は
、
む
し
ろ
「
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
」
の
で
あ
る
。Elke, a.a.O

 (Fn.16)., S.266. 

に
見
ら
れ
る
以
下

の
叙
述
─
「
法
規
命
令
制
定
権
限
の
授
権
範
囲
を
行
使
し
尽
く
さ
な
い
、
そ
う
し
た
契
約
に
つ
い
て
は
、
契
約
に
よ
る
規
律
・
形
成
を
行
う
余

地
が
認
め
ら
れ
る
。」、「
規
範
代
替
型
契
約
［
不
真
正
規
範
制
定
契
約
─
訳
者
註
］
を
部
分
的
に
考
慮
し
う
る
の
は
、
行
政
が
そ
の
立
法
裁
量
の

範
囲
内
で
、
正
式
な
る
保
護
区
域
指
定
［
法
規
命
令
形
式
に
よ
る
保
護
区
域
指
定
─
訳
者
註
］
を
完
全
に
思
い
と
ど
ま
り
、
か
つ
、
こ
れ
に
関

連
す
る
契
約
的
合
意
が
、
将
来
に
於
け
る
規
範
の
制
定
を
完
全
に
は
排
除
し
な
い
場
合
に
限
ら
れ
る
。」
─
は
、
こ
う
し
た
エ
ル
ケ
の
立
場
を
明

確
に
示
し
て
い
る
。

（
34
）D

i Fabio, a.a.O
 (Fn.29)., S.344

（
35
）
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
は
、次
の
よ
う
に
言
う
。
曰
く
「
自
然
保
護
と
自
然
景
観
保
護
の
目
標
が
任
意
的
な
合
意
を
通
じ
て
達
成
さ
れ
る
限
り
で
、

法
的
拘
束
力
を
も
っ
た
公
法
契
約
は
、
さ
も
な
く
ば
発
動
さ
れ
た
で
あ
ろ
う
法
規
命
令
に
、
一
部
又
は
全
部
に
わ
た
っ
て
代
替
し
う
る
。
な
る

ほ
ど
、
そ
れ
は
以
下
の
場
合
に
は
不
可
能
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
保
護
措
置
の
規
律
の
中
核
が
、
不
特
定
多
数
の
、
或
い
は
多
数
の
名
宛
人
に

向
け
ら
れ
て
い
る
場
合
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
第
三
者
の
負
担
と
な
る
契
約
は
締
結
さ
れ
得
な
い
か
ら
で
あ
り
、
全
く
実
現
不
可
能
な
、
或
い

は
ほ
と
ん
ど
実
現
不
可
能
な
、
連
邦
行
政
手
続
法
第
五
八
条
が
規
律
す
る
同
意
要
件
が
生
じ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
保
護
区
域
の
指

定
が
、
一
乃
至
若
干
名
の
土
地
所
有
者
に
向
け
ら
れ
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
場
合
に
は
、
規
律
技
術
的
に
み
て
、
行
政
契
約
と
い
う
行
為
手
法
に

対
す
る
妨
げ
は
存
在
し
な
い
。
さ
ら
に
、
保
護
の
コ
ン
セ
プ
ト
を
、
一
般
的
な
拘
束
力
を
も
っ
た
法
規
命
令
と
、
個
々
の
利
害
関
係
人
と
の
間

で
の
一
乃
至
複
数
の
行
政
契
約
に
分
配
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
例
え
ば
、
一
般
大
衆
に
関
連
す
る
立
入
禁
止
は
、
こ
れ
を
警

察
命
令
の
意
味
で
の
法
規
命
令
で
行
い
、
他
方
、
利
用
制
限
や
保
護
措
置
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
土
地
の
所
有
者
と
の
間
で
の
契
約
に
よ
り
確

立
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
最
後
に
、
基
本
的
事
項
に
つ
い
て
法
規
命
令
を
発
動
し
、
こ
れ
に
対
し
て
細
目
と
転
換
方
法
に
つ
い
て
、
詳
細

な
形
成
を
行
政
契
約
に
委
ね
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。」
と
（D

i Fabio, a.a.O
 (Fn.29)., S.340f.

）。
な
お
、ベ
ッ
カ
ー
（Becker, a.a.O

 (Fn.8)., 
S640f.

）
も
ま
た
、
右
に
引
用
し
た
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
と
同
じ
見
解
を
示
し
て
い
る
。

（
36
）Joachim

 Scherer, Rechtsproblem
e norm

ersetzender A
bsprachen zw

ischen Staat und W
irtschaft am

 Beispiel des 
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U
m
w
eltrechts, D

Ö
V
. 1991, S.1ff.

（
37
）
そ
れ
以
外
の
論
点
に
つ
い
て
は
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
と
シ
ェ
ー
ラ
ー
の
間
に
、
立
場
・
見
解
の
本
質
的
な
相
違
点
を
見
い
だ
す
こ
と
は
で
き

な
い
。
す
な
わ
ち
シ
ェ
ー
ラ
ー
も
ま
た
、
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
同
様
、
衡
量
原
則
違
反
及
び
衡
量
手
続
違
反
を
理
由
と
し
た
Ｂ
プ
ラ
ン
策
定
契
約

の
原
則
不
許
容
論
を
基
盤
に
、
真
正
規
範
制
定
契
約
一
般
に
つ
い
て
は
、
そ
の
許
容
性
を
原
則
的
に
否
定
し
つ
つ
、
他
方
、
規
範
代
替
型
契
約

─
不
真
正
規
範
制
定
契
約
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
が
真
正
規
範
制
定
契
約
と
は
異
な
り
、
規
範
を
制
定
す
る
際
に
為
す
べ
き
衡
量
を
毀
損
す
る
こ

と
も
な
け
れ
ば
、
規
範
制
定
手
続
に
違
反
す
る
こ
と
も
な
い
こ
と
を
根
拠
に
、
そ
の
許
容
性
を
肯
定
す
る
立
場
に
立
っ
て
い
る
の
で
あ
る
（V

gl., 
Scherer, a.a.O

 (Fn.36)., S.4f.

）。

（
38
）
連
邦
行
政
手
続
法
第
六
〇
条
に
つ
い
て
は
、
参
照
、
石
井
昇
『
行
政
契
約
の
理
論
と
手
続
─
補
助
金
契
約
を
素
材
に
し
て
─
』（
弘
文
堂
、
一

九
八
七
年
）
二
四
八
頁
以
下
、
拙
稿
「
行
政
契
約
の
法
理
論
（
三
）」
北
大
法
学
論
集
第
五
二
巻
第
六
号
六
七
頁
以
下
。

（
39
）「
連
邦
行
政
手
続
法
の
第
四
部
が
規
律
す
る
公
法
契
約
規
定
（
第
五
四
条
以
下
第
六
二
条
）
の
規
範
制
定
契
約
へ
の
適
用
可
能
性
」
に
つ
い

て
は
、
学
説
上
、
肯
定
説
と
否
定
説
の
対
立
が
見
ら
れ
る
。
否
定
説
の
代
表
が
ク
ネ
ー
ベ
ル
（Jürgen K

nebel

）
で
あ
る
（Jürgen K

nebel, 
Selbstverpflichtungen und norm

ersetzende U
m
w
eltverträge als Instrum

ente des U
m
w
eltschutzes, S.173ff.

）。
彼
は
、
連
邦

行
政
手
続
法
の
第
九
条
が
「
本
法
に
お
い
て
行
政
手
続
と
は
、
行
政
行
為
の
要
件
の
審
査
、
準
備
及
び
発
給
、
ま
た
は
公
法
契
約
の
締
結
を
目

的
と
し
た
外
部
に
対
し
て
効
力
を
持
つ
行
政
庁
の
活
動
を
い
う
。
こ
れ
に
は
行
政
行
為
の
発
給
ま
た
は
公
法
契
約
の
締
結
が
含
ま
れ
る
。」
と
規

定
す
る
こ
と
か
ら
、「
同
法
は
、
個
々
具
体
的
な
事
案
を
規
律
す
る
執
行
行
為
と
一
般
抽
象
的
な
規
律
（
規
範
行
為
）
と
を
区
別
し
て
い
る
。」

と
し
、「
同
法
は
、前
者
─
即
ち
、執
行
行
為
と
し
て
の
行
政
行
為
と
行
政
行
為
代
替
型
の
公
法
契
約
に
つ
い
て
の
み
適
用
を
見
る
。」
と
考
え
る
。

ク
ネ
ー
ベ
ル
の
理
解
に
よ
る
と
、
規
範
制
定
契
約
を
締
結
す
る
行
政
庁
の
活
動
は
「
規
範
制
定
活
動
」
で
あ
る
。
他
方
、
行
政
庁
の
規
範
制
定

行
為
は
、
連
邦
行
政
手
続
法
の
規
律
対
象
で
は
な
い
。
故
に
、「
連
邦
行
政
手
続
法
が
、
─
第
四
部
公
法
契
約
規
定
を
含
め
─
、
規
範
制
定
契
約

に
直
接
適
用
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
」
と
結
論
づ
け
る
の
で
あ
る
。
と
は
い
え
、
ク
ネ
ー
ベ
ル
は
、
連
邦
行
政
手
続
法
が
規
律
す
る
公
法
契
約
規

定
が
、規
範
代
替
型
環
境
協
定
─
不
真
正
規
範
制
定
契
約
に
対
し
て
「
類
推
適
用
」
さ
れ
る
こ
と
は
認
め
て
い
る
（S.175

）。
し
た
が
っ
て
シ
ェ
ー

ラ
ー
（Scherer, a.a.O

 (Fn.36)., S.4

）
が
指
摘
す
る
よ
う
に
、
連
邦
行
政
手
続
法
の
適
用
可
能
性
を
め
ぐ
る
学
説
の
論
争
は
、
実
務
上
、
そ
れ

ほ
ど
大
き
な
意
味
を
持
っ
て
い
な
い
。
な
お
、
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
第
三
六
条
第
一
項
は
、
公
法
契
約
の
締
結
に
つ
き
書
面
形

式
を
要
求
す
る
連
邦
行
政
手
続
法
第
五
七
条
と
、
契
約
締
結
後
の
事
情
変
更
ま
た
は
公
共
の
福
祉
へ
の
重
大
な
損
害
の
発
生
を
理
由
と
し
た
公
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法
契
約
の
適
状
及
び
行
政
庁
に
よ
る
一
方
的
解
約
権
を
規
律
す
る
同
法
第
六
〇
条
に
つ
い
て
の
み
、
同
草
案
第
三
六
条
が
規
律
す
る
規
範
代
替

型
環
境
協
定
へ
の
適
用
を
認
め
る
明
文
規
定
（
草
案
）
を
置
い
て
い
る
。
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
第
三
六
条
に
つ
い
て
は
、
第
二

章
（
４
）
を
併
せ
て
参
照
。

（
40
）V

gl., Scherer, a.a.O
 (Fn.36)., S.6.

（
41
）V

gl., Spannow
sky, a.a.O

 (Fn.16)., S.149f.

（
42
）
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
第
三
六
条
が
規
律
す
る
規
範
代
替
型
契
約
に
つ
い
て
は
、
参
照
、M

.K
loepfer

（
神
橋
一
彦
訳
）「
環
境

法
典
草
案
（
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案U

GB-K
om

E

）
に
お
け
る
自
己
規
律
に
つ
い
て
」
栗
城
壽
夫
他
編
『
人
間
・
科
学
技
術
・
環
境
』（
信
山
社
、

一
九
九
九
年
）
一
八
九
頁
以
下
。

（
43
）U

GB-K
om

E, a.a.O
 (Fn.10)., S.111f.

（
44
）U

GB-K
om

E, a.a.O
 (Fn.10)., S.121f.

（
45
）U

GB-K
om

E, a.a.O
 (Fn.10)., S.510.

（
46
）U

GB-K
om

E, a.a.O
 (Fn.10)., S.511f.

（
47
）
た
だ
し
、
環
境
法
典
の
独
立
専
門
家
委
員
会
は
、「
契
約
締
結
手
続
」
に
関
し
て
は
、
シ
ェ
ー
ラ
ー
と
は
根
本
的
に
異
な
っ
た
見
解
を
示
し
て

い
る
。
先
述
の
通
り
シ
ェ
ー
ラ
ー
は
、
─
デ
ィ
＝
フ
ァ
ビ
オ
同
様
─
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
が
「
規
範
制
定
手
続
を
毀
損
す
る
こ
と
は
な
い
」

と
考
え
る
。
彼
ら
の
理
解
に
よ
れ
ば
、
不
真
正
規
範
制
定
契
約
は
「
規
範
の
制
定
を
回
避
す
る
」
も
の
で
あ
る
た
め
、「
規
範
を
制
定
す
る
際
の

手
続
」
を
踏
む
必
要
は
「
な
い
」
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
独
立
専
門
家
委
員
会
は
、「《
契
約
締
結
手
続
》
と
《
法
規
命
令
の
制
定
手
続
》
と

の
《
完
全
一
致
》」
を
要
求
す
る
。
即
ち
、
委
員
会
草
案
の
第
三
六
条
第
一
項
「
第
二
文
」「
同
第
三
文
」
に
よ
る
と
、
契
約
に
よ
っ
て
代
替
さ

れ
る
法
規
命
令
が
、
制
定
・
公
布
に
先
立
っ
て
「
連
邦
参
議
院
の
同
意
」「
環
境
委
員
会
の
聴
聞
」「
連
邦
議
会
の
同
意
」「
大
衆
参
加
」
を
必
要

と
す
る
な
ら
、こ
れ
に
代
替
す
る
契
約
も
ま
た
、そ
の
締
結
に
先
立
っ
て
「
連
邦
参
議
院
の
同
意
」「
環
境
委
員
会
の
聴
聞
」「
連
邦
議
会
の
同
意
」

「
大
衆
参
加
」
を
必
要
と
す
る
の
で
あ
る
。
委
員
会
は
、
こ
う
し
た
規
定
草
案
を
提
案
し
た
理
由
を
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。
曰
く
、「［
第
三
六
条

第
一
項
─
訳
者
註
］
第
二
文
及
び
同
第
三
文
は
、
連
邦
参
議
院
、
連
邦
議
会
の
関
与
権
、
並
び
に
、
環
境
委
員
会
と
公
衆
の
聴
聞
権
が
、
対
応

す
る
内
容
を
持
っ
た
法
規
命
令
に
代
え
て
締
結
さ
れ
た
契
約
に
よ
っ
て
空
洞
化
さ
れ
る
こ
と
が
な
い
こ
と
を
保
障
す
る
も
の
で
あ
る
。し
た
が
っ

て
、規
範
代
替
型
契
約
は
、手
続
法
上
、対
応
す
る
内
容
を
持
っ
た
法
規
命
令
と
同
じ
要
件
を
満
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。」
と
（V

gl., 
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U
GB-K

om
E, a.a.O

 (Fn.10)., S.511.

）。
な
お
、
ク
ネ
ー
ベ
ル
も
ま
た
、
右
に
見
た
委
員
会
草
案
と
同
様
、「
規
範
代
替
型
契
約
は
法
規
命
令
制

定
手
続
と
同
じ
手
続
を
踏
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
の
立
場
に
立
脚
し
つ
つ
、
こ
の
事
実
を
根
拠
と
し
て
、「
規
範
代
替
型
契
約
に
は
、
公
法

上
の
契
約
に
関
し
て
一
般
に
指
摘
さ
れ
る
諸
々
の
利
点
─
迅
速
性
、
柔
軟
性
、
行
政
労
力
の
低
減
等
の
利
点
─
は
、
存
在
し
な
い
」
と
の
見
解

を
示
し
て
い
る
（K

nebel, a.a.O
 (Fn.39)., S.221f.

）。

（
48
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., S.673-S.679.

（
49
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., S.678f.

（
50
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., S.679.

（
51
）
ベ
ッ
カ
ー
は
言
う
。「
憲
法
上
の
評
価
に
あ
た
っ
て
は
、
以
下
に
述
べ
る
二
つ
の
観
点
が
区
別
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
第
一
段
階
に
お
い

て
は
、
規
範
制
定
権
限
の
行
使
に
関
す
る
法
律
制
定
上
の
関
与
の
度
合
い
が
重
要
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、《
委
任
若
し
く
は
授
権
を
行
っ
た
議
会

が
、
法
律
上
の
明
文
規
定
を
以
て
、
同
意
権
の
留
保
［Zustim

m
ungsvorbehalt

］
や
契
約
締
結
権
限
［V

ertragsschlußbefugnis

］、
又

は
協
定
に
よ
る
規
範
制
定
［N

orm
setzung durch V

ereinbarung

］
を
規
律
し
て
お
り
、
こ
れ
に
よ
り
、
名
宛
人
に
対
し
て
─
明
示
的
に
─

法
律
よ
り
下
位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
る
規
範
の
制
定
に
あ
た
っ
て
共
同
す
る
こ
と［Zusam

m
enarbeit

］を
強
要（
又
は
授
権
）し
て
い
る
の
か
？
》、

そ
れ
と
も
、《
立
法
者
は
、第
三
者
が
規
範
の
制
定
に
拘
束
力
を
も
っ
て
参
加
す
る
こ
と
が
あ
り
得
る
と
い
う
こ
と
、そ
し
て
そ
れ
に
よ
っ
て
、［
規

範
制
定
─
訳
者
註
］
権
限
が
、
全
部
又
は
一
部
、
処
分
可
能
で
あ
る
こ
と
を
、
少
な
く
と
も
黙
示
的
に
知
ら
せ
て
い
る
の
か
？
》
で
あ
る
。
こ

れ
ら
の
二
つ
の
ケ
ー
ス
の
う
ち
の
一
方
が
存
在
す
る
な
ら
、
第
二
段
階
に
お
い
て
、
当
該
［
規
範
制
定
権
限
を
─
訳
者
註
］《
処
分
可
能
な
も
の

に
す
る
こ
と［V

erfügbarm
achung

］》に
つ
い
て
の
憲
法
上
の
限
界
が
探
求
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
立
法
者
は
、規
範
契
約
─
す
な
わ
ち
、

国
家
規
範
を
、
国
家
と
社
会
の
間
で
締
結
さ
れ
る
協
定
を
通
じ
て
生
み
出
す
方
法
─
を
導
入
す
る
に
あ
た
っ
て
、
又
は
、
規
範
を
準
備
す
る
た

め
の
申
合
せ
［norm

vorbereitende A
bsprache

］
を
許
容
す
る
に
あ
た
っ
て
、一
体
ど
の
程
度
で
自
由
な
の
で
あ
ろ
う
か
？
」
と
（Becker, 

a.a.O
 (Fn.8)., S.679f.

）。

（
52
）
法
規
命
令
の
制
定
権
限
を
授
権
す
る
法
律
規
定
の
趣
旨
・
目
的
か
ら
し
て
、
唯
一
、「
法
規
命
令
」
形
式
に
お
い
て
の
み
法
律
関
係
を
規
律

す
る
こ
と
が
許
さ
れ
、
逆
に
契
約
形
式
に
よ
る
規
律
（
契
約
に
よ
る
法
規
命
令
へ
の
代
替
）
が
法
律
上
禁
止
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
場
合

が
存
在
す
る
。
こ
う
し
た
「
法
規
命
令
形
式
の
利
用
強
制
（
契
約
形
式
の
禁
止
）
が
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
局
面
に
存
在
す
る
の
か
」
を
個

別
に
検
討
し
た
の
が
、
レ
ン
ゲ
リ
ン
グ
（H

ans W
erner Rengeling

）
と
ク
ネ
ー
ベ
ル
で
あ
る
。
彼
ら
の
共
通
理
解
に
よ
る
と
、
法
規
命
令
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制
定
授
権
を
行
う
各
種
法
律
の
う
ち
、
例
え
ば
「
原
子
力
法
」
は
、
放
射
性
物
質
の
取
扱
い
や
原
子
力
施
設
の
設
置
・
操
業
等
に
際
し
て
必
要

と
な
る
「
許
認
可
」
等
の
「
審
査
基
準
」
に
つ
き
、「
法
規
命
令
」
形
式
に
よ
る
規
律
を
委
任
し
て
い
る
が
、「
保
護
法
益
の
高
さ
」、「
潜
在
的

危
険
性
の
高
さ
」、「
強
い
国
家
監
督
の
必
要
性
」
等
に
鑑
み
る
と
、
こ
れ
ら
審
査
基
準
は
、
必
ず
「
一
般
拘
束
性
」
を
も
っ
て
規
律
さ
れ
る

必
要
が
あ
り
、
し
た
が
っ
て
、
原
子
力
法
に
お
い
て
は
、
そ
の
全
領
域
に
お
い
て
「
黙
示
的
な
契
約
形
式
の
禁
止
」
が
前
提
と
さ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
い
う
。
ま
た
、
こ
れ
と
同
様
の
理
由
か
ら
、「
遺
伝
子
工
学
法
」
領
域
等
に
於
い
て
も
、
法
規
命
令
形
式
の
利
用
強
制
＝
契
約

形
式
の
禁
止
が
見
い
だ
さ
れ
る
と
い
う
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、V

gl., K
nebel, a.a.O

 (Fn.39)., S.180ff.; H
ans-W

erner Rengeling, D
as 

K
ooperationsprinzip im

 U
m
w
eltrecht, S.189.

（
53
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., S.681f.

（
54
）U

GB-K
om

E. a.a.O
 (Fn.10)., S.505f.

（
55
）H

ans Joachim
 Burm

eister, V
erträge und A

bsprachen zw
ischen der V

erw
altung und Privaten, V

V
D
StRL52, S.207f.

（
56
）
真
正
・
不
真
正
を
問
わ
ず
規
範
制
定
契
約
の
許
容
性
を
ほ
ぼ
全
面
的
に
否
定
す
る
論
者
は
別
と
し
て
、
少
な
く
と
も
不
真
正
規
範
制
定
契
約

（
法
規
命
令
代
替
型
契
約
）
に
つ
き
、
─
細
か
な
見
解
の
違
い
は
あ
れ
─
、
そ
の
許
容
性
を
一
定
の
条
件
下
で
許
容
す
る
論
者
は
、
デ
ィ
＝
フ
ァ

ビ
オ
（V

gl., D
i Fabio, a.a.O

 (Fn.29) S.342f.

）
で
あ
れ
、
レ
ン
ゲ
リ
ン
グ
（V

gl., Rengeling, a.a.O
 (Fn.52)., S.190.

）
で
あ
れ
、
ク
ネ
ー

ベ
ル
（V

gl., K
nebel, a.a.O

 (Fn.39)., S.159
）
で
あ
れ
、
エ
ル
ケ
（V

gl., Elke, a.a.O
 (Fn.16)., S.264f.

）
で
あ
れ
、
い
ず
れ
も
、
法
規
命
令

制
定
権
限
に
付
随
す
る
立
法
裁
量
権
の
中
に
、「
法
規
命
令
形
式
と
契
約
形
式
間
で
の
行
為
形
式
選
択
裁
量
」
が
含
ま
れ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て

い
る
。

（
57
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., S.682.

（
58
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., S.687ff.

（
59
）
ベ
ッ
カ
ー
は
、
次
の
よ
う
に
言
う
。「
ま
ず
初
め
に
問
題
と
な
る
の
は
、
立
法
者
が
、（
例
え
ば
協
定
又
は
同
意
留
保
を
通
じ
て
）
複
数
の
規

範
制
定
権
者
が
協
働
し
て
法
の
制
定
を
行
う
こ
と
を
指
示
し
て
お
り
、
両
関
係
者
が
等
し
く
憲
法
上
、
規
範
制
定
権
限
の
排
他
的
な
受
任
権
限

［D
elegatare

］
を
持
ち
得
る
よ
う
な
場
合
で
あ
る
。
基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
の
領
域
に
お
い
て
は
、《
基
本
法
第
八
〇
条
第
一
項
に
掲
げ
ら

れ
た
名
宛
人
の
う
ち
の
二
つ
に
よ
っ
て
共
同
行
使
さ
れ
う
る
》
と
い
う
や
り
方
お
い
て
法
規
命
令
［
の
制
定
権
限
─
訳
者
註
］
を
授
権
す
る
こ

と
に
つ
き
、
こ
れ
を
阻
害
す
る
要
因
は
何
ら
存
在
し
な
い
。」
と
（Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.688f.

）。
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（
60
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., S.689f.

（
61
）
な
お
、
環
境
法
典
独
立
専
門
家
委
員
会
草
案
は
、
草
案
第
三
七
条
が
規
定
す
る
要
件
を
満
た
す
場
合
に
お
い
て
、
草
案
第
三
六
が
規
律
す
る

法
規
命
令
代
替
型
契
約
の
法
的
拘
束
力
の
及
ぶ
範
囲
を
、契
約
当
事
者
以
外
の
第
三
者
に
ま
で
及
ぼ
す
こ
と
（
こ
れ
を
一
般
拘
束
宣
言
と
い
う
）

を
認
め
て
い
る
。
独
立
専
門
家
委
員
会
は
、「
法
規
命
令
代
替
型
契
約
の
締
結
に
応
じ
た
事
業
者
団
体
（
及
び
そ
の
加
盟
企
業
等
）
が
契
約
上
の

義
務
を
負
う
一
方
、契
約
を
締
結
し
な
い
団
体（
及
び
そ
の
加
盟
企
業
等
）が
、謂
わ
ば
ア
ウ
ト
サ
イ
ダ
ー
と
し
て
、契
約
上
の
義
務
は
も
ち
ろ
ん
、

法
規
命
令
─
そ
れ
は
他
者
が
締
結
し
た
契
約
に
よ
り
制
定
が
放
棄
さ
れ
て
い
る
─
に
よ
っ
て
も
ま
た
義
務
を
課
さ
れ
な
い
状
態
（
フ
リ
ー
ラ
イ

ド
）
と
な
る
こ
と
を
阻
止
す
る
」
た
め
に
、「
労
働
協
約
に
関
す
る
一
般
拘
束
宣
言
」
を
規
定
し
た
労
働
協
約
法
第
五
条
を
参
考
に
、
こ
の
よ
う

な
規
定
の
創
設
を
提
案
し
た
の
で
あ
る
。
問
題
は
、そ
の
評
価
で
あ
る
。
ク
レ
プ
フ
ァ
ー
（M

ichael K
loepfer

）
の
よ
う
に
、こ
の
規
定
を
「
法

的
新
境
地
〔rechtliches N

euland

〕
に
足
を
踏
み
入
れ
る
も
の
」
と
評
す
る
論
者
（V

gl., M
ichael K

loepfer/W
olfgang D

urner, D
er 

U
m
w
eltgesetzbuch-Entw

urf der Sachverständigenkom
m
ission, D

V
Bl. 1997, S.1081ff (S.1086).

）
が
存
在
す
る
一
方
、
エ
ル
ケ
の

よ
う
に
、「
労
働
協
約
が
、
一
般
拘
束
宣
言
に
よ
り
、
そ
の
効
力
範
囲
を
協
定
締
結
当
事
者
以
外
に
も
及
ぼ
し
う
る
の
は
、
基
本
法
の
第
九
条
が

そ
れ
を
認
め
て
い
る
か
ら
で
あ
る
」
と
し
、「
こ
う
し
た
憲
法
上
の
正
当
化
根
拠
も
な
く
、
草
案
第
三
六
条
が
規
律
す
る
法
規
命
令
代
替
型
契
約

に
対
し
て
一
般
拘
束
宣
言
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る
」
と
す
る
見
解
も
ま
た
存
在
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
（V

gl., Elke, a.a.O
 (Fn. 

16)., S.317f.

）。

（
62
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., S.634ff.

（
63
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., S.643f.; 

な
お
、
ツ
ィ
ー
コ
ー
及
び
ヅ
ィ
ー
ゲ
ル
（Ziekow

 /Siegel, Entw
icklung und Perspektiven 

des öffentlich-rechtlichen V
ertrages, in: V

erw
A
rch. 94 (2003), S.593ff., V

erw
A
rch. 95 (2004), S.133ff.

）
も
ま
た
、
法
規
命
令
形

式
に
よ
る
保
護
区
域
指
定
に
代
替
す
る
「
自
然
保
護
契
約
（
法
規
命
令
代
替
型
契
約
）」
が
、規
範
内
容
の
共
同
形
成
に
関
わ
る
も
の
で
は
な
く
、

む
し
ろ
、
連
邦
自
然
保
護
法
の
適
用
・
実
施
に
関
わ
る
行
政
契
約
で
あ
る
こ
と
を
認
め
て
次
の
よ
う
に
言
う
。「
連
邦
自
然
保
護
法
の
新
版
は
、

連
邦
自
然
保
護
法
の
領
域
に
於
い
て
制
定
さ
れ
る
法
規
命
令
を
実
施
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
に
あ
た
り
、
そ
の
目
的
が
契
約
的
合
意
を
通

じ
て
も
ま
た
達
成
さ
れ
う
る
か
否
か
審
査
す
る
よ
う
、
ラ
ン
ト
に
求
め
て
い
る
。
ま
た
連
邦
土
壌
保
護
法
新
版
の
第
三
三
条
第
二
項
お
よ
び
同

第
三
項
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
保
護
区
域
指
定
の
場
合
、［
法
規
命
令
に
よ
っ
た
場
合
と
─
訳
者
註
］
同
等
の
保
護
が
契
約
的
合
意
を
通
じ
て
保
障

さ
れ
る
場
合
に
は
、［
法
規
命
令
に
よ
る
─
訳
者
註
］
保
護
区
域
宣
言
は
行
わ
な
い
こ
と
が
で
き
る
（
連
邦
土
壌
保
護
法
第
三
三
条
第
四
項
）。
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こ
れ
ら
二
つ
の
規
定
は
、
契
約
に
よ
る
自
然
保
護
と
い
う
目
的
の
追
求
可
能
性
を
強
調
し
、
ま
た
こ
れ
に
よ
り
、
契
約
に
よ
る
自
然
保
護
と
い

う
考
え
方
に
広
範
な
余
地
を
開
く
こ
と
を
意
図
し
て
い
る
。［
中
略
］
こ
の
よ
う
に
個
別
法
は
、
公
法
上
の
契
約
の
締
結
に
関
し
て
あ
ら
か
じ
め

規
範
上
の
整
序
を
行
っ
て
い
る
が
、
全
体
と
し
て
見
れ
ば
、
そ
れ
が
目
的
と
す
る
と
こ
ろ
は
、
何
よ
り
も
ま
ず
、
契
約
の
内
容
と
な
り
得
る
事

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

項
を
法
規
定
に
お
い
て
指
摘
し

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、当
該
法
規
定
を
手
掛
か
り
と
し
な
が
ら

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

契
約
と
い
う
行
為
形
式
を
選
択
す
る
裁
量
が
与
え
ら
れ
て
い
る
旨
を
、

法
の
適
用
に
あ
た
る
行
政
庁

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

に
対
し
て
指
摘
す
る
こ
と
に
あ
る
。
こ
う
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
契
約
形
式
を
利
用
す
る
た
め
の
準
備
が
促
進
さ

れ
る
こ
と
を
意
図
し
て
い
る
の
で
あ
る
。」（
傍
点
筆
者
）（V

gl., V
erw

A
rch. 94 (2003), S.602f.

）。

（
64
）
ド
イ
ツ
連
邦
行
政
手
続
法
第
四
部
「
公
法
契
約
規
定
（
第
五
四
条
以
下
第
六
二
条
）」
は
、
ま
さ
し
く
、
行
政
行
為
代
替
型
契
約
に
関
す
る
実

体
統
制
規
定
を
規
律
す
る
も
の
で
あ
る
。
右
規
定
の
内
容
及
び
成
立
過
程
等
に
つ
い
て
は
、参
照
、拙
稿
「
行
政
契
約
の
法
理
論
（
一
）
～
（
五
・

完
）」
北
大
法
学
論
集
第
五
二
巻
第
四
号
七
三
頁
以
下
、
同
第
五
二
巻
第
五
号
一
六
九
頁
以
下
、
同
第
五
二
巻
第
六
号
五
三
頁
以
下
、
同
第
五
三

巻
第
一
号
八
七
頁
以
下
、
同
第
五
三
巻
第
二
号
六
三
頁
以
下
。

（
65
）V

gl., Becker, a.a.O
 (Fn.8)., 690.; 

な
お
、
Ｅ
Ｕ
に
お
い
て
は
近
年
、
欧
州
委
員
会
を
中
心
に
、
Ｅ
Ｕ
の
指
令
を
国
内
法
化
す
る
手
段
と
し

て
環
境
協
定
を
活
用
す
る
こ
と
が
志
向
さ
れ
て
お
り
、
実
際
、
二
〇
〇
〇
年
の
中
古
車
両
指
令
で
は
初
め
て
「
指
令
の
一
部
を
環
境
協
定
に
よ

り
代
替
し
う
る
こ
と
」
が
明
文
の
規
定
を
も
っ
て
認
め
ら
れ
、
併
せ
て
、
環
境
協
定
に
関
す
る
内
容
上
及
び
形
式
的
要
求
が
盛
り
込
ま
れ
た
よ

う
で
あ
る
（
参
照
、
柴
田
・
前
掲
（
註
６
）
二
三
頁
以
下
）。
柴
田
氏
の
説
明
（
同
論
文
二
四
頁
）
に
よ
る
と
、「
指
令
の
国
内
法
化
に
関
連
す

る
右
環
境
協
定
は
、
法
令
に
よ
る
公
式
の
国
内
法
化
と
結
び
つ
け
ら
れ
て
お
り
、
指
令
を
国
内
法
化
す
る
た
め
に
制
定
さ
れ
る
公
式
の
国
内
法

令
は
、（
ａ
）
協
定
を
締
結
し
、
そ
れ
を
遵
守
す
る
当
事
者
に
対
し
て
は
適
用
さ
れ
ず
、（
ｂ
）
協
定
を
締
結
し
な
い
者
に
対
し
て
は
適
用
さ
れ

る
関
係
に
あ
る
」
と
の
こ
と
で
あ
る
（
指
令
を
国
内
法
化
す
る
法
規
範
と
協
定
の
併
存
）。
筆
者
（
岸
本
）
に
と
っ
て
の
関
心
は
、「
Ｅ
Ｕ
の
指

令
を
国
内
法
化
す
る
た
め
に
制
定
さ
れ
、
協
定
を
締
結
し
な
い
事
業
者
等
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
法
規
範
の
内
容
が
、
具
体
的
に
ど
の
よ

う
な
プ
ロ
セ
ス
を
経
て
決
定
さ
れ
て
ゆ
く
の
か
」
に
あ
る
。
実
態
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
た
め
、
最
終
的
な
評
価
は
留
保
せ
ざ
る
を
得

な
い
が
、
仮
に
「
協
定
に
併
存
す
る
国
内
法
令
の
規
定
内
容
が
、《
協
定
を
締
結
し
、
以
て
当
該
国
内
法
令
の
適
用
を
免
れ
る
こ
と
に
な
る
民
間

法
主
体
と
の
間
で
の
交
渉
・
合
意
・
契
約
》
を
通
じ
て
共
同
決
定
さ
れ
て
い
る
」
と
す
れ
ば
、
そ
れ
は
「
民
主
的
正
当
性
の
な
い
一
部
の
民
間

法
主
体
に
対
し
て
、
契
約
上
、
法
的
拘
束
力
を
も
っ
て
規
範
内
容
を
共
同
決
定
す
る
権
限
を
付
与
し
た
」
こ
と
に
な
り
、
─
少
な
く
と
も
本
稿

で
紹
介
し
た
ベ
ッ
カ
ー
の
理
論
構
成
に
依
拠
す
る
限
り
─
、
憲
法
上
の
疑
義
が
提
起
さ
れ
る
可
能
性
も
否
定
で
き
な
い
よ
う
に
も
思
わ
れ
る
。
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欧
州
司
法
裁
判
所
は
指
令
の
国
内
法
化
に
関
連
す
る
右
環
境
協
定
手
法
に
対
し
て
否
定
的
な
立
場
を
と
っ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
が
、
そ
の
理
由

の
分
析
を
は
じ
め
、
右
環
境
協
定
に
対
す
る
行
政
法
・
環
境
法
学
説
の
評
価
及
び
議
論
動
向
に
注
目
し
た
い
。

（
66
）
法
的
拘
束
力
の
な
い
申
合
せ
（A

bsprache

）
に
つ
い
て
は
、V

gl., Brohm
, a.a.O

 (Fn.2)., S.1025ff.; Eberhard Bohne, Inform
ales 

V
erw

altungs- und Regierungshandeln als Instrum
ent des U

m
w
eltschutzes, V

erw
altungs A

rchiv 75, S.343ff.; Spannow
sky, 

a.a.O
 (Fn.16)., S.449ff.

（
67
）Spannow

sky, a.a.O
 (Fn.16)., S.155f.

（
68
）
事
実
ベ
ッ
カ
ー
は
、
法
的
拘
束
力
を
持
た
な
い
「
申
合
せ
」
に
あ
っ
て
は
、
行
政
庁
が
、
少
な
く
と
も
法
的
に
は
、
常
に
単
独
で
法
規
命
令

制
定
権
限
を
行
使
し
う
る
状
態
に
あ
る
こ
と
を
理
由
に
、
そ
の
許
容
性
を
全
面
否
定
す
る
見
解
に
は
立
っ
て
い
な
い
（V

gl., Becker, a.a.O
 

(Fn.8)., S.690.

）。

（
69
）
ブ
ロ
ー
ム
（Brohm

, a.a.O
 (Fn.2)., S.1031.

）
は
、
法
的
拘
束
力
を
持
た
な
い
申
合
せ
の
う
ち
、
特
に
不
真
正
規
範
制
定
型
の
申
合
せ
（
法

規
命
令
代
替
型
申
合
せ
）
に
焦
点
を
当
て
、
実
務
上
実
践
さ
れ
た
複
数
の
事
例
（
例
え
ば
、
ア
ス
ベ
ス
ト
産
業
の
団
体
が
健
康
を
損
な
う
ア
ス

ベ
ス
ト
の
セ
メ
ン
ト
製
品
に
お
け
る
含
有
量
を
一
定
期
間
内
に
五
〇
％
に
ま
で
削
減
す
る
旨
を
約
束
し
た
後
、
暫
定
的
に
、
連
邦
イ
ミ
ッ
シ
ョ

ン
防
止
法
第
三
五
条
第
一
項
、
化
学
物
質
規
制
法
第
一
七
条
第
一
文
第
一
号
に
基
づ
く
法
規
命
令
の
制
定
が
放
棄
さ
れ
た
事
例
等
）
を
紹
介
し

つ
つ
、
当
該
自
主
規
制
・
申
合
せ
の
意
義
と
統
制
法
理
を
検
討
・
分
析
し
て
い
る
。
彼
の
理
解
・
説
明
に
よ
る
と
、
自
主
規
制
・
申
合
せ
に
は
、

「
幾
つ
か
の
利
点
」
─
即
ち
、
①
法
的
命
令
と
い
う
複
雑
な
形
式
の
付
与
を
回
避
し
、
場
合
に
よ
る
と
長
期
化
し
か
ね
な
い
紛
争
を
迅
速
に
一
掃

す
る
こ
と
に
寄
与
す
る
、
②
国
家
と
産
業
界
と
の
間
で
の
包
括
的
か
つ
相
互
的
な
情
報
交
換
を
促
進
し
、
問
題
状
況
の
正
確
な
把
握
と
認
識
の

共
有
に
役
立
つ
、
③
企
業
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
獲
得
す
る
こ
と
に
寄
与
す
る
、
④
国
家
は
、
変
化
し
た
状
況
に
迅
速
か
つ
柔
軟
に
対
応
す
る
こ
と
が

可
能
と
な
り
、
他
方
、
産
業
界
は
、
国
家
に
よ
っ
て
あ
ら
か
じ
め
設
定
さ
れ
た
方
法
に
と
ら
わ
れ
ず
に
、
革
新
的
で
市
場
に
適
し
た
形
で
の
新

た
な
問
題
解
決
策
を
展
開
す
る
チ
ャ
ン
ス
を
与
え
ら
れ
る
─
が
存
在
す
る
一
方
、
逆
に
「
欠
点
又
は
疑
念
」
と
し
て
、
①
法
治
国
的
・
民
主
的

保
障
を
本
質
的
に
構
築
し
て
い
る
行
為
形
式
や
手
続
が
、
国
家
と
経
済
界
の
協
働
に
よ
り
、
空
洞
化
さ
れ
、
ま
た
は
回
避
さ
れ
る
危
険
性
、
及

び
②
決
定
を
行
っ
た
行
政
庁
の
明
確
な
責
任
が
弱
め
ら
れ
、
関
係
人
、
特
に
申
合
せ
に
関
与
し
て
い
な
い
第
三
者
利
害
関
係
人
の
権
利
保
護
が

不
十
分
な
も
の
に
な
る
危
険
性
が
存
在
す
る
。
ブ
ロ
ー
ム
は
、か
か
る
認
識
を
基
盤
に
、「
組
織
法
」・「
実
体
法
」・「
手
続
法
」の
各
局
面
に
渡
っ
て
、

以
下
に
述
べ
る
申
合
せ
の
統
制
法
理
を
提
示
し
て
い
る
。即
ち
、彼
の
理
解
に
よ
る
と
、法
的
拘
束
力
の
な
い
申
合
せ
は
、①
そ
の
内
容
を
規
範（
法
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規
命
令
）
に
よ
っ
て
一
方
的
に
規
律
し
え
た
で
あ
ろ
う
機
関
の
み
が
締
結
し
う
る
（
組
織
法
的
統
制
）。
他
方
、
②
申
合
せ
は
、
過
剰
規
制
禁
止

原
則
及
び
比
例
原
則
に
違
反
し
て
は
な
ら
ず
、
し
た
が
っ
て
、
申
合
せ
の
内
容
、
目
的
、
規
模
は
、
申
合
せ
に
よ
っ
て
制
定
を
見
送
ら
れ
る
法

規
命
令
の
授
権
範
囲
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
（
実
体
法
的
統
制
）。
さ
ら
に
、
③
非
拘
束
的
な
申
合
せ
を
事
実
上
解
約
し
、
そ
の
上
で
、
よ
り
強

い
拘
束
力
を
持
ち
、
か
つ
法
治
国
的
に
よ
り
強
く
保
護
さ
れ
て
い
る
法
規
命
令
や
条
例
と
い
っ
た
形
式
で
の
一
方
的
命
令
を
発
動
す
る
可
能
性

が
常
に
担
保
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
立
法
権
限
放
棄
の
禁
止
）
の
で
あ
る
。
残
る
問
題
は
、申
合
せ
に
対
す
る
手
続
統
制
で
あ
る
が
、

ブ
ロ
ー
ム
は
、
例
え
ば
環
境
保
護
団
体
や
連
邦
参
議
院
な
ど
、
法
規
命
令
の
制
定
手
続
に
関
与
し
う
る
法
主
体
の
手
続
参
加
が
、
申
合
せ
の
締

結
に
よ
っ
て
回
避
・
形
骸
化
さ
れ
る
危
険
性
を
認
め
つ
つ
も
、申
合
せ
に
対
し
て
法
規
命
令
の
制
定
手
続
を
準
用
す
る
こ
と
に
は
反
対
し
て
い
る
。

イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
申
合
せ
に
よ
っ
て
意
図
さ
れ
て
い
る
手
続
の
複
雑
さ
の
回
避
と
、
こ
れ
に
伴
う
手
続
の
迅
速
化
と
い
う
効
果
が
、
こ
れ
に

よ
り
大
幅
に
損
な
わ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
た
だ
し
ブ
ロ
ー
ム
は
、
申
合
せ
が
手
続
的
統
制
か
ら
完
全
に
自
由
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
わ
け
で
は

な
い
。
彼
は
、「
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
申
合
せ
は
、
行
政
に
対
し
、
試
行
錯
誤
し
な
が
ら
〔im

 W
ege des trial and error

〕、
状
況
を
暫
定

的
に
改
善
す
る
可
能
性
を
模
索
す
る
チ
ャ
ン
ス
を
与
え
る
。
環
境
保
護
団
体
は
、
こ
う
し
た
規
範
的
規
律
の
前
域
に
お
い
て
申
合
せ
の
成
果
を

批
判
的
に
監
視
監
督
し
、
申
合
せ
の
成
果
が
不
十
分
で
、
高
権
的
介
入
が
必
要
と
な
っ
た
限
り
で
、
拘
束
力
を
も
っ
た
規
律
の
制
定
に
参
加
す

る
こ
と
の
な
か
に
、
そ
の
機
能
見
出
す
。
そ
の
限
り
で
環
境
保
護
団
体
の
参
加
権
は
、
い
わ
ば
時
間
的
に
延
期
さ
れ
る
の
で
あ
る
。」
と
い
い
、

申
合
せ
の
「
実
験
的
性
格
」
を
強
調
し
つ
つ
、
そ
の
た
め
の
前
提
と
し
て
、
申
合
せ
の
「
公
開
義
務
」
を
主
張
す
る
の
で
あ
る
。
右
に
紹
介
し

た
ブ
ロ
ー
ム
の
見
解
を
含
め
、
自
主
規
制
・
申
合
せ
に
関
す
る
ド
イ
ツ
行
政
法
学
説
の
議
論
動
向
の
紹
介
及
び
分
析
に
つ
い
て
は
、
改
め
て
別

稿
に
て
行
い
た
い
。

（
70
）
ド
イ
ツ
の
医
療
保
険
制
度
（
と
り
わ
け
そ
の
中
核
を
な
す
）
疾
病
保
険
制
度
に
つ
い
て
は
、
そ
の
制
度
史
を
踏
ま
え
つ
つ
、
現
行
の
法
シ
ス

テ
ム
を
体
系
的
か
つ
詳
細
に
紹
介
し
分
析
し
た
先
行
研
究
行
政
と
し
て
、倉
田
聡
『
医
療
保
険
の
基
本
構
造
─
ド
イ
ツ
疾
病
保
険
制
度
史
研
究
』

（
北
海
道
大
学
図
書
刊
行
会
、一
九
九
七
年
）
の
他
、門
脇
美
恵
「
ド
イ
ツ
疾
病
保
険
に
お
け
る
保
険
者
自
治
の
民
主
的
正
当
化
（
一
）
～
（
三
）」

名
古
屋
大
学
法
政
論
集
第
二
四
二
号
二
六
一
頁
以
下
、
同
第
二
四
七
号
四
九
頁
以
下
、
同
第
二
五
一
号
三
四
七
頁
以
下
、
並
び
に
原
田
大
樹
「
福

祉
契
約
の
行
政
法
学
的
分
析
」
法
政
研
究
（
九
州
大
学
）
第
六
九
巻
第
四
号
（
二
〇
〇
三
年
）
一
〇
九
頁
以
下
（
特
に
一
三
四
以
下
）
等
を
参
照
。

（
71
）
ド
イ
ツ
の
社
会
法
典
が
規
律
す
る
「
規
範
契
約
」
の
全
貌
に
つ
い
て
は
、Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.598-S.633. 

を
参
照
。

（
72
）
ベ
ッ
カ
ー
は
、
ド
イ
ツ
の
社
会
保
障
制
度
に
お
い
て
長
い
伝
統
を
持
ち
、
戦
後
も
社
会
法
典
の
中
に
取
り
込
ま
れ
、
規
律
さ
れ
た
規
範
契
約



論　　　説

北法65（3・56）550

に
つ
い
て
も
、
本
稿
が
考
察
の
対
象
と
し
た
規
範
制
定
契
約
同
様
、
民
主
的
正
当
性
確
保
の
観
点
か
ら
、
多
角
的
か
つ
批
判
的
な
分
析
を
行
っ

て
い
る
（Becker, a.a.O

 (Fn.8)., S.692-S.723

）。
規
範
契
約
に
関
し
て
ベ
ッ
カ
ー
が
展
開
し
た
議
論
の
紹
介
及
び
分
析
に
つ
い
て
は
、
他
日
、

別
稿
で
改
め
て
論
じ
た
い
。
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は
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．
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者
裁
判
手
続
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制
定
と
概
要
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費
者
裁
判
手
続
特
例
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共
通
義
務
確
認
の
訴
え
と
訴
訟
物
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二
〇
一
三
年
の
暮
れ
、
消
費
者
の
権
利
を
擁
護
す
る
た
め
の
新
し
い
訴

訟
手
続
を
定
め
た
法
律
が
制
定
さ
れ
た
。「
消
費
者
の
財
産
的
被
害
の
集

団
的
な
回
復
の
た
め
の
民
事
の
裁
判
手
続
の
特
例
に
関
す
る
法
律
」（
平

成
二
五
年
法
律
第
九
六（

１
）号

）
が
そ
れ
で
あ
り
、
消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法

と
略
さ
れ（

２
）る

。
こ
の
法
律
は
、
実
体
的
に
不
当
な
消
費
者
取
引
に
よ
っ
て

多
数
の
消
費
者
が
比
較
的
少
額
の
被
害
を
被
る
状
況
、
す
な
わ
ち
少
額
多

数
被
害
と
呼
ば
れ
る
状
況
に
お
い
て
、
個
々
の
消
費
者
が
法
的
手
段
を
通

じ
て
自
ら
の
損
害
を
回
復
す
る
の
は
困
難
な
こ
と
か
ら
、
多
数
の
被
害
者

の
権
利
を
団
体
が
訴
訟
上
行
使
す
る
こ
と
で
、
そ
の
法
的
救
済
を
可
能
に

し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

そ
の
構
造
の
概
略
を
示
す
と
、
参
考
図
の
よ
う
に
な（

３
）る

。

　

ま
ず
第
一
段
階
は
通
常
の
訴
訟
に
よ
る
も
の
で
、
共
通
義
務
確
認
の
訴

え
と
い
う
訴
訟
類
型
を
設
け
て
い
る
。
こ
れ
は
法
二
条
四
号
に
よ
り
、「
消

費
者
契
約
に
関
し
て
相
当
多
数
の
消
費
者
に
生
じ
た
財
産
的
被
害
に
つ
い

て
、
事
業
者
が
、
こ
れ
ら
の
消
費
者
に
対
し
、
こ
れ
ら
の
消
費
者
に
共
通

す
る
事
実
上
及
び
法
律
上
の
原
因
に
基
づ
き
、
個
々
の
消
費
者
の
事
情
に

よ
り
そ
の
金
銭
の
支
払
請
求
に
理
由
が
な
い
場
合
を
除
い
て
、
金
銭
を
支

払
う
義
務
を
負
う
べ
き
こ
と
の
確
認
を
求
め
る
訴
え
」
と
定
義
さ
れ
て
い
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る
。
そ
こ
で
は
、
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
、
対
象
消
費
者
の
授
権
を
受
け
る
こ
と
な
く
、
独
自
に
事
業
者
に
対
し
て
訴
訟
を
提
起
す
る
。

受
訴
裁
判
所
は
、
共
通
義
務
の
確
認
請
求
に
対
し
て
口
頭
弁
論
を
経
て
、
本
案
判
決
を
も
っ
て
判
断
を
下
す
。
そ
し
て
上
訴
期
間
の
満
了
ま

た
は
上
訴
審
の
審
理
判
断
を
経
て
確
定
に
至
る
の
は
通
常
の
訴
え
と
同
様
で
あ
る
。

　

第
二
段
階
は
原
則
と
し
て
通
常
の
訴
訟
手
続
に
よ
ら
ず
、
倒
産
手
続
に
お
け
る
債
権
確
定
手（

４
）続

に
類
似
し
た
構
造
の
手
続
が
設
け
ら
れ
て

い
る
。
す
な
わ
ち
第
一
段
階
に
て
共
通
義
務
確
認
の
認
容
判
決
ま
た
は
共
通
義
務
を
認
め
る
訴
訟
上
の
和
解
も
し
く
は
請
求
の
認
諾
を
得
た

特
定
適
格
消
費
者
団
体
は
、
そ
の
確
定
ま
た
は
成
立
後
一
ヶ
月
以
内
に
、
簡
易
確
定
手
続
の
開
始
を
申
し
立
て
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
申
立

て
を
受
け
た
裁
判
所
が
簡
易
確
定
手
続
開
始
決
定
を
下
す
と
、
そ
の
申
立
団
体
は
対
象
消
費
者
か
ら
対
象
債
権
に
関
す
る
授
権
を
得
て
、
こ

れ
を
取
り
ま
と
め
た
債
権
届
出
書
を
裁
判
所
に
提
出
す
る
。
裁
判
所
か
ら
送
達
を
受
け
た
相
手
方
は
、
こ
れ
に
認
否
を
行
い
、
こ
こ
で
認
め

ら
れ
た
債
権
に
つ
い
て
は
確
定
し
、
強
制
執
行
も
可
能
と
な
る
。

　

届
出
債
権
を
相
手
方
が
認
め
な
か
っ
た
場
合
、
債
権
届
出
を
し
た
団
体
が
そ
の
認
否
を
争
え
ば
、
裁
判
所
が
審
尋
と
書
証
に
基
づ
き
簡
易

確
定
決
定
を
す
る
。
こ
の
決
定
も
、
適
法
な
異
議
申
立
て
が
な
け
れ
ば
確
定
判
決
と
同
一
の
効
力
を
有
し
、
届
出
債
権
の
支
払
命
令
の
場
合

は
強
制
執
行
も
可
能
と
な
る
。

　

簡
易
確
定
決
定
に
当
事
者
ま
た
は
届
出
消
費
者
が
異
議
を
申
し
立
て
た
場
合
は
、
債
権
届
出
書
を
訴
状
と
す
る
訴
え
が
簡
易
確
定
決
定
を

し
た
裁
判
所
に
提
起
さ
れ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
。
こ
れ
は
異
議
後
の
訴
訟
と
呼
ば
れ
、届
出
債
権
者
自
身
が
異
議
を
申
し
立
て
た
と
き
は
、

そ
の
届
出
債
権
者
が
原
告
と
な
り
、
そ
の
他
の
場
合
で
異
議
の
対
象
と
な
っ
た
債
権
を
有
す
る
消
費
者
が
団
体
に
授
権
し
た
場
合
は
、
団
体

が
原
告
と
な
る
。

ｂ
．
本
稿
の
対
象
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こ
の
よ
う
な
二
段
階
訴
訟
に
は
、
そ
の
立
法
論
的
な
当
否
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
解
釈
論
的
に
も
、
様
々
な
手
続
的
問
題
が
伏
在
し
て
い

る
。
例
え
ば
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
と
い
う
新
た
な
訴
訟
形
態
を
創
設
し
た
が
、
そ
の
訴
訟
要
件
と
し
て
は
確
認
の
訴
え
で
あ
る
以
上
、

確
認
の
利
益
が
要
求
さ
れ
る
は
ず
で
あ
る
。
第
一
段
階
に
お
い
て
は
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
、
消
費
者
の
授
権
を
得
る
こ
と
な
く
、
事
業

者
に
対
し
て
独
自
に
、
多
数
の
消
費
者
に
共
通
の
義
務
が
あ
る
こ
と
の
確
認
を
求
め
る
の
で
、
原
告
・
特
定
適
格
消
費
者
団
体
と
被
告
・
事

業
者
と
の
間
に
通
常
の
意
味
で
の
即
時
確
定
の
利
益
は
な
い
。
そ
こ
で
、
法
二
条
四
号
お
よ
び
法
三
条
か
ら
う
か
が
わ
れ
る
多
数
性
、
共
通

性
、
支
配
性
の
要
件
は
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
お
け
る
確
認
の
利
益
と
し
て
整
理
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

　

ま
た
、
消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
に
は
第
一
段
階
に
お
い
て
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
仮
差
押
え
を
で
き
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
そ

の
被
保
全
権
利
の
疎
明
の
程
度
に
つ
い
て
は
若
干
の
規（

５
）定

が
お
か
れ
て
い
る
に
と
ど
ま
り
、
具
体
的
に
は
解
釈
運
用
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
。

第
一
段
階
に
お
い
て
裁
判
上
の
和
解
が
で
き
る
と
の
規
定
（
法
一
〇
条
）
に
つ
い
て
も
、
そ
の
内
容
お
よ
び
効
力
に
つ
い
て
は
、
解
釈
論
が

必
要
で
あ
る
。

　

そ
の
よ
う
な
中
で
、
本
稿
に
お
い
て
は
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
の
訴
訟
物
に
つ
い
て
考
え
て
み
た
い
。

　

第
一
段
階
の
訴
訟
を
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
と
し
た
の
は
消
費
者
庁
の
下
で
の
法
案
作
成
段
階
に
な
っ
て
か
ら
で
あ
る
。
消
費
者
委
員
会

の
集
団
的
消
費
者
被
害
救
済
制
度
専
門
調
査
会
報
告
書
で
は
、「
共
通
争
点
の
確
認
」
と
い
う
語
が
用
い
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
意
味
は
争
い

あ
る
事
実
の
確
認
な
の
か
、
そ
れ
と
も
法
的
な
関
係
の
確
認
な
の
か
が
は
っ
き
り
し
て
い
な
か
っ
た
。
こ
れ
が
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
と
さ

れ
た
の
は
、
平
成
二
四
年
に
公
表
さ
れ
た
「
集
団
的
消
費
者
被
害
回
復
に
係
る
訴
訟
制
度
案
」
に
お
い
て
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
少
な

く
と
も
事
実
の
確
認
で
は
な
い
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ（

６
）た

。

　

そ
し
て
、
法
三
条
一
項
は
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
で
確
認
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
権
利
の
類
型
を
五
つ
定
め
、
同
条
二
項
に
お
い
て

確
認
の
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
損
害
を
除
外
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
消
費
者
契
約
に
関
し
て
事
業
者
が
消
費
者
に
対
し
て
金
銭
支
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払
義
務
を
負
う
場
合
で
、
次
に
掲
げ
る
も
の
が
対
象
と
な
り
う
る
と
さ
れ
て
い
る
（
法
三
条
一
項
）。

　

⑴　

契
約
上
の
債
務
の
履
行
請
求
（
一
号
）

　

⑵　

不
当
利
得
に
か
か
る
請
求
（
二
号
）

　

⑶　

契
約
上
の
債
務
の
不
履
行
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
（
三
号
）

　

⑷　

瑕
疵
担
保
責
任
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
（
四
号
）

　

⑸　

不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
（
五
号
）

　

た
だ
し
、
い
わ
ゆ
る
拡
大
損
害
や
逸
失
利
益
の
賠
償
は
請
求
で
き
な
い
し
、
人
身
被
害
の
損
害
賠
償
や
慰
謝
料
請
求
も
で
き
な
い
（
法
三

条
二
項
）。

　

こ
の
う
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
の
権
利
が
競
合
し
て
成
立
す
る
ケ
ー
ス
、
す
な
わ
ち
請
求
権
競
合
の
場
合
に
は
ど
う
扱
わ
れ
る
の
か
、
こ
れ
が
本

稿
で
の
主
た
る
問
題
で
あ
る
。

　

例
え
ば
、
あ
る
事
業
者
が
有
名
ブ
ラ
ン
ド
の
ニ
セ
モ
ノ
時
計
を
真
正
品
と
偽
り
、
一
セ
ッ
ト
一
〇
万
円
で
売
り
出
し
た
と
い
う
場
合
を
想

定
す
る
。
多
数
の
消
費
者
が
真
正
品
と
誤
認
し
て
購
入
し
、
代
金
支
払
い
後
に
送
ら
れ
て
き
た
現
物
を
見
て
ニ
セ
モ
ノ
で
あ
る
こ
と
が
判
明

し
た
と
い
う
場
合
、
購
入
者
は
、
消
費
者
契
約
法
四
条
一
項
一
号
の
不
実
告
知
と
し
て
、
ま
た
は
民
法
九
六
条
の
詐
欺
と
し
て
、
取
消
権
を

行
使
し
、
代
金
の
返
還
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
は
消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
三
条
一
項
二
号
の
不
当
利
得
返
還
請
求
権
と
な

る
。
ま
た
、
債
務
不
履
行
に
基
づ
く
損
害
賠
償
と
し
て
代
金
相
当
額
の
支
払
い
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
は
同
条
同
項
三
号
に
当

た（
７
）る

。
さ
ら
に
、
ニ
セ
モ
ノ
を
本
物
と
偽
っ
て
売
却
し
た
の
で
あ
る
か
ら
、
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
と
し
て
、
や
は
り
代
金
相
当
額

の
支
払
い
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
は
同
条
同
項
四
号
に
当
た
る
。

　

従
っ
て
、
こ
の
例
で
は
消
費
者
が
事
業
者
に
対
し
て
三
種
類
の
請
求
権
を
有
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
し
か
も
、
消
費
者
の
中
に
は
、
取
消
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権
を
行
使
し
た
こ
と
に
よ
り
、
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
に
加
え
て
取
消
後
の
不
当
利
得
返
還
請
求
権
が
競
合
し
て
成
立
す
る

者
が
い
る
一
方
、
取
消
権
を
行
使
せ
ず
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
の
み
が
成
立
す
る
者
も
い
る
。
そ
の
場
合
に
、
共
通
義
務
確

認
の
訴
え
を
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
提
起
す
る
と
し
た
ら
、
そ
の
訴
訟
物
の
構
成
は
ど
う
な
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
三
つ
の
請
求
権
に

対
応
す
る
義
務
は
、
そ
れ
ぞ
れ
別
々
に
確
認
の
対
象
と
な
る
の
か
、
そ
れ
と
も
包
括
し
て
一
つ
の
確
認
対
象
と
な
る
の
か
、
と
い
っ
た
問
題

で
あ
る
。

　

な
お
、
一
般
の
給
付
訴
訟
に
お
け
る
訴
訟
物
の
議
論
は
、
同
一
当
事
者
間
に
請
求
権
が
競
合
し
て
成
立
す
る
場
合
を
対
象
と
し
て
考
え
ら

れ
て
き
た
が
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
お
い
て
は
、
共
通
義
務
に
対
応
す
る
複
数
の
請
求
権
が
一
人
の
消
費
者
に
競
合
し
て
成
立
す
る
と

同
時
に
、
他
の
消
費
者
に
は
そ
の
い
ず
れ
か
の
請
求
権
の
み
が
成
立
す
る
と
い
う
場
合
が
あ
り
得
る
か
ら
、
よ
り
複
雑
と
な
る
。

　

そ
し
て
共
通
義
務
が
請
求
権
ご
と
に
認
め
ら
れ
る
の
か
、
請
求
権
す
べ
て
を
包
括
し
て
認
め
ら
れ
る
の
か
と
い
う
考
え
方
の
具
体
的
帰
結

も
、複
数
の
請
求
権
が
競
合
し
て
成
立
す
る
消
費
者
と
い
ず
れ
か
の
請
求
権
し
か
成
立
し
な
い
消
費
者
と
を
考
慮
し
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

二
．
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
お
け
る
訴
訟
物
の
考
え
方

ａ
．
新
訴
訟
物
理
論
に
よ
っ
た
場
合

　

新
訴
訟
物
理
論
と
は
、
実
体
法
上
の
請
求
権
を
そ
の
ま
ま
訴
訟
物
と
す
る
の
で
は
な
く
、
訴
訟
法
上
の
給
付
を
受
け
る
法
的
地
位
な
い
し

受
給
権
と
再
構
成
し
た
概
念
を
訴
訟
物
と
す
る
考
え
方
で
あ（

８
）る

。
そ
し
て
請
求
権
が
競
合
す
る
場
面
で
も
、
一
回
の
給
付
を
正
当
化
す
る
に

過
ぎ
な
い
場
合
に
は
訴
訟
物
と
し
て
は
一
個
で
あ
り
、
競
合
す
る
そ
れ
ぞ
れ
の
実
体
法
上
の
請
求
権
は
訴
訟
物
た
る
地
位
な
い
し
権
利
を
根
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拠
付
け
る
理
由
が
競
合
し
て
存
在
す
る
に
過
ぎ
な
い
と
解
す
る
。

　

こ
の
考
え
方
は
、
い
う
ま
で
も
な
く
給
付
訴
訟
を
念
頭
に
置
い
た
も
の
で
あ
る
の
で
、
確
認
訴
訟
に
は
直
ち
に
は
当
て
は
ま
ら
な
い
。
そ

こ
で
、
新
説
に
立
っ
て
も
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
お
い
て
は
確
認
対
象
た
る
実
体
法
上
の
請
求
権
に
対
応
す
る
義
務
の
存
否
が
訴
訟
物

と
な
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

　

し
か
し
、
こ
の
議
論
は
確
認
の
利
益
の
関
係
上
、
給
付
訴
訟
に
よ
り
実
現
で
き
る
給
付
請
求
権
の
確
認
を
求
め
る
こ
と
は
通
常
許
さ
れ

な（
９
）い

と
い
う
こ
と
を
前
提
と
す
る
。
仮
に
給
付
請
求
権
自
体
の
確
認
が
許
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
と
す
る
と
、
そ
の
場
合
は
新
説
の
論
理
か
ら

競
合
す
る
個
々
の
請
求
権
で
は
な
く
包
括
的
な
受
給
権
を
確
認
対
象
と
構
成
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
現
に
債
務
不
存
在
確
認
請
求
に
つ

い
て
は
、
新
説
に
お
い
て
も
消
極
的
確
認
対
象
た
る
権
利
が
実
体
法
上
競
合
す
る
場
合
に
そ
れ
ら
を
包
括
す
る
地
位
な
い
し
権
利
の
不
存
在

を
訴
訟
物
と
す
る
と
の
考
え
方
も
有
力
で
あ

（
（1
（

る
。

　

他
方
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
は
、
多
数
の
消
費
者
に
共
通
す
る
金
銭
支
払
請
求
権
に
対
応
す
る
義
務
を
被
告
が
負
う
べ
き
こ
と
の
確
認

を
求
め
る
も
の
で
あ
り
、
個
別
の
消
費
者
が
提
起
す
る
と
す
れ
ば
給
付
の
訴
え
と
な
る
べ
き
請
求
権
の
存
否
を
対
象
と
す
る
も
の
で
あ
る
か

ら
、
給
付
請
求
権
の
確
認
に
近
い
も
の
と
い
う
こ
と
も
で
き
る
。

　

確
認
訴
訟
に
つ
い
て
も
訴
訟
上
の
地
位
な
い
し
権
利
と
し
て
再
構
成
さ
れ
た
も
の
が
訴
訟
物
に
な
る
と
考
え
る
余
地
が
あ
る
と
す
る
と
、

上
記
設
例
に
お
け
る
特
定
適
格
消
費
者
団
体
の
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
は
、
被
告
事
業
者
が
対
象
消
費
者
に
対
し
て
共
通
し
て
負
う
べ
き
当

該
ニ
セ
モ
ノ
時
計
の
売
買
代
金
相
当
額
の
返
還
義
務
（
の
存
否
）
が
訴
訟
物
と
な
り
、
売
買
契
約
の
不
実
告
知
ま
た
は
詐
欺
に
基
づ
く
取
消

し
を
理
由
と
す
る
不
当
利
得
返
還
請
求
権
か
、
売
買
契
約
の
債
務
不
履
行
に
基
づ
く
代
金
相
当
額
の
損
害
賠
償
請
求
権
か
、
あ
る
い
は
不
法

行
為
に
基
づ
く
代
金
相
当
額
の
損
害
賠
償
請
求
権
か
は
、
共
通
義
務
を
根
拠
付
け
る
理
由
に
す
ぎ
な
い
も
の
と
位
置
づ
け
る
こ
と
に
な
る
。

　

以
下
、
こ
れ
を
受
給
権
構
成
と
呼

（
（1
（

ぶ
。
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ｂ
．
旧
訴
訟
物
理
論
に
よ
っ
た
場
合

　

旧
訴
訟
物
理
論
と
は
、実
体
法
上
の
請
求
権
が
訴
訟
物
と
な
る
と
す
る
の
で
、複
数
の
請
求
権
が
競
合
し
て
成
立
す
る
場
合
に
お
い
て
も
、

そ
の
そ
れ
ぞ
れ
が
訴
訟
物
を
構
成
す
る
と
考
え

（
（1
（

る
。

　

こ
れ
に
よ
れ
ば
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
お
い
て
も
同
様
に
、
消
費
者
の
実
体
法
上
の
請
求
権
ご
と
に
、
こ
れ
を
負
う
べ
き
事
業
者
の

共
通
義
務
が
成
立
す
る
と
解
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
従
っ
て
上
記
設
例
で
は
、
不
実
告
知
な
い
し
詐
欺
を
理
由
と
す
る
取
消
し
の
意
思

表
示
に
基
づ
く
不
当
利
得
請
求

（
（1
（

権
、
債
務
不
履
行
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
、
そ
し
て
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
の
い
ず
れ

か
に
対
応
す
る
売
買
代
金
相
当
額
支
払
い
の
共
通
義
務
（
の
存
否
）
と
い
う
三
通
り
の
訴
訟
物
が
観
念
し
え
て
、
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が

共
通
義
務
確
認
の
訴
え
を
提
起
す
る
際
は
、
そ
の
い
ず
れ
か
、
ま
た
は
そ
の
す
べ
て
を
訴
訟
物
と
し
て
特
定
し
て
請
求
す
る
こ
と
と
な
る
。

　

以
下
、
こ
れ
を
個
別
請
求
権
構
成
と
呼

（
（1
（

ぶ
。

三
．
訴
訟
物
構
成
に
よ
る
帰
結

　

上
記
の
よ
う
に
、
訴
訟
物
理
論
の
違
い
に
よ
り
、
受
給
権
構
成
と
個
別
請
求
権
構
成
と
が
あ
り
得
る
こ
と
が
確
認
で
き
た
。
次
に
、
そ
の

帰
結
の
差
異
を
検
討
す
る
。

ａ
．
簡
易
確
定
手
続
の
対
象
債
権
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共
通
義
務
確
認
請
求
訴
訟
で
は
、
訴
状
に
お
い
て
、「
対
象
債
権
及
び
対
象
消
費
者
の
範
囲
を
記
載
」
し
、
そ
の
請
求
の
趣
旨
お
よ
び
原

因
を
「
特
定
」
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
五
条
）。
こ
の
対
象
債
権
は
、
簡
易
確
定
手
続
開
始
決
定
書
に
お
け
る
対
象
債
権
と
し
て
記
載

さ
れ
（
法
二
〇
条
）、
簡
易
確
定
手
続
申
立
団
体
に
よ
る
対
象
消
費
者
へ
の
通
知
に
も
記
載
さ
れ
る
（
法
二
五
条
一
項
三
号
）。
そ
し
て
対
象

消
費
者
が
簡
易
確
定
手
続
申
立
団
体
に
授
権
し
て
団
体
が
届
け
出
る
対
象
債
権
に
つ
い
て
も
、
そ
の
「
請
求
原
因
に
つ
い
て
は
、
共
通
義
務

確
認
訴
訟
に
お
い
て
認
め
ら
れ
た
義
務
に
係
る
事
実
上
及
び
法
律
上
の
原
因
を
前
提
と
す
る
も
の
に
限
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
（
法
三
〇

条
二
項
二

（
（1
（

号
）。

　

そ
こ
で
、
上
記
の
設
例
で
例
え
ば
原
告
が
取
消
し
に
基
づ
く
不
当
利
得
返
還
請
求
権
の
み
を
主
張
し
て
こ
れ
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
確

認
を
求
め
、
そ
の
認
容
判
決
が
下
さ
れ
た
場
合
、
受
給
権
構
成
で
あ
れ
ば
、
不
当
利
得
以
外
の
法
律
構
成
に
よ
る
支
払
請
求
権
で
あ
っ
て
も

簡
易
確
定
手
続
で
の
対
象
債
権
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
た
だ
し
、
法
三
〇
条
二
項
二
号
に
定
め
ら
れ
た
「
事
実
上
及
び
法
律
上
の
原
因
を

前
提
と
す
る
も

（
（1
（

の
」
と
認
め
ら
れ
る
か
ど
う
か
が
問
題
と
な
り
、
共
通
義
務
確
認
訴
訟
に
お
い
て
不
当
利
得
返
還
請
求
権
の
事
実
上
お
よ
び

法
律
上
の
原
因
が
そ
れ
以
外
の
法
律
構
成
に
よ
っ
て
も
前
提
と
な
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
限
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
個
別
請
求
権
構
成
で
あ
れ
ば
、
取
消
し
に
基
づ
く
不
当
利
得
返
還
請
求
権
以
外
の
法
律
構
成
、
す
な
わ
ち
債
務
不
履
行
や

不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
は
対
象
債
権
と
は
な
ら
な
い
こ
と
に
な
る
。

　

な
お
、
簡
易
確
定
手
続
に
お
け
る
債
権
届
出
で
特
定
さ
れ
た
対
象
債
権
は
、
簡
易
確
定
決
定
に
対
し
て
適
法
な
異
議
が
出
さ
れ
た
場
合
の

異
議
後
の
訴
訟
に
お
い
て
も
、
そ
の
届
出
書
が
訴
状
と
み
な
さ
れ
る
（
法
五
二
条
一
項
）
の
で
、
訴
訟
物
を
構
成
す
る
。
し
か
も
異
議
後
の

訴
訟
で
は
訴
え
の
変
更
は
制
限
さ
れ
て
い
る
（
法
五
四
条
）
の
で
、
訴
訟
物
の
同
一
性
が
な
い
と
さ
れ
る
請
求
権
を
異
議
後
の
訴
訟
で
新
た

に
提
出
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
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ｂ
．
共
通
義
務
確
認
訴
訟
に
お
け
る
請
求
の
併
合
形
態
と
判
決
の
対
象

　

次
に
、
共
通
義
務
確
認
訴
訟
に
お
い
て
不
当
利
得
返
還
請
求
権
、
債
務
不
履
行
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
、
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害

賠
償
請
求
権
の
い
ず
れ
を
も
主
張
し
て
訴
え
を
提
起
し
た
場
合
に
は
、
請
求
の
併
合
と
し
て
は
ど
う
扱
わ
れ
、
従
っ
て
判
決
は
ど
の
よ
う
に

下
す
の
か
が
問
題
と
な
る
。

　

ま
ず
受
給
権
構
成
に
よ
れ
ば
、
訴
訟
物
は
一
つ
で
複
数
の
法
的
観
点
が
提
示
さ
れ
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
の
で
、
請
求
の
併
合
は
な
く
、
判

決
も
一
つ
の
共
通
義
務
確
認
に
関
し
て
下
す
こ
と
に
な
る
。

　

た
だ
し
、
前
述
し
た
通
り
、
簡
易
確
定
手
続
に
お
け
る
届
出
債
権
は
「
請
求
原
因
に
つ
い
て
は
、
共
通
義
務
確
認
訴
訟
に
お
い
て
認
め
ら

れ
た
義
務
に
係
る
事
実
上
及
び
法
律
上
の
原
因
を
前
提
と
す
る
も
の
に
限
る
」
と
さ
れ
て
い
る
の
で
、
想
定
さ
れ
る
複
数
の
法
律
構
成
に
対

応
し
た
事
実
上
及
び
法
律
上
の
原
因
を
理
由
中
で
認
定
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
そ
し
て
、
法
律
構
成
に
よ
っ
て
は
認
め
ら
れ
る
も
の
と
認

め
ら
れ
な
い
も
の
と
が
あ
り
得
る
と
す
れ
ば
、
共
通
義
務
確
認
訴
訟
の
判
決
中
に
て
そ
の
点
を
明
確
に
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

　

次
に
個
別
請
求
権
構
成
に
よ
れ
ば
、
訴
訟
物
が
三
つ
提
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
な
る
の
で
、
請
求
の
併
合
形
態
が
問
題
と
な
る
。
旧
訴
訟

物
理
論
に
よ
れ
ば
、
給
付
訴
訟
に
お
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
選
択
的
併
合
と
し
て
、
複
数
の
競
合
す
る
請
求
権
の
い
ず
れ
か
一
つ
が
認
容
さ
れ

る
こ
と
を
解
除
条
件
と
し
て
他
の
請
求
権
が
訴
訟
物
と
さ
れ
て
い
る
と
構
成
さ
れ

（
（1
（

る
。
し
か
し
な
が
ら
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
で
は
、
後

の
簡
易
確
定
手
続
で
の
届
出
債
権
お
よ
び
異
議
後
の
訴
訟
に
お
け
る
訴
訟
物
が
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
で
認
め
ら
れ
た
債
権
と
一
致
し
て
い

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
、
複
数
の
法
律
構
成
の
い
ず
れ
で
も
よ
い
と
い
う
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。
対
象
消
費
者
の
中
に
は
、
い
ず
れ
の
法

律
構
成
で
も
よ
い
と
い
う
場
合
と
、
い
ず
れ
か
の
法
律
構
成
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
場
合
が
含
ま
れ
う
る
。
例
え
ば
、
上
記
設
例

で
、
取
消
し
の
意
思
表
示
を
し
た
対
象
消
費
者
は
不
当
利
得
返
還
請
求
権
も
不
法
行
為
ま
た
は
債
務
不
履
行
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
も
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主
張
可
能
だ
が
、
取
消
し
の
意
思
表
示
を
し
て
い
な
い
対
象
消
費
者
は
、
不
当
利
得
返
還
請
求
権
を
主
張
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
不
法
行
為

に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
ま
た
は
債
務
不
履
行
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
と
構
成
し
た
債
権
を
届
出
債
権
と
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
仮
に

三
つ
の
訴
訟
物
を
選
択
的
併
合
と
解
し
て
不
当
利
得
返
還
請
求
権
に
対
応
す
る
義
務
の
み
が
認
容
さ
れ
た
な
ら
ば
、
取
消
権
を
行
使
し
て
い

な
か
っ
た
対
象
消
費
者
は
簡
易
確
定
手
続
で
債
権
を
主
張
で
き
な
い
こ
と
と
な
る
。
そ
れ
で
は
多
数
の
消
費
者
の
被
害
救
済
を
図
る
本
制
度

の
趣
旨
に
適
合
し
な
い
し
、
原
告
の
意
思
に
も
合
致
し
な
い
の
で
、
複
数
の
競
合
す
る
請
求
権
が
訴
訟
物
と
し
て
提
示
さ
れ
た
場
合
、
そ
れ

ら
は
単
純
併
合
と
し
て
、
い
ず
れ
に
も
認
容
ま
た
は
棄
却
の
判
決
を
下
す
必
要
が
あ
る
。

ｃ
．
必
要
的
併
合
お
よ
び
関
連
請
求
の
中
止
等

　

共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
お
い
て
は
、
複
数
の
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
同
一
の
事
業
者
に
対
し
て
同
一
内
容
の
共
通
義
務
確
認
の
訴
え

を
提
起
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
そ
こ
で
、
最
初
に
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
が
提
起
さ
れ
た
裁
判
所
が
管
轄
裁
判
所
と
な
る
旨
の
規
定
（
法
六

条
五
項
）
を
置
い
て
、
そ
の
裁
判
所
が
同
項
た
だ
し
書
き
に
定
め
ら
れ
た
移
送
を
し
な
い
限
り
、
他
の
裁
判
所
の
管
轄
権
を
排
除
し
、
複
数

の
訴
え
が
同
一
の
裁
判
所
に
係
属
す
る
よ
う
に
工
夫
し
て
い
る
。
さ
ら
に
必
要
的
併
合
の
規
定
（
法
七
条
）
を
置
き
、「
請
求
の
内
容
及
び

相
手
方
が
同
一
」
の
訴
え
は
併
合
審
理
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
の
規
定
が
訴
訟
物
と
の
関
係
で
ど
の
よ
う
に
解
さ
れ
る
か
は
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
。
そ
こ
で
、
上
記
の
設
例
に
関
し
て
受

給
権
構
成
を
採
る
場
合
と
個
別
請
求
権
構
成
を
採
る
場
合
と
で
、
そ
の
帰
結
を
考
え
て
み
よ
う
。

　

ま
ず
受
給
権
構
成
を
採
る
場
合
は
、
法
律
構
成
に
か
か
わ
ら
ず
一
個
の
共
通
義
務
が
訴
訟
物
と
解
さ
れ
る
の
で
、
法
七
条
一
項
の
「
請
求

の
内
容
及
び
相
手
方
が
同
一
」
の
訴
え
は
訴
訟
物
が
同
一
の
場
合
と
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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こ
れ
に
対
し
て
個
別
請
求
権
構
成
を
採
り
、
例
え
ば
不
当
利
得
返
還
請
求
を
請
求
原
因
と
す
る
共
通
義
務
の
確
認
を
訴
訟
物
と
し
た
場
合

に
は
、
別
個
の
法
律
構
成
に
基
づ
く
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
法
六
条
五
項
の
適
用
は
な
い
と
解
し
、
従
っ
て
当
然
に
は
法
七
条
の
適
用
も

な
い
と
解
す
る
こ
と
が
あ
り
う

（
（1
（

る
。

　

し
か
し
、実
質
的
に
重
複
し
た
訴
え
が
別
々
に
係
属
す
る
こ
と
は
望
ま
し
く
な
い
。
一
般
の
民
事
訴
訟
に
お
け
る
二
重
起
訴
禁
止
規
定（
民

訴
法
一
四
二
条
）
の
解
釈
に
お
い
て
も
、
訴
訟
物
が
同
一
で
あ
る
場
合
に
は
必
ず
し
も
限
ら
ず
に
、
主
要
な
争
点
が
重
複
す
る
場
合
に
適
用

が
あ
る
と
解
す
る
立

（
（1
（

場
が
有
力
で
あ
る
。
法
七
条
一
項
の
「
請
求
の
内
容
及
び
相
手
方
が
同
一
」
の
解
釈
に
お
い
て
も
、
個
別
請
求
権
構
成

を
採
る
場
合
に
訴
訟
物
は
必
ず
し
も
同
一
で
な
い
複
数
の
請
求
で
も
「
請
求
の
内
容
」
が
同
一
で
あ
る
と
解
す
る
こ
と
は
、
無
理
な
解
釈
と

は
言
え
な
い
。

　

な
お
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
が
係
属
し
て
い
る
場
合
に
、
そ
の
当
事
者
た
る
事
業
者
に
対
し
て
対
象
消
費
者
が
「
当
該
共
通
義
務
確
認

訴
訟
の
目
的
で
あ
る
請
求
又
は
防
御
の
方
法
と
関
連
す
る
請
求
に
係
る
」
訴
訟
を
提
起
し
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
訴
訟
手
続
の
中
止
を
命
じ

る
こ
と
が
で
き
る
と
規
定
さ
れ
て
い
る
（
法
六
二
条
）。
こ
れ
は
例
え
ば
法
三
条
に
よ
り
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
の
対
象
と
は
で
き
な
い
損

害
も
含
め
た
金
銭
請
求
や
、
そ
も
そ
も
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
の
対
象
で
は
な
い
非
金
銭
請
求
も
含
め
た
請
求
に
つ
い
て
も
適
用
が
あ
る
と

解
さ
れ
る
。
従
っ
て
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
と
は
法
律
構
成
の
違
い
に
よ
り
訴
訟
物
が
異
な
る
と
解
さ
れ
る
場
合
で
も
、
中
止
命
令
の
対
象

と
な
り
う
る
こ
と
に
な
る
。

ｄ
．
既
判
力
の
及
ぶ
範
囲

　

共
通
義
務
確
認
の
訴
え
の
既
判
力
は
、
民
事
訴
訟
法
一
一
四
条
お
よ
び
一
一
五
条
の
適
用
が
あ
る
ほ
か
、
法
九
条
に
よ
り
、「
当
該
共
通
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義
務
確
認
訴
訟
の
当
事
者
以
外
の
特
定
適
格
消
費
者
団
体
及
び
当
該
共
通
義
務
確
認
訴
訟
に
係
る
対
象
消
費
者
の
範
囲
に
属
す
る
第
三
〇
条

第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
届
出
消
費
者
に
対
し
て
も
そ
の
効
力
を
有
す
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
法
規
定
を
前
提
と
し
て
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
関
す
る
訴
訟
物
の
考
え
方
ご
と
に
、
既
判
力
の
作
用
を
考
え
て
み
よ
う
。

　

ま
ず
、
受
給
権
構
成
に
よ
れ
ば
比
較
的
シ
ン
プ
ル
で
、
上
記
設
例
の
い
ず
れ
の
法
的
構
成
で
訴
え
た
と
し
て
も
、
既
判
力
は
法
的
構
成
の

別
に
か
か
わ
ら
ず
に
及
ぶ
こ
と
に
な
る
の
で
、
請
求
認
容
で
も
棄
却
で
も
同
様
で
あ
り
、
当
事
者
以
外
の
特
定
適
格
消
費
者
団
体
の
別
訴
は

認
容
判
決
が
確
定
す
れ
ば
訴
え
の
利
益
を
欠
き
、
棄
却
判
決
が
確
定
す
れ
ば
共
通
義
務
不
存
在
と
の
判
断
に
拘
束
さ
れ
る
。
対
象
消
費
者
に

対
し
て
は
、
棄
却
判
決
の
効
力
が
及
ぶ
こ
と
は
考
え
ら
れ
ず
、
認
容
判
決
に
つ
い
て
は
簡
易
確
定
手
続
に
お
い
て
授
権
し
て
債
権
が
届
け
出

ら
れ
た
場
合
に
効
力
が
及
ぶ
。

　

た
だ
し
、
前
述
の
通
り
、
簡
易
確
定
手
続
の
対
象
債
権
と
な
り
う
る
の
は
、
そ
の
請
求
原
因
が
「
共
通
義
務
確
認
訴
訟
に
お
い
て
認
め
ら

れ
た
義
務
に
係
る
事
実
上
及
び
法
律
上
の
原
因
を
前
提
と
す
る
も
の
に
限
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
（
法
三
〇
条
二
項
二
号
）
た
め
、
既
判

力
の
範
囲
は
法
律
構
成
に
関
わ
ら
な
い
で
及
ぶ
と
し
て
も
、
債
権
届
出
が
で
き
る
の
は
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
で
認
め
ら
れ
た
事
実
上
お
よ

び
法
律
上
の
原
因
と
一
致
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
う
だ
と
す
る
と
、他
の
特
定
適
格
消
費
者
団
体
に
認
容
判
決
の
既
判
力
が
及
ぶ
場
合
で
も
、

同
一
訴
訟
物
で
別
個
の
法
律
上
ま
た
は
事
実
上
の
原
因
に
基
づ
く
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
は
、
必
ず
し
も
訴
え
の
利
益
が

欠
け
る
と
は
言
い
難
い
と
も
解
し
う
る
。

　

個
別
請
求
権
構
成
に
よ
れ
ば
、
原
則
と
し
て
実
体
法
上
の
請
求
権
の
一
つ
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
確
認
を
求
め
た
場
合
に
は
、
そ
の
範

囲
で
し
か
既
判
力
は
生
じ
な
い
。
従
っ
て
、
例
え
ば
不
当
利
得
返
還
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
確
認
を
求
め
て
認
容
さ
れ
た
場
合
に

は
、
債
務
不
履
行
や
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
確
認
に
既
判
力
は
及
ば
ず
、
同
一
の
団
体
で
も
他
の

団
体
で
も
別
に
訴
訟
を
提
起
で
き
る
こ
と
と
な
る
。
こ
の
こ
と
は
、
通
常
の
給
付
訴
訟
で
請
求
権
が
競
合
す
る
場
合
の
処
理
と
し
て
は
あ
り



論　　　説

北法65（3・70）564

得
な
い
。
と
い
う
の
も
競
合
す
る
一
つ
の
給
付
請
求
権
に
認
容
判
決
が
確
定
す
れ
ば
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
強
制
執
行
し
て
満
足
す
れ
ば
よ
い

の
で
あ
り
、
競
合
す
る
他
の
請
求
権
に
基
づ
い
て
同
一
の
給
付
を
求
め
る
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
は
、
既
判
力
が
及
ば
な
い
と
い
う
以
前
に

実
益
が
な
い
。
と
こ
ろ
が
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
で
は
、
多
数
の
消
費
者
の
給
付
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
を
観
念
す
る
の
で
、
あ
る

請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
が
確
認
さ
れ
て
も
、
そ
の
請
求
権
と
一
般
的
に
は
競
合
す
る
別
の
請
求
権
の
み
し
か
主
張
で
き
な
い
消
費
者

が
存
在
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
確
認
を
す
る
実
益
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。

　

例
え
ば
取
消
権
行
使
に
よ
る
不
当
利
得
返
還
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
存
在
が
確
認
さ
れ
た
場
合
、
取
消
権
を
行
使
し
た
消
費
者

は
対
象
消
費
者
と
な
り
う
る
が
、
こ
れ
を
行
使
し
な
か
っ
た
、
あ
る
い
は
取
消
権
の
行
使
期
間
が
経
過
し
た
た
め
行
使
で
き
な
か
っ
た
消
費

者
が
、
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
を
主
張
で
き
る
場
合
に
は
、
別
途
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通

義
務
の
確
認
を
求
め
る
実
益
が
あ
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
例
え
ば
不
当
利
得
返
還
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
確
認
請
求
が
棄
却
さ
れ
た
場
合
は
事
情
が
異
な
る
。
一
般
の
請

求
権
競
合
の
事
例
で
は
、
あ
る
請
求
権
の
不
存
在
を
確
定
す
る
判
決
の
既
判
力
は
、
原
則
と
し
て
競
合
す
る
他
の
請
求
権
構
成
に
及
ば
な
い

が
、
判
例
に
よ
れ
ば
、
他
の
請
求
権
構
成
に
よ
る
再
訴
が
信
義
則
に
反
す
る
と
さ
れ
る
可
能
性
が
あ

（
（1
（

る
。
こ
れ
を
応
用
す
る
な
ら
ば
、
少
な

く
と
も
同
一
の
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
、
不
当
利
得
返
還
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
確
認
を
求
め
て
請
求
棄
却
と
な
っ
た
場
合
、

不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
確
認
を
求
め
る
こ
と
は
、
前
訴
に
お
い
て
不
法
行
為
に
基
づ
く
主
張
を
す

る
こ
と
に
支
障
が
な
く
、
む
し
ろ
不
法
行
為
構
成
の
訴
訟
物
も
あ
わ
せ
て
主
張
す
べ
き
と
評
価
で
き
、
ま
た
実
質
的
に
も
不
法
行
為
に
基
づ

く
請
求
権
を
基
礎
づ
け
る
事
実
に
つ
い
て
前
訴
で
審
理
が
さ
れ
て
い
た
と
解
さ
れ
る
場
合
に
は
、
不
当
な
蒸
し
返
し
で
あ
る
と
し
て
後
訴
が

却
下
さ
れ
る
可
能
性
が
高
い
。

　

こ
れ
と
同
様
の
こ
と
が
他
の
特
定
適
格
消
費
者
団
体
に
つ
い
て
も
い
え
る
か
ど
う
か
は
、
別
途
検
討
す
べ
き
問
題
で
あ
る
。
前
訴
を
提
起
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し
た
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
不
当
利
得
返
還
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
の
み
を
訴
訟
物
と
し
て
い
た
場
合
に
、
そ
の
確
定
判
決
の
効

果
と
し
て
他
の
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
別
訴
を
提
起
す
る
こ
と
が
信
義
則
違
反
に
な
る
と
い
う
た
め
に
は
、
他
の
団
体
に
よ
る
提
訴
が
容

易
で
、
か
つ
そ
う
す
べ
き
だ
っ
た
と
評
価
で
き
る
こ
と
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
が
、
す
で
に
訴
訟
当
事
者
と
な
っ
た
団
体
が
別
の
法
的
構
成

に
基
づ
く
請
求
を
追
加
す
べ
き
だ
っ
た
と
は
い
え
る
場
合
で
も
、
そ
の
訴
訟
の
当
事
者
で
は
な
い
団
体
に
は
当
該
訴
訟
に
お
け
る
審
理
内
容

を
適
時
に
知
り
得
る
と
は
限
ら
ず
、
ま
し
て
や
審
理
に
参
加
し
て
別
の
法
的
請
求
に
基
づ
く
請
求
を
追
加
す
べ
き
だ
っ
た
と
い
え
る
場
合
は

少
な
い
と
思
わ
れ
る
。
そ
う
だ
と
す
れ
ば
、
他
の
団
体
に
よ
る
別
の
訴
訟
物
に
よ
る
後
訴
が
信
義
則
に
よ
り
遮
断
さ
れ
る
こ
と
は
原
則
と
し

て
な
い
と
解
さ
れ
る
。

　

い
ず
れ
に
し
て
も
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
の
既
判
力
は
、
同
一
訴
訟
物
に
関
す
る
後
訴
を
必
ず
し
も
遮
断
し
な
い
。
さ
ら
に
簡
易
確
定

手
続
に
お
け
る
債
権
届
出
に
つ
い
て
は
、
訴
訟
物
の
枠
組
み
よ
り
も
、
法
三
〇
条
二
項
二
号
の
事
実
上
お
よ
び
法
律
上
の
原
因
が
決
定
的
な

役
割
を
果
た
す
。
既
判
力
は
訴
訟
物
た
る
共
通
義
務
の
存
否
の
判
断
に
生
じ
る
と
し
て
も
、
債
権
届
出
の
可
否
は
、
理
由
中
の
判
断
と
位
置

付
け
ら
れ
る
事
実
上
お
よ
び
法
律
上
の
原
因
の
同
一
性
が
基
準
と
な
る
。
そ
の
レ
ベ
ル
の
判
断
に
判
決
の
効
力
が
観
念
さ
れ
る
と
す
れ
ば
、

そ
の
性
質
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
。
こ
れ
は
訴
訟
物
を
考
察
対
象
と
す
る
本
稿
の
枠
を
越
え
る
の
で
、
他
の
機
会
に
改
め
て
論
じ
る
こ
と
と

し
た
い
。五

．
ま
と
め

　

以
上
の
考
察
を
ま
と
め
る
と
以
下
の
よ
う
に
な
る
。

　

ま
ず
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
お
け
る
訴
訟
物
は
、
訴
訟
物
理
論
の
違
い
に
よ
り
、
対
象
消
費
者
に
複
数
の
実
体
法
上
の
請
求
権
が
成
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立
す
る
可
能
性
の
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
複
数
の
請
求
権
の
そ
れ
ぞ
れ
に
対
応
す
る
複
数
の
共
通
義
務
が
そ
れ
ぞ
れ
訴
訟
物
を
構
成
す
る
と

解
す
る
立
場
（
個
別
請
求
権
構
成
）
と
複
数
の
請
求
権
を
ま
と
め
た
受
給
権
に
対
応
す
る
単
一
の
共
通
義
務
が
訴
訟
物
に
な
る
と
解
す
る
立

場
（
受
給
権
構
成
）
が
あ
り
得
る
。

　

受
給
権
構
成
に
立
つ
な
ら
ば
、
訴
訟
物
は
複
数
あ
る
い
ず
れ
の
法
律
構
成
に
基
づ
い
て
主
張
立
証
し
て
認
容
判
決
を
受
け
て
も
共
通
な
の

で
、
い
ず
れ
の
法
律
構
成
に
基
づ
く
債
権
で
あ
っ
て
も
簡
易
確
定
手
続
に
お
け
る
対
象
債
権
と
な
り
う
る
が
、
そ
の
請
求
原
因
が
「
共
通
義

務
確
認
訴
訟
に
お
い
て
認
め
ら
れ
た
義
務
に
係
る
事
実
上
及
び
法
律
上
の
原
因
を
前
提
と
す
る
も
の
」（
法
三
〇
条
二
項
二
号
）
で
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
ま
た
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
で
複
数
の
法
律
構
成
に
基
づ
く
請
求
権
を
主
張
し
た
場
合
で
も
請
求
の
併
合
は
な
く
、
判
決
の

対
象
は
一
つ
の
共
通
義
務
で
あ
る
。
た
だ
し
、
複
数
の
法
律
構
成
で
事
実
上
お
よ
び
法
律
上
の
原
因
が
重
な
ら
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
い
ず

れ
に
つ
い
て
認
め
る
か
認
め
な
い
か
を
認
定
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
こ
で
排
斥
さ
れ
た
事
実
上
お
よ
び
法
律
上
の
原
因
に
つ
い
て
は
、
簡
易

確
定
手
続
に
お
け
る
対
象
債
権
と
は
な
ら
な
い
。
法
七
条
の
必
要
的
併
合
の
範
囲
は
訴
訟
物
の
範
囲
と
一
致
す
る
。
法
六
二
条
の
関
連
す
る

訴
訟
は
、
受
給
権
構
成
で
あ
っ
て
も
訴
訟
物
の
枠
組
み
を
超
え
て
適
用
が
あ
る
。
既
判
力
の
範
囲
も
受
給
権
構
成
は
法
律
構
成
に
か
か
わ
ら

ず
共
通
義
務
の
存
否
に
既
判
力
が
生
じ
、
他
の
特
定
適
格
消
費
者
団
体
に
よ
る
同
一
内
容
の
請
求
は
遮
断
さ
れ
る
。
た
だ
し
法
律
上
ま
た
は

事
実
上
の
原
因
が
異
な
る
共
通
義
務
を
主
張
す
る
場
合
は
、
少
な
く
と
も
訴
え
の
利
益
が
な
い
と
し
て
遮
断
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
。

　

こ
れ
に
対
し
て
個
別
請
求
権
構
成
で
は
、
訴
訟
物
は
複
数
の
実
体
法
上
の
請
求
権
そ
れ
ぞ
れ
に
対
応
す
る
複
数
の
共
通
義
務
ご
と
に
観
念

さ
れ
、
あ
る
実
体
法
上
の
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
を
訴
訟
物
と
す
る
確
認
請
求
が
認
容
さ
れ
れ
ば
、
簡
易
確
定
手
続
で
は
そ
の
請
求

権
を
対
象
債
権
と
す
る
こ
と
に
な
り
、
そ
れ
以
外
の
請
求
権
は
対
象
債
権
と
な
ら
な
い
。
ま
た
一
つ
の
請
求
権
、
例
え
ば
不
当
利
得
返
還
請

求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
を
訴
訟
物
と
し
て
も
、
そ
の
根
拠
と
な
る
事
実
が
不
実
告
知
や
詐
欺
、
取
消
権
行
使
や
解
除
権
行
使
、
そ
も
そ

も
無
効
な
ど
の
よ
う
に
異
な
れ
ば
、
簡
易
確
定
手
続
に
お
い
て
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
で
認
め
ら
れ
た
事
実
を
変
更
追
加
す
る
こ
と
は
許
さ
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れ
な
い
の
で
、
結
局
受
給
権
構
成
と
同
様
に
、
理
由
中
で
複
数
の
法
律
上
及
び
事
実
上
の
原
因
を
特
定
し
、
そ
れ
ら
す
べ
て
を
認
め
る
か
認

め
な
い
か
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
で
複
数
の
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
を
訴
訟
物
と
し
た
場
合
は
、
単
純
併

合
と
な
り
、
い
ず
れ
に
つ
い
て
も
判
決
す
る
。
ま
た
法
七
条
の
適
用
は
、
同
一
訴
訟
物
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、
競
合
し

て
成
立
し
う
る
他
の
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
確
認
訴
訟
に
も
拡
張
し
て
適
用
す
る
こ
と
も
、
解
釈
論
と
し
て
は
成
り
立
ち
う
る
。
法

六
二
条
に
つ
い
て
も
訴
訟
物
が
同
一
と
は
い
え
な
い
個
別
訴
訟
に
つ
い
て
適
用
が
あ
る
。
既
判
力
の
範
囲
は
、
原
則
と
し
て
訴
訟
物
が
同
一

の
請
求
に
つ
い
て
及
ぶ
の
で
、
競
合
す
る
請
求
権
の
一
つ
の
み
に
対
応
す
る
共
通
義
務
確
認
請
求
が
認
容
さ
れ
た
場
合
に
、
他
の
請
求
権
に

対
応
す
る
共
通
義
務
確
認
請
求
を
別
訴
提
起
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
棄
却
判
決
が
下
さ
れ
た
場
合
に
は
、
既
判
力
が
及
ば

な
い
他
の
請
求
権
に
対
応
す
る
共
通
義
務
に
つ
い
て
別
訴
で
確
認
を
求
め
る
こ
と
は
、
同
一
の
特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
提
訴
す
る
の
で
あ

れ
ば
信
義
則
違
反
と
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
が
、
他
の
団
体
に
よ
る
別
訴
を
信
義
則
違
反
と
評
価
す
る
こ
と
は
原
則
と
し
て
で
き
な
い
。

　

以
上
の
対
比
を
前
提
と
し
て
、
消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
の
解
釈
と
し
て
適
合
的
な
の
は
、
個
別
請
求
権
構
成
と
解
さ
れ
る
。
そ
れ
は
簡

易
確
定
手
続
お
よ
び
異
議
後
の
訴
訟
手
続
に
お
け
る
対
象
消
費
者
の
請
求
権
と
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
の
対
象
債
権
と
が
、
そ
の
事
実
上
お

よ
び
法
律
上
の
原
因
に
つ
い
て
共
通
し
て
い
る
こ
と
を
要
求
さ
れ
て
い
る
の
で
、
共
通
義
務
確
認
訴
訟
の
既
判
力
の
範
囲
も
対
象
債
権
と
一

致
す
る
と
解
す
る
方
が
簡
明
に
思
わ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
上
述
の
通
り
、
個
別
請
求
権
構
成
を
と
っ
た
と
し
て
も
、
な
お
訴
訟
物
と
な
る
「
共
通
義
務
」
の
中
に
複
数
の
法
律
上

お
よ
び
事
実
上
の
原
因
が
観
念
で
き
る
こ
と
に
な
る
の
で
、
そ
の
限
り
で
は
受
給
権
構
成
と
同
様
の
問
題
が
生
じ
る
。
し
か
し
、
そ
れ
で
も

共
通
争
点
か
ら
共
通
義
務
へ
と
変
更
し
た
立
法
趣
旨
や
、
紛
争
を
実
体
法
上
の
請
求
権
よ
り
も
さ
ら
に
細
か
く
分
断
す
る
こ
と
に
よ
る
不
都

合
を
考
慮
す
れ
ば
、
少
な
く
と
も
訴
訟
物
と
し
て
は
実
体
法
上
の
請
求
権
に
対
応
す
る
「
共
通
義
務
」
と
す
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る
。

　

訴
訟
物
に
関
す
る
考
察
は
以
上
で
あ
る
が
、
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
の
判
決
効
に
つ
い
て
は
、
訴
訟
物
の
構
成
に
関
す
る
理
論
的
な
立
場
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（
１
）
こ
の
法
律
に
関
し
て
は
、
立
法
過
程
で
公
表
さ
れ
た
も
の
も
含
め
、
以
下
の
よ
う
な
文
献
が
参
考
に
な
る
。
本
稿
で
は
著
者
名
と
文
献
番
号

に
よ
り
引
用
す
る
。

　
　

①
加
納
克
利
・
松
田
知
丈
「
集
団
的
消
費
者
被
害
回
復
に
係
る
訴
訟
制
度
案
に
つ
い
て
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
九
八
九
号
一
六
頁
（
二
〇
一
二
）

　
　

②
千
葉
恵
美
子
・
長
谷
部
由
起
子
・
鈴
木
将
文
編
『
集
団
的
消
費
者
利
益
の
実
現
と
法
の
役
割
』（
商
事
法
務
・
二
〇
一
四
）

　
　

③
町
村
泰
貴
・
鹿
野
菜
穂
子
・
小
田
典
靖
・
井
口
尚
志
「［
特
別
企
画
］
日
本
版
ク
ラ
ス
ア
ク
シ
ョ
ン
と
は
何
か
」
法
学
セ
ミ
ナ
ー
二
〇
一
四
年

五
月
号
三
四
頁
以
下

　
　

④
山
本
和
彦
「
集
団
的
消
費
者
被
害
回
復
制
度
の
理
論
的
問
題
」
松
本
恒
雄
還
暦
記
念
『
民
事
法
の
現
代
的
課
題
』（
商
事
法
務
・
二
〇
一
二
）

頁
以
下

　
　

⑤
第
一
東
京
弁
護
士
会
全
期
旬
和
会
編
著
『
Ｑ
＆
Ａ
新
し
い
集
団
訴
訟
』（
日
本
加
除
出
版
・
二
〇
一
四
）

　
　

⑥
消
費
者
庁
消
費
者
制
度
課
編
『
一
問
一
答
消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
』（
商
事
法
務
・
二
〇
一
四
）

（
２
）
本
法
に
よ
り
改
正
さ
れ
た
消
費
者
契
約
法
一
三
条
五
項
一
号
が
採
用
し
て
い
る
略
称
で
あ
り
、
本
稿
で
も
以
後
は
、
法
律
名
と
し
て
は
こ
の

略
称
を
用
い
る
ほ
か
、
本
法
か
ら
の
引
用
は
法
◯
条
と
の
み
記
載
す
る
。

（
３
）
消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
の
立
法
過
程
お
よ
び
そ
の
手
続
の
概
略
に
つ
い
て
は
、
注
（
１
）
記
載
の
各
文
献
参
照
。

と
別
個
に
検
討
す
べ
き
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
共
通
義
務
確
認
判
決
は
、
そ
の
既
判
力
に
よ
り
債
権
確
定
手
続
に
お
け
る
簡

易
確
定
な
い
し
異
議
後
の
訴
訟
を
拘
束
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
て
き
た
が
、
実
際
は
既
判
力
の
対
象
で
あ
る
実
体
法
上
の
請
求
権
よ
り
も
狭

い
範
囲
の
、
事
実
上
お
よ
び
法
律
上
の
原
因
を
同
じ
く
す
る
債
権
と
い
う
レ
ベ
ル
で
拘
束
力
を
持
つ
。
さ
ら
に
そ
の
拘
束
力
は
、「
個
々
の

消
費
者
の
事
情
に
よ
り
そ
の
金
銭
の
支
払
請
求
に
理
由
が
な
い
場
合
」
は
留
保
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
共
通
義
務
確
認
判
決
の
効
力

は
、
通
常
の
理
解
に
よ
る
既
判
力
よ
り
も
狭
く
、
い
わ
ば
理
由
中
の
判
断
の
レ
ベ
ル
で
働
く
と
も
見
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
判
決
効
の
性
質
は
ど
の
よ
う
に
理
解
す
べ
き
か
、
こ
の
点
は
今
後
の
課
題
と
し
た
い
。



消費者裁判手続特例法の共通義務確認の訴えと訴訟物

北法65（3・75）569

（
４
）
例
え
ば
破
産
法
一
一
一
条
以
下
参
照
。

（
５
）
法
五
六
条
三
項
に
は
「
第
一
項
の
申
立
て
に
お
い
て
は
、
保
全
す
べ
き
権
利
に
つ
い
て
、
対
象
債
権
及
び
対
象
消
費
者
の
範
囲
並
び
に
当
該

特
定
適
格
消
費
者
団
体
が
取
得
す
る
可
能
性
の
あ
る
債
務
名
義
に
係
る
対
象
債
権
の
総
額
を
明
ら
か
に
す
れ
ば
足
り
る
。」
と
規
定
さ
れ
て
い
る

が
、
そ
の
総
額
と
は
ど
の
よ
う
に
し
て
算
定
さ
れ
る
か
、
可
能
性
あ
る
全
債
権
額
と
す
る
の
か
、
一
定
の
歩
留
ま
り
を
見
込
ん
だ
額
と
す
る
の

か
な
ど
、
議
論
が
あ
る
。
こ
の
仮
差
押
え
に
つ
い
て
は
、
⑥
消
費
者
庁
一
二
二
頁
以
下
が
詳
し
い
。

（
６
）
こ
の
間
の
経
緯
に
つ
き
立
案
担
当
官
は
「
消
費
者
紛
争
に
お
け
る
共
通
争
点
が
多
種
多
様
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
つ
つ
、
相
当
多
数
の
消
費

者
と
事
業
者
と
の
間
の
法
律
関
係
を
端
的
に
捉
え
、判
決
主
文
を
よ
り
簡
明
な
も
の
と
す
る
観
点
か
ら
構
成
し
直
し
た
」と
説
明
す
る
。
①
加
納
・

松
田
、
特
に
一
七
頁
参
照
。

（
７
）
債
務
不
履
行
で
あ
る
と
し
て
、
契
約
解
除
を
要
せ
ず
に
代
金
相
当
額
の
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
か
、
あ
る
い
は
解
除
し
た
場
合
に
は

損
害
賠
償
請
求
権
で
は
な
く
不
当
利
得
返
還
請
求
権
で
あ
っ
て
法
三
条
一
項
二
号
に
該
当
す
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
問
題
も
あ
る
が
、
こ
こ

で
は
さ
し
あ
た
り
、
債
務
不
履
行
を
理
由
に
代
金
相
当
額
の
損
害
賠
償
請
求
権
を
取
得
す
る
こ
と
を
想
定
す
る
。

（
８
）
訴
訟
物
に
関
す
る
文
献
は
枚
挙
に
暇
が
な
い
。
代
表
的
な
も
の
と
し
て
、新
堂
幸
司
「『
訴
訟
物
』
の
再
構
成
」
同
『
訴
訟
物
と
争
点
効
（
上
）』

（
有
斐
閣
・
一
九
八
八
、
初
出
一
九
五
八
）
の
み
を
挙
げ
る
。

（
９
）
た
だ
し
、
最
判
平
成
一
一
年
一
月
二
一
日
民
集
五
三
巻
一
号
一
頁
は
、
条
件
付
き
権
利
と
し
て
の
建
物
賃
貸
借
に
お
け
る
敷
金
返
還
請
求
権

の
存
在
確
認
を
適
法
と
認
め
て
い
た
。

（
10
）
新
堂
・
前
掲
（
注
８
）
書
六
八
頁
以
下
。
そ
こ
で
は
消
費
貸
借
金
返
還
債
務
不
存
在
確
認
の
訴
え
を
提
起
し
て
勝
訴
し
た
者
が
、
後
に
消
費

貸
借
契
約
無
効
を
理
由
と
す
る
不
当
利
得
返
還
請
求
訴
訟
を
提
起
さ
れ
た
場
合
に
、
既
判
力
が
及
ぶ
べ
き
と
論
じ
ら
れ
て
い
る
。

（
11
）
新
訴
訟
物
理
論
を
と
る
か
ら
と
い
っ
て
必
然
的
に
共
通
義
務
確
認
の
訴
え
に
お
い
て
も
受
給
権
構
成
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
も

の
で
は
な
い
。
そ
こ
で
、
新
訴
訟
物
理
論
な
い
し
訴
訟
法
説
と
は
一
応
区
別
し
て
、
受
給
権
構
成
と
呼
ぶ
こ
と
と
し
た
。

（
12
）
さ
し
あ
た
り
、
伊
藤
眞
『
民
事
訴
訟
法
［
第
四
版
］』（
有
斐
閣
・
二
〇
一
一
）
一
九
八
頁
以
下
参
照
。

（
13
）
消
費
者
契
約
法
四
条
一
項
の
不
実
告
知
を
理
由
と
し
て
取
り
消
し
た
か
民
法
九
六
条
一
項
の
詐
欺
を
理
由
に
取
り
消
し
た
か
は
、
適
用
法
条

が
異
な
る
の
で
、
実
体
法
上
の
請
求
権
が
別
異
と
な
り
、
訴
訟
物
と
し
て
も
異
な
る
と
の
考
え
方
も
あ
り
得
る
が
、
旧
訴
訟
物
理
論
に
お
い
て

も
、
例
え
ば
賃
貸
借
契
約
の
終
了
に
基
づ
く
明
渡
請
求
権
に
つ
い
て
、
終
了
原
因
が
期
間
満
了
か
解
除
か
に
よ
っ
て
明
渡
請
求
権
が
異
な
る
と
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は
解
さ
な
い
一
元
説
が
有
力
説
と
さ
れ
る
。
倉
田
卓
次
監
修
『
要
件
事
実
の
証
明
責
任　

契
約
法
下
』（
西
神
田
編
集
室
・
一
九
九
八
）
六
〇
二

頁
以
下
参
照
。
こ
れ
と
同
様
に
、
不
当
利
得
返
還
請
求
権
の
根
拠
法
条
が
消
費
者
契
約
法
か
民
法
か
に
よ
っ
て
実
体
法
上
の
請
求
権
は
異
な
ら

な
い
と
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
同
旨
、笠
井
正
俊
「
消
費
者
裁
判
手
続
特
例
法
に
基
づ
く
請
求
・
審
理
・
裁
判
等
に
関
す
る
手
続
上
の
諸
問
題
」

②
千
葉
・
長
谷
部
・
鈴
木
三
六
二
頁
以
下
、
特
に
三
七
五
頁
以
下
。
た
だ
し
、
⑥
消
費
者
庁
八
三
頁
は
、
債
権
届
出
の
場
面
に
お
い
て
不
実
告

知
を
理
由
と
す
る
取
消
し
と
詐
欺
取
消
し
と
が
異
な
る
も
の
と
し
て
い
る
。

（
14
）
旧
訴
訟
物
理
論
・
実
体
法
説
の
立
場
か
ら
必
然
的
に
個
別
請
求
権
構
成
と
な
る
わ
け
で
は
な
い
。
競
合
す
る
実
体
法
上
の
請
求
権
を
統
一
的

に
理
解
す
る
立
場
（
新
実
体
法
説
）
も
あ
り
う
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
旧
訴
訟
物
理
論
と
は
一
応
区
別
し
て
個
別
請
求
権
構
成

と
呼
ん
で
い
る
。

（
15
）
な
お
、
⑥
消
費
者
庁
八
三
頁
で
は
、「
共
通
す
る
事
実
上
及
び
法
律
上
の
原
因
を
前
提
と
し
な
い
別
の
請
求
の
原
因
を
追
加
し
て
主
張
す
る
こ

と
（
例
え
ば
、
共
通
義
務
確
認
訴
訟
の
判
決
に
お
い
て
、
個
々
の
消
費
者
の
事
情
が
な
い
限
り
、
不
実
告
知
に
よ
る
取
消
し
を
理
由
と
し
た
不

当
利
得
返
還
請
求
義
務
が
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
と
い
う
場
合
に
お
い
て
、
不
当
利
得
返
還
請
求
権
を
届
け
出
る
際
に
、
届
出
書
に
詐

欺
取
消
し
を
理
由
と
す
る
請
求
原
因
を
も
付
加
し
て
主
張
す
る
こ
と
）
は
、
許
さ
れ
ま
せ
ん
。」
と
し
て
い
る
。

（
16
）
こ
の
「
事
実
上
及
び
法
律
上
の
原
因
」
と
い
う
用
語
は
、
一
般
に
は
共
同
訴
訟
の
要
件
を
定
め
た
民
事
訴
訟
法
三
八
条
前
段
後
半
に
お
い
て

用
い
ら
れ
て
い
る
が
、そ
こ
で
は
旧
法
以
来
広
く
解
釈
し
て
よ
い
と
さ
れ
て
き
た
。例
え
ば
上
田
徹
一
郎
・
井
上
治
典
編『
注
釈
民
事
訴
訟
法（
二
）』

（
有
斐
閣
・
一
九
九
二
）
二
九
頁
以
下
（
山
本
弘
）。
も
っ
と
も
そ
れ
は
共
同
訴
訟
の
要
件
が
認
め
ら
れ
た
と
し
て
も
不
都
合
が
あ
れ
ば
裁
判
所

が
職
権
で
弁
論
を
分
離
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
、
幅
広
く
認
め
て
も
差
支
え
は
な
い
場
面
で
の
こ
と
で
あ
る
。

（
17
）
伊
藤
・
前
掲
書
（
注
12
）
五
九
〇
頁
。

（
18
）
た
だ
し
そ
の
場
合
で
も
法
六
条
六
項
に
基
づ
き
裁
量
移
送
し
た
上
で
、
民
訴
法
一
五
二
条
に
基
づ
い
て
職
権
に
よ
る
併
合
を
す
る
こ
と
は
あ

り
う
る
。

（
19
）
住
吉
博
『
民
事
訴
訟
論
集
第
一
巻
』（
法
学
書
院
・
一
九
七
八
、
初
出
一
九
七
〇
）
二
五
五
頁
以
下
、
三
木
浩
一
『
民
事
訴
訟
に
お
け
る
手
続

運
営
の
理
論
』（
有
斐
閣
・
二
〇
一
三
、
初
出
一
九
九
五
）
二
六
六
頁
以
下
、
高
橋
宏
志
「
重
複
訴
訟
の
禁
止
」
同
『
重
点
講
義
民
事
訴
訟
法
・

上
（
第
二
版
補
訂
版
）』（
有
斐
閣
・
二
〇
一
三
）
一
二
三
頁
以
下
な
ど
。

（
20
）
そ
の
代
表
例
と
し
て
最
判
昭
和
五
一
年
九
月
三
〇
日
民
集
三
〇
巻
八
号
七
九
九
頁
。
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護
に
関
す
る
議
論
の
展
開

第
三
章　

若
干
の
考
察
─
─
日
本
法
に
お
け
る
仮
想
財
産
の
民
法
的
保
護
の
在
り
方

序
章第

一
節　

問
題
の
所
在

　

二
〇
世
紀
後
半
か
ら
二
一
世
紀
に
か
け
て
、
日
本
社
会
で
は
、
情
報
社

会
の
高
度
化
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
イ
ン
フ
ラ
化
が
著
し
く
進
展
し
て
お

り
、
情
報
や
デ
ジ
タ
ル
・
デ
ー
タ
等
の
無
体
財
の
重
要
性
が
日
進
月
歩
で

増
し
て
き
て
い
る
。
そ
こ
で
、こ
れ
ら
新
し
い
無
体
財
の
私
法
上
の
保
護
、

ひ
い
て
は
そ
の
適
切
な
保
護
の
た
め
の
新
た
な
民
法
理
論
の
必
要
性
が
、

か
ね
て
よ
り
主
張
さ
れ
て
い（

１
）る

。
こ
の
動
き
は
、
現
代
法
の
基
礎
が
土
地

等
の
有
体
物
の
私
的
所
有
を
念
頭
に
構
築
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
、

一
定
の
対
応
を
迫
る
も
の
で
あ
る
と
い
え
る
。
本
稿
は
、
こ
の
よ
う
な
状

況
の
も
と
で
、人
々
に
よ
る
利
用
や
取
引
が
活
発
化
し
て
い
る
、イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
・
サ
ー
バ
上
の
デ
ジ
タ
ル
・
デ
ー
タ
の
民
法
的
保
護
に
つ
い
て
、

と
く
に
昨
今
“
仮
想
財
産
”
と
呼
ば
れ
る
デ
ー
タ
の
法
的
保
護
の
在
り
方

を
中
心
に
、
検
討
す
る
も
の
で
あ
る
。
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一　

無
体
物
の
民
法
的
保
護
に
関
す
る
従
来
の
議
論

　

日
本
民
法
八
五
条
は
、「
こ
の
法
律
に
お
い
て
『
物
』
と
は
、
有
体
物

を
い
う
。」
と
定
め
、
物
権
の
客
体
た
る
「
物
」
の
概
念
を
有
体
物
に
限

定
し
て
い
る
。
こ
こ
に
い
う
有
体
物
と
は
、
伝
統
的
に
は
、
物
理
的
考
察

に
基
づ
く
法
律
上
の
概
念
と
し
て
把
握
さ
れ
、
社
会
観
念
上
空
間
の
一
部

を
占
め
て
有
形
的
存
在
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
、
と
説
か

れ（
２
）る

。
こ
の
考
え
に
よ
る
と
、
八
五
条
は
、
無
体
物
が
客
体
と
し
て
物
権

の
対
象
と
な
ら
な
い
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
も
の
で
あ
り
、
法
律
上
、
有

体
物
、
無
体
物
両
者
の
取
り
扱
い
に
差
異
が
生
ず
る
こ
と
を
示
す
も
の
で

あ
る
、
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
点
、
本
条
は
、
旧
民
法
財
産
編
六
条
の
「
物
ニ
ハ
有
体
ナ
ル
有
リ

無
体
ナ
ル
有
リ
」
と
い
う
「
物
」
の
概
念
を
意
図
的
に
否
定
し
た
も
の

で
あ
っ
た
が
、
こ
の
と
き
起
草
者
た
ち
が
「
物
」
の
概
念
か
ら
排
除
し

よ
う
と
し
た
無
体
物
と
は
、
主
と
し
て
、
物
権
や
債
権
等
の
「
権
利
」
で

あ
っ（

３
）た

。
そ
の
た
め
、
今
日
取
引
が
活
発
化
し
て
い
る
デ
ジ
タ
ル
・
デ
ー

タ
等
の
新
た
な
無
体
財
は
も
ち
ろ
ん
、
そ
れ
以
外
の
多
く
の
無
体
物
に
つ

い
て
も
、
起
草
段
階
に
お
い
て
想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
と
評
価
し
う
る

の
で
あ
る
。

　

そ
の
こ
と
も
あ
っ
て
、
物
権
の
客
体
に
関
す
る
伝
統
的
通
説
が
、
八
五

条
に
い
う
「
物
」
の
要
件
と
し
て
、
有
体
性
、
支
配
可
能
性
、
独
立
性
、

非
人
格
性
を
求
め
る
一
方（

４
）で

、
有
体
性
の
重
要
視
に
つ
い
て
は
、
す
で
に

明
治
時
代
に
疑
問
が
提
示
さ
れ
て
い
た
。
立
法
者
の
一
人
で
あ
る
富
井
政

章
（
敬
称
略
。
以
下
同
じ
）
は
、
結
果
的
に
は
右
の
立
法
者
の
考
え
に
賛

同
し
た
も
の
の
、
物
権
の
客
体
を
有
体
物
に
限
る
こ
と
は
狭
隘
に
失
し
ま

い
か
と
の
見
解
を
示
し
て
い（

５
）る

。
ま
た
、
三
潴
信
三
は
、
物
権
の
客
体
を

有
体
物
と
す
る
点
に
物
権
と
債
権
の
理
論
的
区
別
を
認
め
う
る
と
す
る
考

え
を
批
判
し
、
無
体
物
観
念
の
排
斥
に
関
す
る
疑
念
を
呈
し（

６
）た

。

　

昭
和
時
代
に
入
る
と
、「
物
」
の
概
念
に
無
体
物
を
も
包
含
せ
し
め
よ

う
と
す
る
学
説
が
有
力
に
主
張
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
。
石
田
文
次
郎
は
、

財
産
権
の
客
体
と
し
て
「
物
」
を
観
念
す
る
と
き
に
は
有
体
性
よ
り
も
支

配
可
能
性
、
処
分
可
能
性
等
が
尊
重
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
し
、
一
物

と
し
て
の
存
在
の
た
め
に
は
独
立
し
た
物
理
的
存
在
よ
り
も
独
立
し
た
取

引
上
の
価
値
が
標
準
と
な
る
べ
き
で
、
独
立
の
取
引
価
値
を
有
す
る
支
配

可
能
な
物
が
法
律
上
の
「
物
」
で
あ
る
と
い
う
傾
向
に
進
む
べ
き
で
あ
る

と
し（

７
）た

。
ま
た
、
我
妻
栄
は
、
電
気
等
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
企
業
、
集
合
物

を
念
頭
に
置
き
つ
つ
、
法
律
上
の
「
物
」
を
物
理
学
上
の
有
体
物
に
制
限

す
る
こ
と
は
現
代
の
社
会
的
経
済
的
事
情
に
適
さ
な
い
と
し
て
、「
有
体

物
」
を
「
法
律
上
の
排
他
的
支
配
可
能
性
の
あ
る
も
の
」
と
い
う
意
味
に

解
す
べ
き
で
あ
る
と
し（

８
）た

。
こ
れ
ら
の
考
え
は
、「
物
」
概
念
の
拡
張
に
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よ
り
、
一
定
の
要
件
を
充
た
す
無
体
物
を
当
然
に
、
物
権
の
客
体
と
し
て

取
り
扱
う
こ
と
を
志
向
す
る
も
の
で
あ
る
。
実
際
に
訴
訟
に
て
争
わ
れ
た

事
案
は
多
く
は
な
い
も
の
の
、
判
例
も
こ
の
立
場
に
立
っ
て
い
る
と
思
わ

れ( (

(

る
。

　

し
か
し
、
こ
れ
に
対
す
る
さ
ら
な
る
批
判
と
し
て
、
川
島
武
宜
は
、
本

条
を
物
権
、
と
く
に
所
有
権
の
客
体
た
る
物
に
関
す
る
規
定
と
解
し
、
所

有
権
は
ほ
か
の
権
利
に
対
し
法
技
術
上
特
殊
性
を
備
え
る
が
ゆ
え
に「
物
」

を
有
体
物
に
限
る
の
で
あ
る
と
し

（
（1
（

た
。
こ
の
見
解
に
よ
る
と
、
や
は
り
無

体
物
は
法
律
上
の
概
念
と
し
て
の
所
有
権
の
客
体
と
な
ら
ず
、
そ
こ
で
の

「
物
」
の
有
体
性
は
物
理
的
考
察
を
中
心
と
す
る
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ

る
と
い
う
こ
と
に
な

（
（1
（

る
。

　

こ
の
批
判
を
勘
案
し
た
う
え
で
、
四
宮
和
夫
は
、
無
体
物
は
わ
が
民
法

上
「
物
」
で
は
な
い
こ
と
を
前
提
と
し
、有
体
物
以
外
の
物
に
つ
い
て
は
、

む
し
ろ
、
法
の
欠
缺
と
考
え
、
そ
の
性
質
と
問
題
に
応
じ
て
「
物
」
又
は

物
権
に
関
す
る
規
定
を
類
推
適
用
す
れ
ば
足
り
る
と
し

（
（1
（

た
。

　

以
上
の
議
論
を
受
け
て
、「
物
」
概
念
と
無
体
物
の
関
係
に
つ
い
て
今

日
の
学
説
に
よ
っ
て
と
ら
れ
て
い
る
方
向
と
し
て
は
、
二
つ
に
分
か
れ
て

い
る
と
い
え
る
。
ひ
と
つ
は
、
特
別
の
規
定
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、

一
定
の
要
件
を
満
た
す
無
体
物
を
「
物
」
と
扱
う
こ
と
を
目
指
す
方
向
で

あ
（
（1
（

り
、
ひ
と
つ
は
、
無
体
物
は
「
物
」
で
は
な
い
と
し
た
う
え
で
、
そ
の

性
質
と
問
題
に
応
じ
て
「
物
」
に
関
す
る
規
定
を
類
推
適
用
す
る
方
向
で

あ
（
（1
（

る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
今
日
の
学
説
は
、
社
会
の
変
化
に
伴
っ
て
、
新
た
な
無

体
財
に
つ
い
て
も
民
法
上
の
物
権
的
保
護
、
つ
ま
り
広
義
の
所
有
法
上
の

保
護
の
対
象
に
含
め
る
こ
と
を
志
向
す
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
と
い
え

る
。
た
だ
し
、
現
状
仮
に
ど
ち
ら
の
考
え
に
よ
る
に
せ
よ
、
無
体
物
に
関

し
て
い
か
な
る
法
的
権
益
や
そ
の
保
護
が
認
め
ら
れ
る
の
か
に
つ
い
て

は
、
当
該
無
体
物
の
性
質
や
問
題
状
況
等
を
具
体
的
に
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

　

二　

検
討
の
対
象

　

情
報
化
社
会
に
お
い
て
、
既
存
の
法
体
系
に
対
応
を
迫
る
無
体
財
の
典

型
例
と
し
て
は
、
無
論
、
情
報
が
あ
げ
ら
れ
、
そ
の
法
的
保
護
に
つ
い
て

検
討
す
る
論
考
は
枚
挙
に
暇
が
な

（
（1
（

い
。
そ
こ
で
は
一
般
に
、
情
報
の
法
的

性
質
と
し
て
、
無
体
物
で
あ
る
こ
と
、
排
他
的
支
配
可
能
性
が
な
い
こ
と

が
、
有
体
物
と
の
対
比
で
問
題
と
さ
れ
て
い
る
。

　

一
方
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
イ
ン
フ
ラ
化
に
伴
い
、
ド
メ
イ
ン
・
ネ
ー

ム
や
メ
ー
ル
・
ア
カ
ウ
ン
ト
等
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
デ
ー
タ
の
権
利
帰
属
に

つ
い
て
も
問
題
に
な
っ
て
い

（
（1
（

る
。
こ
れ
ら
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
デ
ー
タ
は
、



いわゆる“仮想財産”の民法的保護に関する一考察（１）

北法65（3・81）575

大
勢
の
ユ
ー
ザ
が
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
介
し
て
専
用
の

サ
ー
バ
等
と
接
続
し
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
環
境
を
共
有
す
る
こ
と
が
で
き
る

サ
ー
ビ
ス
に
お
い
て
、
ユ
ー
ザ
が
一
定
の
排
他
的
利
用
を
行
う
も
の
で
あ

る
。
そ
の
た
め
、
こ
れ
ら
各
種
デ
ー
タ
は
、
無
体
物
で
あ
る
と
い
う
点
で

情
報
と
特
徴
が
共
通
す
る
一
方
、
サ
ー
ビ
ス
上
、
一
定
の
排
他
的
支
配
が

可
能
と
な
っ
て
い
る
と
い
う
点
で
、
そ
の
性
質
を
異
に
す
る
と
い
え
る
。

　

本
稿
で
考
察
の
主
た
る
対
象
と
す
る
の
は
、
以
上
の
よ
う
な
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
上
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
デ
ー
タ
の
う
ち
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
と
事
業

者
と
の
意
見
の
対
立
が
顕
わ
に
な
っ
た
萌
芽
的
事
例
の
ひ
と
つ
と
い
え

る
、
い
わ
ゆ
る
“
仮
想
財
産
”
に
関
す
る
問
題
で
あ
る
。
こ
こ
に
い
う
仮

想
財
産
と
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
た
産
業
の
ひ
と
つ
で
あ
る
オ

ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
で
使
用
さ
れ
る
、
専
用
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の

中
で
稼
動
す
る
あ
る
種
の
デ
ー
タ
で
あ

（
（1
（

る
。
具
体
的
に
は
、
ゲ
ー
ム
内
の

「
動
産
」や「
不
動
産
」、（
電
子
マ
ネ
ー
と
は
異
な
る
）サ
ー
ビ
ス
内「
通
貨
」、

ゲ
ー
ム
キ
ャ
ラ
ク
タ
（
そ
れ
自
体
の
デ
ー
タ
）
等
、
ユ
ー
ザ
が
い
わ
ば
排

他
的
に
利
用
し
て
い
る
各
種
デ
ー
タ
を
総
称
す
る
用
語
で
あ
る
。

　

そ
も
そ
も
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
に
は
、
囲
碁
、
将
棋
、
麻
雀
等
、

既
存
の
遊
戯
の
プ
レ
イ
環
境
が
オ
ン
ラ
イ
ン
に
変
わ
っ
た
だ
け
の
も

の
か
ら
、M

O
RPG

（M
ultiplayer O

nline Role-Playing Gam
e

）

や
、M

M
O

RPG

（M
assively M

ultiplayer O
nline Role-Playing 

Gam
e

）
等
、
オ
ン
ラ
イ
ン
専
用
に
デ
ザ
イ
ン
さ
れ
た
も
の
ま
で
、
様
々

な
も
の
が
含
ま
れ
る
。
し
か
し
こ
れ
ら
は
押
並
べ
て
、
他
者
と
の
競
争
や

協
力
、
交
流
等
を
サ
ー
ビ
ス
の
魅
力
の
ひ
と
つ
と
し
て
い
る
点
で
共
通
し

て
い
る
。

　

こ
の
点
、
と
く
に
後
者
の
タ
イ
プ
の
サ
ー
ビ
ス
は
、“Role-Playing”

の
名
の
通
り
、
仮
想
の
世
界
と
し
て
構
築
さ
れ
た
ゲ
ー
ム
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

内
で
、
何
ら
か
の
役
割
を
演
じ
る
こ
と
を
楽
し
む
サ
ー
ビ
ス
で
あ
り
、
そ

こ
で
は
、
仮
想
財
産
の
収
集
な
い
し
使
用
、
お
よ
び
取
引
を
体
験
す
る
こ

と
が
目
的
の
ひ
と
つ
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
ゲ
ー
ム
内
で
貴
重
と

さ
れ
る
「
動
産
」
や
「
不
動
産
」、高
額
な
「
通
貨
」
等
、様
々
な
“
財
産
”

の
獲
得
の
た
め
に
、
多
く
の
時
間
や
金
銭
を
費
や
す
ユ
ー
ザ
も
少
な
く
な

い
。

　

当
初
、
こ
の
仮
想
財
産
の
取
引
は
、
ゲ
ー
ム
内
の
ア
イ
テ
ム
な
い
し
通

貨
に
よ
る
「
物
々
交
換
」
と
し
て
サ
ー
ビ
ス
内
で
完
結
し
た
形
で
行
わ
れ

て
い
た
。
し
か
し
、
い
つ
し
か
一
部
の
ユ
ー
ザ
が
、
他
の
ユ
ー
ザ
か
ら
現

実
の
金
銭
と
引
き
替
え
に
こ
れ
を
入
手
し
よ
う
と
す
る
（
あ
る
い
は
逆
に

交
換
の
対
価
と
し
て
現
実
の
金
銭
を
要
求
す
る
）
事
態
、
い
わ
ゆ
る
リ
ア

ル
マ
ネ
ー
ト
レ
ー
ド
（
以
下
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ
）
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
そ

の
市
場
規
模
は
非
常
に
大
き
な
も
の
と
な
っ
て
い
っ
た
。

　

こ
れ
を
う
け
て
、事
業
者
側
に
お
い
て
は
、ユ
ー
ザ
間
の
Ｒ
Ｍ
Ｔ
を
サ
ー
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ビ
ス
の
基
本
設
計
に
盛
り
込
ん
だ
り
、反
対
に
、こ
れ
を
規
約
で
禁
止
し
、

違
反
し
た
ユ
ー
ザ
の
Ｉ
Ｄ
を
利
用
停
止
に
し
た
り
と
い
っ
た
対
応
が
な
さ

れ
た
。
ま
た
、規
約
で
ユ
ー
ザ
間
Ｒ
Ｍ
Ｔ
を
禁
止
す
る
事
業
者
の
中
に
も
、

仮
想
財
産
を
含
む
付
加
価
値
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
有
償
取
引
と
し
て
ユ
ー
ザ

と
行
う
者
も
現
れ
、
い
つ
し
か
個
別
の
デ
ー
タ
の
取
引
が
産
業
を
支
え
る

よ
う
に
な
っ
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
仮
想
財
産
が
現
実
の
経
済
的
価
値
を
有
す
る
に
伴
い
、

前
述
の
規
約
に
反
す
る
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
是

（
（1
（

非
の
ほ
か
、
ユ
ー
ザ
間
に
お
け
る
詐

欺
的
取
引
被
害
や
ハ
ッ
キ
ン
グ
に
よ
る
仮
想
財
産
の
窃
取
、
事
業
者
の
管

理
不
行
届
き
に
よ
る
デ
ー
タ
の
滅
失
、
サ
ー
ビ
ス
終
了
時
の
デ
ー
タ
の
処

遇
如
何
等
、
様
々
な
問
題
に
つ
い
て
、
法
的
に
対
応
す
べ
き
な
の
で
は
な

い
か
と
、
各
国
で
盛
ん
に
議
論
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
日
本
国
内
に
お

い
て
も
、
国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
に
寄
せ
ら
れ
た
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー

ビ
ス
に
関
す
る
相
談
件
数
が
、
二
〇
〇
九
年
度
は
一
四
三
七
件
、
二
〇
一

〇
年
度
は
二
〇
四
三
件
、
二
〇
一
一
年
度
は
三
五
〇
六
件
、
二
〇
一
二
年

度
は
五
六
二
八
件
、
二
〇
一
三
年
度
は
五
八
九
九
件
、
二
〇
一
四
年
度
は

五
〇
五
件
（
前
年
度
同
期
四
九
〇
件
、
二
〇
一
四
年
五
月
三
一
日
現
在
）

と
、
増
加
傾
向
に
あ
り
、
対
応
が
迫
ら
れ
て
い
る
と
い
え

（
（1
（

る
。

　

三　

問
題
意
識

　

こ
の
点
、
仮
想
財
産
の
実
体
は
、
結
局
の
と
こ
ろ
２
Ｄ
な
い
し
３
Ｄ
で

描
写
さ
れ
た
影
像
で
あ
り
、
事
業
者
が
管
理
・
運
営
す
る
サ
ー
バ
上
で
稼

働
す
る
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
コ
ー
ド
の
個
別
の
デ
ー
タ
に
す
ぎ
な
い
。
そ
の

た
め
、
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
は
ユ
ー
ザ
が
物
理
的
に
掌
握
で
き
る
状
況
に
は

な
い
と
い
え
る
。

　

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
は
、
現
実
世
界
の
存
在
を
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

上
に
再
現
す
る
か
の
よ
う
に
作
成
さ
れ
た
も
の
が
多
く
（
現
に
ユ
ー
ザ
側

の
モ
ニ
タ
に
は
そ
の
よ
う
に
描
写
さ
れ
て
い
る
）、
ま
た
シ
ス
テ
ム
上
、

ユ
ー
ザ
は
そ
の
一
定
の
排
他
的
利
用
を
行
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
前
述
の
通

り
、
そ
の
獲
得
の
た
め
に
は
、
現
実
の
時
間
、
金
銭
、
場
合
に
よ
っ
て
は

創
作
性
と
も
表
現
し
う
る
創
意
工
夫
が
求
め
ら
れ
る
場
合
も
あ
る
。

　

そ
の
た
め
、ユ
ー
ザ
に
は
、そ
れ
ら
の
デ
ー
タ
に
一
種
の
愛
着
を
持
ち
、

窃
取
や
滅
失
等
の
場
合
に
有
体
物
と
同
様
に
法
的
に
取
り
扱
う
こ
と
を
望

む
者
も
少
な
く
な
い
。
と
く
に
Ｒ
Ｍ
Ｔ
は
、
デ
ー
タ
の
私
的
所
有
を
疑
わ

な
い
ユ
ー
ザ
に
よ
っ
て
な
さ
れ
て
い
る
と
言
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
だ
ろ

う
。
ま
た
、
理
由
の
不
透
明
な
ア
ク
セ
ス
禁
止
や
突
然
の
サ
ー
ビ
ス
終
了

に
み
ま
わ
れ
た
際
、
自
己
の
活
動
の
場
や
そ
こ
で
築
き
上
げ
た
“
財
産
”

な
い
し
“
人
間
関
係
”
が
不
当
に
奪
わ
れ
た
と
感
じ
て
、茫
然
自
失
と
い
っ

た
状
態
に
陥
る
ユ
ー
ザ
も
少
な
か
ら
ず
存
在
す
る
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
情
報
社
会
の
高
度
化
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
イ
ン
フ
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ラ
化
の
結
果
と
し
て
、
あ
る
種
の
デ
ジ
タ
ル
・
デ
ー
タ
の
取
引
や
利
用
が

非
常
に
活
発
に
な
っ
て
お
り
、
そ
の
他
の
私
有
財
産
と
同
等
の
法
的
保
護

の
必
要
性
が
主
張
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
一

方
で
、
技
術
的
限
界
の
た
め
、
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
は
今
な
お
有
体
物
よ
り

も
儚
い
存
在
で
あ
る
こ
と
は
確
か
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
当
該
デ
ー
タ
が

不
法
に
侵
害
さ
れ
た
と
い
い
う
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
有
体
物
の
保
護
を

前
提
と
し
た
伝
統
的
な
理
解
に
基
づ
い
て
い
る
の
か
、「
デ
ー
タ
は
そ
も

そ
も
消
え
て
な
く
な
る
も
の
な
の
だ
か
ら
ど
う
し
よ
う
も
な
い
」、「
そ
れ

が
わ
か
っ
て
い
て
手
を
出
し
た
の
だ
か
ら
自
己
責
任
」
等
と
、
デ
ー
タ
乃

至
そ
の
利
用
に
関
す
る
ユ
ー
ザ
の
権
益
が
閑
却
さ
れ
、
実
質
的
な
解
決
へ

の
道
が
閉
ざ
さ
れ
て
し
ま
っ
て
い
る
の
が
現
状
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ

ら
の
デ
ー
タ
の
利
用
が
と
き
に
人
々
の
経
済
的
な
基
盤
と
な
っ
て
い
る
こ

と
、
あ
る
い
は
そ
の
人
格
形
成
に
さ
え
影
響
を
与
え
る
よ
う
に
な
っ
て
き

て
い
る
こ
と
に
鑑
み
る
に
、
む
し
ろ
法
の
助
力
に
よ
っ
て
ユ
ー
ザ
の
利
益

の
よ
り
一
層
の
保
護
を
実
現
す
る
べ
き
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

　

以
上
の
問
題
意
識
か
ら
、
本
稿
で
は
、
ユ
ー
ザ
が
一
定
の
排
他
的
利
用

を
行
う
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
サ
ー
バ
上
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
デ
ー
タ
の
民
法

的
保
護
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
と
く
に
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス

で
利
用
さ
れ
る
、
い
わ
ゆ
る
仮
想
財
産
に
関
す
る
議
論
を
中
心
に
、
検
討

し
て
い
く
。

第
二
節　

比
較
法
の
対
象

　

仮
想
財
産
の
民
法
的
保
護
に
関
す
る
検
討
を
行
う
に
際
し
て
、本
稿
は
、

比
較
法
的
手
法
を
採
用
す
る
。
対
象
は
、
ア
メ
リ
カ
法
お
よ
び
中
国
法
で

あ
る
。

　

こ
の
両
国
の
議
論
を
参
照
す
る
理
由
は
、
第
一
に
、
日
本
法
に
お
い
て

は
、
本
問
題
に
関
す
る
法
学
的
見
地
か
ら
の
論
考
の
公
表
が
少
な
い
一

方
（
（2
（

で
、
ア
メ
リ
カ
及
び
中
国
で
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
市
場
が
巨
大
な

規
模
に
発
展
し
、
ユ
ー
ザ
に
よ
る
Ｒ
Ｍ
Ｔ
が
半
ば
産
業
化
し
て
い
る
こ
と

も
あ
っ
て
、
仮
想
財
産
に
関
す
る
様
々
な
問
題
が
法
的
議
論
の
俎
上
に

載
っ
て
久
し
い
か
ら
で
あ
る
。

　

第
二
に
、
と
く
に
ア
メ
リ
カ
法
を
参
照
す
る
理
由
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ

で
は
、
仮
想
財
産
の
財
産
と
し
て
の
保
護
を
論
ず
る
際
に
、
こ
れ
を
正
当

化
す
る
規
範
的
理
論
の
レ
ベ
ル
か
ら
の
議
論
が
盛
ん
に
な
さ
れ
て
お
り
、

さ
ら
に
は
、
本
問
題
の
事
案
に
即
し
た
実
質
的
な
レ
ベ
ル
ま
で
論
及
さ
れ

て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

　

第
三
に
、
と
く
に
中
国
法
を
参
照
す
る
理
由
と
し
て
、
中
国
で
は
、
世

界
に
先
駆
け
て
裁
判
実
務
が
仮
想
財
産
の
財
産
性
を
肯
定
し
て
い
る
こ
と

が
あ
げ
ら
れ
る
。
そ
れ
を
う
け
て
、
学
説
に
お
い
て
、
詳
細
な
議
論
が
な

さ
れ
て
い
る
こ
と
も
特
筆
す
べ
き
で
あ
る
。
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仮
想
財
産
に
関
す
る
権
利
の
帰
属
に
つ
い
て
、
年
々
大
き
な
問
題
と

な
っ
て
き
て
い
る
日
本
に
と
っ
て
、
米
中
両
国
法
の
展
開
は
示
唆
に
富
む

の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

第
三
節　

本
稿
の
構
成

　

第
一
章
で
は
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
議
論
を
検
討
す
る
。

　

ア
メ
リ
カ
の
実
務
で
は
、
ユ
ー
ザ
の
仮
想
財
産
に
対
す
る
権
利
に
つ
い

て
、
事
業
者
が
利
用
許
諾
の
ラ
イ
セ
ン
ス
を
与
え
て
い
る
に
す
ぎ
ず
、

所
有
的
利
益
は
帰
属
し
な
い
と
の
構
成
が
採
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
多

い
。
こ
れ
に
対
し
、
学
説
で
は
、
仮
想
財
産
を
コ
モ
ン
ロ
ー
上
の
所
有
法

（property la

（
（2
（w

）
に
よ
り
保
護
す
べ
き
で
あ
る
と
の
主
張
が
な
さ
れ
て

い
る
。
こ
こ
で
は
、
そ
の
嚆
矢
で
あ
る
ひ
と
つ
の
論
考
を
検
討
し
た
後
、

ベ
ン
サ
ム
の
功
利
主
義
、
ロ
ッ
ク
の
労
働
理
論
、
ヘ
ー
ゲ
ル
の
人
格
理
論

の
三
つ
の
代
表
的
な
規
範
的
理
論
に
基
づ
い
た
、
仮
想
財
産
の
所
有
法
に

よ
る
保
護
の
正
当
化
を
主
張
す
る
論
考
に
つ
い
て
み
て
い
く
。

　

こ
の
点
、所
有
法
に
よ
る
保
護
の
主
張
と
い
っ
て
も
、そ
の
見
解
は
様
々

で
あ
る
。
ま
ず
、「
仮
想
財
産
」
と
し
て
保
護
の
必
要
性
が
論
じ
ら
れ
る

無
体
財
の
要
件
、
射
程
に
違
い
が
あ
る
。
そ
こ
で
は
、
本
稿
で
主
た
る
検

討
対
象
と
す
る
、
い
わ
ゆ
る
仮
想
財
産
の
ほ
か
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の

様
々
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
デ
ー
タ
が
議
論
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

ま
た
、
具
体
的
な
検
討
の
レ
ベ
ル
で
は
、
ユ
ー
ザ
対
事
業
者
の
事
案
に
つ

い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
見
解
が
認
め
る
ユ
ー
ザ
の
権
利
の
優
越
は
範
囲
を
異

に
し
、
と
く
に
Ｒ
Ｍ
Ｔ
に
よ
る
収
益
の
是
非
、
不
当
な
ア
ク
セ
ス
禁
止
及

び
サ
ー
ビ
ス
終
了
の
抑
止
に
つ
い
て
、
保
護
の
程
度
が
分
か
れ
る
こ
と
が

示
さ
れ
る
。
し
か
し
同
時
に
、ユ
ー
ザ
に
帰
属
さ
れ
る
べ
き
利
益
と
し
て
、

仮
想
財
産
が
何
ら
か
の
侵
害
を
受
け
た
場
合
に
被
害
回
復
請
求
が
認
め
ら

れ
る
べ
き
で
あ
る
と
す
る
点
に
つ
い
て
は
、
積
極
説
の
中
で
一
致
し
、
消

極
説
も
こ
の
点
に
つ
い
て
は
明
示
的
に
否
定
し
な
い
こ
と
が
明
ら
か
と
な

る
。

　

第
二
章
で
は
、
中
国
に
お
け
る
裁
判
実
務
及
び
学
説
の
展
開
を
検
討
す

る
。

　

前
述
の
通
り
、
中
国
で
は
、
裁
判
例
が
い
ち
は
や
く
仮
想
財
産
の
財
産

性
を
肯
定
し
て
い
る
。
こ
の
点
、
財
産
性
の
肯
定
と
い
っ
て
も
、
裁
判
例

は
あ
く
ま
で
こ
れ
を
サ
ー
ビ
ス
契
約
に
基
づ
く
債
権
と
し
て
捉
え
て
い
る

に
す
ぎ
な
い
。
こ
れ
に
対
し
、
学
説
で
は
、
仮
想
財
産
が
物
権
の
客
体
た

る
「
物
」
た
り
う
る
と
の
見
解
を
基
礎
に
、
ユ
ー
ザ
に
帰
属
す
る
権
利
は

物
権
で
あ
る
か
、
債
権
で
あ
る
か
、
と
い
う
性
質
決
定
の
観
点
か
ら
、
裁

判
例
の
考
え
方
を
批
判
な
い
し
補
充
す
る
形
で
議
論
が
展
開
し
て
き
て
い

る
。
こ
こ
で
は
、
こ
の
理
論
の
応
酬
に
つ
き
、
検
討
す
る
。
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こ
れ
ら
物
権
説
と
債
権
説
の
間
で
、
と
く
に
対
立
が
見
ら
れ
る
の
が
、

Ｒ
Ｍ
Ｔ
に
よ
る
収
益
権
能
が
当
事
者
の
契
約
に
か
か
わ
ら
ず
ユ
ー
ザ
に
帰

属
す
る
か
否
か
、
と
い
う
点
と
、
事
業
者
の
倒
産
時
に
ユ
ー
ザ
に
よ
る
仮

想
財
産
の
取
戻
請
求
は
意
義
を
有
す
る
の
か
、
と
い
う
点
で
あ
る
。
物
権

説
は
前
者
の
権
能
の
ユ
ー
ザ
へ
の
帰
属
を
肯
定
し
、
後
者
の
点
を
と
く
に

検
討
し
な
い
。
こ
れ
に
対
し
、
債
権
説
は
前
者
の
権
能
の
帰
属
は
当
事
者

の
契
約
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
し
、
ま
た
、
後
者
の
問
題
点
を

重
要
視
し
、
こ
の
権
能
の
ユ
ー
ザ
へ
の
帰
属
を
不
要
で
あ
る
と
す
る
。
た

だ
し
、
こ
の
よ
う
な
対
立
が
見
ら
れ
る
一
方
、
デ
ー
タ
の
窃
取
の
事
案
に

お
け
る
ユ
ー
ザ
に
よ
る
被
害
回
復
請
求
に
関
し
て
は
、
物
権
説
と
債
権
説

は
結
論
に
お
い
て
接
近
し
つ
つ
あ
る
こ
と
も
明
ら
か
に
な
る
。

　

最
後
に
、
日
本
法
へ
の
示
唆
と
し
て
両
国
に
お
け
る
議
論
を
比
較
検
討

し
た
う
え
で
、
試
論
と
し
て
日
本
法
に
お
け
る
問
題
解
決
の
方
向
性
に
つ

い
て
一
管
見
を
示
し
、
本
稿
を
結
ぶ
こ
と
と
す
る
。

（
１
）
古
く
は
、
北
川
善
太
郎
「
取
引
の
目
的
と
し
て
の
情
報
」
Ｎ
Ｂ

Ｌ
二
四
号
（
一
九
七
二
）
二
七
頁
以
下
等
、
近
時
の
も
の
と
し
て

は
、野
村
豊
弘
「
情
報
─
─
総
論
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
一
二
六
号
（
一

九
九
八
）
一
七
五
頁
以
下
、
吉
田
邦
彦
「
情
報
の
利
用
・
流
通
の

民
事
法
的
規
制
」同『
民
法
解
釈
と
揺
れ
動
く
所
有
論
』（
有
斐
閣
、

二
〇
〇
〇
）
四
六
五
頁
以
下
、
大
村
敦
志
『
学
術
と
し
て
の
民
法

Ⅱ　

新
し
い
日
本
の
民
法
学
へ
』（
東
京
大
学
出
版
会
、二
〇
〇
九
）

二
七
〇
頁
以
下
、
吉
田
克
己
「
財
の
多
様
化
」
法
律
時
報
八
三
巻

八
号
（
二
〇
一
一
）
八
九
頁
以
下
等
。

（
２
）
梅
謙
次
郎『
民
法
要
義
巻
之
一
総
則
編
』（
有
斐
閣
、一
八
九
六
）

一
八
一
頁
、
岡
松
参
太
郎
『
註
釈
民
法
理
由
上
（
総
則
編
）』（
有

斐
閣
、
一
九
〇
六
）
一
四
一
頁
、
富
井
政
章
『
改
訂
増
補
民
法
原

論
第
一
巻
（
総
論
上
）』（
有
斐
閣
、
一
九
二
一
）
三
二
六

－

三
二

七
頁
、
舟
橋
諄
一
『
民
法
総
則
（
法
律
学
講
座
）』（
弘
文
堂
、
一

九
五
四
）
八
六
頁
等
。

（
３
）
法
典
調
査
会
・
民
法
主
査
会
議
事
速
記
録
第
一
巻
六
四
丁
に
お

け
る
富
井
の
説
明
参
照
。
他
に
ほ
ぼ
同
旨
、
同
前
速
記
録
第
六
巻

一
二
丁
所
掲
の
「
理
由
」、
民
法
修
正
案
理
由
書
・
総
則
物
権
債

権
五
頁
、
梅
・
前
掲
書
注
（
２
）
一
八
〇

－

一
八
一
頁
。

（
４
）
中
島
玉
吉
『
民
法
釈
義
巻
之
一
』（
金
刺
芳
流
堂
、一
九
一
一
）

三
七
一
頁
以
下
、
鳩
山
秀
夫
『
改
訂
日
本
民
法
総
論
』（
岩
波
書

店
、
一
九
三
〇
）
二
三
九

－

二
四
六
頁
、
柚
木
馨
『
判
例
民
法
総

論
上
』（
有
斐
閣
、一
九
五
一
）
三
八
五
頁
以
下
、於
保
不
二
雄
『
民

法
総
則
講
義
』（
有
信
堂
、一
九
五
一
）
一
二
六

－

一
二
七
頁
等
。

（
５
）
富
井
・
前
掲
書
注
（
２
）
三
二
七
頁
。

（
６
）
三
潴
信
三
「
無
体
物
観
念
ノ
排
斥
ニ
関
ス
ル
疑
問
」
法
学
志
林

一
三
巻
八
・
九
合
併
号［
梅
博
士
追
悼
記
念
論
文
集
］（
一
九
一
一
）
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四
七
七
頁
以
下
。

（
７
）
石
田
文
次
郎
『
現
行
民
法
総
論
』（
弘
文
堂
書
房
、一
九
三
〇
）

一
八
七

－

一
八
八
頁
。

（
８
）
我
妻
栄
『
新
訂
民
法
総
則
〈
民
法
講
義
Ⅰ
〉』（
岩
波
書
店
、
一

九
七
二
）
二
〇
一

－

二
〇
二
頁
。

（
９
）
大
刑
明
治
三
六
年
五
月
二
一
日
刑
録
九
輯
八
七
四
頁
、
大
判
昭

和
一
二
年
六
月
二
九
日
民
集
一
六
巻
一
〇
一
四
頁
。

（
10
）
川
島
武
宜
『
民
法
総
則
〈
法
律
学
全
集
〉』（
有
斐
閣
、
一
九
六

五
）
一
四
二
頁
。

（
11
）
も
っ
と
も
、
川
島
は
晩
年
に
、
所
有
権
の
核
心
はA

ppropriation

だ
と
の
見
解
を
う
ち
出
し
、
そ
の
客
体
は
今
日
の
法
律
上
の
概
念

と
し
て
の
「
所
有
権
」
の
客
体
即
ち
有
体
物
よ
り
も
広
い
の
は
当

然
で
あ
り
、
お
よ
そ
独
占
的
に
享
受
し
う
る
利
益
の
全
て
を
含
む

と
解
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
し
て
い
る
（
川
島
武
宜
「『
権
利
』

の
社
会
学
的
分
析
─
─M
ax W

eber

の“A
ppropriation”

の

理
論
を
中
心
と
し
て
─
─
」
同
『
川
島
武
宜
著
作
集　

第
二
巻
』

（
岩
波
書
店
、
一
九
八
二
）
三
六
二
頁
以
下
）。
そ
の
た
め
、
こ
れ

に
よ
れ
ば
、
別
の
方
向
性
も
あ
り
う
る
と
見
て
取
れ
る
。

（
12
）
四
宮
和
夫
『
民
法
総
則
〈
第
三
版
〉』（
弘
文
堂
、
一
九
八
三
）

一
三
二
頁
。

（
13
）
河
上
正
二
『
民
法
総
則
講
義
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
〇
七
）

二
〇
四
頁
、近
江
幸
治
『
民
法
講
義
Ⅰ　

民
法
総
則
〈
第
六
版
〉』

（
成
文
堂
、
二
〇
〇
八
）
一
五
八
頁
等
。

（
14
）
米
倉
明
『
民
法
講
義
総
則
（
一
）』（
有
斐
閣
、
一
九
八
四
）
二

二
四
頁
、加
藤
雅
信
『
新
民
法
体
系　

民
法
総
則
〈
第
二
版
〉』（
有

斐
閣
、
二
〇
〇
五
）
一
七
五
頁
、
潮
見
佳
男
『
民
法
総
則
講
義
』

（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
五
）
四
六
一
頁
、
内
田
貴
『
民
法
Ⅰ　

総
則
・

物
権
総
論
〈
第
四
版
〉』（
東
京
大
学
出
版
会
、
二
〇
〇
九
）
三
五

四
頁
等
。

（
15
）
注
（
１
）
で
あ
げ
た
も
の
の
他
に
、
例
え
ば
、
個
人
に
関
す
る

各
種
情
報
（
パ
ー
ソ
ナ
ル
デ
ー
タ
）
の
法
的
保
護
に
関
す
る
問
題

に
つ
き
、藤
原
静
雄
「
個
人
デ
ー
タ
の
保
護
」
岩
村
雅
彦
他
編
『
岩

波
講
座　

現
代
の
法
一
〇　

情
報
と
法
』（
岩
波
書
店
、
一
九
九

七
）
一
八
七
頁
以
下
、
中
山
信
弘
「
財
産
的
情
報
に
お
け
る
保
護

制
度
の
現
状
と
将
来
」
岩
村
雅
彦
他
編
『
岩
波
講
座　

現
代
の
法

一
〇　

情
報
と
法
』（
岩
波
書
店
、一
九
九
七
）
二
六
七
頁
以
下
、

橋
本
誠
志
『
電
子
的
個
人
デ
ー
タ
保
護
の
方
法
』（
信
山
社
、
二

〇
〇
七
）、
林
紘
一
郎
「『
個
人
デ
ー
タ
』
の
法
的
保
護
：
情
報
法

の
客
体
論
・
序
説
」
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
総
合
科
学
第
一
号
（
二

〇
〇
九
）
六
七
頁
以
下
、
石
井
夏
生
利
「
ラ
イ
フ
ロ
グ
を
め
ぐ
る

法
的
諸
問
題
の
検
討
」
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
ロ
ー
レ
ビ
ュ
ー
九

巻
一
号
（
二
〇
一
〇
）
一
頁
以
下
、
高
崎
晴
夫
「
パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ

ゼ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
個
人
情
報
保
護
に
つ
い
て
─
─

新
し
い
制
度
的
提
案
に
関
す
る
考
察
─
─
」
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ロ
ー
レ
ビ
ュ
ー
九
巻
一
号
（
二
〇
一
〇
）
六
七
頁
以
下
、
新
保
史

生
「
ラ
イ
フ
ロ
グ
の
定
義
と
法
的
責
任
─
個
人
の
行
動
履
歴
を
営
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利
目
的
で
利
用
す
る
こ
と
の
妥
当
性
」情
報
管
理
五
三
巻
六
号（
二

〇
一
〇
）
二
九
五
頁
以
下
、
村
上
康
二
郎
「
情
報
プ
ラ
イ
バ
シ
ー

権
に
関
す
る
財
産
権
理
論
の
意
義
と
限
界
─
─
米
国
に
お
け
る
議

論
の
紹
介
と
検
討
─
─
」 Info Com

 REV
IE 

55
号（
二
〇
一
一
）

四
五
頁
以
下
等
。

（
16
）
例
え
ば
、
ド
メ
イ
ン
・
ネ
ー
ム
が
商
標
権
の
保
護
の
対
象
と
な

り
う
る
こ
と
に
つ
き
、田
村
善
之
『
商
標
法
概
説
〔
第
二
版
〕』（
弘

文
堂
、二
〇
〇
〇
）
一
四
四
頁
、網
野
誠
『
商
標
〔
第
六
版
〕』（
有

斐
閣
、
二
〇
〇
二
）
一
〇
六
頁
、
平
尾
正
樹
『
商
標
法
〔
第
一
次

改
訂
版
〕』（
学
陽
書
房
、
二
〇
〇
六
）
五
六
五
頁
以
下
等
。

（
17
）
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
そ
れ
自
体
は
著
作
権
等
の
知
的
財
産
権
の
保
護

の
対
象
に
な
る
こ
と
に
つ
き
、
中
山
信
弘
『
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
法

的
保
護（
新
版
）』（
有
斐
閣
、一
九
八
八
）、村
林
隆
一『
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
法
的
保
護
』（
発
明
協
会
、一
九
九
二
）
等
。

（
18
）
Ｒ
Ｍ
Ｔ
に
関
連
す
る
日
本
の
下
級
審
裁
判
例
と
し
て
は
、
東
京

地
判
平
成
一
九
年
一
〇
月
二
三
日
判
時
二
〇
〇
八
号
一
〇
九
頁
が

あ
げ
ら
れ
る
。

　
　
　

こ
の
事
案
は
、オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
を
提
供
し
て
い
る
原
告
が
、

原
告
の
従
業
員
で
あ
っ
た
被
告
が
運
営
管
理
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
不
正

ア
ク
セ
ス
し
て
デ
ー
タ
を
改
ざ
ん
し
、
仮
想
通
貨
の
保
有
量
を
増

や
し
て
ゲ
ー
ム
内
の
仮
想
通
貨
や
ア
イ
テ
ム
を
現
実
の
金
銭
で
販

売
す
る
業
者
に
売
却
す
る
等
し
た
こ
と
に
よ
り
、
原
告
の
信
用
が

毀
損
さ
れ
営
業
収
入
が
得
ら
れ
な
く
な
っ
た
等
と
主
張
し
て
、
被

告
に
対
し
損
害
賠
償
を
求
め
て
提
訴
し
た
事
案
で
あ
る
。

　
　
　

こ
の
判
決
で
は
、
被
告
の
行
為
に
よ
り
原
告
の
ゲ
ー
ム
シ
ス
テ

ム
や
管
理
体
制
等
に
対
す
る
信
用
が
毀
損
さ
れ
た
と
認
め
、
損
害

に
つ
い
て
は
、
被
告
が
不
正
ア
ク
セ
ス
行
為
に
よ
っ
て
得
た
本
件

仮
想
通
貨
を
売
却
し
て
利
益
を
得
た
と
し
て
も
原
告
が
得
ら
れ
る

は
ず
の
利
益
を
失
っ
た
こ
と
に
は
な
ら
な
い
と
し
た
上
で
、
本
件

に
よ
る
ユ
ー
ザ
へ
の
影
響
も
大
き
く
収
入
等
に
悪
影
響
が
あ
っ
た

で
あ
ろ
う
こ
と
等
か
ら
、信
用
毀
損
額
を
三
〇
〇
万
円
と
認
定
し
、

請
求
を
一
部
認
容
し
た
。

（
19
）「
各
種
相
談
の
件
数
や
傾
向
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
、PIO

-
N

ET

に
寄
せ
ら
れ
た
相
談
件
数
の
推
移
」（
国
民
生
活
セ
ン

タ
ー
）、〈http://w

w
w

.kokusen.go.jp/soudan_topics/data/
gam

e.htm
l

〉（
最
終
ア
ク
セ
ス
日
二
〇
一
四
年
七
月
一
六
日
）

（
20
）
実
務
家
に
よ
る
本
問
題
に
関
す
る
論
考
と
し
て
、中
崎
尚「
バ
ー

チ
ャ
ル
ワ
ー
ル
ド
（
仮
想
世
界
・
仮
想
空
間
）
に
お
け
る
法
的
問

題
点
（
一
）
～
（
三
）」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
九
二
六
号
（
二
〇
一
〇
）
六
二

頁
以
下
、九
二
八
号
（
二
〇
一
〇
）
四
六
頁
以
下
、九
三
〇
号
（
二

〇
一
〇
）
三
六
頁
以
下
、
同
「
バ
ー
チ
ャ
ル
プ
ロ
パ
テ
ィ
論
」
Ｎ

Ｂ
Ｌ
九
六
三
号
（
二
〇
一
一
）
七
六
頁
以
下
、
今
井
鉄
男
「
バ
ー

チ
ャ
ル
ワ
ー
ル
ド
と
契
約
法
の
交
錯
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
九
六
三
号
（
二
〇

一
一
）八
三
頁
以
下
等
。
ま
た
、テ
キ
ス
ト
類
と
し
て
、金
井
重
彦
・

龍
村
全
（
編
）『
エ
ン
タ
ー
テ
イ
ン
メ
ン
ト
法
』（
学
陽
書
房
、
二

〇
一
一
）
二
三
八
頁
以
下
、
内
藤
篤
『
エ
ン
タ
テ
イ
ン
メ
ン
ト
契
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約
法
〔
第
三
版
〕』（
商
事
法
務
、二
〇
一
二
）
三
三
九
頁
以
下
等
。

（
21
）
こ
こ
で
、
用
語
の
問
題
に
触
れ
て
お
く
こ
と
に
し
た
い
。
ア
メ

リ
カ
法
に
お
け
るproperty law

の
訳
語
に
つ
い
て
、
財
産
法

と
い
う
か
、
所
有
法
と
い
う
か
、
見
解
の
相
違
が
見
ら
れ
る
が
、

本
稿
で
は
基
本
的
に
は
所
有
法
の
語
を
あ
て
る
こ
と
と
す
る
。
な

ぜ
な
ら
、
日
本
法
で
財
産
法
と
い
え
ば
、
一
般
に
債
権
法
（
契
約

法
）
も
含
む
も
の
で
あ
る
た
め
、
本
稿
に
お
い
て
こ
の
語
を
財
産

法
と
訳
し
て
し
ま
う
と
、本
問
題
に
つ
い
て
、property law

（
所

有
法
）
説
と
、contract law
（
契
約
法
）
説
、
両
者
の
見
解
の

相
違
が
ア
メ
リ
カ
法
で
対
立
軸
と
な
っ
て
い
る
状
況
を
、
的
確
に

捉
え
ら
れ
な
い
恐
れ
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
同
様
に
、property 

interest

の
語
に
つ
い
て
も
、
所
有
権
を
基
軸
と
す
る
利
益
で
あ

る
こ
と
を
明
確
に
す
る
た
め
に
、
所
有
的
利
益
と
訳
す
こ
と
と
す

る
。
た
だ
し
一
方
で
、property right

の
語
に
つ
い
て
は
、
必

ず
し
も
所
有
権
と
は
訳
さ
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
日
本
法
に
言
う
い

わ
ゆ
る
所
有
権
に
つ
い
て
は
、
本
稿
に
お
い
て
検
討
し
た
論
考
に

お
い
て
は
、
意
識
的
にow

nership

の
語
が
使
用
さ
れ
て
い
る

こ
と
が
あ
る
た
め
で
あ
る
。

第
一
章　

ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
仮
想
財
産
の
所
有
法

に
よ
る
保
護
の
主
張

第
一
節　

序
説

　

ア
メ
リ
カ
で
は
、
二
〇
〇
〇
年
代
初
頭
に
報
告
さ
れ
た
あ
る
研

（
（2
（

究
を
契

機
に
、
仮
想
財
産
（virtual property

）
の
所
有
的
利
益
（property 

interest

）
の
法
的
保
護
が
一
層
主
張
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
の
研

究
は
、
あ
る
一
つ
の
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
ユ
ー
ザ
間

Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
経
済
規
模
が
、
一
国
の
そ
れ
に
比
肩
す
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と

を
実
証
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
に
経
済
的
規
模
が
爆
発
的
に
大

き
く
な
っ
て
い
く
Ｒ
Ｍ
Ｔ
に
ま
つ
わ
る
所
有
的
利
益
の
問
題
に
つ
い
て
、

事
業
者
側
は
当
初
、
知
的
財
産
権
の
観
点
か
ら
事
態
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し

よ
う
と
考
え
た
。
し
か
し
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ
そ
れ
自
体
は
知
的
財
産
権
の
侵
害
に

は
当
た
ら
な
い
場
合
が
多
く
、そ
の
限
界
が
認
識
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
と
、

い
わ
ゆ
る
利
用
規
約
─
─
Ｔ
Ｏ
Ｓ
（term

s of service

）
や
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ

（end user license agreem
ent

）
─
─
を
媒
介
と
し
た
契
約
法
の
規
律

に
よ
っ
て
、
ユ
ー
ザ
の
権
利
の
制
限
が
広
く
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ

（
（2
（

た
。

そ
こ
で
は
、
ユ
ー
ザ
の
権
利
に
つ
い
て
は
、
事
業
者
に
よ
る
利
用
許
諾
の

ラ
イ
セ
ン
ス
を
受
け
て
い
る
に
す
ぎ
ず
、
ゲ
ー
ム
内
デ
ー
タ
に
所
有
的
利



いわゆる“仮想財産”の民法的保護に関する一考察（１）

北法65（3・89）583

心
性
」
で
は
、「
選
択
の
自
由
の
欠
如
」
な
い
し
「
不
公
正
な
不
意
打
ち
」

の
要
素
が
問
題
と
さ
れ

（
（2
（

る
。
以
上
の
よ
う
な
、
非
良
心
性
を
認
定
し
た
裁

判
所
は
、
該
当
す
る
契
約
の
全
部
ま
た
は
部
分
的
な
強
制
拒
絶
が
可
能
で

あ
（
（2
（

る
。

　

実
際
に
仮
想
財
産
の
法
的
保
護
の
是
非
が
争
点
に
な
っ
た
事
案
と
し
て

は
、Bragg v. Linden Research, Inc (200

（
（2
（7) 

等
が
あ
げ
ら
れ
る
。
こ

の
事
案
は
、
あ
る
サ
ー
ビ
ス
内
の
仮
想
不
動
産
の
帰
属
を
め
ぐ
っ
て
、
元

ユ
ー
ザ
Ｘ
が
運
営
会
社
Ｙ
お
よ
び
そ
の
代
表
者
Ｚ
を
訴
え
た
も
の
で
あ
る
。

　

本
件
で
、
Ｙ
は
、
Ｘ
が
不
動
産
を
不
正
な
方
法
で
入
手
し
た
と
し
て
、

Ｘ
の
Ｉ
Ｄ
を
利
用
停
止
に
し
、
不
動
産
等
を
「
没
収
」
し
た
。
そ
の
た
め

Ｘ
は
、
Ｙ
に
よ
る
Ｉ
Ｄ
の
利
用
停
止
は
不
動
産
の
所
有
を
侵
害
す
る
行
為

で
あ
る
と
し
て
、
そ
の
賠
償
を
求
め
た
。
こ
れ
に
対
し
、
Ｙ
は
、
本
サ
ー

ビ
ス
の
ユ
ー
ザ
は
仮
想
不
動
産
を
「
所
有
」
す
る
わ
け
で
は
な
く
、
不
動

産
の
デ
ー
タ
を
保
有
す
る
サ
ー
バ
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
ラ
イ
セ
ン
ス
を
与

え
ら
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
と
主
張
し
た
。
さ
ら
に
、
Ｙ
ら
は
、
運
営
会

社
と
ユ
ー
ザ
間
の
紛
争
に
つ
い
て
、
仲
裁
手
続
に
よ
っ
て
解
決
す
る
こ
と

を
強
制
す
る
条
項
を
含
む
利
用
規
約
に
Ｘ
が
同
意
し
て
い
た
こ
と
を
根
拠

と
し
て
、
訴
え
の
却
下
を
求
め
た
。
し
か
し
、
裁
判
所
は
そ
の
主
張
を
認

め
ず
、
本
件
仲
裁
条
項
が
非
良
心
性
の
法
理
に
基
づ
き
無
効
で
あ
る
と
判

示
し
た
。
そ
し
て
、そ
の
後
、Ｙ
が
Ｘ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
の
停
止
を
解
除
し
、

益
は
発
生
し
な
い
と
す
る
も
の
が
多
い
。
そ
の
た
め
、ユ
ー
ザ
の
中
に
は
、

こ
の
条
項
に
つ
い
て
不
当
性
を
訴
え
る
者
も
少
な
か
ら
ず
存
在
す
る
。

　

こ
の
点
、
ア
メ
リ
カ
契
約
法
に
お
い
て
は
、
非
良
心
性

（unconscionability
）
の
法
理
に
よ
っ
て
、
Ｔ
Ｏ
Ｓ
や
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
の
条

項
に
関
す
る
契
約
の
成
立
・
交
渉
過
程
に
お
け
る
不
正
や
、
被
約
束
者
に

よ
る
「
行
き
過
ぎ
」（overreaching

）
か
ら
約
束
者
を
保
護
し
て
い
る

（
統
一
商
事
法
典
§
二

－

三
〇
二
、
第
二
次
リ
ス
テ
イ
ト
メ
ン
ト
§
二

〇
八
）。
そ
し
て
こ
の
法
理
は
、
物
品
の
売
買
以
外
の
契
約
一
般
に
適
用

さ
れ
る
法
理
に
な
っ
て
い

（
（2
（

る
。

　

非
良
心
性
の
法
理
で
は
、
当
事
者
の
交
渉
力
・
力
関
係
（bargaining 

pow
er

）
が
異
な
っ
て
い
た
り
、
附
合
契
約
（contract of adhesion

）

で
あ
っ
た
り
し
て
も
、
即
座
に
非
良
心
性
が
認
定
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い

た
め
、
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
等
も
原
則
と
し
て
は
有
効
と
し
て
扱
わ
れ
る
。
し
か

し
、
標
準
書
式
合
意
書
内
の
有
効
な
約
定
（operative term

s
）
と
例

外
的
に
無
効
な
約
定
（unoperative term

s

）
と
の
区
別
に
関
す
る
要

素
と
し
て
重
視
さ
れ
、
近
年
と
く
に
検
討
さ
れ
て
い
る
の
が
、「
実
体
上

の
非
良
心
性
」（substantial unconscionability

）
と
、「
手
続
き
上
の

非
良
心
性
」（procedural unconscionability

）
で
あ
る
。「
実
体
上
の

非
良
心
性
」
で
は
、「
一
方
当
事
者
に
理
不
尽
な
ま
で
に
有
利
で
あ
る
こ

と
」
あ
る
い
は
「
威
圧
」
の
要
素
が
問
題
と
さ
れ
、「
手
続
き
上
の
非
良
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仮
想
不
動
産
を
復
旧
さ
せ
る
内
容
の
和
解
合
意
が
成
立
し
た
。

　

こ
の
事
案
で
は
、
仮
想
財
産
の
法
的
保
護
に
関
す
る
裁
判
所
の
見
解
が

明
ら
か
に
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
た
が
、
そ
の
争
点
に
つ
い
て
は
最

終
的
に
和
解
で
終
了
し
て
し
ま
っ
た
。
そ
の
た
め
、
い
ま
な
お
本
問
題
に

対
す
る
ア
メ
リ
カ
の
判
例
の
態
度
は
明
ら
か
で
は
な
い
と
い
え
る
。

　

こ
の
点
に
つ
き
、
事
業
者
の
作
成
す
る
規
約
に
よ
っ
て
ユ
ー
ザ
の
権
限

が
不
当
に
制
限
さ
れ
て
い
る
と
考
え
る
の
が
、
コ
モ
ン
ロ
ー
上
の
所
有
法

（property law

）
に
よ
る
仮
想
財
産
の
保
護
を
主
張
す
る
所
有
法
説
で

あ
る
。
こ
れ
ら
一
連
の
学
説
は
、
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
規
範
的
理
論
を
根
拠

と
し
な
が
ら
も
、
仮
想
財
産
に
関
す
る
法
的
問
題
を
純
契
約
法
的
な
問
題

と
す
る
こ
と
を
批
判
す
る
。
具
体
的
に
は
学
説
に
よ
っ
て
差
異
が
あ
る
も

の
の
、
コ
モ
ン
ロ
ー
上
の
契
約
法
の
規
律
で
は
事
業
者
に
対
し
て
特
定
履

行
を
請
求
で
き
ず
、
対
第
三
者
効
も
制
限
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
事
態
適

合
的
で
は
な
い
と
批
判
し
た
り
、
ユ
ー
ザ
間
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
自
由
を
主
張
し
た

り
す
る
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
本
問
題
に
お
け
る
ユ
ー
ザ
の
利
益

は
非
良
心
性
の
法
理
に
よ
る
保
護
に
値
す
る
ほ
ど
で
は
な
い
と
す
る
の
が

事
業
者
の
立
場
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。

　

ア
メ
リ
カ
で
は
、
仮
想
財
産
の
法
的
保
護
に
つ
い
て
、
訴
訟
に
至
る
例

は
必
ず
し
も
多
く
は
な
い
も
の
の
、
実
務
上
問
題
が
発
生
す
る
こ
と
は
多

く
、
学
界
に
お
け
る
議
論
も
尽
き
な
い
。
そ
こ
で
、
次
節
か
ら
は
、
仮
想

財
産
の
所
有
的
利
益
の
法
的
保
護
を
主
張
す
る
学
説
に
つ
い
て
、
検
討
し

て
い
く
こ
と
に
す
る
。

第
二
節　

仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
の
必
要
性
の
提
起

　

一　

序
説

　

オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ

る
保
護
の
必
要
性
を
い
ち
早
く
主
張
し
たF. Gregory Lastow

ka

と

D
an H

unter

は
、
仮
想
世
界
の
法
の
重
要
性
を
主
張
す
る
論
者
の
一
人

で
あ
る
。
彼
ら
は
、
仮
想
世
界
が
、
そ
の
中
で
起
こ
る
社
会
的
な
か
か
わ

り
を
重
要
だ
と
感
じ
る
大
勢
の
人
々
を
魅
了
し
て
い
る
こ
と
、
仮
想
世
界

と
現
実
の
経
済
的
な
境
界
が
明
確
で
は
な
い
こ
と
、
社
会
的
な
規
制
の
新

た
な
か
た
ち
が
検
討
さ
れ
る
べ
き
分
野
に
お
い
て
、
仮
想
世
界
の
法
は
現

存
す
る
法
制
度
に
パ
ラ
レ
ル
な
代
替
手
段
を
提
供
し
う
る
こ
と
を
、
仮
想

世
界
の
法
の
重
要
性
の
根
拠
と
し
て
あ
げ

（
（2
（

る
。

　
Lastow

ka

とH
unter

は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
の
歴
史
を
ビ
デ
オ

ゲ
ー
ム
の
時
代
に
さ
か
の
ぼ
っ
て
紹
介
し
た
う
え
で
、
ゲ
ー
ム
内
デ
ー
タ

で
あ
る
仮
想
財
産
が
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
流
行
に
よ
り
現
実
の
経
済
的
価
値
を
有

す
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
を
あ
げ
、
財
産
的
保
護
の
必
要
性
が
認
識
さ
れ
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つ
つ
あ
る
こ
と
を
指
摘
す

（
（2
（

る
。
そ
の
う
え
で
、
仮
想
財
産
の
法
的
性
質
に

関
す
る
検
討
と
、
規
範
的
な
正
当
化
に
関
す
る
検
討
を
行
い
、
所
有
法
に

よ
る
仮
想
財
産
の
保
護
の
可
能
性
を
主
張
す
る
。

　

二　

仮
想
財
産
の
法
的
性
質
に
関
す
る
検
討

　

彼
ら
は
、
ま
ず
、
仮
想
財
産
が
現
実
世
界
の
財
産
と
は
大
き
く
異
な
る

点
と
し
て
、
あ
く
ま
で
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
上
の
デ
ー
タ
で
あ
る
た
め
無
体
物

で
あ
る（intangible

）こ
と
と
、な
ん
ら
か
の
き
っ
か
け
に
よ
り
な
く
な
っ

て
し
ま
う
時
限
性
が
あ
る
（evanescent
）
こ
と
を
あ
げ

（
（3
（

る
。
そ
し
て
、

こ
の
問
題
に
つ
い
て
、従
来
の
所
有
法
に
よ
る
そ
の
他
の
財
産
の
保
護
と
、

仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
の
比
較
検
討
を
行
っ
た
上
で
、
所
有
法

は
仮
想
財
産
の
特
質
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
れ
を
保
護
す
る
こ
と
が
可
能

で
あ
る
と
結
論
付
け
る
。
こ
こ
で
は
、
そ
の
検
討
に
つ
い
て
見
て
い
く
こ

と
と
す
る
。

二

－

一　

無
体
物
で
あ
る
こ
と
に
関
す
る
検
討

　

仮
想
財
産
は
、
あ
く
ま
で
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
上
の
デ
ー
タ
で
あ
り
、
無
体

物
で
あ
る
と
い
え
る
。
そ
の
た
め
、
も
し
事
業
者
が
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
を

保
有
す
る
サ
ー
バ
を
止
め
て
し
ま
っ
た
場
合
、
仮
想
財
産
は
消
え
て
な
く

な
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
仮
想
財
産
は
所
有
法
に
よ
っ
て
保

護
さ
れ
え
な
い
と
す
る
考
え
が
あ
る
が
、
こ
れ
に
対
し
て
、
彼
ら
は
以
下

の
よ
う
に
反
論
す
る
。

　

こ
こ
二
〇
〇
年
の
西
洋
の
所
有
法
お
よ
び
そ
の
法
制
度
は
、
保
護
の
対

象
を
有
体
物
の
み
な
ら
ず
無
体
物
を
も
含
め
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
こ
と

に
よ
っ
て
特
徴
づ
け
ら
れ
て
い

（
（3
（

る
。

　

か
つ
て
所
有
的
利
益
は
、
土
地
や
動
産
に
限
ら
れ
て
い
た
。
し
か
し
、

そ
の
原
因
は
、
区
画
か
ら
い
く
つ
か
の
土
地
を
物
理
的
に
譲
り
渡
す
場
合

に
か
か
わ
る
、
土
地
の
取
引
の
慣
習
を
反
映
し
た
も
の
だ
っ
た
。
今
日
の

現
実
の
所
有
的
利
益
は
、
有
体
物
と
結
合
し
た
も
の
で
は
あ
る
が
、
不
動

産
上
の
利
益
（estate and interest

）
に
つ
い
て
は
、
広
く
無
体
物
だ

と
理
解
さ
れ
て
い
る
。
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
や
ア
メ
リ
カ
の
コ
モ
ン
ロ
ー
の
所

有
法
制
度
は
、
自
由
土
地
不
動
産
権
（freehold estate

）
や
不
動
産
賃

借
権
（leasehold

）、
地
役
権
（easem

ent interest

）
等
、
無
体
の
利

益
も
認
め
て
き
た
。

　

さ
ら
に
、
不
動
産
（realty

）
と
動
産
（personalty

）
の
法
が
物
理

的
な
目
的
物
に
接
近
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
知
的
財
産
権
が
、
そ
の
発
端

か
ら
、
無
体
の
利
益
を
守
る
こ
と
を
主
張
し
て
き
た
。
著
作
権
と
特
許
権

は
有
形
資
産
の
発
明
、
創
案
に
よ
っ
て
の
み
獲
得
さ
れ
る
か
も
し
れ
な
い

が
、
そ
こ
に
包
含
さ
れ
る
知
的
財
産
権
は
、
そ
れ
ら
の
存
在
の
物
理
的



研究ノート

北法65（3・92）586

な
証
拠
自
体
に
生
じ
る
権
利
で
は
な
い
。
営
業
秘
密
に
つ
い
て
も
、
物

理
的
な
存
在
を
必
要
と
し
な
い
。
こ
れ
ら
認
め
ら
れ
た
利
益
は
、
抵
当

（m
ortgages

）
等
、
多
く
の
派
生
的
な
無
体
の
利
益
を
発
生
さ
せ
た
。

　

ま
た
、
立
法
以
外
に
も
、Jessica Litm

an

に
よ
り
、
未
完
成
の
知
的

財
産
権
の
創
発
が
主
張
さ
れ
て
い
る

（
（3
（

が
、
こ
の
よ
う
な
架
空
の
所
有
的
利

益
の
認
知
は
、
金
融
を
得
る
担
保
と
し
て
使
用
さ
れ
る
も
の
と
し
て
、
重

要
で
あ
る
。
一
方
で
、
人
々
の
人
格
、
個
人
的
な
デ
ー
タ
等
に
新
し
い

タ
イ
プ
の
財
産
が
存
在
す
る
と
い
う
主
張
も
な
さ
れ
た
り
し
て
い
る
。

Jerom
e Reichm

an

やM
argaret Jane Radin

、Jam
es Boyle

ら
は
、

デ
ー
タ
や
卵
子
、細
胞
株
の
よ
う
な
新
し
い
文
化
的
な
目
的
物
に
よ
っ
て
、

新
し
い
所
有
的
利
益
が
生
じ
、
こ
れ
ら
は
す
ぐ
に
商
業
的
な
価
値
を
得
る

こ
と
に
な
る
と
し
て
い

（
（3
（

る
。

　

以
上
か
ら
、
現
在
の
所
有
法
制
度
は
完
全
に
無
体
物
の
問
題
や
利
益
を

そ
の
対
象
に
含
ん
で
い
る
た
め
、
仮
想
財
産
の
無
体
性
に
つ
い
て
は
問
題

に
な
ら
な
い
と
、Lastow
ka

とH
unter

は
主
張
す

（
（3
（

る
。

二

－

二　

時
限
性
に
関
す
る
検
討

　

ま
た
、
彼
ら
は
、
仮
想
財
産
を
法
的
に
財
産
と
し
て
理
解
す
る
た

め
の
も
う
一
つ
の
大
き
な
難
点
と
し
て
、
そ
れ
が
時
限
性
の
あ
る

（evanescent

）も
の
で
あ
る
、と
い
う
こ
と
を
あ
げ
る
。
た
と
え
ば
、ユ
ー

ザ
は
多
く
の
時
間
を
費
や
し
て
仮
想
財
産
を
得
た
と
し
て
も
、
ひ
と
た
び

月
額
の
料
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
、
仮
想
世
界
で
の
活
動
に
ま
っ
た
く
参

加
で
き
な
く
な
る
。
こ
の
時
限
性
に
つ
い
て
は
、
財
産
性
の
認
知
に
反
す

る
作
用
を
も
た
ら
す
と
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

し
か
し
、
現
実
の
世
界
に
お
い
て
も
、
多
く
の
財
産
が
時
間
の
制
限
を

受
け
て
い
る
こ
と
が
あ
る
、
と
彼
ら
は
主
張
す

（
（3
（

る
。
た
と
え
ば
、
不
動
産

賃
借
権
（leasehold

）
は
、
財
産
の
自
由
な
使
用
に
関
す
る
も
の
で
あ

る
が
、
そ
の
期
間
は
制
限
さ
れ
て
い
る
。
ほ
か
に
も
、
ホ
テ
ル
の
部
屋
へ

の
短
期
の
滞
在
、
沿
岸
権
（tim

e-lim
ited riparian

）、
鉱
山
の
使
用
の

リ
ー
ス
（m

ineral-use leases

）
等
も
同
様
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
の
初

期
の
所
有
法
シ
ス
テ
ム
で
は
、重
要
な
利
益
と
し
て
用
益
権
（usufruct

）

が
あ
っ
た
が
、
こ
れ
は
、
不
変
で
あ
り
な
が
ら
取
引
が
不
可
能
な
、
用
益

権
の
帰
属
者
の
死
亡
に
よ
り
終
了
す
る
土
地
の
権
利
の
束
で
あ
る
。
し
か

し
、
こ
の
用
益
権
も
、
そ
の
帰
属
者
の
生
命
よ
り
も
短
い
期
間
に
終
わ
る

こ
と
も
あ
り
う
る
の
だ
と
、
彼
ら
は
い
う
。

　

ま
た
、
知
的
財
産
権
の
シ
ス
テ
ム
で
も
、
時
間
は
大
き
な
役
割
を
果
た

し
て
い

（
（3
（

る
。
特
許
権
や
著
作
権
は
、
理
論
上
、
あ
る
年
月
が
た
つ
と
、
期

限
が
切
れ
て
無
効
と
な
る
。
商
標
権
も
、
市
場
に
お
い
て
使
用
し
て
い
な

け
れ
ば
、
時
間
の
経
過
に
よ
り
放
棄
さ
せ
ら
れ
う
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
仮
想
財
産
に
関
す
る
時
限
性
の
問
題
は
、
そ
の
ほ
か
の
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時
間
に
よ
る
制
限
を
受
け
る
所
有
的
利
益
と
ほ
と
ん
ど
違
い
が
な
い
と
、

彼
ら
は
主
張
す
る
。

　

三　

規
範
的
な
正
当
化
に
関
す
る
検
討

　

右
の
検
討
を
し
た
う
え
で
、
彼
ら
は
さ
ら
に
、
規
範
的
な
正
当
化
を
も

試
み
る
。
こ
こ
で
取
り
上
げ
ら
れ
る
の
は
、
社
会
の
富
の
最
大
化
に
資
す

る
形
で
所
有
権
を
与
え
る
と
す
る
ベ
ン
サ
ム
の
功
利
主

（
（3
（

義
、
労
働
を
な
し

た
者
に
所
有
権
を
認
め
る
ロ
ッ
ク
の
労
働
理

（
（3
（

論
、
人
格
の
延
長
と
し
て
の

所
有
を
主
張
す
る
ヘ
ー
ゲ
ル
の
人
格
理

（
（3
（

論
で
あ
る
。
彼
ら
は
、
こ
れ
ら
三

つ
の
主
た
る
規
範
的
理
論
す
べ
て
に
お
い
て
、
仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ

る
保
護
を
肯
定
す
る
。

三

－

一　

ベ
ン
サ
ム
の
功
利
主
義
に
よ
る
正
当
化

　

ジ
ェ
レ
ミ
・
ベ
ン
サ
ム
の
「
幸
福
計
算
」
と
、
そ
れ
に
続
く
功
利
主
義

の
考
え
は
、
ア
メ
リ
カ
法
に
お
け
る
私
有
財
産
の
創
設
に
関
す
る
支
配
的

な
見
解
に
な
っ
て
い
る
。
功
利
主
義
の
基
準
で
あ
る
原
則
の
「
最
大
多
数

の
最
大
幸

（
（4
（

福
」
は
、
な
ん
ら
か
の
財
産
の
私
的
所
有
を
認
め
る
利
益
が
も

し
社
会
全
体
の
効
用
、つ
ま
り
社
会
の
幸
福
を
増
進
さ
せ
る
の
で
あ
れ
ば
、

こ
れ
を
認
め
る
べ
き
で
あ
る
と
す
る
。

　

そ
れ
で
は
、
功
利
主
義
の
観
点
か
ら
す
る
と
、
仮
想
世
界
に
現
実
社
会

の
所
有
法
を
適
用
す
る
こ
と
の
正
当
化
が
で
き
る
の
だ
ろ
う
か
。こ
の
点
、

仮
想
財
産
の
多
く
は
、
社
会
全
体
に
と
っ
て
は
、
あ
ま
り
関
心
の
あ
る
も

の
で
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
、
現
実
に
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
の

ユ
ー
ザ
は
多
く
の
時
間
や
金
銭
を
支
出
し
、
自
分
で
作
成
し
た
そ
れ
ら
の

も
の
に
非
常
に
価
値
を
置
い
て
い
る
。
そ
こ
で
、Lastow

ka

とH
unter

は
、
功
利
主
義
の
観
点
か
ら
す
る
と
、
社
会
の
幸
福
は
個
人
の
幸
福
の
単

純
な
総
和
に
よ
っ
て
求
め
ら
れ
る
点
に
着
目
す
る
。
現
実
に
多
く
の
ユ
ー

ザ
が
仮
想
世
界
で
価
値
あ
る
も
の
を
作
る
た
め
に
労
働
を
し
て
い
る
の
だ

か
ら
、
こ
こ
に
は
功
利
主
義
が
私
的
所
有
を
認
め
る
基
礎
が
あ
る
と
し
、

こ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
も
、
功
利
主
義
は
そ
れ
ら
の
財
産
を
法
的
に
考
慮

す
る
た
め
の
充
分
な
正
当
化
を
与
え
る
と
結
論
付
け
る
の
で
あ

（
（4
（

る
。

　

し
か
し
、
こ
の
主
張
に
は
二
つ
の
明
白
な
難
点
が
あ
る
と
、
彼
ら
は
い

う
。
ひ
と
つ
は
、
そ
の
法
的
保
護
を
認
め
る
こ
と
で
、
か
か
る
権
利
が
帰

属
す
る
者
を
過
剰
に
保
護
す
る
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
も

の
で
あ

（
（4
（

る
。
こ
れ
は
、
知
的
財
産
法
の
分
野
に
お
け
る
著
作
権
者
の
保
護

に
関
し
て
な
さ
れ
る
批
判
と
同
様
の
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ま
で

に
検
討
し
て
き
た
よ
う
に
、
こ
の
権
利
に
は
そ
の
性
質
か
ら
生
じ
る
時
間

の
制
限
が
あ
る
た
め
、
こ
の
批
判
は
回
避
さ
れ
る
と
彼
ら
は
主
張
す

（
（4
（

る
。

　

も
う
ひ
と
つ
は
、あ
る
ユ
ー
ザ
の
所
有
的
利
益
を
認
め
る
と
、他
の
ユ
ー
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ザ
や
事
業
者
の
幸
福
を
減
じ
る
こ
と
に
な
り
、
も
っ
て
社
会
へ
の
効
用
も

減
じ
て
し
ま
う
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
も
の
で
あ

（
（4
（

る
。
こ
の
批
判
が
事

実
で
あ
る
な
ら
ば
、
功
利
主
義
は
仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
否

定
す
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
彼
ら
は
、
功
利
主
義
の
機
能
を
使
っ
て

正
当
化
を
与
え
よ
う
と
し
て
い
る
の
は
、
所
有
的
利
益
の
創
設
を
認
め
る

か
ど
う
か
、
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
て
、
こ
の
利
益
の
具
体
的
な
割
り
当
て

で
は
な
い
と
し
、
目
下
の
と
こ
ろ
、
こ
の
批
判
も
回
避
さ
れ
る
こ
と
に
な

る
と
結
論
付
け

（
（4
（

る
。

三

－

二　

ロ
ッ
ク
の
労
働
理
論
に
よ
る
正
当
化

　

仮
想
世
界
に
当
て
は
め
る
規
範
理
論
と
し
て
、
ロ
ッ
ク
の
所
有
権
理
論

を
検
討
す
る
こ
と
は
、
妥
当
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
と
彼
ら
は
主
張

す
（
（4
（

る
。
な
ぜ
な
ら
、
ロ
ッ
ク
の
所
有
権
の
概
念
は
、
ア
メ
リ
カ
が
広
大
で

永
続
的
な
土
地
で
あ
る
と
の
信
念
に
起
因
す
る
た
め
、
そ
の
考
え
を
、
新

し
い
、
際
限
の
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
サ
イ
バ
ー
ス
ペ
ー
ス
に
と
り
あ
え

ず
適
用
す
る
こ
と
は
、
驚
く
よ
う
な
こ
と
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ

は
類
似
し
た
分
野
で
あ
る
ド
メ
イ
ン
・
ネ
ー
ム
や
、
よ
り
一
般
的
に
、
知

的
財
産
の
分
野
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
も
同
様
で
あ
る
と
、
彼
ら
は
い
う
。

　

ロ
ッ
ク
の
所
有
権
理
論
は
、
労
働
の
報
酬
の
理
論
で
あ
る
。
つ
ま
り
、

自
然
の
物
に
価
値
を
付
加
す
る
労
働
を
な
し
た
者
は
、
そ
の
価
値
を
収
穫

す
る
に
値
す
る
と
す
る
。
労
働
と
努
力
の
支
出
の
適
用
は
、少
な
く
と
も
、

ロ
ッ
ク
の
い
う「
ア
メ
リ
カ
」の
よ
う
な
変
幻
自
在
な
世
界
に
お
い
て
は
、

そ
の
所
有
的
利
益
の
割
り
当
て
を
正
当
化
す
る
と
す
る
。

　

こ
の
点
、
彼
ら
は
、
仮
想
財
産
は
明
ら
か
に
ユ
ー
ザ
の
費
や
す
時
間
と

努
力
に
よ
っ
て
発
生
し
て
い
る
と
主
張
す

（
（4
（

る
。
よ
っ
て
、
プ
レ
イ
ヤ
や

ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
は
、
そ
の
仮
想
世
界
の
ア
イ
テ
ム
に
関
す
る
権
利

の
主
張
を
、
ロ
ッ
ク
の
労
働
理
論
に
基
づ
い
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と

に
な
る
。
こ
れ
に
対
し
、
ゲ
ー
ム
は
労
働
で
は
な
い
と
い
う
批
判
も
あ
ろ

う
が
、
彼
ら
は
プ
ロ
ア
ス
リ
ー
ト
が
一
般
的
に
は
労
働
と
さ
れ
な
い
よ
う

な
ス
ポ
ー
ツ
を
プ
レ
イ
し
て
金
銭
を
得
て
い
る
の
だ
か
ら
、
こ
の
批
判
は

妥
当
で
は
な
い
と
反
論
す
る
。

　

彼
ら
は
、ま
た
、労
働
理
論
に
関
す
る
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
な
批
判
と
し
て
、

ノ
ー
ジ
ッ
ク
の
も
の
を
あ
げ
る
。
ノ
ー
ジ
ッ
ク
は
、
も
し
ト
マ
ト
ジ
ュ
ー

ス
を
海
に
流
し
込
ん
で
混
ぜ
合
わ
せ
た
ら
、
海
は
ト
マ
ト
ジ
ュ
ー
ス
の
所

有
者
の
物
に
な
る
の
だ
ろ
う
か
と
し
て
、
労
働
理
論
を
批
判
す

（
（4
（

る
。
そ
し

て
、こ
れ
と
同
じ
趣
旨
の
批
判
を
、仮
想
世
界
を
運
営
す
る
事
業
者
は
ユ
ー

ザ
に
向
け
て
発
信
し
て
い
る
。

　

こ
の
批
判
に
対
す
る
再
反
論
と
し
て
、
彼
ら
は
、
以
下
の
よ
う
な
も
の

を
あ
げ
る
。
第
一
に
、
ロ
ッ
ク
の
理
論
は
労
働
が
そ
の
物
の
価
値
の
大
部

分
を
成
し
て
い
る
と
き
に
し
か
所
有
権
を
認
め
な

（
（4
（

い
。
つ
ま
り
、
ト
マ
ト
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ジ
ュ
ー
ス
の
比
喩
で
い
え
ば
、
海
の
価
値
の
大
部
分
を
ト
マ
ト
ジ
ュ
ー
ス

が
構
成
し
な
い
限
り
、
ト
マ
ト
ジ
ュ
ー
ス
の
所
有
者
に
海
の
所
有
権
は
認

め
ら
れ
な
い
の
で
あ
る
。
仮
想
財
産
に
つ
い
て
も
同
様
に
考
え
れ
ば
よ
い

と
彼
ら
は
主
張
す
る
。

　

第
二
に
、
ノ
ー
ジ
ッ
ク
の
批
判
は
い
わ
ゆ
る
ロ
ッ
ク
の
但
し
書
き
が
当

て
は
ま
ら
な
い
範
囲
に
し
か
適
用
さ
れ
な
い
、と
反
論
す

（
（5
（

る
。
ロ
ッ
ク
は
、

所
有
の
主
張
は
ほ
か
の
者
の
た
め
に
共
有
の
も
の
が
充
分
に
、
そ
し
て
同

じ
よ
う
に
多
く
残
さ
れ
て
い
る
場
合
に
の
み
発
生
し
う
る
と
主
張
す
る
。

海
の
よ
う
な
物
理
的
な
資
源
と
違
っ
て
、仮
想
世
界
は
際
限
が
な
い
た
め
、

あ
る
者
に
所
有
的
利
益
を
認
め
る
こ
と
は
他
者
の
所
有
的
利
益
を
制
限
し

な
い
。
よ
っ
て
、ノ
ー
ジ
ッ
ク
の
批
判
は
妥
当
し
な
い
の
で
あ
る
と
す
る
。

三

－

三　

ヘ
ー
ゲ
ル
の
人
格
理
論
に
よ
る
正
当
化

　

ヘ
ー
ゲ
ル
の
、
人
格
の
延
長
と
し
て
の
所
有
の
概
念
は
、
多
く
の
理
論

家
に
よ
っ
て
受
け
入
れ
ら
れ
、
拡
張
さ
れ
て
い
っ
た
。
こ
れ
ら
の
理
論
家

は
、
所
有
権
は
、
自
由
や
、
自
我
、
そ
し
て
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
と
い
っ
た
人

権
の
必
要
条
件
と
し
て
、
あ
る
い
は
こ
れ
と
繋
が
っ
た
も
の
と
し
て
、
関

連
し
て
い
る
と
主
張
す

（
（5
（

る
。
こ
の
考
え
の
主
張
す
る
所
有
的
利
益
の
シ
ン

プ
ル
な
例
と
し
て
は
、
指
輪
や
家
が
あ
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
は
、
単
純
な

所
有
的
利
益
と
い
う
よ
り
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の
自
我
と
密
接
に
結
び
つ
い
た

も
の
で
あ
る
と
い
え
る
。
そ
の
結
果
、
他
の
規
範
的
な
正
当
化
で
は
こ
れ

ら
の
目
的
物
に
つ
い
て
所
有
権
を
有
し
て
い
る
と
は
な
ら
な
い
場
合
も
、

人
格
理
論
で
は
、
自
己
実
現
や
そ
の
他
の
人
間
的
な
必
要
性
を
確
保
す
る

た
め
、
所
有
権
を
認
め
る
こ
と
に
重
き
を
置
く
こ
と
が
あ
る
。

　

彼
ら
は
、
人
格
理
論
が
、
現
実
の
動
産
や
不
動
産
と
い
っ
た
財
産
と
仮

想
世
界
の
類
似
品
の
間
に
区
別
を
設
け
な
い
こ
と
に
着
目
す

（
（5
（

る
。つ
ま
り
、

人
格
理
論
は
、
現
実
の
不
動
産
や
動
産
の
私
的
所
有
を
正
当
化
す
る
範
囲

で
、
同
様
に
仮
想
の
不
動
産
や
動
産
の
私
的
所
有
を
正
当
化
す
る
の
で
あ

る
。
こ
の
理
論
は
自
由
や
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
と
い
っ
た
人
間
的
な
必
要

性
を
所
有
的
利
益
の
効
果
の
根
拠
と
し
て
い
る
た
め
、
問
題
と
な
っ
て
い

る
財
産
が
仮
想
の
も
の
で
あ
る
と
い
う
だ
け
で
は
、
現
実
の
そ
れ
の
場
合

と
違
い
を
設
け
な
い
の
で
あ
る
。
ま
た
、
彼
ら
は
、
よ
り
重
要
な
こ
と
と

し
て
、
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
に
つ
い
て
は
、
人
格
理
論
は
非
常
に
強
力

に
そ
の
所
有
権
を
認
め
る
だ
ろ
う
と
い
う
こ
と
を
あ
げ

（
（5
（

る
。こ
れ
は
、人
々

が
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
と
の
つ
な
が
り
を
、
単
純
な
物
と
し
て
で
は
な

く
、
自
身
の
自
我
の
投
影
で
あ
る
と
感
じ
て
い
る
こ
と
に
よ
く
あ
ら
わ
れ

て
い
る
。

　

こ
の
点
、
こ
の
理
論
が
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
の
所
有
的
利
益
を
肯
定

す
る
論
理
は
、
そ
の
広
範
な
譲
渡
可
能
性
を
正
当
化
す
る
も
の
で
は
な

い
と
す
る
批
判
が
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
に
対
し
彼
ら
は
、
結
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婚
指
輪
や
重
要
で
は
な
い
体
の
一
部
の
譲
渡
性
を
想
定
し
、
こ
れ
に
反
論

す
（
（5
（

る
。
も
ち
ろ
ん
、
有
体
物
に
も
譲
渡
性
の
ル
ー
ル
に
関
し
て
例
外
が
あ

る
。
彼
ら
に
し
て
も
、
赤
ん
坊
す
ら
財
産
の
対
象
と
な
り
う
る
と
は
考
え

な
い
。
し
か
し
、人
間
の
命
を
所
有
法
の
対
象
と
す
る
こ
と
へ
の
躊
躇
を
、

た
と
え
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
が
ど
れ
ほ
ど
生
命
体
に
近
く
見
え
た
と
し

て
も
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
よ
る
描
写
体
に
対
し
て
感
じ
る
必
要
は
な
い
の

で
あ
る
と
し
、
そ
の
譲
渡
性
を
肯
定
す

（
（5
（

る
。

　

四　

小
括

　

Lastow
ka

とH
unter

は
以
上
の
よ
う
に
、
法
的
に
保
護
さ
れ
て
い

る
そ
の
他
の
財
産
と
の
性
質
的
な
比
較
か
ら
、
無
体
物
で
あ
り
時
限
性
の

あ
る
仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
肯
定
す
る
。
そ
の
う
え
で
、
功

利
主
義
、
労
働
理
論
、
人
格
理
論
、
三
つ
の
主
た
る
基
礎
理
論
す
べ
て
に

お
い
て
規
範
的
正
当
化
を
も
認
め
る
主
張
を
行
う
。

　

こ
の
点
、三
つ
の
規
範
理
論
の
う
ち
の
ど
の
理
論
に
依
る
か
に
よ
っ
て
、

所
有
法
に
よ
る
保
護
の
程
度
に
変
化
が
生
じ
、
と
く
に
仮
想
財
産
の
規
約

に
反
す
る
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
是
非
に
つ
い
て
、
結
論
が
わ
か
れ
う
る
。
し
か
し
、

彼
ら
は
こ
こ
で
は
そ
の
選
択
に
つ
い
て
の
結
論
を
述
べ
る
こ
と
を
し
な

い
。
ま
た
、
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
認
め
る
べ
き
で
あ
る
と
し
て
い
る
一

方
で
、
そ
の
権
利
の
帰
属
主
体
に
つ
い
て
は
明
言
を
避
け
て
い
る
。
彼
ら

は
結
局
、
仮
に
仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
が
認
め
ら
れ
る
と
し
て

も
、
そ
の
帰
属
主
体
に
つ
い
て
は
、
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
の
規
定
に
よ
る
と
こ
ろ
が

大
き
い
と
し
、裁
判
所
が
現
状
の
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
を
規
制
す
る
た
め
に
は
、ユ
ー

ザ
が
訴
訟
を
積
極
的
に
起
こ
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
す

（
（5
（

る
。

　

以
上
の
よ
う
な
彼
ら
の
問
題
提
起
を
う
け
、
こ
れ
を
補
充
す
る
形
で
、

あ
る
い
は
異
な
っ
た
角
度
か
ら
、
仮
想
財
産
の
帰
属
主
体
を
ユ
ー
ザ
と
す

る
べ
き
で
あ
る
と
の
議
論
が
盛
ん
に
な
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
次
節
以
降

は
、
前
述
三
つ
の
規
範
理
論
を
も
と
に
分
類
し
た
う
え
で
、
仮
想
財
産
の

所
有
法
に
よ
る
ユ
ー
ザ
の
所
有
的
利
益
の
保
護
を
主
張
す
る
学
説
を
検
討

し
て
い
く
こ
と
と
す
る
。

第
三
節　

ベ
ン
サ
ム
の
功
利
主
義
を
基
礎
と
し
た
考
え

　

一　

序
説

　

功
利
主
義
を
基
礎
と
し
た
検
討
を
行
う
も
の
と
し
て
は
、Joshua A

.T
. 

Fairfield

、Charles Blazer

、T
heodore J. W

estbrook

の
三
名
の

見
解
が
あ
げ
ら
れ
る
。
こ
の
う
ち
、Fairfield

が
中
心
的
論
者
で
あ
り
、

Blazer

及
びW

estbrook

は
、Fairfield

の
主
張
を
受
け
て
、
こ
れ
を
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補
充
、
修
正
す
る
形
で
議
論
を
展
開
し
て
い
る
。
彼
ら
は
皆
、
コ
ー
ド
論

─
─
情
報
空
間
に
お
い
て
人
々
の
行
動
を
規
制
す
る
要
素
と
し
て
は
、
法

や
規
範
と
い
っ
た
伝
統
的
な
要
素
よ
り
も
、
そ
こ
で
人
々
が
何
を
す
る
こ

と
が
で
き
る
、あ
る
い
は
で
き
な
い
か
と
い
う
こ
と
を
決
定
づ
け
る「
コ
ー

ド
」、す
な
わ
ち
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
っ
て
作
り
出
さ
れ
た
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ

が
、
よ
り
強
力
な
役
割
を
果
た
す
と
す
る
見

（
（5
（

解
─
─
を
基
礎
に
、
議
論
を

展
開
し
て
い
る
。
以
下
、
こ
れ
ら
三
者
の
見
解
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

　

二　

Joshua A
.T

. Fairfield
の
見
解

　

Fairfield

は
、
仮
想
財
産
が
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
コ
ー
ド
を
使
用

す
る
こ
と
に
よ
り
、
現
実
の
財
産
と
同
じ
三
つ
の
性
質
─
─
①
競
争

性
（rivalrousness

）、
②
永
続
性
（persistence

）、
③
相
互
接
続
性

（interconnectivity

）
─
─
を
有
し
て
い
る
こ
と
を
指
摘
す

（
（5
（

る
。

　

仮
想
財
産
が
競
争
性
を
有
す
る
と
す
る
根
拠
は
、
た
と
え
ば
、
あ
る
者

が
あ
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
ア
ド
レ
ス
を
使
用
し
て
い
る
と
、
他
の
人
は

そ
の
ア
ド
レ
ス
を
使
用
で
き
な
い
こ
と
か
ら
示
さ
れ
る
と
す
る
。
永
続
性

に
つ
い
て
は
、
あ
る
メ
ー
ル
・
ア
カ
ウ
ン
ト
を
使
用
し
て
い
る
人
が
パ
ソ

コ
ン
の
電
源
を
落
と
し
て
も
、
メ
ー
ル
の
情
報
は
存
在
し
続
け
る
こ
と
に

よ
り
示
さ
れ
る
と
す
る
。
ま
た
、
相
互
接
続
性
に
つ
い
て
は
、
Ｕ
Ｒ
Ｌ
や

メ
ー
ル
・
ア
カ
ウ
ン
ト
の
価
値
は
、
た
だ
そ
の
所
有
者
が
そ
れ
を
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
で
き
る
と
こ
ろ
に
あ
る
の
で
は
な
く
、
他
の
人
も
そ
こ
に
接
続
し

た
り
、
そ
れ
を
体
験
し
た
り
で
き
る
こ
と
か
ら
生
じ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

示
さ
れ
る
と
す
る
。

　

こ
の
点
、
一
般
的
な
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
コ
ー
ド
は
排
他
性
を
有
し
な
い

た
め
、
あ
る
者
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
コ
ー
ド
の
使
用
が
お
の
ず
と
他
者
の

使
用
を
防
ぐ
こ
と
を
意
味
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
よ
っ
て
、
こ
の
問
題
を

防
止
す
る
た
め
に
、
知
的
財
産
権
に
よ
る
保
護
が
図
ら
れ
る
の
だ
が
、
こ

れ
が
そ
も
そ
も
排
他
性
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
な
ら
ば
、
知
的
財
産
権
に

よ
っ
て
保
護
す
る
必
要
は
な
い
。
そ
の
た
め
、
彼
は
、
競
争
性
、
永
続

性
、 

相
互
接
続
性
の
特
徴
を
有
す
る
仮
想
財
産
は
現
実
の
財
産
と
同
じ
よ

う
に
、
所
有
法
で
保
護
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
す
る
。
こ
の
点
、
彼
の
見

解
に
よ
る
と
、
仮
想
財
産
の
対
象
に
は
上
記
の
性
質
を
充
た
す
も
の
す
べ

て
が
含
ま
れ
う
る
た
め
、
本
稿
で
中
心
的
に
検
討
し
て
い
る
オ
ン
ラ
イ
ン

ゲ
ー
ム
の
デ
ー
タ
に
限
ら
れ
ず
、
ド
メ
イ
ン
・
ネ
ー
ム
、
メ
ー
ル
・
ア
カ

ウ
ン
ト
等
も
こ
れ
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

そ
し
て
、
彼
は
、
仮
想
財
産
の
ユ
ー
ザ
に
よ
る
私
的
所
有
を
肯
定
す
る

た
め
に
、
そ
の
他
の
保
護
理
論
、
た
と
え
ば
、
情
報
の
囲
い
込
み
（digital 

enclosur
（
（5
（e

）、
動
産
侵
害
理
論
（chattels theor

（
（6
（y

）
を
批
判
す
る
。
前

者
に
つ
い
て
は
、
ア
ン
チ
コ
モ
ン
ズ
の
悲
劇
に
対
応
で
き
な
い
点
、
後
者
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に
つ
い
て
は
、
サ
ー
バ
の
所
有
者
で
な
い
限
り
、
所
有
権
を
根
拠
に
侵
害

に
対
応
で
き
な
い
等
、
保
護
の
バ
ラ
ン
ス
が
取
れ
な
い
場
合
が
あ
る
点
が

批
判
の
根
拠
で
あ

（
（6
（

る
。
ま
た
、オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
、

Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
に
よ
る
ユ
ー
ザ
の
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
禁
止
は
附
合
契
約
の
典
型
的
な
濫

用
で
あ
り
、
そ
れ
に
抵
抗
す
る
手
段
と
し
て
、
仮
想
財
産
の
私
的
所
有
の

肯
定
が
有
用
だ
と
す

（
（6
（

る
。

　

彼
は
ま
た
、
本
問
題
に
つ
い
て
は
、
あ
く
ま
で
司
法
を
介
し
た
コ
モ
ン

ロ
ー
上
の
所
有
法
に
よ
る
規
律
が
妥
当
で
あ
る
と
す
る
。
そ
し
て
そ
の
根

拠
と
し
て
、
制
定
法
で
は
事
業
者
側
に
よ
る
ロ
ビ
ー
活
動
の
圧
力
が
懸
念

さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
こ

（
（6
（

と
、
コ
モ
ン
ロ
ー
上
の
契
約
法
で
は
契
約
の
当
事

者
の
利
益
考
量
し
か
せ
ず
、
契
約
外
の
第
三
者
に
対
す
る
視
点
が
欠
け
て

い
る
こ
と
、
及
び
、
下
位
へ
の
売
却
（dow

nstream
 sales

）
を
可
能
と

す
る
事
に
適
し
て
い
な
い
こ
と
等
を
あ
げ

（
（6
（

る
。
そ
し
て
、
所
有
法
及
び
不

法
行
為
法
に
よ
る
問
題
解
決
を
、
契
約
法
で
も
っ
て
代
替
す
る
こ
と
は
不

可
能
で
は
な
い
が
、
非
効
率
で
あ
る
と
す

（
（6
（

る
。
な
ぜ
な
ら
、
コ
モ
ン
ロ
ー

上
の
契
約
法
の
場
合
、
法
的
効
果
は
基
本
的
に
は
損
害
賠
償
で
あ
る
が
、

ユ
ー
ザ
が
望
む
こ
と
は
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
か
ら
の
保
護
や
、
財
産
の
安
全
で

あ
っ
た
り
す
る
か
ら
で
あ

（
（6
（

る
。
さ
ら
に
、
そ
も
そ
も
エ
ク
イ
テ
ィ
で
は
な

く
、
コ
モ
ン
ロ
ー
に
よ
る
解
決
を
志
向
す
る
理
由
と
し
て
、
①
新
し
く
生

起
す
る
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
に
関
連
す
る
問
題
を
解
決
す
る
の
に
手
っ
取
り
早

く
利
用
で
き
る
ツ
ー
ル
で
あ
る
こ
と
、
②
問
題
の
対
象
を
絞
る
こ
と
が
で

き
、
仮
に
解
決
に
失
敗
し
て
も
影
響
が
少
な
く
、
ま
た
、
す
ぐ
に
作
り
直

す
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
、
③
コ
モ
ン
ロ
ー
は
反
復
性
が
あ
る
こ
と
、

を
あ
げ

（
（6
（

る
。

　

三　

Charles Blazer

の
見
解

　

Blazer

はFairfield

同
様
、伝
統
的
な
所
有
法
か
ら
の
類
推
と
し
て
、

三
つ
の
要
件
─
─
①
競
争
性
（rivalry

）、
②
永
続
性
（persistence

）、

③
相
互
接
続
性
（interconnectivity

）
─
─
を
あ
げ
つ
つ
、
こ
れ
に
さ

ら
に
④
二
次
市
場
の
存
在
（secondary m

arkets

）、
⑤
ユ
ー
ザ
に
よ

る
価
値
の
付
加
（value-added-by-users

）
と
い
う
要
件
を
仮
想
財
産

の
保
護
の
た
め
に
加
え

（
（6
（

る
。

　

彼
が
要
件
を
追
加
す
る
根
拠
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ユ
ー
ザ
が
得
る
利

益
は
事
業
者
の
初
期
投
資
お
よ
び
継
続
的
な
投
資
に
よ
っ
て
発
生
す
る
も

の
で
あ
り
、仮
想
財
産
の
法
的
保
護
に
つ
い
て
は
、ユ
ー
ザ
と
ほ
か
の
ユ
ー

ザ
、
ユ
ー
ザ
と
事
業
者
間
の
利
益
の
調
整
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か

ら
で
あ
る
と
す

（
（6
（

る
。

　

ま
た
彼
は
、
ユ
ー
ザ
対
ユ
ー
ザ
、
ユ
ー
ザ
対
事
業
者
と
い
う
事
案
類
型

を
、
現
時
点
で
存
在
す
る
法
律
関
係
（
た
と
え
ば
、
ラ
イ
セ
ン
サ
・
ラ
イ
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セ
ン
シ
の
関
係
）
の
類
推
等
を
通
じ
て
、
当
事
者
に
影
響
す
る
利
益
の
認

定
を
す
る
こ
と
を
主
張
す

（
（7
（

る
。
そ
し
て
、
事
業
者
の
自
由
と
融
通
性
を
確

保
す
る
こ
と
に
留
意
し
つ
つ
も
、
ユ
ー
ザ
の
利
益
を
も
考
慮
す
る
公
平
な

解
決
に
至
る
よ
う
、
当
事
者
の
利
益
の
バ
ラ
ン
ス
を
取
る
結
論
を
導
く
こ

と
が
妥
当
で
あ
る
と
す

（
（7
（

る
。

　

四　

T
heodore J. W

estbrook

の
見
解

　

W
estbrook

は
、
現
実
の
財
産
の
三
つ
の
性
質
と
し
て
、
①
排
他

性
（exclusivity

）、
②
永
続
性
（persistence
）、
③
交
換
可
能
性

（transferability

）を
あ
げ

（
（7
（

る
。
そ
し
て
、コ
ー
ド
論
を
前
提
と
し
つ
つ
、

仮
想
財
産
が
こ
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
を
指
摘
す
る
。
そ
の
う
え
で
、
Ｕ

Ｒ
Ｌ
等
が
仮
想
財
産
に
含
ま
れ
る
と
し
つ
つ
も
、
現
在
こ
の
問
題
の
最
も

明
瞭
な
例
で
あ
る
と
し
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
の
問
題
に
つ

い
て
、
検
討
を
行
う
。

　

彼
は
、
所
有
法
の
規
範
的
な
問
題
に
つ
い
て
、
労
働
理
論
と
人
格
理

論
を
批
判
し
（
そ
れ
ぞ
れ
の
項
に
て
後
述
）、
功
利
主
義
的
な
立
場
に

立
（
（7
（

つ
。
そ
し
て
、
ど
の
よ
う
な
手
法
が
社
会
の
富
の
最
大
化
に
つ
な
が
る

か
、
と
い
う
問
題
は
、
実
証
的
な
検
証
に
依
る
べ
き
で
あ
る
と
し
、
現
在

の
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
具
体
的
な
検
討
を
行
う
。

　

彼
は
、
仮
想
財
産
に
関
す
る
利
益
の
帰
属
を
ユ
ー
ザ
に
認
め
る
利
点
と

し
て
、
仮
想
財
産
が
盗
難
さ
れ
た
場
合
に
、
ハ
ッ
カ
ー
の
利
得
を
不
当
な

も
の
で
あ
る
と
し
、
法
的
に
そ
の
返
還
を
請
求
で
き
る
よ
う
に
な
る
こ
と

を
あ
げ

（
（7
（

る
。
こ
れ
が
可
能
と
な
る
と
、中
国
で
実
際
に
起
こ
っ
た
よ
う
な
、

オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
内
の
ア
イ
テ
ム
を
盗
ま
れ
た
者
が
そ
の
犯
人
を
現
実

の
世
界
で
殺
害
す
る
と
い
う
危
険
な
自
力
救
済
を
減
ら
し
、
社
会
の
利
益

を
増
進
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

　

ま
た
、
一
方
の
考
慮
要
素
と
し
て
、
事
業
者
の
主
た
る
関
心
で
あ
る
、

利
益
の
最
大
化
と
、
責
任
の
制
限
を
あ
げ
る
。
こ
の
点
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ
を
認
め

る
と
、
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
の
育
成
や
作
成
に
時
間
の
か
か
る
ア
イ
テ

ム
の
入
手
時
間
が
単
純
に
減
っ
て
し
ま
う
の
で
、（
新
規
）
ユ
ー
ザ
に
よ

る
ト
ー
タ
ル
の
（
月
額
）
課
金
量
が
減
っ
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
る
。
ま

た
、
仮
想
世
界
の
“
財
産
”
の
独
占
が
崩
れ
る
こ
と
で
、
課
金
ア
イ
テ
ム

の
売
買
等
に
よ
る
事
業
者
の
収
入
が
減
る
可
能
性
も
あ
る
。

　

功
利
主
義
的
な
考
慮
を
す
る
こ
と
に
よ
り
発
生
す
る
、
以
上
の
よ
う
な

ユ
ー
ザ
と
事
業
者
双
方
の
利
益
の
衡
量
を
行
う
こ
と
は
難
し
い
問
題
で
あ

る
。
だ
が
、W

estbrook

は
、
少
な
く
と
も
、
そ
の
他
の
基
礎
理
論
を

根
拠
と
す
る
よ
り
も
、
説
得
的
な
結
論
が
得
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
と
主
張

す
（
（7
（

る
。

　

ま
た
、
彼
は
、Blazer

同
様
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
の
仮
想
財
産
に
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関
す
る
問
題
を
、
ユ
ー
ザ
対
事
業
者
間
、
ユ
ー
ザ
対
ユ
ー
ザ
間
の
問
題
に

分
類
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
異
な
っ
た
対
応
を
す
べ
き
で
あ
る
こ
と
を
主
張
す

る
。

　

ま
ず
、
ユ
ー
ザ
対
事
業
者
間
の
問
題
で
は
、
仮
想
財
産
に
関
す
る
準
所

有
権（sub-property
）を
ユ
ー
ザ
に
認
め
る
こ
と
を
主
張
す
る
。こ
れ
は
、

仮
想
財
産
の
侵
害
に
対
す
る
保
護
を
ユ
ー
ザ
に
認
め
る
も
の
の
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ

に
よ
る
現
実
通
貨
を
媒
介
と
し
た
取
引
は
認
め
な
い
、
と
い
う
制
限
さ
れ

た
所
有
権
で
あ

（
（7
（

る
。
こ
の
準
所
有
権
を
認
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
ユ
ー
ザ

は
、
事
業
者
の
責
任
に
よ
る
デ
ー
タ
の
滅
失
と
そ
れ
に
対
す
る
損
害
賠
償

を
事
業
者
に
請
求
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
一
方
で
、
事
業
者
は
ユ
ー
ザ

に
完
全
な
所
有
権
を
認
め
る
場
合
よ
り
も
、
自
身
の
責
任
を
制
限
す
る
こ

と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。

　

一
方
で
、
ユ
ー
ザ
対
ユ
ー
ザ
間
の
問
題
、
と
く
に
ハ
ッ
キ
ン
グ
に
よ
る

仮
想
財
産
の
窃
取
の
問
題
に
は
、
準
所
有
権
よ
り
も
強
い
権
利
を
、
被
害

に
あ
っ
た
ユ
ー
ザ
に
認
め
る
べ
き
で
あ
る
と
彼
は
主
張
す

（
（7
（

る
。
具
体
的
に

は
、
原
状
回
復
的
損
害
賠
償
（restitutionary dam

ages

）
を
認
め
る

べ
き
で
あ
る
と
す
る
。
そ
の
理
由
と
し
て
は
、原
状
回
復
的
損
害
賠
償
は
、

①
ハ
ッ
キ
ン
グ
や
詐
取
に
よ
る
不
当
利
得
（unjust enrichm

ent

）
を

防
止
し
、
②
ユ
ー
ザ
の
た
め
の
財
産
回
復
（recovery

）
を
肯
定
し
、
③

損
害
賠
償
の
“
公
正
な
市
場
価
格
（fair m

arket value

）”
に
基
づ
く

手
法
と
違
っ
て
、
原
状
回
復
的
損
害
賠
償
は
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
妥
当
性
を
前
提

と
し
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
と
い

（
（7
（

う
。

　

彼
は
ま
た
、
立
法
に
よ
る
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
禁
止
は
、
実
施
し
た
と
こ
ろ
で
こ

れ
を
行
う
者
は
結
局
現
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
し
、
そ
う
で
あ
る
な
ら
ば
実

質
的
な
解
決
を
生
ま
な
い
た
め
、
上
記
の
手
法
に
よ
っ
て
問
題
の
解
決
に

あ
た
る
ほ
う
が
妥
当
で
あ
る
と
指
摘
す

（
（7
（

る
。

　

五　

功
利
主
義
を
基
礎
と
し
た
考
え
に
対
す
る
批
判

　

功
利
主
義
を
基
礎
と
し
た
考
え
に
対
す
る
批
判
と
し
て
は
、John 

W
illiam

 N
elson

に
よ
る
も
の
が
あ
げ
ら
れ

（
（8
（

る
。
彼
の
見
解
は
、
以
下
の

よ
う
な
も
の
で
あ
る
。

　

Fairfield

は
、
仮
想
財
産
に
つ
い
て
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
認
め
る
こ

と
は
、社
会
の
富
の
最
大
化
、つ
ま
り
、取
引
費
用
の
低
下
に
つ
な
が
り
、

効
率
的
な
取
引
を
達
成
す
る
た
め
の
最
も
良
い
方
法
だ
と
主
張
す
る
が
、

N
elson

は
こ
の
考
え
は
正
確
で
は
な
い
と
す
る
。
取
引
費
用
と
は
、
交

渉
費
用
と
調
査
費
用
の
こ
と
を
指
す
が
、N

elson

に
よ
る
と
、
本
件
に

お
い
て
は
、
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
認
め
て
も
調
査
費
用
は
低
下
す
る
と

は
考
え
ら
れ
な
い
の
で
あ
る
。

　

ま
ず
、
ユ
ー
ザ
に
所
有
法
上
の
全
て
の
権
利
を
認
め
る
モ
デ
ル
で
は
、
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コ
ー
ド
に
よ
っ
て
認
め
ら
れ
て
い
る
仮
想
世
界
内
の
ユ
ー
ザ
の
権
利
と
、

所
有
法
に
よ
っ
て
別
個
潜
在
的
に
認
め
ら
れ
う
る
権
利
を
一
致
さ
せ
る
た

め
に
、
調
査
費
用
が
現
在
よ
り
も
多
く
生
じ
て
し
ま

（
（8
（

う
。
ま
た
、
所
有
法

上
の
権
利
を
条
件
付
き
で
認
め
る
モ
デ
ル
で
は
、
コ
ー
ド
の
制
限
を
受
け

る
こ
と
を
肯
定
す
る
た
め
、
所
有
法
に
よ
る
保
護
は
コ
ー
ド
に
基
づ
い
て

判
断
す
る
こ
と
以
上
の
コ
ス
ト
の
低
下
を
生
む
こ
と
に
は
な
ら
な

（
（8
（

い
。

　

よ
っ
て
、
功
利
主
義
を
根
拠
に
仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
肯

定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
、N

elson
は
批
判
す
る
。

　

六　

小
括

　

功
利
主
義
を
根
拠
と
す
る
考
え
を
主
張
す
るFairfield

、Blazer

、

W
estbrook

ら
は
、三
者
と
も
、コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
コ
ー
ド
の
規
定
に
よ
っ

て
、
仮
想
財
産
が
現
実
の
財
産
と
同
じ
性
質
を
有
し
て
い
る
こ
と
を
指
摘

し
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
に
限
ら
れ
な
い
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

上
の
様
々
な
仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
肯
定
す
る
。
彼
ら
は
そ

れ
ぞ
れ
、
社
会
の
富
の
最
大
化
を
同
一
の
帰
結
と
し
な
が
ら
、
し
か
し
、

仮
想
財
産
を
所
有
法
に
よ
り
保
護
す
る
た
め
の
要
件
や
そ
の
保
護
の
法
的

構
成
、
具
体
的
内
容
に
は
違
い
が
あ
る
。

　

ま
ず
、Fairfield

は
、
競
争
性
、
永
続
性
、
相
互
接
続
性
を
有
す
る
仮

想
財
産
の
私
的
所
有
を
肯
定
す
る
こ
と
で
、
社
会
の
効
率
性
の
増
加
に
つ

な
が
る
と
し
、
仮
想
財
産
の
侵
害
に
対
す
る
保
護
の
み
な
ら
ず
、
ユ
ー
ザ

間
の
自
由
な
Ｒ
Ｍ
Ｔ
を
も
肯
定
す
る
。

　

Blazer

は
、
事
業
者
と
ユ
ー
ザ
間
の
利
益
の
考
量
を
行
う
必
要
が
あ

る
と
の
認
識
か
ら
、Fairfield

の
あ
げ
た
右
の
要
件
に
、
二
次
市
場
の
存

在
、
ユ
ー
ザ
に
よ
る
価
値
の
付
加
と
い
う
要
件
を
加
え
る
。
こ
の
「
二
次

市
場
の
存
在
」
と
い
う
要
件
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
彼
は
事
業
者
の
利
益

を
考
慮
し
つ
つ
も
、
ユ
ー
ザ
間
の
Ｒ
Ｍ
Ｔ
を
否
定
す
る
と
こ
ろ
ま
で
は
い

か
な
い
。
し
か
し
、
事
業
者
の
利
益
を
重
視
す
る
と
の
主
張
か
ら
判
断
す

る
に
、
ユ
ー
ザ
の
完
全
な
私
的
所
有
を
肯
定
す
る
こ
と
は
な
い
よ
う
に
思

わ
れ
る
。
ま
た
、
彼
は
、
事
業
者
対
ユ
ー
ザ
の
事
案
と
、
ユ
ー
ザ
対
ユ
ー

ザ
の
事
案
と
い
う
、
類
型
に
即
し
た
考
察
の
必
要
性
を
主
張
し
て
い
る
。

　

W
estbrook

も
、Blazer

同
様
、
事
案
類
型
に
即
し
た
分
析
を
主
張

す
る
。
こ
の
と
き
、
彼
は
、
ユ
ー
ザ
対
事
業
者
の
問
題
で
は
、
仮
想
財
産

の
所
有
法
に
よ
る
保
護
は
肯
定
す
る
も
の
の
、
ユ
ー
ザ
間
の
Ｒ
Ｍ
Ｔ
に
つ

い
て
は
肯
定
的
で
は
な
く
、
ユ
ー
ザ
の
所
有
権
を
強
く
認
め
る
こ
と
に
反

対
す
る
。
一
方
で
、
ユ
ー
ザ
対
ユ
ー
ザ
の
問
題
で
は
、
被
害
者
に
よ
り
強

い
法
的
保
護
を
認
め
、原
状
回
復
的
な
効
果
を
認
め
る
こ
と
を
主
張
す
る
。

こ
の
点
、W

estbrook

が
法
的
効
果
を
原
状
回
復
と
す
る
理
由
は
、
通

常
の
損
害
賠
償
の
場
合
、
二
次
市
場
の
価
格
を
基
準
に
算
定
す
る
こ
と
に
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な
り
、
そ
う
す
る
と
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ
を
肯
定
す
る
こ
と
に
繋
が
っ
て
し
ま
う
た

め
、
そ
れ
を
回
避
す
る
た
め
で
あ
る
と
い
う
。

　

以
上
の
よ
う
な
、
功
利
主
義
的
見
解
に
対
す
る
批
判
と
し
て
は
、
仮
想

財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
認
め
て
も
、
必
ず
し
も
富
の
最
大
化
、
効

率
性
の
最
大
化
に
つ
な
が
ら
な
い
と
い
う
も
の
が
当
然
予
想
さ
れ
る
。

N
elson

に
よ
る
批
判
は
ま
さ
に
そ
う
い
っ
た
批
判
で
あ
る
。
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の

是
非
に
つ
い
て
は
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ
業
者
に
よ
る
活
動
が
ゲ
ー
ム
内
経
済
の
破
壊

と
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
の
「
短
命
化
」
を
招
い
て
い
る
と
も
考
え
ら
れ
る
。

こ
れ
は
、
あ
る
ユ
ー
ザ
の
所
有
的
利
益
を
認
め
る
と
他
の
ユ
ー
ザ
や
事
業

者
の
幸
福
を
減
じ
る
こ
と
に
な
り
、
も
っ
て
社
会
へ
の
効
用
も
減
じ
て
し

ま
う
と
の
危
惧
が
現
実
化
し
て
い
る
証
左
と
な
り
え
、W

estbrook

は

こ
の
点
を
重
視
し
て
Ｒ
Ｍ
Ｔ
を
否
定
す
る
議
論
を
展
開
し
て
い
る
の
だ
ろ

う
。

第
四
節　

ロ
ッ
ク
の
労
働
理
論
を
基
礎
と
し
た
考
え

　

一　

序
説

　

労
働
理
論
を
基
礎
と
し
た
考
え
と
し
て
は
、D

avid P. Sheldon

の
見

解
が
あ

（
（8
（

る
。
彼
は
、
労
働
理
論
に
立
っ
た
う
え
で
、
仮
想
財
産
の
所
有
法

に
よ
る
ユ
ー
ザ
の
利
益
の
保
護
、
と
く
に
、
ユ
ー
ザ
に
よ
る
Ｒ
Ｍ
Ｔ
を
肯

定
す
る
べ
く
主
張
を
展
開
す
る
。
以
下
で
は
、
彼
の
見
解
に
つ
い
て
紹
介

し
た
う
え
で
、
あ
わ
せ
て
、
労
働
理
論
に
対
す
る
い
く
つ
か
の
批
判
的
見

解
を
検
討
し
て
い
く
。

　

二　

D
avid P. Sheldon

の
見
解

　

Sheldon

は
、
ま
ず
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
を
、
ⓐ
仮
想
財

産
の
作
成
に
つ
い
て
、
ユ
ー
ザ
の
創
作
性
に
依
存
す
る
程
度
の
高
い
サ
ー

ビ
ス
と
、
ⓑ
ユ
ー
ザ
の
創
作
性
は
さ
ほ
ど
重
視
さ
れ
て
い
な
い
サ
ー
ビ
ス

に
分
類
す
る
。

　

し
か
し
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
の
特
徴
で
あ
る
「
プ
レ
イ
ヤ

の
交
流
」
と
い
う
性
質
を
充
た
す
も
の
で
あ
る
以
上
、
上
記
ど
ち
ら
の
タ

イ
プ
の
サ
ー
ビ
ス
に
も
、
そ
れ
ぞ
れ
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
土
壌
が
あ
る
こ
と
を
指
摘

す
（
（8
（

る
。

　

次
に
、所
有
法
上
の
権
利
が
人
の
物
に
対
す
る
権
利
の
束
で
あ
る
こ
と
、

そ
の
う
ち
、
主
要
な
も
の
は
、
使
用
す
る
権
利
、
排
他
的
権
利
、
取
引
す

る
権
利
の
三
種
類
で
あ
る
こ
と
、
こ
の
考
え
方
は
人
と
有
体
物
の
関
係
に

限
ら
れ
な
い
こ
と
を
確
認
す

（
（8
（

る
。

　

そ
の
う
え
で
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
仮
想
財
産
に
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対
す
る
所
有
法
上
の
権
利
の
帰
属
を
ユ
ー
ザ
に
認
め
る
の
だ
が
、
そ
の
理

由
は
、
上
記
ⓐ
の
タ
イ
プ
の
サ
ー
ビ
ス
で
の
創
作
は
ロ
ッ
ク
の
理
論
に
な

じ
む
こ
と
で
あ
り
、
上
記
ⓑ
の
タ
イ
プ
の
サ
ー
ビ
ス
で
は
前
者
の
よ
う
な

創
作
性
は
な
い
が
、
仮
想
財
産
の
作
成
に
多
く
の
時
間
を
か
け
る
た
め
、

労
働
と
同
視
し
て
よ
い
こ
と
で
あ
る
と
す

（
（8
（

る
。

　

続
い
て
、
彼
は
、
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
に
よ
り
制
限
さ
れ
て
い
る
ユ
ー
ザ
の
権
利

の
内
容
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

　

ま
ず
、
ユ
ー
ザ
の
仮
想
財
産
の
使
用
に
関
す
る
権
利
に
つ
い
て
は
、
そ

も
そ
も
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
コ
ー
ド
に
よ
り
規
定
さ
れ
て
い
る
う
え
に
、
あ

わ
せ
て
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
に
よ
っ
て
制
限
さ
れ
る
こ
と
で
、
非
常
に
制
約
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
指
摘
す

（
（8
（

る
。

　

次
に
、
仮
想
財
産
の
他
者
に
よ
る
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を
防
ぐ
こ
と
が
で
き

る
排
他
的
権
利
に
つ
い
て
は
、
多
く
の
サ
ー
ビ
ス
で
は
ユ
ー
ザ
の
権
利
は

事
業
者
の
権
利
に
劣
後
す
る
た
め
、
排
他
性
が
あ
る
と
は
い
え
な
い
状
況

に
あ
る
と
指
摘
す

（
（8
（

る
。
例
外
的
に
ユ
ー
ザ
に
知
的
財
産
権
を
認
め
る
サ
ー

ビ
ス
も
あ
る
が
、
こ
れ
も
完
全
な
所
有
権
を
認
め
る
わ
け
で
は
な
い
。

　

最
後
に
、
取
引
の
権
利
に
つ
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
Ｒ
Ｍ
Ｔ
を
全
面
的
に

禁
止
す
る
サ
ー
ビ
ス
、
事
業
者
が
運
営
す
る
シ
ス
テ
ム
内
に
お
け
る
Ｒ
Ｍ

Ｔ
な
ら
ば
こ
れ
を
許
可
す
る
サ
ー
ビ
ス
、
あ
る
種
の
ア
イ
テ
ム
の
Ｒ
Ｍ
Ｔ

で
あ
れ
ば
許
可
す
る
サ
ー
ビ
ス
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
す

（
（8
（

る
。こ
の
よ
う
に
、

Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
問
題
に
つ
い
て
は
事
態
が
流
動
的
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
た
う

え
で
、
し
か
し
実
際
問
題
と
し
て
、
ユ
ー
ザ
間
の
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
多
く
は
外
部

の
サ
イ
ト
等
を
利
用
す
る
か
た
ち
で
、
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
で
許
可
さ
れ
て
い
る
範

囲
外
で
行
わ
れ
て
い
る
た
め
、
結
局
、
法
的
問
題
に
な
る
と
す

（
（9
（

る
。

　

ま
た
、彼
は
、現
状
多
く
の
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
で
規
定
さ
れ
て
い
る
補
償
で
は
、

仮
想
財
産
の
消
失
等
の
場
合
、
ユ
ー
ザ
に
仮
想
財
産
を
返
還
す
る
と
の
条

項
が
な
い
た
め
、
こ
れ
を
望
む
ユ
ー
ザ
の
満
足
は
得
ら
れ
な
い
こ
と
を
問

題
視
す

（
（9
（

る
。

　

で
は
、
ど
う
す
れ
ば
ユ
ー
ザ
は
仮
想
財
産
に
関
す
る
利
益
の
喪
失
か
ら

自
ら
を
守
れ
る
の
か
。
そ
の
方
法
と
し
て
、
彼
は
、
①
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
の
範
囲

内
で
の
権
利
の
主
張
、
②
非
良
心
性
の
法
理
・
約
束
的
禁
反
言
の
適
用
に

よ
る
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
の
効
力
の
否
定
、
③
消
費
者
保
護
法
の
適
用
、
④
立
法
に

よ
る
解
決
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
検
討
す
る
。

①
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
の
範
囲
内
で
権
利
の
主
張
に
つ
い
て

　

現
状
の
ユ
ー
ザ
の
仮
想
財
産
に
対
す
る
権
利
を
、
占
有
権
と
構
成
す
る

こ
と
も
考
え
ら
れ
る
が
、Sheldon

は
、
ユ
ー
ザ
は
物
理
的
に
ア
イ
テ
ム

を
占
有
し
て
い
な
い
た
め
、
ア
イ
テ
ム
の
取
引
を
占
有
の
移
転
と
構
成
す

る
こ
と
は
で
き
な
い
と
す
る
。
そ
こ
で
、
ユ
ー
ザ
の
仮
想
財
産
に
対
す
る

権
利
の
取
引
は
、
そ
れ
を
使
用
す
る
ラ
イ
セ
ン
ス
の
取
引
と
考
え
る
べ
き
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で
あ
り
、
ス
ポ
ー
ツ
や
コ
ン
サ
ー
ト
の
チ
ケ
ッ
ト
の
転
売
と
同
様
に
考
え

る
こ
と
を
主
張
す

（
（9
（

る
。

　

こ
の
点
、
事
業
者
に
よ
る
ユ
ー
ザ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
の
停
止
の
問
題
が
、

ビ
ジ
ネ
ス
上
の
妥
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
、
ユ
ー
ザ
の
法
的
保
護
は
難
し

い
と
す

（
（9
（

る
。
し
か
し
、
言
論
の
自
由
の
制
限
や
差
別
が
原
因
で
あ
る
な
ら

ば
、
ユ
ー
ザ
の
保
護
の
可
能
性
が
あ
る
と
も
い
う
。
ま
た
、
事
業
者
が
独

断
的
に
ユ
ー
ザ
の
ア
ク
セ
ス
を
無
効
に
し
て
い
る
の
な
ら
ば
、
お
そ
ら
く

そ
の
保
護
に
つ
い
て
、
ユ
ー
ザ
は
強
い
主
張
が
で
き
る
こ
と
に
な
る
と
結

論
付
け
る
。

②
非
良
心
性
の
法
理
・
約
束
的
禁
反
言
の
適
用
に
よ
る
、
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
の
効

力
の
否
定

　

彼
は
、
非
良
心
性
の
法
理
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム

サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
ユ
ー
ザ
と
事
業
者
の
関
係
が
、そ
の
継
続
性
に
よ
り
、

何
ら
か
の
商
品
を
一
回
買
う
だ
け
の
関
係
と
は
異
な
る
の
で
、
こ
の
点
は

ユ
ー
ザ
の
有
利
に
働
く
と
す

（
（9
（

る
。
ま
た
、
問
題
と
な
っ
て
い
る
の
が
後
発

的
な
条
項
の
変
更
、
追
加
で
あ
れ
ば
、
非
良
心
性
の
法
理
は
よ
り
認
め
ら

れ
や
す
く
な
る
と
す
る
。
最
後
に
、
多
く
の
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
で
は
、
事
業
者
は

い
つ
で
も
ユ
ー
ザ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
を
停
止
で
き
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
た

め
、
こ
れ
を
不
意
打
ち
で
あ
る
と
す
る
証
明
の
チ
ャ
ン
ス
は
大
い
に
あ
る

の
で
は
な
い
か
と
主
張
す
る
。

　

つ
ぎ
に
、
約
束
的
禁
反
言
に
つ
い
て
は
、
も
し
プ
レ
イ
ヤ
が
仮
想
財
産

を
売
却
す
る
こ
と
で
利
益
を
得
る
こ
と
に
つ
い
て
契
約
上
問
題
が
な
い
と

考
え
て
い
た
場
合
、
同
法
理
の
適
用
が
肯
定
さ
れ
う
る
と
し
つ
つ
、
し
か

し
、
二
つ
の
点
で
問
題
が
あ
る
と
い

（
（9
（

う
。

　

ま
ず
、約
束
的
禁
反
言
の
主
張
を
す
る
た
め
に
は
、原
告
は
被
告
に
よ
っ

て
な
さ
れ
た
あ
る
確
定
し
た
約
束
を
指
摘
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

（
（9
（

い
。
し
か

し
、
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
は
あ
と
で
内
容
を
変
更
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
こ
の

証
明
が
困
難
に
な
り
う
る
。
ま
た
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ
に
つ
い
て
、
ユ
ー
ザ
側
の
信

頼
の
妥
当
性
が
疑
わ
し
い
と
い
う
問
題
が
あ
る
こ
と
も
指
摘
す
る
。
な
ぜ

な
ら
現
在
Ｒ
Ｍ
Ｔ
は
多
く
の
サ
ー
ビ
ス
の
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
で
禁
止
さ
れ
て
い
る

か
ら
で
あ
る
。
よ
っ
て
、
約
束
的
禁
反
言
を
根
拠
に
ユ
ー
ザ
が
自
ら
の
権

利
を
主
張
す
る
こ
と
は
難
し
い
と
い
う
。

　

し
か
し
、
ア
イ
テ
ム
に
金
銭
的
価
値
が
あ
る
と
の
「
約
束
」
へ
の
信
頼

に
妥
当
性
が
な
く
て
も
、
事
業
者
が
実
際
に
ア
イ
テ
ム
を
販
売
し
て
い
た

り
す
れ
ば
、
ユ
ー
ザ
に
は
そ
の
金
銭
的
な
利
益
を
自
分
も
得
ら
れ
る
と
の

期
待
が
生
じ
う
る
。
こ
の
期
待
に
つ
い
て
は
合
理
性
が
あ
る
の
で
は
な
い

か
と
彼
は
考
え

（
（9
（

る
。

③
消
費
者
保
護
法
の
適
用
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多
く
の
サ
ー
ビ
ス
の
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
は
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
法
を
準
拠
法
に

し
て
い
る
。
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
法
の
消
費
者
保
護
法
で
最
も
重
要
な
も

の
と
し
て
、彼
は
Ｕ
Ｃ
Ｌ（the U

nfair Com
petition Law

）を
あ
げ
る
。

こ
の
法
律
は
、
そ
の
ビ
ジ
ネ
ス
慣
行
が
、
違
法
で
あ
る
か
、
不
公
平
で
あ

る
か
、詐
欺
的
で
あ
る
場
合
に
消
費
者
の
保
護
が
認
め
ら
れ

（
（9
（

る
。
こ
の
点
、

本
件
で
重
要
な
の
は
、
詐
欺
的
で
あ
る
と
い
う
要
件
で
あ
る
。
こ
の
要
件

は
、「
一
般
大
衆
の
あ
る
重
要
な
一
部
の
人
が
、
合
理
的
に
ふ
る
ま
っ
て

も
だ
ま
さ
れ
る
よ
う
な
」
場
合
に
認
め
ら
れ
、
約
束
的
禁
反
言
よ
り
も
要

件
が
少
な
い
た
め
、
ユ
ー
ザ
に
よ
り
有
利
に
働
き
う
る
こ
と
に
な

（
（9
（

る
。

　

し
か
し
、
こ
の
条
項
は
最
近
要
件
が
追
加
さ
れ
、
金
銭
的
な
被
害
を
証

明
す
る
必
要
が
出
て
き
た
こ
と
を
彼
は
指
摘
す
る
。
よ
っ
て
、
裁
判
所
が

仮
想
財
産
の
金
銭
的
価
値
を
認
め
な
い
場
合
、
そ
の
法
的
保
護
の
主
張
は

当
然
難
し
く
な
る
。
が
、
ア
ク
セ
ス
料
や
多
く
の
時
間
を
費
や
し
た
こ
と

を
主
張
す
れ
ば
、
認
め
ら
れ
る
可
能
性
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
彼
は
考

え
（
（10
（

る
。

④
立
法
に
よ
る
解
決

　

こ
こ
で
は
、
ユ
ー
ザ
及
び
事
業
者
の
利
益
が
衝
突
し
て
い
る
こ
と
を
指

摘
し
つ
つ
、
こ
の
事
態
に
適
合
的
な
、
関
係
者
の
利
益
を
考
慮
し
た
立
法

を
行
う
こ
と
に
期
待
す

（
（10
（

る
。
彼
は
立
法
に
よ
る
解
決
に
肯
定
的
で
あ
る
と

い
え
る
。　

三　

労
働
理
論
を
基
礎
と
し
た
考
え
に
対
す
る
批
判

三
－

一　

Steven J. H
orow

itz

に
よ
る
批
判

　

H
orow

itz

は
、
労
働
理
論
に
立
っ
た
う
え
で
、
事
業
者
と
ユ
ー
ザ
の

ど
ち
ら
が
所
有
権
を
獲
得
す
る
に
ふ
さ
わ
し
い
か
、
と
い
う
観
点
か
ら
検

討
す

（
（10
（

る
。
彼
に
よ
る
と
、
労
働
理
論
に
基
づ
い
て
ユ
ー
ザ
の
権
利
を
認
め

る
見
解
に
は
以
下
の
よ
う
な
問
題
が
あ
る
。

　

そ
も
そ
も
労
働
理
論
は
、
自
然
の
共
有
物
に
つ
い
て
の
私
的
所
有
を
肯

定
す
る
正
当
化
根
拠
で
あ
る
。
し
か
し
、
仮
想
世
界
の
場
合
、
そ
の
環
境

を
用
意
し
て
い
る
の
は
事
業
者
で
あ
る
た
め
、
も
し
労
働
理
論
が
仮
想
財

産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
肯
定
す
る
の
な
ら
ば
、
そ
の
権
利
の
帰
属
は

ユ
ー
ザ
で
は
な
く
、
事
業
者
に
認
め
ら
れ
る
は
ず
で
あ

（
（10
（

る
。
自
然
の
共
有

物
で
あ
る
と
い
う
条
件
な
く
し
て
労
働
理
論
を
検
討
す
る
た
め
に
は
、
他

の
正
当
化
が
必
要
と
な
る
が
、
そ
の
根
拠
と
な
り
う
る
妥
当
な
見
解
は
、

H
orow

itz

に
よ
れ
ば
な
い
。

　

以
上
よ
り
、
労
働
理
論
に
立
つ
の
で
あ
れ
ば
、
権
利
の
帰
属
は
事
業
者

側
に
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
ユ
ー
ザ
に
権
利
が
認
め
ら
れ
る
の
は
、

限
ら
れ
た
場
合
で
あ
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
は
、
仮
想
財
産
の
素
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と
な
っ
て
い
る
の
が
、
事
業
者
に
所
有
権
の
な
い
オ
ー
プ
ン
ソ
ー
ス
の
よ

う
な
も
の
で
あ
る
場
合
に
妥
当
す
る
と
、H

orow
itz

は
い

（
（10
（

う
。
こ
の
よ

う
な
サ
ー
ビ
ス
は
存
在
す
る
可
能
性
は
大
い
に
あ
る
が
、
現
時
点
で
は
ほ

と
ん
ど
存
在
し
な
い
と
い
っ
て
よ
い
。

三

－

二　

N
elson

に
よ
る
批
判

　

N
elson

は
、
ま
ず
、H

orow
itz

同
様
、
労
働
理
論
が
本
来
は
自
然
の

共
有
物
に
関
す
る
正
当
化
根
拠
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
た
上
で
、
仮
想
世

界
の
場
合
、
そ
の
環
境
を
用
意
し
て
い
る
の
は
事
業
者
で
あ
る
た
め
、
仮

想
財
産
は
自
然
の
共
有
物
で
は
な
い
と
す

（
（10
（

る
。
そ
し
て
ま
た
、
労
働
理
論

が
最
初
の
労
働
に
対
し
て
の
み
そ
の
所
有
の
正
当
化
を
行
う
考
え
で
あ
る

こ
と
を
理
論
的
な
欠
点
で
あ
る
と
す

（
（10
（

る
。

　

つ
ぎ
に
、
彼
は
、
労
働
理
論
が
現
実
に
裁
判
実
務
に
お
い
て
拒
絶
さ
れ

て
い
る
こ
と
も
指
摘
す

（
（10
（

る
。Pierson v. Pos

（
（10
（t

に
お
い
て
は
、問
題
と
な
っ

た
狐
は
狐
猟
師
に
よ
る
努
力
や
労
働
に
よ
り
獲
得
さ
れ
た
の
で
は
な
く
、

そ
の
捕
獲
に
よ
っ
て
獲
得
さ
れ
た
と
判
断
さ
れ
た
。
ま
た
、
知
的
財
産
権

の
分
野
で
も
、
労
働
理
論
と
同
様
の
理
論
が
あ
る
が
、
こ
の
理
論
に
つ
い

て
は
、Feist Publications v. Rural T

elephone Service Co. 

に
よ

り
否
定
さ
れ
た
と
す
る
。
こ
の
事
案
で
は
、
労
働
理
論
に
よ
る
知
的
財
産

権
の
取
得
を
否
定
し
、
独
創
性
に
よ
る
基
本
的
な
著
作
権
の
必
要
性
に
知

的
財
産
権
の
根
拠
を
求
め
た
の
だ
と
い
う
。

三

－
三　

W
estbrook

に
よ
る
批
判

　

W
estbrook

は
、
労
働
理
論
に
よ
っ
て
ユ
ー
ザ
の
権
利
を
肯
定
す
る

こ
と
は
、ユ
ー
ザ
対
ユ
ー
ザ
の
問
題
の
解
決
に
は
適
合
的
で
あ
る
一
方
で
、

ユ
ー
ザ
対
事
業
者
の
問
題
に
つ
い
て
は
適
合
的
で
は
な
い
と
す

（
（10
（

る
。

　

事
業
者
は
そ
の
構
造
か
ら
ル
ー
ル
ま
で
、仮
想
世
界
を
作
り
あ
げ
、コ
ー

ド
を
利
用
し
て
仮
想
財
産
を
作
り
出
し
て
い
る
。一
方
で
、ユ
ー
ザ
は
サ
ー

ビ
ス
内
に
お
い
て
、
時
間
や
お
金
を
か
け
て
ア
イ
テ
ム
を
使
用
す
る
こ
と

を
達
成
し
て
い
る
。

　

通
常
、労
働
理
論
で
は
、そ
の
所
有
権
は
「
創
作
者
」
に
付
与
さ
れ
る
。

そ
の
理
解
に
依
る
な
ら
ば
、
仮
想
財
産
の
所
有
を
認
め
ら
れ
る
の
は
事
業

者
と
な
る
だ
ろ
う
。
こ
の
点
、
事
業
者
が
最
初
に
取
得
し
た
仮
想
財
産
に

関
す
る
権
利
を
、
ユ
ー
ザ
に
譲
渡
し
て
い
る
と
構
成
す
る
こ
と
も
可
能
で

あ
る
。

　

し
か
し
、
こ
の
と
き
に
も
、
ユ
ー
ザ
と
事
業
者
は
同
じ
権
利
を
争
っ
て

い
る
わ
け
で
は
な
い
の
で
あ
る
と
、W

estbrook

は
い
う
。
ユ
ー
ザ
は

ア
イ
テ
ム
等
の
ソ
ー
ス
コ
ー
ド
が
ほ
し
い
わ
け
で
は
な
く
、
ゲ
ー
ム
内
に

お
い
て
こ
れ
を
使
用
す
る
こ
と
を
可
能
に
し
た
い
の
で
あ
り
、
事
業
者

側
も
、
ア
イ
テ
ム
を
ゲ
ー
ム
内
で
使
用
す
る
権
利
が
ほ
し
い
わ
け
で
は
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な
（
（11
（

い
。
こ
こ
で
は
労
働
と
労
働
が
衝
突
し
て
し
ま
っ
て
お
り
、
労
働
理
論

で
は
答
え
に
行
き
つ
か
な
い
と
結
論
付
け
る
。

　

四　

小
括

　

労
働
理
論
は
、Lastow

ka
とH

unter

に
よ
っ
て
、
仮
想
世
界
に
当

て
は
め
る
理
論
と
し
て
、
比
較
的
妥
当
で
あ
る
と
さ
れ
る
。
ま
た
、
労
働

理
論
に
基
づ
い
て
仮
想
財
産
に
関
す
る
権
利
帰
属
を
ユ
ー
ザ
に
認
め
る
こ

と
を
主
張
す
るSheldon

は
、
仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
、
ユ
ー

ザ
間
の
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
正
当
性
を
認
め
る
た
め
に
、
①
Ｅ
Ｕ
Ｌ
Ａ
の
範
囲
内
で

権
利
の
主
張
、
②
非
良
心
性
の
法
理
・
約
束
的
禁
反
言
の
適
用
に
よ
る
Ｅ

Ｕ
Ｌ
Ａ
の
効
力
の
否
定
、
③
消
費
者
保
護
法
の
適
用
、
④
立
法
に
よ
る
解

決
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
。

　

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
労
働
理
論
を
基
礎
と
す
る
考
え
に
対
し
て
は
、

そ
も
そ
も
規
範
的
根
拠
と
し
て
の
正
当
性
に
つ
い
て
、
批
判
が
多
い
。
そ

の
根
拠
と
し
て
は
、
ロ
ッ
ク
の
労
働
理
論
は
自
然
の
共
有
物
の
所
有
を
前

提
と
し
て
い
る
が
、
仮
想
世
界
は
事
業
者
に
よ
り
開
発
さ
れ
て
い
る
も
の

で
あ
る
た
め
、そ
こ
で
得
ら
れ
る
仮
想
財
産
は
自
然
の
共
有
物
で
は
な
い
、

と
い
う
も
の
が
あ
る
。
ま
た
、
仮
に
労
働
理
論
が
妥
当
す
る
と
し
て
も
、

財
産
の
帰
属
が
認
め
ら
れ
る
の
は
そ
も
そ
も
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
し
て
い

る
事
業
者
で
あ
る
と
の
批
判
も
あ
る
。
さ
ら
に
、
労
働
理
論
は
、
ユ
ー
ザ

対
ユ
ー
ザ
の
間
の
仮
想
財
産
の
窃
取
の
問
題
に
つ
い
て
、
権
利
の
帰
属
を

検
討
す
る
際
の
基
準
と
し
て
は
妥
当
で
あ
る
が
、
ユ
ー
ザ
と
事
業
者
の
間

の
争
い
で
は
、
不
適
合
で
あ
る
と
す
る
批
判
も
あ
る
。

第
五
節　

ヘ
ー
ゲ
ル
の
人
格
理
論
を
基
礎
と
し
た
考
え

　

一　

序
説

　

人
格
理
論
を
基
礎
と
し
た
考
え
と
し
て
は
、M

. Scott Boone

の
見

解
が
あ
げ
ら
れ

（
（11
（

る
。
彼
は
、
人
格
理
論
の
観
点
か
ら
、
事
業
者
の
経
済
的

利
益
に
対
す
る
ユ
ー
ザ
の
利
益
の
優
越
を
主
張
す
る
。
以
下
、Boone

に

よ
る
人
格
理
論
の
検
討
と
、
こ
れ
に
対
す
る
批
判
的
見
解
に
つ
い
て
、
論

じ
て
い
く
。

　

二　

M
. Scott Boone

の
見
解

　

ま
ず
、Boone

は
、
い
わ
ゆ
る
仮
想
財
産
に
は
そ
の
他
の
論
者
が
主
張

す
る
よ
う
に
様
々
な
も
の
が
含
ま
れ
る
こ
と
を
指
摘
し
た
上
で
、
検
討
の

対
象
を
仮
想
世
界
の
財
産
（virtual w

orld property

）
に
絞
る
。
つ
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ぎ
に
、
仮
想
世
界
の
定
義
に
つ
い
て
、
広
く
受
け
入
れ
ら
れ
る
見
解
が
な

い
こ
と
を
指
摘
し
た
上
で
、
よ
く
い
わ
れ
る
定
義
は
、
多
く
の
ユ
ー
ザ

に
共
有
さ
れ
た
、
継
続
性
の
あ
る
、
ユ
ー
ザ
に
よ
っ
て
影
響
の
受
け
る
、

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
環
境
で
あ
る
と
す

（
（11
（

る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
仮

想
世
界
は
、
さ
ら
に
、
ⓐ
事
業
者
に
よ
っ
て
既
に
構
造
化
さ
れ
て
い
る
世

界
（structured w

orlds
）
と
事
業
者
に
よ
っ
て
構
造
化
さ
れ
て
い
な

い
世
界
（unstructured w

orlds
）
と
い
う
分
類
、
ⓑ
ゲ
ー
ム
の
世
界

と
社
交
の
世
界
と
い
う
分
類
が
可
能
で
あ
る
と
し
、
こ
れ
ら
の
世
界
に
お

け
る
財
産
に
つ
い
て
、
永
続
性
が
あ
り
（persistent

）、
競
争
性
が
あ
る

（rivalrous

）
こ
と
を
指
摘
す

（
（11
（

る
。
そ
の
う
え
で
、
こ
の
仮
想
世
界
の
財

産
の
法
的
保
護
に
つ
い
て
、
彼
は
、M

argaret Jane Radin

の
考

（
（11
（

え
を

適
用
し
、
議
論
を
展
開
す
る
。

　

Boone

は
、Radin

の
考
え
を
以
下
の
よ
う
に
整
理
す

（
（11
（

る
。

　

Radin

は
、
ま
ず
、
財
産
を
個
人
の
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
（personal 

property

）
と
代
替
可
能
な
財
産
（fungible property

）
に
分
類
す
る
。

こ
の
点
、
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
と
は
、
個
人
と
密
接
な
関
連
が
あ
り
、

そ
の
損
害
が
財
産
の
金
銭
的
価
値
よ
り
も
遥
か
に
大
き
い
も
の
を
さ
し
、

代
替
可
能
な
財
産
と
は
、
金
銭
等
に
完
全
に
代
替
可
能
な
も
の
を
さ
す
。

財
産
が
人
格
に
か
か
わ
る
も
の
で
あ
る
か
代
替
可
能
な
も
の
で
あ
る
か

は
、
そ
の
物
の
性
質
に
よ
っ
て
決
ま
る
の
で
は
な
く
、
む
し
ろ
、
そ
の
物

と
そ
の
権
利
が
個
人
と
密
接
に
関
係
し
て
い
る
か
ど
う
か
で
決
ま
る
こ
と

が
、
こ
の
考
え
に
立
つ
場
合
に
重
要
な
点
で
あ
る
。

　

Radin

の
考
え
に
よ
る
と
、
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
の
法
的
保
護
は

厚
く
な
り
、
同
時
に
取
引
の
制
限
を
行
う
こ
と
に
な
る
。
人
格
に
か
か

わ
る
財
産
の
保
護
が
妥
当
で
あ
る
か
は
、
財
産
と
の
関
係
（property 

relation

）
が
健
全
な
人
格
の
形
成
（healthy self-constitution

）
に
寄

与
し
て
い
る
か
ど
う
か
、
人
間
的
充
実
（hum

an flourishing

）
に
寄
与

し
て
い
る
か
ど
う
か
を
、客
観
的
で
道
徳
的
な
コ
ン
セ
ン
サ
ス（objective 

m
oral consensus

）
に
照
ら
し
て
判
断
す
る
。
こ
の
財
産
と
の
関
係
が

よ
い
も
の
（good object-relation

）
で
あ
る
場
合
は
保
護
を
肯
定
し
、

そ
の
関
係
が
よ
く
な
い
も
の
（bad object-relation

）
で
あ
る
場
合
は

そ
の
保
護
を
否
定
す
る
。
こ
の
決
定
の
た
め
に
は
、
哲
学
的
な
実
証
主
義

の
手
法
を
と
り
、
強
く
確
立
し
た
状
態
（strong entrenchm

ent

）
の

道
徳
的
な
観
点
か
ら
見
る
必
要
が
あ
る
。

　

こ
の
考
え
に
基
づ
い
て
、Boone

は
、
仮
想
世
界
の
財
産
の
問
題
に
つ

い
て
検
討
す
る
。
①
仮
想
世
界
の
財
産
は
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
か
。
②

そ
う
で
あ
る
と
し
て
、
そ
の
保
護
を
認
め
る
と
、
ど
の
よ
う
な
結
果
に
つ

な
が
る
か
。
こ
の
点
、
彼
は
検
討
に
際
し
た
留
保
と
し
て
、
以
下
の
二
点

を
あ
げ
る
。

　

ま
ず
、
仮
想
財
産
が
人
格
に
か
か
わ
る
も
の
か
代
替
可
能
な
も
の
か
、
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具
体
的
に
両
者
の
ど
の
あ
た
り
に
位
置
す
る
か
を
正
確
に
特
定
し
よ
う
と

す
る
の
で
は
な
く
、
人
格
に
か
か
わ
る
も
の
で
あ
る
と
充
分
に
扱
え
る
か

ど
う
か
、
と
い
う
観
点
か
ら
検
討
す
る
。
次
に
、
全
て
の
仮
想
財
産
に
存

す
る
所
有
法
上
の
権
利
の
独
立
し
た
正
当
化
を
提
供
す
る
の
で
は
な
く
、

仮
想
財
産
の
う
ち
の
あ
る
種
の
も
の
が
、Radin

の
い
う
人
格
に
か
か
わ

る
財
産
と
し
て
扱
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
、
と
い
う
観
点
か
ら
検
討
す
る
。

①
仮
想
世
界
の
財
産
は
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
か

　

ま
ず
、
仮
想
財
産
に
つ
い
て
、
ユ
ー
ザ
に
は
こ
れ
を
人
格
に
か
か
わ
る

財
産
と
す
る
た
め
の
主
観
的
な
利
益
は
あ
る
だ
ろ
う
か
。
こ
の
点
に
つ
い

て
、Boone

は
、
大
勢
の
人
が
金
銭
や
時
間
を
現
実
に
費
や
し
て
い
る
の

で
、
あ
る
と
い
え
る
と
す

（
（11
（

る
。
と
く
に
、
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
に
つ
い

て
は
、
よ
り
高
い
価
値
が
あ
る
と
す
る
。
な
ぜ
な
ら
、
ユ
ー
ザ
は
キ
ャ
ラ

ク
タ
に
自
分
を
投
影
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
こ
れ
だ
け
で
は
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
で
あ
る
と
認
め
る
に

足
り
な
い
と
し
、Boone

は
議
論
を
進
め
る
。
そ
し
て
、
ユ
ー
ザ
と
仮
想

財
産
の
つ
な
が
り
が
、
人
間
的
充
実
に
寄
与
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
検
討

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
、
こ
の
点
に
ま
さ
に
問
題
が
あ
る
と
彼
は
指

摘
す

（
（11
（

る
。
道
徳
的
な
観
点
か
ら
検
討
す
る
と
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
に
熱

中
す
る
人
々
に
つ
い
て
、
必
ず
し
も
い
い
印
象
は
な
い
。
と
く
に
、
こ
の

よ
う
な
人
々
を
取
り
上
げ
る
近
時
の
ニ
ュ
ー
ス
で
は
、
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
面

が
強
調
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
こ
と
に
つ
い
て
、
彼
は
、
メ
デ
ィ

ア
に
よ
る
報
道
は
特
定
の
人
々
へ
向
け
た
特
定
の
人
々
に
関
す
る
情
報
で

あ
り
、
道
徳
的
な
観
点
の
根
拠
と
は
な
ら
な
い
と
反
論
す

（
（11
（

る
。

　

こ
の
反
論
が
根
拠
と
し
て
弱
い
と
さ
れ
る
な
ら
ば
、
さ
ら
な
る
議
論
が

必
要
に
な
る
と
し
な
が
ら
、
彼
は
結
局
、
本
件
の
よ
う
な
新
し
い
問
題
領

域
で
は
確
立
し
た
規
範
的
基
礎
が
な
く
、
道
徳
的
な
観
点
も
同
様
に
確
立

し
て
い
な
い
た
め
、
人
格
理
論
の
観
点
か
ら
す
る
と
、
充
分
な
検
討
を
行

う
こ
と
が
で
き
な
い
か
も
し
れ
な
い
と
結
論
付
け

（
（11
（

る
。

②
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
で
あ
る
と
し
て
、
ど
の
よ
う
な
結
果
に
つ
な
が

る
か

　

彼
は
、①
の
検
討
に
つ
い
て
不
充
分
な
点
が
あ
る
こ
と
を
認
め
な
が
ら
、

次
の
検
討
に
入
る
。

　

こ
こ
で
は
、
プ
レ
イ
ヤ
の
権
利
を
人
格
に
か
か
わ
る
も
の
、
事
業
者
の

権
利
を
代
替
可
能
な
も
の
で
あ
る
と
措
定
す
る
（
こ
の
点
、
そ
の
逆
も
あ

り
う
る
こ
と
を
彼
は
見
過
ご
し
て
い
る
わ
け
で
は
な

（
（12
（

い
）。
そ
し
て
、
オ

ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
ユ
ー
ザ
対
事
業
者
間
の
ア
ク
セ
ス

禁
止
の
問
題
が
レ
ン
ト
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
議
論
に
類
似
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、
こ
の
法
理
を
類
推
し
、
検
討
す
る
。
そ
の
結
果
、
サ
ー
ビ
ス
の
改
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善
の
た
め
に
行
わ
れ
る
ア
ク
セ
ス
禁
止
行
為
は
結
果
的
に
事
業
者
の
権
利

が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
単
に
ア
ク
セ
ス
料
を
支
払
わ
な
か
っ
た

こ
と
を
根
拠
に
ユ
ー
ザ
を
ア
ク
セ
ス
禁
止
に
す
る
こ
と
は
、
事
業
者
の
側

に
問
題
が
あ
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
と
す

（
（12
（

る
。
ま
た
、
単
に
他
の

新
規
サ
ー
ビ
ス
を
始
め
て
、
そ
こ
か
ら
利
益
を
得
た
い
と
い
う
理
由
で
、

あ
る
サ
ー
ビ
ス
を
終
了
さ
せ
る
こ
と
は
、
人
格
理
論
か
ら
す
る
と
、
ユ
ー

ザ
の
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
を
保
護
す
る
目
的
か
ら
、
不
当
な
こ
と
と
な

り
、
防
止
し
う
る
と
主
張
す

（
（12
（

る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
彼
は
、
自
身
の
考
え
に
対
す
る
難
点
と
し
て
以
下
の

よ
う
な
も
の
を
あ
げ
る
。

　

人
格
理
論
に
基
づ
く
主
張
は
、と
き
に
事
業
者
の
責
任
を
増
大
さ
せ
る
。

そ
れ
に
よ
り
、
サ
ー
ビ
ス
を
運
営
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
減
少
し
、
結

果
的
に
ユ
ー
ザ
の
サ
ー
ビ
ス
を
享
受
す
る
機
会
が
減
る
こ
と
に
な
る
。
す

な
わ
ち
、
ユ
ー
ザ
の
仮
想
財
産
に
関
す
る
権
利
を
人
格
に
か
か
わ
る
も
の

だ
と
認
め
る
こ
と
で
、
か
え
っ
て
そ
の
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
を
ユ
ー
ザ

が
得
る
機
会
を
減
ら
す
こ
と
に
な
る
の
で
あ

（
（12
（

る
。

　

ま
た
、
人
格
理
論
に
基
づ
い
て
仮
想
財
産
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
肯

定
す
る
と
、
市
場
の
強
制
の
可
能
性
及
び
市
場
の
レ
ト
リ
ッ
ク
の
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
な
影
響
を
考
慮
し
、
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
の
譲
渡
性
を
制
限
す

る
こ
と
に
な

（
（12
（

る
。
よ
っ
て
、
こ
の
考
え
は
、
と
く
に
仮
想
財
産
の
Ｒ
Ｍ
Ｔ

を
認
め
た
い
ユ
ー
ザ
に
と
っ
て
は
、
サ
ポ
ー
ト
に
な
ら
な
い
と
い
う
特
徴

が
あ
る
。　

三　

人
格
理
論
を
基
礎
と
し
た
考
え
に
対
す
る
批
判

　

人
格
理
論
を
基
礎
と
し
た
考
え
に
対
す
る
批
判
と
し
て
は
、

W
estbrook

の
も
の
が
あ
げ
ら
れ

（
（12
（

る
。
彼
の
批
判
は
、
以
下
の
と
お
り

で
あ
る
。

　

人
格
理
論
に
よ
る
と
、
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
に
関
す
る
ユ
ー
ザ
の
権

利
を
強
く
保
護
し
う
る
。
し
か
し
、
こ
の
と
き
、
権
利
保
護
が
認
め
ら
れ

る
た
め
に
は
、
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
と
ユ
ー
ザ
の
間
に
正
当
化
可
能
な

関
係
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
点
、
本
問
題
に
お
い
て
、
正
当
化
が

肯
定
さ
れ
る
の
か
、
そ
れ
と
も
否
定
さ
れ
る
の
か
は
、
ケ
ー
ス
ご
と
の
判

断
に
な
る
と
思
わ
れ

（
（12
（

る
。
そ
の
う
え
、
ユ
ー
ザ
の
行
き
過
ぎ
た
こ
だ
わ
り

か
ら
生
ず
る
殺
人
事
件
等
の
よ
う
な
、
明
ら
か
に
保
護
を
否
定
す
べ
き
事

案
以
外
の
と
き
に
、
ど
う
判
断
す
る
べ
き
か
が
難
し
い
の
で
、
適
切
で
は

な
（
（12
（

い
。
ま
た
、
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
の
売
買
＝
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の

売
買
と
な
る
点
を
、Lastow

ka

とH
unter

は
過
度
な
単
純
化
に
よ
り

肯
定
し
て
い
る
が
、
根
拠
と
し
て
不
充
分
で
は
な
い
か
と
す

（
（12
（

る
。
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四　

小
括

　

Lastow
ka

とH
unter

に
よ
っ
て
指
摘
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
人
格

理
論
は
そ
の
性
質
上
、
仮
想
財
産
が
無
体
物
で
あ
る
点
を
問
題
視
し
な
い

と
い
う
利
点
が
あ
る
。
ま
た
、
ユ
ー
ザ
の
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
、
具
体

的
に
は
ゲ
ー
ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
の
デ
ー
タ
等
を
事
業
者
の
サ
ー
ビ
ス
か
ら

の
収
益
等
、
代
替
可
能
な
財
産
に
優
先
し
て
保
護
す
る
た
め
、
事
業
者
に

よ
る
不
当
な
ア
ク
セ
ス
禁
止
や
不
当
な
サ
ー
ビ
ス
終
了
に
ユ
ー
ザ
が
抵
抗

す
る
理
論
と
し
て
、
意
義
深
い
。

　

し
か
し
、Boone

の
検
討
に
よ
っ
て
明
ら
か
に
な
っ
た
よ
う
に
、
こ
の

理
論
に
基
づ
い
て
仮
想
財
産
の
法
的
保
護
を
正
当
化
す
る
こ
と
は
、
ユ
ー

ザ
と
仮
想
財
産
と
の
関
係
が
健
全
な
人
格
の
形
成
に
寄
与
し
て
い
る
か
ど

う
か
、
人
間
的
充
実
に
寄
与
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
、
客
観
的
で
道
徳
的

な
コ
ン
セ
ン
サ
ス
に
照
ら
し
て
判
断
す
る
際
に
、
い
く
つ
か
問
題
点
が
生

じ
て
し
ま
う
。
メ
デ
ィ
ア
等
に
よ
っ
て
喧
伝
さ
れ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム

サ
ー
ビ
ス
の
問
題
点
が
、
ユ
ー
ザ
と
仮
想
財
産
の
関
係
を
必
ず
し
も
よ
い

も
の
で
は
な
い
と
す
る
方
向
に
向
か
わ
せ
る
う
え
、
こ
の
決
定
の
た
め
に

必
要
な
、
確
立
し
た
道
徳
的
な
観
点
が
い
ま
だ
存
在
し
て
い
な
い
の
で
あ

る
。
こ
れ
は
、明
ら
か
に
そ
の
保
護
を
否
定
す
べ
き
事
案
以
外
の
と
き
に
、

ど
う
判
断
す
る
べ
き
か
が
難
し
い
と
す
る
、W

estbrook

の
批
判
に
も

あ
ら
わ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
ユ
ー
ザ
の
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
の
保
護
を
認
め
る
こ
と
で
、

事
業
者
が
サ
ー
ビ
ス
を
運
営
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
減
り
、
結
果
的
に

ユ
ー
ザ
が
当
該
財
産
を
得
る
機
会
を
減
ら
し
め
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
、

仮
想
財
産
の
法
的
保
護
が
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
主
張
さ
れ
る
き
っ
か
け
と

な
っ
た
、
ユ
ー
ザ
間
Ｒ
Ｍ
Ｔ
の
肯
定
に
必
ず
し
も
働
か
な
い
こ
と
も
、

Boone

の
指
摘
す
る
よ
う
に
、
他
の
考
え
か
ら
批
判
を
受
け
る
点
と
な
る

だ
ろ
う
。

第
六
節　

所
有
法
説
に
対
す
る
批
判

　

一　

契
約
法
の
観
点
か
ら
の
批
判

　

以
上
の
よ
う
な
、
所
有
法
に
よ
る
仮
想
財
産
の
保
護
を
主
張
す
る
見
解

に
対
し
て
は
、
契
約
法
の
観
点
か
ら
、
仮
想
財
産
の
「
購
入
」
は
統
一
商

事
法
典
二
条
に
言
う
動
産
（goods

）
の
売
買
で
は
な
く
、
あ
く
ま
で
ラ

イ
セ
ン
ス
契
約
で
あ
る
と
す
る
批
判
が
あ
る
。

　

こ
の
点
、M

icheal H
. Passm

an

は
、
仮
想
財
産
は
あ
く
ま
で
事
業

者
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
全
体
か
ら
切
り
離
す
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
は
な
い

こ
と
を
指
摘
し
、
以
下
の
よ
う
に
主
張
す
る
。
仮
想
財
産
は
取
引
の
際
の
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目
的
物
の
特
定
の
と
き
に
物
理
的
な
意
味
で
移
動
可
能
で
は
な
い
以
上
、

そ
も
そ
も
統
一
商
事
法
典
に
い
う
動
産
の
要
件
─
─
個
別
の
目
的
物
と
し

て
、
購
入
の
と
き
に
、
分
離
し
て
い
て
、
特
定
可
能
で
、
移
動
可
能
で
あ

る
も
の
─
─
を
充
た
し
て
い
な

（
（12
（

い
。
そ
の
う
え
、
仮
想
財
産
が
仮
に
こ
こ

に
い
う
動
産
で
あ
る
と
し
て
も
、
当
該
動
産
に
関
す
る
す
べ
て
の
権
利
を

移
転
す
る
の
が
売
買
で
あ
る
と
こ
ろ
、
本
件
仮
想
財
産
に
関
す
る
事
業
者

と
ユ
ー
ザ
の
契
約
は
す
べ
て
の
権
利
を
移
転
す
る
こ
と
を
予
定
し
て
い
な

い
た
め
、
売
買
に
は
あ
た
ら
な

（
（13
（

い
。

　

ま
た
、Justin A

. K
w

ong

は
、
仮
想
財
産
は
統
一
商
事
法
典
二
条
に

い
う
伝
統
的
な
動
産
の
特
質
を
充
た
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
も
の

の
、
権
利
全
て
が
移
転
し
な
い
限
り
売
買
で
は
な
く
、
あ
く
ま
で
ラ
イ
セ

ン
ス
な
の
で
あ
る
と
主
張
す

（
（13
（

る
。
よ
っ
て
、
仮
想
財
産
の
購
入
は
現
在
行

わ
れ
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
の
あ
る
特
定
の
何
か
へ
の
ア
ク
セ
ス
に
関
す
る
ラ

イ
セ
ン
ス
を
得
る
こ
と
で
あ
り
、
権
利
の
移
転
す
る
物
品
の
獲
得
で
は

な
（
（13
（

い
。
そ
の
た
め
、
ユ
ー
ザ
は
仮
想
財
産
を
入
手
し
て
も
こ
れ
を
所
有
す

る
こ
と
は
な
く
、
規
約
に
基
づ
い
た
権
利
が
存
在
す
る
に
過
ぎ
な
い
こ
と

に
な
る
。

　

以
上
よ
り
、
仮
に
仮
想
財
産
に
関
す
る
何
ら
か
の
利
益
が
所
有
法
に
よ

り
ユ
ー
ザ
に
理
論
的
に
帰
属
し
う
る
と
し
て
も
、
規
約
に
基
づ
い
た
契
約

の
内
容
に
限
ら
れ
、
そ
れ
は
多
く
の
場
合
使
用
権
乃
至
利
用
権
で
あ
る
と

す
る
の
が
契
約
法
説
の
立
場
で
あ
る
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

　

二　

原
状
回
復
・
不
当
利
得
法
の
観
点
か
ら
の
批
判

　

ま
た
、
近
時
、
本
問
題
に
は
原
状
回
復
・
不
当
利
得
法
（law

 of 

restitution and unjust enrichm
ent

）を
適
用
す
べ
き
と
の
立
場
か
ら
、

Jordan L. Ludw
ig

が
議
論
を
展
開
し
て
い

（
（13
（

る
。
彼
は
所
有
法
説
同
様

契
約
法
説
を
批
判
し
な
が
ら
、
所
有
法
説
に
つ
い
て
も
事
態
適
合
的
で
は

な
い
と
す
る
。

　

彼
は
、所
有
法
説
の
問
題
点
と
し
て
、以
下
の
よ
う
な
も
の
を
あ
げ
る
。

　

Lastow
ka

とH
unter

を
は
じ
め
と
し
て
、
一
連
の
学
説
が
根
拠
と

す
る
よ
う
に
、
所
有
法
そ
れ
自
体
が
歴
史
的
に
無
体
物
の
保
護
の
た
め
に

拡
大
し
て
き
た
こ
と
は
事
実
で
あ
る
。
し
か
し
、
そ
の
拡
大
を
も
っ
て

し
て
も
、
本
件
に
つ
い
て
は
保
護
を
可
能
と
す
る
に
不
充
分
で
あ
る
と

Ludw
ig

は
主
張
す
る
。
彼
に
よ
る
と
、
所
有
法
に
よ
っ
て
仮
想
財
産
を

保
護
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
第
一
に
、
裁
判
所
が
仮
想
世
界
に
お
い
て

財
産
が
得
ら
れ
る
と
考
え
る
か
ど
う
か
、
と
い
う
深
刻
な
問
題
が
あ

（
（13
（

る
。

そ
し
て
、
第
二
に
、
裁
判
所
は
、
取
得
時
効
（adverse possession

）

の
よ
う
な
理
論
を
、
仮
想
世
界
に
適
用
す
る
こ
と
を
た
め
ら
う
だ
ろ
う
と

指
摘
す

（
（13
（

る
。
さ
ら
に
、
第
三
に
、
仮
想
財
産
の
権
利
を
ユ
ー
ザ
に
与
え
る
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こ
と
を
単
純
所
有
権
（fee sim

ple

）
と
み
な
す
こ
と
も
問
題
で
あ
る
と
、

Ludw
ig

は
指
摘
す

（
（13
（

る
。
な
ぜ
な
ら
事
業
者
が
サ
ー
ビ
ス
を
中
止
し
て
強

制
的
に
サ
ー
バ
を
シ
ャ
ッ
ト
ダ
ウ
ン
す
る
こ
と
が
、
ユ
ー
ザ
が
仮
想
財
産

の
単
純
所
有
権
を
有
す
る
こ
と
の
効
果
的
な
否
定
に
な
る
か
ら
で
あ
る
。

　

ま
た
、
事
業
者
に
よ
る
ユ
ー
ザ
の
仮
想
財
産
の
不
当
な
没
収
に
つ
い
て

は
、
事
業
者
が
デ
ー
タ
を
戻
す
だ
け
な
の
で
、
所
有
法
は
妥
当
し
う
る
と

し
つ
つ
も
、
ユ
ー
ザ
間
の
問
題
で
あ
る
、
仮
想
通
貨
等
の
盗
難
事
案
に
つ

い
て
は
、
所
有
法
は
適
切
な
救
済
を
提
供
し
な
い
とLudw
ig

は
い

（
（13
（

う
。

仮
想
通
貨
を
財
産
の
一
種
と
し
て
分
類
す
る
と
、
仮
想
の
動
産
と
考
え

る
の
が
最
も
理
に
か
な
う
と
思
わ
れ
る
が
、Ludw
ig

に
よ
る
と
、
所
有

法
に
は
こ
の
問
題
に
お
い
て
仮
想
の
動
産
の
回
復
を
肯
定
す
る
理
論
が

存
在
し
な
い
。
こ
の
場
合
、
ユ
ー
ザ
は
横
領
（conversion
）
や
動
産
侵

害
（trespass to chattels

）
で
訴
追
可
能
だ
が
、
こ
れ
は
所
有
法
そ
れ

自
体
の
効
果
で
は
な
く
、
不
法
行
為
法
（torts

）
の
効
果
な
の
で
あ
る
。

そ
の
た
め
、
横
領
や
動
産
侵
害
に
よ
っ
て
第
三
者
に
法
的
な
請
求
を
行
う

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
こ
と
が
、
所
有
法
に
よ
る
仮
想
財
産
の
保
護

を
肯
定
す
る
充
分
な
根
拠
に
は
な
ら
な
い
と
す
る
。

　

以
上
の
問
題
点
を
克
服
す
る
た
め
に
、
彼
は
原
状
回
復
・
不
当
利
得
法

の
適
用
を
主
張
す
る
の
で
あ
る
。

第
七
節　

本
章
の
ま
と
め

　

こ
こ
で
、
本
章
で
検
討
し
て
き
た
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
議
論
の
ま
と
め

を
行
い
た
い
。

　

ア
メ
リ
カ
で
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
の
流
行
に
よ
り
、
自

然
発
生
的
に
ユ
ー
ザ
間
Ｒ
Ｍ
Ｔ
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
そ
の
経
済
規

模
が
一
国
の
そ
れ
に
比
肩
す
る
ほ
ど
巨
大
に
な
っ
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
仮

想
財
産
の
所
有
的
利
益
の
法
的
保
護
が
主
張
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ

れ
に
対
し
、
事
業
者
側
は
利
用
規
約
の
規
定
に
よ
っ
て
、
ユ
ー
ザ
の
権
利

を
制
限
す
る
対
応
を
行
っ
た
。
し
か
し
、
コ
モ
ン
ロ
ー
上
の
契
約
法
に
よ

る
規
律
で
は
、
法
制
度
上
、
ユ
ー
ザ
は
事
業
者
に
対
し
て
特
定
履
行
が
請

求
で
き
ず
、
対
第
三
者
効
が
認
め
ら
れ
な
い
た
め
、
仮
想
財
産
の
侵
害
の

場
合
等
に
は
ユ
ー
ザ
の
望
む
問
題
解
決
が
な
さ
れ
な
い
。
そ
の
た
め
、
コ

モ
ン
ロ
ー
上
の
所
有
法
に
よ
る
問
題
の
解
決
が
一
層
主
張
さ
れ
る
よ
う
に

な
っ
た
の
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
見
解
に
よ
る
議
論
は
、
第
一
に
、
仮
想
財
産
を
所
有
法
に
よ

る
保
護
の
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
、
第
二
に
、
所
有
法
に
よ
っ

て
保
護
す
る
と
し
て
、ユ
ー
ザ
に
帰
属
す
る
権
利
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
、

こ
の
二
点
を
中
心
に
な
さ
れ
て
い
た
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。以
下
、

そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
議
論
の
要
約
を
行
う
。
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一　

仮
想
財
産
を
所
有
法
に
よ
る
保
護
の
対
象
と
で
き
る
の
か

　

第
一
の
、
仮
想
財
産
を
所
有
法
に
よ
る
保
護
の
対
象
と
す
る
こ
と
が
で

き
る
の
か
、
と
い
う
点
に
関
す
る
議
論
に
は
、
二
つ
の
流
れ
が
あ
る
と
整

理
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

ひ
と
つ
は
、
仮
想
財
産
の
法
的
性
質
に
つ
い
て
、
無
体
性
と
時
限
性
と

い
う
問
題
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
た
う
え
で
、
し
か
し
、
従
来
の
所
有
法

が
こ
れ
ら
の
性
質
を
も
つ
財
産
を
そ
れ
ぞ
れ
保
護
し
て
き
て
い
る
こ
と
か

ら
、
仮
想
財
産
の
法
的
保
護
に
つ
い
て
も
問
題
は
生
じ
な
い
と
す
る
見
解

で
あ
る
。

　

ま
た
ひ
と
つ
は
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
コ
ー
ド
の
規
定
に
よ
り
、
競
争
性
、

永
続
性
、相
互
接
続
性
等
の
性
質
を
有
し
て
い
る
仮
想
財
産
に
つ
い
て
は
、

現
実
の
財
産
と
同
様
の
性
質
を
有
し
て
い
る
た
め
、
所
有
法
に
よ
る
保
護

が
妥
当
す
る
と
す
る
見
解
で
あ
る
。
こ
の
点
、
後
者
の
見
解
は
、
論
者
に

よ
り
保
護
の
対
象
と
な
る
仮
想
財
産
の
要
件
が
異
な
っ
て
い
る
。競
争
性
、

永
続
性
、
相
互
接
続
性
を
要
件
と
し
て
掲
げ
る
も
の
を
嚆
矢
と
し
て
、
そ

れ
に
二
次
市
場
の
存
在
、
ユ
ー
ザ
に
よ
る
価
値
の
付
加
と
い
う
要
件
の
追

加
を
行
う
も
の
、
競
争
性
を
排
他
性
、
相
互
接
続
性
を
交
換
可
能
性
と
言

い
換
え
る
も
の
、
競
争
性
、
永
続
性
の
み
を
特
徴
と
し
て
あ
げ
る
も
の
も

あ
る
。

　

前
者
の
枠
組
み
は
、
本
稿
で
主
た
る
考
察
の
対
象
と
し
て
い
る
い
わ
ゆ

る
仮
想
財
産
を
念
頭
に
置
い
て
検
討
し
て
い
る
も
の
の
、
そ
れ
以
外
の
同

性
質
を
有
す
る
も
の
、
ひ
い
て
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
も
の
以
外
の
無

体
物
に
つ
い
て
も
、
所
有
法
の
保
護
の
範
疇
に
広
く
含
め
う
る
考
え
で
あ

る
と
評
価
し
う
る
。
後
者
の
枠
組
み
は
、
そ
の
対
象
の
性
質
に
応
じ
て
、

議
論
の
対
象
を
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
デ
ー
タ
に
明
確
に
絞
り
込
む
も
の
で
あ
る

と
い
え
る
。
し
か
し
、
そ
う
は
い
っ
て
も
、
後
者
の
見
解
も
そ
の
要
件
の

構
成
上
、
本
稿
に
い
う
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
上
の
仮
想
財
産
以

外
の
も
の
、
例
え
ば
ド
メ
イ
ン
・
ネ
ー
ム
や
メ
ー
ル
・
ア
カ
ウ
ン
ト
も
、

ヴ
ァ
ー
チ
ャ
ル
な
財
産
と
し
て
所
有
法
の
保
護
の
射
程
に
含
め
う
る
も
の

で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
仮
想
財
産
に
関
す
る
着
眼
点
・
具
体
的
な
要
件
構
成
に

若
干
の
違
い
が
あ
る
も
の
の
、
双
方
と
も
、
仮
想
財
産
の
保
護
の
た
め
に

新
た
な
法
制
度
を
構
築
す
る
わ
け
で
は
な
く
、
従
来
の
枠
組
み
に
よ
っ
て

そ
の
保
護
を
肯
定
す
る
議
論
で
あ
る
と
い
え
る
。

　

二�　

ユ
ー
ザ
に
帰
属
す
る
権
利
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か

　

第
二
に
、
仮
想
財
産
を
所
有
法
に
よ
り
保
護
す
る
と
し
て
、
ユ
ー
ザ
に

帰
属
す
る
権
利
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
ア
メ
リ
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カ
で
は
、
功
利
主
義
、
労
働
理
論
、
人
格
理
論
と
い
う
三
つ
の
規
範
的
理

論
の
類
推
か
ら
、
議
論
が
展
開
さ
れ
て
い
る
。

　

功
利
主
義
の
立
場
に
は
、
ま
ず
、
ユ
ー
ザ
に
よ
る
仮
想
財
産
の
私
的
所

有
を
認
め
る
モ
デ
ル
が
存
在
す
る
。
次
に
、
事
業
者
と
ユ
ー
ザ
の
利
益
考

量
を
す
る
モ
デ
ル
と
し
て
、
ⓐ
ユ
ー
ザ
に
よ
る
仮
想
財
産
の
私
的
所
有
を

否
定
し
つ
つ
も
、
ユ
ー
ザ
間
Ｒ
Ｍ
Ｔ
及
び
ユ
ー
ザ
間
の
問
題
の
解
決
は
肯

定
す
る
見
解
と
、
ⓑ
ア
カ
ウ
ン
ト
ハ
ッ
ク
等
の
場
合
の
ユ
ー
ザ
の
救
済
は

肯
定
す
る
が
、
ユ
ー
ザ
に
よ
る
仮
想
財
産
の
私
的
所
有
、
並
び
に
ユ
ー
ザ

間
Ｒ
Ｍ
Ｔ
に
つ
い
て
は
こ
れ
を
否
定
す
る
見
解
が
あ
る
。

　

こ
の
点
、
ユ
ー
ザ
が
仮
想
財
産
の
私
的
所
有
を
し
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ
が
活
発
化

す
る
こ
と
で
社
会
の
富
の
最
大
化
に
つ
な
が
る
と
す
る
見
解
に
対
し
て

は
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
コ
ー
ド
や
事
業
者
の
規
約
に
よ
っ
て
認
め
ら
れ
て

い
る
仮
想
世
界
内
の
ユ
ー
ザ
の
権
利
と
、
所
有
法
に
よ
っ
て
別
個
潜
在
的

に
認
め
ら
れ
う
る
権
利
を
一
致
さ
せ
る
た
め
に
、
調
査
費
用
が
現
在
よ
り

も
多
く
生
じ
て
し
ま
う
と
い
う
批
判
が
あ
る
。
一
方
、
事
業
者
と
ユ
ー
ザ

の
利
益
考
量
を
す
る
モ
デ
ル
に
対
し
て
は
、
事
業
者
の
利
益
を
重
視
す
る

構
成
で
は
、
事
業
者
の
用
意
す
る
シ
ス
テ
ム
で
は
な
く
あ
え
て
所
有
法
に

よ
る
保
護
を
行
う
意
義
に
乏
し
く
な
る
と
い
う
批
判
が
あ
る
。

　

労
働
理
論
の
立
場
に
は
、
ユ
ー
ザ
の
サ
ー
ビ
ス
内
で
の
活
動
を
労
働
と

捉
え
、
そ
の
労
働
で
も
っ
て
入
手
し
た
仮
想
財
産
に
関
す
る
権
利
の
帰
属

を
ユ
ー
ザ
に
肯
定
す
る
見
解
が
あ
る
一
方
で
、
サ
ー
ビ
ス
が
事
業
者
に
よ

り
構
築
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
労
働
に
基
づ
く
権
利
の
帰
属
は
事
業
者

に
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
す
る
見
解
も
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
労
働

理
論
に
よ
っ
て
ユ
ー
ザ
へ
の
権
利
の
帰
属
を
肯
定
す
る
こ
と
は
、
そ
も
そ

も
労
働
理
論
が
自
然
の
共
有
物
（
つ
ま
り
、
有
体
物
）
に
関
す
る
権
利
の

帰
属
に
つ
い
て
論
じ
て
い
る
こ
と
を
見
過
ご
し
て
い
る
と
す
る
批
判
や
、

ユ
ー
ザ
対
ユ
ー
ザ
の
問
題
の
解
決
に
は
適
合
的
で
あ
る
一
方
で
、
ユ
ー
ザ

対
事
業
者
の
問
題
に
つ
い
て
は
適
合
的
で
は
な
い
と
す
る
批
判
が
あ
る
。

以
上
よ
り
、
こ
の
理
論
に
基
づ
く
場
合
、
労
働
が
権
利
の
帰
属
の
要
件
と

な
っ
て
い
る
以
上
、
保
護
の
対
象
と
な
る
仮
想
財
産
は
お
そ
ら
く
限
ら
れ

る
こ
と
に
な
る
。

　

人
格
理
論
の
立
場
は
、
有
体
物
で
あ
る
か
無
体
物
で
あ
る
か
に
か
か
わ

ら
ず
、
個
人
と
密
接
な
関
連
が
あ
り
、
そ
の
損
害
が
財
産
の
金
銭
的
価
値

よ
り
も
遥
か
に
大
き
い
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
を
、
代
替
可
能
な
財
産
よ

り
も
保
護
す
る
こ
と
を
肯
定
す
る
。
本
件
で
い
え
ば
、
長
い
時
間
を
か
け

て
“
育
成
”
し
、
ユ
ー
ザ
が
自
身
の
人
格
を
投
影
す
る
こ
と
も
あ
る
ゲ
ー

ム
内
キ
ャ
ラ
ク
タ
（
お
よ
び
そ
れ
を
管
理
す
る
た
め
の
ア
カ
ウ
ン
ト
）
に

つ
い
て
は
、
こ
れ
を
ユ
ー
ザ
の
人
格
に
か
か
わ
る
財
産
で
あ
る
と
し
、
事

業
者
が
そ
こ
か
ら
得
ら
れ
る
利
益
に
優
越
す
る
権
利
を
認
め
る
こ
と
が
で

き
る
。
具
体
的
に
は
、
不
当
な
ア
ク
セ
ス
禁
止
や
サ
ー
ビ
ス
終
了
に
つ
い
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て
、
こ
れ
に
抵
抗
す
る
ユ
ー
ザ
の
権
限
を
拡
充
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
考
え
に
対
し
て
は
、
事
業
者
の
責
任
を
増
大
さ
せ
う
る
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ

を
認
め
た
い
ユ
ー
ザ
に
と
っ
て
積
極
的
な
サ
ポ
ー
ト
に
は
な
ら
な
い
、
保

護
の
正
当
化
の
可
否
に
つ
い
て
ケ
ー
ス
ご
と
に
な
っ
て
し
ま
う
、
救
済
の

可
否
に
つ
い
て
判
断
が
難
し
い
、
と
い
う
批
判
が
な
さ
れ
て
い
る
。

　

以
上
の
よ
う
に
、所
有
法
説
の
各
見
解
は
、基
本
的
方
向
性
と
し
て
は
、

仮
想
財
産
に
関
す
る
ユ
ー
ザ
の
利
益
の
所
有
法
に
よ
る
保
護
を
認
め
る
こ

と
で
一
致
し
て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
内
容
を
具
体
的
に
検
討
し
て
み
る

と
、
仮
想
財
産
の
保
護
の
射
程
・
程
度
に
幅
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
長
所
と

短
所
を
も
っ
て
い
る
。
ま
た
、
規
範
的
理
論
の
性
質
上
、
着
眼
点
が
異
な

る
た
め
か
、
議
論
が
平
行
線
を
た
ど
っ
て
い
る
よ
う
に
も
思
わ
れ
る
。
そ

れ
ぞ
れ
の
理
論
が
排
他
的
関
係
に
な
い
こ
と
に
鑑
み
、
一
つ
の
理
論
に
依

拠
す
る
こ
と
に
拘
る
の
で
は
な
く
、
各
理
論
を
整
合
的
に
組
み
合
わ
せ
、

事
態
適
合
的
な
理
論
構
成
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の
か
も
し
れ

な
い
。

　

そ
の
際
に
念
頭
に
お
か
れ
る
べ
き
争
点
と
し
て
は
、
や
は
り
、
Ｒ
Ｍ
Ｔ

に
よ
る
収
益
の
是
非
、
デ
ー
タ
の
滅
失
、
窃
取
の
場
合
等
の
被
害
回
復
の

内
容
、
不
当
な
ア
ク
セ
ス
禁
止
や
サ
ー
ビ
ス
終
了
の
抑
止
の
程
度
、
以
上

の
点
で
あ
る
と
ま
と
め
ら
れ
よ
う
。
ま
た
、
ユ
ー
ザ
対
事
業
者
の
問
題
と

ユ
ー
ザ
対
ユ
ー
ザ
の
問
題
を
あ
く
ま
で
別
の
問
題
類
型
と
す
る
見
解
が
み

ら
れ
た
の
も
、
ア
メ
リ
カ
の
所
有
法
説
の
特
徴
で
あ
ろ
う
。

　

三　

所
有
法
説
に
対
す
る
批
判
に
つ
い
て

　

こ
の
よ
う
な
、
所
有
法
に
よ
る
仮
想
財
産
の
保
護
を
主
張
す
る
見
解
の

間
で
繰
り
広
げ
ら
れ
る
議
論
に
対
し
て
、
そ
の
他
の
分
野
の
法
の
観
点
か

ら
、
以
下
の
よ
う
な
批
判
が
な
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
ず
、
契
約
法
説
の
立
場
か
ら
、
そ
も
そ
も
仮
想
財
産
の
「
購
入
」
は

統
一
商
事
法
典
二
条
に
言
う
動
産
の
売
買
で
は
な
く
、
あ
く
ま
で
ラ
イ
セ

ン
ス
契
約
で
あ
る
と
す
る
批
判
が
あ
る
。
こ
の
考
え
に
よ
る
と
、
ユ
ー
ザ

は
仮
想
財
産
を
入
手
し
て
も
こ
れ
を
所
有
す
る
こ
と
は
な
く
、
規
約
に
基

づ
い
た
使
用
権
乃
至
利
用
権
が
存
在
す
る
に
過
ぎ
な
い
こ
と
に
な
る
。

　

ま
た
、
本
問
題
に
は
原
状
回
復
・
不
当
利
得
法
の
観
点
か
ら
取
り
組
む

必
要
が
あ
る
と
す
る
見
解
か
ら
、以
下
の
よ
う
な
批
判
が
な
さ
れ
て
い
る
。

　

第
一
に
、
裁
判
所
が
仮
想
世
界
に
お
い
て
財
産
が
得
ら
れ
る
と
考
え
る

か
ど
う
か
わ
か
ら
な
い
う
え
、
取
得
時
効
の
よ
う
な
理
論
を
仮
想
世
界
に

適
用
す
る
こ
と
を
裁
判
所
は
た
め
ら
う
だ
ろ
う
と
思
わ
れ
る
。

　

第
二
に
、
仮
想
財
産
に
関
す
る
ユ
ー
ザ
の
権
利
を
単
純
所
有
権
と
み

な
す
こ
と
は
、
事
業
者
が
サ
ー
ビ
ス
を
中
止
し
て
強
制
的
に
サ
ー
バ
を

シ
ャ
ッ
ト
ダ
ウ
ン
す
る
こ
と
が
、
当
該
権
利
の
効
果
的
な
否
定
に
な
る
た
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め
問
題
で
あ
る
。

　

第
三
に
、
事
業
者
に
よ
る
仮
想
財
産
の
不
当
な
没
収
に
つ
い
て
は
、
事

業
者
が
ユ
ー
ザ
（
の
ア
カ
ウ
ン
ト
）
に
デ
ー
タ
を
戻
す
だ
け
な
の
で
、
所

有
法
は
妥
当
し
う
る
が
、
ユ
ー
ザ
間
の
問
題
で
あ
る
、
仮
想
通
貨
等
の
盗

難
事
案
で
は
、
所
有
法
は
適
切
な
救
済
を
提
供
し
な
い
。
こ
の
よ
う
な
場

合
は
不
法
行
為
法
の
領
域
の
問
題
と
な
り
、
所
有
法
そ
れ
自
体
に
は
こ
の

問
題
に
お
け
る
仮
想
の
動
産
の
回
復
を
肯
定
す
る
理
論
が
存
在
し
な
い
か

ら
で
あ
る
。

　

こ
の
点
、
仮
想
財
産
の
ユ
ー
ザ
に
よ
る
所
有
を
否
定
す
る
契
約
法
説
の

批
判
に
つ
い
て
は
、
ユ
ー
ザ
へ
の
所
有
権
の
完
全
な
移
転
を
肯
定
す
る
こ

と
が
難
し
い
と
い
う
そ
の
限
り
で
は
一
定
の
妥
当
性
が
あ
る
と
し
て
も
、

所
有
法
説
全
体
の
不
当
性
を
あ
ぶ
り
出
す
こ
と
に
は
な
ら
な
い
よ
う
に
思

わ
れ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
こ
れ
ま
で
検
討
し
て
き
た
よ
う
に
、
所
有
法
説
と

い
っ
て
も
必
ず
し
も
ユ
ー
ザ
の
権
限
を
完
全
な
所
有
権
と
構
成
す
る
見
解

は
多
く
は
な
い
の
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
検
討
し
て
き
た
限
り
で
は
、
契
約

法
説
は
、
コ
モ
ン
ロ
ー
上
の
契
約
法
に
よ
る
規
律
で
は
特
定
履
行
を
請
求

で
き
な
い
こ
と
、
及
び
、
第
三
者
に
よ
る
侵
害
に
対
応
で
き
な
い
こ
と
が

被
害
回
復
の
面
で
問
題
で
あ
る
と
す
る
所
有
法
説
の
問
題
意
識
に
充
分
に

は
答
え
て
い
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　

ま
た
、
原
状
回
復
・
不
当
利
得
法
の
観
点
か
ら
の
批
判
に
つ
い
て
は
、

当
を
得
て
い
る
面
も
あ
る
が
ゆ
え
に
、
所
有
法
説
の
論
者
の
中
に
も
、
契

約
法
や
不
法
行
為
法
、
原
状
回
復
・
不
当
利
得
法
等
、
そ
の
他
の
分
野
の

法
と
の
協
同
を
主
張
す
る
者
が
い
る
の
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
だ
か
ら
と

い
っ
て
、
所
有
法
に
基
づ
い
て
問
題
を
解
決
す
る
必
要
性
が
ま
っ
た
く
な

く
な
る
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
の
が
、
所
有
法
説
の
論
者
の
問
題
意
識
で

あ
ろ
う
と
思
わ
れ
る
。
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ォ
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第
二
節
：�

補
充
的
責
任
規
範
と
し
て
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い

賠
償
責
任

　

フ
ラ
ン
ス
国
家
賠
償
責
任
法
に
お
い
て
は
、
大
き
く
分
け
て
、
二

つ
の
責
任
規
範
が
あ
る
。
一
つ
は
、「
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任

（responsabilité pour faute
）」
で
あ
り
、
も
う
一
つ
は
、「
フ
ォ
ー
ト

に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
（responsabilité sans faute

）」
で
あ
る
。
こ

こ
で
検
討
す
る
の
は
、後
者
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
で
あ
る
。

こ
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
は
、
文
字
ど
お
り
、
フ
ォ
ー
ト
を

成
立
要
件
と
し
な
い
責
任
規
範
で
あ
る
。
こ
の
責
任
規
範
は
、伝
統
的
に
、

「
リ
ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任
（responsabilité pour risqu （

１
）

e

）」
と
「
公

的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
（responsabilité pour 

rupture de l’égalité devant les charges publique （
２
）

s
）」
と
に
分
類

さ
れ
て
い（

３
）る

。
も
っ
と
も
、
以
下
で
紹
介
す
る
よ
う
に
、
近
年
の
判
例
に

お
い
て
は
、
こ
の
二
つ
の
伝
統
的
な
責
任
類
型
に
は
含
ま
れ
な
い
新
た
な

責
任
類
型
が
出
現
し
て
い
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
責
任
類
型
は

い
ず
れ
も
フ
ォ
ー
ト
の
存
在
と
は
無
関
係
に
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ（

４
）り

、

し
た
が
っ
て
、
国
又
は
公
共
団
体
は
、
フ
ォ
ー
ト
を
犯
さ
な
か
っ
た
と
し

て
も
、
被
害
者
の
フ
ォ
ー
ト
又
は
不
可
抗
力
が
介
在
す
る
場
合
を
除
き
、

被
害
者
に
対
す
る
賠
償
を
免
れ
え
な
い
の
で
あ（

５
）る

。
序
章
で
も
述
べ
た
と

お
り
、
こ
の
責
任
規
範
に
関
す
る
先
行
研
究
は
少
な
く
な
い
が
、
一
般
的

な
研
究
は
長
ら
く
行
わ
れ
て
い
な
い
。
そ
こ
で
、
こ
こ
で
は
、
こ
の
責
任

規
範
に
関
す
る
現
在
の
法
状
況
を
示
す
た
め
に
、
そ
の
責
任
類
型
と
適
用

範
囲
を
確
認
し
た
上
で
（
第
一
款
）、
そ
の
存
在
意
義
と
法
的
性
格
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
と
し
た
い
（
第
二（

６
）款

）。
な
お
、
本
節
に
お
い
て
も
、

単
に
「
フ
ォ
ー
ト
」
と
い
う
文
言
が
用
い
ら
れ
る
場
合
、
基
本
的
に
そ
こ

で
念
頭
に
置
か
れ
て
い
る
の
が
「
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
」
で
あ
る
こ
と
を
最

初
に
断
わ
っ
て
お
く
こ
と
と
す
る
。

　

第
一
款
：
責
任
類
型
と
適
用
範
囲

一　

リ
ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任

　

リ
ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任
と
は
、
公
役
務
の
運
営
に
お
い
て
「
特
別
な

リ
ス
ク
（risque spécial / particulie （

７
）

r

）」
又
は
「
例
外
的
な
リ
ス
ク

（risque exceptionne （
８
）

l

）」
を
創
出
し
た
国
又
は
公
共
団
体
が
、
当
該
リ

ス
ク
が
現
実
の
も
の
と
な
っ
た
場
合
に
負
担
さ
せ
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
賠

償
責
任
で
あ（

９
）る

。

　

１　

職
業
上
の
リ
ス
ク
の
法
理
─
─
こ
の
リ
ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任
が

最
初
に
認
め
ら
れ
た
の
は
公
務
員
法
の
領
域
で
あ
り
、
一
八
九
五
年
に
コ

ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
に
よ
り
下
さ
れ
た
《Cam

es

判
（
（1
（

決
》
が
、そ
の
リ
ー
デ
ィ
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ン
グ
ケ
ー
ス
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
事
案
は
、
国
営
の
兵
器
工
場

に
お
い
て
作
業
中
に
左
手
に
金
属
片
を
受
け
負
傷
し
たCam

es

氏
が
国

を
相
手
取
っ
て
損
害
賠
償
請
求
訴
訟
を
提
起
し
た
と
い
う
も
の
で
あ
っ

た
。
こ
の
訴
訟
に
お
い
て
、
論
告
担
当
官
のJean Rom

ieu

は
、「
衡
平

の
原
則
（principes de l'équité

）」
等
に
言
及
し
つ
つ
、
行
政
の
側
に

帰
責
さ
れ
る
フ
ォ
ー
ト
が
存
在
し
な
く
と
も
、
公
役
務
に
「
職
業
上
の
リ

ス
ク
（risque professionnel
）」
が
伴
う
場
合
に
は
国
が
当
該
リ
ス
ク

の
実
現
に
よ
る
損
害
に
つ
い
て
責
任
を
負
う
べ
き
で
あ
る
と
主
張
し
た
。

か
か
る
論
告
を
受
け
た
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、「
職
業
上
の
リ
ス
ク
」

と
い
う
文
言
こ
そ
用
い
な
か
っ
た
も
の
の
、
本
件
事
故
が
生
じ
た
諸
状
況

に
鑑
み
る
と
国
が
い
か
な
る
責
任
も
負
わ
な
い
と
主
張
す
る
こ
と
は
で
き

な
い
と
判
示
し
た
。
か
く
し
て
、
論
告
に
お
い
て
は
明
示
的
に
、
判
決
に

お
い
て
は
黙
示
的
に
、
職
業
上
の
リ
ス
ク
の
法
理
が
確
立
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
の
で
あ

（
（1
（

る
。

　

そ
の
後
、
公
務
員
の
労
働
災
害
等
に
関
す
る
特
別
法
が
整
備
さ
れ
て

い
く
に
つ
れ
、
こ
の
法
理
が
適
用
さ
れ
る
範
囲
は
縮
小
し
て
い
っ
た

が
、「
公
役
務
の
一
時
的
協
力
者
（collaborateurs occasionnels des 

services publics

）」
に
つ
い
て
は
、
現
在
も
こ
の
法
理
が
適
用
さ
れ
続

け
て
い

（
（1
（

る
。
公
役
務
の
一
時
的
協
力
者
と
は
、
典
型
的
に
は
徴
用
や
要
請

に
基
づ
い
て
、
場
合
に
よ
っ
て
は
自
発
的
に
、
公
役
務
に
協
力
す
る
者
を

指
（
（1
（

す
。
例
え
ば
、
消
防
活
動
に
徴
用
さ
れ
た
市
民
が
当
該
活
動
中
に
負
傷

し
た
場
合
に
は
、
そ
の
負
傷
に
係
る
損
害
に
つ
い
て
公
共
団
体
は
リ
ス
ク

に
よ
る
賠
償
責
任
を
負
う
こ
と
と
な

（
（1
（

る
。
近
年
の
判
決
に
お
い
て
も
、
行

政
か
ら
の
間
接
的
な
要
請
に
よ
り
民
間
企
業
の
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
の
パ
イ

ロ
ッ
ト
が
負
傷
し
た
船
員
の
後
送
に
協
力
し
て
い
た
と
こ
ろ
、
そ
の
協
力

活
動
中
に
事
故
に
よ
り
死
亡
し
た
と
い
う
ケ
ー
ス
に
お
い
て
、
こ
の
法
理

が
適
用
さ
れ
て
い

（
（1
（

る
。

　

２　

危
険
物
・
危
険
な
手
法
・
危
険
な
状
況
─
─
こ
の
《Cam

es

判

決
》
を
皮
切
り
に
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
多
数
の
事
件
に
お
い
て
リ

ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任
を
認
め
る
よ
う
に
な
っ
た
。
と
り
わ
け
、
そ
の
典

型
例
と
さ
れ
て
い
る
の
が
、公
役
務
の
運
営
に
お
い
て
「
危
険
物
（choses 

dangereuses

）」
が
用
い
ら
れ
、
そ
れ
に
よ
り
私
人
が
損
害
を
被
る

よ
う
な
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
そ
の
起
源
は
、
一
九
一
九
年
の
《Regnault-

D
esroziers

判
（
（1
（

決
》
に
求
め
ら
れ
る
。
そ
の
事
案
は
、
榴
弾
等
が
備
蓄

さ
れ
て
い
た
要
塞
に
お
け
る
爆
発
事
故
に
よ
り
損
害
を
被
っ
た
近
隣
の
不

動
産
の
所
有
者
が
国
に
対
し
て
損
害
賠
償
請
求
訴
訟
を
提
起
し
た
と
い
う

も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
判
決
に
お
い
て
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、「
相

隣
関
係
か
ら
通
常
生
ず
る
限
度
を
超
え
る
リ
ス
ク
（risques excédant 

les lim
ites de ceux qui résultent norm

alem
ent du voisinage

）」

を
根
拠
と
し
て
、
フ
ォ
ー
ト
と
は
無
関
係
に
国
の
賠
償
責
任
を
認
め
た
の
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で
あ

（
（1
（

る
。
こ
の
法
理
は
、
そ
の
後
、
警
察
活
動
に
お
い
て
用
い
ら
れ
る

銃
に
よ
り
第
三

（
（1
（

者
が
損
害
を
被
っ
た
ケ
ー
ス
に
も
適
用
さ
れ
る
こ
と
と

な
（
（1
（

り
、
そ
の
適
用
範
囲
を
徐
々
に
広
げ
て
い
っ
た
。
近
年
の
判
決
に
お
い

て
は
、
特
定
の
ウ
イ
ル
ス
性
疾
患
を
伝
染
さ
せ
る
可
能
性
の
あ
る
血
液

製
（
（2
（

剤
や
病
院
に
お
い
て
用
い
ら
れ
る
欠
陥
の
あ
る
機

（
（2
（

器
な
ど
が
リ
ス
ク
に

よ
る
賠
償
責
任
を
生
ぜ
し
め
る
危
険
物
と
し
て
認
定
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、「
危
険
な
手
法
（m

éthodes dangereuses

）」
が
用
い
ら
れ

る
場
合
に
も
リ
ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
典
型

例
は
、
犯
罪
少
年
（m

ineurs délinquants
）
や
精
神
病
患
者
に
対
し

て
円
滑
な
社
会
復
帰
を
促
す
た
め
に
保
護
観
察
処
分
や
試
験
退
院
等
に
よ

り
“
開
か
れ
た
環
境
（m

ilieu ouvert

）”
で
再
教
育
又
は
治
療
が
実
施

さ
れ
る
よ
う
な
場
合
で
あ

（
（2
（

る
。
つ
ま
り
、
か
か
る
再
教
育
又
は
治
療
の
実

施
は
近
隣
住
民
等
の
第
三
者
に
「
特
別
な
リ
ス
ク
（risque spécial

）」

を
生
ぜ
し
め
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
リ
ス
ク
が
現
実
の
も
の
と

な
っ
た
場
合
、
具
体
的
に
言
え
ば
、
こ
れ
ら
の
者
が
保
護
観
察
中
又
は
試

験
退
院
中
に
第
三
者
に
損
害
を
与
え
た
よ
う
な
場
合
に
は
、
リ
ス
ク
に
よ

る
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
る
の
で
あ

（
（2
（

る
。

　

さ
ら
に
、
被
害
者
が
行
政
に
よ
っ
て
「
危
険
な
状
況
（situations 

dangereuses

）」
に
置
か
れ
た
よ
う
な
場
合
に
も
、
リ
ス
ク
に
よ
る
賠

償
責
任
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
朝
鮮
戦
争
の
際
に
ソ
ウ
ル
が
北

朝
鮮
に
占
領
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
が
領
事
に
対
し

ソ
ウ
ル
に
残
る
よ
う
命
じ
た
と
こ
ろ
、
領
事
の
財
産
が
略
奪
さ
れ
た
と
い

う
事
件
に
お
い
て
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
が
「
例
外

的
な
リ
ス
ク
」を
伴
う
状
況
に
領
事
や
そ
の
財
産
を
置
い
た
な
ど
と
し
て
、

国
の
賠
償
責
任
を
認
め
て
い

（
（2
（

る
。

二　

公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任

　

公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
は
、
公
的
負
担
の
前

の
平
等
の
観
念
に
“
直
接
的
に
”
基
礎
を
置
く
も
の
で
あ

（
（2
（

る
。
し
た
が
っ

て
、
こ
の
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
る
た
め
に
は
、
公
的
負
担
の
前
の
平
等

の
破
綻
を
示
す
よ
う
な
損
害
、
す
な
わ
ち
、
社
会
生
活
に
お
い
て
通
常
受

忍
す
べ
き
損
害
を
超
え
る
異
常
な
損
害
が
存
在
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と

さ
れ
て
い

（
（2
（

る
。
こ
の
損
害
要
件
に
つ
い
て
は
、
判
例
上
さ
ま
ざ
ま
な
表
現

が
用
い
ら
れ
て
い
る
こ
と
か

（
（2
（

ら
、
教
科
書
等
に
お
い
て
も
論
者
に
よ
り
さ

ま
ざ
ま
な
表
現
が
用
い
ら
れ
て
い
る
が
、
そ
こ
で
重
要
な
メ
ル
ク
マ
ー
ル

と
な
っ
て
い
る
の
は
“
特
別
性
”
と
“
重
大
性
”
で
あ

（
（2
（2
（2
（

る
。
す
な
わ
ち
、

損
害
が
限
定
さ
れ
た
特
定
の
個
人
な
い
し
集
団
に
負
担
さ
せ
ら
れ
る
も
の

で
あ
る
と
同
時
に
通
常
負
担
す
べ
き
限
度
を
超
え
る
重
大
な
も
の
で
あ
る

場
合
に
、
当
該
損
害
は
、
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
を
示
す
異
常
な

損
害
と
し
て
み
な
さ
れ
る
の
で
あ

（
（3
（

る
。
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１　

適
法
な
行
政
決
定
に
よ
る
損
害
─
─
こ
の
責
任
類
型
の
起
源
は
、

《Couitéas
判

（
（3
（

決
》
に
求
め
ら
れ
る
。
そ
の
事
案
は
、
確
定
判
決
の
執
行

に
当
た
り
原
告
が
自
身
の
土
地
を
占
領
し
て
い
た
チ
ュ
ニ
ジ
ア
の
原
住
民

を
立
ち
退
か
せ
る
た
め
に
軍
隊
の
協
力
を
求
め
た
と
こ
ろ
、
そ
れ
が
拒
否

さ
れ
た
こ
と
か
ら
損
害
賠
償
請
求
訴
訟
を
提
起
し
た
と
い
う
も
の
で
あ
っ

た
。
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
本
件
拒
否
決
定
が
保
護
領
の
公
の
安
全
や

秩
序
維
持
の
た
め
に
正
当
化
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
認
め
つ
つ
も
、

か
か
る
拒
否
に
起
因
す
る
損
害
が
一
定
の
期
間
を
超
え
る
と
、
当
該
損

害
は
「
利
害
関
係
人
に
通
常
課
せ
ら
れ
る
負
担
（charge incom

bant 

norm
alem

ent à l'intéressé

）」
と
し
て
は
み
な
さ
れ
え
な
い
と
し
て
、

フ
ォ
ー
ト
と
は
無
関
係
に
国
家
賠
償
責
任
が
成
立
し
う
る
こ
と
を
認
め
た

の
で
あ

（
（3
（

る
。
こ
の
よ
う
に
適
法
な
行
政
決
定
に
よ
る
損
害
が
問
題
と
な
る

ケ
ー
ス
は
、
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
が
適
用
さ

れ
る
典
型
的
な
ケ
ー
ス
で
あ
る
と
い
え

（
（3
（

る
。
具
体
的
に
は
、
収
用
計
画
や

整
備
計
画
が
途
中
で
放
棄
さ
れ
た
場
合
に
土
地
の
所
有
者
や
先
行
投
資
を

行
っ
て
い
た
者
が
損
害
を
被
っ
た
よ
う
な
ケ
ー

（
（3
（

ス
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

２　

立
法
に
起
因
す
る
損
害
─
─
ま
た
、
立
法
に
起
因
す
る
損
害
に

つ
い
て
も
、
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
が
適
用

さ
れ
て
い

（
（3
（3
（3
（

る
。
そ
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
ケ
ー
ス
と
さ
れ
て
い
る
の
が
、《La 

Fleurette

判
（
（3
（

決
》
で
あ
る
。
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
こ
の
判
決
に
お

い
て
、
酪
農
業
を
保
護
す
る
た
め
に
生
ク
リ
ー
ム
の
代
替
品
と
な
り
う
る

加
工
乳
製
品
の
製
造
販
売
を
禁
止
す
る
法
律
が
制
定
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り

廃
業
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
たLa Fleurette

社
が
被
っ
た

損
害
に
つ
い
て
、
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に
よ
る
国
の
賠
償
責
任

を
認
め
た
の
で
あ
る
。
こ
の
立
法
に
よ
る
国
家
賠
償
責
任
に
つ
い
て
は
、

他
の
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
と
は
異
な
り
、
損

害
が
異
常
に
重
大
な
も
の
で
あ
る
と
同
時
に
特
別
な
も
の
で
あ
る
こ
と
に

加
え

（
（3
（

て
、
問
題
と
な
る
法
律
の
規
定
そ
れ
自
体
及
び
当
該
法
案
の
準
備
作

業
及
び
関
係
文
書
（travaux préparatoires

）
に
お
い
て
立
法
府
が
あ

ら
ゆ
る
補
償
を
排
除
す
る
意
思
を
示
し
て
い
な
い
こ
と
が
要
件
と
さ
れ
て

い
（
（3
（3
（3
（

る
。

　

３　

公
土
木
損
害
─
─
さ
ら
に
、い
わ
ゆ
る「
公
土
木
損
害（dom

m
ages 

de travaux public

（
（4
（s

）」
に
関
す
る
賠
償
責
任
に
関
し
て
も
、
事
故
的

で
な
い
損

（
（4
（

害
、
す
な
わ
ち
、
公
の
工
作
物
の
存
在
そ
れ
自
体
に
起
因
す

る
よ
う
な
「
恒
久
的
損
害
（dom

m
ages perm

anents

）」
に
つ
い
て

は
、
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
が
適
用
さ
れ
て

い
る
。
近
年
の
判
決
を
例
に
挙
げ
る
と
、
高
速
列
車
（T

rain à Grande 

V
itesse

）
の
線
路
の
建
設
に
よ
り
生
じ
た
土
地
の
価
値
の
下
落
に
よ
る

損
害
に
つ
い
て
土
地
の
所
有
者
に
対
す
る
賠
償
が
認
め
ら
れ
て
い

（
（4
（

る
。
ま

た
、
線
路
の
土
手
に
ウ
サ
ギ
が
急
激
に
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
周
囲
の
農
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作
物
に
被
害
が
生
じ
た
ケ
ー
ス
に
お
い
て
も
、
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の

破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
て
い

（
（4
（

る
。

三　

新
た
な
責
任
類
型

　

近
年
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
の
判
例
に
お
い
て
、
以
上
の
よ
う
な
伝
統

的
な
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
の
類
型
に
含
ま
れ
な
い
新
た
な
責

任
類
型
が
出
現
し
て
い
る
と
い
わ
れ
て
い

（
（4
（

る
。

　

１　

監
護
概
念
に
基
づ
く
賠
償
責
任
─
─
そ
の
一
つ
が
、
二
〇
〇
五
年

の《GIE A
xa Courtage

判
（
（4
（

決
》に
お
い
て
誕
生
し
た「
監
護（garde

）」

概
念
に
基
づ
く
賠
償
責
任
で
あ

（
（4
（

る
。
こ
の
責
任
類
型
は
、
再
教
育
や
育
成

扶
助
（assistance éducative

）
の
た
め
に
裁
判
所
の
処
分
等
に
よ
り

公
法
人
の
監
護
下
に
置
か
れ
た
犯
罪
少
年
や
要
保
護
少
年
（m

ineurs en 

danger

）
に
よ
っ
て
生
ぜ
し
め
ら
れ
た
損
害
に
つ
い
て
、
当
該
公
法
人

が
賠
償
責
任
を
負
う
と
い
う
も
の
で
あ

（
（4
（

る
。
す
な
わ
ち
、
公
法
人
は
、
右

の
処
分
等
に
よ
り
、
少
年
の
生
活
を
整
え
、
指
導
し
、
監
督
す
る
責
務
を

負
い
、
当
該
少
年
の
監
護
者
と
し
て
、
当
該
少
年
の
行
為
に
つ
い
て
賠
償

責
任
を
負
う
の
で
あ

（
（4
（

る
。
こ
の
新
た
な
責
任
類
型
が
民
法
典
一
三
八
四
条

の
他
人
の
所
為
に
よ
る
賠
償
責
任
か
ら
着
想
を
得
た
も
の
で
あ
る
こ
と
は

大
多
数
の
論
者
に
よ
り
指
摘
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
異
論
の
余
地

は
な
い
よ
う
に
思
わ
れ

（
（5
（

る
。
つ
ま
り
、
公
法
人
は
、
親
が
子
の
行
為
に
つ

い
て
賠
償
責
任
を
負
う
の
と
同
じ
よ
う
に
、
右
の
よ
う
な
少
年
の
行
為
に

つ
い
て
賠
償
責
任
を
負
う
の
で
あ
る
。

　

な
お
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
こ
の
新
た
な
責
任
類
型
を
確
立
し
た

後
も
、
前
述
の
危
険
な
状
況
に
係
る
リ
ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任
の
法
理
を

維
持
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
例
え
ば
、
あ
る
公
法
人
の
監
護
下
に
置

か
れ
た
犯
罪
少
年
が
保
護
観
察
中
に
第
三
者
に
損
害
を
生
ぜ
し
め
た
場
合

に
は
、
リ
ス
ク
に
よ
る
国
の
賠
償
責
任
と
、
監
護
概
念
に
基
づ
く
当
該
公

法
人
の
賠
償
責
任
と
が
両
立
し
う
る
の
で
あ

（
（5
（

る
。
こ
の
二
つ
の
賠
償
責
任

の
大
き
な
違
い
は
、
前
者
に
つ
い
て
は
救
済
の
対
象
と
な
る
被
害
者
が
役

務
の
第
三
者
に
限
定
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
後
者
に
つ
い
て
は
役
務

の
利
用
者
も
救
済
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
点
に
あ

（
（5
（

る
。

　

２　

国
際
条
約
に
違
反
す
る
法
律
に
よ
る
国
の
賠
償
責
任
─
─
こ
の
監

護
概
念
に
基
づ
く
賠
償
責
任
と
並
び
、
新
た
な
責
任
類
型
と
し
て
評
価
さ

れ
て
い
る
の
が
、
二
〇
〇
七
年
の
《Gardedieu

判
（
（5
（

決
》
に
お
い
て
認
め

ら
れ
た
国
際
条
約
に
違
反
す
る
法
律
に
よ
る
国
の
賠
償
責
任
で
あ

（
（5
（

る
。
本

判
決
に
お
い
て
論
告
担
当
官
を
務
め
たLuc D

erepas

に
よ
る
と
、
こ

の
責
任
類
型
は
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
に
も
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら

な
い
賠
償
責
任
に
も
属
さ
な
い
、“
特
殊
な
（sui generis

）”
責
任
類
型

で
あ
る
と
い

（
（5
（

う
。
す
な
わ
ち
、
問
題
と
な
る
法
律
が
国
際
条
約
に
違
反
し

て
い
る
と
い
う
客
観
的
な
事
実
の
み
に
基
づ
き
認
め
ら
れ
る
賠
償
責
任
で
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あ
る
と
い
う
の
で
あ

（
（5
（

る
。
実
際
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
こ
の
判
決
に

お
い
て
、
立
法
府
の
フ
ォ
ー
ト
に
も
、
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に

も
言
及
す
る
こ
と
な
く
、
当
該
法
律
が
国
際
条
約
に
違
反
す
る
と
い
う
こ

と
だ
け
を
指
摘
し
、
国
の
賠
償
責
任
を
認
め
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
法
解
釈
が
な
さ
れ
る
背
景
に
は
、
立
法
行
為
に
つ
い
て

フ
ォ
ー
ト
を
認
定
す
る
こ
と
に
対
す
る
た
め
ら
い
と
公
的
負
担
の
前
の
平

等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
が
抱
え
る
問
題
点
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
前

者
に
関
し
て
い
え
ば
、
伝
統
的
に
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
学
に
お
い
て
は
、「
一

般
意
思
の
表
明
と
し
て
の
法

（
（5
（

律
」
は
、そ
の
主
権
性
ゆ
え
に
、非
難
の
ニ
ュ

ア
ン
ス
を
含
む
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
に
な
じ
ま
な
い
も
の
と
解
さ

れ
て
き
た
の
で
あ

（
（5
（

り
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
も
、
立
法
府
が
フ
ォ
ー
ト
を

犯
し
た
と
認
定
す
る
こ
と
に
対
し
て
は
強
い
た
め
ら
い
を
有
し
て
い
る
の

で
あ

（
（5
（5
（5
（

る
。
ま
た
、
後
者
に
関
し
て
い
え
ば
、
と
り
わ
け
立
法
に
起
因
す
る

損
害
が
問
題
と
な
る
場
合
に
つ
い
て
は
、
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻

に
よ
る
賠
償
責
任
の
適
用
に
係
る
前
述
の
諸
要
件（
特
に
損
害
の
特
別
性
）

を
立
証
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
い
わ
れ
て
お
り
、
公
的
負
担
の
前
の

平
等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
だ
け
で
は
実
効
的
な
被
害
者
救
済
が
実
現

で
き
な
い
の
で
あ
る
。

　

か
か
る
法
解
釈
は
、
被
害
者
救
済
と
い
う
観
点
か
ら
は
積
極
的
に
評
価

さ
れ
う
る
も
の
で
あ
る
が
、
法
理
論
的
な
観
点
か
ら
見
る
と
疑
問
が
な
い

わ
け
で
は
な
い
。
実
際
、
学
説
の
中
に
は
、
か
か
る
法
解
釈
を
「
理
論
的

に
支
持
で
き
な
い
（logiquem

ent intenabl

（
（6
（e

）」
も
の
と
し
て
疑
問
視

す
る
論
者
も
少
な
く
な

（
（6
（

い
。
と
い
う
の
も
、
右
の
よ
う
な
法
解
釈
は
客
観

的
な
条
約
違
反
と
フ
ォ
ー
ト
と
を
区
別
す
る
も
の
で
あ
る
が
、Jacques 

Petit

やPierre D
elvolvé

ら
が
指
摘
し
て
い
る
よ
う
に
、
フ
ォ
ー
ト
が

客
観
的
な
義
務
違
反
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
（
第
一
章
第
一
節

参
照
）、
違
法
性
は
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
て
も
フ
ォ
ー
ト
を
構
成
す
る

以
上
（
第
一
章
第
二
節
参
照
）、
上
位
規
範
た
る
国
際
条
約
に
違
反
す
る

法
律
に
よ
る
国
の
賠
償
責
任
は
、
理
論
的
に
は
国
際
規
範
を
尊
重
す
る
義

務
に
違
反
し
た
点
に
お
い
て
犯
さ
れ
た
「
立
法
府
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠

償
責
任
（responsabilité pour faute du législateu

（
（6
（r

）」
と
し
て
解
す

べ
き
も
の
で
あ
る
よ
う
に
も
思
わ
れ
る
か
ら
で
あ

（
（6
（

る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、

《Gardedieu

判
決
》
を
立
法
府
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
と
い
う

責
任
類
型
を
確
立
す
る
た
め
の
一
つ
の
過
渡
的
な
段
階
と
し
て
評
価
し
て

い
る
論
者
も
い

（
（6
（

る
。

　

第
二
款
：
存
在
意
義
と
法
的
性
格

一　

存
在
意
義

　

そ
れ
で
は
、
以
上
の
よ
う
な
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
は
、
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フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
と
の
関
係
に
お
い
て
、
い
か
な
る
意
義
を
有

し
て
い
る
の
か
。

　

ま
ず
、
第
一
の
意
義
は
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
が
、
も
っ

ぱ
ら
被
害
者
に
有
利
な
責
任
規
範
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ

（
（6
（

る
。
と
い
う

の
も
、「
リ
ス
ク
」
や
「
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻
」
に
賠
償
責
任

の
基
礎
が
置
か
れ
る
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
に
つ
い
て
は
、
時

に
被
害
者
に
と
っ
て
大
き
な
障
害
と
な
る
フ
ォ
ー
ト
の
立
証
が
要
求
さ
れ

な
い
か
ら
で
あ

（
（6
（

る
。

　

第
二
の
意
義
は
、フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
を
適
用
し
た
場
合
、

フ
ォ
ー
ト
を
犯
し
た
と
い
う
ス
テ
ィ
グ
マ
が
行
政
に
残
ら
な
い
と
い
う
点

で
あ

（
（6
（

る
。
言
い
換
え
れ
ば
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
が
適
用
さ

れ
る
と
、
行
政
は
裁
判
上
の
非
難
を
避
け
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。

フ
ォ
ー
ト
の
認
定
は
、
時
に
、
行
政
の
過
度
な
慎
重
さ
を
誘
発
し
、
一
般

利
益
を
害
す
る
「
事
な
か
れ
主
義
（im

m
obilism

e

）」
を
も
た
ら
す
こ

と
も
あ
り
う
る
こ
と
か

（
（6
（

ら
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
を
適
用
す

る
こ
と
が
望
ま
し
い
場
合
が
考
え
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

　

第
三
の
意
義
は
、
裁
判
官
自
身
に
と
っ
て
も
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い

賠
償
責
任
の
適
用
に
当
た
っ
て
は
、
も
っ
ぱ
ら
客
観
的
な
事
実
の
確
認
を

行
う
だ
け
で
、
行
政
活
動
に
対
し
て
何
ら
の
価
値
判
断
も
行
う
必
要
が
な

い
と
い
う
点
で
あ

（
（7
（

る
。
と
り
わ
け
、
前
述
の
よ
う
に
、
主
権
的
性
格
及
び

政
治
的
性
格
を
色
濃
く
帯
び
る
立
法
行
為
や
国
際
条
約
の
適
用
が
問
題
と

な
る
際
に
は
、
裁
判
官
が
フ
ォ
ー
ト
を
認
定
す
る
こ
と
に
対
し
て
慎
重
な

態
度
を
示
す
こ
と
か
ら
、
そ
の
場
合
に
は
、
こ
の
法
的
仕
組
み
が
有
益
な

手
段
と
し
て
機
能
し
う
る
の
で
あ
る
。

二　

法
的
性
格

　

フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
は
、
こ
の
よ
う
に
行
政
活
動
に
対
す

る
価
値
判
断
を
含
ま
な
い
と
い
う
意
味
に
お
い
て
、「
中
立
的
性
格
」
な

い
し
「
客
観
的
性
格
」
を
有
す
る
と
い
わ
れ
て
い
る

（
（7
（

が
、
そ
の
他
に
も
、

特
徴
的
な
二
つ
の
性
格
を
指
摘
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

１　

強
行
法
規
的
性
格
─
─
そ
の
一
つ
は
、「
強
行
法
規
的
性
格

（caractère d’ordre public

）」
で
あ

（
（7
（

る
。
す
な
わ
ち
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ

ら
な
い
賠
償
責
任
に
つ
い
て
は
、
原
告
が
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
の

主
張
し
か
行
わ
な
か
っ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
も
っ
ぱ
ら
原
告
の
利
益
の

た
め

（
（7
（

に
、
そ
れ
が
適
用
さ
れ
る
ケ
ー
ス
で
あ
る
か
否
か
を
職
権
で
確
認
す

る
こ
と
が
行
政
裁
判
官
に
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
の
で
あ

（
（7
（

る
。
こ
の
性
格

の
起
源
は
、
前
述
の
《Regnault-D

esroziers

判
決
》
に
求
め
ら
れ
る
。

す
な
わ
ち
、
こ
の
訴
訟
に
お
い
て
は
、
原
告
も
論
告
担
当
官
も
軍
当
局
の

役
務
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
に
つ
い
て
し
か
主
張
し
て
い
な
か
っ
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た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、「
相
隣
関
係
か
ら
通
常
生
ず
る
限
度
を
超
え
る
リ

ス
ク
」
に
基
づ
き
、
フ
ォ
ー
ト
と
は
無
関
係
に
国
の
賠
償
責
任
が
認
め
ら

れ
た
の
で
あ
る
。

　

２　

補
充
的
性
格
─
─
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
の
も
う
一
つ

の
性
格
は
、「
補
充
的
性
格
（caractère subsidiair

（
（7
（e

）」
な
い
し
「
例

外
的
性
格
（caractère exceptionne

（
（7
（l

）」
と
呼
ば
れ
る
も
の
で
あ
る
。

す
な
わ
ち
、「
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
」
が
国
家
賠
償
責
任
の
“
普

通
法
（droit com

m
u

（
（7
（n

）”
で
あ
る
の
に
対
し
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い

賠
償
責
任
は
、
補
充
的
、
例
外
的
な
責
任
規
範
な
の
で
あ
る
。
判
例
上
、

フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
の
適
用
が
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責

任
と
の
関
係
に
お
い
て
、「
量
的
に
（quantitativem

en

（
（7
（t

）」
限
定
さ
れ

て
い
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ

（
（7
（

り
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
が
原
則
的

な
責
任
類
型
で
あ
る
こ
と
に
疑
い
の
余
地
は
な

（
（8
（

い
。

　

も
っ
と
も
、
右
に
述
べ
て
き
た
よ
う
に
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償

責
任
は
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
と
の
関
係
に
お
い
て
、
い
く
つ
か

の
自
律
的
な
意
義
を
有
し
て
お
り
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
の
適
用

が
困
難
な
領
域
を
補
完
す
る
と
い
う
重
要
な
機
能
を
果
た
し
て
い

（
（8
（

る
。
し

た
が
っ
て
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
は
、
現
在
の
フ
ラ
ン
ス
国

家
賠
償
責
任
法
に
は
欠
か
せ
な
い
責
任
規
範
と
な
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と

が
で
き
る
の
で
あ
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
一
方
で
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
に

つ
い
て
は
、
し
ば
し
ば
、
そ
の
適
用
範
囲
の
過
度
な
拡
大
が
、「
行
政
主

体
の
内
部
に
お
け
る
責
任
の
希
薄

（
（8
（

化
」
を
生
ぜ
し
め
る
危
険
を
孕
ん
で
い

る
旨
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
フ
ォ
ー
ト
概
念
は
、
行
政

の
活
動
を
制
裁
・
規
律
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
言
い
換
え
れ
ば
、
そ
の
認

定
に
よ
り
行
政
に
課
せ
ら
れ
る
義
務
を
示
し
、
行
政
活
動
の
限
界
を
枠
づ

け
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
将
来
に
お
け
る
行
政
の
フ
ォ
ー
ト
を
抑
制
す
る
機

能
を
果
た
し
て
い
る
と
い
わ
れ
て
い

（
（8
（8
（8
（

る
。
例
え
ば
、Laurent Richer

は
、

役
務
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
が「
誘
導
的
か
つ
予
防
的
役
割（rôle 

incitatif et préventi

（
（8
（f

）」
を
果
た
し
て
い
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。

同
じ
よ
う
に
、M

ichel Paillet

も
ま
た
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
が
果

た
し
て
い
る
「
統
制
機
能
（fonction de contrôl

（
（8
（e

）」
を
明
ら
か
に
し

て
い

（
（8
（

る
。

　

結
局
の
と
こ
ろ
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
の
適
用
範
囲
の

急
速
な
拡
大
に
よ
っ
て
、
フ
ォ
ー
ト
概
念
は
、
も
は
や
、「
時
代
の
寵
児

（faveurs de l’époqu

（
（8
（e

）」
で
は
な
く
な
っ
た
が
、
そ
れ
で
も
な
お
、
こ

の
概
念
は
、
フ
ラ
ン
ス
国
家
賠
償
責
任
の
原
則
的
責
任
要
件
で
あ
り
続
け

て
い
る
の
で
あ

（
（8
（

る
。
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イ
ズ
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
し
た
患
者
や
、
ア
ス
ベ
ス
ト
に
よ
り
健
康

を
害
さ
れ
た
労
働
者
、
医
療
事
故
の
被
害
者
と
な
っ
た
患
者
等

を
救
済
す
る
制
度
が
設
け
ら
れ
て
い
る
（Jean W

aline, supra 
note 5, pp. 522 et s. ; Pierre-Laurent Frier et Jacques 
Petit, supra note 3, n

° 968.

）。

（
７
）D

idier T
ruchet, D

roit adm
inistratif, 5

e éd., Paris, 
P.U

.F., 2013, p. 427 ; Pierre-Laurent Frier et Jacques 
Petit, supra note 3, n

° 958 ; B
ertrand Seiller, D

roit 
adm

inistratif : 2. L
'action adm

inistrative, 5
e éd., Paris, 

Flam
m

arion, 2014, p. 299.

（
８
）Y

ves Gaudem
et, D

roit adm
inistratif, 20

e éd., Paris, 
L.G.D

.J., 2012, n

° 367 ; Jacqueline M
orand-D

eviller, supra 
note 5, p. 725 ; C.E. A

ss. 24 juin 1949, Consorts Lecom
te, 

Rec. 307.

（
９
）
な
お
、
こ
の
責
任
類
型
に
よ
り
保
護
さ
れ
る
べ
き
被
害
者
と
し

て
念
頭
に
置
か
れ
て
い
る
の
は
、
基
本
的
に
行
政
活
動
の
第
三
者

（tiers

）、
つ
ま
り
、
そ
の
活
動
か
ら
い
か
な
る
利
益
も
得
て
い
な

い
者
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、行
政
活
動
の
利
用
者（usagers

）

に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
が
適
用

さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
も
っ
と
も
、
こ
の
区
別
は
近
年
相
対
的
に

な
っ
て
お
り
、
最
近
は
利
用
者
も
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責

任
を
享
受
し
て
い
る
と
い
わ
れ
て
い
る
（V

oir, Pierre-Laurent 
Frier et Jacques Petit, supra note 3, n

° 958.

）。

（
１
）René Chapus, D

roit adm
inistratif général, t. 1, 15

e éd., 
Paris, M

ontchrestien, 2001, n

° 1487 et s.

（
２
）Ibid., n

° 1506 et s.

（
３
）F

rançois V
incent, «R

esponsabilité sans faute», J.-
C

l. A
. fasc. 824, 2008, n

° 2 ; Philippe F
oillard, D

roit 
adm

inistratif, 2
e éd., B

ruxelles, Larcier, 2013, p. 
405 ; Pierre-Laurent F

rier et Jacques Petit, D
roit 

adm
inistratif, 8

e éd., Paris, L.G.D
.J., 2013, n

° 957.

（
４
）
た
だ
し
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
の
成
立
は
、
必

ず
し
も
、
当
該
事
案
に
お
い
て
フ
ォ
ー
ト
が
犯
さ
れ
な
か
っ

た
と
い
う
こ
と
を
意
味
し
な
い
（V

oir, M
artine Lom

bard, 
Gilles D

um
ont et Jean Sirinelli, D

roit adm
inistratif, 10

e 
éd., Paris, D

alloz, 2013, n

° 967 ; B
enoît C

am
guilhem

, 
R

echerche sur les fondem
ents de la responsabilité sans 

faute en droit adm
inistratif, Paris, D

alloz, 2014, n
° 17.

）。

（
５
）F

rançois V
incent, supra note 3, n

° 139-143 ; Jean 
W

aline, D
roit adm

inistratif, 24
e éd., Paris, D

alloz, 2012, 
p. 514 ; Jacqueline M

orand-D
eviller, D

roit adm
inistratif 

: Cours, thèm
es de réflexion, com

m
entaires d'arrêts avec 

corrigés, 13
e éd., Paris, L.G.D

.J., 2013, p. 724.

（
６
）
な
お
、
行
政
活
動
に
よ
り
損
害
を
被
っ
た
被
害
者
の
救
済
が
立

法
的
に
解
決
さ
れ
て
い
る
例
は
少
な
く
な
い
。
例
え
ば
、
法
律
に

よ
り
補
償
基
金
等
を
創
設
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
輸
血
に
よ
り
エ
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（
16
）C

.E
. 28 m

ars 1919, R
egnault-D

esroziers, R
ec. 329, 

R
.D

.P. 1919, p. 239, concl. Corneille.

（
17
）
こ
の
判
決
に
つ
い
て
は
、
兼
子
仁
「
行
政
上
の
危
険
に
基
づ
く

無
過
失
責
任
」
別
冊
ジ
ュ
リ
ス
ト
二
五
号
（
一
九
六
九
年
）
六
〇

頁
が
詳
し
い
。

（
18
）
た
だ
し
、
被
害
者
が
警
察
の
取
締
り
と
無
関
係
で
は
な
い
場

合
、
つ
ま
り
、
警
察
の
取
締
り
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
よ
う
な
場

合
に
は
、
当
該
被
害
者
は
リ
ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任
を
主
張
で
き

な
い
。（C.E. Sect. 27 juillet 1951, D

am
e A

ubergé et sieur 
D

um
ont, Rec. 447, D

. 1952, p. 108, concl. François Gazier 
; Jean W

aline, supra note 5, n

° 484 ; Y
ves Gaudem

et, 
supra note 8, n

° 368.

）。

（
19
）C.E. A

ss. 24 juin 1949, Consorts Lecom
te, Rec. 307, S. 

1949.Ⅲ
. 61, concl. M

arc Barbet.

（
20
）C

.E
. A

ss. 26 m
ai 1995, C

onsorts N
'G

uyen, Jouan, 
consorts P

avan, Rec. 221, R
.F.D

.A
. 1995, p. 748, concl. 

Serge D
aël.

（
21
）C.E. 9 juillet 2003, A

ssistance publique-H
ôpitaux de 

P
aris c. M

m
e M

arzouk, Rec. 338 ; C.E. Sect. 25 juillet 
2013, M

. F., Rec. 226.
（
22
）C

hristophe G
uettier, «La responsabilité en droit 

adm
inistratif», Philippe Le T

ourneau, D
roit de la 

responsabilité et des contrats, 10
e éd., Paris, D

alloz, 2014, 

（
10
）C.E. 21 juin 1895, Cam

es, Rec. 509, D
. 1896.Ⅲ

. 65, concl. 
Jean Rom

ieu.

（
11
）M

aurice H
auriou, note sous C.E. 21 juin 1895, Cam

es, S. 
1897.Ⅲ

. 33 ; M
arceau Long, Prosper W

eil, Guy Braibant, 
Pierre D

elvolvé et Bruno Genevois, L
es grands arrêts 

de la jurisprudence adm
inistrative, 19

e éd., Paris, D
alloz, 

2013, p. 40.

（
12
）Jean W

aline, supra note 5, n

° 483 ; M
arceau Long, 

Prosper W
eil, Guy Braibant, Pierre D

elvolvé et Bruno 
Genevois, supra note 11, pp. 367-374 ; Bertrand Seiller, 
supra note 7, p. 300.

（
13
）
こ
の
法
理
に
つ
い
て
は
、
広
岡
隆
『
公
物
法
の
理
論
』（
ミ
ネ

ル
ヴ
ァ
書
房
・
一
九
九
一
年
）
二
〇
二
頁
以
下
（
初
出
：
同
「
フ

ラ
ン
ス
の
市
町
村
の
公
役
務
協
力
者
に
対
す
る
災
害
補
償
責
任
―

―「
公
役
務
の
一
時
協
力
者
の
理
論
」の
最
近
の
動
向
―
―（
上
）

（
下
）」
自
治
研
究
五
五
巻
三
号
、
四
号
（
一
九
七
九
年
））、
滝
沢

正
『
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
の
理
論
』（
有
斐
閣
・
一
九
八
四
年
）
一

一
三
頁
以
下
（
初
出
：
同
「
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
公
務
員
災
害
補

償
制
度
」
上
智
法
学
論
集
二
四
号
（
一
九
八
〇
年
））
が
詳
し
い
。

（
14
）C.E. Sect. 5 m

ars 1943, Chavat, Rec. 62.

（
15
）C
.E

. Sect. 12 octobre 2009, C
hevillard et consorts 

Bancherelle, Rec. 387, J.C.P. 2010, n

° 162, note Pascale 
Idoux, R

.F.D
.A

. 2010, p. 410, note Fabrice Lem
aire.
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n

° 492.
（
23
）C

.E
. Sect. 3 février 1956, M

inistre de la Justice 
c. T

houzellier, R
ec. 49 ; C

.E
. Sect. 13 juillet 1967, 

D
épartem

ent de la M
oselle, Rec. 341 ; C.E. 30 avril 2003, 

C
om

pagnie préservatrice foncière assurances, J.C
.P

. 
A

. 2003, n
° 1572, note Jacques M

oreau ; C.E. 26 juillet 
2007, G

arde des Sceaux, m
inistre de la justice c. M

. 
et M

m
e Jaffuer, Rec. 1071, G

azette du P
alais 2008, p. 

3999, concl. M
attias Guyom

ar ; C.E. 6 décem
bre 2012, 

G
arde des Sceaux, m

inistre de la justice et des libertés c. 
A

ssociation JCLT
, Rec. 981 et 988.

（
24
）C.E. Sect. 19 octobre 1962, Perruche, Rec. 555 ; V

oir 
égalem

ent, C
.E

. A
ss. 6 novem

bre 1968, M
inistre de 

l'É
ducation nationale c. dam

e Saulze, Rec. 550.

（
25
）P

atrice C
hrétien et N

icolas C
hifflot, D

roit 
adm

inistratif, 13
e éd., Paris, Sirey, 2012, n

° 774 ; 
Jacqueline M

orand-D
eviller, supra note 5, p. 725.

（
26
）
な
お
、
こ
の
損
害
に
は
精
神
的
損
害
も
含
ま
れ
う
る
（C.E. 

A
ss. 22 octobre 2010, M

m
e B

leitrach, Rec. 399, concl. 
Cyril Roger-Lacan.

）。

（
27
）V
oir, M

arceau Long, Prosper W
eil, G

uy B
raibant, 

Pierre D
elvolvé et Bruno Genevois, supra note 11, p. 

248.

（
28
）Patrice Chrétien et N

icolas Chiffl
ot, supra note 25, n

° 
774-775 ; D

idier T
ruchet, supra note 7, p. 418 ; Prosper 

W
eil et D

om
inique Pouyaud, Le D

roit adm
inistratif, 24

e 
éd., Paris, P.U

.F., 2013, p. 111 ; Pierre-Laurent Frier et 
Jacques Petit, supra note 3, n

° 982 ; Pierre D
elvolvé, Le 

droit adm
inistratif, 6

e éd., Paris, D
alloz, 2014, pp. 71-72 ; 

Christophe Guettier, supra note 22, n

° 460.

（
29
）
具
体
的
に
は
、「
重
大
か
つ
特
別
な
損
害
（préjudice grave 

et spécial

）」
と
い
う
表
現
が
よ
く
用
い
ら
れ
て
い
る
が
、「
異

常
か
つ
特
別
な
損
害
（préjudice anorm

al et spécial

）」
と
い

う
表
現
が
用
い
ら
れ
る
こ
と
も
少
な
く
な
い
（Jacques M

oreau, 
«La responsabilité adm

inistrative», sous la direction de 
Pascale G

onod, F
abrice M

elleray et Philippe Y
olka, 

T
raité de droit adm

inistratif, t. 2, Paris, D
alloz, 2011, p. 

642 ; Jacqueline M
orand-D

eviller, supra note 5, pp. 724-
725.

）。

（
30
）C

.E
. 27 juillet 2009, M

inistre de l'É
cologie et du 

D
éveloppem

ent durable, R
evue juridique de l'économ

ie 
publique 2010, p. 27, concl. Isabelle de Silva ; C.E. A

ss. 
22 octobre 2010, M

m
e B

leitrach, Rec. 399, concl. Cyril 
Roger-Lacan ; C.E. Sect. 14 octobre 2011, M

m
e Saleh et 

autres, Rec. 473, concl. Cyril Roger-Lacan ; C.E. 9 m
ai 

2012, Société G
odet, D

.A
. août-septem

bre 2012, p. 50, 
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note Cam
ille Broyelle ; M

arceau Long, Prosper W
eil, 

Guy Braibant, Pierre D
elvolvé et Bruno Genevois, supra 

note 11, p. 248 ; Bertrand Seiller, supra note 7, p. 304.

（
31
）C.E. 30 novem

bre 1923, Couitéas, Rec. 789, D
. 1923.Ⅲ

. 
59, concl. Rivet.

（
32
）V

oir égalem
ent, C.E. 30 juin 2010, M

inistre de l'intérieur, 
de l'outre-m

er et des collectivités territoriales c. M
. et 

M
m

e B
en A

m
our, R

ec. 225, B
ulletin juridiques des 

collectivités locales 2010, p. 625, concl. Jean-Philippe 
T

hiellay.

（
33
）V

oir, François V
incent, supra note 3, n

° 89-105.

（
34
）C.E. Sect. 23 décem

bre 1970, E
.D

.F. c. sieur Farsat, 
Rec. 790, A

.J.D
.A

. 1971, p. 96, concl. Jean K
ahn ; C.E. 15 

novem
bre 2000, Com

m
une de M

orschw
iller-le-Bas, Rec. 

1221.

（
35
）V

oir, Pierre Bon, «L'arrêt La Fleurette aujourd'hui», 
dans Confluences : M

élanges en l'honneur de Jacqueline 
M

orand-D
eviller, Paris, M

ontchrestien, 2007, p. 185 ; 
Bernard Pacteau, «La responsabilité publique du fait 
des lois. La sortie du tunnel ?», dans Ibid., p. 487.

（
36
）
な
お
、
今
日
、
国
際
条
約
や
国
際
慣
習
法
の
適
用
に
起
因

す
る
損
害
つ
い
て
も
、
こ
の
公
的
負
担
の
前
の
平
等
の
破
綻

に
よ
る
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
て
い
る
（Carolina Cerda-

Guzm
an, «Le juge adm

inistratif et la responsabilité du 
fait des norm

es internationales», R
.F.D

.A
. 2012, p. 38 ; 

C.E. 11 février 2011, M
lle Susilaw

ati, Rec. 36, R
.F.D

.A
. 

2011, p. 573, concl. Cyril Roger-Lacan ; C.E. Sect. 14 
octobre 2011, M

m
e Saleh et autres, Rec. 473, concl. Cyril 

Roger-Lacan.

）。
ま
た
、
い
わ
ゆ
る
統
治
行
為
（actes de 

gouvernem
ent

）
に
つ
い
て
は
、
そ
も
そ
も
、
い
か
な
る
国
家

賠
償
請
求
訴
訟
も
考
え
ら
れ
え
な
い
も
の
と
さ
れ
て
い
る
（C.E. 

25 m
ars 1988, Société Sapvin, Rec. 133.

）。

（
37
）C

.E
. A

ss. 14 janvier 1938, Société anonym
e des 

produits laitiers «La Fleurette», Rec. 25, D
. 1938.Ⅲ

. 41, 
concl. Roujou.

（
38
）
な
お
、
法
律
は
基
本
的
に
一
般
的
な
射
程
を
有
す
る
規
範
で
あ

り
、損
害
の
特
別
性
を
立
証
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

立
法
に
よ
る
国
家
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
る
の
は
稀
で
あ
る
と

い
わ
れ
て
い
る
（V

oir, Jean W
aline, supra note 5, n

° 513 
; D

idier T
ruchet, supra note 7, p. 420 ; Bertrand Seiller, 

supra note 7, pp. 307 et 309.

）。

（
39
）V

oir, Pierre-Laurent F
rier et Jacques Petit, supra 

note 3, n

° 976 ; Christophe Guettier, supra note 22, n

°

495-2 et s.
（
40
）
こ
の
要
件
に
よ
り
、
蒸
留
酒
（spritueux

）
の
輸
送
及
び

販
売
を
規
制
す
る
法
律
や
公
共
の
場
で
の
賭
博
（jeux du 
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hasard

）
の
禁
止
を
定
め
た
法
律
等
に
つ
い
て
、
当
該
法
律
に

起
因
す
る
損
害
に
係
る
賠
償
請
求
が
否
定
さ
れ
て
い
る
（C.E. 

A
ss. 8 janvier 1965, Société des É

tablissem
ents A

upinel 
et autres, Rec. 15 ; C.E. 11 juillet 1990, Société Stam

bouli 
Frères, Rec. 214.

）。
従
来
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
一
般
利

益
（intérêt général

）
の
観
念
を
強
調
し
、
あ
ら
ゆ
る
補
償
を

排
除
す
る
立
法
府
の
黙
示
的
な
意
思
を
推
認
す
る
こ
と
に
よ
り

当
該
要
件
を
厳
格
に
解
釈
し
て
い
た
が
、
近
年
の
判
決
に
お
い

て
は
、
こ
れ
を
緩
や
か
に
解
釈
す
る
傾
向
に
あ
る
（V

oir, C.E. 
Sect. 30 juillet 2003, A

ssociation pour le développem
ent 

de l'aquaculture en région C
entre (A

D
A

R
C

), Rec. 367, 
R

.F.D
.A

. 2004, p. 144, concl. F
rancis Lam

y ; C
.E

. 2 
novem

bre 2005, Société coopérative agricole A
x'ion, Rec. 

468, R
.F.D

.A
. 2006, p. 349, concl. M

attias Guyom
ar.

）。

（
41
）
詳
し
く
は
、
近
藤
昭
三
「
公
土
木
（T

ravaux publics

）
の

損
害
に
つ
い
て
―
―
無
過
失
責
任
主
義
の
成
立
―
―
」
同
『
フ
ラ

ン
ス
行
政
法
研
究
』（
信
山
社
・
一
九
九
三
年
。
初
出
：
一
九
六

六
年
）、
磯
部
力
「
フ
ラ
ン
ス
の
公
土
木
責
任
法
」
日
本
土
地
法

学
会
編
『
土
地
税
・
補
償
と
賠
償
の
法
理
』（
有
斐
閣
・
一
九
八

六
年
）
一
二
五
頁
以
下
、
小
幡
純
子
「
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
公
土

木
の
損
害
（dom

m
ages de travaux publics

）
―
―
公
土
木

責
任
法
の
発
展
過
程
―
―
（
一
）（
二
）（
三
）（
四
）（
五
・
完
）」

法
学
協
会
雑
誌
一
〇
一
巻
四
号
、五
号
、六
号
、一
〇
二
巻
六
号
、

一
一
号
（
一
九
八
四－

一
九
八
五
年
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
42
）
な
お
、
公
土
木
に
関
す
る
事
故
に
よ
っ
て
第
三
者
に
生
ぜ
し
め

ら
れ
た
損
害
に
は
、
リ
ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任
が
適
用
さ
れ
て
い

る
（C.E. A

ss. 28 m
ai 1971, D

épartem
ent du V

ar c. E
ntreprise 

Bec frères, Rec. 419, Cahiers juridiques de l'électricité et 
du gaz 1971. J. 235, concl. Jacques T

héry.

）。

（
43
）C.E. 31 m

ars 2008, E
A

R
L G

eorges de Blanquet, Rec. 
908.

（
44
）C.E. 27 juillet 2005, Courson, Rec. 1087.

（
45
）V

oir, M
aryse D

eguergue, «Les états interm
édiaires 

en m
atière de responsabilité», sous la direction de 

Jean-M
arie Pontier, L

es états interm
édiaires en droit 

adm
inistratif : Journée d'étude du 15 juin 2007, A

ix-
en-Provence, Presses universitaires d'A

ix-M
arseille, 

2008, pp. 91 et s. ; Fabrice M
elleray, «Les arrêts GIE 

A
xa Courtage et Gardedieu rem

ettent-ils en cause les 
cadres traditionnels de la responsabilité des personnes 
publiques ?», dans T

erres du droit : m
élanges en 

l'honneur d'Y
ves Jégouzo, Paris, D

alloz, 2009, p. 489.

（
46
）C.E. Sect. 11 février 2005, G

IE
 A

xa Courtage, Rec. 45 
; R

.F.D
.A

. 2005, p. 595, concl. Christophe D
evys, J.C.P. 

A
. 2005, n

° 1132, note Jacques M
oreau ; R

.D
.P

. 2005, 
p. 523, note Christophe Guettier ; V

oir égalem
ent, C.E. 
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Sect. 1
er février 2006, G

arde des Sceaux, m
inistre de la 

justice c. M
utuelle assurance des instituteurs de France, 

Rec. 42, concl. M
attias Guyom

ar.

（
47
）
二
〇
〇
五
年
以
降
、
多
く
の
論
文
に
お
い
て
、
こ
の
責
任
類
型

と
伝
統
的
な
責
任
類
型
と
の
関
係
が
分
析
さ
れ
て
い
る
（D

im
itri 

M
eillon, «U

n nouveau fondem
ent pour la responsabilité 

sans faute des personnes publiques : la garde d'autrui», 
R

.D
.P. 2006, p. 1221 ; N

adine Poulet-Gibot Leclerc, «La 
garde des m

ineurs et la responsabilité adm
inistrative 

personnelle», R
.D

.P
. 2012, p. 67 ; Pierre Bon, «O

ù en 
est la responsabilité de plein droit de l'adm

inistration 
du fait des personnes placées sous sa garde ?», R

.F.D
.A

. 
2013, p. 127. 

）。

（
48
）
た
だ
し
、
不
可
抗
力
又
は
被
害
者
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
り
賠
償

責
任
が
減
免
さ
れ
う
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
伝
統
的
な
フ
ォ
ー

ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
と
同
様
で
あ
る
（C.E. 17 décem

bre 
2008, G

arde des Sceaux, m
inistre de la justice c. Lauze, 

A
.J.D

.A
. 2009, p. 661, concl. Isabelle de Silva.

）。

（
49
）Pierre-Laurent Frier et Jacques Petit, supra note 3, 

n

° 966.

（
50
）Jean W

aline, supra note 5, n

° 485 ; D
idier T

ruchet, 
supra note 7, p. 429 ; M

arceau Long, Prosper W
eil, Guy 

B
raibant, Pierre D

elvolvé et B
runo G

enevois, supra 

note 11, pp. 214-215 ; Jacqueline M
orand-D

eviller, supra 
note 5, pp. 727-728 ; V

oir égalem
ent, D

im
itri M

eillon, 
supra note 47, pp. 1221 et s.

（
51
）C.E. Sect. 1

er février 2006, G
arde des Sceaux, m

inistre 
de la justice c. M

utuelle assurance des instituteurs de 
France, R

ec. 42, concl. M
attias G

uyom
ar ; M

arceau 
Long, Prosper W

eil, G
uy B

raibant, Pierre D
elvolvé 

et B
runo G

enevois, supra note 11, p. 215 ; M
artine 

Lom
bard, Gilles D

um
ont et Jean Sirinelli, supra note 4, 

n

° 978 ; Christophe Guettier, supra note 22, n

° 492.

（
52
）C.E. 13 novem

bre 2009, G
arde des Sceaux, m

inistre 
de la justice c. A

ssociation tutélaire des inadaptés, Rec. 
461, J.C

.P
. A

. 2010, n

° 2003, concl. Isabelle de Silva ; 
M

aryse D
eguergue, «Regard sur les transform

ations 
de la responsabilité adm

inistrative», R
evue française 

d'adm
inistration publique 2013, N

° 147, La responsabilité 
adm

inistrative : com
paraison internationale, p. 581.

（
53
）C.E. A

ss. 8 février 2007, G
ardedieu, Rec. 78, concl. 

Luc D
erepas, J.C

.P
. A

. 2007, n

° 2083, note C
am

ille 
Broyelle, D

. 2007, p. 1214, chr. Guylain Clam
our.；

こ
の

判
決
に
お
い
て
は
、
取
消
の
対
象
と
な
り
う
る
違
法
な
デ
ク
レ
を

将
来
に
向
け
て
適
法
化
す
る
た
め
に
制
定
さ
れ
た
、い
わ
ゆ
る「
追

認
の
た
め
の
法
律
」
が
、
公
正
な
裁
判
を
受
け
る
権
利
を
保
障
す
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る
欧
州
人
権
条
約
六
条
第
一
項
に
抵
触
し
な
い
か
が
問
題
と
な
っ

た
。

（
54
）
な
お
、
こ
の
《Gardedieu

判
決
》
に
つ
い
て
は
、
既
に
、
府

川
繭
子
准
教
授
が
、
論
告
や
評
釈
、
関
連
す
る
テ
ー
ズ
を
も
含
め

た
包
括
的
な
研
究
を
な
さ
れ
て
お
り
、
本
判
決
に
関
す
る
理
論
的

な
問
題
を
明
快
に
整
理
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
詳
し
く
は
そ
ち

ら
を
参
照
さ
れ
た
い
（
府
川
繭
子
「
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
立
法
に

起
因
す
る
国
家
賠
償
訴
訟
の
新
局
面
―
―
条
約
違
反
の
法
律
を
め

ぐ
っ
て
―
―
」
早
稲
田
法
学
会
誌
五
八
巻
二
号
（
二
〇
〇
八
年
）

五
一
一
頁
）。
ま
た
、
そ
の
際
に
は
、「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
と
フ
ラ
ン

ス
国
家
責
任
法
」
と
題
さ
れ
た
、
伊
藤
洋
一
教
授
の
論
文
も
併
せ

て
参
照
さ
れ
た
い
（
伊
藤
洋
一
「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
法
と
フ
ラ
ン
ス
国

家
責
任
法
」
日
仏
法
学
二
一
号
（
一
九
九
八
年
）
七
四
頁
以
下
）。

こ
の
論
文
は
、
本
判
決
が
下
さ
れ
る
十
年
前
に
書
か
れ
た
も
の
で

は
あ
る
が
、
当
時
の
下
級
審
判
決
の
動
向
等
を
分
析
す
る
こ
と
に

よ
り
、
既
に
そ
の
段
階
に
お
い
て
将
来
的
に
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ

が
本
判
決
の
よ
う
な
理
論
構
成
を
採
用
す
る
こ
と
を
予
見
し
て
お

り
、
本
判
決
の
背
景
を
理
解
す
る
上
で
も
非
常
に
参
考
に
な
る
。

（
55
）
な
お
、Jacques Petit

は
、か
か
る
法
解
釈
に
つ
い
て
、フ
ォ
ー

ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
と
は
フ
ォ
ー
ト
を
成
立
要
件
と
し
な
い

賠
償
責
任
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
い
ず
れ
の
責
任
規
範
に
も
含
ま

れ
な
い
と
い
う
こ
と
は
論
理
的
に
あ
り
え
な
い
と
述
べ
て
い
る

（Pierre-Laurent Frier et Jacques Petit, supra note 3, n

° 

977.

）。
つ
ま
り
、
仮
に
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
に
含
ま
れ

な
い
の
で
あ
れ
ば
、そ
の
賠
償
責
任
は
、論
理
必
然
的
に
、フ
ォ
ー

ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
、
具
体
的
に
は
、
伝
統
的
な
フ
ォ
ー
ト

に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
（
リ
ス
ク
に
よ
る
賠
償
責
任
及
び
公
的
負

担
の
前
の
平
等
の
破
綻
に
よ
る
賠
償
責
任
）
と
は
異
な
る
“
新
た

な
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
”
と
い
う
こ
と
に
な
る
の
で

あ
る
。

（
56
）V

oir, C
am

ille B
royelle, L

a responsabilité de 
l'É

tat du fait des lois, Paris, L.G
.D

.J., 2003 ; Jacques 
M

oreau, supra note 29, pp. 668-669 et 672-673 ; 
Joseph F

rank O
um

 O
um

, «Le fait illicite non fautif, 
fondem

ent de la responsabilité de l'É
tat du fait des 

lois inconventionnelles», R
.F.D

.A
. 2013, p. 627 ; Benoît 

Cam
guilhem

, supra note 4, n

° 260.

（
57
）V

oir, Raym
ond Carré de M

alberg, La loi, expression 
de la volonté générale. É

tude sur le concept de la loi 
dans la Constitution de 1875, Paris, Recuil Sirey, 1931, 
pp. 17-19.

（
58
）V

oir, É
douard Laferrière, T

raité de la juridiction 
adm

inistrative et des recours contentieux, t. 2, 2
e éd., 

Paris/N
ancy, Berger-Levrault, 1896, pp. 12 et s. ; Petra 

Senkovic, L
'évolution de la responsabilité de l'É

tat 
législateur sous l'influence du droit com

m
unautaire, 
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Bruxelles, Bryulant, 2000, pp. 17 et s. ; Y
ves Gaudem

et, 
T

raité de droit adm
inistratif, t. 1, 16

e éd., Paris, L.G.D
.J., 

2001, n
° 1739.

（
59
）V

oir, D
idier T

ruchet, supra note 7, pp. 418-419 ; 
M

aryse D
eguergue, supra note 52, pp. 578-579.

（
60
）
実
際
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
国
際
条
約
に
違
反
す
る
法
律

に
起
因
す
る
損
害
が
問
題
と
な
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
こ
に

当
該
法
律
を
適
用
す
る
行
政
決
定
や
行
政
立
法
が
介
在
す
る
と

き
に
は
、
そ
の
損
害
に
つ
い
て
の
国
の
賠
償
責
任
を
立
法
責
任
と

し
て
構
成
す
る
こ
と
を
避
け
、
当
該
行
政
決
定
や
行
政
立
法
を

行
っ
た
行
政
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
と
し
て
構
成
す
る
傾

向
に
あ
る
と
い
わ
れ
て
い
る
（V

oir, Pierre-Laurent Frier et 
Jacques Petit, supra note 3, n

° 977.
）

（
61
）Ibid.

（
62
）V

oir, D
idier T

ruchet, supra note 7, p. 421.

（
63
）Pierre-Laurent Frier et Jacques Petit, supra note 3, 

n

° 977 ; V
oir égalem

ent, René Chapus, supra note 1, n
° 

1519.

（
64
）Pierre-Laurent Frier et Jacques Petit, supra note 3, 

n

° 977 ; Pierre D
elvolvé, supra note 28, pp. 73-74 ; V

oir, 
égalem

ent, M
artine Lom

bard, Gilles D
um

ont et Jean 
Sirinelli, supra note 4, n

° 986 ; Bertrand Seiller, supra 
note 7, p. 308 ; Fabrice M

elleray, supra note 45, pp. 498-

499.

（
65
）Carolina Cerda-Guzm

an, supra note 36, p. 40.

（
66
）D

idier T
ruchet, supra note 7, p. 416 ; Pierre-Laurent 

Frier et Jacques Petit, supra note 3, n

° 957 ; Christophe 
Guettier, supra note 22, n

° 461.

（
67
）
も
っ
と
も
、
被
害
者
は
、
損
害
と
因
果
関
係
の
立
証
に
加
え
、

こ
の
損
害
が
重
大
か
つ
特
別
な
も
の
で
あ
る
こ
と
の
立
証
も
要
求

さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
一
概
に
立
証
が
容
易
と
い
え
る
か
は
、
議
論

の
余
地
が
あ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
（V

oir, Benoît D
elaunay, La 

faute de l'adm
inistration, Paris, L.G.D

.J., 2007, n

° 448.

）。

（
68
）D

idier T
ruchet, supra note 7, p. 416 ; Gilles Lebreton, 

D
roit adm

inistratif général, 7
e éd., Paris, D

alloz, 2013, n

° 
390 ; Benoît Cam

guilhem
, supra note 4, n

° 21.

（
69
）Bertrand Seiller, supra note 7, p. 329 ; V

oir égalem
ent, 

Jacqueline M
orand-D

eviller, supra note 5, p. 724.

（
70
）Christophe Guettier, supra note 22, n

° 461 et 490 ; 
V

oir égalem
ent, Pierre-Laurent Frier et Jacques Petit, 

supra note 3, n

° 983 ; Bertrand Seiller, supra note 7, pp. 
298-299.

（
71
）V

oir, René Chapus, supra note 1, n

° 1484.
（
72
）V

oir, Christian D
ebouy, L

es m
oyens d'ordre public 

dans la procédure adm
inistrative contentieuse, Paris, 

P.U
.F

., 1980 ; G
illes Lebreton, supra note 68, n

° 390 
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; Y
ves G

audem
et, supra note 8, n

° 363 ; Jacqueline 
M

orand-D
eviller, supra note 5, p. 724.

（
73
）Jacques M

oreau, «La cause de la dem
ande en justice 

dans le contentieux de la responsabilité adm
inistrative 

extracontractuelle», dans M
élanges M

ichel Stassinopoulos, 
Paris, L.G

.D
.J., 1974, p. 84 ; Jean-Paul Jacqué, «Les 

m
oyens d'ordre public dans le contentieux de pleine 

juridiction en France», dans Ibid., p. 239. 

（
74
）
か
か
る
性
格
の
法
的
効
果
と
し
て
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責

任
が
主
張
さ
れ
た
訴
訟
に
係
る
判
決
が
確
定
す
る
と
、
フ
ォ
ー
ト

に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
は
既
に
検
討
さ
れ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る

の
で
、
被
害
者
は
、
後
日
、
別
の
訴
訟
を
提
起
し
、
そ
こ
で
フ
ォ
ー

ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
を
主
張
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。逆
に
、

フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
は
、
強
行
法
規
的
性
格
を
有
し
な
い

こ
と
か
ら
、
こ
の
よ
う
な
制
約
は
生
じ
な
い
（M

ichel Paillet, 
«Existe-t-il une responsabilité de droit com

m
un ?», dans 

V
ers de nouvelles norm

es en droit de la responsabilité 
publique ?, Paris, Senat, 2001, p. 100 ; Benoît D

elaunay, 
supra note 67, n

° 426-438.

）。

（
75
）Pierre-Laurent Frier et Jacques Petit, supra note 3, 

n

° 957 ; V
oir égalem

ent, Jacqueline M
orand-D

eviller, 
supra note 5, p. 724.

（
76
）V

oir, D
idier T

ruchet, supra note 7, p. 419.

（
77
）Paul D

uez, La responsabilité de la puissance publique, 
Paris, D

alloz, 2012, Réim
pression de l'édition publiée 

en 1938 (2
e éd.), p. 26 ; Raym

ond O
dent, C

ontentieux 
adm

inistratif, t. 2, Paris, D
alloz, 2007, R

éim
pression 

de l'édition publiée en 1977-1981, pp. 52 et 58 ; Y
ves 

Gaudem
et, supra note 58, n

° 1672.

（
78
）Christophe Guettier, supra note 22, n

° 459 ; Benoît 
Cam

guilhem
, supra note 4, n

° 18.

（
79
）V

oir, R
apport public 2005 du C

onseil d’É
tat, 

«Responsabilité et socialisation du risque», E
.D

.C
.E

. 
2005, p. 232.

（
80
）M

arcel Sousse, La notion de réparation de dom
m

ages 
en droit adm

inistratif français, Paris, L.G
.D

.J., 1994, 
p. 134 ; R

ené C
hapus, supra note 1, n

° 1450 ; D
idier 

T
ruchet, supra note 7, p. 391 ; Philippe Foillard, supra 

note 3, p. 405 ; F
rançoise F

raysse, «L'articulation 
des régim

es», dans L
a responsabilité adm

inistrative, 
T

ravaux de l'A
FD

A
-6, coll. Colloques et débats, Lexis-

N
exis, 2013, p. 117 ; Pierre-Laurent Frier et Jacques 

Petit, supra note 3, n

° 942.
（
81
）V

oir, Benoît Cam
guilhem

, supra note 4, n

° 21.
（
82
）D

anièle Loschak, «U
n nouveau cas de responsabilité 

sans faute : L’im
puissance de l’adm

inistration à faire 



研究ノート

北法65（3・142）636

respecter ses propres décisions», J.C.P. 1971.Ⅰ
. 2446.

（
83
）Benoît D

elaunay, supra note 67, n

° 74 et 328-329 ; 
Pierre-Laurent Frier et Jacques Petit, supra note 3, n

° 
983 ; Bertrand Seiller, supra note 7, p. 329.

（
84
）
た
だ
し
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
ら
な
い
賠
償
責
任
も
同
様
の
機
能
を

有
し
て
い
る
と
主
張
す
る
論
者
も
い
る
（Benoît Cam

guilhem
, 

supra note 4, n
° 21
）。

（
85
）Laurent Richer, L

a faute du service public dans la 
jurisprudence du Conseil d'É

tat, Paris, Économ
ica, 1978, 

p. 171.

（
86
）M

ichel Paillet, L
a faute du service public en droit 

adm
inistratif français, Paris, L.G.D

.J., 1980, n

° 437-439.

（
87
）
こ
の
よ
う
な
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
の
機
能
に
つ

い
て
は
、
既
に
、
小
幡
純
子
「
フ
ラ
ン
ス
行
政
賠
償
責
任
法
に
お

け
る
行
政
統
制
機
能
の
一
考
察
」フ
ラ
ン
ス
行
政
法
研
究
会
編『
現

代
行
政
の
統
制
―
―
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
研
究
―
―
』（
成
文
堂
・

一
九
九
〇
年
）
一
六
三
頁
以
下
、
久
保
茂
樹
「
フ
ラ
ン
ス
国
家
責

任
法
の
一
般
理
論
に
つ
い
て
の
再
検
討
（
四
・
完
）」
青
山
法
学

論
集
三
四
巻
一
号
（
一
九
九
二
年
）
五
二
頁
以
下
に
お
い
て
紹
介

さ
れ
て
い
る
。

（
88
）Françoise Llorens-Fraysse, «Le poids de la faute dans 

la responsabilité adm
inistrative», D

roits n

° 5, 1987, p. 65.

（
89
）V

oir, M
ichel Paillet, supra note 74, p. 91.

第
三
章
：�

自
己
責
任
規
範
と
し
て
の
役
務
の
フ
ォ
ー

ト
に
よ
る
賠
償
責
任

第
一
節
：
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
起
源

　

こ
こ
ま
で
の
研
究
に
よ
り
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
と
い
う
概
念
が
、
い
か

な
る
概
念
で
あ
る
の
か
、現
在
の
フ
ラ
ン
ス
国
家
賠
償
責
任
法
に
お
い
て
、

ど
の
よ
う
に
性
格
づ
け
ら
れ
、ど
の
よ
う
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
の
か
、

と
い
う
こ
と
が
一
定
程
度
明
確
に
な
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

そ
こ
で
、こ
こ
か
ら
は
、以
上
の
よ
う
な
基
本
的
な
理
解
を
前
提
と
し
て
、

本
稿
の
主
題
で
あ
る
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
起
源
及
び
役
務
の
フ
ォ
ー

ト
に
よ
る
賠
償
責
任
の
規
範
構
造
に
つ
い
て
研
究
を
進
め
て
い
く
こ
と
と

す
る
。
特
に
、
こ
の
第
三
章
第
一
節
に
お
い
て
は
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概

念
が
い
か
な
る
沿
革
に
お
い
て
誕
生
し
た
の
か
、
そ
の
起
源
を
探
求
す
る

こ
と
と
し
た
い
。

　

第
一
款
：
権
力
分
立
原
則
と
官
吏
の
身
分
保
障

一　

行
政
権
と
司
法
権
の
分
立
の
原
則

　

役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
起
源
を
探
求
す
る
た
め
に
は
、ア
ン
シ
ャ
ン
・
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レ
ジ
ー
ム
期
に
ま
で
さ
か
の
ぼ
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
時
代
、
司
法
機
関

で
あ
る
高
等
法
院
（Parlem

ent

）
は
、
当
初
は
司
法
上
の
領
域
に
そ
の

活
動
を
限
定
さ
れ
て
い
た
が
、
そ
の
権
限
が
拡
大
す
る
に
つ
れ
行
政
上
の

領
域
に
介
入
す
る
よ
う
に
な
っ（

１
）た

。
す
な
わ
ち
、
高
等
法
院
は
、
王
の
行

政
官
、と
り
わ
け
、典
型
的
な
行
政
官
で
あ
っ
た
地
方
長
官（Intendants

）

を
召
喚
し
、
そ
れ
ら
の
行
政
行
為
を
取
り
消
し
又
は
変
更
し
、
時
に
は
、

そ
れ
ら
の
者
に
対
し
て
金
銭
的
な
賠
償
を
命
じ
て
い
た
の
で
あ
る
。
こ
れ

に
対
し
て
、
国
王
は
、
そ
の
介
入
か
ら
行
政
権
を
保
護
す
る
た
め
に
裁
判

権
を
高
等
法
院
か
ら
奪
い
訴
訟
を
国
王
顧
問
会
議
（Conseil du Roi

）

に
移
送
す
る
こ
と
に
よ
り
高
等
法
院
の
活
動
を
妨
げ
る
よ
う
に
な
っ（

２
）た

。

も
っ
と
も
、
こ
の
訴
訟
移
送
（Evocation

）
と
呼
ば
れ
る
手
続
は
、
実

際
に
は
、
あ
ら
ゆ
る
訴
追
か
ら
公
務
員
を
免
れ
さ
せ
る
た
め
に
用
い
ら
れ

る
こ
と
と
な
っ
た
と
い
わ
れ
て
い（

３
）る

。

　

し
か
し
な
が
ら
、
革
命
期
に
入
る
と
、
か
か
る
ア
ン
シ
ャ
ン
・
レ
ジ
ー

ム
期
の
慣
行
に
対
す
る
反
動
か
ら
、
人
権
宣
言
及
び
革
命
期
の
憲
法
に

よ
り
、
あ
ら
ゆ
る
公
務
員
の
個
人
賠
償
責
任
の
原
則
が
確
立
さ
れ
る
こ

と
と
な
っ（

４
）た

。
も
っ
と
も
、
こ
の
原
則
は
、
同
時
代
に
確
立
さ
れ
た

「
行
政
権
と
司
法
権
の
分
立
の
原
則
（principe de la séparation des 

autorités adm
inistratives et judiciaires

）」
に
抵
触
す
る
お
そ
れ
を

内
包
す
る
も
の
で
あ
っ（

５
）た

。
と
い
う
の
も
、
公
務
員
の
行
為
を
評
価
す
る

権
限
を
司
法
裁
判
所
に
付
与
す
る
と
い
う
こ
と
は
、
司
法
裁
判
所
が
間
接

的
に
行
政
行
為
な
い
し
行
政
の
職
務
に
つ
い
て
判
断
を
下
し
う
る
と
い
う

こ
と
を
意
味
す
る
か
ら
で
あ
る
。
例
え
ば
、
一
七
九
〇
年
八
月
一
六－

二

四
日
の
法
律
第
二
章
第
一
三
条
は
、「
司
法
の
職
務
は
行
政
の
職
務
と
区

別
さ
れ
、
常
に
そ
れ
か
ら
分
離
さ
れ
続
け
る
。
裁
判
官
は
、
い
か
な
る
態

様
に
お
い
て
で
あ
れ
、
行
政
府
の
活
動
を
妨
げ
、
ま
た
、
行
政
官
を
そ
の

職
務
を
理
由
と
し
て
自
ら
の
も
と
に
召
喚
し
て
は
な
ら
な
い
」
と
規
定
し

て
い
た
。
ま
た
、
共
和
歴
三
年
実
月
一
六
日
の
デ
ク
レ
に
お
い
て
も
、「
裁

判
所
が
い
か
な
る
種
類
の
も
の
で
あ
れ
行
政
行
為
を
審
理
す
る
こ
と
を
重

ね
て
禁
じ
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
た
。

二　

官
吏
の
身
分
保
障

　

そ
こ
で
創
設
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
が
、
い
わ
ゆ
る
「
官
吏
の
身
分

保
障（garantie des fonctionnaire （

６
）

s

）」の
制
度
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、

そ
の
根
拠
法
規
で
あ
る
共
和
歴
八
年
憲
法
（
一
七
九
九
年
憲
法
）
第
七
五

条
は
、「
大
臣
を
除
く
政
府
の
職
員
は
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
の
決
定
に

よ
ら
な
い
限
り
、
自
身
の
職
務
に
関
す
る
所
為
を
理
由
と
し
て
訴
追
さ
れ

え
な
い
。
そ
の
場
合
、
訴
追
は
通
常
裁
判
所
に
お
い
て
な
さ
れ
る
」
と
規

定
す
る
こ
と
に
よ
り
、
職
務
に
関
す
る
所
為
を
理
由
と
し
た
公
務
員
の
訴

追
を
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
の
事
前
の
許
可
に
服
せ
し
め
る
こ
と
と
し
た
の
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さ
れ
な
く
な
っ

（
（1
（

た
。
こ
の
デ
ク
レ
の
制
定
趣
旨
は
、
当
時
の
イ
ギ
リ
ス
法

の
仕
組
み
を
モ
デ
ル
に
、
公
務
員
の
賠
償
責
任
に
関
す
る
あ
ら
ゆ
る
訴
訟

に
つ
い
て
の
包
括
的
な
管
轄
を
司
法
裁
判
所
に
付
与
す
る
こ
と
に
あ
っ
た

と
解
さ
れ
て
い

（
（1
（

る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
デ
ク
レ
に
よ
り
司
法
裁
判
所
が

行
政
行
為
な
い
し
行
政
の
職
務
に
つ
い
て
少
な
く
と
も
間
接
的
に
判
断
を

下
し
う
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
あ
り
、
こ
の
こ
と
か
ら
、
再
び
行
政
権
と

司
法
権
の
分
立
の
原
則
が
脅
か
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
あ

（
（1
（

る
。
た
だ

し
、
そ
の
一
方
で
、
一
八
七
二
年
五
月
二
四
日
の
法
律
に
よ
り
権
限
裁
判

所
が
設
置
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
行
政
裁
判
所
の
管
轄
に
帰
属
す
べ
き
訴

訟
が
司
法
裁
判
所
に
提
起
さ
れ
た
場
合
に
は
、
行
政
庁
に
よ
る
権
限
争
議

の
提
起
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

第
二
款
：
行
政
行
為
と
個
人
的
所
為

一　
《Blanco

判
決
》

　

も
っ
と
も
、
こ
の
デ
ク
レ
に
よ
り
確
立
さ
れ
た
訴
追
自
由
の
原
則
が
適

用
さ
れ
た
の
は
、短
い
期
間
で
し
か
な
か
っ
た
。
こ
の
原
則
に
対
す
る「
最

初
の
解
毒
剤（prem

ier antidot

（
（1
（e

）」に
な
っ
た
と
解
さ
れ
て
い
る
の
が
、

一
八
七
三
年
二
月
八
日
に
下
さ
れ
た
《Blanco

判
（
（1
（

決
》
で
あ
る
。

　

こ
の
判
決
に
お
い
て
は
、
国
営
の
煙
草
製
造
工
場
の
労
働
者
が
運
転
す

で
あ
る
。
こ
の
官
吏
の
身
分
保
障
の
制
度
は
、“
職
務
に
関
す
る
”
公
務

員
の
所
為
を
理
由
と
し
た
訴
追
を
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
の
事
前
の
許
可
に

服
せ
し
め
る
こ
と
に
よ
り
行
政
権
と
司
法
権
の
分
立
の
原
則
を
保
護
す
る

こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
っ（

７
）た

。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
制
度
は
、

実
際
の
運
用
に
お
い
て
、
か
か
る
本
来
的
な
目
的
を
逸
脱
し
、
職
務
か
ら

完
全
に
切
り
離
す
こ
と
が
可
能
な
行
為
に
対
す
る
も
の
を
も
含
め
た
訴
追

全
体
か
ら
公
務
員
を
免
れ
さ
せ
る
た
め
に
用
い
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ（

８
）た

。

つ
ま
り
、
こ
の
制
度
は
、
期
せ
ず
し
て
、
ア
ン
シ
ャ
ン
・
レ
ジ
ー
ム
に
お

け
る
国
王
の
訴
訟
移
送
の
手
続
と
同
様
の
法
的
仕
組
み
を
復
活
さ
せ
る
こ

と
と
な
っ
た
の
で
あ（

９
）る

。
実
際
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
訴
追
許
可
を

ほ
と
ん
ど
認
め
な
か
っ
た
た
め
、
公
務
員
の
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
る
こ

と
は
ほ
と
ん
ど
な
か
っ
た
と
い
わ
れ
て
い

（
（1
（

る
。

　

も
っ
と
も
、
第
二
帝
政
崩
壊
直
後
、
こ
の
「
反
自
由
主
義
的

（antilibéra

（
（1
（l

）」
と
も
評
さ
れ
る
制
度
は
、
一
八
七
〇
年
九
月
一
九
日
の

デ
ク
レ
に
よ
り
廃
止
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

（
（1
（

た
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
デ
ク
レ

は
、
共
和
歴
八
年
憲
法
第
七
五
条
を
廃
止
し
、
さ
ら
に
、
公
務
員
の
訴
追

を
妨
げ
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
そ
の
他
の
あ
ら
ゆ
る
一
般
的
又
は
個
別
的

な
法
規
定
を
廃
止
し
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
公
務
員
の
訴
追
は

完
全
に
自
由
な
も
の
と
な
り
、
そ
れ
以
来
、
職
務
に
関
す
る
所
為
を
理
由

と
し
た
訴
追
で
あ
っ
て
も
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
の
事
前
の
許
可
は
必
要
と
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る
運
搬
車
に
当
時
五
歳
の
幼
児
が
ひ
か
れ
重
傷
を
負
っ
た
事
件
に
つ
き
、

そ
の
父
親
が
車
を
運
転
し
て
い
た
労
働
者
ら
と
国
を
相
手
取
っ
て
損
害
賠

償
請
求
訴
訟
を
提
起
し
た
と
こ
ろ
、国
に
対
す
る
損
害
賠
償
請
求
訴
訟
が
、

行
政
裁
判
所
の
管
轄
に
帰
属
す
る
の
か
、
司
法
裁
判
所
の
管
轄
に
帰
属
す

る
の
か
が
問
題
と
な
っ
た
。
権
限
裁
判
所
は
、
こ
の
判
決
に
お
い
て
、「
国

が
公
役
務
に
お
い
て
用
い
る
者
の
所
為
に
よ
っ
て
私
人
に
生
じ
た
損
害
に

関
し
て
国
に
課
さ
れ
う
る
賠
償
責
任
は
、
私
人
と
私
人
と
の
関
係
に
つ
い

て
民
法
典
に
お
い
て
確
立
さ
れ
た
諸
原
理
に
よ
っ
て
は
規
律
さ
れ
え
な

い
。
こ
の
賠
償
責
任
は
、
一
般
的
で
も
絶
対
的
で
も
な
い
。
す
な
わ
ち
、

こ
の
賠
償
責
任
は
、
役
務
の
需
要
と
、
国
家
の
諸
権
利
と
私
人
の
諸
権
利

と
を
調
和
さ
せ
る
必
要
性
と
に
応
じ
て
変
化
す
る
特
別
な
規
範
を
有
す

る
。
し
た
が
っ
て
、
上
記
の
諸
法
律
の
規

（
（1
（

定
に
よ
り
、
行
政
権
の
み
が
そ

れ
に
つ
い
て
審
理
す
る
権
限
を
有
す
る
」
と
判
示
し
た
。

　

つ
ま
り
、
こ
の
判
決
は
、
国
家
賠
償
責
任
が
民
法
上
の
諸
規
範
に
よ
っ

て
は
規
律
さ
れ
え
な
い
こ
と
、
そ
し
て
、
公
役
務
に
関
す
る
国
家
賠
償
請

求
訴
訟
が
行
政
裁
判
所
の
管
轄
に
帰
属
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
行
政
権
と
司
法
権
の
分
立
の
原
則
を
強
調
し
た
の
で
あ
る
。

も
っ
と
も
、
こ
の
判
決
に
お
い
て
直
接
的
に
問
題
と
な
っ
て
い
る
の
は

公
務
員
個
人
の
賠
償
責
任
で
は
な
く
、
あ
く
ま
で
国
家
賠
償
責
任
で
あ

り
、
し
た
が
っ
て
、
そ
の
問
題
の
次
元
が
異
な
る
こ
と
に
注
意
が
必
要
で

あ
（
（1
（

る
。
要
す
る
に
、
こ
の
《Blanco

判
決
》
そ
れ
自
体
は
、
一
八
七
〇

年
九
月
一
九
日
の
デ
ク
レ
に
つ
い
て
判
断
を
下
し
た
も
の
で
は
な
い
の
で

あ
る
。

二　
《Pelletier

判
決
》

　

右
の
デ
ク
レ
に
つ
い
て
正
面
か
ら
判
断
を
下
し
た
の
は
、こ
の《Blanco

判
決
》
の
五
か
月
後
に
下
さ
れ
た
《Pelletier

判
（
（2
（

決
》
で
あ
る
。
そ
の
事

案
は
、
戒
厳
令
下
に
お
い
て
出
版
物
を
差
し
押
さ
え
ら
れ
たPelletier

氏
が
、
戒
厳
令
下
の
県
を
指
揮
し
当
該
差
押
え
の
命
令
を
下
し
た
司
令
官

（Ladm
irault

氏
）、
そ
の
命
令
を
実
行
し
た
地
方
長
官
（Choppin

氏
）

及
び
警
察
署
長
（Leudot

氏
）
を
被
告
と
し
て
、
損
害
賠
償
請
求
訴
訟

等
を
司
法
裁
判
所
に
提
起
し
た
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。こ
れ
に
対
し
て
、

地
方
長
官
が
無
管
轄
の
申
立
て
を
行
っ
た
と
こ
ろ
司
法
裁
判
所
が
一
八
七

〇
年
の
デ
ク
レ
に
基
づ
き
当
該
申
立
て
を
排
斥
し
た
こ
と
か
ら
、
権
限
争

議
が
提
起
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

１　

D
avid

の
論
告
─
─
こ
こ
で
は
、
ま
ず
、D

avid

の
論
告
を
見
る

こ
と
と
す
る
。D

avid

は
、
共
和
歴
八
年
憲
法
第
七
五
条
に
基
づ
く
「
官

吏
の
身
分
保
障
」
の
中
に
二
つ
の
規
範
、
す
な
わ
ち
、「
単
な
る
手
続
的

規
範
（sim

ple règle de procédure

）」
と
「
管
轄
の
規
範
（règle de 

com
pétence

）」
を
見
出
し

（
（2
（

た
。D

avid

に
よ
る
と
、
前
者
の
規
範
は
、
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公
務
員
の
訴
追
を
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
の
事
前
の
許
可
に
服
せ
し
め
る
こ

と
に
よ
り
敵
意
（anim

osités

）
又
は
党
派
心
（esprit de parti

）
か

ら
公
務
員
を
保
護
す
る
た
め
に
、
つ
ま
り
、
も
っ
ぱ
ら
公
務
員
個
人
の
た

め
に
確
立
さ
れ
た
規
範
で
あ
る
と
い
う
。
こ
れ
に
対
し
て
、
後
者
の
規
範

は
、
行
政
に
固
有
の
性
格
を
備
え
た
行
為
を
司
法
裁
判
所
の
介
入
か
ら
保

護
す
る
た
め
に
、
つ
ま
り
、
も
っ
ぱ
ら
行
政
の
た
め
に
確
立
さ
れ
た
規
範

で
あ
る
と
い
う
。
そ
し
て
、
一
八
七
〇
年
の
デ
ク
レ
が
廃
止
し
た
の
は
、

あ
く
ま
で
前
者
の
規
範
の
み
で
あ
り
、
行
政
権
と
司
法
権
の
分
立
の
原
則

の
ま
さ
に
本
質
に
関
わ
る
後
者
の
規
範
に
つ
い
て
は
廃
止
さ
れ
る
も
の
で

は
な
い
と
解
し
た
の
で
あ

（
（2
（

る
。

　

２　

権
限
裁
判
所
の
判
決
─
─
こ
のD

avid
の
論
告
を
踏
ま
え
、
権

限
裁
判
所
は
、
ま
ず
、
先
に
紹
介
し
た
一
七
九
〇
年
八
月
一
六－

二
四
日

の
法
律
及
び
共
和
歴
三
年
実
月
一
六
日
の
デ
ク
レ
の
規
定
、
並
び
に
共
和

歴
八
年
憲
法
第
七
五
条
を
引
用
し
た
上
で
、
こ
れ
ら
の
法
規
定
が
、
二
つ

の
禁
止
規
範
を
定
立
し
た
と
す
る
。
す
な
わ
ち
、
第
一
の
規
範
は
、
司
法

裁
判
所
が
「
行
政
行
為
（acte adm

inistratif

）」
に
つ
い
て
審
理
す
る

こ
と
を
禁
じ
る
と
い
う
規
範
で
あ
る
。
権
限
裁
判
所
に
よ
れ
ば
、
こ
の

禁
止
は
、
行
政
行
為
を
保
護
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
「
絶
対
的
か
つ

公
序
的
な
管
轄
の
規
範
（règle de com

pétence absolue et d’ordre 

public

）」
を
構
成
す
る
と
い
う
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
禁
止
に
反
し
て

司
法
裁
判
所
が
行
政
行
為
の
審
理
を
付
託
さ
れ
た
場
合
に
は
、
行
政
庁
は

無
管
轄
の
申
立
て
を
行
い
権
限
争
議
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ

る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
公
務
員
の
保
護
を
目
的
と
し
た
事
前
許
可
を
欠
く

公
務
員
の
訴
追
の
禁
止
は
、
管
轄
の
規
範
を
構
成
し
な
い
と
解
さ
れ
た
。

す
な
わ
ち
、
権
限
裁
判
所
に
よ
る
と
、
こ
の
第
二
の
禁
止
規
範
は
、
公
務

員
の
所
為
が
職
務
に
関
す
る
所
為
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
公
務
員
に
対
し

て
向
け
ら
れ
た
あ
ら
ゆ
る
訴
追
を
妨
げ
る
規
範
で
あ
り
、
た
と
え
公
務
員

の
所
為
が
行
政
的
性
格
を
持
た
ず
司
法
裁
判
所
の
管
轄
の
犯
罪
行
為
を
構

成
し
た
と
し
て
も
当
該
公
務
員
の
訴
追
を
妨
げ
る
よ
う
な
規
範
で
あ
る
と

い
う
の
で
あ
る
。

　

そ
の
上
で
、権
限
裁
判
所
は
、次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
す
な
わ
ち
、「
国

防
政
府
に
よ
っ
て
制
定
さ
れ
た
デ
ク
レ
は
、共
和
歴
八
年
憲
法
第
七
五
条
、

及
び
、
あ
ら
ゆ
る
種
類
の
公
務
員
に
対
し
て
向
け
ら
れ
た
訴
追
を
妨
げ
る

こ
と
を
目
的
と
す
る
そ
の
他
す
べ
て
の
一
般
的
法
律
及
び
個
別
的
法
律
の

諸
規
定
を
廃
止
し
た
。
も
っ
と
も
、
こ
の
デ
ク
レ
は
、
訴
追
許
可
の
欠
缺

に
係
る
訴
訟
不
受
理
事
由
を
廃
止
す
る
こ
と
、
及
び
、
司
法
裁
判
所
に
そ

の
管
轄
の
限
度
内
に
お
け
る
あ
ら
ゆ
る
活
動
の
自
由
を
回
復
さ
せ
る
こ
と

以
外
の
効
果
を
有
す
る
も
の
で
は
な
い
。
つ
ま
り
、
同
デ
ク
レ
は
、
司
法

裁
判
所
の
管
轄
の
限
界
を
拡
大
す
る
と
い
う
帰
結
や
、
同
デ
ク
レ
に
よ
り

特
別
に
廃
止
さ
れ
た
諸
規
定
以
外
の
諸
規
定
に
よ
り
司
法
裁
判
所
に
課
せ
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ら
れ
て
い
た
行
政
行
為
の
審
理
の
禁
止
を
解
除
す
る
と
い
う
帰
結
、
さ
ら

に
は
、
こ
の
場
合
に
行
政
権
が
無
管
轄
の
申
立
て
を
行
い
権
限
争
議
を
提

起
す
る
権
利
を
認
め
な
い
と
い
う
帰
結
ま
で
を
も
も
た
ら
す
も
の
で
は
な

い
の
で
あ
る
。
か
か
る
解
釈
は
、
権
限
裁
判
所
を
設
置
す
る
こ
と
に
よ
り

権
力
分
立
原
則
及
び
そ
れ
に
由
来
す
る
管
轄
の
準
則
を
改
め
て
承
認
し
た

一
八
七
二
年
五
月
二
四
日
の
法
律
と
相
容
れ
な
い
」
と
。
要
す
る
に
、
権

限
裁
判
所
は
、
一
八
七
〇
年
の
デ
ク
レ
が
廃
止
し
た
の
は
、
あ
く
ま
で
右

の
第
二
の
禁
止
規
範
の
み
で
あ
り
、
第
一
の
禁
止
規
範
に
つ
い
て
は
廃
止

さ
れ
う
る
も
の
で
は
な
い
と
解
し
た
の
で
あ
る
。

　

か
く
し
て
、
権
限
裁
判
所
は
、
右
の
デ
ク
レ
の
制
定
趣
旨
に
反
し

て
、
そ
の
射
程
を
非
常
に
限
定
的
に
解
釈
し
た
上
で
、
本
件
事
案
に
つ

い
て
地
方
長
官
の
権
限
争
議
を
認
め
た
の
で
あ

（
（2
（

る
。
ま
ず
、
権
限
裁
判

所
は
、
①Ladm

irault

氏
が
県
戒
厳
司
令
官
の
資
格
に
お
い
て
出
版

物
の
差
止
め
及
び
差
押
え
を
命
じ
た
こ
と
、
②
こ
の
差
止
め
及
び
差
押

え
が
法
律
に
よ
っ
て
付
与
さ
れ
た
権
限
に
基
づ
い
て
公
権
力
の
代
理
人

（représentant

）
と
し
て
行
動
し
たLadm

irault

司
令
官
に
よ
っ
て
下

さ
れ
た
「
高
級
行
政
警
察
（haute police adm

inistrative

）
の
予
防

措
置
」
に
当
た
る
こ
と
、③
そ
の
責
任
が
こ
れ
ら
の
権
限
を
委
任
し
た
「
政

府
（gouvernem

ent

）」
に
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
そ
の
上
で
、
権
限

裁
判
所
は
、「Pelletier

氏
の
請
求
は
、
も
っ
ぱ
ら
、
こ
の
高
級
行
政
警

察
行
為
に
基
づ
い
て
正
当
化
さ
れ
る
」
も
の
で
あ
り
、「
彼
ら
の
個
人
的

な
賠
償
責
任
を
生
ぜ
し
め
る
性
質
を
有
す
る
い
か
な
る
個
人
的
所
為（fait 

personnel

）
も
被
告
ら
に
は
帰
責
さ
れ
な
い
」
と
判
示
し
た
。
以
上
の

こ
と
か
ら
、
権
限
裁
判
所
は
、
被
告
ら
の
個
人
的
な
賠
償
責
任
を
問
う

Pelletier

氏
の
請
求
に
つ
い
て
司
法
裁
判
所
は
裁
判
権
を
有
し
な
い
と
判

断
し
た
の
で
あ
る
。

　

３　

本
判
決
の
意
義
─
─
本
判
決
の
意
義
は
、
も
っ
ぱ
ら
、
行
政
権
と

司
法
権
の
分
立
の
原
則
に
基
づ
き
「
行
政
行
為
」
と
「
個
人
的
所
為
」
と

を
区
別
し
た
点
に
集
約
さ
れ
る
よ
う
に
思
わ
れ

（
（2
（

る
。
と
い
う
の
も
、
ま

ず
、
こ
の
区
別
に
よ
り
、「
行
政
行
為
」
に
関
す
る
訴
訟
が
行
政
裁
判
所

に
帰
属
し
、「
個
人
的
所
為
」
に
関
す
る
訴
訟
が
司
法
裁
判
所
に
帰
属
す

る
と
い
う
裁
判
管
轄
を
分
配
す
る
た
め
の
基
準
が
示
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

た
か
ら
で
あ

（
（2
（

る
。
ま
た
、
そ
れ
は
、「
行
政
行
為
」
に
つ
い
て
は
国
家
が

賠
償
責
任
を
負
い
、「
個
人
的
所
為
」
に
つ
い
て
は
公
務
員
個
人
が
賠
償

責
任
を
負
う
と
い
う
責
任
分
配
の
実
体
的
な
基
準
に
も
な
っ
て
い

（
（2
（

る
。
そ

し
て
、
特
に
本
稿
と
の
関
係
に
お
い
て
最
も
重
要
な
点
は
、
こ
の
区
別
が

現
在
の
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
学
に
お
い
て
「
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
」
と
「
個
人

的
フ
ォ
ー
ト
」
の
区
別
の
起
源
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
と
い
う
こ

と
で
あ

（
（2
（

る
。
つ
ま
り
、Benoît D

elaunay

が
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、「
か

く
し
て
、Pelletier

判
決
は
、
そ
の
訴
訟
が
司
法
裁
判
官
に
帰
属
す
る
個
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人
的
所
為
（
個
人
的
フ
ォ
ー
ト
）
と
そ
の
訴
訟
が
行
政
裁
判
官
に
帰
属
す

る
行
政
行
為
（
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
）
と
を
区
別
し
た
の
で
あ

（
（2
（

る
」。

　

し
か
し
な
が
ら
、
か
か
る
評
価
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
が
二
〇
世
紀
以
後

の
学
説
に
よ
っ
て
事
後
的
に
与
え
ら
れ
た
評
価
で
し
か
な
い
こ
と
に
注

意
が
必
要
で
あ
る
。
事
実
、D

avid

の
論
告
に
お
い
て
も
、
判
決
文
に
お

い
て
も
、「
行
政
行
為
」
と
「
個
人
的
所
為
」
と
の
区
別
が
示
さ
れ
た
だ

け
で
あ
り
、「
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
」
や
「
個
人
的
フ
ォ
ー
ト
」
と
い
う
表

現
は
用
い
ら
れ
て
い
な
か
っ

（
（2
（

た
。
こ
の
内
、「
個
人
的
フ
ォ
ー
ト
」
と
い

う
表
現
に
つ
い
て
は
、《Pelletier

判
決
》
の
四
年
後
に
下
さ
れ
た
《de 

Roussen et A
bout

判
（
（3
（

決
》
に
お
い
て
早
々
に
用
い
ら
れ
る
こ
と
と

な
っ

（
（3
（

た
。
た
だ
、「
個
人
的
所
為
」
が
問
題
と
な
る
場
合
に
は
、
司
法
裁

判
所
に
お
い
て
、
民
法
上
の
諸
規
範
、
と
り
わ
け
民
法
典
一
三
八
二

（
（3
（

条
が

適
用
さ
れ
る
こ
と
か

（
（3
（

ら
、
こ
の
概
念
に
「
フ
ォ
ー
ト
」
概
念
が
結
び
つ
け

ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
は
極
め
て
自
然
な
流
れ
で
あ
っ
た
と
い
え

（
（3
（

る
。

こ
れ
に
対
し
て
、「
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
」
と
い
う
表
現
が
判
例
上
用
い
ら

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
は
、《Pelletier

判
決
》
が
下
さ
れ
た
三
〇
年
以

上
も
後
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

　

第
三
款
：
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
誕
生

一　

役
務
の
所
為

　

右
に
述
べ
た
よ
う
に
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
起
源
は
、《Pelletier

判
決
》
に
お
け
る
行
政
行
為
概
念
に
求
め
ら
れ
る
の
で
あ
る
が
、
こ
こ
で

注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
行
政
行
為
概
念
が
直
ち
に
役
務
の

フ
ォ
ー
ト
概
念
へ
と
移
行
し
た
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

す
な
わ
ち
、
こ
の
二
つ
の
概
念
の
間
に
は
、「
役
務
の
所
為
（fait de 

servic

（
（3
（e

）」
と
い
う
概
念
が
介
在
し
た
と
い
わ
れ
て
い
る
の
で
あ

（
（3
（

る
。
例

え
ば
、Jean-Claude M

aestre

は
、
一
八
八
六
年
の
《A

ugé

判
（
（3
（

決
》

に
お
い
て
「
個
人
的
フ
ォ
ー
ト
」
と
い
う
表
現
が
用
い
ら
れ
、
一
八
九
九

年
の
《D

eyres

判
（
（3
（

決
》
に
お
い
て
「
役
務
の
所
為
」
と
い
う
表
現
が
用

い
ら
れ
た
こ
と
に
よ
り
、《Pelletier

判
決
》
に
お
け
る
個
人
的
所
為
と

行
政
行
為
の
区
別
が
、
個
人
的
フ
ォ
ー
ト
と
役
務
の
所
為
と
の
区
別
に
変

化
す
る
こ
と
に
な
っ
た
と
指
摘
し
て
い

（
（3
（

る
。
実
際
、
こ
の
二
つ
の
判
決
は

い
ず
れ
も
権
限
裁
判
所
に
よ
っ
て
下
さ
れ
た
判
決
で
あ
る
が
、
と
り
わ
け

《D
eyres

判
決
》
に
お
い
て
は
、「
役
務
の
所
為
」
と
「
職
務
の
執
行
か

ら
切
り
離
さ
れ
る
個
人
的
フ
ォ
ー
ト
」
と
の
区
別
が
指
摘
さ
れ
、
そ
れ
が

裁
判
管
轄
を
分
配
す
る
基
準
と
し
て
解
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

そ
も
そ
も
、《Pelletier

判
決
》
に
お
け
るD

avid

の
論
告
を
見
て
み

る
と
、
そ
こ
で
「
行
政
行
為
」
と
し
て
念
頭
に
置
か
れ
て
い
た
の
は
「
厳

密
な
意
味
で
の
行
政
行
為
、
す
な
わ
ち
、
公
権
力
的
性
格
を
備
え
、
か
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つ
、
行
政
目
的
と
結
び
つ
い
た
行

（
（4
（

為
」
で
あ
っ
た
。
つ
ま
り
、
一
九
世
紀

後
半
の
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
は
、Édouard Laferrière

の
理
論
に
代
表

さ
れ
る
よ
う
に
、
一
般
的
に
、「
公
権
力
行
為
（actes de la puissance 

publique

）」
が
行
政
裁
判
所
の
管
轄
を
基
礎
づ
け
る
も
の
と
し
て
考
え

ら
れ
て
い
た
の
で
あ

（
（4
（

る
。
し
か
し
な
が
ら
、
実
際
の
判
例
に
お
い
て
は
、

必
ず
し
も
「
公
権
力
行
為
」
に
行
政
裁
判
所
の
管
轄
が
限
定
さ
れ
て
い
た

わ
け
で
は
な
か
っ
た
。
こ
の
こ
と
は
、前
述
の
《Blanco

判
決
》
が
、「
公

役
務
」
に
関
す
る
国
家
賠
償
請
求
訴
訟
が
行
政
裁
判
所
の
管
轄
に
帰
属
す

る
こ
と
を
示
し
、
国
営
の
煙
草
工
場
の
運
搬
車
に
よ
る
事
故
に
つ
い
て
の

国
家
賠
償
請
求
訴
訟
を
行
政
裁
判
所
の
管
轄
に
帰
属
せ
し
め
て
い
た
こ
と

か
ら
も
わ
か
る
で
あ
ろ
う
。
要
す
る
に
、
ち
ょ
う
ど
こ
の
時
代
の
判
例
に

お
い
て
は
、裁
判
管
轄
の
分
配
の
基
準
が
「
公
権
力
行
為
」
概
念
か
ら
「
公

役
務
」
概
念
へ
と
移
行
し
て
い
た
の
で
あ

（
（4
（

る
。
結
局
、「
公
役
務
」
概
念

が
「
公
権
力
行
為
」
概
念
に
完
全
に
取
っ
て
代
わ
り
、
行
政
裁
判
所
の
管

轄
を
基
礎
づ
け
る
も
の
と
し
て
確
立
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
は
一
九
一

〇
年
代
に
入
っ
て
か
ら
で
あ
っ
た

（
（4
（

が
、《Blanco

判
決
》
以
降
は
徐
々
に

行
政
裁
判
所
の
管
轄
が
拡
張
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
り
、
そ
の
流
れ
の
中
で

「
役
務
の
所
為
」
と
い
う
概
念
が
登
場
し
た
の
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
見
て
く
る
と
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
誕
生
の
背
景
に

は
何
よ
り
も
ま
ず
裁
判
管
轄
の
分
配
の
問
題
が
あ
っ
た
こ
と
、
そ
し
て
、

こ
の
概
念
が
個
人
的
所
為
な
い
し
個
人
的
フ
ォ
ー
ト
の
対
概
念
と
し
て
形

成
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
で
あ
ろ
う
。

二　

Édouard Laferrière

の
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
理
論

　

こ
の
よ
う
に
一
九
世
紀
末
の
判
例
に
お
い
て
は
役
務
の
所
為
と
い
う
概

念
が
登
場
し
た
も
の
の
、
依
然
と
し
て
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
と
い
う
表

現
は
用
い
ら
れ
て
い
な
か
っ

（
（4
（

た
。
し
か
し
な
が
ら
、Laferrière

が
、
一

八
八
八
年
に
出
版
さ
れ
た
体
系
書
に
お
い
て
、
先
駆
的
に
こ
の
表
現
を

用
い
て
い
た
こ
と
を
看
過
し
て
は
な
ら
な
い
で
あ
ろ

（
（4
（

う
。
す
な
わ
ち
、

Laferrière

は
、
そ
こ
で
、「
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
（fautes de service

）

は
、
そ
の
役
務
の
組
織
編
成
に
お
け
る
瑕
疵
の
結
果
と
し
て
、
ま
た
、
そ

の
活
動
方
法
又
は
監
督
方
法
に
お
け
る
不
備
の
結
果
と
し
て
、
国
家
自
身

に
よ
っ
て
犯
さ
れ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
。
こ
の
場
合
、
国
家
賠
償
責
任

は
、
民
法
典
一
三
八
四
条
に
規
定
さ
れ
た
他
人
に
よ
る
賠
償
責
任
で
は
な

く
、
直
接
責
任
（responsabilité directe

）
と
な
る
。
つ
ま
り
、
公
役

務
が
フ
ォ
ー
ト
の
行
為
主
体
と
し
て
み
な
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
賠
償
を
行

う
の
は
、
ま
さ
に
こ
の
公
役
務
で
あ
り
、
す
な
わ
ち
、
国
家
で
あ

（
（4
（

る
」
と

述
べ
て
い
た
の
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
注
目
す
べ
き
点
は
、Laferrière

が
、
こ
の
一
八
八
八
年
の
時

点
に
お
い
て
既
に
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
と
い
う
表
現
を
用
い
る
だ
け
に
と
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ど
ま
ら
ず
、
公
役
務
な
い
し
国
家
そ
れ
自
体
を
フ
ォ
ー
ト
の
行
為
主
体
と

み
な
す
こ
と
に
よ
り
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
を
自
己
責
任

的
法
律
構
成
に
よ
り
説
明
し
て
い
た
と
い
う
こ
と
で
あ

（
（4
（

る
。Laferrière

が
ち
ょ
う
ど
同
時
期
に
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
の
論
告
担
当
官
や
副
院
長
と

い
う
重
要
な
ポ
ス
ト
に
就
い
て
い
た
こ
と
に
鑑
み
る
と
、
こ
う
し
た
彼
の

理
論
は
、
後
の
学
説
及
び
判
例
に
一
定
の
影
響
を
及
ぼ
し
た
の
で
は
な

い
か
と
思
わ
れ
る
。
た
だ
し
、Laurent Richer

を
は
じ
め
、M

aryse 

D
eguergue

、Christophe Guettier
と
い
っ
た
国
家
賠
償
責
任
法
の

専
門
家
ら
が
指
摘
し
て
い
る
よ
う
に
、Laferrière

は
、
完
全
に
自
己
責

任
的
法
律
構
成
を
貫
徹
で
き
て
い
た
わ
け
で
は
な
か
っ

（
（4
（

た
。と
い
う
の
も
、

Laferrière

は
、
右
の
よ
う
に
述
べ
つ
つ
も
、
別
の
部
分
に
お
い
て
は
、

役
務
の
フ
ォ
ー
ト
を
論
じ
る
に
当
た
っ
て
、「
公
役
務
が
原
因
で
あ
る
か
、

少
な
く
と
も
契
機
で
あ
る
」
と
こ
ろ
の
「
官
吏
の
フ
ォ
ー
ト
」
に
つ
い
て

語
っ
て
い
た
か
ら
で
あ

（
（4
（

る
。

　

実
際
、
こ
の
時
代
の
判
例
に
お
い
て
は
、
特
定
の
官
吏
の
フ
ォ
ー
ト

に
基
づ
き
国
家
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
る
場
合
と
行
政
主
体
の
フ
ォ
ー

ト
に
基
づ
き
国
家
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
る
場
合
と
が
あ
っ

（
（5
（

た 

。
例
え

ば
、
前
者
の
例
と
し
て
は
、
一
八
八
一
年
の
《T

ysack et Bram
fort

判
（
（5
（

決
》に
お
い
て
、港
湾
管
理
に
当
た
っ
て
い
た
官
吏
が
安
全
確
認
を
怠
っ

て
不
用
意
に
船
舶
の
入
水
門
を
認
め
る
な
ど
し
た
こ
と
に
よ
り
海
損
が
生

じ
た
事
件
に
つ
い
て
、
当
該
官
吏
の
フ
ォ
ー
ト
に
基
づ
き
国
の
賠
償
責
任

が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
他
方
、
後
者
の
例
と
し
て
は
、
一
八
八
一
年
の

《D
esvoyes

判
（
（5
（

決
》
に
お
い
て
、
軍
事
演
習
が
行
わ
れ
て
い
た
際
に
近
く

の
通
り
に
い
た
市
民
が
銃
弾
を
受
け
重
傷
を
負
っ
た
事
件
に
つ
い
て
、
特

定
の
公
務
員
の
フ
ォ
ー
ト
に
は
一
切
言
及
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
当
該
事
故

が
「
軍
行
政
の
フ
ォ
ー
ト
（faute de l'adm

inistration m
ilitaire

）」

に
帰
責
さ
れ
る
も
の
で
な
い
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
て
国
の
賠
償

責
任
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

三　

論
告
及
び
判
例
に
お
け
る
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
誕
生

　

１　

役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
萌
芽
─
─M

aurice H
auriou

に
よ

る
と
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
と
い
う
表
現
の
「
最
初
の
萌
芽
（le prem

ier 

germ

（
（5
（e

）」
は
、《Cam

es

判
（
（5
（

決
》（
一
八
九
五
年
）
に
お
け
るJean 

Rom
ieu

の
論
告
に
求
め
ら
れ
る
と
い
う
。
先
に
も
紹
介
し
た
と
お
り
、

そ
の
事
案
は
、
兵
器
工
場
に
お
い
て
作
業
中
に
左
手
を
負
傷
し
た
労
働
者

が
、
当
該
負
傷
に
係
る
損
害
の
賠
償
を
国
に
請
求
し
た
と
い
う
も
の
で
あ

る
（
第
二
章
第
二
節
第
一
款
参
照
）。

　

こ
の
論
告
に
お
い
て
、Rom

ieu

は
、
労
働
者
が
国
防
に
必
要
な
武
器

の
製
造
の
た
め
に
用
い
ら
れ
て
い
る
こ
と
な
ど
を
指
摘
し
た
上
で
、「
公

役
務
こ
そ
が
、労
働
者
を
雇
い
入
れ
、材
料
を
提
供
し
、機
械
を
配
備
し
、
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工
場
の
運
営
の
諸
条
件
を
調
整
す
る
も
の
で
あ

（
（5
（

る
」
と
し
、「
事
故
が
そ

の
労
働
の
中
で
生
じ
、
か
つ
、
労
働
者
の
フ
ォ
ー
ト
が
存
在
し
な
い
場
合

に
は
、
公
役
務
が
、
そ
の
責
任
を
負
う
べ
き
で
あ
り
被
害
者
に
対
す
る
賠

償
を
行
う
べ
き
で
あ

（
（5
（

る
」
と
述
べ
、
賠
償
責
任
を
“
公
役
務
”
に
帰
責
し

た
の
で
あ

（
（5
（

る
。

　

ま
た
、Rom

ieu

は
、
こ
の
“
公
役
務
の
賠
償
責
任
”
と
い
う
定
式
を

一
九
〇
三
年
二
月
二
七
日
に
下
さ
れ
た
《O

livier et Zim
m

erm
ann

判
（
（5
（

決
》
の
論
告
に
お
い
て
、
さ
ら
に
一
歩
先
に
進
め
た
。
す
な
わ
ち
、

Rom
ieu

は
、
そ
こ
で
、「
権
力
行
為
又
は
指
揮
命
令
行
為
の
違
法
性
の

中
に
は
、
公
役
務
の
賠
償
責
任
を
生
ぜ
し
め
る
性
質
の
フ
ォ
ー
ト
（faute 

de nature à engager la responsabilité du service public

）
が
存

し
う

（
（5
（

る
」
と
述
べ
た
の
で
あ

（
（6
（

る
。

　

２　

役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
誕
生
─
─
も
っ
と
も
、
厳
密
に
言
え

ば
、
こ
の
表
現
の
起
源
は
、
一
九
〇
三
年
五
月
二
九
日
に
下
さ
れ
た
《Le 

Berre

判
（
（6
（

決
》
のGeorges T

eissier

の
論
告
に
求
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ

る
と
思
わ
れ

（
（6
（

る
。
こ
の
判
決
の
事
案
は
、
海
兵
隊
員
の
原
告
が
法
律
に

よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
形
式
的
な
手
続
に
よ
ら
ず
に
自
身
に
対
し
て
な
さ
れ

た
降
級
処
分
に
よ
り
被
っ
た
損
害
の
賠
償
を
求
め
た
と
い
う
も
の
で
あ

る
。
所
轄
大
臣
は
、
公
権
力
行
為
で
あ
る
懲
戒
処
分
に
つ
い
て
国
は
賠
償

責
任
を
問
わ
れ
え
な
い
と
主
張
し
て
請
求
不
受
理
の
抗
弁
を
行
っ
た
。
こ

れ
に
対
し
て
、T

essier

は
、
そ
の
論
告
に
お
い
て
、
こ
の
抗
弁
を
排
斥

し
、
実
体
的
な
審
理
に
入
る
べ
き
で
あ
る
と
主
張
し
た
。
役
務
の
フ
ォ
ー

ト
に
つ
い
て
の
最
初
の
言
及
は
、
ま
さ
に
、
こ
の
よ
う
な
事
件
の
論
告

の
中
で
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、T

essier

は
、「
行
政

が
有
す
る
諸
権
限
の
作
用
に
対
し
て
法
律
が
課
し
た
保
護
規
範
（règles 

protectrices

）
が
無
視
さ
れ
る
こ
と
が
あ
っ
た
場
合
、
あ
る
い
は
、
命

令
権
（im

périum

）
の
行
使
に
当
た
っ
て
課
せ
ら
れ
た
形
式
的
要
件
に

対
す
る
違
反
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
公
役
務
が
瑕
疵
あ
る
運
営
を
行
っ
た

と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
、
公
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
（faute du 

service public

）、
つ
ま
り
、
公
務
員
が
有
す
る
後
見
的
保
護
を
受
け
る

権
利
に
対
す
る
侵
害
が
存
す

（
（6
（

る
」
と
述
べ
た
の
で
あ
る
。

　

な
お
、D

eguergue

は
、T

essier

が
こ
の
論
告
を
書
く
に
当
た
っ

てH
auriou

の
論
文
を
読
み
、
そ
こ
か
ら
一
定
の
影
響
を
受
け
て
い
た

の
で
は
な
い
か
と
指
摘
し
て
い
る
。
と
い
う
の
も
、H

auriou

は
、
一
八

九
六
年
の
論
文
に
お
い
て
、
行
政
主
体
が
注
意
深
く
行
政
運
営
を
行
う
義

務
を
有
し
て
お
り
、
し
た
が
っ
て
、
行
政
主
体
が
不
注
意
又
は
懈
怠
を

犯
し
た
場
合
に
は
、「
行
政
的
フ
ォ
ー
ト
（faute adm

inistrative

）」

が
存
す
る
と
主
張
し
て
い
た
の
で
あ
る
が
、T

eissier

は
、
こ
の
論
告

に
お
い
て
、
国
家
が
責
任
を
負
う
の
は
「
い
わ
ゆ
る
行
政
的
フ
ォ
ー
ト

（fautes dites adm
inistratives

）」
に
つ
い
て
の
み
で
あ
る
と
述
べ
て
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い
た
か
ら
で
あ

（
（6
（

る
。か
か
る
指
摘
の
真
偽
は
必
ず
し
も
定
か
で
は
な
い
が
、

D
eguergue

が
、
右
の
よ
う
に
公
務
員
個
人
の
義
務
違
反
で
は
な
く
行

政
主
体
自
身
の
義
務
違
反
を
観
念
す
るH

auriou

の
行
政
的
フ
ォ
ー
ト

の
解
釈
を
「
公
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
の
礎
石
（fondatio

（
（6
（n

）」
と
し
て
評
価

し
て
い
る
点
は
、
非
常
に
興
味
深
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　

他
方
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
が
こ
の
表
現
を
初
め
て
用
い
た
の
は
、
翌

年
の
一
九
〇
四
年
七
月
一
日
に
下
さ
れ
た
《N

ivaggioni

判
（
（6
（

決
》
に
お

い
て
で
あ
る
。
こ
の
判
決
の
事
案
は
、
以
下
の
よ
う
な
も
の
で
あ
っ
た
。

退
役
後
、
門
衛
の
職
に
就
い
たN

ivaggioni

氏
は
、
法
令
上
併
給
が
禁

止
さ
れ
て
い
た
年
金
と
門
衛
の
俸
給
を
一
五
年
間
に
わ
た
り
受
け
取
り
続

け
て
い
た
。
つ
ま
り
、
行
政
当
局
が
法
令
の
解
釈
を
誤
り
こ
れ
を
支
払
っ

て
い
た
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
国
が
既
に
支
払
わ
れ
た
年
金
の
返
還
を

N
ivaggioni

氏
に
請
求
し
た
と
こ
ろ
、N

ivaggioni

氏
は
、
こ
の
返
還
義

務
の
免
除
を
請
求
し
た
。
そ
こ
で
、
こ
の
請
求
に
つ
い
て
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・

デ
タ
は
、「
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
（faute de service

）
の
み
が
、
か
か
る

誤
り
が
極
め
て
長
い
期
間
を
通
じ
て
犯
さ
れ
て
き
た
こ
と
を
説
明
し
う
る

の
で
あ
り
、
そ
れ
は
、
国
の
賠
償
責
任
を
生
ぜ
し
め
る
」
と
判
示
し
た
の

で
あ
る
。

　

か
く
し
て
、Rom

ieu

の
論
告
か
らT

eissier

の
論
告
を
経
て
、

《Pelletier

判
決
》か
ら
三
〇
年
以
上
経
っ
た
一
九
〇
四
年
、コ
ン
セ
イ
ユ
・

デ
タ
は
、
初
め
て
「
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
」
と
い
う
表
現
を
用
い
た
の
で
あ

る
。
特
に
本
判
決
に
お
い
て
注
目
す
べ
き
点
は
、
右
の
年
金
の
支
給
に
か

か
わ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
補
助
機
関
た
る
担
当
者
や
当
該
担
当
者
を
監
督

す
る
立
場
に
あ
っ
た
上
級
機
関
、
所
轄
行
政
庁
等
が
い
か
な
る
フ
ォ
ー
ト

を
犯
し
た
の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
全
く
言
及
さ
れ
て
い
な
い
点
で
あ

る
。
つ
ま
り
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
代
位
責
任
的
法
律
構
成
か
ら
離

れ
、
も
っ
ぱ
ら
当
該
給
付
行
政
そ
れ
自
体
が
ど
の
よ
う
に
運
営
さ
れ
て
い

た
か
と
い
う
観
点
か
ら
、役
務
の
フ
ォ
ー
ト
を
認
定
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

３　

役
務
の
フ
ォ
ー
ト
概
念
の
確
立
─
─
か
く
し
て
誕
生
し
た
、
こ
の

概
念
は
、
直
ち
に
翌
年
の
《T

om
aso Grecco

判
（
（6
（

決
》
及
び
《A

uxerre

判
（
（6
（

決
》
に
お
い
て
用
い
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
れ
ら
の
二
つ
の
判
決

に
よ
り
、
こ
の
概
念
の
地
位
は
確
固
と
し
た
も
の
と
な
っ
た
と
い
え
る
の

で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

　
《T

om
aso Grecco

判
決
》
の
事
案
は
、
以
下
の
よ
う
な
も
の
で
あ
っ

た
。
原
告
で
あ
るGrecco

氏
は
、
町
を
走
り
回
っ
て
い
た
牛
に
向
け
て

発
砲
さ
れ
た
銃
弾
の
流
れ
弾
を
受
け
て
負
傷
し
た
。
同
氏
は
、
こ
の
銃
弾

が
当
時
現
場
に
い
たM

ayrigue

憲
兵
に
よ
っ
て
憲
兵
班
長
の
命
令
に
反

し
て
発
砲
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
と
し
て
、
こ
の
憲
兵
個
人
に
損
害
賠
償
請

求
を
行
っ
た
。
た
だ
し
、
こ
の
事
件
に
お
い
て
は
、
武
装
し
た
群
衆
も
牛

を
追
い
か
け
て
い
た
こ
と
か
ら
、
命
中
し
た
銃
弾
が
誰
に
よ
り
発
砲
さ
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れ
た
も
の
で
あ
る
の
か
は
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
か
っ
た
。
こ
の
請

求
に
対
し
て
行
政
庁
が
権
限
争
議
を
提
起
し
た
と
こ
ろ
、
権
限
裁
判
所

は
、
司
法
裁
判
所
の
無
管
轄
を
宣
言
し
、
こ
の
権
限
争
議
が
有
効
で
あ

る
こ
と
を
認
め
た
。
そ
こ
で
、Grecco

氏
は
、
国
を
相
手
方
と
し
て
損

害
賠
償
請
求
訴
訟
を
提
起
し
た
。
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
は
、
こ
の
判
決
に

お
い
て
、
公
権
力
の
無
答
責
の
原
理
を
援
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
不
受
理

事
由
の
申
立
て
を
行
っ
た
大
臣
の
請
求
は
退
け
た
も
の
の
、
実
体
的
な
判

断
に
お
い
て
は
、「
審
理
の
結
果
か
ら
、Grecco

氏
に
命
中
し
た
銃
弾
が

M
ayrigue

憲
兵
に
よ
っ
て
発
射
さ
れ
た
と
は
認
め
ら
れ
ず
、
原
告
が
被

害
者
と
な
っ
た
当
該
事
故
が
、
行
政
主
体
が
責
任
を
負
う
べ
き
と
こ
ろ
の

公
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
（faute du service public
）
に
帰
せ
ら
れ
う
る

も
の
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
」
と
判
示
し
て
、Grecco

氏
の

請
求
を
棄
却
し
た
の
で
あ
る
。

　

他
方
、《A

uxerre

判
決
》
に
お
い
て
は
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
が
認
定

さ
れ
、
原
告
の
請
求
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
事
案
は
、
次
の
よ
う
な

も
の
で
あ
っ
た
。
兵
士
のA

uxerre

氏
が
、
軍
事
演
習
中
に
銃
弾
を
受

け
死
亡
し
た
。
そ
こ
で
、A

uxerre

氏
の
父
親
が
国
に
対
し
て
損
害
賠

償
を
請
求
し
た
と
こ
ろ
、
所
轄
大
臣
は
、
当
該
事
故
の
原
因
が
明
確
で
は

な
く
、
演
習
の
間
に
部
隊
の
組
織
に
お
い
て
フ
ォ
ー
ト
が
あ
っ
た
こ
と
を

証
明
す
る
も
の
は
何
も
な
い
と
主
張
し
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
コ
ン
セ

イ
ユ
・
デ
タ
は
、
次
の
よ
う
に
判
示
し
た
。
す
な
わ
ち
、「
そ
の
軍
事
演

習
で
は
空
砲
が
装
填
さ
れ
た
銃
が
用
い
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
た
。
医

師
の
確
認
し
た
事
実
に
鑑
み
る
と
、
こ
の
若
き
軍
人
の
死
は
実
弾
射
撃
さ

れ
た
銃
弾
に
よ
っ
て
引
き
起
こ
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
そ
し
て
、
こ
の
銃

弾
は
当
該
軍
事
演
習
に
参
加
し
て
い
た
一
つ
の
部
隊
か
ら
発
射
さ
れ
た

も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
事
故
は
、
そ
れ
が
生
じ
た
状
況
に
お
い
て
は
、

国
の
賠
償
責
任
を
生
ぜ
し
め
る
性
質
の
公
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
（faute du 

service public

）
に
帰
せ
ら
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、

Léon A
uxerre

の
父
親
で
あ
る
原
告
が
こ
の
事
故
に
よ
り
直
接
的
に
生

じ
た
損
害
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
に
は
理
由
が
あ
る
」
と
。

四　

M
aurice H

auriou

の
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
理
論

　

こ
の《T

om
aso Grecco

判
決
》及
び《A

uxerre

判
決
》に
つ
い
て
は
、

H
auriou

の
非
常
に
有
名
な
評
釈
が
あ

（
（6
（

る
。Richer

やGuettier

に
よ

る
と
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
理
論
を
最
初
に
体
系
化
し
た
の
は
、
こ
の
評
釈

を
書
い
たH

auriou

で
あ
る
と
い

（
（7
（

う
。
し
た
が
っ
て
、こ
こ
で
は
最
後
に
、

こ
の
評
釈
を
中
心
にH

auriou

の
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
理
論
を
簡
単
に
紹

介
し
て
お
く
こ
と
と
し
た
い
。

　

H
auriou

は
、
こ
の
評
釈
に
お
い
て
多
く
の
示
唆
的
な
指
摘
を
行
っ
て

い
る
が
、
本
稿
と
の
関
係
に
お
い
て
特
に
重
要
な
点
は
、
次
の
よ
う
に
、
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実
際
の
行
為
主
体
で
あ
る
自
然
人
た
る
公
務
員
の
法
人
格
を
捨
象
し
、

役
務
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
を
自
己
責
任
規
範
と
し
て
理
論
化

し
た
点
で
あ

（
（7
（7
（7
（

る
。
す
な
わ
ち
、「
こ
れ
ら
の
判
決
〔
筆
者
注
：《T

om
aso 

Grecco

判
決
》
及
び
《A

uxerre

判
決
》〕
の
定
式
に
よ
れ
ば
、
対
象
と

さ
れ
て
い
る
も
の
、
そ
れ
は
、
国
の
フ
ォ
ー
ト
で
は
な
く
、
公
役
務
の

フ
ォ
ー
ト
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
公
役
務
の
背
後
に
、
公
役
務
に
基
づ
い

て
フ
ォ
ー
ト
が
帰
責
さ
れ
る
国
の
法
人
格
が
存
在
す
る
こ
と
は
明
白
で
あ

る
。
な
ぜ
な
ら
、
金
銭
的
に
責
任
を
負
う
こ
と
と
な
る
の
は
、
国
だ
か
ら

で
あ
る
。
さ
ら
に
い
え
ば
、
国
は
、
ま
さ
に
公
役
務
を
擬
人
化
し
た
も
の

で
は
な
い
の
か
？
確
か
に
、
多
く
の
論
者
に
よ
り
、
国
は
公
産
を
擬
人
化

し
た
も
の
で
し
か
な
い
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
も
の
の
考
え
方
は

変
え
る
必
要
が
あ
ろ
う
。《
国
に
帰
責
す
べ
き
公
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
》、
そ

れ
が
意
味
す
る
の
は
、
物
事
の
必
然
と
し
て
、《
公
役
務
を
擬
人
化
し
た

も
の
と
し
て
解
さ
れ
る
国
の
フ
ォ
ー
ト
》
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
フ
ォ
ー

ト
は
、
必
ず
人
に
帰
責
す
べ
き
も
の
だ
か
ら
で
あ
る
。
そ
し
て
、
公
役
務

は
国
の
法
人
格
と
異
な
る
法
人
格
を
有
し
え
な
い
か
ら
で
あ
る
。そ
の
上
、

法
人
、
と
り
わ
け
、
国
が
民
事
上
直
接
的
な
責
任
を
負
う
旨
宣
言
さ
れ
る

こ
と
が
あ
り
う
る
と
い
う
こ
と
は
明
白
で
あ
る
」、「
公
役
務
の
フ
ォ
ー
ト

と
い
う
表
現
は
、
具
体
的
に
評
価
さ
れ
る
公
役
務
の
標
準
的
な
注
意
義
務

に
よ
っ
て
付
与
さ
れ
る
賠
償
責
任
の
基
準
を
示
す
と
い
う
利
点
を
有
す

る
。
し
た
が
っ
て
、
国
は
、
役
務
か
ら
生
じ
る
損
害
に
つ
い
て
当
該
役
務

が
前
提
と
す
る
標
準
的
な
注
意
義
務
の
範
囲
内
に
お
い
て
直
接
的
に
賠
償

責
任
を
負
う
。
国
が
賠
償
責
任
を
負
う
の
は
、
国
が
役
務
の
所
為
に
お
い

て
フ
ォ
ー
ト
を
犯
し
て
い
る
か
ら
で
あ

（
（7
（

る
」。

　

こ
こ
で
注
目
す
べ
き
は
、H

auriou

が
、
右
の
記
述
に
お
い
て
法
人

の
刑
事
責
任
に
関
す
る
問
題
を
扱
っ
たA

chille M
estre

の
テ
ー

（
（7
（

ズ
を

参
照
し
て
い
る
点
で
あ
る
。M

estre

は
、
そ
の
テ
ー
ズ
に
お
い
て
法
人

と
そ
の
機
関
で
あ
る
自
然
人
と
の
協
働
を
前
提
に
法
人
も
犯
罪
を
犯
し

う
る
と
主
張
し
て
い
た
の
で
あ
る

（
（7
（

が
、D

eguergue

は
、
こ
の
テ
ー
ズ

か
らH

auriou

が
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
理
論
に
関
す
る
着
想
を
得
て
い
た

の
で
は
な
い
か
と
指
摘
し
て
い

（
（7
（

る
。
実
際
、
右
の
よ
う
なH

auriou

の

役
務
の
フ
ォ
ー
ト
理
論
は
、
後
世
の
論
者
ら
に
よ
っ
て
、
法
人
を
実
在

的
な
も
の
と
し
て
解
す
るH

auriou

の
法
人
理
論
に
通
ず
る
も
の
で
あ

る
と
評
価
さ
れ
て
お

（
（7
（

り
、
ま
た
、
い
わ
ゆ
る
「
機
関
理
論
（théorie de 

l'organe

）」
な
い
し
「
有
機
体
理
論
（théorie organiciste

）」
に
結
び

つ
け
て
論
じ
ら
れ
て
い

（
（7
（

る
。

　

例
え
ば
、M

arcel Sousse

は
、H

auriou

の
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
理

論
を
次
の
よ
う
に
ま
と
め
、
そ
れ
が
、
と
り
わ
けO

tto von Gierke

に
よ
っ
て
考
案
さ
れ
た
「
法
人
有
機
体
説
（thése organiciste de 

la personne m
orale

）」
に
影
響
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
と
指
摘
し
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て
い

（
（7
（7
（7
（

る
。
す
な
わ
ち
、「H

auriou

に
よ
る
と
、《
公
務
員
は
、
受
託

者
（m

andataires

）
で
も
被
用
者
（préposés

）
で
も
な
く
、
機
関

（organes
）
で
あ

（
（8
（

る
》。
し
た
が
っ
て
、《
法
人
と
機
関
は
一
体
な
の
で

あ
（
（8
（

る
》。
フ
ォ
ー
ト
を
犯
し
た
公
務
員
が
特
定
さ
れ
て
い
る
場
合
で
さ
え
、

《
こ
の
公
務
員
の
法
人
格
は
、
役
務
を
構
成
す
る
団
体
的
機
関
（l'organe 

collectif

）
の
中
に
消
失
す
る
の
で
あ

（
（8
（8
（8
（

る
》。」
と
。
ま
た
、D

eguergue

も
、H

auriou

の
理
論
を
以
下
の
よ
う
に
ま
と
め
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、

「M
aurice H

auriou

は
、
公
務
員
を
行
政
団
体
の
機
関
（organes

）

と
み
な
す
有
機
体
理
論
に
よ
っ
て
公
務
員
の
所
為
に
よ
る
公
法
人
の
賠

償
責
任
を
説
明
し
た
。
つ
ま
り
、
公
務
員
が
自
己
の
職
務
の
範
囲
内
に

お
い
て
行
動
し
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
公
務
員
は
法
人
と
一
体
な
の

で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
、
法
人
の
み
が
賠
償
責
任
を
負
う
の
で
あ
る
。

彼
に
よ
る
と
、
こ
の
理
論
は
、
判
例
に
お
い
て
も
学
説
に
お
い
て
も
当

該
選
択
に
つ
い
て
の
説
明
が
何
ら
な
さ
れ
る
こ
と
な
し
に
、《
直
感
的
に

（instinctivem
ent

）》
採
用
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
と
い

（
（8
（

う
」
と
。

　

以
上
の
よ
う
に
、H
auriou

は
、
い
わ
ゆ
る
機
関
理
論
な
い
し
有
機
体

理
論
の
影
響
を
受
け
な
が
ら
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
を
、

公
法
人
そ
れ
自
体
が
犯
し
た
フ
ォ
ー
ト
に
よ
る
賠
償
責
任
と
し
て
、
言
い

換
え
れ
ば
、
自
己
責
任
規
範
と
し
て
理
論
化
し
た
の
で
あ
る
。
次
節
に
お

い
て
詳
し
く
論
じ
る
よ
う
に
、
か
か
るH

auriou

の
役
務
の
フ
ォ
ー
ト

理
論
は
、
後
世
の
学
説
に
お
い
て
多
く
の
批
判
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た

が
、
判
例
に
お
い
て
は
今
日
も
依
然
と
し
て
、「
国
に
よ
っ
て
犯
さ
れ
た

フ
ォ
ー

（
（8
（

ト
」、「
国
は
自
己
の
賠
償
責
任
を
生
ぜ
し
め
る
性
質
の
フ
ォ
ー
ト

を
犯
し

（
（8
（

た
」、「
コ
ミ
ュ
ー
ン
に
よ
っ
て
犯
さ
れ
た
フ
ォ
ー

（
（8
（

ト
」、「
コ
ミ
ュ
ー

ン
は
自
己
の
賠
償
責
任
を
生
ぜ
し
め
る
性
質
の
フ
ォ
ー
ト
を
犯
し

（
（8
（

た
」
と

い
っ
た
表
現
が
し
ば
し
ば
用
い
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
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Paris, L.G.D
.J., 2013, p. 706.

（
11
）Jean-François Lachaum

e, H
élène Pauliat, Stéphane 

Braconnier et Clotilde D
effi

gier, D
roit adm

inistratif. Les 
grandes décisions de la jurisprudence, 15

 e éd., Paris, 
P.U

.F., 2010, p. 820.

（
12
）V

oir égalem
ent, Jean-C

laude M
aestre, supra note 

1, pp. 28-35 ; F
rançois B

urdeau, H
istoire du droit 

adm
inistratif (de la R

évolution au début des années 
1970), Paris, P.U

.F., 1995, p. 236.

（
13
）Jean-Claude M

aestre, supra note 1, p. 36 ; Jérôm
e 

T
ravard, supra note 6, p. 115.

（
14
）René Chapus, supra note 6, n

° 1523 ; Benoît D
elaunay, 

supra note 2, n

° 33 ; Y
ves Gaudem

et, supra note 8, n

° 
1638.；

な
お
、
こ
の
点
に
関
す
る
当
時
の
イ
ギ
リ
ス
法
の
先
進

性
に
つ
い
て
は
、
高
木
光
「
国
家
無
答
責
の
法
理
の
克
服
─
─
イ

ギ
リ
ス
国
家
賠
償
制
度
の
名
誉
回
復
」自
治
研
究
九
〇
巻
七
号（
二

〇
一
四
年
）
三
頁
以
下
を
参
照
。
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（
15
）V

oir, H
enri D

upeyroux, supra note 6, p. 39 ; M
aryse 

D
eguergue, Jurisprudence et doctrine dans l'élaboration 

du droit de la responsabilité adm
inistrative, Paris, 

L.G.D
.J., 1994, pp. 252-255 ; Jérôm

e T
ravard, supra note 

6, pp. 115-116.

（
16
）Benoît D

elaunay, supra note 2, n

° 32.

（
17
）T

.C. 8 février 1873, Blanco, D
. 1873.Ⅲ

. 20, concl. D
avid.

（
18
）
こ
の
上
記
の
諸
法
律
の
規
定
と
は
、
先
に
紹
介
し
た
一
七
九
〇

年
八
月
一
六－

二
四
日
の
法
律
と
共
和
歴
三
年
実
月
一
六
日
の
デ

ク
レ
の
規
定
を
指
す
。

（
19
）V

oir, M
ichel Paillet, L

a faute du service public en 
droit adm

inistratif français, Paris, L.G.D
.J., 1980, n

° 9.

（
20
）T

.C. 30 juillet 1873, Pelletier, Rec. 117, D
. 1874.Ⅲ

. 5, 
concl. D

avid.

（
21
）D

avid, concl. sur T
.C

. 30 juillet 1873, P
elletier, D

. 
1874.Ⅲ

. 6.

（
22
）Ibid.

（
23
）Y

ves G
audem

et, supra note 8, n

° 1638 ; Patrice 
Chrétien et N

icolas Chiffl
ot, D

roit adm
inistratif, 13

e éd., 
Paris, Sirey, 2012, n

° 759 ; M
arceau Long, Prosper W

eil, 
Guy Braibant, Pierre D

elvolvé et Bruno Genevois, supra 
note 7, p. 10.

（
24
）M

aryse D
eguergue, supra note 15, p. 517.

（
25
）V

oir, M
arceau Long, Prosper W

eil, G
uy B

raibant, 
Pierre D

elvolvé et Bruno Genevois, supra note 7, pp. 11 
et 13.

（
26
）Jacques M

oreau et H
élène M

uscat, supra note 8, n

° 
10 ; Pierre-Laurent Frier et Jacques Petit, supra note 7, 
n

° 939.

（
27
）René Chapus, supra note 6, n

° 1523 ; Jean-François 
Lachaum

e, H
élène Pauliat, Stéphane B

raconnier 
et C

lotilde D
effigier, supra note 11, p. 821 ; Y

ves 
Gaudem

et, D
roit adm

inistratif, 20
e éd., Paris, L.G.D

.J., 
2012, n

° 333 ; Jacqueline M
orand-D

eviller, supra note 
10, pp. 706-707 ; G

illes Lebreton, D
roit adm

inistratif 
général, 7

e éd., Paris, D
alloz, 2013, n

° 367 ; M
arceau 

Long, Prosper W
eil, Guy Braibant, Pierre D

elvolvé et 
Bruno Genevois, supra note 7, p. 10 ; M

artine Lom
bard, 

Gilles D
um

ont et Jean Sirinelli, D
roit adm

inistratif, 10
e 

éd., Paris, D
alloz, 2013, n

° 901 ; Bertrand Seiller, D
roit 

adm
inistratif : 2. L

'action adm
inistrative, 5

e éd., Paris, 
Flam

m
arion, 2014, p. 276.

（
28
）Benoît D

elaunay, supra note 2, n

° 33.；

た
だ
し
、
今
日

に
お
い
て
は
、
法
律
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
や
暴
力
行
為

（voie de fait

）
が
問
題
と
な
る
場
合
に
は
、
役
務
の
フ
ォ
ー
ト

の
ケ
ー
ス
で
あ
っ
て
も
例
外
的
に
司
法
裁
判
所
が
管
轄
権
を
有
す
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る
（M

arceau Long, Prosper W
eil, Guy Braibant, Pierre 

D
elvolvé et Bruno Genevois, supra note 7, pp. 13-14.

）。

（
29
）V

oir, M
aryse D

eguergue, supra note 15, p. 517.

（
30
）T

.C. 15 décem
bre 1877, de R

oussen et A
bout, S. 1877.

Ⅱ
. 307.

（
31
）
た
だ
し
、
こ
の
判
決
の
後
も
、
個
人
的
所
為
と
い
う
表
現
を

用
い
た
判
決
が
あ
り
（T

.C. 29 décem
bre 1877, V

iette, Rec. 
1075.

）、
し
た
が
っ
て
、
こ
の
時
点
に
お
い
て
、
完
全
に
個
人
的

所
為
か
ら
個
人
的
フ
ォ
ー
ト
へ
の
移
行
が
完
了
し
て
い
た
わ
け
で

は
な
い
。

（
32
）
民
法
典
一
三
八
二
条
は
、
次
の
よ
う
な
規
定
で
あ
る
。「
他
人

に
損
害
を
生
ぜ
し
め
る
人
の
所
為
は
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
て
も

す
べ
て
、
フ
ォ
ー
ト
に
よ
っ
て
そ
の
損
害
を
も
た
ら
し
た
者
に
、

そ
れ
を
賠
償
す
る
義
務
を
負
わ
せ
る
」。

（
33
）Y

ves G
audem

et, supra note 8, n

° 1623 ; Jacques 
M

oreau et H
élène M

uscat, supra note 8, n

° 1.

（
34
）V

oir, M
aryse D

eguergue, supra note 15, pp. 521-523.

（
35
）
こ
の
「
所
為
（fait

）」
と
い
う
概
念
は
、
人
の
行
為
（
作
為
、

不
作
為
）
や
事
物
の
作
用
な
ど
広
く
事
実
作
用
を
意
味
す
る
概
念

で
あ
る（
山
口
俊
夫
編『
フ
ラ
ン
ス
法
辞
典
』（
東
京
大
学
出
版
会
・

二
〇
〇
二
年
）
二
二
五
頁
参
照
）。

（
36
）François Burdeau, supra note 12, p. 240.

（
37
）T

.C. 5 juin 1886, A
ugé, Rec. 503.

（
38
）T

.C. 9 décem
bre 1899, D

eyres, Rec. 729.

（
39
）Jean-Claude M

aestre, supra note 1, p. 54.

（
40
）D

avid, supra note 21, p. 6.

（
41
）É

douard L
aferrière, T

raité de la juridiction 
adm

inistrative et des recours contentieux, t. 1, 2
e éd., 

Paris/N
ancy, B

erger-Levrault, 1896, pp. 7 et 485 ; 
Pascale G

onod, É
douard L

aferrière, un juriste au 
service de la R

épublique, Paris, L.G.D
.J., 1997, pp. 130 et 

s.；

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
雄
川
一
郎
「
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
」
田

中
二
郎
＝
原
龍
之
助
＝
柳
瀬
良
幹
編『
行
政
法
講
座 

第
一
巻
』（
有

斐
閣
・
一
九
五
六
年
）
一
六
三
頁
以
下
、
神
谷
昭
「
フ
ラ
ン
ス
行

政
法
成
立
史
―
―
行
政
裁
判
権
の
形
成
・
確
立
を
め
ぐ
っ
て
―
―
」

同
『
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
の
研
究
』（
有
斐
閣
・
一
九
六
五
年
。
初
出
：

一
九
六
一－

一
九
六
二
年
）
一
〇
九
頁
以
下
、
兼
子
仁
＝
磯
部
力

＝
村
上
順『
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
学
史
』（
岩
波
書
店
・
一
九
九
〇
年
）

一
五
八
頁
以
下
〔
兼
子
仁
執
筆
担
当
部
分
〕
が
詳
し
い
。

（
42
）V

oir, M
aryse D

eguergue, supra note 15, pp. 166, 516 
et s. ; V

oir égalem
ent, Y

ves Gaudem
et, supra note 8, n

° 
829-831.

（
43
）V

oir, C
.E

. 4 m
ars 1910, T

hérond, R
ec. 193, concl. 

Georges Pichat ; V
oir, égalem

ent, T
.C. 29 février 1908, 

Feutry, Rec. 208, concl. Georges T
eissier ; Jean Rom

ieu, 
concl. sur C.E. 6 février 1903, T

errier, Rec. 94 ; Jean 
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Rivero, «H
auriou et l'avènem

ent de la notion de service 
public», dans L

'évolution du droit public. É
tudes 

offertes à A
chille M

estre, Paris, Sirey, 1956, pp. 461 et s. 
; René Chapus, R

esponsabilité publique et responsabilité 
privée. L

es influences réciproques des jurisprudences 
adm

inistrative et judiciaire, 2
e éd., Paris, L.G.D

.J., 1957, 
n

° 72-78. ；

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
神
谷
昭
「
フ
ラ
ン
ス
行
政
法

に
お
け
る
公
役
務
概
念
に
つ
い
て
」
同
『
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
の
研

究
』（
有
斐
閣
・
一
九
六
五
年
。
初
出
：
一
九
六
二－

一
九
六
三
年
）

が
詳
し
い
。

（
44
）D

elaunay

に
よ
れ
ば
、
国
家
無
答
責
の
原
理
が
放
棄
さ
れ
た

直
後
の
こ
の
時
代
に
お
い
て
は
、
そ
の
名
残
に
よ
り
、「
フ
ォ
ー

ト
」
と
い
う
文
言
と
比
べ
て
見
か
け
上
は
非
難
の
重
み
が
少
な
い

「
所
為
（fait

）」
と
い
う
文
言
が
、
裁
判
官
に
よ
っ
て
、
好
ん
で

用
い
ら
れ
て
い
た
と
い
う
（Benoît D

elaunay, supra note 2, 
n

° 36 ; V
oir égalem

ent, H
enri D

upeyroux, supra note 6, 
pp. 173 et s.

）。
つ
ま
り
、「
フ
ォ
ー
ト
」
と
い
う
文
言
を
使
用

す
る
こ
と
へ
の
た
め
ら
い
が
存
在
し
て
い
た
と
い
う
の
で
あ
る
。

た
だ
し
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
が
、
一
八
九
六
年
に
下
さ
れ
た

《M
augère

判
決
》
に
お
い
て
、弾
薬
製
造
所
（cartoucherie

）

に
お
け
る
作
業
中
に
工
員
が
爆
発
に
よ
っ
て
負
傷
し
た
事
件

に
つ
い
て
、
こ
の
事
故
は
「
行
政
の
フ
ォ
ー
ト
（faute de l’
adm

inistration

）
に
帰
責
す
べ
き
も
の
で
あ
る
」（C.E. 7 

février 1896, M
augère, Rec. 119 ; V

oir égalem
ent, C.E. 3 

décem
bre 1897, Sengès, Rec. 747.

）
と
判
示
し
て
い
る
こ
と

か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、「
フ
ォ
ー
ト
」
と
い
う
文
言
が
全
く
行

政
に
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。

（
45
）
な
お
、Laferrière

の
他
に
も
、Léon M

ichoud

やH
auriou

ら
が
、
判
例
に
先
行
し
て
「
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
（faute de 

service

）」
と
い
う
表
現
を
用
い
て
い
た
（Léon M

ichoud, 
«D

e la responsabilité de l'État à raison des fautes de 
ses agents», R

.D
.P

. 1895.Ⅰ
. 404 ; M

aurice H
auriou, 

Précis de droit adm
inistratif, Bad Feilnbach : Schm

idt 
Periodicals, 2010, R

eprint de la 4
e édition (1900), p. 

272.

）。

（
46
）É

douard L
aferrière, T

raité de la juridiction 
adm

inistrative et des recours contentieux, t. 2, 1
re éd., 

Paris/N
ancy, Berger-Levrault, 1888, p. 178. ; 

こ
の
部
分

の
記
述
に
つ
い
て
は
、
一
八
九
六
年
に
出
版
さ
れ
た
第
二
版
に

お
い
て
も
変
更
が
加
え
ら
れ
て
い
な
い
（Édouard Laferrière, 

T
raité de la juridiction adm

inistrative et des recours 
contentieux, t. 2, 2

e éd., Paris/N
ancy, Berger-Levrault, 

1896, p. 189.

）。

（
47
）
こ
の
点
に
関
し
て
は
、
次
節
に
お
い
て
詳
し
く
論
じ
る
。

（
48
）Laurent Richer, L

a faute du service public dans la 
jurisprudence du C

onseil d'É
tat, Paris, É

conom
ica, 
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1978, p. X
 ; M

aryse D
eguergue, supra note 15, pp. 

164-165 ; C
hristophe G

uettier, «F
aute civile et faute 

adm
inistrative», R

esponsabilité civile et assurances 2003, 
p. 67.

（
49
）Édouard Laferrière, supra note 41, p. 680.

（
50
）V

oir, M
aryse D

eguergue, supra note 15, pp. 162-166

（
51
）C.E. 6 m

ai 1881, T
ysack et Bram

fort, Rec. 469.

（
52
）C

.E
. 25 février 1881, D

esvoyes, R
ec. 231 ; V

oir 
égalem

ent, C
.E

. 26 juillet 1854, de M
ontessuy et 

N
iew

erkerke, Rec. 717 ; C.E. 18 avril 1902, B
rugalais, 

Rec. 282.

（
53
）M

aurice H
auriou, note sous C

.E
. 10 et 17 février 

1905, T
om

aso G
recco et A

uxerre, S. 1905.Ⅲ
. 113.

（
54
）C

.E
. 21 juin 1895, C

am
es, R

ec. 509, D
. 1896.Ⅲ

. 65, 
concl. Jean Rom

ieu.

（
55
）Jean Rom

ieu, supra note 54, p. 66.

（
56
）Ibid.

（
57
）
た
だ
し
、
こ
の
判
決
で
認
め
ら
れ
た
賠
償
責
任
が
“
リ
ス
ク
に

よ
る
賠
償
責
任
”
で
あ
る
こ
と
に
注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
58
）C.E. 27 février 1903, O

livier et Zim
m

erm
ann, Rec. 

178, concl. Jean Rom
ieu.

（
59
）Jean Rom

ieu, supra note 58, p. 180.

（
60
）V

oir, Benoît D
elaunay, supra note 2, n

° 35.

（
61
）C.E. 29 m

ai 1903, Le Berre, Rec. 414, concl. Georges 
T

eissier.

（
62
）M

aurice H
auriou, supra note 53, p. 113 ; M

ichel 
Paillet, supra note 19, n

° 4 ; M
aryse D

eguergue, supra 
note 15, p. 165.

（
63
）G

eorges T
eissier, supra note 61, R

ec. 417 ; V
oir 

égalem
ent, G

eorge T
eissier, L

a responsabilité de la 
puissance publique, Paris, Paul D

upont, 1906, n

° 5 et 147.

（
64
）M

aurice H
auriou, «Les actions en indem

nité contre 
l'É

tat pour préjudices causés dans l'adm
inistration 

publique», R
.D

.P. 1896, p. 53.

（
65
）M

aryse D
eguergue, supra note 15, pp. 164-165.

（
66
）C.E. 1

er juillet 1904, N
ivaggioni, Rec. 536.

（
67
）C.E 10 février 1905, T

om
aso G

recco, Rec. 139, concl. 
Jean Rom

ieu.

（
68
）C.E. 17 février 1905, A

uxerre, Rec. 165. 

（
69
）
な
お
、
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
学
に
お
い
て
は
、
よ
く
知
ら
れ
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、H

auriou

の
国
家
賠
償
責
任
に
関
す
る
理

論
は
、
非
常
に
流
動
的
で
あ
っ
た
。Sfez

に
よ
れ
ば
、
一
八
九

二
年
か
ら
一
八
九
七
年
ま
で
は
民
法
上
の
フ
ォ
ー
ト
理
論
を
、
そ

の
後
、
一
八
九
七
年
か
ら
一
九
〇
五
年
ま
で
は
リ
ス
ク
理
論
を
、

そ
し
て
、《T

om
aso Grecco

判
決
》
及
び
《A

uxerre

判
決
》

以
降
は
役
務
の
フ
ォ
ー
ト
理
論
を
主
張
し
て
い
た
と
整
理
さ
れ
て
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い
る
。（Lucien Sfez, E

ssai sur la contribution du doyen 
H

auriou au droit adm
inistratif français, Paris, L.G.D

.J., 
1966, pp. 145-156.

）。
こ
の
よ
う
なH

auriou

の
国
家
賠
償
責

任
に
関
す
る
理
論
に
つ
い
て
は
、
橋
本
博
之
教
授
と
久
保
茂
樹
教

授
に
よ
る
先
行
研
究
が
存
在
し
、
本
稿
も
こ
れ
ら
の
研
究
か
ら
多

大
な
知
見
を
得
て
い
る
（
特
に
、
橋
本
博
之
「
フ
ラ
ン
ス
行
政
法

に
お
け
る
全
面
審
判
訴
訟
の
位
置
づ
け
（
二
）」
国
家
学
会
雑
誌

一
〇
二
巻
一
一
＝
一
二
号
（
一
九
八
九
年
）
三
八
頁
、
四
四
頁
以

下
、
同
『
行
政
法
学
と
行
政
判
例
：
モ
ー
リ
ス
・
オ
ー
リ
ウ
行
政

法
学
の
研
究
』（
有
斐
閣
・
一
九
九
八
年
。
初
出
：
一
九
九
四
年

－

一
九
九
六
年
）
八
四
頁
以
下
、
久
保
茂
樹
「
フ
ラ
ン
ス
国
家
責

任
法
の
一
般
理
論
に
つ
い
て
の
再
検
討
（
一
）」
青
山
法
学
論
集

三
一
巻
一=

二=

三
号
（
一
九
八
九
年
）
二
四
一
頁
以
下
、同
「
フ

ラ
ン
ス
国
家
責
任
法
の
一
般
理
論
に
つ
い
て
の
再
検
討（
四
・
完
）」

青
山
法
学
論
集
三
四
巻
一
号
（
一
九
九
二
年
）
四
五
頁
以
下
を
参

照
）。

（
70
）Laurent R

icher, supra note 48, p. X
 ; C

hristophe 
Guettier, supra note 48, p. 67 ; V

oir égalem
ent, M

aryse 
D

eguergue, supra note 15, p. 585.

（
71
）V

oir égalem
ent, M
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第１章　はじめに

第１節　問題の所在

　本研究は、個人情報それ自体を刑法における保護法益として捉えるこ
とが可能であるか、そして、個人情報が保護法益たり得るとすれば、ど
のような保護が妥当であるかということについて検討するものである1。

1 従来の先行研究では、財産的な性質を有する情報の保護について議論が行わ
れてきた。そのような情報の一例として、営業秘密の刑法的保護という問題も
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「個人情報保護」の重要性は誰もが賛同するものであるが、個人情報保
護の妥当な在り方については明確な方針が定まっていない。企業や学校
から氏名や住所などの個人情報が漏洩する事件が繰り返し発生している
一方で、そのような事件の多発を受けて「個人情報保護」を理由とした
過度の情報の秘匿などといった「過剰反応」も見られる。このように、
個人情報を取り巻く状況は二極化している。日本の個人情報保護法制に
おいて、どのような情報がどのように保護されるべきなのか、情報の取
り扱いがどのように規制されるべきなのかということについての議論が
曖昧で不十分だからではないだろうか。
　では、日本の現行法において個人情報はどの範囲で保護されているの
か。例えば、刑法134条の秘密漏示罪は、「医師、薬剤師、医薬品販売業
者、助産師、弁護士、弁護人、公証人又はこれらの職にあった者」と「宗
教、祈祷若しくは祭祀の職にある者又はこれらの職にあった者」が「正
当な理由」なく「その業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密
を漏らした」場合に処罰するという方法により、限定された状況下で個
人情報の保護を行っている。第２章第１節で後述するように、刑法134
条以外にも、特別法によって様々な職業の者について刑罰を伴う守秘義
務が規定されており、個人の秘密は広く保護されているように見える。
しかし、これらはいずれも身分犯であり、何らかの方法によって守秘義

興味深いテーマではあるが、本論文で扱う対象は個人情報に限定する。
　営業秘密の刑法的保護についての代表的な研究としては、加藤佐千夫「刑事
罰による営業秘密の保護と不正競争防止法の変遷」中京法学44巻３・４号（2010
年）263 ～ 289頁、「企業秘密の刑法的保護（１）（２）」名古屋大学法政論集116
号（1987年）207 ～ 242頁、117号（1987年）283 ～ 316頁、「企業秘密の刑法的保護・
再論―財産犯的構成の批判的検討を通して」名古屋大学法政論集127号（1989年）
107 ～ 131頁、山口厚「営業秘密の侵害と刑事罰」ジュリスト962号（1990年）45
～ 51頁、「営業秘密の刑事罰による保護」NBL820号（2005年）12 ～ 18頁、佐久
間修『刑法における無形的財産の保護―企業秘密、コンピュータ・データを中
心として―』（成文堂・1991年）、一原亜貴子「不正競争防止法による営業秘密
の刑事法的保護」商学討究56巻２=３号（2005年）279 ～ 301頁、「営業秘密侵害
罪の保護法益」商学討究59巻４号（2009年）165 ～ 197頁、「営業秘密侵害罪に
係る不正競争防止法の平成二一年改正について」岡山大学法学会雑誌60巻３号

（2011年）477 ～ 494頁などがある。
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務者から秘密を知った第三者がそれを他人に漏らし、その結果として個
人に不利益がもたらされたとしても、刑法134条等に規定されている主
体ではない以上、共犯でない限り処罰することはできない。
　続いて、2003（平成15）年に制定された個人情報保護法では、民間部
門の個人情報取扱事業者に対して、個人情報に関する義務違反行為を直
接的に処罰するという直罰方式ではなく、主務大臣の命令に違反して初
めて処罰されるという間接罰方式を採っている。
　個人情報保護法における「個人情報」の定義は幅広く、様々な情報を
含んでいることから、個人情報に関する義務違反行為を一律に直接処罰
する方式を採らなかったことは、その限りでは了解可能な帰結であると
思われる。しかし、「個人情報」と一口に言っても、氏名・住所・電話
番号・生年月日といった基本的な情報から、職業・年収・信用情報・学
歴・趣味嗜好といった、特に他人に知られることを欲しないような情報
まで多岐にわたっているので、本来であれば、そのような情報の性質に
よって保護の在り方が異なるべきものである。また、個人情報保護法に
おける個人情報取扱事業者の義務も多岐にわたっており、情報の利用目
的の明確化や情報の不正取得の禁止、情報管理や従業員の監督といった
様々なものがある。このように、個人情報保護法が間接罰の対象とする

「個人情報保護における義務違反についての主務大臣の命令に対する違
反」という行為の範囲も幅広いものになっていることから、重要性の低
い情報に対する比較的軽微な侵害も、重要性の高い情報に対する重大な
侵害も一律に、主務大臣の命令とその違反に対する罰則という扱いを受
け得ることになり、均衡を失するのではないかと考えられる。
　以上のように、日本の現行法は個人情報を重要なものとして保護する
姿勢を採りつつも、保護の仕方が断片的であり、個人情報それ自体を保
護法益とするという考え方には至っていないと思われる。一般法である
はずの個人情報保護法も、情報の性質や重要性、情報侵害の行為態様に
着目することなく、「個人情報保護における義務違反」「主務大臣の命令
に対する違反」という抽象的な概念によって情報侵害を規制しようとし
ているので、個人情報の漏洩や売買といった問題に対して効果的に対処
することが困難になっている。
　昨今では、企業による個人情報の大規模な流出事件が多発しており、
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個人情報の流出・漏洩自体による直接的な被害の他、漏洩した情報が他
の犯罪に利用されるといった二次被害の発生も否定できない。情報漏洩
について、企業が損害賠償責任を負うケースも見られるが、損害賠償責
任を課され得るという可能性が、どの程度の抑止力になっているのかと
いう疑問がある2。
　このように、日本の現行個人情報保護法には情報の漏洩や窃盗などを
直接的に処罰する規定は存在しないが、情報の売買や窃盗といった不正
な取り扱いを処罰するための試みとして、情報の不正収集を財産犯に
よってカヴァーするという考え方が判例によって示されている。
　まず、大日本印刷事件3は、被告人が稟議決裁一覧表の原本を社内で
借りて、これを会社のコピー用紙に複写して、そのコピー用紙を持ち出
した行為が、窃盗罪に問われた事案である。東京地裁は、「当初からの
意図のとおり大日本印刷内で、ほしいままに、同社の機密書類を同社所
有のコピー用紙に同社の複写機を使って複写し、これを社外に持ち出し
たものであるから、全体的にみて、単なるコピー用紙の窃取ではなく、
同社所有の複写した右稟議決裁一覧表を窃取したものと認めるのが相当
である」としている。コピー用紙それ自体の財物としての価値は低いの
で、単なるコピー用紙の窃盗であれば可罰的違法性が否定され得るが、
情報を入手するという被告人の意図が重視されている。
　続いて、新薬産業スパイ事件4は、製薬会社の代表取締役社長と顧問が、

2 今井猛嘉「刑法における情報の保護」『刑法の争点（新・法律学の争点シリー
ズ２）』（2007年）163頁も、個人情報が刑法典における保護の対象となっていな
いという立法の在り方は、①個人情報やプライヴァシーの価値が十分に議論さ
れていなかったこと、②個人情報に対する重大な侵害が想定できなかったこと
に由来しているものの、現在ではインターネット等を通して、民事的制裁では
対応しきれない重大な侵害が容易になされ得るので、新たな検討が必要である
と述べている。
3 東京地判昭和40年６月26日判時419号14頁。
4 東京地判昭和59年６月28日判時1126号６頁。他にも、会社の機密資料である
調査資料購読会員名簿をコピーするため、名簿を一時的に社外に持ち出した行
為が窃盗罪に当たるとされた東京地判昭和55年２月14日判時957号118頁（建設
調査会事件）と、区役所内での閲覧が許されている住民基本台帳閲覧用マイク
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他の会社の新薬開発研究の成果を不正に入手するために、国立予防衛生
所の厚生技官に、秘密資料を持ち出させてコピーを採らせ、もとの場所
に戻させたというものである。東京地裁は、「情報の化体された媒体の
財物性は、情報の切り離された媒体の素材だけについてではなく、情報
と媒体が合体したものの全体について判断すべきであり、ただその財物
としての価値が、主として媒体に化体された情報の価値に負うもの」で
あるとして、コピー用紙に財物性を認めている。
　このように、判例は「情報窃盗」といえる行為を処罰するために、情
報の化体された媒体に財物性を認めて、これに対する窃盗を認めている
が、学説はこのような判断に対して、可罰的違法性の理論でいえば単な
る紙の窃盗は不可罰となることと矛盾すると批判している5。情報は他の
財物や財産上の利益と異なり、移転しないということと、他人に情報を
入手されたとしても、情報の持ち主がその情報を失うわけではないとい
う特殊性があることから、情報を財産犯の枠組みで保護することの困難
性が指摘されている6。
　判例は窃盗罪以外にも、横領罪・背任罪の枠組みで情報の不正取得を

ロフィルムを、正規の手続きで借り出した上、区役所外に無断で短時間持ち出
した行為につき窃盗罪の成立が肯定された札幌地判平成５年６月28日判タ838
号268頁がある。
5 藤木英雄「産業スパイと刑事責任」ジュリスト428号（1969年）34 ～ 35頁。
6 西田典之「財産的情報の刑法的保護―共同研究の基本的視点とまとめ―」刑
法雑誌30巻１号（1989年）６頁、松原芳博「情報の保護」法学教室298号（2005
年）54頁。また、キャッシュカードの暗証番号を脅迫により聞き出す行為につ
き２項強盗罪の成否が争われた事件の原審さいたま地川越支判平成20年６月１
日（公刊物未搭載）においても、刑法236条２項の「財産上不法の利益」は移転
性のある利益に限られるが、被告人がキャッシュカードの暗証番号を聞き出し
たとしても、暗証番号に関する情報が被告人と被害者との間で共有されるだけ
で、被害者から失われるわけではないと判断され、このような情報の非移転性
と非喪失性を根拠に、236条２項における利益性が否定される結果となった（な
お、２審の東京高判平成21年11月16日判タ1337号280頁では、情報の非移転性
と非喪失性という性質そのものについては特段の言及をせず、被告人はキャッ
シュカードと暗証番号を併せ持つことによって預貯金を引き出し得る地位を得
たとして、２項強盗罪の成立が肯定された）。
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カヴァーすることを試みている。まず、横領罪の成否が問題となった事
件に、新潟鉄工事件がある7。本件は、新潟鉄工の社員が、会社内におい
て自分で保管していた秘密資料を、退職後に新しい会社で利用するため
にコピーを作成しようと考え、社外に持ち出してコピーをした後、元に
戻しておいたというものである。この事案につき東京地裁は、「内容自
体に経済的価値があり、所有者以外の者が許可なくコピーすることの許
されない機密資料をコピー目的で許可なく持ち出す行為には、その間の
所有者を排除して資料を自己の所有物と同様にその経済的用法に従って
利用する意思が認められ、使用後返還する意思があったとしても、不法
領得の意思が認められる」として横領罪の成立を肯定した。
　このように、財物を一時的に持ち出す「使用窃盗」の事例において不
法領得の意思が認められるか否かについては、不法領得の意思がないと
して窃盗罪の成立を否定した下級審裁判例8が存在するものの、最決昭
和55年10月30日刑集34巻５号357頁は、財物の返還意思があったとして
も不法領得の意思が存在するとして、窃盗罪の成立を肯定した。新潟鉄
工事件判決は、返還意思を考慮しないという点で前述昭和55年決定と共
通しており、その後の判例9により「経済的用法に従って利用する意思」
という要件が緩和され、「何らかの効用を享受する意思」があれば足り
ると解された。しかし、「単に『資料をコピーする意思』だけでは、『資
料を読んで記憶する意思』『資料の写真を撮る意思』と異ならず、『資料

7 東京地判昭和60年２月13日刑事裁判月報17巻１＝２号22頁。他の事例として、
勤務会社からの退社時に、自己の業務において保管していた機密の薬品と、秘
密書類としていた「各種文献ファイル」１冊を持ち出す行為につき、業務上横
領罪の成立が肯定された大阪地判昭和42年５月31日判タ209号260頁（鐘淵化学
事件）がある。また、神戸地判昭和56年３月27日判時1012号35頁（東洋レーヨ
ン事件）では、会社の製造部工務技術課員である被告人が、職務上の参考資料
として利用するため上司から預かって保管していた秘密資料１冊を100万円で
他社に売却した行為について、背任罪ではなく業務上横領罪の成立が肯定され
ている。
8 京都地判昭和51年12月17日判時847号112頁。
9 東京地判昭和62年10月６日判時1259号137頁。
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の効用を享受する意思』にまでは至っていない」10。このことから、新潟
鉄工事件判決においても、事案に即して、「資料をコピーし、それによっ
て得られた内容を当面の販売業務に利用する意思」をもって利用・処分
意思を認定すべきであったと指摘11されている。このように、「不法領
得の意思」の解釈如何によっては、窃盗罪・横領罪の成立が否定され得る。
　そして、背任罪の成否が問題となったものとして綜合コンピュータ事
件12がある。この事案は、コンピュータ・ソフトウェアの開発販売等の
会社に勤務する被告人が、会社が新聞販売店用に開発した購読者管理シ
ステムのプログラムを同社の顧客である新聞販売店に設置されるコン
ピュータに入力して、その使用方法について技術指導するなどの業務を
行っていたところ、会社に無断で、ある新聞販売店と契約し、そのコン
ピュータにプログラムを入力して、プログラム代金を受け取ったという
ものである。この事案は資料の持ち出しの場合とは異なり、会社のプロ
グラムを入力しただけであるので、窃盗罪も横領罪も成立し得ない。そ
こで、東京地裁は被告人の行為につき、「プログラムの入力使用等に当
たっては、同社が業務として同社の顧客方に設置するオフィスコン
ピューターに対してのみ、右フロッピーシートを使用するなど、同社の
ために忠実にその業務を遂行すべき任務があった」として、任務違背行
為により背任罪が成立すると判断した。
　綜合コンピュータ事件のように、窃盗罪や横領罪が成立しない場合で
も、背任罪の成立を認められる場合があるものの、当該情報の管理を業
務としていない一般従業員は背任罪の主体にはなり得ず、まして外部者
は対象とならないという点で、背任罪の成立を認めることができるのは
例外的な場合に限られる13。そして、背任罪が成立するには、財産上の
損害の発生が必要であるので、財産的価値に換算することのできない情

10 城下裕二「判批」別冊ジュリスト『刑法判例百選Ⅱ各論（第６版）』（2008年）
133頁。松原・前掲注（６）58頁、内田文昭「秘密資料の無断持ち出しと窃盗罪」
判タ538号（1984年）47頁も同趣旨。
11 城下・前掲注（10）133頁。
12 東京地判昭和60年３月６日判時1147号162頁。
13 佐伯仁志「刑法による情報の保護」宇賀克也・長谷部恭男（編）『情報法』（有
斐閣・2012年）241頁。
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報の場合には、財産上の損害を認めることができない14。したがって、
企業秘密等に該当しない単なる個人情報の場合には、財産上の損害を肯
定することは容易ではないだろう。
　これらの財産犯の判例は、事案によって限界はあるものの、情報が紙
やフロッピーといった有体物に化体されているケースの解決としては、
一定程度の意義を有している。しかし、有体物に化体されていない情報
を不正に収集等する行為自体を窃盗罪・横領罪によってカヴァーするこ
とはできず、背任罪によって捕捉可能な範囲も限られている。さらに、
情報そのものには「非移転性」と「非喪失性」という特殊な性質があるこ
とから、従来の刑法の解釈によって個人情報それ自体・・・・・・・・の窃盗や漏洩など
を処罰可能なものとするのは困難である。そして、当該個人情報の重要
性と侵害態様の強度によっては、主務大臣の命令に反して初めて刑罰を
科されるという間接罰方式ではなく、直罰方式による処罰の必要性があ
ると思われる。したがって、本研究では、個人情報を保護する刑事罰の
可能性と限界について議論を進めることによって、個人情報の侵害に対
する妥当な規制方法について検討する。

第２節　研究方法

　本研究では、刑事罰を視野に入れつつ、個人情報の侵害に対する妥当
な規制方法について検討するために、個人情報（データ）の不正な取り
扱いを直接的に処罰する規定と、その他の規制方法（第三者機関による
規制）を有する外国法の議論を参照する。まず第２章では、日本の現行
法における個人情報保護の現状について概観することによって、現行法
において個人情報の保護が不十分な領域を整理する。
　続いて第３章では、イギリスの1998年データ保護法について検討する。
イギリスのデータ保護法には、個人データの漏洩・窃盗などを直接処罰
する規定が存在する。第４章では、フランス刑法における個人情報保護
の規定と、情報処理・情報ファイルおよび諸自由に関する1978年の法律
について扱う。フランス刑法には個人情報に対する様々な侵害行為が設

14 佐伯・前掲注（13）241頁。
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けられており、1978年法において、第三者機関が個人情報の不正な取り
扱いを規制することが定められている。
　第５章では、ドイツ連邦データ保護法について検討する。ドイツ連邦
データ保護法は、個人データを扱う機関が、違法または不当なデータの
収集・処理・利用によって本人に損害を与えた時に、損害賠償の責任を
負うことを規定している。この他に、故意または過失による個人データ
の様々な侵害行為は過料の対象になり、対価を得て、又は図利他害目的
で個人データの侵害行為をした場合には、刑事罰の対象になることが規
定されている。
　第３章から第５章までは、比較対象としてイギリス・フランス・ドイ
ツの法律を扱うが、この三国は個人情報（データ）の保護のために、直
接の刑事罰以外にも第三者機関による監視といった刑罰以外の規制手段
が講じられている点で共通している。そして、個人情報（データ）の中
でも特に重要性の高い「センシティブ情報」という概念を別個に設けて、

「センシティブ情報」の取り扱いを他の一般的な情報と区別している点
も共通している。日本の個人情報保護法が「個人情報」の重要性によっ
て情報の取り扱いを区別せず、個人情報の侵害行為につき直接罰ではな
く間接罰で臨んでいることに比して、この三国では個人情報の多様な保
護の方法が採られているが、これらの外国法の規定をそのまま日本法に
導入することが妥当ではないことは論を俟たない。そこで、第３章から
第５章において、英仏独の個人情報保護法制における処罰規定について
の判例・学説・第三者機関による報告について触れ、各国において刑罰
や第三者機関による規制がどの程度功を奏しているのかを検討する。
　そして第６章では英仏独の議論を参照しつつ、（１）保護法益として
の「個人情報」の定義と範囲、（２）英仏独における「センシティブ情報」
のような法概念を取り入れるべきか否か、取り入れるとすればどのよう
に定義するかということ、（３）個人情報の侵害の行為態様はどのよう
なものかということ、（４）個人情報の不正収集・利用等を直接処罰す
る必要性と、その条件という観点から、個人情報の侵害に対する妥当な
規制方法を検討する。
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第２章　日本法における個人情報保護の現状

　本章では、日本の現行法の枠組みにおいて、個人情報や秘密がどの程
度保護されているかということについて整理する。

第１節　秘密漏示罪

　まず本節では、刑法134条の秘密漏示罪について扱う。
　第１章第１節で述べた通り、医師や弁護士など、限定された職業の者
が業務上知り得た人の秘密を正当な理由なく漏らす行為は秘密漏示罪と
して処罰される。その事実の内容を広く知られていないことと、本人が
当該事実を秘匿する意思を有していること、それを秘匿する利益15が本
人にある場合に、当該事実が秘密であると判断される。秘密の内容がど
れほど重要なものであるとしても、134条所定の身分の者が漏示した場
合でなければ処罰の対象とはならない。また、刑法134条に規定されて
いなくとも、国家公務員や看護師などの特定の職業の者が有する守秘義
務についても、各々の職業に関する法律において規定されている16。
　このように、個人の秘密や情報を取り扱う機会のある職業の多くは、
刑法や他の関連法規によって刑罰を伴う守秘義務を課されているので、
日常生活の様々な局面において、個人の秘密や情報は幅広く保護されて
いるように見える。その一方で、秘密漏示罪に関連して、守秘義務の身
分を持たない者による個人情報・秘密の公表が問題になり得るケースと
して、最決平成24年２月13日刑集66巻４号405頁がある。
　この事案は、精神科医である被告人が、現住建造物等放火・殺人等の
少年Ａの保護事件につき、家庭裁判所から少年の精神鑑定を命じられて

15 山口厚『刑法各論（第２版）』（有斐閣・2010年）132頁など。
16 国家公務員法100条１項には、「職員は、職務上知ることのできた秘密を漏ら
してはならない。その職を退いた後といえども同様とする」と規定されており、
保健師助産師看護師法42条の２、地方公務員法34条１項、裁判員の参加する刑
事裁判に関する法律108条１項から７項、司法書士法24条、柔道整復師法17条
の２、自衛隊法59条１項、国立大学法人法18条、地方独立行政法人法50条１項
等にも同様の規定がある。
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その作業を進める中、ジャーナリストＣから取材を受け、その要求に応
じて少年事件記録の写しや鑑定書等を閲覧させるなどしたことについ
て、刑法134条の秘密漏示罪が成立すると判断されたものである。本件
においては、Ｃが被告人から入手した情報を基にして書籍を出版したこ
とから、少年の事件に関する事実と、Ａと実父Ｂの関係等の家庭環境が
さらに広く知られるところとなった。
　まず、被告人の行為についての争点と裁判所の判示について見て行く
こととする。本件において被告人は、被告人がＣに情報を提供したとい
う外形的事実を認めたものの、①少年の鑑定人であった被告人は本罪に
いう「医師」にあたらず、医師である鑑定人が行う場合でも、鑑定は本
罪にいう「業務」に当たらない、②被告人は少年の利益を図るため、Ｃ
の行う取材に対する協力としてＣに供述調書等を閲覧させたのであるか
ら、その目的は正当であり、手段も相当であるから、被告人の行為には

「正当な理由」があり、違法性が阻却される等と主張した。
　第１審（奈良地判平成21年４月15日刑集66巻４号440頁参照）は以下の
ように判示して、被告人につき懲役４月執行猶予３年の有罪判決を下し
た。
　①まず、奈良地裁は「刑法134条１項が秘密漏示の主体として掲げる『医
師』とは、医師国家試験に合格し、厚生労働大臣の免許を受けた者（医
師法２条）をいうものと解されるところ、被告人がこの『医師』に当た
ることは……明らかである。……本罪の主体として掲げられている者は、
弁護人が指摘するように、秘密の主体である相手方との信頼関係に基づ
き、相手方が自ら打ち明けたことによってその秘密を知るのが通常だと
いえるが、業務上取り扱ったことについて人の秘密を知り得たのであれ
ば、相手方に意思能力がない場合や業務上必要な調査を行う過程で取得
した内容がその相手方の秘密に当たる場合等、相手方の意思、相手方と
の信頼関係の有無や程度等にかかわらず、正当な理由がない限りその秘
密を漏らすことは違法である」として、被告人が刑法134条１項にいう「医
師」であることを肯定した。
　続いて、被告人が行った精神鑑定の業務性については、「その免許を
前提に、専門的知見及び経験に基づき継続的に行う事務に関して人の秘
密を取り扱えば、『その業務上取り扱った』ものと解することができる
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……そうすると、被告人がＡについて行った精神鑑定は、本罪における
医師の『業務』に当たる」と判断した。
　さらに、被告人が閲覧させた供述調書等の秘密性については、以下の
ように判断した。
　②奈良地裁は、「本罪が個人の私生活上の秘密を保護法益とするもの
であることからすれば、本罪における『秘密』とは、一般に知られてい
ない非公知の事実であって、これを他人に知られないことが本人の利益
と認められるものをいう」と一般論を提示した上で、本件について、「本
件保護事件は、少年事件として審判手続が進められているさなかにあり、
Ａに対する審判結果も出されていなかったこと……からすれば……本件
……各書面……については、その存在及び内容が一般には知られていな
かったものと認められる」として、事実の非公知性を肯定する。その上で、

「各書面は、Ａ、Ｂの家庭内に関する諸事情、Ａの生育歴や学校の成績、
Ａの精神状態を判断するために行われた各種心理検査の結果やその所
見、精神鑑定の内容となるＡの家族歴、本人歴や症状、診断等いずれも
ＡやＢのプライバシーに極めて深くかかわる個人的な事項を内容とする
ものであるから、これらは、一般的にみて何人も他人に知られることを
欲しない事項といえ、他人に知られないことがＡ及びＢにとって利益で
ある」として、供述書類等が本罪にいう「秘密」にあたることを認めた。
　そして、被告人がＣに書類を閲覧させたことに「正当な理由」があっ
たか否かについては以下のように判示している。
　「被告人は、ＡやＢに関する報道内容に疑問を持っており、Ａに殺意
がないことを対外的に明らかにしたいとの思いを抱いていたことは認め
られる。しかし、被告人は……自らが抱く問題意識や考え方を明確に示
した上で、Ｃにその報道を求めたり、記事に関する提案を行ったりする
ことはなく、Ｃが自分の意図を理解し、誤った報道を正してくれると思っ
ていたにすぎないのであり……被告人が抱く前記のような思いは、主観
的なものにとどまっていた」と述べている。また、「被告人は、Ａの鑑
定人としての立場にありながら……本件事件記録を、自ら立ち会わず、
対象も何ら限定なしにＣらに自由に閲覧させ、さらには、解説書面や心
理検査の結果等の書面を閲覧謄写させたり、鑑定書と同等の写しを交付
したりしたのであって、被告人が抱いていた……思いは、その立場と相
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いれず……Ａの利益にかなうものとはいえないばかりか……Ａ及びＢの
プライヴァシー等の秘密に対する配慮を欠いた、非常に軽率な行為」で
あるとして、手段の相当性も否定した。
　本判決は、被告人に係る「正当な理由」の有無について、「取材に応じ、
あるいはこれに協力する者の行為が秘密漏示罪に該当するか否かの判断
に当たっては、取材協力であることから直ちにその違法性が阻却される
と考えるべきではなく、取材行為の目的、手段及び方法に係る正当性、
取材協力行為を行った者の立場、目的、同行為の態様等と、漏示対象と
なる秘密の内容や秘密の主体が受ける不利益を具体的に考慮」すべきで
あると判示した上で、前述のように、Ａの利益を図りたいという被告人
の思いが主観的なものにとどまっていることと、Ｃに書類を閲覧させる
手段の相当性を欠いていることから、被告人の行為には「正当な理由」
がないと判断した。
　第１審の有罪判決に対して、被告人は控訴したが、第２審（大阪高判
平成21年12月17日刑集66巻４号471頁参照）も被告人の控訴を棄却した
ので、最高裁に上告した。
　最高裁は、被告人がＡ及びＢから鑑定を委託されていないことから、
被告人の精神鑑定はあくまでも「鑑定人の業務」であって、本罪におい
て規定される「医師の業務」にあたらないとする被告人側の主張に対し
て、「医師が、医師としての知識、経験に基づく、診断を含む医学的判
断を内容とする鑑定を命じられた場合には、その鑑定の実施は、医師が
その業務として行うものといえるから、医師が当該鑑定を行う過程で知
り得た人の秘密を正当な理由なく漏らす行為は、医師がその業務上取り
扱ったことについて知り得た人の秘密を漏示するものとして、刑法134
条１項の秘密漏示罪に該当する」と判示し、被告人の上告を棄却した。
　本件では、刑法134条１項の主体のひとつである「医師」に、精神鑑定
人としての医師が含まれるか、秘密の主体から委託を受けていない精神
鑑定は本罪にいう「業務」といえるか、被告人の行為には「正当な理由」
があったか否かが争われた。本罪の保護法益を（団体、法人等も含む）
個人の秘密とする観点から、法益侵害が認められるためには個人の秘密
が134条所定の主体によって漏示されれば足り、秘密の主体と漏示の主
体との間に特別の依頼関係や信頼関係は不要であるとして、第１審につ
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き、被告人は134条所定の「医師」であり、精神鑑定が本罪の「業務」に
あたると判断した点を肯定する見解がある17。改正刑法草案317条は、秘
密漏示罪の主体を「依頼者との信頼関係に基づいて人の秘密を知ること
となる業務に従事する者」と規定していたが、信頼関係の有無について
明言せず、医師や弁護士といった特定の職業の者を主体として限定列挙
する134条の条文に照らすと、特段の信頼関係や委託関係がないからと
いって、本件被告人を134条の主体にあたらず、精神鑑定は本罪の「業務」
にあたらないと判断する理由はないであろう。
　次に、本判決は被告人の手段の相当性が欠如しており、それによって
ＡやＢの利益が侵害されたことを根拠に「正当な理由」を否定している。
この点については、少年審判の制度趣旨という観点から、違法性阻却は
困難であるとする見解が多い18。
　医師などの守秘義務を有する者による秘密漏示行為については、判例
では「正当な理由」の有無について目的・手段の相当性や利益衡量の観
点から検討がなされ、妥当な解決が図られているように思われる。
　しかし、その一方で本件事案では、守秘義務の身分を持たないジャー
ナリストであるＣによる個人情報・秘密の公開という問題が残されてい
る。秘密漏示罪は、秘密を漏示される相手方の存在を必要とする必要的
共犯（片面的対向犯）である。この点につき、本罪は人の秘密を扱う職
業の者に漏示禁止義務を課すことで秘密を保護するものであるという理
由から、たとえ相手方が積極的に漏示をそそのかしたとしても相手方は

17 松宮孝明「判批」立命館法学337号（2011年）1694頁。豊田兼彦「判批」新・判
例解説 Watch 刑法 No.71も同旨。柑本美和「精神医療の実行における守秘義務
と情報共有―『僕はパパを殺すことに決めた』事件を題材に―」町野朔・岩瀬徹・
日髙義博・安部哲夫・山本輝之・渡邊一弘（編）『刑法・刑事政策と福祉　岩井
宜子先生古稀祝賀記念論文集』（尚学社・2011年）174 ～ 175頁も、秘密提供者
と医師との信頼関係に基づいてやり取りされた秘密のみを本罪の保護の対象と
することは、診察以外にも医師の業務の範囲が拡張されている現状に鑑みると、
人の秘密の保護としては不十分であると述べている。
18 澁谷洋平「判批」年報医事法学25号（2009年）158頁、松宮・前掲注（17）1699
頁、田坂晶「判批」刑事法ジャーナル33号（2012年）134 ～ 135頁、澁谷洋平「判
批」判例セレクト2012［Ⅰ］（法学教室389号別冊）37頁。



個人情報の刑法的保護の可能性と限界について（１）

［16］北法65（3・285）779

処罰されないとする見解がある19。他方、相手方が犯罪の成立に欠くこ
とのできない関与行為をした場合は処罰されないということから、秘密
を知っただけでは秘密漏示罪の成立に欠くことのできない関与行為に留
まるので処罰されないが、自己に漏示するように教唆した場合には、秘
密漏示罪の教唆または幇助として処罰されるという見解も主張されてい
る20。
　本件のＣも「身分なき共犯」として告訴されたが、嫌疑不十分で不起
訴処分となっていることから、Ｃのように守秘義務者に積極的に漏示を
働きかけたり要求したりする者は共犯として処罰される可能性もあると
思われる。ところが、Ｃは被告人に対し秘密漏示を要求するのみならず、
被告人から得た供述調書等をもとに書籍を出版することによって、Ａや
Ｂの秘密や個人情報を広く公表していることから、書籍出版行為は新た
な法益侵害といってもよい。書籍出版によって秘密を漏らす行為は名誉
毀損罪でカヴァーすることも可能であろう。しかし、広く秘密を公表す
るという行為にまで至らなくとも、秘密漏示罪が相手方の不特定多数で
あることを要求していないことに鑑みれば、守秘義務者から秘密を得た
Ｃのような立場の者が、例え少数の相手方であっても他の者に秘密を漏
示すれば、そのような行為によって新たな法益侵害が発生するといえな
いだろうか。現行の秘密漏示罪では、法定された守秘義務者ではない者
が守秘義務者に対して秘密漏示を要求したにとどまる場合は共犯として
処罰される可能性があるものの、秘密を知った非守秘義務者がさらなる
漏示行為を行った場合は処罰の対象外となっている。

第２節　信書開封罪

　刑法133条は、封をしてある信書を正当な理由なく開ける行為を処罰
している。信書を「開ける」というのは、封を破棄して信書の内容を知
り得る状態を作り出すことであり、信書を実際に読んだり、信書の内容

19 松宮・前掲注（17）1703頁。
20 平野龍一『刑法総論Ⅱ』（有斐閣・1975年）379頁。
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を探知したりすることまでは要しないと解されている21。本罪の法的性
質については、①個人の秘密に対する抽象的危険犯であるとする見解22

に対して、②「封をしてある信書」という秘密の形式、または「信書が
勝手に開かれない利益」に対する侵害犯であるとする見解23も主張され
ている。後者の立場を採れば、信書の内容が秘密である必要はなく、信
書の内容が単なる事務的な連絡事項であったとしても、信書の封を開け
た時点で既遂に達することになる。
　続いて、信書開封罪における「信書」は個人のものに限るか否かが争
われている。本罪が個人的法益犯罪であるという見地から、国・地方公
共団体相互間の信書を除外すべきとする見解24がある一方で、信書の内
容を秘匿する利益は個人のみならず、法人や国・地方公共団体も享受し
得るとする見解25もある。いずれの見解を採ったとしても、国・地方公
共団体と個人との間でやり取りされた信書であれば、その内容は個人情
報を含むものといえると考えられるので、本罪は信書であるという条件
のもとで個人情報を保護する犯罪類型であるといえる26。本罪では信書
という範囲内において、個人の秘密や情報が幅広く保護され得るが、本
罪がカヴァーするのは信書の秘密を探知する行為までであり、その内容

21 西田典之『刑法各論（第６版）』（弘文堂・2012年）106頁。
22 大塚仁『刑法概説（各論）（第３版増補）』（有斐閣・2005年）127頁、大谷實『刑
法講義各論（新版第４版）』（成文堂・2009年）157頁、曽根威彦『刑法各論（第５版）』

（弘文堂・2012年）83頁など。
23 松宮孝明『刑法各論（第３版）』（成文堂・2012年）139頁、山口・前掲注（15）
137頁。
24 大谷・前掲注（22）156頁、西田・前掲注（21）105頁。
25 山口・前掲注（15）130頁。
26 時武英男「刑法におけるプライバシーの保護」中山研一・西原春夫（編）『現
代刑法講座　第４巻　刑法各論の諸問題』（成文堂・1982年）138 ～ 139頁も、
本罪をプライヴァシー保護の規定であることを前提として、「信書の内容がた
とえ国・地方公共団体の秘密であろうと、また発信人・受信人のいずれかが国
などであろうとそれは必ずしも問うところではない……なぜなら、本罪が保護
しようとするのは私人のプライバシーであるからその可罰性の根拠は、信書の
内容もしくは開披行為にではなく、信書の開披によって他人に知られたくない
内容・事柄つまりプライバシーが侵害されたという点にある」と述べている。
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を他者に公表する行為等については本罪によって評価されるものではな
い。

第３節　支払用カード電磁的記録不正作出準備罪

　刑法163条の４第１項は、人の財産上の事務処理を誤らせる目的で、
その事務処理の用に供する電磁的記録であってクレジットカードその他
の代金又は料金の支払い用カードを構成するものを不正に作出する行為

（163条の２第１項前段）や、預貯金の引出用のカードを構成する電磁的
記録を不正に作出する行為（163条の２第１項後段）の用に供する目的で、
①電磁的記録の情報を取得する行為と、②情を知ってその情報を提供す
る行為を処罰対象とする。不正に取得された電磁的記録の情報を同様の
目的で保管する行為（163条の４第２項）や、器械又は原料を準備する行
為（163条の４第３項）も処罰される。
　163条の４は情報窃盗的な性質を有する犯罪類型であると同時に、163
条の２の予備罪となっている。これらの罪は、電子機器を用いてカード
の電磁的記録をひそかに取得して（スキミングにより）カードを偽造し、
偽造カードを利用して商品の購入等が行われるようになったので、この
ような事態への対処方法として新設されたものである27。対象となる電
磁的記録の情報は、支払用カードによって支払いを行うためのシステム
において、情報処理の対象となるひとまとまりの情報であるとされてお
り、情報の「取得」は、スキミングによって不正に取得する行為や、記
録媒体に記録されたカード情報を記録媒体ごと取得する行為など、自己
の支配下に情報を移転させる行為をいう28。このように、個人のカード
情報を不正取得する行為が処罰対象となっているものの、支払用カード
電磁的記録に関する一連の犯罪は、社会的法益としての「支払用カード
を構成する電磁的記録の真正さ、ひいては支払用カードを用いた支払決
済システムに対する社会的信頼」を保護法益としている29ので、個人の

27 山口・前掲注（15）486頁。
28 山口・前掲注（15）494頁、高橋則夫『刑法各論』（成文堂・2011年）537頁など。
29 山口・前掲注（15）487頁、高橋・前掲注（28）532頁。
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カード情報は反射的に保護されるにすぎない。

第４節　不正指令電磁的記録に関する罪

　近年増加しているコンピュータ・ウイルスによるコンピュータへの攻
撃や、コンピュータ・ウイルスを悪用した犯罪を防止するために、「犯
罪の国際化および組織化並びに情報処理の高度化に対処するための刑法
等の一部を改正する法律案」が第159回通常国会（平成16年）に提出され、
2011（平成23）年の刑法改正で「不正指令電磁的記録に関する罪」が設け
られた。これによって、刑法168条の２の「不正指令電磁的記録作成等罪」
では、正当な理由なくコンピュータ・ウイルス等を作成、提供する行為
が処罰され、168条の３の「不正指令電磁的記録取得等罪」では正当な理
由なくコンピュータ・ウイルスを取得、保管する行為が処罰される。こ
れらの犯罪類型は、コンピュータ・ウイルスによる情報流出を防ぐため
に創設されたといわれているが、情報という個人的法益を保護するとい
うよりも、コンピュータ・プログラムの安全性・健全性に対する公共の
信用という社会的法益に対する抽象的危険犯として規定されている30。
したがって、本罪においては、コンピュータ・ウイルスによって個人情
報が漏洩されない利益が反射的に保護されているといい得るが、コン
ピュータ・ウイルスの作成・提供等の行為によって実際に個人情報の漏
洩が発生したか否かということは本罪における法的評価の対象外である。

第５節　不正アクセス禁止法

　不正アクセス禁止法は1999（平成11）年に成立し、2012（平成24）年に
改正された。
法３条では「何人も、不正アクセス行為をしてはならない」と規定され
ており、２条４項は不正アクセスの定義について以下のように規定して

30 山中敬一『刑法各論（第２版）』（成文堂・2009年）627頁、曽根・前掲注（22）
268頁、伊東研祐『刑法講義各論』（日本評論社・2011年）427頁、山口厚「サイバー
犯罪に対する実体法的対応」ジュリスト1257号（2003年）18頁。
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いる。
　①アクセス制御機能を有する特定電子計算機に電気通信回線を通じて
当該アクセス制御機能に係る他人の識別符号を入力して当該特定電子計
算機を作動させ、当該アクセス制御機能により制限されている特定利用
をし得る状態にさせる行為（当該アクセス制御機能を付加したアクセス
管理者がするもの及び当該アクセス管理者又は当該識別符号に係る利用
権者の承諾を得てするものを除く。）
　②アクセス制御機能を有する特定電子計算機に電気通信回線を通じて
当該アクセス制御機能による特定利用の制限を免れることができる情報

（識別符号であるものを除く。）又は指令を入力して当該特定電子計算機
を作動させ、その制限されている特定利用をし得る状態にさせる行為（当
該アクセス制御機能を付加したアクセス管理者がするもの及び当該アク
セス管理者の承諾を得てするものを除く。次号において同じ。）
　③電気通信回線を介して接続された他の特定電子計算機が有するアク
セス制御機能によりその特定利用を制限されている特定電子計算機に電
気通信回線を通じてその制限を免れることができる情報又は指令を入力
して当該特定電子計算機を作動させ、その制限されている特定利用をし
得る状態にさせる行為
　これらの行為のいずれかに該当するものが「不正アクセス行為」である。
　続いて、2012（平成24）年の改正により、「何人も、不正アクセス行為

（第２条第４項第１号に該当するものに限る。第６条及び第12条第２号
において同じ。）の用に供する目的で、アクセス制御機能に係る他人の
識別符号を取得してはならない」とする４条と、「何人も、不正アクセ
ス行為の用に供する目的で、不正に取得されたアクセス制御機能に係る
他人の識別符号を保管してはならない」とする６条が新設され、処罰の
対象となることが12条で定められた。
　４条と６条の新設により、他人の識別符号（ID とパスワード）を不正
取得する行為と不正保管する行為が犯罪化された趣旨は、従来から禁止・
処罰の対象となっていた「不正アクセス行為の禁止の実効性を確保する
ためであるが、不正アクセス行為につながる危険性が大きいのは、不正
アクセス行為の用に供する目的で他人の識別符号を取得したり保管した
りする場合であり、不正アクセス行為の用に供する目的がない取得行為
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や保管行為は、仮にそれが不正なものであっても不正アクセス行為につ
ながる危険性は小さく、そのような行為まで禁止・処罰の対象とするこ
とは適当ではないことから、目的要件により禁止・処罰の対象範囲が限
定されたものである」31とされている。４条と６条により、ID とパスワー
ドという個人情報が保護法益として位置付けられているように見えるも
のの、条文が目的犯構成を採っていることから、識別符号の不正取得罪
と不正保管罪は、その先にある不正アクセスを未然に防ぐための手段と
して位置付けられていることがわかる32。
　次に、５条は「何人も、業務その他正当な理由による場合を除いては、
アクセス制御機能に係る他人の識別符号を、当該アクセス制御機能に係
るアクセス管理者及び当該識別符号に係る利用権者以外の者に提供して
はならない」と規定することにより、不正アクセス行為を助長する行為
が禁止され、処罰の対象となっている（12条・13条）。
　続いて、実在するアクセス管理者になりすましてフィッシングサイト
を公開したり、フィッシングメールを送信したりすることにより、利用
権者に ID・パスワードを入力させてだまし取るといったフィッシング
行為も７条により禁止され、12条４号により処罰されることとなった。
条文は次の通りである。

　７条（識別符号の入力を不正に要求する行為の禁止）
　「何人も、アクセス制御機能を特定電子計算機に付加したアクセス管
理者になりすまし、その他当該アクセス管理者であると誤認させて、次

31 蔵原智行「『不正アクセス行為の禁止等に関する法律の一部を改正する法律』
について」警察学論集65巻６号（2012年）25頁。
32 渡邊卓也「不正アクセス罪の罪質とその立法動向」Law & Practice No.07

（2013年）134頁によると、「不正アクセスの用に供する目的」が「識別符号の転
得者が不正アクセス行為に及ぶ可能性があることを認識しつつ、当該識別符号
を第三者に提供する目的」も含むと解されることから、不正アクセス行為を助
長する罪（５条）であり、不正アクセスの予備罪である識別符号提供を行う目
的で識別符号を取得及び保管する行為を４・６条において犯罪化することは、

「予備の幇助の予備を処罰する規定となり得る」ので、「過度の処罰の拡張との
批判が向けられる余地」があるとされている。
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に掲げる行為をしてはならない。ただし、当該アクセス管理者の承諾を
得てする場合は、この限りでない。
　１　当該アクセス管理者が当該アクセス制御機能に係る識別符号を付
された利用権者に対し当該識別符号を特定電子計算機に入力することを
求める旨の情報を、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆に
よって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に
送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）を
利用して公衆が閲覧することができる状態に置く行為
　２　当該アクセス管理者が当該アクセス制御機能に係る識別符号を付
された利用権者に対し当該識別符号を特定電子計算機に入力することを
求める旨の情報を、電子メール（特定電子メールの送信の適正化等に関
する法律（平成14年法律第26号）第２条第１号に規定する電子メールを
いう。）により当該利用権者に送信する行為」

　フィッシング行為は、不正アクセス禁止法が制定された1999年当時に
は想定されていなかったので、旧法では禁止・処罰の対象とされていな
かったが、他人の識別符号の不正取得手段としてフィッシングが多用さ
れるようになり、不正アクセス行為やこれを手段とする詐欺等につなが
る危険性が高い33ことから、新たに処罰の対象とされることとなった。
７条１号で禁止されるのは、フィッシングサイトを公開して識別符号を
入力させるフィッシング行為であり、７条２号ではフィッシングサイト
を用いるのではなく、電子メールを利用者に送信することによって識別
符号を詐取するフィッシング行為が禁止される。
　このように、不正アクセス禁止法では、①不正アクセス行為、②不正
アクセス行為を助長する行為、③他人の識別符号を不正取得・不正保管
する行為、④識別符号の入力の不正要求行為（フィッシング行為）が禁止・
処罰の対象とされている。
　③④の犯罪により、識別符号という個人情報そのものが保護法益とし
て位置付けられているようにも見えるが、本法において、識別符号は個
人的法益として保護されているのだろうか。まず、この法律の目的は「不

33 蔵原・前掲注（31）30頁。
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正アクセス行為を禁止するとともに、これについての罰則及びその再発
防止のための都道府県公安委員会による援助措置等を定めることによ
り、電気通信回線を通じて行われる電子計算機に係る犯罪の防止及びア
クセス制御機能により実現される電気通信に関する秩序の維持を図り、
もって高度情報通信社会の健全な発展に寄与すること」（１条）とされて
いる。そして、法改正前は不正アクセス行為とそれを助長する行為のみ
が処罰対象とされており、不正アクセス行為を処罰することは結果的に
は情報の不正入手を処罰することと同じであるが、情報の取得が不正ア
クセス罪の成立要件とされていなかった34ことから、不正アクセス禁止
法の保護法益は、「ID およびパスワードなどによる認証システムによっ
て担保されているアクセス制御に対する社会的な信頼、すなわち正当な
利用者がアクセス制御機能によって正しく識別されていることに対する
信頼」35であり、不正アクセス罪は社会的法益に対する犯罪である36と解
されていた。法改正により識別符号の不正取得等が禁止・処罰の対象と
なったものの、その目的は不正アクセスの予防と、不正アクセスを手段
とする他の犯罪の予防であることに鑑みれば、不正取得等の罪も不正ア
クセス罪等と同様に社会的法益に対する罪としての性格を有していると
考えられる37。

34 不正アクセス対策法制研究会『逐条　不正アクセス行為の禁止等に関する法
律［補訂］』（立花書房・2001年）24頁以下。
35 前掲注（34）21頁以下。
36 成瀬幸典「不正アクセス罪についての一考察」『阿部純二先生古稀祝賀論文
集』（第一法規株式会社・2004年）365 ～ 368頁では、「アクセス制御機能に対す
る社会的な信頼」の実質的な意義について議論が展開されている。論者による
と、コンピュータの利用につきアクセス制限を付加するいくつかの目的には社
会的な意義・性格が付与されていることから、その目的の達成手段であるアク
セス制御機能も原則的に社会的信頼の対象となる。社会的な意義を有するアク
セス制限の目的として、①情報またはシステムの「不正操作の防止」、②情報
の「機密性の保持」、③情報等の「真正性の保証」が挙げられている。
37 不正アクセス禁止法制研究会『逐条　不正アクセス行為の禁止等に関する法
律［第２版］』（立花書房・2012年）によると、不正アクセス行為は処罰するこ
とが適当な行為であると認められるにしても、前法律的に反規範性を有する行
為であるとまではいえないということから、不正アクセス罪は行政犯である（77
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　以上のように、個人情報保護の側面のある規定には様々なものがあり、
情報を個人との関係において保護する規定・法律は、秘密漏示罪と信書
開封罪、後述する個人情報保護法であるといえる。支払用カード電磁的
記録不正作出準備罪や、不正アクセス禁止法所定の不正アクセス罪・不
正アクセス助長罪は社会的法益に対する罪であり、これらの犯罪の下で
は個人情報は反射的・結果的に保護されるにすぎない。そして、不正ア
クセス禁止法の改正によって新設された識別符号の不正取得罪・不正保
管罪と、識別符号の入力の不正要求（フィッシング）の罪も、ID とパス
ワードという個人情報が不正に扱われるのを禁止するという側面はある
ものの、その目的は不正アクセスの防止であり、個人情報そのものが保
護法益として位置付けられているとはいえないだろう。

第６節　個人情報保護法

第１項　成立過程と概要
　個人情報の漏洩や悪用を防ぎ、個人情報の取り扱いを規制する一般法
として、2003（平成15）年に「個人情報の保護に関する法律」（個人情報
保護法）が成立した。ここでは、個人情報保護法の成立過程38と、法律
の概要について説明する。
　日本の行政機関においては、1959（昭和34）年３月から電子計算機が
使用されるようになり、行政効率の向上という利益が重視されると共に、

～ 78頁）。そして、他人の識別符号の不正取得や不正保管等の罪を不正アクセ
スの「準備段階の罪」であると位置づけ、「行政犯については命令、禁止により
達成しようとしている行政上の目的が保護法益である」ことから、不正アクセ
ス関係の犯罪は「電気通信回線を通じて行われる電子計算機に係る犯罪の防止
及びアクセス制御機能により実現される電気通信に関する秩序の維持を図り、
もって高度情報通信社会の健全な発展に寄与する（第１条）ことが法益となる」
と解する。より具体的には、「このような犯罪の抑止力としての、また、ネッ
トワークの利用、接続の基礎としてのアクセス制御機能に対する社会的信頼に
法益がある」とされている（139 ～ 140頁）。
38 宇賀克也『個人情報保護法の逐条解説（第４版）』（有斐閣・2013年）１頁以下、
宇賀克也『個人情報保護の理論と実務』（有斐閣・2009年）３頁以下、51頁以下参照。



論　　　説

［25］ 北法65（3・276）770

コンピュータによる個人のプライヴァシー侵害が懸念され始めた。その
ような背景を受けて、1975（昭和50）年に行政監理委員会は「行政機関
等における電子計算機利用に伴うプライバシー保護に関する制度の在り
方についての中間報告」を提出した。その後、1980（昭和55）年には「プ
ライバシー保護と個人データの国際処理についてのガイドラインに関す
る OECD 理事会勧告」が出され、その勧告付属文書に OECD８原則39と
いう個人情報保護の基本原則が示されている。これは、個人情報保護の
法制化を行っていた米仏独等の法律を参照して、個人情報の自由な流通
の必要性に配慮しつつ個人情報保護を図るためのもので、個人情報保護
の国際的な基本原則となっている。この OECD 理事会勧告が、加盟国
に対して各々の国内法の中で OECD８原則に配慮することを要求した
ことにより、日本も個人情報保護法制についてさらなる検討を迫られた。
　OECD８原則後の日本は、行政部門における個人情報保護法制の整備
を優先させるようになった。その契機となったのは、1983（昭和58）年
の第２次臨時行政調査会答申であり、この答申において「法的措置も含
め個人データに係る制度的方策について積極的に対応する」と提言され
たことである。このような動きを受けて、1988（昭和63）年に「行政機
関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」が制
定された。このように、行政部門における個人情報保護法制については
早くから議論がなされていた一方で、民間部門における個人情報保護の
一般法制定に関する議論は後退していた。
　しかし、1995（平成７）年に EU が「個人データ処理に係る個人の保
護及び当該データの自由な移動に関する欧州議会及び理事会の指令（EU
個人情報保護指令）」を出し、その25条において、個人データの第三国
への移転は、当該第三国が十分なレベルの情報保護措置を確保している
場合に限って行うことができると規定されている。これに加えて日本の
民間部門における個人情報漏洩事件が相次いだことから、1998（平成
10）年の高度情報通信社会推進本部の「高度情報通信社会推進に向けた

39 OECD８原則は以下の通りである。①収集制限の原則、②データ内容の原則、
③目的明確化の原則、④利用制限の原則、⑤安全保護の原則、⑥公開の原則、
⑦個人参加の原則、⑧責任の原則の８つから成る。
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基本方針」において、「民間による自主的取り組みを推進するとともに、
法律による規制も視野に入れた検討を行っていく必要がある」と規定さ
れるに至った。
　このような背景を受けて、1999（平成11）年６月の参議院本会議にお
いて当時の内閣総理大臣の小渕恵三が、個人情報保護のために必要な措
置について、「民間部門をも対象とした個人情報保護に関する法整備を
含めたシステムを速やかに整えることなどを示すものと認識しておりま
す」と答弁し、行政部門のみならず民間部門も含めた個人情報保護法制
が政府において行われることになった。1999（平成11）年11月19日には、
政府機関である高度情報通信社会推進本部の下に置かれていた個人情報
保護検討部会によって「我が国における個人情報保護システムの在り方
について（中間報告）」が出され、2000（平成12）年10月には高度情報通
信社会推進本部の個人情報保護法制化専門委員会による「個人情報保護
基本法制に関する大綱」が、「中間報告」を踏まえた上で出されている。
　そして、前述の「大綱」を基にして、第156回通常国会（平成15年）に「行
政機関の保有する個人情報の保護に関する法律案」、「独立行政法人等の
保有する個人情報の保護に関する法律案」、「情報公開・個人情報保護審
査会設置法案」、「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の
施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案」「個人情報の保護に関す
る法律案」の個人情報保護関係５法案が提出され、可決成立した。
　以上のように、日本の個人情報保護のための一般法は、まず行政部門
において整備され、その後の国際情勢や日本国内における世論の要求に
よって、民間部門における個人情報保護法制が整備されるに至った。個
人情報保護関係５法の制定により、日本の個人情報保護法制の体系は次
の通りになる。
　個人情報保護法は、１章から３章までの基本法にあたる部分と、４章
から６章までの、民間部門の個人情報保護の一般法にあたる部分から成
る。そこで、民間部門には個人情報保護法の１章から６章までが適用さ
れ、国および実質的に政府の一部をなす法人には、個人情報保護法の１
章から３章までに加え、行政機関個人情報保護法と独立行政法人等個人
情報保護法が適用される。そして地方公共団体には、個人情報保護法の
１章から３章までと、各地域の個人情報保護条例が適用される。つまり、
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個人情報保護法の１章から３章までは、様々な機関が保有する個人情報
を包括的に保護する基本法として位置づけられている。
　ここからは、個人情報保護法の規定内容について述べる。
　個人情報保護法では、個人情報は次のように定義される。まず、生存
する個人に関する情報であり、当該情報に含まれる氏名、生年月日その
他の記述等により特定の個人を識別することができるものである。他の
情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別するこ
とができることとなるものも個人情報に含まれる（２条１項）。加えて、

「個人データ」とは、個人情報のうち「個人情報データベース等を構成す
る個人情報」であるとされている（２条４項）。この法律において個人情
報と個人データを区別した理由は、開示請求等の対象となるのは、体系
的に整理され、容易に検索できる個人情報に限定するとしたことにあ
る40。また、死者の個人情報が対象外となっているのは、情報の開示請
求等の自己情報コントロール権を有するのは生存者であり、死者に関す
る個人情報が同時に遺族の個人情報ともいえる場合には、それを生存者
である遺族等の個人情報として保護すれば足りるからであると理解され
ている41。
　個人情報保護についての義務規定である本法４章が適用されるのは、

「個人情報取扱事業者」である。個人情報取扱事業者とは、「個人情報デー
タベース等を事業の用に供している者」のことであるが、国の機関、地
方公共団体、独立行政法人、地方独立行政法人、その取り扱う個人情報
の量および利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ないも
のとして政令で定める者を除くとされている（２条３項）。「政令で定め
る者」については、個人情報保護法施行令２条によって、「その事業の
用に供する個人情報データベース等を構成する個人情報によって識別さ
れる特定の個人の数の合計が過去６か月以内のいずれの日においても
5000を超えない者」とされている。つまり、「個人情報取扱事業者」は
5000件以上の個人情報を扱う民間事業者であり、日本国内の多くの企業
等がこれに該当する。

40 平松毅『個人情報保護―理論と運用』（有信堂・2009年）73頁。
41 宇賀・前掲注（38）『理論と実務』57 ～ 58頁。
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　このように主体を限定した上で、個人情報保護法４章は個人情報取扱
事業者が遵守すべき義務について規定している。本法では個人情報の利
用目的の特定（15条）、利用目的による制限（16条）、個人情報の適正な
取得（17条）、取得に際しての利用目的の通知等（18条）のほか、個人デー
タの内容の正確性の確保（19条）、安全管理措置（20条）、従業員の監督（21
条）、データの委託先の監督（22条）、第三者提供の制限（23条）、個人情
報の取り扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理（31条）などが義務と
して定められている。これらの義務は、前述の OECD８原則の考え方
を具体化したものであると考えられている42。
　本法の特色には、個人情報取扱事業者による個人情報の不当な取り扱
いにつき、多様な救済システムを採用していることが挙げられる。個人
情報取扱事業者自身（31条）、認定個人情報保護団体（42条）、地方公共
団体（13条）、そして国（９条）などが苦情処理にあたることが定められ
ている。しかし、このような苦情処理システムによって解決を図ること
ができない場合につき、個人情報取扱事業者の事業を所管する主務大臣
は報告徴収（32条）、助言（33条）、勧告（34条１項）、違反行為の中止そ
の他違反を是正するために必要な措置をとるべきとする命令（34条２・
３項）をすることができる。そして、実効性担保の手段として、違反行
為につき直接刑罰を科すという方式ではなく、個人情報取扱事業者が命
令に従わない場合に初めて刑罰（６か月以下の懲役または30万円以下の
罰金）を科すという間接罰方式を採っている（56条）。

第２項　刑罰に関する議論
　第１項で見てきたように、個人情報保護法では間接罰方式が採られて
いる。個人情報には様々な内容のものが含まれており、個人情報取扱事
業者の義務内容も多岐にわたっていることから、違反行為に対して一律
に直接刑罰を科すという方法を採らなかったことは、その限りでは了解
可能である。しかし、主務大臣の命令に違反して初めて刑罰を科すとい
う方法は、企業等による個人情報の大量漏洩のような重大な情報侵害に
対応できるのだろうか。この点を検討するため、第２項では個人情報保

42 園田寿「個人情報保護法の成立」現代刑事法55号（2003年）81頁。
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護法における罰則として、直罰方式ではなく間接罰方式が採用されるに
至った経緯について、（１）個人情報保護検討部会43と（２）個人情報保
護法制化専門委員会44の議論を通して概観する。そして、通産省（現・
経済産業省）および大蔵省（現・財務省）によって設置された「個人信用
情報保護・利用の在り方に関する懇談会」が1998（平成10）年６月12日
に公表した報告書を併せて参照する。

第１款　個人情報保護検討部会の議論
　まず、1999（平成11）年７月23日の第１回個人情報保護検討部会にお
いて、「罰則の在り方とその適用範囲」について、安冨潔委員は「刑事罰
の関係で最も考えなければいけないのは、保護すべき個人情報の範囲」
であり、「法規制によって自由な情報の流通というものが阻害されては
ならない。他方で、情報保護のために刑事罰が必要になってくることも
ある」が、情報保護のために刑罰を用いる根拠は何かということが問題
となると述べている。そこで、安冨委員は従来の刑法の財産犯の枠組み
で情報を捕捉することができるのかということも含め、保護すべき個人
情報の範囲について議論が必要であると述べている。
　保護法益としての個人情報という問題は、第２回以降の検討部会でも
議論されている。1999（平成11）年８月６日の第２回の部会において、
安冨委員は「刑事罰ということになりますと、伝統的な刑法の枠組みの
中で考えることになりますから、どういう保護法益ととらえるかという
非常に難しい議論になってまいりますし、少なくとも今の日本の刑法で
は、現実の空間といいますか、そういう場で物理的に存在する物の保護
という発想から保護法益を理解していく考え方から抜け切っておりませ
んから、バーチャルというか、電子空間のようなものとそうでない現実
の空間との境がなくなってきたという発想は、なかなか刑事法の中では
とりにくいということがあります」と述べている。第１回検討部会にお

43 個人情報保護検討部会の議事録は、http://www.kantei.go.jp/jp/it/privacy/
index.html を参照した。
44 個人情報保護法制化専門委員会の議事録は http://www.kantei.go.jp/jp/it/
privacy/houseika/index.html を参照した。
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ける前述の発言と同様に、情報という異質なものを、存在が明確な財物
と同様に扱うことの困難性に言及している。
　続いて、1999（平成11）年９月21日の第５回検討部会では、日弁連が
1998（平成10）年に発表した「個人情報大綱」を題材に議論が展開された。
日弁連の大綱は、プライヴァシーを始めとする個人情報の保護を主目的
とする法律を制定し、個人情報の妥当な保護のために必要最小限度の罰
則を設けるべきであるとの立場によるものである。
　これに対して安冨委員は、「財産権的な考え方でこの個人情報という
のをとらえての罰則規定の御趣旨なのでしょうか。あるいは……もし民
間部門の方で刑罰規定を設けるとするならば、いかなる保護法益に対す
る侵害行為に対して処罰を設けるという構想なのか」と質問したところ、
大綱について報告した弁護士は、プライヴァシーを保護法益としつつ、
様々なルール違反行為の中でも「罰則によって規制しようというのはも
うちょっと実質的な侵害につながるようなものに限定」して、情報を不
正入手する行為と、情報を渡す行為を中心に構成すると述べている。質
問者の安冨委員が要約するところによると、「個人情報というもの、そ
れに一定の価値があるとして、それを侵害するから罰するということで
はなくて、行為態様について、不正な活動というか、それに実質的な違
法があると見るという理解」であり、「情報そのものの種類だとか、価
値とか、そういうところに着目をするとなかなか罰則を設けることはで
きない」ので、行為態様から捕捉するのがこの大綱の手法となっている。
大綱には、「保護法益としての個人情報」の範囲よりも処罰に値する行
為態様を検討する方が、刑罰の明確性に資するという問題意識があった
ように思われる。
　これまでの検討部会における議論や各種専門機関からのヒアリングを
踏まえて、堀部政男座長は「座長私案」を作成し、1999（平成11）年10月
20日の第７回検討部会において報告した。座長私案では、「そもそも罰
則の創設には謙抑的であるべきであり、他の手段によって実効性担保が
全く期待できない場合に限り、その創設を検討することが適切と考えら
れる」という一般論が提示され、「分野を問わず一律に罰則等の規制措
置を設けることについては、構成要件の明確化の観点から、前提として
全分野を通じた登録制度や届出制度の創設が必要となる可能性が高い」
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ことが指摘されている。
　このように、座長私案は罰則を設けることに対して慎重な姿勢を採っ
ているが、鈴木文雄委員は「不当な収集」、換言すれば「情報窃盗」につ
いての刑法の手当というものを考える必要があるのではないかと問題提
起している。これに対して、安冨委員は「情報というのは財産だけに純
化できるものではありません。そういう意味で言いますと、情報窃盗と
いうものを果たして現行の刑法の枠組みの中で、果たして処罰できるよ
うにつくり上げられるかというと、恐らくこれは非常に難しいだろうと
思います」と述べている。
　また、安冨委員は保護法益よりも行為態様に着目して、これに何らか
の規制をかけて罰則を作ることが可能かどうかという問題提起も行って
いる。ここでは、個人情報の収集権限のあるところに何らかの形で登録
されている情報を不正な行為によって盗む、漏洩するという行為態様な
ら罰則を設けることが可能だと思われるが、およそ広く一般的に不正な
入手ということを処罰するのは、現行刑法の枠組みからいって困難であ
ることが指摘されている。これに対しては、情報の侵害について苦情処
理や相談窓口はあるものの、社会的な抑止力になっているとはいえない
という意見が原早苗委員から出された。また、情報には財物とは異なる
性質があるものの、売買の対象となっており、悪意による情報の詐取等
に刑事罰を与えることができるような法的整備が必要であるという西垣
良三委員の意見もあった。このように、個人情報の漏洩などに有効に対
処すべきであるという社会的な問題意識と、「個人情報窃盗」を犯罪構
成要件化することの困難性との矛盾が顕在化している。
　1999（平成11）年11月９日の第８回検討部会では、悪意による情報の
詐取については刑罰で臨むべきなのか、それとも情報窃盗罪の創設には
慎重になるべきかという議論がなされ、1999（平成11）年11月19日の第
９回検討部会では「我が国における個人情報保護システムの在り方につ
いて（中間報告）」が出された。この中間報告では、罰則について「刑事
法の一般理論として、罰則の創設には謙抑的であるべきであり、他の手
段によっては実効性担保が期待できない場合に限り、その創設を検討す
ることが適切である」「分野を問わず一律に罰則等を設けることについ
ては、各分野における個人情報の利用の形態等が様々であるので、構成
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要件の明確化の観点から問題が多い」「広く薄い罰則であっても、あら
ゆる分野の一般多数の事業者にとっては、自由な事業活動の阻害要因と
なるなど、他の保護されるべき権利、利益が損なわれるおそれがある」
といった理由から、「あらゆる分野を通じた一般多数の事業者を対象と
する基本法において、罰則等を創設することについては、慎重に考える
べきである」という結論に至った。

第２款　個人情報保護法制化専門委員会の議論
　個人情報保護検討部会では、一定以上の個人情報侵害行為につき罰則
を設けることが議論されたが、個人情報を従来の刑法の保護法益におい
てどのように位置づけるのかということと、犯罪としての構成要件化に
つき困難があったことから、中間報告において罰則の制定を提示するに
は至らなかった。続いて、検討部会の中間報告を受けて法制的な観点か
ら専門的な検討を行うために設置された個人情報保護法制化専門委員会
の議論について概観する。
　個人情報保護法制化専門委員会においても、個人情報保護検討部会と
同様に、外国法の参照、日本の現行法の分析、関係省庁のヒアリング等
を通して、保護されるべき「個人情報」とは何かということが議論され
ている。その中で、2000（平成12）年４月28日の第13回委員会において、
高橋和之委員から「苦情処理などを行政機関が勧告し、勧告を聞かなかっ
た場合にはサンクションを与えるというようなこともあり得るのではな
いか」との問題提起がなされた。これは、個人情報保護検討部会の中間
報告が直接的に刑罰を用いることに対して消極的な姿勢を採っているこ
とと、民事責任は必ずしも制裁として有効な方法とはいえないのではな
いかという疑問による。そこで、行政に勧告権限を与え、勧告を無視す
るような場合には罰則の対象とすることを視野に入れてもよいというの
である。このような考え方は、現行個人情報保護法における間接罰方式
の原型となっている。
　2000（平成12）年９月８日の第24回委員会において、上谷清委員から「非
常に悪質な個人情報の処理をする者については何らかの罰則は是非設け
てほしい。当面、私が考えていますのは、第三者提供にまつわるような
不正な情報の処理です」という提案があった。上谷委員は、処罰範囲は
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①情報の内容面と②手段の悪質性の観点から限定することができるとし
た上で、個人情報取扱事業者に限らず一般の個人であっても、個人の秘
密に関わるようなものを第三者に提供したり、何らかの形で個人情報を
盗み出して第三者に提供したりする場合が罰則の対象となり得ると述べ
る。
　ここで小早川光郎委員長代理は、情報の内容と手段の悪質性からの二
重の絞りによる処罰範囲の検討方法につき、産業界は従業員が職務上の
横領背任のような形で、必ずしも秘密ではなくとも集積すれば経済的価
値があるものを、自己の利益のために使うような行為に対し処罰を要求
していると述べた。これに対して上谷委員は、そのように幅の広い保護
法益で重い罰則を科すことは困難であり、個人情報が集積して経済的価
値を帯びるということを構成要件化することも困難であると述べている。
　続いて2000（平成12）年９月14日の第25回委員会では、第24回委員会
で罰則につき意見を述べた上谷委員が出したＡ案と、委員会事務局が作
成したＢ案が議論の題材となった。
　まず、Ａ案では（ア）「正当な理由なく、人の秘密に属する個人情報を
第三者に提供した者及びその提供を受けた者について罰則を設ける」、

（イ）「情報を管理する者の同意を得ないで、人の秘密に属する個人情報
を取得した者について罰則を設ける」とされている。いずれも主体を限
定していないが、名誉毀損罪や侮辱罪等の個々の既存の刑事罰の対象に
ならないような個人の秘密についてうわさ話をするだけで罰則の対象に
なることにつながるのではないか、情報を受動的に得た受領者も罰則の
対象になるのかという疑問が司会者から出されている。
　一方、Ｂ案では（ア）「法令で定められた守秘義務規定に違反して提供
される個人情報であることを知りながら、それを取得した者について罰
則を設ける」、（イ）「（ア）に違反して取得された個人情報であることを
知りながら、それを第三者に提供した者について罰則を設ける」とされ
ている。そしてＢ案は、この委員会で一貫して問題となっている「悪質
な第三者提供」について、主務大臣は個人情報取扱事業者に対して単な
る改善指示を行うよりも、行政処分としての改善または中止命令をでき
ることとして、その違反について罰則を設けるという考え方が提示され
ている。
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　このように、Ａ案では「人の秘密に属する個人情報」の範囲が広くなっ
ているが、現代社会では大量に集積・蓄積された情報が本人に知らされ
ずに流通することが問題となっているという観点から、保護客体を集積
された個人情報や、個人情報データベースに限定する必要があるという
意見が藤原靜雄委員から出された。
　そして、2000（平成12）年９月29日の第27回委員会では、「大綱」の完
成に向けて、間接罰についての議論が展開されている。高橋和之委員は
第13回委員会において、「苦情処理などを行政機関が勧告し、勧告を聞
かなかった場合にはサンクションを与えるというようなこともあり得る
のではないか」と提案したが、第27回では「行政官庁から命令を出して
おいてそれに違反の場合というワンクッションを入れる罰則のつくり方
というのは……罰則の規定の仕方というのは基本は法律で定めることで
あるわけで、法律で罰すべきことを定めないで抽象的に定めて行政機関
が具体化するというようなやり方」に対しては、行政機関の裁量の拡大
という観点からの批判もあることを述べている。
　間接罰方式について、個人情報保護検討部会座長の堀部政男は、従業
員が個人情報を漏らしたり悪用したりしているケースには対応できない
のではないかと主張しているが、藤井昭夫内閣審議官は、事業者の監督
責任が問われる可能性があり、情報を漏らす等の行為をした従業員には
解雇の可能性があることを指摘する。
　このような議論を受けて、個人情報保護法制化専門委員会は、2000年
10月11日に大綱45を出している。罰則についての大綱は以下のとおりで
ある。
　「『個人情報』、『個人情報の取扱い』には様々なものがあるが、本基本
法制においては、これらを広く捉えるとともに、個人の権利利益の侵害
を事前に防止する仕組みとしていることとの関係で、これと並べて個人
情報の『質』と『侵害の態様』を重視する刑事罰の規定を設けることにな
じまない面がある……また、本基本法制において、個人情報の第三者提
供等を行政上の観点から規律するということになれば、その行政上の規

45 個人情報保護法制化委員会による大綱は http://www.kantei.go.jp/jp/it/
privacy/houseika/taikouan/1011taikou.html を参照した。
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律を確実に守らせるための仕組みが必要との考え方もあるところである。
　そこで、本基本法制においては、個人情報の第三者提供等について、
一定の要件の下に主務大臣が改善・中止命令を発し、それが守られない
場合に罰則が適用される仕組みを設けることが適当である。
　一方、政府は……個人情報の取扱いに関連する既存の各法律の守秘義
務規定を中心に、個人情報の『質』と『侵害の態様』に応じた個人情報保
護の観点から、早期に見直して罰則規定の整備を図るとともに、今後、
本基本法制の趣旨に沿って各関係の法律を整備するに当たっても、同様
の観点から罰則規定の整備を検討することが求められる」。
　このように、大綱では間接罰方式を採ることを明言しており、それが
法律に受け継がれている。個人の権利侵害を事前に防止する法的性格と
の関係で、個人情報の「質」と「侵害の態様」に基づく刑事罰とはなじま
ないとされているが、刑事罰には事後的な解決の他に予防という側面も
あることから疑問が残る。検討部会の中間報告とは異なり、専門委員会
では早い段階から、罰則の導入を視野に入れた議論が行われていたが、
処罰範囲が不当に拡大されないよう慎重な検討が行われていたことは両
者に共通する点である。間接罰方式について、「個人情報にはさまざま
な種類の情報が含まれており、個人情報取扱事業者にもさまざまな種類
の事業者が含まれているから、一律に違反行為に対する直罰方式を採用
しなかった法律の態度は妥当である。個人情報の中でも特に保護の必要
性が高いいわゆるセンシティブ情報、たとえば個人の医療情報や信用情
報などに関しては、直罰方式を含めたより厚い刑法的保護を特別法で導
入することを検討すべきであろう」とする学説46の他、「主務大臣の命令
を必要以上に強力なものとし、政府が個人事業者の日常的な業務にまで
広範に介入する可能性を開くものである」「情報の『質』を度外視して主
務大臣の命令違反といういわば行為無価値的側面からの一般的な処罰規
定を置くことについては原則的な問題がある」という批判47もある。
　個人情報を内容と侵害の行為態様によって区別すべきとする考え方は
委員会でも挙げられていたが、大綱および法律には反映されていない。

46 佐伯・前掲注（13）205頁。
47 園田・前掲注（42）82頁。
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検討部会も専門委員会も、刑罰の謙抑性の原則が重視されていたという
点では共通するが、第13回専門委員会の議論に見られるように民事責任
のサンクションとしての有効性が疑問視されていたことから、検討部会
の議論に比して罰則を設けることに抵抗感は少なかったようである。だ
が、その後の専門委員会の議論を見ると、個人情報の「質」と「侵害の
態様」に着目した規定を設けるには、その構成要件化が困難であるとい
う論調であったことも併せると、間接罰方式を提示する「大綱」は、刑
罰の行き過ぎた回避と濫用のいずれにも偏ることがないようにという問
題意識による暫定的な結論であったと思われる。しかし、実際には様々
な程度・内容のものを含む「主務大臣の命令違反」につき一律に罰則を
科すことによって、広く薄い罰則を設けることとなってしまった。この
ような方法のもとでは、企業による個人情報の大量漏洩という重大な違
反も、個人情報の取得後にその利用目的を本人に通知するのが多少遅延
したという比較的軽微な違反も、すべて同様に扱われ得ることになり、
罪刑の均衡を欠く。したがって、構成要件化が困難であるという指摘は
あるものの、比較法的考察などを通して、個人情報をその重要性と侵害
の行為態様という観点から分類した上で、妥当な保護のあり方を検討す
ることが求められる。

第３款「個人信用情報保護・利用の在り方に関する懇談会」報告書
　個人情報保護法制化のための議論と同時期に、個人信用情報の保護の
あり方についても議論がなされていた。「個人信用情報・利用の在り方
に関する懇談会」の報告書では、「個人信用情報保護のための措置」とし
て「民事訴訟手続きによる救済」「行政機関による監督」「自主規制によ
る対応」等の様々な手段が提案されており、刑罰についても次に引用す
る７つの詳細な提言48がなされている。
（１）個人信用情報の漏洩事件が数多く発生していることや、情報保有
者が情報管理を適切に行っていたとしても、外部のものの侵害行為を完
全には防止することができないことから、刑罰の適用により個人信用情

48 報告書「Ⅲ　個人信用情報保護のための措置」の「10．刑罰の適用等」を参照。
http://www.fsa.go.jp/p_mof/singikai/kojin/tosin/1a029e1.htm．
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報の漏洩、不正取得等の抑止を図ることが必要であると考えられる。情
報主体と契約関係にある場合には、契約に基づくコントロールが可能で
あるが、契約関係にない第三者の侵害行為については、刑罰による抑止
以外には特段有効な手段がない。
（２）刑罰の適用を考える場合、現状では個人情報一般について、その
侵害行為が刑罰の対象とされているわけではないこととのバランスや、
また、補充性の原則（他の手段で抑止が可能であれば、まず、それを用い、
刑罰は補充的に用いるとの考え方）を考慮する必要がある。したがって、
刑罰適用による保護の対象としては、個人信用情報の全てとするのは適
当ではなく、ハイリーセンシティブ情報や信用判断に直結する情報等重
要な情報に限定すべきであるとも考えられる。実際に情報漏洩、不正取
得等が生じる場合には、通常これら重要な情報も含まれていることから、
処罰の適用対象を限ったとしても問題解決に不都合は生じないものと考
えられる。他方、情報の内容・種類による区別は困難であり、与信業者
等が収集・保有する個人信用情報を全て対象とすべきという意見もあっ
た。なお、刑罰の対象とならないものについても、行政罰等により担保
措置を講じることは必要である。
（３）情報保有者による不正行為としては、情報の漏洩、不正提供、不
正利用があるが、これらに対し刑罰を科す必要がある。場合によっては、
いわゆる両罰規定によって法人に対しても刑罰（罰金）、業務停止等の
行政処分を課すことも考えられよう。なお、最近の事件の実態を見ると、
内部の従業員や元従業員が無断で不正提供、不正利用を行うケースが一
般的である。このようなケースについても、同様に処罰の対象とする必
要がある。また、従業員による不正に対しては刑罰の適用だけではなく、
業者自体が服務規定により処分を行うことも必要である。
（４）例えば、信用情報機関の内部の者、あるいはネットワークに侵入
した外部の者が登録データを改ざんする等情報の偽造を行った場合、電
磁的記録不正作出罪等刑法による一定の措置はあるが、個人信用情報の
内容の正確性が担保されることは、信用情報システムの維持に不可欠で
あること、また、情報主体にとっても情報の内容は個人の信用を左右す
るものであることから、同法が適用できない範囲に対する措置も必要で
ある。
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（５）業務受託者による不正行為として、情報を不正に蓄積し、それを
利用・提供することもあり、こういった行為に対する措置も必要である。
（６）外部のものによる不正行為として、窃取、詐欺、強迫その他不正
の手段により情報を取得することがある。従来、情報が記録されたフロッ
ピーディスク等の「物」を窃取した場合には窃盗罪の適用が可能であっ
たものの、情報自体の窃取は処罰できなかったが、個人信用情報の不正
な取得を刑罰の対象とする必要がある。
（７）近年の情報漏洩事件の多発は個人信用情報が名簿業者等で売買さ
れ、流通されるようになったことが一つの要因として考えられる。情報
の不正な流通を防止することは、これらの事件の再発の防止にも役立つ
ものと考えられる。この観点から、不正取得又は不正提供された情報で
あると知りつつ情報を入手し、その利用・提供を行うことに対する措置
も必要である。
　第１款・第２款で扱った個人情報保護検討部会と個人情報保護法制化
専門委員会による議論では、構成要件化が困難であること、刑罰の謙抑
性を担保しなければならないことを理由として、刑罰の適用について慎
重な姿勢が採られていた。個人情報保護法制化専門委員会の議論では、
個人情報の「質」と「侵害態様」に応じて、個人情報の侵害に対する処罰
の範囲を限定すべきとする見解が主張されていたものの、結果的に、専
門委員会の「大綱」にも個人情報保護法にも反映されていない。一般法
としての個人情報保護法制定のための議論に比して、「個人信用情報・
利用の在り方に関する懇談会」による報告書は、情報の侵害行為に対す
る刑罰の適用に積極的な姿勢を採っており、間接罰ではなく直接的な刑
罰の適用が示唆されている。報告書によると、個人信用情報保護の必要
性の根拠は次の通りである。
　まず、①個人信用情報の漏洩が相次いで社会問題となっており、この
保護のための法整備が緊急の課題となっていることである。次に、②個
人信用情報は、与信時に半ば強制的に提供を求められること、③その内
容も個人の信用力を判断するため、個人生活に係わる詳細な、かつセン
シティブな情報が中心であり、いわゆる与信業者のみが信用情報機関を
通じて登録された情報を利用することができ、与信業者間で共有される
ことが多いこと、そして、④情報の持つ経済的な価値が大きいため、実
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際に情報の不正入手・目的外利用の事件が発生していること49が根拠と
されている。このように、報告書において個人信用情報の刑法的保護が
積極的に提言されていることの背景には、個人信用情報の重要性がある。
そして、個人信用情報は「与信業者に対して開示しなければ与信を受け
られないという事情のもとで半ば強制的に提供させられるものであるか
ら、医者に対して自己の病歴等のプライヴァシーを開示しなければ適切
な医療が受けられない場合と同様の関係」にあるので、「秘密漏示罪で
保護されるのと同等の刑法的保護の適格性を有するものといいうる」50。

「報告書」においても刑罰の謙抑性・補充性には言及されていたが、個
人信用情報のこれらの特徴から、刑罰適用の必要性が重視されたものと
思われる。
　信用情報については、2006（平成18）年に貸金業法が改正され、41条
の16により「指定信用情報機関の役員若しくは職員又はこれらの職に
あった者は、信用情報提供等業務に関して知り得た秘密を漏らし、又は
盗用してはならない」との守秘義務が規定され、47条の３第１項５号に
より、守秘義務の違反が処罰されることが規定されている。
　そして、41条の38第１項は次のように定める。
　「加入貸金業者又はその役員若しくは職員は、次に掲げる調査以外の
目的のために加入指定信用情報機関に信用情報の提供の依頼（第１号の
資金需要者等及び第２号の主たる債務者に係る他の指定信用情報機関が
保有する個人信用情報の提供の依頼を含む。）をし、又は加入指定信用
情報機関から提供を受けた信用情報を返済能力等調査以外の目的に使用
し、若しくは第三者に提供してはならない。
１�．当該加入貸金業者の顧客である資金需要者等の借入金の返済能力そ

の他の金銭債務の弁済能力の調査
２�．前号に掲げるもののほか、当該加入貸金業者が締結する保証契約に

係る主たる債務者の借入金の返済能力その他の金銭債務の弁済能力の

49 報告書「Ⅱ基本的考え方　１．個人信用情報保護の必要性（５）」を参照。
http://www.fsa.go.jp/p_mof/singikai/kojin/tosin/1a029d1.htm.
50 西田典之「個人信用情報と刑事罰」『刑法解釈論集』（成文堂・2013年）303頁（初
出ジュリスト1144号（1998年））。
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調査」
　41条の38第２項は「加入貸金業者又はその役員若しくは職員は、加入
指定信用情報機関から提供を受けた信用情報について、これらの者に該
当しなくなった後において、当該信用情報を使用し、又は第三者に提供
してはならない」と規定することにより、個人信用情報の目的外使用を
禁止し、47条の３第１項６・７号により、目的外使用が犯罪となること
が定められている。
　指定信用情報機関制度は、信用情報の適切な管理や全件登録などの一
定の要件を満たす信用情報機関を内閣総理大臣が指定し、貸金業者が借
り手の総借入残高を把握できる仕組として新設された。刑法134条の秘
密漏示罪と各種職業の者による秘密漏洩の罪と同様、秘密や情報の漏洩
を処罰されるのは（共犯でない限り）あくまでも守秘義務者に限られ、
守秘義務者から何らかの方法で当該秘密や情報を知った非守秘義務者が
第三者にそれを漏らす行為は処罰対象ではないので、信用情報の保護が
十分であるとは必ずしもいえない。しかし、一般的な個人情報の漏洩等
を直接的に処罰する法規定が存在しない中、改正貸金業法の枠組みにお
いて信用情報が刑法的保護の対象とされているのは、個人情報の重要性
に基づく保護が行われているという点で妥当である。

第７節　小括

　本章では、日本の現行法において個人情報や個人の秘密がどの程度保
護されているのかということについて検討してきた。
　まず、刑法134条の秘密漏示罪をはじめとする様々な職業についての
秘密漏洩の罪によって、個人の秘密は様々な局面で厚く保護されている
ように見える。たしかに、個人情報の漏洩などの不正な取り扱いは、個
人情報や秘密を知る機会のある職業の者によることが多い。しかし、法
律で定められた守秘義務者以外の者による個人情報・秘密の漏洩が行わ
れる危険性もある。刑事事件を起こした少年の精神鑑定を行った医師の
秘密漏示罪が問題となった前掲最決平成24年２月13日では、ジャーナリ
ストＣが被告人の精神科医に対して情報提供を積極的に要求して、被告
人から得た情報をもとに少年についての書籍を出版したが、秘密漏示罪
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の教唆や幇助等で処罰されることはなかった。秘密漏示罪は特定の職業
の者が個人の秘密を漏らすことを処罰する規定であるがゆえに、何らか
の方法で個人の秘密を知った非守秘義務者が秘密を漏らし、それによっ
て秘密主体の利益が侵害されたとしても、処罰することはできない。秘
密漏示罪、そして各種の秘密漏洩の罪にはこのような処罰の間隙がある。
　続いて、信書開封罪は、個人の秘密に対する抽象的危険犯なのか、信
書の秘密の形式や信書を勝手に開かれない利益に対する侵害犯なのかと
いう点で争われている。そして、信書が個人のものに限定されるか否か
という点でも争われているが、信書の内容が個人に関するものであれば、
それを開封されたことによって個人情報や秘密を探知され得る。した
がって、本罪は信書という範囲内で個人情報や秘密を保護しているとい
える。
　秘密漏示罪と信書開封罪は個人的法益に対する罪であり、個人との関
係で情報や秘密を保護している。その一方で、不正アクセス禁止法や不
正指令電磁的記録に関する罪は、それぞれコンピュータ・プログラムの
安全性・健全性に対する社会の信頼、アクセス制御に対する社会的な信
頼が保護法益であるとされており、個人情報そのものは保護法益として
位置付けられていない。また、支払用カード電磁的記録に関する罪では、
電磁的記録の情報を窃取する行為が処罰の対象となるが、本罪の保護法
益は電磁的記録の真正性と支払決済システムへの社会的信頼であって、
個人のカード情報そのものではない。このように、現行刑法典では、個
人情報は断片的に保護されているにすぎない。
　個人情報保護の一般法としての法的性質を有するのが、個人情報保護
法である。本法では、個人を識別する情報が幅広く保護されており、個
人情報取扱事業者は個人情報保護のために様々な義務を有する。義務違
反に対して直ちに刑罰が発動されるのではなく、主務大臣の命令に違反
した場合に初めて罰則の対象となる。
　個人情報保護法の法制化につき、個人情報保護検討部会と個人情報保
護法制化専門委員会で議論が行われ、それぞれ「中間報告」及び「大綱」
が提示されている。個人情報の侵害に対する刑罰を設けることにつき、
両者ともに刑罰の謙抑性という観点を重視していたが、専門委員会は民
事責任の有効性に懐疑的であり、刑罰に対する抵抗感が少なかったよう
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に見受けられる。検討部会の中間報告には罰則について具体的な提案が
なかったが、専門委員会の大綱には主務大臣の命令違反に対して罰則を
設ける旨が記載されている。専門委員会の議論の段階においては、個人
情報の「質」と「行為態様」に応じた罰則の在り方が提案されていたにも
かかわらず、実際の大綱には間接罰という広く薄い刑罰方式が提示され、
それが現行法のもととなった。個人情報の「質」と「行為態様」に応じた
構成要件化が困難であることも議論の中で指摘されていたが、このよう
な罰則方式では重要な個人情報に対する重大な侵害も、軽微な個人情報
の侵害も同様に扱われることとなり、罪刑の均衡を欠く。情報の重要性
に応じた保護という点で、改正貸金業法が指定信用情報機関による信用
情報の漏洩等を処罰しているのは妥当である。現行の個人情報保護法の
ように広く薄い刑罰を一律に科すのではなく、個別具体的な状況に応じ
た構成要件化のための議論が必要である。
　そこで、個人情報の侵害に対する妥当な規制方法について検討するた
めに、第３章、第４章、第５章では、イギリス・フランス・ドイツの個
人情報保護法制における処罰規定についての判例・学説・第三者機関に
よる報告について触れ、刑罰や第三者機関による規制がどの程度功を奏
しているのかを検討する。

［付記］　本稿は、北海道大学審査博士（法学）学位論文（2014年３月25
日授与）「個人情報の刑法的保護の可能性と限界について」に加筆・修正
したものである。
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　　　　　２）OSC の展開と権力の壁
　第３節　TWO の発足とアリンスキー哲学の適用
　　　　　１）黒人地域の組織化と権力創出の論理
　　　　　２）公民権と福祉行政批判──誰のための「権力」か
　第４節　TWO の成功と挫折
　　　　　１）「参加」をめぐる軋轢と「統合」
　　　　　２）「モデル都市計画」と「参加」の壁
　　　　　３�）都市問題と「他者」──「公的空間」としての「コミュ

ニティ」
第３章　「中流」の「組織化」と秩序の模索
　第１節　新たな組織化の着手
　第２節　CAP の展開と位置づけ
　　　　　１）構造上の限界と課題
　　　　　２）CAP 形成の意図と意味──「権力化」とは何か
　第３節　アリンスキー「哲学」の思想的評価
　　　　　１）トクヴィルとアリンスキー──連続と非連続
　　　　　２）「コミュニティ」と「公衆」の再発見
終章

第１章�　ソール・アリンスキーによる「組織化」の理念形成と
その確立

「人間が同胞に対し、また社会に対し、義務を負う
ようになる最良の方法の一つは、彼らが疑いもなく
社会の一部であり、社会が彼らにとって十分な意味
を持っている、と感じさせることである。かくして、
人間は社会における相互的義務を自覚する。」
（Saul D.Alinsky, Reveille for Radicals （New York: 
Vintage Books, 1989）, p.40.）

第１節　「ジャングル」の組織化と20世紀都市リベラリズムの陥穽

　1945年6月、『ワシントン・ポスト』紙の論説は、６日間にわたって「バッ
クオブザヤーズ近隣協議会（The Back of the Yards Neighborhood 
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Council：BYNC）」の「奇跡」を特集した。記事を執筆したアグネス・メ
イヤー（Agnes E. Meyer）は、BYNC によって達成されたコミュニティ
内の「統合」を「秩序ある

0 0 0 0

革命（Orderly Revolution）」（傍点筆者、以下
同様）として称賛するとともに、当時「ラディカルな圧力集団」として
BYNC を批判した多くのリベラル政治家や知識人に対し、「彼らは人々

（people）から乖離し、「行動すること」に民主主義の活力を感じていな
いのだ」と反駁する BYNC メンバーの声を紹介している1。
　この記事において興味深いのは、この地域における労働組合やソー
シャル・ワークの展開が必ずしも住民の精神的・社会的安定に寄与して
いないことを強調している点である。BYNC 結成当時のバックオブザ
ヤーズの住民は、最低限のインフラすら不十分な生活に加え、工場の人
手不足、住宅不足による過密化、あるいは治安の悪化に苛まれ、シカゴ
に増加しつつある黒人地域と大差ない生活環境にあった。メンバーの一
人は、メイヤーに対して以下のように語っている。

「我々は、政府が困窮する国民からの圧力に対して応答的（responding）
であることが民主主義であると信じるものだ。民主主義にとっての
最大の希望は、アメリカ人が無気力を克服し、より多くの人々や集
団が彼らの必要性（needs）をはっきりと述べるようになることだ。
今日のアメリカはディレンマを抱えている。それは、ビッグ・ビジ
ネスや組織された労働者、グレインジなど、せいぜい４つか５つの
圧力集団が継続的に圧力を行使し、多数の未組織のアメリカ人が代
弁者を持たないことである。我々は何者か？　我々は、能動的（active）
で、知識があり（informed）、参加する（participating）、組織され
た市民（organized citizen）である。……我々は、冷たく除外され、
且つ諸権利を有する100万人のアメリカ人の一部である。我々はそ
れらの権利のために、戦うのだ。」2

　ここでの BYNC のメンバーらの声は、バックオブザーズを舞台にし
たアプトン・シンクレア（Upton Sinclair）の著『ジャングル』で描かれ

1 Agnes E. Meyer, “Orderly Revolution: I ─ The Back of the Yards 
Neighborhood Council,” The Washington Post, June 4, 1945, p.7.
2 Ibid.
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たような資本主義の威力に翻弄される無力で無知な移民労働者の姿と明
らかな対照をなしている。『ジャングル』の主人公ユルギスは、屠蓄場
での地獄のような「奴隷労働」に絶望し、彼の直面する問題のすべてが「一
挙に」解決されると信じて社会主義者に生まれ変わるに至った。対する
BYNC のメンバーらは、アメリカの民主主義を信じ、その機能不全を
彼ら自身の力によって解消すると主張している。この「対照」の背景に
あるものは何だろうか。
　まず確認すべきは、『ジャングル』で描かれた20世紀初頭のアメリカ
が、「革命」ともいえる政治経済上の転換を経験していた点である。ロ
バート・ウィービ（Robert Wiebe）が描いたように、それは大量生産シ
ステムの定着と資本の集中及び官僚制化の進展といった「合理化」時代
の到来を意味していた3。それに伴って、大企業と労働組合の指導者らは、
相互の調整や妥協に基づく、より「合理的」な労使関係構築のために足
並みをそろえはじめる。第一次世界大戦が始まると、ウッドロウ・ウィ
ルソン（Woodrow Wilson）政権は戦時下における労使関係の円滑化を
図るため労働問題調整委員会及び全国戦時労働局（National War Labor 
Board）を設置し、労使関係の調整はそれら機関と労働組合の間で行わ
れるようになった。その結果、労働組合勢力は拡大の途を辿り、（共和
党政権に移行した20年代の停滞期を経て）労働者の団結権が初めて保障
された全国労働関係法（National Labor Relations Act）制定後の40年代
半ばには、組合組織率はヨーロッパのそれに匹敵するレヴェルにまで達
した。とりわけ、大量生産工業に従事する未組織労働者の組織化を掲げ
てアメリカ労働総同盟（American Federation of Labor：AFL）から離
脱した産業別組合組織（Congress of Industrial Organizations：CIO）の
発展は目覚しく、CIO はニューディールの諸政策への支持を表明して
賃金や雇用の面での労働者の受益のために政治活動を強化していった。
また、大恐慌を契機として、人々の窮状を知る現場のソーシャル・ワー
カーの専門知は、ニューディールの諸政策が設置した社会保障制度や公
共住宅計画、リクリエーションプログラムなど、公的社会サーヴィスの

3 Robert H. Wiebe, The Search for Order: 1877-1920 (New York: Hill and 
Wang, 1967).
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運用と実施に求められ、ソーシャル・ワーカーの専門教育と人材供給が
急がれた4。
　このことは、長らく経済活動への不介入（自由放任主義）を貫いてき
た政府が産業の調整・組織化及び社会保障の制度化を積極的に主導し、
労働者の基本的権利に法的保障を与えた点で、アメリカ政治史における
重要な転換点と位置づけられる。ここで確立された経済活動や社会的不
平等に対する政府の介入や規制を意味する「リベラリズム」は、個人の
自由な発達という自由主義の基本理念を実現させるだけでなく、組織化
や制度化によって民主政治を真に実現させる新たな方法として、20世紀
半ばにかけて圧倒的な勢力を誇るようになった。
　しかしながら、バックオブザヤーズの住民は、自分たちは「代表され
ていない」と主張し、労働組合の組織率の向上と政治的影響力の増大に

「民主主義の活力」を感じていない。前述のとおり、彼らはニューディー
ルの諸政策が彼ら自身の実際の生活の向上に繋がっていないことに対し
て不満を抱いていた。メイヤーによれば、周辺のシカゴ大学セツルメン
ト・ハウスは BYNC の活動に無関心で、その存在は「意味のないなぐ
さみ物、偽善的ごまかし」に成り下がっていた5。こうして BYNC のメン
バーらは、CIO やソーシャル・ワーカーといった「リベラル」の活動が
彼らの日常生活と乖離していることに批判の眼を向けたのだった。
　もっとも、かかる事実は、必ずしもバックオブザヤーズをはじめとす
る工場「労働者」の強固な階級意識や結束の強さを意味するものではな
い。知られるように、アメリカにおいてはヨーロッパに見られたような
激しい階級対立がおきず、強力な労働者政党も出現しなかった。その要
因として、例えば封建社会の欠如、フロンティアの存在、移民社会といっ
た諸条件6のほか、近年では白人優越主義に基づく労働市場への新規参

4 Robert Fisher, Let the People Decide: Neighborhood Organizing in America 
(New York: Twayne Publishers, 1994), p.33.
5 Meyer, “Orderly Revolution: IV ─ Social Program of the Back of the Yards 
Neighborhood Council,” The Washington Post, June 7, 1945, p.9.
6 シーモア・Ｍ・リプセット（上坂昇・金重紘訳）『アメリカ例外論──日欧と
も異質な超大国の論理とは』明石書店、1999年。
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入集団に対する差別と排除の構造が指摘されている7。まさに、ストック
ヤードの人種的・民族的構成は、他のどの食肉工業地域よりも多様且つ
流動的で、人種・民族間の争いも絶えなかった。ストックヤードには、
世紀転換期に東南欧から大量流入したいわゆる「新移民」が多く定住し
たが、カトリック教徒である彼らの大半は故国において土地を持たない
貧農（peasant）で、先着のドイツ系やアイルランド系の熟練労働者との
文化的・技術的隔たりが大きかった。また、各民族の歴史的遺恨から生
じる新移民同士の激しい対立感情と、到着順に構成される職場での技能
序列は、彼らの団結を阻止する障壁となっていた。後述するように、バッ
クオブザヤーズの住民は、BYNC 成立まで、民族ごとに分離した生活
領域を固持していたのである。こうした経緯を踏まえて、メイヤーは以
下のように記している。

「BYNC のリーダーらとの会食で、私は今までにない感動を覚え
た。それは、人間の発展（human development）という観点から、
もし我々の国が真に民主的であるなら見られるであろう風景であっ
た。そこでは、５年前までは互いに嫌悪し、その存在を無視してい
た10数人の人々が、一堂に会していた。いまや彼らは友人のように
隣り合って座り、互いに争ってこの私に理解させている。個人が私
欲という拘束を解き、孤独や無関心、疑念が、共通善（common 
good）のための個々の努力の調和に敗退したとき、それが人間に
とって何をなしうるのかを。」8

　これらの記事から読み取れるのは、バックオブザヤーズの住民が当時
の「リベラル」から距離を置いた「民主的」理念の下でコミュニティ内の

「政治的統合」を実現したということである。彼らは、ニューディール
を構成する「リベラル」な組織・制度にむしろ異議を唱えることによって、

「統合」を実現したのだった9。そうだとすれば、BYNC の「理念」とはい

7 ディヴィッド・Ｒ・ローディガー（小原豊志ほか訳）『アメリカにおける白人
意識の構築──労働者階級の形成と人種』明石書店、2006年。
8 Meyer, “Orderly Revolution: III ─ Social Program of Back of the Yards 
Neighborhood Council,” The Washington Post, June 6, 1945, p.9.
9 これまでの研究においては、すでに世紀転換期から1920年代にかけて、バッ
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かなる原理から導かれたものなのだろうか。前述のとおり、アメリカに
おいて40年代から60年代に至るまでの時期は、いわばリベラリズム全盛
の時期にあたり、保守的な運動は周辺的なものに止まった。ルイス・ハー
ツ（Louis Hartz）がアメリカの思想的特質として「自由主義の絶対化」10

を指摘したのもこの頃である。こうしたイデオロギー的な安定期に、
BYNC はいかにして「リベラル」を相対化しつつ民主的「統合」を実現
したのだろうか。また、そのことはリベラリズムへの信頼が揺らぎ「保守」
の台頭が顕在化する60年代以降の政治的文脈と、どのような関係にある
のだろうか。
　本章の目的は、こうした問題に答えるために、BYNC の主張に投影
されているアリンスキーの思想内容を、実践に即して歴史的に解明する

クオブザヤーズの労働者はインフォーマルな接触を通じて人種・民族的な軋轢
を超えた階級意識を持つようになったことが明らかにされ、BYNC はそうし
たボトム・アップの「アメリカ化」の「仲介者」という位置づけがなされてきた。
これらの研究に共通するのは、エスニックであり、且つ労働者であるという自
己イメージを基礎としてニューディール体制の創造に主体的に関わっていくア
クターとしての労働者像であり、アメリカ「市民」の萌芽であった。James R. 
Barrett, Work and Community in the Jungle: Chicago’s Packinghouse Workers 
1894-1922 (Urbana an Chicago: University of Illinois Press, 1987); Robert 
Slaton, Back of the Yards: The Making of Local Democracy (Chicago: The 
University of Chicago Press, 1986); Thomas J. Jablonsky, Pride in the Jungle: 
Community and Everyday Life in Back of the Yards Chicago (Baltimore and 
London: The Johns Hopkins University Press, 1993). なお、スレイトンにおい
ては、バックオブザヤーズでは1930年代の後半においても民族集団間、あるい
は個人間の対立が非常に激しく、したがって BYNC は集団間の対立を緩和す
る「時宜を得た仲介者」として位置づけられている。他方、ヤブロンスキーは、
BYNC を成功に導いた民族集団間の協力関係は、グラスルーツレヴェルにお
ける同化がすでに進んでいたことを示すものであり、ゆえに BYNC は民族感
情を代弁する諸組織が寛容を学ぶ「集会所（forum）」であったと主張している。
本章は、これらの先行研究を踏まえたうえで、アリンスキーがバックオブザヤー
ズの「民主的統合」を導く上で依拠した独自の「民主化」哲学の内容とその本質
の解明に焦点を当てるものである。
10 ルイス・ハーツ（有賀貞訳）『アメリカ自由主義の伝統──独立革命以来の
アメリカ政治思想の一解釈』講談社学術文庫、1998年。
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ことである。

第２節　アリンスキー哲学の形成とその歴史的背景

１）アリンスキー哲学の原点とその特徴
　ソール・アリンスキーは、1909年、ロシア系ユダヤ人の移民の子とし
てシカゴに生まれ、ストックヤーズから３マイル北のユダヤ人貧困地区
で育った。彼は1926年、母親と離婚後カリフォルニアで事業を始めた父
親から援助を受けシカゴ大学に入学し、考古学を専攻するが、時まさに
大恐慌に突入したところであり、当初は経済的な動機から社会学の領域
に足を踏み入れた。1930年に大学を優等で卒業したのち、幸運にも大学
院に学ぶ奨学金を与えられた彼は、新しく犯罪学を専攻することになっ
た11。修士課程一年目には、シカゴのアル・カポネ率いるギャング団へ
のフィールド・ワークを行うとともに、師であるクリフォード・ショウ

（Clifford Shaw）に つ い て イ リ ノ イ 州 青 少 年 研 究 所（Institute for 
Juvenile Research）で少年非行の現状と要因に関するフィールド・ワー
ク研究に従事し、課程終了前の1931年の12月、同研究所の研究員として
採用された12。

11 David Finks, The Radical Vision of Saul Alinsky (New York: Paulist Press, 
1984), p.7.
12 Michael Patrick Connolly, “An Historical Study of Change in Saul Alinsky’
s Community Organization Practice and Theory 1939-1972,” (University of 
Minnesota, Ph.D. Dissertation, 1976), p.30; Sanford D. Horwitt, Let Them Call 
Me Rebel: Saul Alinsky , his Life and Legacy (New York: Vintage Books, 1989), 
p.23. アリンスキーは、ギャング団との接触において、それがシカゴ市の政党
や行政機関と結びついていることを直接に見聞し、彼らが慈善事業の主たる貢
献者であることも知った。また、アリンスキーは1933年、IJR からイリノイ州
ジュリエットにある州立刑務所にスタッフとして派遣され、そこでの観察と在
監者へのインタヴューから、犯罪と貧困の直接的な結びつきに関する知見を得、
文書にまとめている。Howitt, op.cit., p.30.
　アリンスキーの思想及び実践は、こうした経験から得た知識及び認識に
影響を受けているとアリンスキー自身も認めている。Saul Alinsky, “The 
Professional Radical: Conversations with Saul Alinsky,” Harper’s Magagine, 
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　当時、シカゴ大学社会学科は社会学において「シカゴ学派」と呼ばれ
る研究スタイルを生み出しており、1920年代はその黄金時代とされる13。
アリンスキーは、ここでシカゴ ･ スタイルとよばれる徹底したフィール
ド ･ スタディによる経験的調査を学んだ。シカゴ学派の研究領域の一つ
である犯罪研究は、20年代から30年代のアメリカの実証的な犯罪研究に
圧倒的な影響力を持ったとされ、ショウらのアプローチはその代表例で
あった。ショウらによる少年非行の「生態学的研究」は、犯罪や非行が、
少年の成長のプロセスや、当時のシカゴ市や近隣社会などの「コンテク
スト」の中に位置づけられていると捉えていた。このような彼らのマク
ロな社会構造・社会過程への着目は、特定の地区に貧困や病気、犯罪な
どが集中するという経験的事実を、居住者の属性に由来するものではな
く、都市の生態学的な構造の中でそれらの地区が占める位置に由来する
という解釈を可能にしたのである。これは、スラム地区などでの犯罪を
居住者の遺伝的性格などに起因するものとみなす当時の俗流優生学的な
議論への、強烈なアンチテーゼであった14。シカゴ学派に属する社会学
者としてのアリンスキーは、ショウやシカゴ学派黄金時代を担った一人
であるアーネスト・バージェス（Ernest Burgess）らの協力を得、生活
のほとんどをフィールド・ワークに費やした。このことは、「アリンス
キー哲学」（Alinskyism）の原点が、急速な工業化・都市化の只中で大規
模な社会的変化の渦中にある都市コミュニティの実態を解明しようとし
た当時のアカデミズムにあることを意味している。のちに出版される著
書『ラディカルの覚醒（Reveille for Radicals）』15において、アリンスキー
は既存の社会改革事業と対比しながら、「社会生活（social life）」を対立
する利益に基礎付けられたプロセスとして概念化している。これは、社
会における対立は個人や集団の利益（interests）の間の相違に基づくも
のである──かかる対立から引き出される調和は同化（accommodation）

(June 1965), p.47.
13 中野正大・宝月誠編『シカゴ学派の社会学』世界思想社、2003年、４頁。
14 同上、194頁。
15 この著書は、1946年に出版後『ニューヨーク・タイムズ』紙のベスト・セラー
リストに名を連ね、シカゴ大学出版会を驚かせた。Horwitt, op.cit., p.176.
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への一時的かつ不可欠な過程である──とするロバート・パーク（Robert 
Park）やバージェスの前提と一致する16。ここから敷衍して、『ラディカ
ルの覚醒』に示されたアリンスキーによるコミュニティ・オーガナイジ
ングの長期的な目標は、個人の「自己利益（self-interest）」を出発点とし
て、強欲（avarice）やご都合主義（opportunism）へと向かう個人の傾向
を、「社会的善（social goods）」や「共通の利益（common interests）」を
基礎とした相互作用的価値体系へと向かわせることとされた17。
　すでに見たように、アリンスキーはその後、コミュニティの組織化を
主導する活動家として全国的に名を馳せていくが、彼自身は1940年の青
少年機関全国会議（National Conference of Juvenile Agencies）におい
て、BYNC をコミュニティ・オーガナイジング理論の「新しい出発（new 
departure）」と位置づけていた18。彼はここで、自身の組織はそれまでの
社会改革事業が依拠してきた「慈愛（charity）」の精神から脱却し、その
立脚点を「権利（right）」の問題へと移行させる試みであると主張する19。
これは、組織化を個人の社会権に関わる活動と位置づけるもので、ソー
シャル・ワークの文脈も初期のアリンスキーによる組織化の重要な意義
をこの点に求めている20。だが、アリンスキーによる公的文書において
頻出するのは「権利（right）」ではなく、「権力（power）」という語なの
であり、その点で彼の組織化哲学を権利思想にひきつけて読み解くこと
は難しい。
　実際に、本章で見るバックオブザヤーズでの組織化の過程においては、
シカゴ学派の理論と実践を継承しつつも、都市における権力構造とコ
ミュニティの文化へのまなざしに立脚したアリンスキー独自の組織化ス
タイルが見出される。後述するように、それは、自ら、保守はもとより
リベラルとも一線を画す「ラディカリスト」と名乗るアリンスキーの思

16 Connolly, op.cit., pp.83-84.
17 Saul D.Alinsky, Reveille for Radicals (New York: Vintage Books, 1989), p.60.
18 Saul D.Alinsky, “A Departure in Community Organization”, Proceedings of 
the National Conference of Juvenile Agencies, January, 1940, pp.36-38.
19 Ibid.
20 Fisher, op.cit.
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想形成の「プロセス」であり、全体社会と機能的関係にある地域「コミュ
ニティ」の住民と彼らの「組織」を、民主主義の推進主体と見なして鼓
舞する「運動」の原型であった。アリンスキーは、恩師であるショウが
批判するセツルメント運動（社会改革運動）だけでなく、のちにショウ
をも批判して学問としての社会学から距離を置く。そして、CIO の指
導者ジョン・ルイス（John L. Lewis）との個人的な関係は維持しつつも、
当時の労働組合運動に対しても否定的な目を向け、「労働運動民主化の
使命は、我ら「ラディカル」こそがまっとうすべきである」21と断言する
に至る。
　では、アリンスキーのいう「ラディカル」とは何か。アリンスキーが
考えるラディカリズムは、トマス・ペイン（Thomas Paine）やトマス・ジェ
ファソン（Thomas Jefferson）らに代表されるアメリカの急進主義と軌
を一にしている。『ラディカルの覚醒』の第一章において、彼はまず、「ラ
ディカル」とは「民衆に共感し、民衆とともにあろうとする感情を抱く
人々」22と定義する。「ラディカル」は、金権支配に抗議し、奴隷解放に
立ち上がり、教育機会の拡大のために尽力し、そして労働者の機会均等
のために活動する人々である。彼らは、「共通の善を、同時に最大の個
人的価値と見なす人々」23であり、個人の価値が認められる社会、各人
がその持てる能力を自由に発揮でき、平等や正義、自由、尊厳が完全に
満たされる社会を実現するために率先して「行動」する人々である。ア
リンスキーによれば、リベラルは「少数派集団の権利について情熱的に
語り、選挙権に関する人頭税に反対し、リンチや人種差別に対し、反ユ
ダヤ主義に対し、あらゆる非人間的行為に対し抗議する。しかし、この
同じリベラルが、会合や集会で決議を成立させて、外へ出て、電車やバ
スで黒人の隣に座る立場に置かれると、彼らは本能的にわずかながら身

0

をずらせる
0 0 0 0 0

」24。つまり、リベラルは「観念として民衆を好む」25のであっ

21 Alinsky, Reveille for Radicals, p.34.
22 Ibid., p.15.
23 Ibid.
24 Ibid.
25 Ibid., p.19.
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てラディカルとは原理的にではなく
0 0 0 0 0 0 0 0

形式的に異なる。客観性や公正中立
な正義感を標榜するリベラルは、頭の中でのみ民衆を愛しているにすぎ
ないため、あらゆる人々との実際の交わりにおいては公正と不公正の
ディレンマに陥り、「行動できない」。「リベラルは異議を申し立てる

（protest）が、ラディカルは反抗する（rebel）」26のである。
　かかるリベラルとラディカルの相違は、権力の問題においてより明白
に露見する。リベラルは、思想的にはラディカルに同意するが、民衆が
目的を達成するための手段には同意しない。なぜなら、彼らは権力とそ
の行使に対しては極端な恐怖心を抱いているからである。アリンスキー
の言葉を借りれば、「彼らは力（power）を用いなければものを引き上げ
たり、動かすことができないことを認識していない」27。そして、この「力」
は組織によって生まれ、組織によって個人の自己決定と自律性を死守す
るために行使される。
　次に、「組織化」はどのように進められるのか。アリンスキーにとって、

「民衆の組織」は、自然発生的に生まれるものではない。多くの民衆は、
現状に打ちひしがれ、自己の世界を目指す力が自分のうちに潜むことを
認識していない。だが、民衆の中には常に、その前衛となりリーダーと
なってゆく人々、すなわち「ラディカル」がいるはずである。そしてこ
の「ラディカル」が、組織形成を牽引する「オーガナイザー（organizer）」
となる人々である。「オーガナイザー」は、対象となる「コミュニティ」
のメンバーの主体的な参加と自己決定というプロセスを確保すること
で、特に組織化の初期の段階において重大な役割を担う。アリンスキー
による組織化においては、プログラム作成と組織形成とが不可分なもの
と考えられており、具体的なイシューによって人々を引き付ける（issue-
oriented）ことが組織形成の第一段階とされる。後述するように、それ
らのイシューは単一の問題ではなく、人々の生活を取り巻く多種多様な
問題から「共通の問題」（common problem）として抽出される具体的な
ものである。これらイシューの策定と、プログラム形成を含む意思決定
のシステム構築を支援するために、専門的オーガナイザーの教育・養成

26 Ibid., p.22.
27 Ibid.
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が、組織形成と同時に推し進められることになるのである。
　アリンスキーは、BYNC の組織化に際して、教会やクラブ、小売業
者の組合や労働組合といったコミュニティの既存のネットワークを組織
の統合・動員のための文化的資源とみなしていたが、そうしたインフォー
マルな集団に属する土着のリーダーと、専門的教育を受けたプロのオー
ガナイザーとを明確に区別している。アリンスキーによれば、オーガナ
イザーは、公衆衛生、完全雇用、住宅問題の改善、機会均等などの一般
的原則への言及、プログラム作成のための機会創出といった基本的役割
を超えて、「（コミュニティの）未来の詳細な青写真を作ることは、絶対

0 0

に許されない
0 0 0 0 0 0

」28。オーガナイザーは常に各個人あるいは集団を、それぞ
れが属している社会全体の状況という観点から考察しなければならず、

「彼はこの考え方を完全に自分の思想の一部とするまで、十分に理解し、
受け入れなければならない」29。オーガナイザーは、触発者（catalyst）で
あってリーダーではない。よって彼らには、土着のリーダーを「発掘」し、

「訓練する」能力が求められることになるのである30。
　既述のとおり、初期のセツルメント運動における組織化は、しばしば
社会改革者によって近隣住民に対する中産階級的価値観や習慣の押し付
けを生み、また、組織化によってコミュニティ全体が団結し、集団訴訟
などを通して直接に政治過程に声をあげることがほとんどなかった。そ
れに対してアリンスキーによるコミュニティの組織化は、コミュニティ
の問題を一般的な社会的文脈から孤立した実態とみなすのではなく、近
隣生活が、地域を越えた権力（構造）によって形成されているとの認識
から出発していた31。したがって、アリンスキーによる組織は、周辺化
されたコミュニティの改善という目的のために、民衆を結集し、既存の
権力（構造）に対する異議申し立て──示威運動やピケット、訴訟など
──を手段とする。当然のことながら、その手法は既得権益を持つエリー

28 Ibid., p.54.
29 Ibid., p.56.
30 Fisher, op.cit., p.53.
31 Saul D.Alinsky, “Community Analysis and Organization”, The American 
Journal of Sociology, Vol.46, No.6. (May, 1941), pp.797-798.
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ト層の怒りを買い、組織化のため東奔西走するアリンスキーは各地で投
獄された。企業は彼を監視するために探偵を雇い、カリフォルニア州オー
クランドでは市議会がアリンスキーの市外追放を決議した32。『ラディカ
ルの覚醒』の草稿の大半は、組織化のために訪れたカンザス州の獄中で
執筆されたのであった。
　また、ほぼ同じ認識に立った30年代の共産主義者や社会主義者が、人々
を政党という全国組織へと動員する手段として「コミュニティ」を捉え
ていたのに対し、アリンスキー哲学は、一貫してプラグマティズムとコ
ミュニティ組織の非イデオロギー性に立脚した。アリンスキーのプラグ
マティズムは、彼の属するシカゴ学派社会学が重視したプラグマティズ
ムの倫理観に依拠しているが、より実際的な考慮から導かれたものでも
ある。労働者階級の利益を政策過程に反映させる、つまり、持たざるも
のを権力の交渉テーブルに座らせることを最大の目的とするがゆえに、
特定のイデオロギーはむしろ目的の達成を阻害するものとなるのであ
る。ここには、各集団の利益間の競争と調整の中から均衡が生まれると
する多元主義（pluralism）の前提が明らかである33。だが、アリンスキー
哲学におけるコミュニティ組織は単なる利益集団でも、ロビイングの主
体でもない。「対抗」という対権力戦略を取る以上、権力との「共存」や「合
意」は原則上否定される34。
　さらに、アリンスキー哲学におけるコミュニティ組織の非イデオロ
ギー性は、組織が特定の理念やそれに基づくゴールをコミュニティに「押
し付け」るのは「民主主義的ではない」とするアリンスキーの信念に基
づいていた。かかる彼の信念は、「高級な形式をとる社会的反逆罪（social 

32 Robert Bailey, Jr., Radicals in Urban Politics: The Alinsky Approach (Chicago: 
The University of Chicago Press, 1974), p.1.
33 Fisher, op. cit., p.55.
34 この点については、アリンスキーが大学院在学中にアメリカ共産党と一時
期接点を持ちつつも、その後一貫して特定の政党へのコミットメントを意識的
に排し、強烈ともいえる反ファシズム思想を持ったこととの関連が強いだろう。
コノリーによれば、アリンスキーは、アメリカ共産党が1939年の独ソ不可侵条
約を支持するに至って政党との一切の関係を絶った。Connolly, op.cit., p.29.
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treason）」、「人々を地獄に「適応」させる破廉恥行為（infamy）」35といっ
た、セツルメント運動への激しい批判に繋がっていく36。後に見るよう
に、アリンスキーの目から見た「コミュニティ」とは、人々が純粋なる「生
活者」として日常生活を営む「場」であるとともに、人間のあらゆる感
情が蠢き、時に激しくぶつかり合う混沌とした「現実」であった。こう
した「場」において懸命に生を営む各個人（あるいは各集団）の意識は、
他者と自己の共通性を発見することにより「社会化」され、自らの力で「コ
ミュニティにおける生」のマクロな意味に到達する。ボトム・アップの

「力」を発揮するためには、第一義的に彼ら自身が自己の生活領域にお
ける利益と、社会全体の利益との構造的連関を理解していなければなら
ない。したがって、そうした自律的な思考活動を疎外するような慈善活
動や政治的動員の余地は、徹底的に排除されるのである。
　このようなアリンスキー「哲学」は、実質的には BYNC の「成功」と
いう実践的裏づけと、それを可能にした「条件」に多くを負っている。
実際のところ、1940年に彼が行ったカンザス州のアーマーデイル

（Armourdale）地区やミネソタ州のサウス・セント・ポール（South St. 
Paul）地区における組織化は、BYNC ほどの成果をもたらさなかったと
されている37。このように、アリンスキーの手になる「組織」あるいは組

35 Alinsky, Reveille for Radicals, p.59.
36 なお、19世紀以来のアメリカにおける慈善運動の発展には、「貧困は個人の
欠陥であって、単純な援助や施しは援助される者のためにはならない」という
中産階級的確信があった。したがって、アメリカにおいて慈善運動は、単純な

「施し」ではなく「貧困者の自立のための方法の提供」となっていったことには
留意すべきである。この点に関して、以下の論考は、アメリカにおける所謂フィ
ランソロピー事業が、宗教的観点からではなく人々の自助を推進するための活
動として財団などを通して発展してきたことを指摘し、その形態が大衆社会に
おける国家機能の著しい拡大を防止し、主体的な市民による互助的な社会の構
築に寄与していることを認めている。しかし、一方でこれが国内の貧富の格差
を政府が容認、放置し、その事態さえも市民によって支持されることと裏表の
関係にあることを（倫理の面から）批判視している。越智敏夫「強制される忠
誠──フィランソロピーとリベラル・ナショナリスト」日本政治学会編『年報
政治学』（2011－Ｉ）木鐸社、2011年。
37 コノリーによれば、この２つの組織に関する詳細な公文書は皆無に等しい
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織化が辿った道は、客観的には「成功」とは言いがたく、彼自身による
組織論自体にも体系的な展望の欠如ともいうべき欠陥が散見される。そ
のため、従来、それが歴史学や政治史学において実証的な研究対象とな
りにくかったのも、致し方ないところがある。また、これまでに見たよ
うに、アリンスキーが考える「ラディカリズム」は、必ずしも「リベラ
リズム」から決定的に独立した独自の思想とはいえない。それはむしろ、
リベラリズムの原理的正当性を擁護する方便にも見えてしまう。した
がって、『ラディカルの覚醒』に対する「レトリックに偏り、体系がない」
との批判には、一定の妥当性があるのである。
　だが、アリンスキーがニューレフトの一面での先駆者としてとりわけ
大きな注目を集めた60年代「以前」における彼の組織化への評価は、もっ
ぱら『ラディカルの覚醒』に示された彼の理論的体系への批判に偏って
おり、1969年の第二版の序文においてアリンスキーが自らその理論を「変
えた」と主張した事実を考慮していない38。アリンスキー独自の組織化理
論は、その初期以降、理論と実践の領域を自由に行き来するがゆえにし
ばしば自己矛盾を露呈し、それゆえに首尾一貫した「運動」論として見
直されることもほとんどなかったのである。
　また、アリンスキーが一貫して追求し続けたのは「社会において民主
主義をいかに根付かせていくか」という普遍的問題であり、そのために
必要な「権力」は、個人間の共同性を生み出し活性化させる方法であっ
て単なる再分配を求める手段ではなかった。このことは、民主主義の正
統性がかつてないほど高まっている一方でそれへの著しい不信が見られ
る現在において、新たに何らかの示唆を与えるように思われる。したがっ
て、本論文は、従来の社会運動論が前提とするような運動の「成功」及
び「失敗」という基準を超えて、アリンスキーによる組織化（民主化）の

が、両組織は1945年までに事実上解体した。その主因は、戦時に入って資金調
達が困難となったことが挙げられている。一方で BYNC はその間も存続し、
アリンスキーも積極的に関与したが、後述するように、それは BYNC の成功
に最も貢献したスタッフ、ミーガン（Joseph Meegan）の手腕によるところが
大きかった。Connolly, op.cit., pp.104-124.
38 Connolly, op.cit., pp.6-7.
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活動そのものの本質を明らかにするのである。この点を踏まえ、以下で
は、当時のバックオブザヤーズをめぐる政治・社会状況及びコミュニティ
をめぐる理念対立の構造を具体的に考察し、アリンスキーが時代的課題
と格闘する中で作り上げた諸概念をより詳しく明らかにする。

２）コミュニティの「組織化」をめぐる理念対立の構造
　『ジャングル』の出版以来、「悪名高い」バックオブザヤーズの生活環
境改善のため、いくつかの社会事業が行なわれた。1918年には一帯で最
も劣悪な住宅が一掃され、20年代初めには乳幼児福祉施設が開設された
が、当該施設が産児制限に関わる情報を流しているとのうわさが立った
のを契機に、カトリックの親たちの反発を受け、ほどなく閉鎖された39。
一方で、その間、都市化・工業化は間断なく進行し、シカゴの人口は３
倍ほどに膨れ上がった。1930年代に至ってもなお、バックオブザヤーズ
のすぐ隣には市のごみ処理場が広がり、 煙と悪臭が日常的に漂っていた。
住民は慢性的な疾病に悩まされ、大恐慌を契機とする失業と貧困が生活
環境の悪化に追い討ちをかけていた。
　1934年、シカゴ大学のショウらは、シカゴにおいて、同様に社会的荒
廃に陥ったコミュニティにおける少年非行の悪化に着目し、その改善と
少年非行の要因に関する新しい理論構築を目指して、「シカゴエリアプ
ロジェクト（Chicago Area Project：CAP）」と呼ばれるプロジェクトに
着手した40。ショウらは、シカゴ市内のいくつかのコミュニティを選び、
アリンスキーらスタッフと共にコミュニティに入り込んでいった41。こ
のプロジェクトにおけるショウのアプローチに特徴的なのは、従来のコ
ミュニティ支援活動に中心的役割を果たしていたソーシャル・ワーカー
のアプローチから、意識的に距離をとったことである。コミュニティと
は無関係な中産階級の改革者がコミュニティの住民に様々なソーシャ

39 Ibid., p.91.
40 このプロジェクトは、少年非行は個人の心理的欠陥ではなく社会的秩序に
起因するものであり、したがってその改善には地方制度の強化が必要である、
というショウの学問的立場に立脚していた。
41 Horwitt, op.cit. pp.47-50.
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ル・サービスを「施し」ていくアプローチの有効性に批判的だったショ
ウは、CAP のスタッフを少年たちのカウンセラーとして配置すると同
時に、スタッフを土着のリーダー、あるいはカウンセラーの育成者とし
て機能させた。当然のことながら、こうしたアプローチはソーシャル・
ワーカーの側から「あまりに理想的で、危険すぎる」との批判を受けたが、
ショウの理論は一貫して、非行が蔓延するコミュニティに対する「施し」
ではなく、少年たち自身の「自助努力」を促すことによる効果を期待す
るものであった。したがって、このプロジェクトは「壮大な実験」でもあっ
た42。
　ここで留意しておくべきは、バックオブザヤーズの組織化の前段階に
おいて、理論的・実践的にすでに既存のソーシャル・ワークとの決別が
行われていたことである。ショウはバージェスやパークらシカゴ学派第
二世代に属しているが、この時期、ソーシャル・ワークと社会学の協力
関係は破綻していた。CAP においてショウは、少年たちがコミュニティ
の改善を目指すプロセスに「参加」することを、その最終的な目的とした。
プロジェクトは、教会の聖職者らとともにプログラム実行委員会を設立
するほか、非行少年たちのために様々なアクティビティやリクリエー
ションを準備した。それらは公的な活動を通して少年たちの市民的責任
感を涵養し、「参加」がコミュニティの改善に直接結びついていること
を認識させるように設計されていた。つまり、それは単に少年たちのエ
ネルギーを発散させ、彼らを監視することが目的だったのではないので
ある43。
　一方で、「第二の恐慌」と呼ばれる1937年の景気後退以降、産業民主
制の導入を図って AFL から分離した CIO の運動が活発化する。当時の
バックオブザヤーズには、CIO の主導による精肉業労働者組織化委員
会（Packinghouse Workers Organizing Committee：PWOC）が1936年

42 Ibid., pp.48-49. また、ショウとアリンスキーのアプローチの相違に関して
は、Harry C. Boyte, Everyday Politics: Reconnecting Citizens and Public Life 
(Philadelphia: University of Pennsylvania Press, 2004), p.43も参照。
43 Horwitt, op.cit., pp.51-53.
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に設立された44。CIO の指導者であるルイスは、全米の精肉業界を牛耳っ
ていたビッグ・ファイヴ45と呼ばれるシカゴ精肉大手５社の未組織労働
者を組織するために全国的キャンペーンを行っており、PWOC はその
拠点の一つとされたのである。アリンスキーは1937年から38年の間に
CIO の組合活動にも興味を持ち、ヴォランティアとして活動に参加し
ており、CAP の活動との間である種の葛藤を抱えていた46。彼がいかに
してこの葛藤を乗り越えたのかを明らかにする資料はないが、1938年の
秋、CAP が次なる社会実験の場をバックオブザヤーズに設定すると、
アリンスキーは、プロジェクトのスタッフに名を連ねた。そして1939年
の 初 め に は、 シ ョ ウ か ら 近 隣 青 少 年 委 員 会（neighborhood youth 
committees）の組織化を任されることになる47。
　しかしながら、社会学者であるショウにとって、CAP のプロジェク
トはあくまでも社会学的「実験」であった。ゆえにショウは PWOC と
の関係を好まず、一貫して政治的な議論との距離を保っていた48。これ
に対して、プロジェクトの過程でコミュニティ内の権力構造に精通し始
めていたアリンスキーは、次第に政治的なアプローチとの融合を図るよ
うになる49。同時にアリンスキーは、ショウが踏み込まなかった組織や
ソーシャル・ワーカーに対する直接的な攻撃をためらわなかった。
　すでに述べたように、この時期、現場のソーシャル・ワーカーらは、
大恐慌後の人々の窮状を最もよく理解する専門家として公的援助の必要
性を積極的に政府に訴えかけるとともに、ソーシャル・ワークの社会改
革的側面、すなわち、ソーシャル・アクション（social action）への回帰

44 Horwitt, op.cit., pp.58-59.
45 スイフト社（Swift）、アーマー社（Armour）、ウィルソン社（Wilson）、カダー
イ社（Cudahy）、モーリス社（Morris）の５社である。
46 Connolly, p.34. なお、アリンスキーが参加したのは南イリノイの炭坑労働
者ストライキであり、彼は労働者のための食料の確保や身の回りの品を調達
する活動を行った。Eric Nordon, “Playboy Interview: Saul Alinsky,” Playboy 
Magazine (March 1972), p.64.
47 Ibid.
48 Horwitt, op.cit. p.72.
49 Ibid., p.68.
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を唱え始めた50。たしかに、大恐慌が生んだ大規模な失業者・生活困窮
者の存在は、従来の私的事業による貧困者支援の限界を示していた。だ
が、コミュニティワーカーやセツルメントの改革者たちは、一方で崇高
な社会改革運動に庶民の実情から乖離した官僚的な欠陥があることを認
識しつつ、他方で彼ら自身が培ってきた経験や専門知を、近隣の組織化
や再建にどう生かせばよいのかわからなかった。結果的に、彼らは国家
の資本にその解決策を求め、その過程で、制度の内側で政策決定に影響
を及ぼす重要な地位を獲得した51。だが、こうしたソーシャル・ワーク
の体制内化を伴ったニューディールの救済政策の真価が試されるより前
に、アメリカは戦時に突入し、失業と貧困の問題は雲散霧消してしまう。
ソーシャル・ワークが地域住民の組織化を積極的に評価し、それに関わっ
ていくのは、貧困の問題が再び浮上する60年代を待たねばならなかった。
　では、同時期に活発化した労働運動とコミュニティの「組織化」の理
念は、いかなる関係にあったのだろうか。BYNC の設立の準備を始め
た当初、PWOC は組織化の基盤形成のためにバックオブザヤーズの若
者たちへの社会的支援に関心を持っていたため、アリンスキーは利害の
一致から PWOC のリーダーおよびルイスと友好的な関係を築きはじめ
た。ルイスがアリンスキーを「息子のように」かわいがり、1949年には
アリンスキーがルイスに対して好意的な伝記を執筆した52ことからもわ
かるように、当初から彼らの個人的関係は非常に良好であった。また、

「アメリカのラディカルは、労働組合組織というゆりかごの中に深々と
眠りながら、おちつかず、寝返りをうっている」53というアリンスキー
の言葉に象徴されるように、アリンスキーは、労働者と社会的進歩が不
可分であるという点で労働運動とラディカルとが同根であることを認め
ていた。

50 Walter I. Trattner, From Poor to Welfare State: A History of Social Welfare 
in America (New York: The Free Press, 1999), pp.273-275.
51 Fisher, op.cit., p.33.
52 Saul D. Alinsky, John L. Lewis: An Unauthorized Biography (New York: G.P. 
Putnum’s Soms, 1949).
53 Alinsky, Reveille for Radicals, p.24.
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　だが、アリンスキーは一貫して、ある一点において労働運動と一致す
ることはなかった。すなわち、それは組織された労働者と組織された資
本との間に生まれる「馴れ合い」の関係への批判的なまなざしである。
アリンスキーは、資本主義経済を構成するこの二つの既成利益集団が協
調路線をとることによって、民主主義社会に不可欠な「公益」が無視さ
れることを指摘する54。建設業や鉄道事業に見られるように、労資双方
は、自己利益保持のために、技術進歩や事業における調整と統合に反対
し、非能率と浪費を生み出している。この点で、労働者と独占資本は根
本的に異なるものではない。つまり、労働組合は、「取引できる立場に
あれば取引に応じてしまうため、体制変革の主体とはならず、むしろ既
得権を獲得したのちには理想主義を捨て、非民主主義的性格をも強くす
る」55という。特に理想主義の棄却への非難は、特定の人種に対する偏
見の排除を掲げながらも明らかな人種主義的態度をとった AFL への具
体的批判となる一方で、組合における人種平等の実現を目指した CIO
への期待へと繋がっている。
　ここで、アリンスキーの思想は原則としての組合批判と、手段として
の組合重視という論理的欠陥を露呈する。長沼秀世も指摘するように、
彼は『ラディカルの覚醒』 において、アメリカの特定の労働組合の行動
を論難しながらも、組合が量的に大衆を代表する大きな組織であること
を認め、「民衆」の組織化における労働組合運動の重要性を説くという
矛盾をたしかに抱えている56。しかしながら、後に見るように、BYNC
の成功には、労働組合の組織力だけでなく、バックオブザヤーズの住民
の「生活」習慣に組み込まれていた各教会のリーダーらの協力が決定的
な意味を持った。アリンスキーは、当時バックオブザヤーズにおいて開
かれていた労働組合主導による委員会の会合に教会やエスニック・クラ
ブのリーダーが参加していないことに、いち早く気づいていたのである。
　この時期のルイスへのインタヴューや CIO へのコミットメントを基
にして書かれたルイスの伝記において、アリンスキーは以下のように記

54 Ibid.
55 Alinsky, Reveille for Radicals, p.27.
56 アリンスキー（長沼秀世訳）『市民運動の組織論』未来社、1972年、366－367頁。
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している。
「（AFL 会長である）サミュエル・ゴンパーズ（Samuel Gompers）
のかつての信奉者としてのルイスは、労働運動は理念ではなく戦術
によって形成されるというゴンパーズの格言に同化したのである。
ルイスは、第一義的に戦術家であり、第二義的に理念を問題とす
る」57。

そして、以下のように付け加えている。
「（フランクリン）ローズヴェルトもまた、実践的な政治家であり、
第一義的に政治的工作と策略を問題とする。すなわち両者とも、哲
学を欠いた戦術家なのである」58。

　アリンスキーとルイスの関係は1937年から始まっており、49年に出版
された同書と BYNC の設立段階におけるアリンスキー「哲学」の形成と
を恣意的に結びつけることはできない。また、アリンスキー哲学の実践
は、既存の政治経済システムの革命的変革という要求を含んでいたわけ
ではなく、資本主義と利益集団モデルを受け入れたうえでのアプローチ
であり、アリンスキー自身、ルイスと同様にローズヴェルトを「ヒーロー」
と敬うリベラル資本主義の信奉者であったともいわれる59。したがって、
上に引用したアリンスキーの文章には、「ラディカル」としてのアリン
スキーによる誇張的な「リベラル」批判のレトリックが多分に含まれて
いるといえよう。しかしながら、ローズヴェルトが政府による経済的領
域への干渉を試みたのは、あくまでも経済的秩序を回復させるためで
あって、独占企業に統制を加えるためではなかったのは事実である。
ニューディール政策は、マシーンやボスに対しても中立的な立場をとり、
個人の権利や自由の尊重に関する道徳的な問題に全く触れずに、いわば
技術的に資本主義の機能回復をはかるものであった。その意味でニュー
ディール体制は、ハーバート・フーヴァー（Herbert Hoover）が1928年
の大統領選挙で標榜した「強靱な個人主義」の原理的な転換を含むもの
でもなかった。

57 Alinsky, John L. Lewis, p.207.
58 Ibid.
59 Fisher, op.cit., p.64.
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　つまり、労働運動は徐々に資本主義体制を維持するための保守的政策
に収斂していくニューディールと運命を共にしつつあった。それに対し
てアリンスキーによるコミュニティの組織化運動は、当初から労働者を
経済的利益の追求者とみなすのではなく、地域共同体の生活者とみなし
て、彼らの生活領域たる「コミュニティ」の改善・安定化を民主化の重
要な契機としたのである。『ラディカルの覚醒』における、以下の文章
はそれを最もよく説明するものであろう。

「労働組合に属するものすべてが理解し、教育されるべきことがあ
る。それは、自己の運命を改善していくために、彼らの職場におけ
る仕事、組合、そして彼らの生活のすべてを形成する部分的なもの
が、いかに関係しているか、ということである。仮に賃上げに成功
したとしても、それが家賃や食費、衣料費、医療費の値上げと引き
換えであるならば、何が彼らに資するというのだろうか？　工場の
労働条件がより健全に改善されても、依然として彼の家族が疾病に
悩まされる地域への居住を強いられているとしたら、何が彼ら労働
者に資するというのだろうか？　労働者が組合を通して得る利益
は、給料袋の中のいくらかの余分なお金ではなく、彼ら自身や彼ら
の家族に対するより良い生活を生み出すことに資してはじめて、意
味のあるものとなるのである。」60

　アリンスキーがルイスから吸収したのは、組織化における対抗戦略と、
具体的な組織化「戦術」のみであった61。いうまでもなく、その時点です
でに悪化を辿っていたアリンスキーとショウの亀裂は決定的となった
が、アリンスキーにとってそれは、CAP での活動から引き出された、「参
加」と「自助努力」に基づく個人の意識改革という原則を捨て去る契機
にはならなかった62。そして、1939年2月には、PWOC の下部組織である

60 Alinsky, Reveille for Radicals, p.34.
61 Horwitt, op.cit., p.59; Connolly, op.cit., pp.80-81.
62 アリンスキーは、当時ショウや CAP を暗に批判する態度をとっていたが、
ショウの方法論や自助努力の概念を明確に踏襲している。玉井によれば、CAP
は、例えば、地域の若者をワーカーとして雇用し、地域出身ワーカー（ingenious 
worker）と呼ぶなど、支援される側が当事者であるがゆえにもつ知識や人脈を
最大限に活かして地域の課題解決を図る試みであった。これらが、アリンスキー
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青少年委員会（The Youth Committee）の会合において、その後アリン
スキーの右腕となって BYNC の成功に貢献することになるジョセフ・
ミーガン（Joseph Meegan）との出会いがあった。
　かくして「組織化」をめぐる多様なアプローチから抽出されたアリン
スキーの「コミュニティ」への独自の視角は、次に見るように、運動の
主体を労働者「階級」から「市民」へと転換していく新たな組織化運動の
実践の土台となったのである。

第３節　組織化の着手──対立から統合へ

１）アリンスキー哲学の確立と実践
　1939年当時のバックオブザヤーズには、４平方マイルの居住区に約
９万人の移民が生活していた。また、彼らはポーランド人、リトアニア
人、スロヴァキア人、アイルランド人、ドイツ人、ウクライナ人、メキ
シコ人という多様な民族から成り、90％以上はカトリックであった。当
然のことながら、教会が彼ら移民の生活の総合的な基盤であり、上記７
つのエスニシティがそれぞれの教区を形成していた。各民族の生活は教
区単位で独立しており、組織化が着手されるまで、これらの教区が協働
し、一つの単位として共に行動することはなかったという63。バックオ
ブザヤーズの住民たちはそれぞれのエスニック・コミュニティ内で完結
した生活を営んでいたが、ポーランド人とリトアニア人の間の憎悪感情
をはじめ、新参の諸民族に対する不信や偏見による民族同士の対立もま
た絶えなかった。民族的ナショナリズムの壁は高く、各教区はそれぞれ
独自の社会規範と文化を保っていたため、当時、それらを超えたコミュ
ニティ全体のネットワークと共通の利益を導き出すことは、容易ではな
いとみられていた。

による「オーガナイザー（organizer）」の役割や組織の位置づけに継承されてい
ると見ることは十分に可能である。玉井眞理子「米国における子どもの貧困と
福祉的支援──クリフォード・Ｒ・ショウによる地域福祉の理念と方策」『教
育社会学研究』第92集（2013）。
63 Alinsky, “Community Analysis and Organization”, p.799.
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　また、この時期までにセツルメント・ハウスを始めとする社会改革事
業が、遅々として改善されないバックオブザヤーズの生活・衛生改善に
尽力していた64。だが、着目すべきは、当時の住民の「生活」に関わる関
心の多くが、衛生面よりもむしろ「自家所有」にあったことである。母
国における伝統的な小作農の「土地」への愛着は、新天地における「住宅」
の所有への憧れへと転換され、住宅の購入に必要なあらゆる情報は、教
会や近隣、エスニック・クラブによって提供された65。バックオブザヤー
ズで生まれ育った女性の述懐によれば、彼らは一面で「あらゆる犠牲を
払っても」住宅の「所有」を渇望する人々であった66。他方で、大恐慌を
経ても民族対立の解消が望めないバックオブザヤーズでは、住民の間に

「統合」が意識されてもいた。未曾有の経済的惨禍に直面した住民たちは、
自身のコミュニティのみで対処できる範囲の限界を認識するとともに、
既存の慈善組織が提供する社会福祉が十分に機能しないことから、連邦
政府に対する経済的な救済要求への気運を次第に高めていた67。
　アリンスキーは、依然として CAP のスタッフの一人として活動しな
がら、独自の組織化を進めるべく、PWOC のリーダーに接触し、プロジェ
クトに必要な人材のパイプ作りを行っていた。そして、労働者の組織化
アプローチとの共通項を確認しあい、逆に彼らに対して反非行プログラ
ムについてのアイディアを提案するなど、組織化の基盤となる合意形成
に努めた。また、アリンスキーは、バックオブザヤーズの住民が生活の

64 1900年には、シカゴ大学セツルメント・ハウスの肝いりでシカゴ市によっ
て公衆浴場（William Mavor Bath House）が新たに設置された。これは、従来
の浴場よりもプライヴァシーと衛生面を考慮し、安価なものであった。Slaton, 
op.cit., p.30.
65 Slaton, op.cit., pp.30-32.
66 彼女によれば、この時期、住宅という「財産」に対する野心は、居住者の
一つの特性であった。曰く、「彼らは、その野心のために、自身だけではな
く、妻や子供の快適さといった信じがたい犠牲をも払っていた。妻は一家の
働き手の一人として夫の不足分を補い、子供は母の不足分を補った。」Louise 
Montgomery, The American Girl in the Stockyards District (Chicago: The 
University of Chicago Press, 1913), pp.21-23.
67 Slaton, op.cit., p.189.
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多くを依拠している教会と教区を軽んじては、円滑な組織化は望めない
ことを認識していた。各民族は、自身のナショナル・チャーチとグラマー・
スクールを有し、聖職者はコミュニティの道徳的リーダーとして機能し
ていた。しかし、より大きなハードルは、教会と労動組合の間の対立関
係であった。カトリック教会は、労組の組織指導者たちを共産主義者と
して敵視していた。そこで、アリンスキーは独自のネットワークを通じ
て、カトリック教会を統括するバーナード・シェイル司教（Bishop 
Bernard Sheil）との接触を試みた。
　ここでシェイル司教との橋渡しをしたのが、PWOC 主導による青少
年委員会でアリンスキーと知り合い、すでにアリンスキーが最も信頼を
寄せるスタッフとなっていたミーガンである。彼はバックオブザヤーズ
で生まれ育ったアイルランド系の元高校教師であった。ミーガンは、
1937年にディヴィス・スクエア・パーク（Davis Square Park）の管理者

（director）となり青少年の非行問題に取り組む中でアリンスキーと出会
い、組織化活動に「勧誘」されたのである。労働組合運動に精通するア
リンスキーに対して、ミーガンはバックオブザヤーズの住民や彼らの教
区文化に精通し、組合活動よりも宗教的生活を好む人間であった。アリ
ンスキーとミーガンは、近隣の非行の改善、サーヴィスの向上に関して
目的を同じくするとともに、外部の専門家による「慈善」活動への懐疑
も共有していた。ミーガンの兄がシェイル司教の秘書を勤めていたこと
もあり、アリンスキーと司教との接触はスムーズに行われた68。
　アリンスキーらの組織が、民族や教区にかかわらず、すべての人々の
共通の利益を実現することを目的とし、特定のイデオロギーに立脚して
いないことから、司教は提案に協力することを約束した。彼は、アリン
スキーらに各教区と教会の特徴および彼らへの対応の仕方をアドヴァイ
スし、各教会には組織への参加を呼びかけた。アリンスキーらは、1939
年の2月から3月初めまでの間に、各教会の聖職者たちの説得に努めると
ともに、企業や組合、教会に属する多くの人々とも接触を試みた。そし

68 後にミーガンが、BYNC の設立を「まさに共同の業績だった」と述べている
ように、ミーガンとアリンスキーの均衡の取れた関係が BYNC を成功に導い
た要因の一つであったことは疑いない。Slaton, op.cit., p.198.
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て、1939年4月の半ばに至って、ミーガンが臨時の議長を務め、各集団
が BYNC の設立に合意した69。
　だが、7月14日に最初の会合が開かれるまでの道のりは、決して平坦
ではなかった。とりわけカトリック教会の一部の聖職者は労働組合の指
導者を公然と非難し、組合側にも教会側を「ファシスト」として敵視す
るものが少なくなかったため、両者を会合に同席させることも困難を極
めた。ここでアリンスキーが用いた策略は、聖職者と組合指導者の「利
己心（individual ego）」を利用することだった。
　アリンスキーにおける「利己心」とは、個人が社会構造の中に占める
地位を自ら位置づけ、その地位に関する自分の考えを他者から認められ
たいという内的欲望を指す70。かかる個人の内部において機能している
欲望のメカニズムが理解できれば、「民衆の組織の建設に利用できる重
要な機会を得ることができる」71。アリンスキーは会合への出席を拒否す
る両者に対して、それぞれの内的欲望を刺激することで、説得に成功す
る。ここにおいて「利己主義」は、異質な人間同士を組織化する際の障
害とはみなされず、むしろ利点として利用された。こうしたアリンスキー
流の人心掌握の術は、単なる組織化の技術であるだけでなく、個々人の
協力関係の創出という「民主化」の実践に繋がるものであった。アリン
スキーは、「所有」の観念と物質的価値が席巻する社会においては、強
固な個人主義という要素を人為的に後退させ、利他主義的な思想によっ
て協力関係を形成することは不可能であると考える。だが、「自己利益」
を求める欲望を利用して「参加」を確保し、その過程で相互的人間関係
が意識されれば、結果として相互扶助の精神を育てることは可能である。
したがって、組織化の初期の段階においてオーガナイザーは、人間の野
心や利己主義の特質を直視し、かつ個人を人間として認めねばならない。
言い換えれば、個人や集団のおかれた社会状況を知悉し、また個々の集
団と地域社会との機能的関係を十分に理解していなければ、オーガナイ

69 Slaton, op.cit., pp.200-201; Connolly, op.cit., p.95.
70 Alinsky, Reveille for Radicals, p.115.
71 Ibid.



アメリカにおけるコミュニティの組織化運動（２）

［70］北法65（3・231）725

ザーは、彼の第一日目の活動すら全うできないのである72。
　さて、聖職者たちとの最初の会合においては、カウンシルに関するい
くつかの重要な取り決めがなされた。まず第一に、カウンシルは、民主
的媒体となり、地域を基礎とするのであって、外部の専門家や改革者が
組織運営に入り込む余地を排除すること、そして第二に、メンバーシッ
プは、教区クラブや各エスニシティの結社、社交活動クラブのほか、労
働組合や自営業者、若者や主婦のグループも加え、各組織は一票を持ち、
投票で選ばれた代表を委員会に送ることとされた73。ショウらによる
CAP がある種の集団やクラブといった属性ではなく「個人」を対象とし
ていたのに対し、アリンスキーらは、カウンシルの構造に関して、バッ
クオブザヤーズ内の小規模なコミュニティから委任された代理人が、中
央のカウンシルに代表として参加するという代表制をとったのであ
る74。そして、組織化の初期の段階を過ぎると、代表者による規約会議

（constitutional convention）が開かれ、規約は承認されるまで、条文ご
とに討議される。こうして組織の民主的手続きと住民自身による組織運
営が確立され、「自治」が定着すれば、オーガナイザーは数年を目処に
組織から手を引くこととされた。
　このように、アリンスキーは、CAP や労働組合、そして社会改革運
動が重視しなかった「地域共同体の生活」にこそ、組織の基礎を見出し
ていた。彼によれば、地域共同体の血となり肉となっている地域の様々
な組織や伝統・習慣を完全に人々の心から一掃して新たな忠誠心を植え
つけようとすることは、個人としての人間の価値に配慮する民主主義に
悖る行為である75。たとえその初期においては各組織が利害をめぐって
鎬を削る対立状況にあるとしても、民衆の組織とそこでの相互的関係を
通して、各集団は自らを孤立させている障壁を打ち破り、他者との協力

72 Ibid., pp.90-131.
73 Slaton, op.cit., p.202.
74 これは、当時の労働組合の組織化システムに類似しており、アリンスキー
がルイスから学び取った手法である。Horwitt, op.cit., p68; Robert Bailey Jr., 
op.cit., p.51.
75 Alinsky, Reveille for Radicals, pp.85-86.
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関係にはいることができる。実際に、各集団の利益代表による長く激し
い議論の過程において、各集団が抱える「個別の問題」の根底には、失
業や貧困という「共通の問題」があることが認識されていった。委員会
は「共通の問題」の改善のために各集団が知恵を寄せ合って実際の解決
策を生み出していく「場」となった76。こうして民衆の組織は、その地域
社会のまさに根底から建設されることによって、その地域に外部からも
たらされた運動ではないことになる。かかる運動は、地域のどの単一組
織にとっても、あまりにも巨大でかつ強固であるために対処できないよ
うな、または対処できなかった重要な問題に対応しうるのである77。
　土着リーダーの養成や、個人の主体的な「参加」とその公的意味に重
きを置くアプローチが、CAP への参加からアリンスキーが学び取った
ものであり、かつアリンスキー哲学の核を構成する一部分であることは
間違いない。それにもかかわらず BYNC は、政治的アプローチとは距
離をおいた非行防止プログラムであり社会的実験でもある CAP を乗り
超える必要があった。1939年7月14日、アリンスキーと土着のリーダー
たちが一堂に会した BNYC 最初の会議において、次のような宣言がな
されている。

「40年間もの間、我々は解決法が提示されるのを待ち続けてきたが、
何も提示されなかった。今日、我々は、現在直面している解決すべ
き問題群を知っている。我々は、粗末な住宅や蔓延する疾病、失業
や少年非行が何を意味しているのかを知っている。そして確信する
のは、解決法が見出されるのであれば、我々にはそれらを理解する
能力と義務があるということである。……この会議の目的は、おそ
らく、以下のカウンシルの決意声明を通して最もよく表明されてい
るだろう。「この組織は、バックオブザヤーズ内のすべての組織を
統合する目的で設立された。この組織は、人種や肌の色、信条にか
かわりなくバックオブザヤーズのすべての住民の福祉を促進し、し
たがってすべての人々に民主的な生活を通して健康、幸福、そして

76 Alinsky, “Community Analysis and Organization,” p.802.
77 Alinsky, Reveille for Radicals, p.87.
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安全を手に入れる機会があるものとする。」」78

　この宣言は、経済的利益の追求者でもなく、慈善や自助努力の促進プ
ログラムの受け手でもない、民主的生活の担い手という新たな市民像を
提示している。バックオブザヤーズの住民は、BYNC の形成を通して、
自分たちの生活に関わる共通の問題を認識し、主体的にそれらの問題を
解決する力を得たのである。
　これとは対照的に CAP は、より保守的な市民組織やビジネスリー
ダーからの資金援助を受けていたため、民族対立が激しく労働者の不満
が鬱積したバックオブザヤーズの組織化から、次第に手を引いていった。
38年の秋以降、CAP の報告書からアリンスキーが担当する部分への文
言が消え、40年に出版されたプロジェクト実施リストから、バックオブ
ザヤーズの名が削除された。さらに同年、アリンスキーは CAP のスタッ
フを辞職している79。
　このようにして、「民衆（people）」による決定という前提のもと、対
立しあうエスニシティ・教区の代表が定期的に集まり、相互行動の可能
性を模索するという全く新しい民主的な組織化プロセスが、アリンス
キー独自の理念とメソッドによって確立された80。そして、上記の決意
声明で明示されているコミュニティの「統合」とそれを担う自律的「市民」
という構図は、20世紀のコミュニティ・オーガナイジングの展開におけ
る一つの規準となっていくのである。

２）BYNCは何を達成したのか──アリンスキー哲学の評価と位置づけ
２）─１　思想的起点としてのBYNC
　事実上 BYNC と結合した PWOC は、最初のミーティングののち、直

78 Staton, op.cit., pp.202-203; Alinsky, “Community Analysis and Organization,” 
p.800.
79 Horwitt, op.cit., p84. なお、彼が CAP の職を自ら辞したのか、それとも解雇
されたのかは未だはっきりしていない。
80 なお、1939年６月の『タイム』誌は、BYNC の設立とその背景を記述したう
えで、「（CIO の）ルイスが食肉労働者に対して物質的な自己向上を「売ってい
る」一方で、長らく食肉労働者の「魂」に関心を持ってきた人物」としてシェイ
ル司教を紹介している。”Meat, and a Bishop,” Time, July 24, 1939, p.12.
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ちに食肉加工業者に対するストライキと賃金交渉を敢行し、時給の賃上
げに成功した。さらに土着のリーダーたちが中心となり、BYNC はバッ
クオブザヤーズ内の学校給食の支給やリクリエーションのための敷地確
保、乳幼児福祉施設の設立や、私企業と共同しながら新しい雇用の創出
なども次々と実現していった81。とりわけ給食事業に関しては、その継
続が全国的な問題であることが認識されるとともに、最終的には給食事
業の継続を保証する連邦予算割当案を成立させるに至った82。また、1940
年2月には、アリンスキーは、シェイル司教の仲介によりマーシャル・
フィールド財団（Marshal Field Foundation）から資金を得て、近隣集
団の形成及び取りまとめの拠点として工業地域財団（Industrial Areas 
Foundation：IAF）を設立する83。
　こうしたバックオブザヤーズにおけるアリンスキーの組織化の試み
は、1940年の夏から秋にかけてジャーナリズムの目に留まり、全国的に
報道された。『ニューヨーク・ヘラルド・トリビューン』紙は、「ジャン
グルにおける民主主義（Democracy in the Jungle）」との見出しでアリ
ンスキーを評価し84、また、『シカゴ・デイリー・タイムズ』紙は、バッ
クオブザヤーズにおけるアリンスキーの功績を「民主主義の奇跡（the 
miracle of democracy）」と論評している85。さらに、1940年9月の『タイム』
誌には、シェイル司教の友人であるシドニー・ジェイムス（Sidney 

81 Alinsky, “Community Analysis and Organization,” p.803; Fisher, op.cit., p.60, 
Horwitt, op.cit., p.149. また、その効果として、バックオブザヤーズの青少年犯
罪率も急激に低下している。Boyte, op.cit., p.46.
82 Alinsky, Reveille for Radicals, pp.167-169. 
83 Connolly, op.cit., p.36.
84 “Salvation of our Way of Life,” New York Herald Tribune, August 21, 1940, 
p.14. なお、同紙は、以下のように IAF を評価している。「バックオブザヤー
ズで湧き上がったような共通の福祉に関する共同責任の意識が、他のコミュニ
ティにおいても呼び覚まされるなら、未来の歴史家は、アメリカのデモクラシー
の「進化（evolution）」における非常に重要な段階として、IAF の形成を振り返
るかもしれない。否、かかる「知恵」が人口に膾炙していくことは、不可避で
あろう」。
85 Herb Graffis, “Miracle of Democracy,” Chicago Daily Times, undated reprint, 
IAF. cited in Horwitt, op.cit., p.102.
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James）による、BYNC の成果に関する寄稿文が載せられた86。BYNC を
「民主主義の奇跡」と論評したハーブ・グラフィス（Herb Graffis）は、
1946年の『ラディカルの覚醒』出版に当たって、「アリンスキーはニュー
イングランドのタウン・ミーティングの強く、建設的な要素を再生させ
ようとしている。この点において、彼の仕事は成功している」と賞賛し
た87。また、同じ時期、『シカゴ・デイリー・ニュース』の記者は、「『ラディ
カルの覚醒』の内容は少なくとも、全国誌から流れてくるような理想主
義的な戯言とは一線を画す、斬新なものである」とし、「デモクラシー
という言葉を信じる人々に、その実践法を教えてくれる」と評してい
る88。
　対して、その全国誌、左派系の『ニュー・リパブリック』、『ネイション』
誌による『ラディカルの覚醒』に対する書評はやはり痛烈である。前者
は「氏の時代批判はもっともだが、「民主的組織」なるものをいかにして
形成するのか、その具体的な提案に欠ける」とし、アリンスキーの労組
への原理的批判と実際的擁護の論理的非整合性を指摘するととともに、

「民主主義に関する彼の立場はあまりにナイーヴで、プログラムの中立
性は「ラディカル」から「保守」まで、容易に利用されうる」と喝破して
いる89。後者も同様に、「民主的生活様式を通して全体の福祉を実現する
ということ以外に、なんらの具体的且つ体系的な組織論を提示していな
い」と論破した90。これらのアリンスキーに対する批判はいたって合理的
であり、たしかに『ラディカルの覚醒』に貫徹されるのは「大衆の鼓舞」
である。したがって、体制側にとっては、ストライキや激しいロビイン
グを運動の手段とするアリンスキーは共産主義者、あるいはファシスト
として敵視の対象となり、当時のリベラル系知識人からすれば、『ラディ
カルの覚醒』はとりわけ保守的なイデオロギーの教典とさえなる可能性

86 Sidney James, “Fifteen month ago,” Time, September 2, 1940, p.12.
87 Herb Graffis, “American Plan,” Chicago Times, January 14, 1946.
88 Howard Vincent O'brien, “Plan for Working at Democracy,” Chicago Daily 
News, January 25, 1946.
89 Hrace R. Crayton, “Awake to What?,” The New Republic, January 21, 1946, 
pp.97-98.
90 Ralph Bates, “Rhetoric for Radicals,” The Nation, April 20, 1946.
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を有していた。後述するように、まさにこうした「組織」原理の中立性
及び抽象性が、アリンスキーの意図とは逆の組織的実体を生み出す契機
となった。
　だが、繰り返してきたように、実際にはアリンスキーは既存のシステ
ムそのものの革命的転換を意図していたわけではない。また、彼は「活
動家」として極端なレトリックを多用する傾向が強かったが、彼が最も
重視していたのは、コミュニティの組織化によって培われる個人の自律
性・自己決定力と個人間の相互作用から「公的空間」が生まれるという
民主化の契機である。したがって、BYNC が50年代を通して黒人の移
住を拒否する保守的コミュニティへと変化したとき、彼はそれを批判し、
自身の哲学を修正・更新することも厭わなかった。つまり、アリンスキー
の思想的立場は、『ラディカルの覚醒』のみに還元されるものではなく、
実践と理念の往還から導出されるべきものなのである。
　では、アリンスキーによる組織化とその理念は、そもそもいかなる意
味での「民主主義」に立脚していたのだろうか。

２）－２　アリンスキーにおける「民主主義の実現」とは
　アリンスキーは、コミュニティ住民自身の決定や問題解決のプロセス
と同様に、「普通の人 （々ordinary people）」の積極的な参加の重要性を
強調していた。そして、彼は常にアレクシス・ド・トクヴィル（Alexis 
de Tocqueville）の書『アメリカのデモクラシー（Democracy in America）』
を座右に置き、「ラディカル」としての自身の理念をより広範囲な歴史
的文脈の中に位置づける中で、トクヴィルの言葉を引用した。『ラディ
カルの覚醒』において、アリンスキーは、政治的無関心の蔓延と政治的
有性効感覚の喪失といった現代の都市文明における個人の「孤立化」を、
民主主義の基礎を掘り崩すものとして危惧する。そして、以下のような
トクヴィルの警告を「今日なお、もっとも深刻かつ重大なるもの」91とし、
組織化の実践において繰り返し言及する。

「……政治機構の中に自由の概念や制度を導入した民主主義国家
は、まさにその行政機構の独裁的優位性を強化している時期に、奇

91 Alinsky, Reveille for Radicals, p.44.
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妙なパラドックスに落ち込まざるを得ない。日常の些細な事象を処
理するには良識のみが必要とされるが、民衆はその任に堪えられな
いと考えている。しかし、その国家の統治能力が危うくなっている
ときには、民衆は巨大な力を与えられているのである。民衆は、そ
の統治者の玩具となったり、その主人となったりする。……自治の
慣習を全く放棄した人間が、自己の統治者を適切に選択しうるなど
とは、真に想像しがたいことである。また、隷属的な民衆の投票に
よって、自由にして賢明かつ精力的なる政府が誕生するなどとは、
なんびとにも信じがたいことである」92。

　この引用の意図の根底にあるのは、トクヴィルによる人民主権原理の
観察に対するアリンスキーの全面的同意である。トクヴィルによれば、
人民主権原理は、当初アメリカの大部分のイギリス系植民地の起動原理
であったが、この原理は理論と実践の両面で、アメリカとフランスでは
極めて対照的な発展過程をたどっている。

「別のある国々では、力が分割されて社会の内部と外部に同時に存
在する。このようなことは合衆国には何一つ見られない。ここでは
社会がそれ自身の力で、それ自身に働きかける。力は社会の内部に
しか存在しない。……人民は立法者を選ぶことを通じて法の作成に
加わり、執行権の行使者を選挙することでその適用に参加する。
……神が宇宙を統べられるように、人民がアメリカの政治の世界を
支配している。人民こそ万物の原因であり、目的である。すべては
これに発し、すべてはこれに帰する」93。

　トクヴィルによれば、フランスにおける人民主権原理はいまだに抽象
的・一般的観念に覆われたままであるのに対し、アメリカにおける人民
主権原理は下から上へと、つまりタウンシップから郡、州、連邦へと実
践的に発展している。こうした人民主権原理の実践の一つとして、アメ
リカではタウンシップが公共精神を修得する「学校」としての役割を果
たし、統治に「参加」する権利に人民主権の力点が置かれている。それは、

92 Ibid., pp.44-45, トクヴィル（松本礼二訳）『アメリカのデモクラシー』第一巻
（下）、岩波文庫、2005年、57頁。

93 同上、第一巻（上）、96頁。
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タウンシップの「自由の精神」を活性化し保障する行政分権型の民主政
を要請するであろう。また、アメリカにはこうした地方分権的な政治構
造における中間的な政治単位としての結社の他に、個人の意志のみに
よって生成・発展している結社が存在する。トクヴィルにとって、こう
した自治・参加・分権の要素こそ、中央集権化によって真空化された個
人と国家の中間に公的な空間を創出し活性化する条件であった。そうし
た空間において、人々は「個人の意志・思考・イニシアティヴ」という
尊厳を公的に保障され、相互に共同する能動的市民となるのである94。
　だが、それから１世紀を経た1930年代のバックオブザヤーズにおける
東南欧系新移民たちの多くは、市民としての権利やシティズンシップの
概念に精通していたわけではなく、しばしば新天地と母国との間の文化
的相克に直面した。また、当時都市政治を牛耳っていた政治マシーンは、
ウォード（行政区）レヴェルで住民への各種社会サーヴィスを提供し、
新参の移民たちは投票や参加の真の意味に無自覚なまま、マシーン政治
に取り込まれる傾向にあった。アリンスキーの眼から見たバックオブザ
ヤーズには、トクヴィルが危険視した柔和な後見的権力に公共性を独占
された社会状態があり、日常の些細な問題における隷従が、人々から自
ら考え、感じ、行動する能力を奪っていた。言い換えれば、そこでは集
権化が進む中で民主主義の実践に不可欠な公共精神を習得する場として
のタウンシップが形骸化し、政党を含む様々な結社は人々の実質的な参
加と議論に基づいた利益を代表していなかった。アリンスキーはここに、
民主主義の根幹を成す「人民」の不在を見る。アリンスキーは、トクヴィ
ルが警告した平等化の帰結を現実のものして受け入れた上で、人々が統
治に参加し、それによって構成される政治社会の実質化を構想したので
ある。
　したがって、BYNC は政治的取引に応じず、政党政治を超えた参加
を基礎としていた。アリンスキーら BYNC のスタッフは、コミュニティ
のサーヴィス向上のために政治家と接触することはあっても、ウォード
内の政治的抗争95や政党政治への直接的関与を常に回避していた。しか

94 小山勉『トクヴィル──民主主義の３つの学校』筑摩書房、2006年、112－114頁。
95 バックオブザヤーズは当時のシカゴ市の50のウォードのうち４つにまた



アメリカにおけるコミュニティの組織化運動（２）

［78］北法65（3・223）717

し、シカゴ民主党マシーンの支配は、BYNC の存在理由と真っ向から
対立していた。BYNC が掲げる人民による「自己決定」と、マシーンが
依拠する移民との相互「依存」関係は、全く相反するものであったから
である。BYNC は、その結合力と自治能力を「危険視」するマシーン政
治家との対立を避けられなかった。
　実際に、当時、CIO による労働者の組織化にも反対していたシカゴ
市長のエドワード・ケリー（Edward J. Kelly）は、ミーガンを市の役職
からはずそうとするなど、BYNC の活動阻止に動いていた96。そこでア
リンスキーは、BYNC の成功に注目していたジャーナリズムを味方に
つけ、マシーンとの交渉を公表するとともに、教会のネットワークを梃
子に福祉団体・市民団体・宗教団体などシカゴ市に数百ある様々な組織
に「小さき民衆の会議（Little People’s Congress）」と名付けた集会の招
待状を送付した。そこには、「政治家に対して意見する機会をコモン・
マンに与えよ」との文章が書かれていた。この文章におけるコモン・マ
ンとは、かつてジャクソン民主主義の時代（トクヴィルがアメリカを観
察した時期）に登場した、「十分な「常識」を持って政治に参加する平均
人」を意味している。すなわち、この集会は社会的地位や家柄などに拠
らない市民による政治的意見の形成を目的とし、そのための共通経験を
可能にする媒体として位置づけられていた。そして、結局のところ、ケ
リー陣営はこの集会が行われる前に BYNC との会合に応じ、BYNC は、
最終的にマシーンからの自立的な活動を守ることに成功したのだっ

がっていたが、中心的地域を形成するのは第14ウォードであった。第14ウォー
ドは、30年代を通して（80年代まで）アイルランド系が支配していたが、スロヴァ
キア系やポーランド系などほかの民族との対立と緊張は絶えず、各民族はたい
てい自らの政治クラブを形成していた。こうしたクラブは、選挙時には民主党
マシーンの票田となるが、同時に第14ウォードにおける対アイルランド系権力
基盤ともなっていた。Horwitt, op.cit., pp.145-148.
96 ケリーはさらに、スクエア・パークでのコミュニティ・ミーティングを禁止
し、カウンシルの中心的な会合場を奪おうとした。さらに、ケリーは、BYNC
が達成した給食プログラムの終了をも企図したが、BYNC は市長に対する無
制限の広報キャンペーンを行い、プログラムの終了の取り下げに成功した。
Finks, op.cit., p.22.
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た97。
　明らかにアリンスキーは、トクヴィル的な人民主権原理と参加の意義
を BYNC の基底的理念と位置付けていた。彼は「人民」たるバックオブ
ザヤーズの移民たちを民主主義の単なる受け手とみなすのではなく、

「人民」こそが民主主義の担い手とみなすことによって、組織化を「デモ
クラシーの実践」へと昇華させたといえよう。ここで、彼が単に「人民
主権」の原理でもって、物質的・利己的な欲求に埋没し公共的問題に無
関心なままでいる「民衆」を鼓舞することに終始するだけであったなら
ば、彼は過去の伝統をおしむノスタルジックな活動家にとどまったかも
しれない。しかしながら、アリンスキーによる組織化の基底的理念は、
先験的に設定された「公共の利益」へと人々を教導するのではなく、自
己利益を追求する「個人」の利己的な思考を利用して、他者との協働が
自己の幸福に不可欠であることを人々に実際に認識させるプロセスとそ
の定着にあった。たしかに、20世紀初頭における「資本主義のジャングル」
には、強固な個人主義を無媒介に利他主義へと変質させる社会的機能は
残されていなかった。しかし、既存の「組織」を媒介にして公共の利益
に対する感覚を養うという社会運営の原理は、いまだ命脈を保っていた
のである。
　ここで、トクヴィルがアメリカに見た民主主義の特徴が再び想起され
よう。トクヴィルは、アメリカの地に降り立って以来、その民主政を支
えているのが普通の人々の日々の活動であることに深い感銘を受けた。
彼の見るところ、普通の人々の個々の判断が個別的に見て常に正しいと
は限らないし、その行動の動機はあくまで自己利益にあった。だが、ト
クヴィルを驚かせたのは、アメリカにおいては、公共利益のために個人
の自己利益が犠牲にされるのではなく、個人の自己利益と結びつくよう
な形で、公共の利益に対する感覚が確固として存在していることであっ
た。公的な事柄を上意に任せるフランスの政治精神に批判的なトクヴィ
ルは、アメリカの「現実」から、身近な世界から公共精神を形成・発展
させていくことこそ政治的実践の基本であるとの確たる信条を導き出し
た。トクヴィルは、一般市民の政治参加を無条件に賛美することはない。

97 Horwitt, op.cit., pp.148-160.



アメリカにおけるコミュニティの組織化運動（２）

［80］北法65（3・221）715

しかし彼は、一定の条件のもとで、人々の多様な知や力が結集する──
多様な結社により、個人に異質な他者と出会う場が提供され、民主的社
会を相対化する契機が生まれる──ことに、アメリカ政治の独特の自己
矯正力を確信したのである98。アリンスキーもまた、民衆の、民衆による、
民衆のための組織から、民主主義を発展させるために必要な巨大な力が
生まれると信じていた。言い換えれば、アリンスキーは、大衆社会の「危
機」の中から、自由主義と民主主義が両立する社会を展望したのである。

２）－３　「民主化」「運動」と「コミュニティ」
　すでに述べたように、アリンスキーの組織化理念はその原点をシカゴ
学派の社会学とし、実践的要請のみでなく学問的な素養に基づいて構成
されたものであった。パークやバージェスは、異質な人々が相互融合に
至る道筋を理論化し、大量の新移民に起因する社会問題とその解消にア
プローチした。では、アリンスキーは「コミュニティ組織」の形成が、
どのようにして「民主化」に繋がると考えていたのだろうか。また、民
主主義社会の実現において、地域「コミュニティ」はいかなる意味をもち、
どのように機能するのだろうか。
　 彼 は、1941年 の『 ア メ リ カ 社 会 学 雑 誌（American Journal of 
Sociology）』の論文「コミュニティ分析と組織（community analysis and 
organization）」の ほ か、1942年 に『 矯 正 精 神 医 学 雑 誌（American 
Journal of Orthopsychiatry）』に「若者と士気（youth and morale）」なる
論文を IAF 代表の肩書きで投稿している。前者の論考は、BYNC の「成
功」事例に基づいて「コミュニティ組織」の新たな指針を示すものであり、
後者の論考は、「コミュニティ組織」の独自性を示しつつ、アリンスキー
の「民主化」哲学を明らかにするものである。
　「コミュニティ分析と組織」において、アリンスキーは自らが主導す
る「コミュニティ組織」の特徴は「地域のコミュニティを、より広い社
会的有機体の中で捉え、地域の問題をより広い社会経済的イシューと連

98 宇野重規『トクヴィル　平等と不平等の理論家』講談社選著メチエ、2007年、
180頁。
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関させる手続き」にあるとする99。そして、コミュニティ組織の基礎とな
るものは住民の「代表」制度であり、この「代表制」の美徳（virtue）が
近隣における建設的な変化を基礎付けている。バックオブザヤーズの基
本的な社会的制度は教区と組合である。カトリック教区は、人々の伝統
的な文化や価値の媒介物（medium）であり、労働組合は経済的安定と
世俗的な価値の媒介物となっている。コミュニティ組織は、この二つの
組織に重複して属しているメンバー間の媒介物となり、「コミュニティ」
全体の共通の福祉に資するプログラム形成を支援する。そして BYNC
は教会や組合、その他様々な小組織の「代表」となり、土着のリーダー
の下、自律的且つ包摂的な「コミュニティ」が創造される。このプロセ
スに「外部集団」が入り込む余地はない。カウンシルは近隣の文化や価
値よりも高次の文化や価値を体現するものではなく、彼らの生活に根拠
を有する実践組織なのである100。カウンシルが設定するプログラムはそ
れぞれ委員会を有するが、個人はそれらの委員会に所属し他者との関わ
りにおいて近隣の「共同生活（communal life）」を構成する個人的な事柄
についての知識を獲得していく。こうした目に見えない（intangible）知
識や情報は、形式的な研究やサーヴェイによって明らかにされるもので
はない101。
　ここで重要な点は、自己利益を異にする大小様々な組織はプログラム
形成において不可避的に対立し、にもかかわらず「統合する」点である。
当初は自分の所属する集団の自己利益のみ主張していた各代表らが、
徐々に他集団の主張する自己利益の根底に、自らが抱える問題と共通の
ものを見出していく。例えば「失業」による不利益について、当初は商
工会議所、労組、そして宗教組織の各代表の言い分はバラバラであった
が、長い議論を通して、「失業」がコミュニティ全体の福祉における根
源的な脅威であるとの結論に至った。そして、すべての組織が結集して
コミュニティの「共通の問題」のために活動し始める。アリンスキーは、
こうしてコミュニティが「動く（move）」ように組織されるとき、それ

99 Alinsky, “Community Analysis and Organization,” p.798.
100 Ibid., pp.799-801.
101 Ibid, p.801.
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は「運動（movement）」となる」、と断言している。カウンシルは、土着
の組織を通して明らかにされたコミュニティの「感情（sentiment）」で
あり、単なる「カウンシル」なのではない102、と。
　後に見るように、アリンスキーは、黒人分離主義やニューレフトの登
場に直面して「運動」に批判的な態度をとった。その根拠は、彼がこの
論考ですでに明確に示していよう。彼にとって「運動」とは、民衆の努
力や知恵、工夫によって創り上げる作為のプロセスであって、彼らの主
体的な参加と十分な議論によってのみ成り立つ。そこには人間に本質的
な利害の対立があり、分裂の契機が常に存在するが、そうした動態的な
要素が、最終的に統合された共同体の結束をむしろ強化するとされる。
他方で、この「運動」は、日常生活に関わる問題の継続的なイシュー化
により、人々の生活の一部として位置づけられている。つまり、コミュ
ニティの組織化運動は、広範な参加と議論を通して、コミュニティの住
民「自身」が、生活圏（コミュニティ）の「ニーズ」を解釈していく日常
的な「活動」なのである。
　1942年の論考にも、こうした新たな政治的共同体を創出していく「民
主化運動」の理念が貫徹されている。アリンスキーは、当時の社会学者
が専らサンプル・データの獲得に熱中する傾向にあると指摘し、「我々
は、個人の標本作りに支配されていて、全体と部分の機能的関係に対す
る理解を欠いている」103と批判する。そして、「青少年問題（あるいは他
のいかなる問題にせよ）を機能的な観点から見れば、それらは孤立した
現象とは見なされ得ない。このような分断的な志向の顕著な例は、現在
行われている非行研究や犯罪研究に見られる。犯罪とは、正確には、一
般的な社会的解体の問題の一つの相として見なされうるものである。犯
罪研究の扉を開くことは、社会的混乱という広範囲の遠景に直面するこ
となのである」104と、社会学的な見解を示したうえで、この観点に立って、

102 Ibid., p.802.
103 Saul D. Alinsky, “Youth and Morale,” American Journal of Orthopsychiatry, 
Vol 12, No.4 (1942), p.599.
104 Ibid.
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「我々は個人的であると同時に社会的である」105と明言する。
　だが、「我々はしばしば個別性を口実に小さな、私的な世界に閉じこ
もる。そこは一般的な社会的・経済的・政治的要素を外部に追いやり、
対立や混沌とは無縁の快適な場所である」106。そこで、アリンスキーは実
践者として、自身の「コミュニティ」観とそれを基礎とした「民主化」理
念を示すのである。すなわち、「民主的社会におけるコミュニティは個
人の利害や目的のみではなく希望や感情を表明する機関であり、人々の
権力は、組織という伝動装置を通して広く人々に行き渡る。これが民主
化である」107。したがって、従来「コミュニティ組織」と記述されてきた「組
織」の特質こそ、疑問に付されねばならない。
　アリンスキーによれば、既存のコミュニティ組織には３つの欠点が
あった。第一に、それらは専門機関との連携による「監督的」組織であり、
第二に、コミュニティの個々の問題が他の問題と関連付けられることが
なかったために効率性を欠き、第三に、「近隣」が地域に固有の力（force）
によって形成された実体であることを認識していないために問題を本質
的に解決できない点である108。「コミュニティ分析と組織」論文における
同様の指摘も含めて考えれば、BYNC やカンザスにおける組織化は、
これらの問題点を理論的にも実践的にも克服するものとして示されてい
る。むろん、シカゴ学派の「申し子」たるアリンスキーが実践を通して
確立した「哲学」は、「組織化」の実践方法に重点を置くもので、社会学
的理論構築の丹念な手順を踏むものではない。しかしながら、この時期
のアリンスキー哲学における社会学的な「コミュニティ」理解と組織化
の実践の間に大きな緊張関係は見られない。さらに、同論文におけるア
リンスキーの主張には、同時代の「民主主義」と「個人主義」に対する鋭
い批判が込められている。彼はいう。

「近代都市文明において、人々の多数は都市の匿名性──つまり、
自らの隣人を知らず、配慮もしない生活様式──を余儀なくされて

105 Ibid.
106 Ibid.
107 Ibid.
108 Ibid., p.600.
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きた。彼らは、コミュニティの生、国家の生から孤立して、個人的
関心が集団的善に優先するような小さな、個人的世界のコントロー
ルを超えた社会的力によって生かされている。……この、全体的な
社会生活と絶縁した個人は、民主主義の基礎を掘り崩すものである。
むろん、我々はデモクラシーの市民であり、国家の代表を選択する
権利を持つ。だが、多くの人々は、自分の居場所がないと感じてい
る。つまり、「（構成員として）数に入っていない」と感じているの
である。……この場合、士気（morale）とは、生活様式に対する信
念を指す。「士気」の領域において存在している現在の混乱は、「デ
モクラシー」の広く行き渡った意味の混乱の、必然的な付属物であ
る。……「デモクラシー」という言葉は非常に多義的であるが、こ
の語の共通定義の達成を通して、生活様式に関する信念が形成され
るだろう。ただし、この定義と信念は何よりも “people” によって
なされねばならない。それを可能にする媒体が組織なのである。」109

　BYNC の組織化を通して確立したアリンスキー「哲学」は、パークを
初めとするシカゴ学派社会学の生態学的理論を源流としながらも、集団
の団結を相互同化過程の一時的かつ不可欠な「段階」とみなして外部か
ら「観察」あるいは「同化を援助」するにとどまることを峻拒した110。た
しかに、紹介した二つの論文中に見られるように、社会学者としてのア
リンスキーは、パークのコミュニティ観を継承して、地域コミュニティ
はそれ自体自律的な共同体ではなく、複雑な社会構造やプロセスが反映
する場とみなしており、それゆえに人々に相互関係性を「気づかせる」
機能を組織化の初期の段階に組み込んだ。
　この段階において、オーガナイザーが果たす重要な役割、土着のリー

109 Ibid., 601-602.
110 レイチェらが指摘するように、アリンスキーはパークの「過程」としての都
市秩序観には不満を感じていた。彼はむしろ、CIO のルイスが示した意図的且
つ好戦的な活動に重点を置いた代替的な社会変化モデルに引き寄せられた。ア
リンスキーは、労働組合の対抗戦術を学びつつ、参加とアイデンティティの単
位としての独自のコミュニティ観を形成したのである。Donald C. Reitzes and 
Dietrich C. Reitzes, The Alinsky Legacy: Alive and Kicking (Connecticut: JAI 
Press Inc., 1987), pp.32-34.
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ダーが誰であるかを認識することである。オーガナイザーは無数の集会
や会合に参加し、地域内のしかるべき個々人の役割を確認し、彼らのあ
らゆる言動に注意し、緻密に「観察」することで地域社会の生活を形成
している力や相違といったあらゆる要素を理解せねばならない。だが、
オーガナイザーは地域のリーダーシップを確立する促進剤として機能す
るのみで、一旦人々を「問題」から「イシュー」、「行動」へと動機付ける
ことに成功すれば、「専門家」としての役割を終えてその地域に固執す
ることはない111。初期のアリンスキーにとって、エスニック集団間の分
裂と無関心の突破口は、「私的なもの」と見なされていた「問題」を政治
化し、新たな共同体の必要性を鼓舞することにあった。そしてここでは、
外部の技術的主導や道徳的な教導に拠らずに、住民自らの力でコミュニ
ティの「統合」が達成されることが前提とされていた。
　このように見ると、アリンスキー「哲学」の一つの特徴として、コミュ
ニティの各集団の固有の伝統や価値を尊重すると同時に、それらを統合
する共通の文化の維持発展を追及しようとする点で「多元的統合」112の
ヴィジョンを見出すことができる。さらに、同時期の社会学における行
動主義の興隆に対するアリンスキーの批判には、パーク流の社会学の継
承者としての学問的意識を見ることができる。これらの点から、アリン
スキーが組織化の「実践者」であるだけでなく、コミュニティから民主
主義の発展を理論付けようとした社会学者とみなすことは可能であろ
う。特に、社会学者としてのアリンスキーを特徴付けるのは、「コミュ
ニティ」を、本来的に「共通性」を有する生活領域とみなすだけでなく、
以下に見られるように、個人を出発点とし、且つそれと不可分の関係に
あるものとして位置づける点である。

「個人とその人間の全体的枠組みに対する関係性という観点から個
人を理解することは、彼がその行動に至る動機を明らかにすること

111 Joan E. Lancourt, Confront or Concede: The Alinsky Citizen-Action 
Organizations (Massachusetts: Lexington Books, 1979), Chapter 2, 3, 4; Alinsky, 
Reville for Radicals, pp.71-75.
112 いうまでもなく、「同化論」にも「文化多元主義」にも与しないこのヴィジョ
ンを提起したのは歴史家ジョン・ハイアム（John Higham）である。
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である。……この社会的条件付けは、人間の人生の最初の時点から
開始され、その原初的環境が家族に限定されていた時点から、彼の
行動や理解の範囲が第二次的集団、ついで地域社会（community）、
地域社会をもその一部としている全般的文化（the general culture）
へと拡大する時点まで、継続するのである。これらの経験や社会的
圧力のすべての影響は、人間の形成期に刻印される。……いかなる
名称が与えられるにせよ、この刻印は、根本的に、人間の文化の産
物として承認されるべきものである。……個人の人生は、彼が属す
る集団やコミュニティとの関係性という観点においてのみ、意味を
もつ。個人の公的な地位は、彼が属する集団から付与されるのであ
り、それらは、コミュニティにおいてのみ、意味をもつのである。」113

　繰り返してきたように、アリンスキー「哲学」は、「コミュニティ」の
自己統治を通して実質的に民主主義を実現しようとするものである。一
方、その「実践」は既存の「組織」を組み入れ、外部からの社会事業を一
切排除するものだったがゆえに、アリンスキーによる組織化は「コミュ
ニティの支配」と批判されることもあった。だが、彼は、オーガナイザー
に「対象地域の居住者が「人間として」もつ価値・目的・希望の理解」を
必須のものとして課し、価値創造の主体としての人間とその生に意味を
与えるコミュニティという認識を示している114。つまり、活動家として
のアリンスキーは、労働組合や慈善組織に代表されない既存の地域集団
を、組織化を円滑に進めるための「資源」・「手段」として利用したが、
社会学者としてのアリンスキーは、そうした集団が固有の文化や価値を
もつことに十分な注意を払っていたのである115。

113 Alisnky, Reveille for Radicals, pp.113-114. なお、長沼は全般的文化（the 
general culture）を「社会」と訳している。
114 Ibid., pp.36-37.
115 管見によれば、こうしたアリンスキーの個人─社会観は、同時代に個人と
社会の調和的発展と、その基礎としての「コミュニティ」論を展開したロバート・
Ｍ・マッキーヴァー（Robert・R・MacIver）のそれと共通するものがある。政
治学者としてのマッキーヴァーに着目した町田によれば、マッキーヴァーの理
論において重要な特徴は、個人と社会が結合しているという人間観が貫徹され
ていたことである。彼は、コミュニティのうちに実現すべき理想から逆算的に
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３）展望なき「権力」──「権力」をめぐる実践とその陥穽
　ただし、「力」を持つ「組織」の構築という一点において、当然のこと
ながら、アリンスキー「哲学」は社会学的な理論に回収されることはない。
既述のように、アリンスキーは、オーガナイザーを全体としての民衆を
把握しうる「ごく少数の人々」と位置づけ、「［目下］自己の領域を超え
て事物を認識できていない」多数の人々と対比した116。また、当時の社
会学が大衆の問題をほとんど扱わないのに対し、アリンスキーはむしろ
トクヴィルの大衆政治への警告を明確に意識する。『ラディカルの覚醒』
においてアリンスキーは、「民主主義とは希望や進歩の「過程」、真理や
正義、あるいは人間の尊厳を追求することと同義であり、ゆえに民衆が
参加することをやめれば、退廃という暗黒の中に衰滅する」117とし、「社
会的機構に組み込まれた単なる機械に過ぎないという民衆の感覚を打破
し、行動へと動機付けることこそオーガナイザーの真の役割である」118

という。そして、アリンスキーは生活領域としてのコミュニティにおけ
る「組織」が民主主義の健全な機能の心臓部分である119とするのである。
だが、この「組織」の権力行使は、既存権力に対する「対抗」という戦略
をとった。そのため、アリンスキー「哲学」は、その根底において「大衆」
への積極的な価値付けがなされているにもかかわらず、容易に「エリー
ト主義」との批判を喚起し、アリンスキーは「扇動者」というレッテル
を免れ得なかった。

論証される道徳的社会を見る思想や考え方を批判し、普通の日常人の個性が社
会性と不可分であるという前提の下、「コミュニティ」を個人の成長や発展を
内在させる場として捉え、社会全体の統一の契機としての「コミュニティ」（共
同社会）を民主政治の基礎条件とした。町田博『マッキーヴァーの政治理論と
政治的多元主義』東信堂、2005年。また、アリンスキーとマッキーヴァーに共
通する同時代の社会学の行動主義的潮流への批判や先験的な人間観の否定は、
個人が他者との相互活動を通して個性と社会性を発展させていく民主主義社会
のイメージへと繋がっている。
116 Alinsky, Reveille for Radicals, p.37.
117 Ibid., p.47.
118 Ibid, pp.49-50.
119 Ibid.
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　こうした観点からみるとき、アリンスキーにおける「コミュニティ」は、
しばしば指摘されてきたような「権力の源泉」120であると同時に、個人
と社会が結合しているという一見単純な社会観を出発点としながら、必
ずしも個人と社会の調和的発展という普遍主義に帰着しない「生活共同
の場」であると理解できる。ここでアリンスキーは、人と人との関係を
結ぶ普遍的な倫理を前提としていない。活動家であるアリンスキーは、
自身の「哲学」を、倫理的な価値基準を設定して体系化することは考え
ていなかった。アリンスキーにとって、人間はあくまでも経験的存在で
あり、彼は普遍的な倫理の信奉者ではなかった。
　彼が最も危険視していたのは、自己の信念のみを唯一真実の価値とす
る狂信的な考えが権力と結びつくことであった。したがって、個人と社
会が調和的に発展するためには、人々が外部権力の及ばない相互活動の
中で見出した共通の問題を解決するための媒体が必要であった。その媒
体が、「力」をもつ「コミュニティ組織」の形成だった。事実、アリンスキー
は当初から組織化において「目に見える（tangible）」変化や改善以上に、
敵対関係から共感や相互理解が創出されるプロセス、近隣「地域」に回
収されないより広範な社会経済的問題の喚起を重要視していた121。
　だが留意すべきは、アリンスキーによる「組織」が、人民主権原理に
立脚したうえで特定の「コミュニティ」の経済的安定や生活改善を志向
する限り、「組織」による自治は常に、コミュニティに加わろうとする

120 先行研究の検討の中で指摘したように、コミュニティの組織化においては、
対象地域の個々のメンバーがどのような集団とアイデンティファイしているの
かを見極めることが重要であり、歴史的にその目的や方法は多様である。アリ
ンスキーの場合、地理的コミュニティにおける「組合」と「教区」をベースとし
た「組織化」に分類されるが、スピアは、アリンスキースタイルの組織化を「権
力（power）」ベースの組織化であると定義している。アリンスキーメソッドは、
メンバーやコミュニティの生活改善のために必要な資源獲得を可能にする社会
的権力の構築を目指しており、権力の役割を認識した上でコミュニティの機能
における権力関係の再構成を求めるからである。Paul W. Speer, “Organizing 
for Power: A Comparative Case Study”, Journal of Communioty Psychology 23 
(1995), p.53.
121 Connolly, op.cit., p.116.
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他の人々を敵視したり、排斥する危険性を内在させるということである。
人々に主権がある限り、共同体の構成員である人々の決定はそれがどの
ようなものであれ、正当である。つまり、周辺化されたコミュニティの

「エンパワメント」は、私的空間としてのコミュニティにおける自由と
矛盾しないのである。したがって、アリンスキーによって民主主義を健
全化するために生み出された工夫は、その意図とは正反対の結果を生み
出す社会装置となりえた。換言すれば、アリンスキー「哲学」は、自ら
が依拠する「人民主権」の原則から人為的に「組織」を作り出す過程で、

「自由」の両義性に正面から対峙する運動理念の契機を有したことになる。
　BYNC の「成功」から『ラディカルの覚醒』に至るまでのアリンスキー

「哲学」には、たしかに当時の都市政治構造と社会改革の実践の中で「人
民統治」が形骸化していくプロセスへの警鐘と、その打開策──つまり、
理論的・歴史的に「権力の源泉」とされてきた人々を「実質的な」権力の
構成員として再組織する──としての「人民組織」の構築手続きが理念
化されている。かかる理念化においては、「シカゴ学派」の社会学者と
してのアリンスキーの学問的認識と実践者としての批判意識が反映され
ているともいえるだろう。だが、これが「実践」を明確に規定し、教導
しうるほどの「理念」的体系を備えるまでには至っていなかった。これ
まで説明してきたように、この「組織化」運動を実践していくのはあく
までも地域の人々であって、アリンスキーではない。「オーガナイザー」
は、組織化対象となる近隣地域の住民同士の相互的関係の基盤を形成し
て参加と議論を促し、コミュニティ全体の生活改善を実現するための統
治機関構築を後方支援するのみである。さらに彼らオーガナイザーは当
該地域に固執せず、組織は数年後には IAF の手を離れ、「独立した」組
織運営が目指される。「人々の組織」が代表制に基づく参加とそれが可
能な規模を維持し、実質的な民主政が担保されている限り、運動は「実践」
が担うのであって、むしろ厳密な理念が構築される必要もなかった。
　ここに、この運動の独自性と重大な陥穽があったのであり、アリンス
キー「哲学」の断続的な理念化の契機が存在する。彼は、実践上の問題
を「自由」や「平等」といった概念ではなく「権力（power）」という概念
によって克服しようとした。実際に、アリンスキーはいかなる媒体にお
いても「自由」や「平等」ではなく「権力」という語によって組織の原理
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及びその正当性を説明する。それは、「権力」概念の中に民主主義の具
体的な実現を組み込んでいく「挑戦」を意味していた。
　アリンスキーは、40年代後半から50年代にかけて５箇所における組織
化を、そして60年代初頭から71年までの間に６箇所における組織化を手
がけている。この間、BYNC の保守化という「変化」にもかかわらず、
アリンスキーの全国的知名度はさらに上昇し、極めて論争的な形にせよ、
コミュニティ・オーガナイジングの実践的地歩を確立した。とりわけ
1961年に発足したシカゴの黒人貧困地区組織、ウッドローン組織（The 
Woodlawn Organization：TWO）は、当時のジャーナリズムの間で注
目と賞賛を浴びる。
　だが、BYNC が人々の「生活領域」に接近することにより既存の組織
に代表されない社会的「ニーズ」を発見し、民衆による「主体的な」社会
問題の解決に貢献したことは、「生を営む」という極めて私的な活動と、
公的な領域との間の本質的且つ不可避的な「葛藤」を完全に克服したこ
とを意味しない。とりわけバックオブザヤーズの住民が「あらゆる犠牲
を払っても」「所有」することを渇望した「持ち家」の観念は、公─私の
境界線を大きく揺るがす「力」を胚胎していた。
　では、人種問題が表面化する50年代後半までに、アリンスキーの「権力」
概念はいかにして「公的領域」としての「コミュニティ」を希求し続ける
のだろうか。

第４節　BYNCの保守化と「コミュニティ」の変容

１）創られる「空間」と「所有者」の登場
　1939年に発足した BYNC は、その後急激に保守化し、アリンスキー
を落胆させた。BYNC の「変化」の最大の理由は、いうまでもなく人種
問題であった。戦後、北部における労働需要の高まりと南部農業の機械
化を最大の要因として黒人たちの北上（「大移動（great migration）」）が
始まり、シカゴでは1940年から60年までの間に黒人人口は30万から80
万に増加した。そして、それと呼応するように、50年から56年までの間
に25万人以上の白人が都市部から郊外へと移動した。BYNC は、大量
の黒人が近隣に押し寄せ始めたとき、白人居住区維持組織へと化し
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た122。
　こうした都市における大規模な人の移動に特徴的な事実は、急増する
黒人の多くが事実上の隔離状態に置かれたことである。人種に基づく住
宅隔離が生じた原因の説明には枚挙に暇がないが、一般に、政治・産業
指導部の「上からの」政策と、特定の居住区に居住する民衆レヴェルの
いわば「下からの」隔離圧力及びそのような住民の集団的意志を反映し
た「自由市場」の論理の下で、「事実上の隔離」が循環的に制度化されて
いったとみなすのが妥当である123。こうした構造の背景には、以下のよ
うな条件が挙げられよう。
　第一に、旧移民からの差別の対象でもあった東南欧系移民（新移民）
の子供や孫の世代による「アメリカの夢」の共有化があった。一戸建て
のマイホームの獲得は、庶民にとって手近な「アメリカの夢」の実現を
意味していた。第二次世界大戦のもたらした「総動員体制」の副産物と
しての公的住宅資金援助やインフラ開発などの様々な連邦政府の恩恵的
政策によって、戦後、工業的大都市の労働者はようやくこの夢を実現し
たのである。
　第二に、彼らにとって、黒人の隣人は資産価値を下げ、犯罪を持ち込
むことによって近隣の安定性を揺るがす脅威であった。南部と違って法
的な人種隔離体制のなかった北部では、黒人を排除するために「自由な
不 動 産 市 場 」の 下、 居 住 者 に よ る 住 宅 の「 制 限 協 定（restrictive 
covenants）」が設けられていた。1948年の「シェリー対クレマー（Sherry 
v. Kreamer）」判決でこの制限協定が違憲とされた後にも、あからさま
な人種条項が「好ましからざる人物」というより合法的な表現にとって
代わられたのみで、実質的な変化がもたらされることはなかった。
　第三に、そうした大都市内部の住み分けを規定した差別的な地方条例
や州法、あるいはそれに対する連邦政府の差別黙認政策によって、人種
隔離は事実上制度化され、再生産される構造にあった。かくして、とり
わけ膨張するゲットーとの境界線に位置する地区では人種間の緊張が高

122 1947年から1952年までの間に、約5000人の住人がバックオブザヤーズから
去り、住宅状況は悪化の途を辿った。Connolly, op. cit., p.148.
123 川島正樹「住宅と人種」『アメリカニズムと「人種」』名古屋大学出版会、2005年。
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まり、デトロイトやシカゴ郊外のシセロ地区で大規模な「人種暴動」が
勃発するに至っていた。
　だが留意すべきは、すべての白人居住区が同様に団結して黒人の流入
を阻止したわけではないことである。コミュニティ全体がシナゴーグご
と郊外地区へ逃避するケースが目立ったユダヤ系居住区や、南部におい
て長らく黒人と近くに住んでいたことにより物理的近接性にそれほどの
抵抗感がなかったうえ、自家所有率が極めて低く「転居」を選択するだ
けの経済的余裕がなかったアパラチア地方出身の貧農たちの居住区は

「非防衛的居住区」と呼ばれていた124。対照的に、かつて「新移民」と呼
ばれた東・南欧系の二ないし三世代目のカトリック教徒の集中する居住
区は、代表的な「防衛的居住区」となった。既述のように、バックオブ
ザヤーズを初めとするサウスサイドの東・南欧系居住区は、教会及び教
区への紐帯を通じた居住区への堅固な帰属意識を持つ「自家所有者」に
よって占められていた。とりわけイタリア系、スロヴァキア系、そして
アイルランド系の自家所有率は、他のエスニック集団よりも高い比率に
あり、バックオブザヤーズの住宅の実に57％が、1919年以来の住民の持
ち家だったとされている125。アリンスキーは、教区民に対して領域的な
帰属意識の宗教的意味を強調し、しばしば強制的に教区内に住宅を購入
させることさえあったカトリック教会が、とりわけ人種的変化に直面し
た際に、他の宗派とは異なる機能を果たしている事実を、最もよく理解
し、且つ危険視していた126。アリンスキーは、まさにこの地域の宗教生
活の特性と教会の機能を利用して、BYNC を確立したからである。
　他方で、バックオブザヤーズの住民は単に「カトリック教徒」であっ
たのみではない。「労働者」としての彼らが経済的動機から職場におけ

124 トマス・Ｊ・スグルー（川島正樹訳）『アメリカの都市危機と「アンダークラス」
──自動車都市デトロイトの戦後史』明石書店、2001年、361－362頁。
125 Mark E. Santow, “Saul Alinsky and the Dilemmas of Race in the Post-War 
City” (University of Pennsylvania, Ph. D.Dissertation, 2000), p.46.
1943年の調査によれば、アメリカ全体の外国生まれの自家所有率が21.7％であ
るのに対し、シカゴの外国生まれのそれは41.3％という高さであり、そのうち
カトリックの自家所有率はそれ以上であった。Santow, op.cit., p.46.
126 Ibid.
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る黒人の排除に向かったことは言うに及ばず、近年の社会史が明らかに
するように、労働運動とニューディール、それに続く戦時体制は、とり
わけ「新移民」にとって特別な意味を持った。彼らは、「アメリカ人」と
しての社会権を獲得・享受し、経済的「安定感」を増大させていく過程で、
民族的アイデンティティに代わって人種的・階級的アイデンティティを
高揚させるに至った127。かかる人種的・階級的アイデンティティは、宗
教的領域性や「上からの」政策によって補完的に強化されて「白人であ
ること（Whiteness）」の特権と市民権の一部としての「住宅」の所有・
維持という新たな共通感覚へと結実した。つまり、アリンスキーによっ
て「統合」と「共有」の契機を与えられた BYNC は、容易に黒人の「侵入」
に抗する「排除」の論理を正当化しえたのである128。
　さらに、BYNC のもう一つの「核」たる労働組合は、民主党との蜜月
関係を強め、労働者は組合に所属する必要がないこと（オープン・ショッ
プ制）を認めた1947年のタフト・ハートレイ法（Taft-Hartley Act）の成
立を境に、近隣コミュニティの「生活」から乖離していった。アリンスキー
は、こうした労働組合の保守化を前にして、組合活動家との関係を完全
に断ち切ったわけではない。彼は、IAF の評議委員の一人として全国
精肉業労働者組合（the United Packinghouse Workers）のラルフ・ヘル
ステイン（Ralph Helstein）を重用していたし、ルイスとの友好的な関係
も維持していた129。しかし彼は、労働組合がもはや組織化における主要
な「資源」ではないことを確信しつつあった。それとは対照的に、カトリッ
ク教会はむしろ近隣コミュニティへのコミットメントを強くする傾向を
示していた。近隣コミュニティの生存能力に経済的・原理的基盤を置く

127 スグルー、前掲書、ローディガー、前掲書。あるいは、Gary Garstle, Working 
Class Americanism: the Politics of Labor in a Textile City 1914-1960 (New Jersey: 
Princeton University Press, 2002).
128 Santow, op.cit., pp.47-50.
129 BYNC の「成功」の後、ルイスは伸張しつつあった CIO のオーガナイザー
としてアリンスキーを勧誘しているが、アリンスキーは非イデオロギー的中
立性という自身の哲学に則り、それを断っている。だが、ルイスとアリンス
キーの個人的な友好関係は続き、ルイスは IAF への寄付も行っている。Finks, 
op.cit., p.45.
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カトリック教会にとって、急速な郊外化と人種的緊張の緩和は、自身の
存続が懸けられた喫緊の課題であったからである。したがって、アリン
スキー率いる IAF とカトリック教会の共闘関係の確立は時間の問題で
あった。
　だが、この時期、近隣をめぐる利害関係におけるもう一つのアクター
の影響力の増大が BYNC の展開に決定的な意味を持った。それは、一
連のニューディール政策に伴って住宅金融への介入を深める連邦政府で
ある。そもそも、福祉国家においては、個人がその生活を形成し維持す
るうえで不可欠な財である住宅ニーズの充足は、医療、教育、福祉と同
じように、政府の責任において達成されるべきものとなる。しかし、ア
メリカの住宅政策の根幹にあるのは貧困の原因を個人の努力と能力の不
足とする自己責任の観念であった。したがって、アメリカにおいては、
連邦政府が住宅問題への直接介入を極力控えるか、あるいは住宅金融政
策などを通じて間接的に関与するという態度がとられてきた130。上述し
たような人々の旺盛な住宅購買意欲は、自動車の普及と郊外化、第一次
大戦の終結といった事情により、すでに20年代から増大の一途を辿って
いたが、これを支えたのは、貯蓄貸付組合（savings & loan associations）
や貯蓄銀行などの貯蓄金融機関であった。これが中間層の住宅購入に大
いに寄与することとなり、連邦政府は基本的にこれら金融機関に出資す
ることによって住宅市場の安定化を図っていた131。
　だが、恐慌とニューディールに伴って33年には住宅所有者貸付公社が
設立され、続く34年に連邦住宅局（Federal Housing Administration）が
設立、全国住宅法（National Housing Act）が制定されると、抵当権実
行の危殆に瀕した住宅所有者を連邦政府が救済する仕組みが整えられ、
住宅担保貸付に対する公的保険の整備と公的保証の提供がなされた。か
かる連邦住宅局の担保保険が市場に浸透するにつれ、決して高給ではな
いが安定した収入のある中所得者層が住宅所有者となることが可能とな

130 宗野隆俊『近隣政府とコミュニティ開発法人──アメリカの住宅政策にみ
る自治の精神』ナカニシヤ出版、2012年、64－65頁。
131 同上、70頁。
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り、住宅購入層が一挙に拡大した132。
　こうした連邦政府による住宅金融への介入と再編は、住宅金融市場を
安定化させるとともに、反面で負の副作用をもたらした。そもそも不動
産価値が低く見積もられがちだった地区──アフリカ系住民の比率が高
い地区や中心市街地──に対する貸付が、ますます制約されるという事
態を招いたのである。不動産業者による二重基準は違憲判決後も実質的
に市場に横行していたが、住宅取得におけるマイノリティの困難は、実
は連邦政府の住宅金融政策における人種差別によるところが大きかっ
た。住宅所有者貸付公社の実務においては、アフリカ系住民の世帯がわ
ずかでも存在する街区は赤線（融資危険地域）指定となり、それが保険
引受の実務に反映されていた。結果として、アフリカ系住民に対する民
間融資の実績は極めて低調であった一方で、連邦住宅局による住宅金融
政策の恩恵に浴したのはユダヤ系を除いたヨーロッパ系の中産階層であ
り、人種的マイノリティとしてのハンディキャップをも背負った低所得
者層が直面する住宅問題は、閑却されがちだった133。
　上述したようなバックオブザヤーズの自家所有率の相対的高さに鑑み
れば、劣悪な生活環境を強いられる生活から共同的且つ自律的なコミュ
ニティ生活を「獲得」したバックオブザヤーズの住民にとって、「国家」
権力は、じょじょに自らの活動を正当化し承認を与える存在となり、最
早抵抗の対象として映らなくなった。その代わりに、彼らは自らが獲得
した生活を脅かす「他者」（黒人）への抵抗感を強めていた。他方、アリ
ンスキーは、50年から51年までの間シカゴ市公共住宅局（Chicago Public 
Housing Authority）の下部組織で活動し、連邦の都市再生政策に精通
し始めていた。そして彼は、制度が人種隔離を助長させているとの確た
る認識の下、住宅環境の改善と人種的均衡によるコミュニティの保持を
プログラム化し、BYNC の再組織化を試みる。だが、バックオブザヤー

132 同上、71頁。宗野によれば、連邦住宅局の担保保険により付保された住宅
の着工件数は、1937年には全米の住宅着工数の45％に及び、戦後復興期を経た
50年でも全米の住宅着工数の35％を占めるに至っていた。同上、71頁。
133 同上、73－75頁。
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ズの空洞化と「白人化」がとどまることはなかった134。当時、食肉加工業
の衰退とともに郊外化が進行し、バックオブザヤーズの人口は減少の途
にあった。しかしながら、人口過密により黒人居住区であったサウスサ
イドから溢れ出した黒人家族の流入がバックオブザヤーズ近郊にまで及
ぶと、バックオブザヤーズの住民はコミュニティへの黒人家族の転入の
拒否を表明し、それを貫いたのである。
　かかる BYNC の「保守化」のプロセスは、おそらくアリンスキーによ
る組織化の実践とその哲学の間で最も解きがたい葛藤を生じさせ、最も
大きな課題をつきつけた。なぜなら、BYNC の統治能力は50年代を通
してむしろ強化され、それが皮肉にも組織化活動を円滑に進めるための
決定的な宣伝となったからである。BYNC 設立15周年を謳った1955年
の BYNC 年次報告によれば、カウンシルの構成は、既存の組織から選
出された代表が（夏季を除く）月ごとに委員会を開催し、「コミュニティ
のニーズ」に関する合意と施策を決定するという、初期の構成をほぼ踏
襲するものであった135。カウンシルは福祉、安全、リクリエーション、
保健などいくつかの委員会に分けられ、各自プログラムを設定していた。
中 で も54年 に 設 立 さ れ た「 近 隣 保 全 プ ロ グ ラ ム（Neighborhood 
Conservation Program）」は、BYNC の知名度を再び上げるほどの成果
を挙げていた136。近隣保全プログラム委員会は、貯蓄貸付組合と協力し
て老朽化したバックオブザヤーズの各家屋のリモデルを推進し、景観、
設備ともに最も優れた改築を行った住民に賞金を出すなど、コミュニ
ティ全体の資産価値を上げるための積極的な活動を行っていた137。委員

134 Connolly, op.cit., p.149.
135 “Industrial Areas Foundation Records, Annual Report, 1955,” p.2., Saul 
Alinsky Papers, Box45, Folder 640, University of Illinois at Chicago, Special 
Collections.
136 Ibid., p.17.
137 “Back of the Yards Neighborhood Council: Article Reprint, 1940-1960,” Saul 
Alinsky Papers, Box1, Folder 6, UIC. なお、55年年次報告書によれば、外観、
内観それぞれの優勝者に現金500ドル、その他フロリダ、ニューヨーク、ワ
シントンへの旅行チケットが賞品として準備されている。”Industrial Areas 
Foundation Records, Annual Report, 1955,” p.21., Saul Alinsky Papers, Box45, 
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会は、近隣の地価を（維持するのみではなく）上げるための様々な方策
を独自に案出し138、貯蓄貸付組合などの協力を得て住宅建築、修繕プロ
グラムを実施した。これにより、バックオブザヤーズの1500人以上の住
宅所有者が住宅の修繕及び近代化を完了したとされている139。
　そもそも、当時のバックオブザヤーズの住民は、劣悪な生活環境のみ
でなく、コミュニティの外部から負わされるスティグマに苦しんでいた。
50年代に至っても、バックオブザヤーズの「スラム」としてのイメージ
は根強くあり、彼らは、地域の外で仕事を探すとき、雇用者に嘘の住所
を告げねばならなかった。実際に、バックオブザヤーズは50年代の前半
まで融資機関のブラックリストに載っており、改修用の融資が受けられ
ない状態にあった。だが、BYNC は、独自の調査によって地域の住民
や事業のおよそ30％が貯蓄貸付組合に預金しているという情報を得、そ
れを基に融資機関との交渉を進め、結果的に融資機関の協力を得ている。
すなわち、BYNC は、自らの統治能力によって居住地差別の払拭と尊
厳の回復を実現したのだった。1955年の年次報告においては、「我ら人
民は自分で自分の運命を決める（We the People will work out our own 
destiny）」とのスローガンが明記され、住宅保持プラグラムの推進は、
最も適正な意味でアメリカの伝統を体現していると記された140。こうし
た BYNC の活動は、当時の都市再開発行政が直面していた都市部のス
ラム化と郊外化という問題に一石を投じるものだった。ジェーン・ジェ
イコブズ（Jane Jacobs）は、今やアメリカの都市論の古典となった1961
年の著書『アメリカ大都市の死と生（The Death and Life of Great American 
Cities）』の中で、BYNC を優れた非公式の行政機関であると評し、ボト
ム・アップの都市再生の見本であると賞賛している141。
　だが、このときジェイコブズは BYNC が一面で「人種組織」であるこ

Folder 640, UIC.
138 Ibid.
139 Ibid.
140 ”Industrial Areas Foundation Records, Annual Report, 1955”, Saul Alinsky 
Papers, Box45, Folder 640, UIC.
141 Jane Jacobs, The Death and Life of Great American Cities (New York: 
Vintage Books, 1992), p.298, p.424.
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とに気づいていなかった142。また、こうしたプログラムが可能となった
背景には、「白人」居住区に利益を見出す貯蓄貸付組合の目論見以外に、
連邦政府による住宅所有者貸付公社が、1934年全国住宅法に基づき、住
宅の近代化と修繕のための貸付を保険対象としていたことが挙げられ
る。これにより、2000ドル以下の貸付が保険適格とされ、融資額の20％
までが保険対象とされた143。また、37年には合衆国住宅法（United 
States Housing Act of 1937）により低所得者向けの公共住宅事業が本格
化し、これに反発する民間住宅産業の圧力により、公共住宅が住宅市場
の発展を妨げないよう公共住宅と民間住宅との（立地や外観などにおけ
る）差異化が規定された。続く49年住宅法（Housing Act of 1949）にお
いては、復員兵の雇用を含む景気刺激策の一貫としての住宅政策という
側面がますます強くなり、立法過程において住宅供給対象としての所得
層が中所得者層に限定されていく。その一方で、戦後の住宅不足と都市
の居住環境悪化の解消のために都市部のスラム除去（スラムクリアラン
ス）が実施されたのである144。ここで重要な点は、住宅供給の不安定性
が経済の不安定性をもたらすという前提の下、地方や民間事業者ではな
く政府が都市再開発のイニシアティヴをとることが規定されたこと、そ
して、スラム除去計画が特定の人種階級集団から構成される「コミュニ
ティ」の崩壊をもたらしたことである。後述するように、スラムクリア
ランスによって立ち退きを迫られる人々には新たな住居が適切に供給さ
れていなかった。
　歴史家ロバート・スレイトン（Robert Slaton）は、BYNC は、「自ら
の運命を自ら決定する」というスローガンの下、個々のエスニックグルー
プやアソシエーションの多様性を維持しながら、それらの多元的統合を
可能とする「公的領域（public realm）」を作り出し、維持したと評価し
ている。カウンシルは、「住民の「私的領域」を比較的平穏に維持したま
ま、共通の目的を共に追求する「パブリック・フォーラム」となったと

142 Horwitt, op.cit., p.316.
143 宗野、前掲書、70頁。
144 同上、72－92頁。
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いう145。1951年、当時のイリノイ州知事であった、アドレイ・スチーヴ
ンソン（Adlai Ewing Stevenson II）146は、ミーガンに宛てて以下のよう
な手紙を認めている。

「我々のデモクラシーのすべてを最も見事に体現している団体を一
つ挙げるとするなら、私はバックオブザヤーズ近隣協議会を挙げる
だろう。あなたたちがコミュニティの人々の健康、社会福祉、経済
発展、そして幸福のために行ったことはすべて、同時代で最も勇気
付けられる功績の一つであると私は断言する。」147

　さらに、バックオブザヤーズの住宅修繕事業は50年代後半に至って当
時の連邦住宅局長官ジュリアン・ジマーマン（Jullian H. Zimmerman）
の耳にも入った。彼はバックオブザヤーズを視察に訪れ、ストックヤー
ズのホテルでのランチォンにおいて「BYNC によって実施された「私的
復旧プログラム（the private rehabilitation program）」には大いに驚か
された。この地域は、混迷に陥っているアメリカの古いコミュニティに
おいて光り輝く星である」と絶賛し、リチャード・デイリー（Richard 
J.Daley）市長と談笑している148。59年から60年までのシカゴ主要紙は、
挙ってこの「快挙」を取り上げ、BYNC の代表とミーガン、そしてシカ
ゴ連邦住宅局局長のジョン・ウェイナー（John L. Waner）は、ジマーマ
ンとのランチォン会議において、当該地域の住宅修繕・建築を対象とし
た連邦政府による長期ローンの拡充を確約したと報じている149。だが、
前述のように、BYNC の近隣保全プログラムは、当初から連邦住宅局
やその他の政府補助金にすべてを依存していたわけではなかった。この
プログラムが成果を挙げるプロセスにおいては、貯蓄貸付組合などの民

145 Slaton, op.cit., p.205, p.227.
146 祖父のアドレイ・Ｅ・スチーブンソン一世は第24代アメリカ合衆国副大統領。
スチーブンソン二世は1952年と56年に民主党から大統領候補に指名され、二度
とも共和党のアイゼンハワー（Dwight D. Eisenhower）に敗れている。
147 Slaton, op.cit., p.228., Bailey, Jr., op.cit., p.1.
148 “Best in Nation: Zimmerman, FHA Chief Describes Area As Country’s 

‘Shining Star’,” Chicago Daily News, April 6, 1959. Saul Alinsky Papers, Box 1, 
Folder 6, UIC.
149 Ibid.
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間金融機関の偏向的媒介と連邦政府による担保貸付の浸透が軌を一にし
ていた。したがって、ジマーマンのバックオブザヤーズ視察は、安定的
住宅市場の機能と、連邦主導の住宅政策が適用される「（白人）モデル地
区」を宣伝する意味が大きかったといえよう。ジマーマンは、ランチォ
ンで以下のように述べる。

「私は年間12万マイルも飛び回り、あらゆる地域を見てきたが、バッ
クオブザヤーズは最も優れた地域である。ここで観察したことは、
全米のすべての類似した何千もの近隣の手本となるだろう。」150

　さらに付言すれば、この時期、デイリー・マシーンは、戦後の連邦都
市政策との関わりの中で、むしろその基盤を磐石なものにしていた。公
共住宅建設やスラム除去と再開発のために多額の連邦資金が供給された
とき、都市には不動産、商業、建設などのビジネスとマシーン政治家と
の連携が形成された。デイリーは55年に市長となった後、連邦資金を利
用して、ダウンタウンの商業区とレイクフロントの再開発事業に着手し
ていた151。戦後の産業構造の変化の中で、都市産業の衰退と土地価格の
下落に直面したデイリーは、ダウンタウンの商業コミュニティを市の再
開発プランに引き込み、いわば私的な投資活動と公的な資本投資の密接
な関係を構築することで自身の基盤を拡大していった152。BYNC の「私
的」投資活動の活性化という「成功」は、デイリーにとっても好都合な
ものであった。事実、64年の BYNC 年次報告には、表紙見返しに「BYNC
は合衆国における近隣組織のモデルである」とのデイリーからの賛辞が
載せられたのであった153。この間、BYNC は対抗戦略を放棄し、シカゴ
民主党との関係を深めていた。そして、バックオブザヤーズの住民は
1968年の大統領選挙に至って、民主党政権が推進する人種隔離廃止政策
に反対してアメリカ独立党（American Independent Party）から出馬し

150 Ibid.
151 Joel Rast, Remaking Chicago: The Political Origin of Urban Industrial 
Change (Decab, Illinois: Northern Illinois University Press, 1999), Chapter 2.
152 Ibid., pp.29-34.
153 “Industrial Areas Foundation Record, Annual Report,” Chicago History 
Museum.
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たジョージ・ウォレス（George Wallace）を支持した。これに対してア
リンスキーは、72年の『プレイボーイ』誌のインタヴューにおいて、バッ
クオブザヤーズでウォレスの選挙用ステッカーを貼った車を見て「吐き
気がした」と振り返っている154。
　ここに、バックオブザヤーズの「保守化」の背景における重要なファ
クターとしての「国家」権力の浸透と、アリンスキー「哲学」が更新され
る重要な契機を見ることができる。たしかに、この地域のエスニック的
多様性と相互の敵対的関係という歴史に鑑みれば、BYNC の内部にお
いて「公的領域」が確立し維持されていたと見ることもできよう。だが
それは、私有財産としての住宅をなんとしても守ろうとする人々の「私
的領域」の拡大及びそれを支えるニューディール以来の連邦政府の再分
配政策と表裏一体であった。そして、ジマーマンの発言や一連のパンフ
レットに見られるように、BYNC の近隣保全プログラムはあくまで近
隣地域の結集による「私的」な試みであると捉えられ、それが「アメリ
カ民主主義の最良の伝統の実践」であると賞賛された。BYNC の確立当
初に与えられた賛辞もまた、「ニューイングランドのタウン・ミーティ
ングの再現である」、つまり伝統的なアメリカの民主主義の実践である
という意味を含んでいた。
　たしかに、参加と自治という側面からすれば、タウン・ミーティング
と BYNC の近隣保全プログラムには伝統的な人民主権原理に基づく「民
主主義」が貫徹している。だが、当然のことながら、アリンスキーをし
て BYNC を形成せしめた契機は、第一に20世紀に新たに出現した「都市」
の「悪弊」であり、第二に民主的社会における「人民」そのものの形骸化
に対する危機感であった。アリンスキーが直面し起点とした現実は、急
速な工業化と人の移動に伴って「都市」に現れた新たな人々の生活パタ
ンであり、それは18世紀のニューイングランドにおける同質的且つ牧歌
的なコミュニティと人民統治の姿でも、あるいはウィービが19世紀につ
いて自己支配（self-rule）体制155と呼んだような、人々が政治参加を通じ

154 Nordon, “Play boy Interview: Saul Alinsky,” p.76.
155 Robert H.Wiebe, Self-Rule: A Cultural History of American Democracy 
(Chicago: The University of Chicago Press, 1995).
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て自らを統治する姿でもなかった。それは、人々の限られた領域内での
自律的な生活が崩壊し、巨大官僚制機構を中心とした新たな秩序へと再
組織され、同時に人々を苦難から解放するための民主的権力としての政
府権力が増大していく社会であった。
　その意味で、18世紀のニューイングランドと BYNC の近隣保全プロ
グラムの民主主義の実践形態は、決定的に異なっている。そもそも初期
植民地のタウン・ミーティングにおいては、平等な個人が広大な荒野で
生存するために協力し合う必要性から、いわばあらゆる私的領域に公的
関心が浸透していた。自然的条件が克服されれば、公・私無媒介の結合
にも分裂が生じ、公的領域は共同社会に、私的領域は各個人へと回収さ
れていく。他方、連邦制が各共同体の連合体としての国家を保証するか
ら、公共領域は国家によって一元的に独占されえず、多元的なものとな
る156。大恐慌とニューディールは、そうした公私の関係を大きく揺るが
し、「公共の問題」の一元化とともに「国家」権力を拡大させた。つまり、
タウン・ミーティングが権力への自発的参加の「必要性」という条件の
下で要請された権力空間──相互性や互恵性のみを正統的権力とみなす
空間──であったのに対して、近隣保全プログラムは無意識的に国家「権
力」の拡大と承認を原動力としていた。こうして社会の「ニーズ」を満
たす国家権力とコミュニティの「ニーズ」が密接に繋がるとき、「権力」
は、その正統性たる社会の成員の共同行動を欠いたまま、社会の紛争解
決能力として発動を要請されることになる。
　実際のところ、50年代のバックオブザヤーズの外に目を転じれば、コ
ミュニティをめぐる環境は悪化の途を辿っていた。この時期までに、黒
人の北上に伴う都市部の過密化と住宅不足、そして「空間」をめぐる人
種間関係の悪化が、アメリカの各都市において大規模な暴動を引き起こ
していた。とりわけ、1943年6月のデトロイトにおける大規模な暴動は、
多くの黒人犠牲者を出し、2000人近くの逮捕者を出す大惨事となっ
た157。このデトロイト暴動を契機として、地方レヴェルにおける人種間

156 阿部斉『民主主義と公共の概念──アメリカ民主主義の史的展開』勁草書房、
1996年、38頁。
157 スグルー、前掲書、56頁。



論　　　説

［103］ 北法65（3・198）692

関係改善の動きが見られ、44年までの間に、シカゴを含む少なくとも31
の都市において人種関係調整委員会（Commission on Human Relations）
が創設された。1919年の大暴動を経験しているシカゴにおいては、デト
ロイトの惨禍が収束する前から暴動の勃発が警戒され、催涙ガスや発煙
弾等が準備されるほどであった158。だが、当時のケリー市長の緊急声明
によって、「人種暴動の早期の収束」がことさらに強調されるとともに、
シカゴ人種関係調整委員会は、緊密な関係にあった市のメディアに対し
て「暴徒の拡大を阻止するために」人種的トラブルに関する報道の抑制
を要請していた159。シカゴ市の主要メディアが、市内で頻発する暴動を

「限定的に」扱うことに憤慨していたシカゴ都市同盟（Chicago Urban 
League）のシドニー・ウィリアムズ（Sidney Williams）は、1949年に独
自に集団暴行撲滅委員会（Committee to End Mob Violence）を創設し、
広報における黒人のイニシアティヴと世論の動員の必要性を訴えた。
ウィリアムズに賛同したアリンスキーは、他の白人ラディカルらととも
に集団暴行撲滅委員会の会合に出席し、人種間不和についての適切な報
道に関する「原則声明」の作成に当たった。集団暴行撲滅委員会の声明は、
既存の報道に対する辛辣な批判を含んでいた。すなわち、「事前の事実
報道なしに論説を書くことなど許されない。人々が報道に関する十分な
背景を知らない限り、彼らはその論説を理解し、あるいはそれに対して
反応することはできないのだ」160と。
　BYNC の「保守化」は、こうした迫り来る暴力とその象徴たる「スラム」
化への抵抗でもあった。54年の『シカゴ・サンデイ・トリビューン』は、
以下のように記している。

「ここは、およそ半世紀前にシンクレアが「ジャングル」と呼んだ
場所である。住民の多くは、この地域で生まれ、生活をしてきた。
彼らはスラムに住みたくない。彼らは近隣をスラムに陥らせないた
めに、時間とお金を費やすつもりである。他の多くの近隣もまた、

158 Arnord R. Hirsh, Making the Second Ghetto : Race and Housing in Chicago, 
1940-1960 (Chicago : University of Chicago press, 1998)., pp.42-43.
159 Ibid., p.51.
160 Ibid., pp.61-62.
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バックオブザヤーズで行われたことを模倣し、研究し始めているの
である。」161

　この時期、アリンスキーが組織化の対象とした「コミュニティ」は、「所
有者」としての「人民」の名のもとで急速に「人種化」した。同時に、「上
からの」秩序安定化の試みもまた、公平性や包摂性を全く欠いた断片的
なものだった。他方で、BYNC の自律的な連帯活動はたしかに結成当
初の理念を維持し、画期的な成果を挙げていた。アリンスキーがここで
BYNC の賛美に甘んじるか、あるいはオーガナイジングの当初の目的
を達成したと認識していたのであれば、「活動家」としての客観的評価
のみで十分であろう。言い換えれば、BYNC の「保守化」が組織化理念
の射程外とされたならば、この時点でアリンスキーは危険な「扇動家」
ではない。BYNC の「成功」が、国家による住宅政策（及びそれに続く
スラム除去計画）の偏りを覆い隠す役割を担ったと見れば、全体の秩序
安定化にむしろ寄与するものであったとさえいえるからである。だが、
彼はあえて「ラディカル」な「扇動者」となり、岐路に立った自身の哲学
に修正を加えることによって、「権力」の内容を具体化させていく。

２）過渡期のアリンスキー哲学とその修正──「権力」の再構成
　このように、権力機構と民衆との相互関係が「人種」を軸に再構成さ
れるその渦中にあって、アリンスキー率いる IAF は、52年から53年ま
での間に、全国カトリック慈善協議会（the National Council of Catholic 
Charities）およびシカゴ大司教区（the Archdiocese of Chicago）の重要
人物らと、「人種」問題をめぐって緊密な関係を築き始めた。とりわけ
BYNC 設立当初からアリンスキーと面識があり、全国カトリック慈善
協議会の幹部秘書でアメリカ・カトリック大学（the Catholic University 
of America）のソーシャル・ワーク学部長である、オグレイディ司祭

（Monsignor John O’Grady）らはアリンスキーに全面的な信頼を寄せ、
IAF は潤沢な資金を確保する途を得た162。オグレイディは、当初近隣の

161 “They Refuse to be Slum Dwellers,” Chicago Sunday Tribune, November 
14, 1954. Saul Alinsky Papers, Box1, Folder 6, UIC.
162 Connolly, op.cit., pp.53-54.



論　　　説

［105］ 北法65（3・196）690

衰退を制御し、教区の保持及び再編の助けとなる「新たな組織」の必要
性を感じていた聖職者の一人であり、BYNC の過去の功績と組織化手
法に現状を打破する可能性を見ていた163。そして実際に、57年から59年
にかけて、オグレイディ司祭と IAF は各地のカトリック教区の組織化
と「保持」プログラムを実現していったのである164。カトリック教会との
関係を梃子に経済的基盤を確立した IAF は、この間、アリンスキーと
ともに後の TWO の組織化を主導することになるニコラス・ホフマン

（Nicholas Von Hoffman）を雇い入れた。
　さて、当然のことながら、アリンスキーは教区単位で自治的な統御能
力を発揮するコミュニティ組織を評価しつつも、地理的な包括性を有す
るパースペクティヴを欠いては、それらが単に人種的な抑制戦略を再生
産するのみであることに気がついていた。近隣の空洞化を抑制し、秩序
を回復するという本来的に防衛的な試みが「コミュニティ」を基礎とし
た排他主義に陥ることを、アリンスキーは最も懸念していたのであ
る165。したがって、アリンスキーは、しばしば教区「保持」に固執する大
司教区を批判し、IAF を教区から独立したより非宗派的な媒体へと移
行させた。同時に彼はなんらの「組織」も存在しない黒人ゲットーにお
ける新たな組織化の必要性を感じるようになる166。
　ここでアリンスキーは、自身の「哲学」の修正を意識していた。それは、

163 Santow, op.cit., p. 58.
164 Connolly, op.cit., pp.152-153. アリンスキーは、56年から57年までの間に
ニューヨークのチェルシーやカリフォルニアなどで組織化に携わるなど多忙を
極めていたが、同時にオグレイディからの依頼も拒否できず、57年にはニュー
ヨーク市バッファローに近接するカトリック地区、ラッカワナ（Lackawanna）
をはじめとする組織化にも着手した。これらは主に、オグレイディを通して市
の財団に助成金依頼の書類が提出され、助成金の交付先である当該地域のカト
リック慈善団体と IAF が契約を結ぶという手続きを通して行われた。アリン
スキーの出張中にはミーガンやホフマンが書類作成などの事務に当たるとと
もに、オーガナイザーの勧誘も行った。57年にはホフマンの責任の下、70年代
以降の組織化を牽引することになるエド・チェンバーズ（Ed Chambers）らが
IAF に採用された。Connolly, op.cit., pp.101-161.
165 Santow, op.cit., pp.59-60.
166 Ibid., p.69.
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1957年の10月、シカゴ・コミュニティ会議連合（the Association of 
Community Councils of Chicago）でのスピーチの中で明示された。す
なわち、「コミュニティの組織化の第一段階における機能は、既存の環
境を解体し、人々に機会と参加の回路を開く新たな方法を提示すること
にある」と。むろん、それに伴ってオーガナイザーの役割もまた、変化
を迫られた。人々の生活様式に一定の期間受け入れられた根本的な「罪
悪（的思考）」を払拭するためには、オーガナイザーは住民の潜在的な敵
意を煽り、鬱憤を擦り合わせる「不快な（abrasive）」介在者であること
を強いられる。つまり、実態としての「コミュニティ」の明確な変容
──「同質化」と「保守化」──とともに、「オーガナイザーは地域の既
存の文化や習慣を破壊してはならない」という当初の役割は、ここで明
らかに逆転したのである167。
　一方で、「権力」の構成という面から見れば、アリンスキー哲学は民
衆「権力」に一定の留保を加えていた。「市民的無関心から参加へ」と題
されたこのスピーチの中で、アリンスキーはまず、コミュニティの組織
化に当たっては当初から学問的な分類や論理的思考に過度に依拠すべき
ではないという。組織化の対象となるコミュニティの現実は非合理性と
無秩序が支配する場所である。実践者はまず無秩序を理解し、学習せね
ばならない。その際、実験的で柔軟な思考と手を携えて失敗を受け入れ
る準備をしておくことが重要である168。無秩序を理解し、失敗を恐れる
なとはどういうことか。アリンスキーによれば、それは善や責任、高い
モラルといった理想的概念を一旦枠外におき、「無秩序なコミュニティ」
の神話を払拭することにより明確になる。「コミュニティ」それ自体は、
組織化された、相互的な生活を意味する。人々は、生活様式において組
織化されている。つまり、彼らはたしかに、ある種の基準や合意の中で
生活しており、そのパタンを受け入れているのである。したがって、「無
秩序なコミュニティ」とは、明確な語義矛盾である。それゆえ、もし市
民参加を作り出そうとするなら、受け入れられた生活様式の現状維持的

167 Connolly, op.cit., p.155.
168 “From Citizen Apathy to Participation,” Saul Alinsky Papers, Box32, 
Folder523, UIC.
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構造を破壊しなければならない169。こうして必然的に、オーガナイザー
の役割は、住民の間に論争的なイシューを探し、新たなメカニズムを作
り出すための「対立の喚起」に設定される。ここでは、最初からコース
を確定し、失敗のコストをできるだけ少なくするといった机上の論理で
はなく、失敗から学び、成功につなげていく柔軟性を備えた実践こそが
求められる。その意味で、組織化におけるオーガナイザーの役割は従来
以上に重要性を増したといえよう。
　ただし、変化を起こすための手段や機会が与えられていなければ、人々
の怒りを煽ったりしても意味がない。アリンスキーによれば、実行可能
な変化のための手段を人々に理解させること、それが組織化であり、「権
力」の創造となる。「市民参加の活性化」などというフレーズを好む人々
には、対立の喚起や「権力」という言葉はなんともいらだたしく聞こえ
るだろう。だが、我々の精神を陥れるのは、この瞬間である。アリンス
キーは言う。「アクトン卿は、「絶対的権力は絶対的に腐敗する」と述べ
たまでであり、権力そのものが絶対的に腐敗するということを意図した
のではない」170。そして、以下のように警告する。

「我々は権力という言葉にある種のスティグマを読み込んでしま
う。だが、権力の腐敗は、権力の中にあるものではない。むしろ、
我々の中にあるものである。権力とは、我々の生活の本質であり、
発電機のようなものである。権力とは、操作、状況の変化、そして
変化への対抗において、本質的な力となる。権力、すなわち組織化
されたエネルギーというものは、人間を生かしも殺しもする。そし
て、権力の利用の道徳性は、権力機構そのものにあるのではなくて、
ユーザーの側にある。……つまり、我々がコミュニティを、市民参
加のために効果的に組織化しようとするなら、我々の一般的な生活
において、権力とは何なのか、あるいはそれが果たしている役割を
理解することである。」171

　アリンスキーにとってコミュニティ組織はかかる権力概念の理解を要

169 Ibid.
170 Ibid.
171 Ibid.
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求するものである。つまり、権力は所与であり、人間の営みによって維
持される。そして、その機能が果たされるためには、人々の権力への参
加が不断に要請される。したがって、組織は究極的には、地域のニーズ
を発見し、プログラムを実現することを目的としているが、それは住民
の参加や主体的な行動を促すというプロセスを不可欠とする。ここで、
アリンスキーは、目的とプロセスは学問的には切り離すべきものであっ
ても、組織化においては一つの連続体にあるもの、という。民主的市民
参加のプロセスは「結果として」アパシーの除去を担うもので、それこ
そが、組織の根源的な目的である。したがって、彼はオーガナイザーが
組織化を推進するときの「目的」には一つの重要な留保をつける。それ
は「個人の尊厳（dignity of individual）」の保持である。肌の色や宗教、
経済的地位といった要素によって人々に敵対するような「プログラム」
は、個人の尊厳という根源的問題のアンチテーゼである172。
　この文脈でアリンスキーが言及する「尊厳」とは、個人としての人間
が持つ思考や意志を最大限保障するための「参加の権利」を意味する。
アリンスキーはここでも、人々から行動するチャンスを奪い、主体的思
考を妨げるような援助は、彼らから尊厳を奪うことであり、デモクラシー
の拒絶である、という173。ある地域で民主的な議論を行うといっておき
ながら、その過程で多くの市民がドロップアウトし、参加しなくなると
いう組織では意味がない174。したがって、オーガナイザーには権力の意
味に精通したうえで、協同する人々の「尊厳」を保持し、目に見える変
化を目指しながら目に見えない変化の実現を支援するという、非常に困
難な課題が課せられる。しかし、アリンスキーはオーガナイザーとはこ
うしたプロセスから民主的生活の哲学を学ぶものであり、組織は参加す
る市民に対して、教育的経験を提供するものと位置づけている175。教育
とはプロパガンダではなく、メンバーシップが個人的関係から組織を通
して自らが生を営む地域へと広がることで、個々人が情報化され、適切

172 Ibid.
173 Ibid.
174 Ibid.
175 Ibid.
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な判断力を備えるに至るプロセスである。組織は、このプロセスにおい
て絶え間ない特定のイシューと、豊かな教育的実践場を創出する状況を
提供する。そして、各イシューへの取り組みを通して、「利益」領域の
拡大が導かれていくのである176。
　こうして、アリンスキーによる組織の形成は、「異質性」を確保し、
自己陶冶を伴う政治的自由を保障する空間として明確に規定された。つ
まり、アリンスキーにとってコミュニティ組織の正当性は、いかに効率
的且つ合理的な方法で目的を達成したかという客観的基準を全く必要と
しない。いな、組織化における根源的な目的とプロセスの同一化という
点からすれば、それは合理化や効率化とは逆の（あるいはそれに対抗す
る）論理であったのであり、組織が立脚する非イデオロギー性の核心で
あった。
　このとき、アリンスキーの思考には、一方に BYNC の「保守化」があ
り、他方に黒人ゲットーの存在があった。BYNC の保守化には、民衆
の権力が「統合」や「公的領域」を創出する一方で「他者」を「排除」し、
そうした構造を強化・促進する国家「権力」の浸透が看取された。組織
化の当初の理念においては、組織が確立する際、オーガナイザーは価値
や道徳に中立的な立場を堅持し、組織の青写真を作ってはならないとさ
れていた。だが、アリンスキーは組織によって確立された「権力」が、ユー
ザーである「人民」の「所有者」意識の形成によって社会を新たな分裂や
崩壊に導く逆説を実感し始めていた。他方で、自身の組織化の拡大はア
リンスキーにとって絶対的な方向であった。アリンスキーのスピーチを
報じた『シカゴ・デイリー・トリビューン』紙が指摘するように、彼は
スピーチ内で BYNC の保守化に対する怒りを表すどころか、BYNC の
スローガンを引用して組織化における「尊厳」の重視を訴えている177。50
年代後半、IAF の組織的拡大と後継者の養成に注力していた活動家と
してのアリンスキーの立場からすれば、コミュニティリーダーが集結し

176 Ibid.
177 Erwin Bach, “Community Leaders Adviced: ‘Have No Fear of Controversy’,” 
Chicago Daily Tribune, October 24, 1957, Saul Alinsky Papers, Box1, Folder 6, 
UIC.
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たこの会議で BYNC の「成功」を批判することを躊躇したとしても不自
然ではない。69年に『ラディカルの覚醒』序文に付け加えられた「あら
ゆる差別と闘った者たちの堕落」という BYNC の保守化に対する憤怒178

は、この時期アリンスキー哲学の修正を基礎付けつつも、「権力」への
留保とオーガナイザーの役割の強化、そして組織の教育的側面の重視と
いう穏健な形で示されたともいえる。
　まとめれば、地域共同体の外部構造に対する不満を原動力にコミュニ
ティの自己統治能力を高めるというアリンスキーの「扇動的」組織化手
法は、組織化の「成功」が国家権力と非対抗的に結びついたとき、新た
な分断を惹起し、それを固定化するという「負の」効果を増強した。つ
まり、コミュニティの「ニーズ」に基づいた「自治」が外部権力──国家
行政による「ニーズ」の解釈──の浸透と軌を一にするとき、「民主化」
の意味が大きく歪められることになったのである。これに気づいたアリ
ンスキーは、「権力」とは人間の欲望と深く関わるものであるからこそ、
自己省察や反省を促すものであると警告した。そして、「権力」は参加
に基づく人々の相互行動それ自体であるという認識を示し、それを促す

「オーガナイザー」の「教育的」側面を強化する。ここに、「権力」を原理
とした「民主化」の実践者たるアリンスキーの起点があった。72年の著
書『ラディカルの教則（Rules for Radicals）』において、彼は以下のよう
に語っている。

「すべての現象に存在する二重性を把握することは、我々が政治を
理解するときに極めて重要である。それは、一つのアプローチが建
設的であり、別のアプローチが効果的ではない、という神話から、
人間を解放する。……役に立つのか、たたないのか、ということを
手順どおりに記述することは、政治的無教育の現われである。」179

178 この序文において、アリンスキーは BYNC の保守化を非難しつつも、一方
で「BYNC の組織化に関しては一切後悔していない」と断言している。「それ
は新たな問題を提起したが、絶望と敗北感に支配されたジャングルにおいて多
くの変化を生み出したのである」と。Alinsky, Revile for Radicals, p.98.
179 Alinsky, Rules for Radicals: A Pragmatic Primer for the Radicals (New 
York: Vintage Books, 1989), p.17.
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　「所有者」たる人民が「人種」的に分裂していくことは「民主主義」と
矛盾すると確信していたアリンスキーは、BYNC の保守化を通して着
実に「人種」間関係の問題に踏み込んでいった。だが、アリンスキー「哲
学」が「個人」を起点とし、その自己利益から出発する限り、「所有」の
観念に基づく分裂や排除を防ぐことはできない。個人の「自由」と人民「権
力」が創り出す私的空間は、国家「権力」と連動しながら新たな「他者」
を生み出したが、アリンスキー哲学は「空間」を超えた「他者」との協働
を教導するイデオロギーではない。アリンスキーがこのディレンマに突
き当たった50年代末、まさに南部から始まる公民権運動がアメリカの政
治社会を大きく揺るがそうとしていた。それはニューディール・リベラ
リズムを継承し、社会のあらゆる面においてさらなる国家「権力」の増
幅を伴う政治思想の主流化を意味していた。そのとき、アリンスキーは
いかにして自身の「思想」に基づいた運動を展開させるのだろうか。
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児童ポルノ画像のURLをウェブページ上に明らかにした行為と公然陳列罪

（最三小決平成24年７月９日判時2166号140頁）

Ⅰ　事実の概要

　被告人Ｘは共犯者Ｙとともに、金銭収入を得る目的で会員制の有料掲示板（当

初はアダルトコンテンツは禁止されていた）を管理運営していたが、より多く

の収入を得る目的で、同掲示板をロリータ愛好者専用の掲示板に変更した。同

掲示板では、正会員になる前に仮会員となるシステムが採用されており、仮会

員となった者に対しては「粗品」という名目で、仮会員専用のページに児童ポ

ルノ画像の URL を掲載していた。

　ＹはＸに依頼されて、インターネット上の児童ポルノ画像を検索し、発見し

た画像の URL をＸに伝えていた。Ｘは、Ｙから伝えられた画像の URL を「粗

品」として掲示板に記載していたが、URL をそのまま掲載すると警察に捕ま

るかもしれないと考え、URL の一部を改変し、「漢字は英単語に、カタカナは

そのまま英語に、漢数字は普通の数字に直してください。」という注意書きを

付した上で掲載していた。

　事件当日、Ｙはロシアのインターネット掲示板を閲覧しながら児童ポルノ画

像を検索していたところ、第三者であるＡが個人的に利用する目的で作成した

掲示板にアップロードされていた本件児童ポルノ画像を発見したため、２つの

URL をＸに伝えた。Ｘは同日、これらの URL のうち、”bbs”という部分を「（ビー

ビーエス）」と改変し、同改変 URL を仮会員専用のページに「粗品」として掲

載した。

判 例 研 究

刑 事 判 例 研 究

瀧　本　京太朗
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　以上の行為につき、ＸとＹは児童ポルノ公然陳列罪（児童買春、児童ポルノ

に係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律７条４項１文後段。以下、

「児童ポルノ法」と略す）に問われた。

Ⅱ　第１審および原審の判断

　公判では、被告人らの行為が児童ポルノ法７条４項の「公然と陳列した」に

当たるかが争点となったが、第１審と原審を比較すると、結論は異ならないも

のの、そこで用いられている判断枠組みはやや異なっている。

１　第１審

　第１審の大阪地判平成21年１月16日1は公然陳列性を判断するにあたり、ま

ず①改変された URL を閲覧者が正しく直す必要がある場合においても公然陳

列罪が成立しうるかを検討し、そのためには「閲覧者において、簡易な操作で

容易に画像を閲覧することが可能であれば、『認識できる状態に置いた2』とい

え、この簡易性の判断にあたっては、閲覧者に必要とされる作業の個数及びそ

の作業自体の容易性を総合して決すべきであ」るとした上で、本件においては、

文字列の修正は「初歩的なパソコンの知識で対応できる単純なもので、時間も

さほどかからない（通常１分もかからず、秒単位で操作しうるとみられる。）」し、

「閲覧者において容易に正しい文字列を理解しうる」という点から、閲覧者に

要求された操作は簡易なものであると判示した。

　次に、本件児童ポルノ画像は既にＡによってインターネット上の掲示板に蔵

置されていたものであり、Ｘらの行為がなくとも、他のホームページからのリ

ンクや検索エンジン等によって本件児童ポルノ画像を閲覧することが可能で

あったことから、②Ｘらの行為が認識可能性を新たに設定したとは言えないの

ではないかが問題とされた。この点を判断するにあたっては、「Ｙは、ロシア

1 LEX/DB25481894
2 大阪地裁は最決平成13年７月16日刑集55巻５号317頁を引用しつつ、「公然と
陳列した」の意義については「児童ポルノ画像を不特定又は多数の者が認識で
きる状態に置くことのみで足り、その画像を特段の行為を要することなく直ち
に認識できる状態にするまでのことは必ずしも必要ないと解される」と述べて
いる。
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の掲示板から直接リンクを張られていたことから本件児童ポルノ画像の掲載さ

れた掲示板を見付けたというのであり、ホームページのリンクを辿って辿りつ

くのは必ずしも容易なものではな」く、また、ＡのホームページとＸらのホー

ムページを比較すると、「Ａのホームページは、専ら、Ａが個人的に画像を保

存することを目的として開設されたもので、その掲示板の題名、内容等に照ら

しても、検索エンジンにかかりやすい工夫がなされているとは認めがたく、検

索エンジンから、Ａの掲示板を発見することも容易であるとはみられない。」「他

方、被告人Ｘは、……検索エンジンの上位になるように、ダミーページのソー

スにロリータなどの文字を掲載したり、掲示板のトップページに載せている文

章を、ロリータ愛好者が集まりやすいような内容にしたりして、掲示板の会員、

仮会員が集まるようにしている。また、被告人Ｘは、閲覧者において、フリー

メールを利用するなどして、被告人らに個人情報を知られることなく仮会員に

なることが可能な仕組みにしており、さらに、ウィルス感染の心配をそれほど

せずに児童ポルノ画像を閲覧できるようにしているなど、本件改変 URL の記

載は、より多くのインターネット利用者が本件児童ポルノ画像を閲覧すること

を誘引するものであ」るから、「Ｘの行為は、いわば、本件児童ポルノ画像を

閲覧する道筋を増やすものであり、本件児童ポルノ画像の認識可能性を新たに

設定したものといえる」と判示した。

　最後に、③Ｘは本件児童ポルノ画像の所在場所を紹介したに過ぎず、不特定

又は多数の者が認識できる状態に置いたといえないのではないか、という点が

問題とされた。この点については、自ら児童ポルノ画像を支配しているかどう

かは公然陳列の判断にとって不可欠の要素ではないが、あらゆる認識可能性の

設定行為が当然に公然陳列にあたるということはできないとした上で、本件の

ような行為を公然陳列というためには、「（Ｘの）行為と、児童ポルノ画像との

間に、自ら児童ポルノ画像を掲示板に記憶、蔵置したのと同様の直接性、密接

性、自動性が必要であ」ると判示した。そして、（ア）本件 URL を入力して接

続すれば直接本件児童ポルノ画像を閲覧できるという点から直接性を肯定し、

（イ）ホームページを見れば、児童ポルノが「粗品」とされていることや、本件

改変 URL は児童ポルノ画像が掲載されているホームページの URL を一部改

変したものであるということを容易に認識可能であったということから密接性

を肯定した。（ウ）自動性については、大阪地裁は詳細な検討をしていないが、

「リンクを設定する場合は、クリック１つで画像を閲覧しうるのであるから、
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密接性、自動性が肯定されるのは明らかである。」と述べた上で、本件のよう

な場合でも簡易な作業で閲覧が可能であるから、「リンクの場合と区別すべき

ではなく、密接性、自動性があるとみられる」と判示している。

　以上の検討により、大阪地裁はＸおよびＹにつき児童ポルノ公然陳列罪の成

立を肯定し、Ｘを懲役１年（執行猶予４年）及び罰金60万円に、Ｙを懲役８月（執

行猶予３年）及び罰金30万円に処した。これに対して、Ｘのみが控訴した。

２　原審

　原審の大阪高判平成21年10月23日3では、弁護人は①本件行為は「陳列」とい

う言葉の解釈から考えられる行為ではなく、本件行為の処罰は罪刑法定主義の

観点から許されない類推解釈を行うものである、②大阪地裁は直接性、密接性、

および自動性という要件の意味を正しく理解しないまま検討しており、本件で

はそれらの要件も充足されていない、と主張した。

　大阪高裁はこれらの点に関する判断に先立ち、大阪地裁の判断手法の不明確

さを指摘している。すなわち大阪高裁は、地裁が認定した「新たな認識可能性

の設定」について、Ａの掲示板を発見することは容易ではなかったと認定した

点は「客観的に確かな証拠があるのか、疑問がないではない」とし、さらに所

論②についても、「（所論も指摘するとおり）原判決が直接性、自動性、密接性

の意義をどのように理解しているのかなどの点については必ずしもよく分から

ないところがある」と述べたのである。

　しかし、所論①については、「他人がいったん公然陳列した児童ポルノを更

に公然陳列することがおよそ不可能であるというわけではな」く、公然陳列の

意義を「合目的的に解釈することは、もとより相当な法解釈というべきである」

と述べ、「他人がウェブページに掲載した児童ポルノの URL を明らかにする

情報を他のウェブページに掲載する行為が、新たな法益侵害の危険性という点

と、行為態様の類似性という点からみて、自らウェブページに児童ポルノを掲

載したのと同視することができる場合には、そのような行為は、児童ポルノ公

然陳列としての実質的な当罰性を備えており、……そのような行為を児童ポル

ノ公然陳列として処罰することには十分な合理性が認められるというべきであ

る」と判示し、公然陳列性を判断するに際しては、（ア）新たな法益侵害の危険

3 判時2166号142頁。
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性、（イ）行為態様の類似性という枠組みを用いて判断するという姿勢を示し、

それぞれ検討を行っている。

　まず（ア）新たな法益侵害の危険性については、児童ポルノ画像の位置情報

を掲示する行為は、リンクの有無にかかわらず、閲覧者において特に複雑困難

な操作を要するものではないから、このような行為は「当該児童ポルノが特定

のウェブページに掲載されていることさえ知らなかった不特定多数の者に対し

てもその存在を知らしめるとともに、その閲覧を容易にするものであって、新

たに児童ポルノを不特定多数の者に認識させる危険性において、自らウェブ

ページに児童ポルノを掲載する行為と大きな差はないというべきであ」り、本

件のように URL の一部が改変されていたとしても、正しい URL を容易に認

識できるのであれば、改変という事情を考慮する必要はない旨判示し、新たな

法益侵害の危険性を肯定した。

　ただし大阪高裁は、この危険性は、閲覧者が児童ポルノ画像を閲覧するため

に必要とされる操作の数が多くなるにつれて減少していくものであるが4、「そ

のような場合であっても、当該情報等（上記ハイパーリンク、URL 及び改変

された URL 等）を掲載する行為又はそれに付随する行為（当該ウェブページ

だけでなく、それと同じウェブサイトの別のウェブページも含めた、当該情報

を掲載するに当たっての具体的な文言やそれらのウェブページの体裁等）に

よっては、上記危険性が減少しないこともあり得るから、そのような行為を全

体としてみて、閲覧者に対して児童ポルノの閲覧を積極的に誘引するものかど

うかという点も、児童ポルノの『公然陳列』に該当するか否かの判断につき重

要な要素になると考えられる」と判示している。

　次に（イ）行為態様の類似性については、児童ポルノ画像を自ら掲載する行

為と、既に掲載されている画像にリンクを張るなどする行為とではインター

ネットの技術的な仕組みからすれば性質は異なるものであるが、「重要なのは、

4 あるウェブページに、①児童ポルノが直接掲載されている場合、②他人のウェ
ブページに掲載された児童ポルノ画像へのハイパーリンクが設定されている場
合、③ハイパーリンクを張らずに URL のみが掲載されている場合、そして本
件のように④ URL の一部が改変されている場合の順に、閲覧者の作業数が多
くなり、閲覧者が児童ポルノ画像を閲覧するに至る危険性もその分減少する、
とされている。この点については後述する。
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（一定の場合に）インターネットを通じてだれもが簡単に児童ポルノを閲覧で

きてしまうなどという現象面なのであって、そこにどのような技術的仕組みが

用いられているかではない」とした上で、本件のような行為は「インターネッ

トに接続されたパソコン等の簡単な操作……によって容易に児童ポルノを閲覧

することができるようにする行為ということができるのであるから、上記のよ

うな現象面からみれば、そのような行為は、自ら児童ポルノを掲載する行為と

の間に類似性を有しているということができる」と述べ、行為態様の類似性も

肯定した。

　以上から大阪高裁は、本件行為は「当該ウェブページの閲覧者がその情報を

用いれば特段複雑困難な操作を経ることなく本件児童ポルノを閲覧することが

でき、かつ、その行為又はそれに付随する行為が全体としてその閲覧者に対し

て当該児童ポルノの閲覧を積極的に誘引するものということができるのである

から、児童ポルノ公然陳列に該当する」と判示して、Ｘの控訴を棄却した。こ

れに対してＸが上告した。

Ⅲ　決定要旨

　上告棄却。

　「上告趣意は、憲法違反、判例違反をいう点を含め、実質は単なる法令違反、

事実誤認、量刑不当の主張であって、刑訴法405条の上告理由に当たらない。」

　最高裁の多数意見はこのように、特に職権判断を示すことなく上告を棄却し

たが、大橋正春裁判官の反対意見が付せられており、寺田逸郎裁判官がこれに

同調している。

　大橋反対意見は、「『公然と陳列した』とされるためには、既に第三者によっ

て公然陳列されている児童ポルノの所在場所の情報を単に情報として示すだけ

では不十分であり、当該児童ポルノ自体を不特定又は多数の者が認識できるよ

うにする行為が必要で、この理は、所在場所についての情報が雑誌等又は塀に

掲示されたポスター等で示される場合に限らず、インターネット上のウェブ

ページにおいてなされる場合にも等しく妥当する。ウェブページ上で児童ポル

ノが掲載されたウェブサイトの URL 情報が示された場合には、利用者が当該

ウェブページの閲覧のために立ち上げたブラウザソフトのアドレスバーに

URL 情報を入力して当該児童ポルノを閲覧することが可能となり、そのため

に特段複雑困難な操作を経る必要がないといえるが、このことは、パソコンで
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立ち上げたブラウザソフトに雑誌等で示された URL 情報を入力して閲覧する

場合においても同様であり、両者の間に特段の違いがあるものではない。」「平

成13年決定の判旨の後段部分は、当該事件の内容から明らかなように、被告人

自身が開設・運営していたパソコンネット上において、そのホストコンピュー

タに記憶、蔵置させた画像データの閲覧について、再生閲覧のために通常必要

とされる簡単な操作に関し述べるものであり、本件のように、被告人によって

示された URL 情報を使って閲覧者が改めて画像データが掲載された第三者の

ウェブサイトにアクセスする作業を必要とする場合まで対象とするものではな

いと解される。」「そうすると、本件について被告人の行為は児童ポルノ法７条

４項の『公然と陳列した』には当たらず、……本件については幇助罪が成立す

る余地もあることから、……幇助罪の成否について更に審理を尽くさせるため、

本件を原審である大阪高等裁判所に差し戻すべきものと考える」と述べ、本件

行為は「公然と陳列した」とは言えず、幇助犯の成立する余地があると主張し

ている。

Ⅳ　評釈

１　はじめに

　本件は、被告人が運営していた会員制有料掲示板の仮会員となった者に対し

て、他のウェブページにおいて掲載されていた児童ポルノ画像の URL を一部

改変した上で、リンクを張らずに掲示板上に掲示した行為につき、児童ポルノ

法７条４項の児童ポルノ公然陳列罪の成否が争われた事案である。

　インターネット空間における公然陳列罪の成否、特に「陳列」の意義に関し

てこれまで学説で主に問題とされてきたのは、わいせつな画像（児童ポルノを

含む）が掲載された URL に、リンクを張って
0 0 0 0 0 0 0

これをさらに掲載するという行

為態様であり、本件のように、リンクを張らずに
0 0 0 0 0 0 0 0

URL を掲載するという行為

態様については、あまり議論がされてこなかった。また、リンクを張る行為に

ついても、これが公然陳列に当たるかについては、学説上これを肯定する見解

が比較的多数であると見られるものの、否定的な見解も依然として有力に主張

されており、一致した見解はなお見られないのが現状である。

　さらに本件においては、被告人は、処罰を逃れるために URL の一部を別の

文字に改変して掲載しており、仮会員となった閲覧者が、改変された部分を元

の正しい文字に修正しなければならなかったという事情があり、事案をより複
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雑にしている。

　そこで以下では、本件に関連する学説および判例・裁判例について検討した

上で、第１審と原審で用いられた判断枠組みや最高裁の反対意見についても検

討を加え、本件行為につき児童ポルノ公然陳列罪の成立を肯定した裁判所の判

断が妥当であったかを検証する。なお本稿では、２名の被告人のうち、Ｘの行

為のみを特に問題とする。

２　学説

　わいせつ物公然陳列罪の成否に関しては刑法175条１項前段、あるいは児童

ポルノ法７条４項の文言に即して、問題となるケースが２つある。すなわち、

①客体が「わいせつ物」ないし「児童ポルノ」に該当するかが問題となるケース

と、②行為者の行為態様が「公然陳列」に該当するかが問題となるケースである。

本件はこのうち②の類型に属している。

（１）総説

　最決平成13年７月16日刑集55巻５号317頁（以下、「平成13年決定」とする。）

によれば、公然陳列とは「その物のわいせつな内容を不特定又は多数の者が認

識できる状態に置くこと」であり、そこには「不特定又は多数」と「認識可能性

の設定」という２つの要件がある。この点、学説によれば、「認識可能性の設定」

については、自らわいせつ物を製造したり、わいせつ画像情報をハードディス

クに蔵置したりすることは公然陳列罪の成立にとって必須ではなく、他人が製

造・蔵置した場合でも、不特定又は多数の者が認識できる状態に置くことで公

然陳列罪が成立するとされている5。また、多数の見解によれば、公然陳列罪は

抽象的危険犯であると解されており、わいせつ物が現に認識されることまでは

必要とされない6 7。これは平成13年決定において客体を「認識できる状態に置

5 他人が埋設したわいせつ物を掘り起こして放置する行為などもわいせつ物公
然陳列罪に当たるとされる。山口厚「コンピュータ・ネットワークと犯罪」ジュ
リスト1117号（1997年）76頁、園田寿「わいせつの電子的存在について」関西大
学法学論集47巻４号（1997年）37頁、大塚ほか編『大コンメンタール刑法（第３版）
第９巻』（青林書院、2013年）51頁。
6 浦田啓一「判批」警察公論51巻11号（1996年）121頁、山中敬一「インターネッ
トとわいせつ罪」高橋＝松井＝鈴木編『インターネットと法（第４版）』（有斐閣、
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くこと」とされており、不特定又は多数の者が実際に認識したことまでは要求

されていないことからも理解できよう。

（２）わいせつ画像にリンクを張る行為と公然陳列罪の成否

　しかし、他人が蔵置したわいせつ画像情報にリンクを張る行為が公然陳列に

当たるかについては、これを肯定する立場が多数説であるように思われるが、

否定説もなお有力に主張されている。そこでの対立点は、「リンクを張る行為

が、自らわいせつ画像情報を記憶・蔵置する行為と同視できるか」という点で

あり、学説はこのことを「密接性」と表現している8 9。

　肯定説の主な論拠は、リンクを張ることによってわいせつ情報への認識可能

性を設定した以上、公然陳列罪の成立は妨げられない、というものである。こ

のような見解を採る論者によれば、リンクを張る行為を「現象的側面から見る

と、マウスのクリック一つでわいせつ画像を再生閲覧しうる状態は、単にわい

せつ物の場所を示した場合と比較して、わいせつ情報を認識する可能性が高く

2010年）106頁、園田・前掲注（５）18頁。
7 公然陳列罪を結果犯と解する学説として、堀内捷三「インターネットとポル
ノグラフィー」研修588号（1997年）６頁以下がある。ただし、論者はその理由
の１つとして「今日のコンピュータ通信の技術的水準においては通信エラーの
起こる頻度を無視できるほどまでには至っていない。画像や文書をダウンロー
ドしようとした場合、それが確実に自己のコンピュータに到達するとはかぎら
ないし、また、その内容が必ずしも正確に送信されてくるともかぎらない。」と
主張しているが、現在においてはそのようなことは稀であると思われ、論者が
なお公然陳列罪を結果犯と解しているかについては定かではない。この見解に
対する批判として、園田・前掲注（５）18頁。
8 川崎友巳「サイバーポルノの刑事規制（二・完）」同志社法学52巻１号（2000年）
12頁以下。密接性の用語につき、佐久間修「ネットワーク犯罪におけるわいせ
つ物の公然陳列」『西原春夫先生古稀祝賀論文集第三巻』（成文堂、1998年）225頁。
9 先に述べたように、他人が製造・蔵置したわいせつ物を公然陳列することは
論理的には可能であるが、このようなケースにおいて密接性が特に要求されて
いるのは、リンクを張る行為はインターネット上で行われるものであることか
ら、「認識可能性の設定」という公然陳列の定義と日常用語的に理解される「陳
列」概念の間に隔たりが生じており、そのギャップを埋めるためであろう。山口・
前掲注（５）80頁。
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なる」ことは間違いなく、これは「『善良な性風俗』というわいせつ物公然陳列

罪の保護法益を侵害する蓋然性が高くなることを意味する」10として、リンク

を張る行為は自らわいせつ画像情報を記憶・蔵置するのと同視しうる、と主張

している。ただし、単に認識可能性を設定するだけで公然陳列罪の成立を認め

ると、書籍等にわいせつ画像情報の URL を記載したような場合にも同罪が成

立してしまう恐れがあることから11、リンクを張る行為の可罰性が認定される

ケースを「マウスのクリック一つでわいせつ画像を再生閲覧しうる場合12」や

「クリックするだけで自動的に見聞可能な状態になる」場合13、あるいは「自動

的直接的にわいせつ画像を顕現させ」た場合14に限定し、「直接性」と「自動性」

を要件とすることで解決を図っている15。そのような場合にのみ、行為者は「リ

ンク先でわいせつ性が発現している状態を、リンク設定行為によりリンク元に

おいても作出した、つまり、リンク元で直接その画像を公開した（わいせつ性

を発現させた）」と評価されるのである16。

　これに対して否定説は、肯定説が挙げている「マウスのクリック一つでわい

せつ画像を再生閲覧しうる」という論拠につき、「ホームページに他のわいせ

つホームページのアドレスを記載しただけの場合と比べて、リンクの設定が『ク

リック一つ』の故に誘惑的である以上の差異があるとは解されない。」と批判し、

リンクを張る行為は「わいせつ情報の情報の陳列17」であって、「わいせつ情報

10 川崎・前掲注（８）13頁。
11 園田寿「インターネットとわいせつ情報」法律時報69巻７号（1997年）28頁。
12 山口厚「情報通信ネットワークと刑法」『岩波講座現代の法６　現代社会と刑
事法』（岩波書店、1998年）112頁。
13 佐久間・前掲注（８）225頁。
14 山中・前掲注（６）106頁。
15 特に直接性については、リンクがわいせつ画像に直接繋がる場合と、リンク
先にアクセスした後で何回かの行為がなければ閲覧可能な状態にならない場合

（例えば、リンク先にさらにリンクが設定されている場合や、直接わいせつ画
像に繋がる場合であっても、当該画像にマスク処理が施されている場合）を想
定し、後者の場合には直接性が否定されるとする。山中・前掲注（６）105頁以下、
永井善之『サイバー・ポルノの刑事規制』（信山社、2003年）227頁以下。
16 永井・前掲注（15）227頁。
17 「わいせつ情報の情報の陳列」とは、「ただ単にわいせつ情報に接しうる道筋
を示したにすぎず」、「HTML 文書に当該情報の URL を示すコマンドを埋め込
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自体の陳列とは質的に異なるのであり、アクセス可能性の設定からただちに正

犯性を導」く論理には飛躍があると主張している18。また、この立場からは、既

に認識可能になっている情報にリンクを張る行為は、認識可能性を「拡大」し

てはいるが、新たな情報を流布したわけではないため、認識可能性を「設定」

したことにはならない、という指摘もなされている19。

（３）リンクを張らずにわいせつ画像情報のURLを掲載する行為の可罰性

　ところが、リンクを直接張る場合とは異なり、本件で問題となったような、

リンクを張らずに URL を掲載するにとどまる行為については、そもそも学説

による分析があまりなされておらず20、（２）における肯定説からも公然陳列罪

を認めることには消極的であると考えられる21。

　このケースにつき公然陳列罪の成立を否定する論拠としては、① URL を示

しただけではわいせつ情報への直接的なアクセス可能性を設定したとはいえな

いとする見解22や、② URL の掲載はわいせつな画像情報の認識可能性を設定

するのではなく、そのような認識可能性が設定された場所があるということを

教えているに過ぎず、現象面から見ても、わいせつ情報が認識される蓋然性を

著しく高めたとはいえない、とする見解23がある。ただし、①の見解は「雑誌

に URL を掲載した場合には公然陳列罪は成立しない」とする趣旨であり、イ

ンターネット上に URL を掲載した場合にも公然陳列罪を否定する趣旨かどう

んだにすぎない」という趣旨であると思われる。山口・前掲注（５）76頁、園田・
前掲注（５）37頁。
18 塩見淳「インターネットとわいせつ犯罪」現代刑事法１巻８号（1999年）38頁。
19 渡邊卓也『電脳空間における刑事的規制』（成文堂、2006年）149頁以下。これ
によれば、「WWW における情報発信の場合には、情報を蔵置しさえすれば、
当該情報に対するアクセスは誰にでも可能なのであるから、蔵置行為によって、
既に、不特定多数の者による認識可能性の要件が満たされている」とされる。
20 このようなケースを正面から取り上げているものとして、川崎・前掲注（８）
15頁。
21 天田悠「判批」法律時報85巻11号（2013年）114頁、石井徹也「判批」平成24年
重要判例解説（2013年）166頁。
22 山口厚「情報ネットワーク社会と刑法」情報ネットワーク・ローレビュー７
巻（2008年）133頁。
23 川崎・前掲注（８）15頁、園田寿「判批」甲南法務研究９号（2013年）73頁。
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かは必ずしも明らかではない。この見解の論者はリンクを設定する行為の可罰

性を論ずるに際して、「リンクの技術的仕組みがどうであるかには関わりがな

く、専ら『現象面』が問題となるにすぎない」とも主張しており24、本件のように、

リンクを張らずに URL を掲載するにとどまる行為であっても、現象面が同じ

であると判断されれば、肯定説の立場から公然陳列罪の成立を認めることも十

分あり得るように思われる。

３　従来の判例と本件下級審判決の枠組み

（１）従来の判例

　本件では下級審の各審級及び最高裁における反対意見のいずれにおいても平

成13年決定が引用されており、特に下級審はこの枠組みを基礎として、本件の

特殊性を考慮しながら慎重に公然陳列性の判断を行っている。

　平成13年決定の事案は、被告人がパソコンネットを開設し、被告人所有のホ

ストコンピュータのハードディスクにわいせつ画像情報を記憶・蔵置させ、不

特定多数の者に当該情報を送信して再生・閲覧させた行為がわいせつ物公然陳

列罪に問われたというものであり、本件と同様に、行為の公然陳列性が争点の

一つとされた。最高裁は、「わいせつな内容を特段の行為を要することなく直

ちに認識できる状態にするまでのことは必ずしも必要ない」と判示し25、閲覧す

るためには画像表示ソフトなどを使用する必要があった点については、「その

ような操作は、ホストコンピュータのハードディスクに記憶、蔵置された画像

データを再生閲覧するために通常必要とされる簡単な操作にすぎず、会員は、

比較的容易にわいせつな画像を再生閲覧することが可能であった」として、公

然陳列性を肯定したのである。

　もっとも、受け手が一定の行為を行わなければ、行為者が発信した客体から

わいせつな内容を認識することができないというケース自体は、特段珍しいわ

けではない。これまでに現れたケースとしては、わいせつな内容が収録された

24 山口・前掲注（12）112頁。
25 弁護人は上告趣意で、公然陳列罪が成立するためには「同地性（陳列の現場
でしか観覧できないこと）」及び「同時性（陳列が行われると同時に情報が伝播
すること）」が必要であると主張している。刑集55巻５号341頁以下参照。
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未現像の映画フィルム26、一定の操作をするとわいせつな図柄を認識すること

ができるハンカチ及びマッチ箱27、一部がマジックインキで塗りつぶされた写

真誌28について判断されたものがあり、いずれのケースにおいても、「容易な

作業でわいせつな内容を認識できる」という点が根拠となって、わいせつ図画

販売罪等の成立が肯定されている。

　しかし、平成13年決定以外のケースにおいて、作業の容易性との関係で争点

とされているのは客体のわいせつ性
0 0 0 0 0 0 0 0

であり、行為の公然陳列性
0 0 0 0 0 0 0 0

について判断さ

れているわけではない。この点で、平成13年決定は他の裁判例とは一線を画し

ているように思われる。客体のわいせつ性が問題とされた事例でも、そこで用

いられている判断基準は「作業の容易性」であり、平成13年決定がこの枠組み

をほぼ踏襲しているとも言えるが、たとえば名古屋高判昭和41年３月10日判時

443号58頁のように、客体のわいせつ性が肯定されても公然陳列性は否定され

るというケースもあり得ることから29、客体のわいせつ性に関するケースと公

然陳列性に関するケースは、厳密には異なっているものと思われる。

　一方で、平成13年決定は、わいせつ画像を自らアップロードした事案につい

26 名古屋高判昭和41年３月10日判時443号58頁、名古屋高判昭和55年３月４日
刑事裁判月報12巻３号74頁。
27 札幌高判昭和44年12月23日高刑集22巻６号964頁。
28 東京高判昭和49年９月13日判時769号109頁。
29 名古屋高裁昭和41年判決は、わいせつな場面が撮影された未現像の映画フィ
ルムを販売した行為がわいせつ図画頒布罪等に当たるかどうかが争われた事案
であるが、名古屋高裁は、フィルムの現像は「特に、高度の知識、技能を要す
るものではなく、所定の科学的操作を繰り返すことによって、比較的容易にな
されうる作業であ」るとして、「このような未現像の映画フィルムも、刑法
一七五条の意図する目的に照らし、……わいせつ図画に当るものと解するを相
当とする。（未現像のフィルムをもってしては公然陳列罪は成立する場合が考
えられないことは、いうまでもない。）」と判示した。
　わいせつな内容を発現させることが比較的容易になされうる、という理由で
フィルムのわいせつ性を肯定する一方で、それを公然陳列しても公然陳列罪は
成立しないという結論は、平成13年決定の理解とは異なるようにも考えられる。
しかし、現像という作業は暗室で実施しなければならず、さらに一定の科学的
知識や現像に用いる薬品類も必要となるから、フィルムの内容を「特段の行為
を要することなく直ちに認識できる状態」に置いたとまでは言えないであろう。
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て判断したものであり、他人がアップロードした画像の URL を掲載した本件

の事案とは大きく異なっていることから、平成13年決定の射程が本件に及ぶか

という点も問題となるように思われるが、本件下級審のいずれの審級において

も、本件改変 URL の掲載行為が自己蔵置と同視しうるかという視点の下で検

討がなされていることからすれば、平成13年決定の射程を直ちに本件に及ぼす

ことはできないと解されたのであろう。

（２）本件下級審判決の枠組み

　以下では第１審及び原審の枠組みについて、特に両者で問題となった①積極

的誘引性、及び②新たな認識可能性の設定、という２つの観点から検討を加え

ていく。

①　積極的誘引性について

　先に述べたように、本件の解決のために用いられている判断枠組みは第１審

と原審とで異なっている。しかし、被告人の行為が本件児童ポルノ画像の閲覧

を積極的に誘引したという事情（本稿ではこれを「積極的誘引性」と呼ぶこと

とする。）が考慮され、犯罪の成否に何らかの影響を与えているという点では、

両者は共通している。平成13年決定の枠組みをそのまま用いるのであれば、作

業の容易性を判断するだけで、犯罪の成立を肯定することは十分可能だったは

ずである。にもかかわらず第１審及び原審が積極的誘引性を指摘しているのは、

本件の事実関係において犯罪の成立を肯定するためには、作業の容易性を指摘

するだけでは不十分であるという考慮があったためではないかと考えられる。

　ただし、積極的誘引性が、本罪の成立要件との関係でどのように用いられて

いるかという点に関しては、まったく同じというわけではない。第１審では、

既にインターネットで閲覧可能であった本件児童ポルノ画像の認識可能性を新

たに設定することが可能か、という文脈でこの要素が考慮されているのに対し

て、原審では、「児童ポルノ画像を閲覧するための作業が多くなるに連れて、

閲覧者が児童ポルノ画像を閲覧するに至る危険性が減少する」ということを前

提とし、それでもウェブページの体裁等から積極的誘引性があると判断される

場合には、そのような危険がなお存在しているため、新たな法益侵害の危険性

が認められる、というのである。新たに認識可能性を設定したかという第１審

の問題意識は、新たに法益侵害が発生したかと言い換えることも可能であるか
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ら、第１審と原審の問題意識は共通しているとも言えるが、原審で問題とされ

ているのは、作業手順の多さに伴って減少する新たな法益侵害の危険性を何を

もって補っているかという点であり、新たな認識可能性の設定という点を第１

審ほどに強調しているわけではない。

　ところで大阪高裁は、作業手順の多寡が新たな法益侵害の危険性の大小に影

響し、積極的誘引性という事情が、（作業手順が多いことによって減少した）

新たな法益侵害の危険性を補完すると考えているようであるが、この前提が妥

当かについては、慎重に検討すべきであるように思われる。というのは、閲覧

者に求められる作業の個数が多くとも、それが高度の技術を要するものでない

のであれば、時間的な点は措くとしても技術的な困難は存在しないのであるか

ら、新たな法益侵害の危険性には影響を与えず、従って積極的誘引性という事

情を考慮する必要もないと考えられるからである。

　大阪高裁は以上の前提を説明する際、①あるウェブページに児童ポルノが掲

載されている場合、②ハイパーリンクが他のウェブページに掲載されている場

合、③ URL のみが掲載されている場合、及び④ URL が改変されている場合

を想定し、①から④の順に新たな法益侵害の危険性が減少していくとしつつ、

積極的誘引性がある場合にはこの危険性が減少しない、と説明しているように

見える。しかし、④の場合であっても作業自体は誰でも行える、極めて容易な

ものであるから、積極的誘引性がなければ新たな法益侵害の危険性を肯定でき

ない、と言う必要はないように思われる。平成13年決定が「作業の容易性」と

いう判断枠組みを用いて指摘したのは、当該作業が閲覧者にとって技術的に困

難なものでなければよいということであって、作業手順の多寡についてまで論

じているものではないと言うべきである。

　また、作業手順が多いという理由で新たな法益侵害の危険性が減少ないし否

定されると考えてしまうと、大阪高裁も自ら指摘しているように、「犯罪とし

て処罰されることを免れるための手段として」児童ポルノを閲覧するための作

業手順を多くするような掲載方法が将来一般的となれば、児童ポルノ公然陳列

罪の規定は事実上骨抜きにされる恐れが生じるのではないだろうか。

　さらに、児童ポルノ画像に限らずとも、示された URL 等の先に、閲覧者の

目的とする情報が存在しているということが分かっている、あるいはその可能

性があるのであれば、作業の個数が多かったとしても当該情報を入手するため

に作業を継続するであろう、と考えることは特段不自然なことではないように
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思われるし、児童ポルノ公然陳列罪の罪質を刑法175条におけるわいせつ物公

然陳列罪の罪質と同様に抽象的危険犯と解するのであれば、本件改変 URL を

掲載した時点で公然陳列罪は既遂に達すると言うべきであり、作業手順の多寡

を検討する必要があるかについては、やはり検討の余地があると言えよう。

　以上は第１審の判示についても妥当する。すなわち第１審では、新たな認識

可能性を設定したかという争点を検証する際、Ａ作成の掲示板とＸ作成の掲示

板の体裁をそれぞれ比較し、前者は検索にかかりづらく掲示板の発見は困難で

あるが、後者は検索にかかりやすいよう設定されているため積極的誘引性があ

り、新たな認識可能性を設定したと認定されている。しかし、原審に対するの

と同様の理由から、積極的誘引性の存在それ自体を根拠として新たな認識可能

性を認定することはできないように思われる30。

②　「新たな」認識可能性という基準について

　第１審と原審は共に、「公然と陳列した」の意義について平成13年決定を引

用し、同決定中の「認識できる状態に置いた」という文言に基づいて、新たな

認識可能性の設定について検討している。しかし、平成13年決定において争点

とされたのは作業の容易性であって、「新たな」認識可能性を設定したかとい

う点は争点とされていない。本件下級審は、同決定の「認識できる状態に置いた」

という文言につき、新たな適用上の要件を付け加えたものと評価できよう。

　そこで問題となるのが、既に公然陳列されているものを重ねて公然陳列する

ことが可能か、という点である。これについては先に述べたとおり、学説から

は概ね肯定されているようにも思われるが、単に児童ポルノ画像への「道筋」

を増やしたという理由のみでは、これを肯定すべきではないように思われる。

たとえば、既に（インターネット上の）広範囲にわたって当該児童ポルノ画像

が蔵置されているウェブページにアクセスすることが可能であるような状態31

で、さらに当該児童ポルノ画像にリンクを張り、あるいは URL を掲載したと

30 渡邊卓也「判批」判例評論659号（2014年）187頁は、誘引性は認識可能性の程
度問題に解消されるとする。
31 多数人が同一のウェブページにリンクを張るなどしたために、その他多数の
インターネット利用者が当該ウェブページを認識しうるようになった状態など
がこれにあたる。
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しても、確かに形式的には「道筋」を増やしたと言うことは可能であるが、し

かしこの場合は、実質的に「新たな認識可能性を設定した」と言うことはでき

ないから、これを自己蔵置と同視することもできない。それは、部屋の壁に穴

を開けることで、室内に蔵置されているわいせつ物が外から観覧できるように

した場合には公然陳列罪が成立するとしても32、既に多数の穴が開いている壁

に、さらに穴をひとつ開けたとしても公然陳列罪が成立する、と考えるのが妥

当でないのと同じである。

　従って、本件のようなケースを解決するにあたっては、児童ポルノ画像が本

来蔵置されていた場所と、その URL が掲載されていた場所の体裁を比較して、

新たな認識可能性の有無を判断することが必要となろう。第１審がこの点を検

討したのは正しかったように思われるが、その際判断基準とすべきなのは客観

的に人目につきやすいかどうかであり、先に述べたとおり、積極的誘引性を考

慮する必要はないと言うべきである。どれだけ閲覧を積極的に誘引していたと

しても、そのウェブページが人目につかなければ意味がないであろう。つまり、

既にインターネット上にアップロードされている画像について、実質的に新た

な認識可能性を設定したと言うためには、元のウェブサイトの認識可能性が低

く、リンクや URL が掲載されたウェブサイトの認識可能性が高いような場合

でなければならず、この点が立証されなければ、行為者を公然陳列罪に問うこ

とはできないと解するべきである。このように解すると、本件においては、原

審が第１審の認識可能性に関する検討を「客観的に確かな証拠があるのか、疑

問がないではない」として否定しているにもかかわらず被告人を有罪とした結

論は、妥当ではないこととなろう。本稿は、新たな認識可能性については第１

審の判断枠組みが、積極的誘引性を検討した点を除けば妥当であると考える。

　しかし、新たな認識可能性という要素を真に要求するのであれば、第１審の

検討もなお完全であるとは言えない。というのは、第１審は画像がアップロー

ドされているウェブサイトと、改変 URL が掲載されているウェブサイトの体

裁を比較検討することによって新たな認識可能性があったと結論付けている

が、本件で問題となった画像それ自体
0 0 0 0 0 0

が、他のウェブページ等においてどの程

度認識可能であったかという点については検討されていないからであり、この

点は学説においても特に問題点として触れられていない。しかし、この点を検

32 山口・前掲注（５）76頁。
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討せずに、ウェブサイトの体裁を比較するのみで新たな認識可能性が設定され

たかを判断するのは、妥当ではないのではなかろうか。

　例えば、児童ポルノ画像Ａが、認識可能性の低いウェブサイトにアップロー

ドされていたところ、あるとき行為者がこのサイトを偶然発見し、画像Ａの

URL を、認識可能性の高いウェブサイトに掲載したという事例を想定してみ

よう。この架空事例は本件事例とほぼ同じであり、第１審の判断枠組みによれ

ば有罪となるであろう。しかしそこに、「画像Ａは既にインターネット上の広

範囲においてアップロードされており、誰でも容易に閲覧することが可能で

あった」という事情が付け加わった場合には、異なる結論が得られるのではな

いだろうか。なぜなら、画像が既に広範囲に知れ渡っているということは、認

識可能性が設定され尽くしているということを意味し、そのような画像にアク

セスするためのリンクや URL を掲載しても、新たに認識可能性を設定したと

は言えないからである。そしてこの場合は、２つのウェブサイトの体裁を比較

検討する必要もない。問題となった画像自体の認識可能性が既に高ければ、ウェ

ブサイトの認識可能性の高低にかかわらず犯罪は不成立とされるべきである。

　ただし現状において、画像自体の認識可能性の有無や程度を正確に判断する

ことが可能かどうかについては疑問があり、どの程度認識可能性を高めれば新

たな認識可能性を設定したと言えるかについても明確な基準はないため、画像

自体の認識可能性という基準が有用であるとは言えないようにも思われるが、

「新たな認識可能性の設定」という基準を用いて本件のような事例を解決しよ

うとするのであれば、本来であればこの点まで考察しなければ、妥当な結論を

得ることはできないのではないだろうか33。

33 深町晋也「ネットワーク犯罪における刑法上の諸問題」立教法務研究７号
（2014年）214頁以下は、「極めてアクセス数の多いサイトにアップされ、かつ、
既に多くのインターネット利用者によって紹介されているようなわいせつ画像
について、それを更に紹介する意味で自己のサイト内でハイパーリンクを貼っ
た場合などについて、常にわいせつ物公然陳列罪が成立すると考えることは妥
当ではなかろう。」とする一方で、わいせつ画像を集めた「『まとめサイト』のよ
うなものを開設した場合には、不特定又は多数の者が認識可能な状態を質的に
高めたと評価することが可能であり、なお、新たな認識可能性を設定したもの
と認めても差し支えないと思われる」とする。しかし、本文でも述べたとおり、
当該画像がネット上で共有されている程度を把握することは困難であると思わ
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　さらに言えば、本件の解決には直接関係しないが、リンクを張る行為や

URL を掲載する行為に対して、新たな認識可能性を設定したという事情を要

求するのであれば、自己蔵置行為に対しても同様の事情を要求すべきなのでは

ないだろうか。この点学説が関心を寄せているのは専ら前者についてであり、

自らアップロードする行為についても新たな認識可能性という事情を要求する

かについては定かではない。しかし、既に広範囲にわたって認識可能性が設定

されている画像を自らアップロードした場合には犯罪が成立し、リンクや

URL を掲載した場合には成立しないというのは、均衡を欠くであろう34 35。

れ、わいせつ画像を紹介しているサイトというのは、通常は「まとめサイト」
の形態をしていると思われるため、認識可能性を「質的に高めた」という事情
を考慮しても、なお処罰範囲の限定を図ることは容易ではないように思われる。
34 一方、インターネット空間ではなく、実体を伴う現実の空間においても同じ
ことが言えるかについては議論の余地があろう。例えば、街中のある場所にわ
いせつ物Ａが公然陳列されていたところ、その隣に全く同じわいせつ物Ａ’を
置いたような場合には、なお公然陳列罪の成立する余地はあろう。現実の空間
において同一のわいせつ物が２つ置かれたとき、これによって発生した善良な
性風俗に対する抽象的危険を除去するためには、これらのわいせつ物の両方を
撤去する必要がある。しかし、先に置かれたわいせつ物Ａのみが公然陳列罪の
客体であるとすると、同一のわいせつ物Ａ’が置かれた後で、Ａのみが撤去さ
れた場合には、Ａ’については公然陳列罪が成立しないにもかかわらず、善良
な性風俗が害される危険は除去されず、不当な結果をもたらす恐れがあろう。
　一方、インターネット空間においては、ひとたびわいせつな画像が認識可能
性のあるウェブサイトにアップロードされると、多くの閲覧者によって画像が
他の場所へと「拡散」されていく可能性が高く、アップロードされたわいせつ
画像を撤去することは、現実の空間と比較すると極めて困難であることが予想
される。仮に、多数のウェブサイト上に同一のわいせつ画像がアップロードさ
れている場合に、行為者がさらに他のウェブサイト上にわいせつ画像を蔵置し
たとしても、この行為が新たな認識可能性を設定したとは言えないのではない
だろうか。
35 リンクや URL を掲載する行為は自らアップロードする行為とは異なるため、
これと同視するための「密接性」要件として、新たな認識可能性の設定という
事情を要求していると考える余地はあるかもしれないが、新たな認識可能性の
設定を必要としない自己蔵置と、これを要求するリンクや URL の掲載行為を

「同視」することはできないはずである。新たな認識可能性の設定という要件を、



刑事判例研究

［132］北法65（3・169）663

　この点について原審は、本件改変 URL の掲載行為は閲覧者に対して複雑困

難な操作を要求するものではないことを根拠として、本件行為は「当該児童ポ

ルノが特定のウェブページに掲載されていることさえ知らなかった不特定多数

の者に対してもその存在を知らしめる」ものであると判示しているが、この判

示は、今まで検討してきた意味での新たな認識可能性を論じたものではないよ

うに思われる。原審は、閲覧者に求められる作業の容易性を根拠として「その

存在を知らしめる」ものであると判示しているが、作業が容易であることと、

新たな認識可能性を設定することには関係がないこともさることながら、ここ

で原審が「その存在を知らしめる」という文言を用いて想定している認識可能

性は、第１審や学説が検討しているような実質的なものではなく、より形式的

な認識可能性であると思われる。それは「当該児童ポルノが特定のウェブペー

ジに掲載されていることさえ知らなかった不特定多数の者」という判示からも

明らかであろう。というのは、「特定のウェブページ」がどの程度の認識可能

性を有していたかを分析することなく結論を導き出していることに加えて、こ

の判示が実質的には何の制限にもなっていないからである36。

（自己蔵置とリンク等の）双方の場合で必要とするか、あるいは不要としなけれ
ば、一貫した解釈はできないと言うべきである。
36 例えば、認識可能性の高いウェブサイトに、既にインターネット上の広範囲
にわたって認識されている児童ポルノ画像がアップロードされていたところ、
その画像に対して、認識可能性の高い別のサイトにおいてリンクや URL を掲
載したような場合であっても、原審が判示したような「当該児童ポルノが特定
のウェブページに掲載されていることさえ知らなかった不特定多数の者に対し
てもその存在を知らしめ」た場合に該当することになるであろう。インターネッ
ト空間においては理論上誰もがあらゆるウェブサイトにアクセスすることがで
きるため、誰がどのウェブサイトを閲覧し、あるいはしていないのかを識別す
ることは困難である。それゆえ、どれほど多くのインターネット利用者に認識
されているウェブサイトにわいせつな画像がアップロードされたとしても、理
論上は当該ウェブサイトを知らない者が常に存在することになる。しかし、本
文でも述べるが、第１審が分析しているように、認識することが事実上困難な
ウェブサイトというものが存在していることは否定できないように思われる。
この点について指摘しているものとして、深町・前掲注（33）209頁以下、斎藤
あゆみ「ネットワーク利用犯罪におけるプロバイダの刑事責任」専修法研論集
37号（2005年）149頁以下。
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　確かに、第１審の分析を否定している以上、大阪高裁は問題となったウェブ

サイトの認識可能性については触れずに構成要件該当性を判断しなければなら

なかった、ということは理解できる。あるウェブサイトの「認識可能性が高い」

あるいは「認識可能性が低い」状態とは具体的にどのような状態を指すかを明

らかにすることは容易ではなく、大阪高裁が抱いた疑問は当然と言えよう。し

かし、第１審の分析はこの問題に一定の解決を示していると評価しうる。すな

わち、第１審の認定によれば、本件児童ポルノ画像を自己の掲示板にアップロー

ドしたＡは専ら個人的な目的に基づいて当該行為を行っており、その掲示板の

体裁37が、Ａの目的が個人的なものであることの裏付けになっていると言える。

さらに、共犯者Ｙが本件児童ポルノ画像を発見したのは、ロシアの掲示板から

直接リンクが張られていたものを発見したという偶然によるのであるから、Ｘ

が本件改変 URL を掲載しなければ、（画像それ自体が広範囲に認識されてい

たかという点を捨象すれば）本件児童ポルノ画像が人目に付くことは困難で

あったと言えよう。従って、少なくとも本件の事実関係の下においては、ウェ

ブサイトの認識可能性の程度に明らかな差があったと言っても差し支えない。

そして、ウェブサイトの認識可能性の程度差が事実関係を通して明らかになら

なかったのであれば、新たな認識可能性の設定を否定すべきである。問題とな

るのは、「明らかな程度の差があった」ことをどのように認定するかであるが、

本件のように、元のウェブサイトを認識することが事実上ほとんど困難である

と言えるような場合でない限りは、これを肯定することはできないように思わ

れる。

③　本件における下級審の判断について

　以上を踏まえて本件下級審判決について検討すると、まず原審は新たな認識

可能性については事実上考慮していないにもかかわらず本罪の成立を肯定して

いる点で、妥当ではない。次に第１審については、積極的誘引性という点を除

けば、２つのウェブサイトの認識可能性を比較した上で、Ｘは自らのウェブペー

ジにおいて改変 URL を掲載することで、本件児童ポルノ画像に対して新たな

37 Ａが作成した掲示板の題名は「☆☆☆☆☆☆☆☆☆」というものであり、外
部からは当該掲示板に児童ポルノが掲載されているということが分かりにくく
なっていた。
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認識可能性を設定したと判断している点では妥当であると言えるが、新たな認

識可能性という基準を用いるのであれば、やはり当該画像それ自体の認識可能

性の程度まで分析すべきだったように思われ、その分析を行わずに本罪の成立

を肯定するのが妥当な解決であったと言えるかは、なお疑問がある。しかしな

がら現状において画像それ自体の認識可能性というものをどれだけ把握できる

か定かでない以上、やむを得ないと言わざるを得ないであろう。

　もっとも、新たな認識可能性の設定という基準を用いずに、平成13年決定の

「作業の容易性」という基準をそのまま本件にあてはめて判断すれば、第１審

でも原審でも、本罪の成立を肯定することは十分可能だったはずである。にも

かかわらずそのような処理は行われておらず、平成13年決定の適用に際し一定

の限定を施そうと試みている姿勢は適切なものであったと評価できよう。

（３）最高裁の法廷意見と大橋反対意見について

　先にも述べたとおり、最高裁の多数意見は上告趣意が適法な上告理由に当た

らないとして、具体的な法律判断を示さずに上告を棄却しているが、「これは

多数意見が原判決の法令適用の適否等については何ら判断を示さなかったもの

であって、法令適用等について原判決の判断を是認したと捉えることは相当で

はない」38と指摘されていることに注意を要する。

　これに対して大橋反対意見は、刑法175条の公然陳列概念は児童ポルノ法７

条４項の公然陳列概念にも該当するとした上で、「『公然と陳列した』とされる

ためには、既に第三者によって公然陳列されている児童ポルノの所在場所の情

報を単に情報として示すだけでは不十分であり、当該児童ポルノ自体を不特定

又は多数の者が認識できるようにする行為が必要で」あると批判し、また、平

成13年決定の射程は本件には及ばず、幇助罪の成立する余地もあるとして、破

棄差し戻しを主張するものである。

　しかし、「所在場所の情報を示す」ことと、「児童ポルノ自体を不特定又は多

数の者が認識できるようにする」こととの間には、それほど本質的な差異は存

38 判時2166号（2013年）141頁（匿名解説）。石井・前掲注（21）165頁は、「反対
意見にまではいたらなかったという消極的な判断があったとみてよいのではな
かろうか。」とする。このほか、朝日恒行「判批」警察公論68巻８号（2013年）92
頁、豊田兼彦「判批」法学セミナー 701号（2013年）119頁。
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在していないのではないだろうか。原審も判示しているように、重要なのは当

該ウェブページで用いられているインターネット技術ではなく、容易に児童ポ

ルノを閲覧できるという現象である。所在場所の情報を示すことがその児童ポ

ルノ画像の閲覧を容易にし、新たな認識可能性を設定したと言えるのであれば、

これを自己蔵置と同視したとしても、罪刑法定主義に抵触することはないよう

に思われる。また、技術が異なるという理由でこのような行為態様を処罰せず

に放置するならば、児童ポルノの被写体となった児童の権利侵害はさらに助長

され、不当な結果をもたらすことにもなりかねない39。

　また、平成13年決定の射程を言う点についても、反対意見は、平成13年決定

は自己蔵置の事案であり、本件は自己蔵置の事案ではないため射程が及ばない

と主張しているが、本件行為が自己蔵置と同視しうるのであれば、なお本件を

平成13年決定の射程に含めて論ずることは可能であるし、平成13年決定におい

て重要なのは「閲覧者に要求される作業の容易性」であって、これは自己蔵置

の場合のみに限定しているものではないと言うこともできよう。

　最後に幇助犯の成否については既に学説からも指摘されているように、Ｘの

本件行為が、既に終了したＡによる本件児童ポルノ画像の自己蔵置行為を助長

したとは言えないから、幇助犯の成立は否定されよう40。

Ⅴ　おわりに　刑法175条と児童ポルノ法７条４項の関係について

　結論としては、本稿は、Ｘの行為について本罪の成立を認めた結論自体は妥

当であると考えるが、そこで用いるべき判断枠組みは第１審の枠組みであり、

これと異なる原審の枠組みによっては有罪判決を維持することはできないと考

39 大橋反対意見は、雑誌等に URL が掲載された場合であってもこれを公然陳
列罪で処罰することとなり不当である、という趣旨の批判を展開しているが、
携帯情報端末が公汎に普及した現在にあっては、ほんとうにこのような行為類
型を公然陳列罪で処罰すべきでないのかについては、議論の余地があろう。
40 深町・前掲注（33）215頁以下、天田・前掲注（21）115頁以下、石井・前掲注（21）
166頁、永井善之「判批」法学セミナー増刊号（新・判例解説 Watch）12号（2013
年）154頁、同「判批」刑事法ジャーナル37号（2013年）106頁、中村悠人「判批」
現代法学25号（2013年）183頁、渡邊卓也「判批」判例セレクト2012［Ⅰ］（2013年）
39頁、同・前掲注（30）188頁以下。また、幇助犯の成立可能性を検討すべきと
する見解につき、豊田・前掲注（38）119頁。
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える。最高裁決定については、法廷意見が第１審と原審のいずれの枠組みを妥

当としているのか、あるいはいずれの枠組みも妥当でないとしているのかが明

らかでないため、立ち入って検討することはできないが、少なくとも本稿の見

解からは、有罪の結論を維持したことに対しては、批判すべき点はないように

思われる。

　本件の検討は以上であるが、最後に、刑法175条と児童ポルノ法７条４項の

関係について、若干の検討を加えることとする。

　本件下級審判決や大橋反対意見によれば、わいせつ物公然陳列罪（刑法175条）

における「公然と陳列した」の意義について判断した平成13年決定の趣旨は、

児童ポルノ公然陳列罪（児童ポルノ法７条４項）における「公然と陳列した」と

いう文言の解釈にも妥当するとされている。しかし、これらの法律はそれぞれ

立法趣旨や法定刑が異なっており、175条の解釈と児童ポルノ法７条４項の解

釈が一致するという結論が必然的に出てくるわけではないように思われる。

　刑法174条（公然わいせつ）及び175条（わいせつ物頒布等）の罪が規定された

のは、性風俗ないし公衆の性的感情という社会的法益を保護するためであり41、

公然陳列罪に対する法定刑は２年以下の懲役若しくは250万円以下の罰金若し

くは科料、又は懲役と罰金の併科とされている。他方、児童ポルノ法の趣旨は、

端的に言えば児童の権利の擁護（１条）であり、法定刑は５年以下の懲役若し

くは500万円以下の罰金又はこれらの併科と、刑法よりも格段に重い処罰が規

定されており、両罪は保護の対象や法定刑において明確な差異を有している42。

　そこで、特に立法趣旨という見地から、両罪の「公然陳列」概念について見

てみると、例えば、既に広範囲に、児童ポルノではないわいせつ画像がアップ

ロードされている状況において当該画像にリンクを張ったような場合は、既に

健全な性風俗は害され尽くしていると言うことも可能であり、その限りでこれ

を罰しないといった処理も想定し得るのに対し、児童ポルノの場合は、たとえ

広範囲にわたって児童ポルノ画像が認識可能な状態になっていたとしても、さ

41 大塚ほか編・前掲注（５）４頁。
42 「わいせつ」の概念の解釈も、児童ポルノ法２条３項においては、刑法175条
における解釈（最判昭和26年５月10日刑集５巻６号1026頁）よりも広く解され
ており、この点でも両罪は異なっている。森山眞弓＝野田聖子編著『よくわか
る改正児童買春・児童ポルノ法』（ぎょうせい、2005年）79頁以下。
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らに新たなウェブサイトに児童ポルノ画像を蔵置することはもちろん、児童ポ

ルノ画像にリンクを張ったり、あるいは児童ポルノ画像が掲載されているウェ

ブページに至る URL を掲載したりするような場合であっても、児童ポルノの

被写体となった児童の権利は、さらに追い打ちをかけるように害されると言え、

このような行為類型までをも処罰することによって、児童の権利の保護が実現

できるのではないだろうか。

　確かに、両罪は共に「公然と陳列した」という同一の文言が用いられており、

立法者の意思としても、両罪の公然陳列概念を別異に扱うことを予定していな

いと考えられるから、下級審や大橋反対意見がこの点を特に問題としなかった

のはむしろ当然であるとも言えよう43。しかし、児童ポルノ法の立法趣旨や違

反行為に対して予定されている法定刑は、刑法175条のそれらよりも明らかに

厳しい態度で臨んでおり、そのような観点からすれば、公然陳列の概念を刑法

175条と児童ポルノ法７条４項とで一致させるというのは、実は必須の要求で

はないように思われるのであるが、この点の解明は、さしあたり本稿の目的と

するところではないので、今後の検討の可能性を指摘するにとどめることとす

る。

43 森山＝野田・前掲注（42）101頁は、児童ポルノ法７条４項の「公然と陳列した」
の解釈については平成13年決定と同様に考えられると説明している。
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